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は じ め に 

 
 

平成２３年３月１１日、県民の悲願であった東北新幹線全線開業から３か月。本県がまさ

に飛躍に向けて踏切版を蹴ったその矢先、歴史的な災害に見舞われ、状況は一変しました。

忘れられない、そして将来も決して忘れてはならない東日本大震災は、我が国全体に大きな

試練をもたらし、本県においても尊い生命や貴重な財産を奪い去り、日常生活や経済活動を

混乱に陥らせ、県民生活のあらゆる分野に影響を及ぼしました。その突然の出来事は、各人

に人生観や価値観をも問い直させるほどの衝撃でした。 
 こうした中、県では、一日も早い復旧・復興に取り組み、１２月には「青森県復興ビジョ

ン」を策定し、様々な困難に挑戦する「攻めの姿勢」での復興をさらに加速させています。

この大震災をバネとして、青森県をより良い形で次代へと引き継いでいくためには、今こそ、

本県の立ち位置を確認し、可能性、価値を見つめ直し、それぞれの立場で挑戦していくこと

が求められています。 
 
 「よくわかる青森県」は、青森県を巡る様々な客観データをはじめ、生活創造社会実現に

向けた先進的なプロジェクト、生業づくりを目指す地域の魅力ある取組など、青森県の今、

そして未来に向けて挑戦する姿を多面的に紹介しています。 
平成２３年度版は、東日本大震災における本県の被害状況と県民生活への影響、そして復

旧・復興の状況と「創造的復興」に向けた取組の方向性などを掲載しました。今は、この未

曾有の災害を県民すべての記憶とし、県を挙げて前へと歩みを進めるときです。 
 

読者の皆様には、引き続き、この「よくわかる青森県」を青森県の姿を客観的に知るため

のガイドブックとして、さらには、新しい時代において自信と誇りをもって県内外に発信で

きる魅力を再発見するツールとして、座右に置いていただければ幸いです。 
 加えて、さらに読み応えのある内容へと進化させるため、温かい御指導をお願い申し上げ

ますとともに、取材や資料の提供等に快く御協力いただいた関係各位に厚く御礼申し上げ、

刊行にあたっての御挨拶とさせていただきます。 
 
 平成２４年３月 
 
                     青森県企画政策部長 小山内 豊彦 
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第１部 青森県の姿 
 

第１部では、現在の青森県の姿を、質的・量的両面から多角的に説明することとする。 

構成は、人口・世帯、財政、社会基盤に関する「基本情報」、「青森県基本計画未来への挑戦」の政策・施

策分野に基づく分野ごとの様々なデータを紹介する「４分野情報」、県内 6地域ごとの代表的な指標を掲載し

た「地域別情報」からなり、主に客観的データを基にして、青森県の姿を明らかにしていく。 
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第１部では、現在の青森県の姿を、質的・量的両面から多角的に説明することとする。 
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た「地域別情報」からなり、主に客観的データを基にして、青森県の姿を明らかにしていく。 
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基 本 情 報Ⅰ
 

１ 人口・世帯 

 青森県 全国 

人口総数 

世帯総数 

１世帯当たり人員 

人口性比（女性 100 人に対する男性の数） 

人口密度 

137 万 3,339

51 万 3,385
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88.9

142.4
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資料：総務省統計局「国勢調査」（平成 22 年 10 月 1 日現在）、国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」

 

① 総人口及び男女別人口の推移 

大正 9年から 5年ごとに実施されてきた国勢調査

によると、本県の総人口は、昭和60年の152万 4,448

人をピークに減少に転じており、平成 22 年 10 月 1

日現在の人口は 137 万 3,339 人と平成 17 年から

63,318 人の減少、昭和 30 年の人口規模と同程度と

なっている。（図１）
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図１ 総人口及び男女別人口の推移（各年10月1日現在）
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資料：総務省統計局「国勢調査」

② 年齢３区分別人口の推移 

平成 22 年 10 月 1 日現在の本県の人口を年齢 3区

分別にみると、年少人口（14 歳以下）は 17 万 1,842

人（総人口の 12.6％）、生産年齢人口（15～64 歳）

は 84 万 3587 人（同 61.7％）、老年人口（65 歳以上）

は 35 万 2,768 人（同 25.8％）となっている。 

年齢 3区分別の人口は、近年、老年人口が急激に

増加する一方で、年少人口が減少しており、平成 12

年からは老年人口が年少人口を上回っている。また、

生産年齢人口も平成 2年以降減少が続いている。 

（図２） 
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③ 人口ピラミッドの変遷 

　　図３　人口ピラミッドの変遷

資料：総務省統計局「国勢調査」
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④ 人口動態（自然動態、社会動態）の推移 

最近の本県の自然動態（出生数-死亡数）について

は、平成 10 年までは出生数が死亡数を上回って推移

していたが、平成 11 年には出生数と死亡数が逆転し

自然動態がマイナスに転じ、以降マイナス幅が拡大

している。平成 22 年の自然動態は 6,319 人のマイナ

スとなっている。 

社会動態（転入数-転出数）については、転出数が

転入数を上回る転出超過の状態が続いている。平成

19 年まで転出超過数が増加していたが、近年転出超

過数が減少傾向にあり、平成 22 年の社会動態は

5,032 人のマイナスとなっている。 

自然動態と社会動態の合計である人口動態をみ

ると、昭和 59 年には、社会減少数が自然増加数を上

回ったためにマイナスに転じ、平成 6年から 2 年間

はプラスとなったものの、平成 8 年には再びマイナ

スとなり、以降、自然動態、社会動態ともマイナス

幅が拡大していることから、減少幅が著しく大きく

なっていたが、社会動態のマイナス幅の縮小に伴い、

人口動態のマイナス幅も縮小している。（図４） 
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図４ 本県の人口動態の推移
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資料:総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」、厚生労働省「人口動態統計」
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⑤ 世帯数の推移 

 本県の平成22年 10月 1日現在の総世帯数は51万

3,385 世帯（一般世帯：51 万 1,427 世帯、施設等の

世帯：1,958 世帯）で平成 17 年から 2,857 世帯増加

（一般世帯：2,320 世帯増加、施設等の世帯：537

世帯増加）している。 

 平成 22 年の一般世帯を家族類型別にみると、親族

のみの世帯が 71.7％を占めており、次いで単独世帯

27.6％、非親族を含む世帯 0.7％となっている。ま

た、平成 17 年からの家族類型別世帯数の増減につい

ては、親族のみの世帯 2.9％減、非親族を含む世帯

43.4％増、単独世帯 9.1％増となっているが、親族

のみ世帯のうち高齢夫婦世帯（夫 65 歳以上、妻 60

歳以上）では 11.5％増、ひとり親と子供から成る世

帯 9.2％増、単独世帯のうち高齢単身世帯（65 歳以

上）では 20.9％増と、高齢者世帯の増加が顕著にな

っている。（図５） 
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⑥ 平均寿命の推移 

 本県の平均寿命は、平成 17 年には、昭和 40 年と

比較して男女とも 10 歳以上延びている。 

一方、男女で比較した場合、各年とも女性の平均

寿命が上回っているが、平成 17 年には差が 8.53 歳

となり、全国で最も差が大きくなった。 

 また、全国と比較した場合、各年とも下回ってお

り、平成 17 年は男女とも全国で最も低い結果となっ

た。（図６） 
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⑦ 合計特殊出生率の推移 

 本県の合計特殊出生率は、平成 22 年は 1.38 とな

り前年に比較して 0.12 上がり、近年減少傾向にあっ

たものの、持ち直してきている。 

 全国と比較した場合、平成 18 年以降下回り、全国

との差が拡大傾向にあったが、平成 22 年の増加によ

り差が大きく縮小している。（図７） 
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によると、本県の総人口は、昭和60年の152万 4,448

人をピークに減少に転じており、平成 22 年 10 月 1

日現在の人口は 137 万 3,339 人と平成 17 年から

63,318 人の減少、昭和 30 年の人口規模と同程度と
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図１ 総人口及び男女別人口の推移（各年10月1日現在）

男

女

（千人）

資料：総務省統計局「国勢調査」

② 年齢３区分別人口の推移 

平成 22 年 10 月 1 日現在の本県の人口を年齢 3区

分別にみると、年少人口（14 歳以下）は 17 万 1,842

人（総人口の 12.6％）、生産年齢人口（15～64 歳）

は 84 万 3587 人（同 61.7％）、老年人口（65 歳以上）

は 35 万 2,768 人（同 25.8％）となっている。 

年齢 3区分別の人口は、近年、老年人口が急激に

増加する一方で、年少人口が減少しており、平成 12

年からは老年人口が年少人口を上回っている。また、

生産年齢人口も平成 2年以降減少が続いている。 

（図２） 
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③ 人口ピラミッドの変遷 

　　図３　人口ピラミッドの変遷

資料：総務省統計局「国勢調査」
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④ 人口動態（自然動態、社会動態）の推移 

最近の本県の自然動態（出生数-死亡数）について

は、平成 10 年までは出生数が死亡数を上回って推移

していたが、平成 11 年には出生数と死亡数が逆転し

自然動態がマイナスに転じ、以降マイナス幅が拡大

している。平成 22 年の自然動態は 6,319 人のマイナ

スとなっている。 

社会動態（転入数-転出数）については、転出数が

転入数を上回る転出超過の状態が続いている。平成

19 年まで転出超過数が増加していたが、近年転出超

過数が減少傾向にあり、平成 22 年の社会動態は

5,032 人のマイナスとなっている。 

自然動態と社会動態の合計である人口動態をみ

ると、昭和 59 年には、社会減少数が自然増加数を上

回ったためにマイナスに転じ、平成 6年から 2 年間

はプラスとなったものの、平成 8 年には再びマイナ

スとなり、以降、自然動態、社会動態ともマイナス

幅が拡大していることから、減少幅が著しく大きく

なっていたが、社会動態のマイナス幅の縮小に伴い、

人口動態のマイナス幅も縮小している。（図４） 
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⑤ 世帯数の推移 

 本県の平成22年 10月 1日現在の総世帯数は51万

3,385 世帯（一般世帯：51 万 1,427 世帯、施設等の

世帯：1,958 世帯）で平成 17 年から 2,857 世帯増加

（一般世帯：2,320 世帯増加、施設等の世帯：537

世帯増加）している。 

 平成 22 年の一般世帯を家族類型別にみると、親族

のみの世帯が 71.7％を占めており、次いで単独世帯

27.6％、非親族を含む世帯 0.7％となっている。ま

た、平成 17 年からの家族類型別世帯数の増減につい

ては、親族のみの世帯 2.9％減、非親族を含む世帯

43.4％増、単独世帯 9.1％増となっているが、親族

のみ世帯のうち高齢夫婦世帯（夫 65 歳以上、妻 60

歳以上）では 11.5％増、ひとり親と子供から成る世

帯 9.2％増、単独世帯のうち高齢単身世帯（65 歳以

上）では 20.9％増と、高齢者世帯の増加が顕著にな

っている。（図５） 
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⑥ 平均寿命の推移 

 本県の平均寿命は、平成 17 年には、昭和 40 年と

比較して男女とも 10 歳以上延びている。 

一方、男女で比較した場合、各年とも女性の平均

寿命が上回っているが、平成 17 年には差が 8.53 歳

となり、全国で最も差が大きくなった。 

 また、全国と比較した場合、各年とも下回ってお

り、平成 17 年は男女とも全国で最も低い結果となっ

た。（図６） 

65.32 67.82 

69.69 
71.41 

73.05 
74.18 

74.71 
75.67 76.27 

71.77 

74.68 

76.50 

78.39 
79.90 

81.49 
82.51 

83.69 
84.80 

67.74 

69.84 

71.79 
73.57 

74.95 
76.04 

76.70 
77.71 

78.79 

72.92 

75.23 

77.01 

79.00 
80.75 

82.07 
83.22 

84.62 
85.75 

65 

70 

75 

80 

85 

90 

昭和

40 45 50 55 60

平成

2 7 12 17年

（歳）
図６ 平均寿命の推移

青森県（男）

青森県（女）

全国（男）

全国（女）

資料：厚生労働省「都道府県別平均寿命の年次推移」
 

 

⑦ 合計特殊出生率の推移 

 本県の合計特殊出生率は、平成 22 年は 1.38 とな

り前年に比較して 0.12 上がり、近年減少傾向にあっ

たものの、持ち直してきている。 

 全国と比較した場合、平成 18 年以降下回り、全国

との差が拡大傾向にあったが、平成 22 年の増加によ

り差が大きく縮小している。（図７） 
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２ 財 政 

                                  前年度対比 

県当初予算      (平成 23 年度・一般会計)     6,928 億円  0.1％増 

  

                             資料：県総務部

 

① 平成 23 年度県予算 

ア 概要 

平成 23 年度当初予算は、平成 20 年 12 月に策定し

た「青森県行財政改革大綱」に掲げる財政健全化目

標の実現に向けて改革努力の徹底を図ることとし、

「収支均衡型の財政運営の実現を展望し、財源不足

額（基金取崩額）を極力圧縮すること」及び「県債

発行総額を抑制し、県債残高の圧縮に向けて努力す

ること」に留意するとともに、「平成 23 年度『選択

と集中』の基本方針」に掲げた 4 つの戦略キーワー

ドに基づく施策の重点化に努め、産業・雇用対策や

東北新幹線全線開業対策について積極的な対応を図

ることとした。 

この結果、規模としては 6,928 億円、平成 22 年度

当初予算対比 5億円、0.1％の増となり、2年連続の

プラス予算となった。（図１） 

 

 

イ 歳入 

歳入の内訳をみると、県税や諸収入などの自主財

源は 36.1％に留まっており、地方交付税、国庫支出

金及び、県債などの依存財源が 63.9％と大きな割合

を占めている。（図２） 

 なお、平成 22 年度と比較すると、自主財源比率は

1.4 ポイント上昇している。 

 

 

 

 

ウ 歳出 

歳出の内訳をみると、職員の人件費や県債償還の

ための公債費などの義務的経費が 5 割弱を占めてい

る。 

投資的経費は公共事業関係費の縮減等に伴い、構

成比でも平成 22 年度の 19.9％から低下している。

（図３） 
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エ 財源不足額（基金取崩額） 

基金取崩額は、平成 22 年度の 38 億円から 9億円

（前年度対比 29 億円減）へと大幅に改善させ、実質

的に収支均衡予算を達成した。（図４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ 県債発行額の抑制 

県債の発行総額については、臨時財政対策債が大

幅に減少したことから、前年度を下回った。また、

臨時財政対策債以外の県債については、北海道新幹

線鉄道整備事業費負担金に係る県債が大幅に増加し

たものの、全体として新規発行の抑制に努めた結果、

前年度を下回った。（図５） 

 

 

 

 

② 県財政の状況 

ア 県債残高の推移 

県財政を圧迫している県債の償還金(公債費)の負

担軽減に向けて、これまで県債の新規借入れを抑制

し、県債残高の圧縮に努めてきた成果として、臨時

財政対策債を除いたベースでの県債残高は減少傾向

にある。（図６） 

 

 

 

 

イ 基金残高の推移 

基金残高は平成 6 年度をピークに減少傾向にある。 

 行財政改革の取組みが成果をあげてきているもの

の、過去数年度にわたって地方交付税総額が削減、

減少するなど、国の財政再建によるマイナスの影響

を強く受けている本県財政においては、単年度の財

源の不足額が継続的に発生しており、その埋め合わ

せに基金を取り崩しているためである。（図７） 
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（前年度対比 29 億円減）へと大幅に改善させ、実質

的に収支均衡予算を達成した。（図４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ 県債発行額の抑制 

県債の発行総額については、臨時財政対策債が大

幅に減少したことから、前年度を下回った。また、

臨時財政対策債以外の県債については、北海道新幹

線鉄道整備事業費負担金に係る県債が大幅に増加し

たものの、全体として新規発行の抑制に努めた結果、

前年度を下回った。（図５） 

 

 

 

 

② 県財政の状況 

ア 県債残高の推移 

県財政を圧迫している県債の償還金(公債費)の負

担軽減に向けて、これまで県債の新規借入れを抑制

し、県債残高の圧縮に努めてきた成果として、臨時

財政対策債を除いたベースでの県債残高は減少傾向

にある。（図６） 

 

 

 

 

イ 基金残高の推移 

基金残高は平成 6 年度をピークに減少傾向にある。 

 行財政改革の取組みが成果をあげてきているもの

の、過去数年度にわたって地方交付税総額が削減、

減少するなど、国の財政再建によるマイナスの影響

を強く受けている本県財政においては、単年度の財

源の不足額が継続的に発生しており、その埋め合わ

せに基金を取り崩しているためである。（図７） 
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３ 社会基盤 

青森県          全国 

道路舗装率(簡易舗装含む) 国・県道計(平成 22 年 4 月 1 日)    93.6％         97.4％ 

             市町村道計(平成 22 年 4 月 1 日)    63.2％         77.2％ 

下水道普及率            (平 成 2 2 年 度 末)    54.4％         75.1％ 

人口一人当たりの都市公園面積    (平 成 2 2 年 度 末)     16.8 ㎡         9.8 ㎡  

                                    資料：国土交通省「道路統計年報」ほか 

 

① 道路現況 

本県の道路は、東北縦貫自動車道(弘前線は昭和

61 年 7 月 30 日全線開通、八戸線は八戸北ＩＣ～青

森東ＩＣ間を除き、平成 15年 9月 28 日までに開通)

を骨格に、直轄国道の 4 号､7 号、45 号、101 号(一

部)、104 号(一部)の各線と、県管理の国道 101 号(一

部)、102 号、103 号、104 号(一部)、279 号、280 号、

282 号、338 号、339 号､340 号、394 号、454 号の計

15 路線が道路網の基幹をなし、主要地方道 47 路線

と一般県道 185 路線とで幹線道路を構成している。 

平成22年4月1日現在における県内道路の実延長

は 1 万 9,708.2km で、うち改良済延長が 1 万

2,008.7km(改良率 60.9％)、舗装道延長が 1 万

3,669.6km(舗装率 69.4％）となっている。 

道路種別ごとにみると、高速自動車国道延長は

99.7km で、そのすべてが改良舗装済となっており、

一般国道延長は 1,413.0km で、うち改良済が

1,241.2km(改良率 87.8％)、舗装道が 1,402.9km(舗

装率 99.3％)となっている。 

また、地方道(県道)の実延長は 2,479.2km で、う

ち改良済が 1,656.5km(改良率 66.8％)、舗装道が

2,239.5km(舗装率 90.3％)となっており、一般国道

と県道を合わせた改良率は 74.4％、舗装率は 93.6％

となっている。 

一方､日常生活に密着している市町村道の実延長

は 1万 5,716.3km で､改良率 57.3％、舗装率 63.2％

となっている。（表１、図２） 

 

② 下水道普及率 

本県の下水道は、昭和 27 年に青森市が着手して以

来、平成 22年度末現在 40 市町村中、34 市町村で実

施しており、このうち供用開始しているのは 32 市町

村となっている。県では、岩木川流域下水道、馬淵

川流域下水道、十和田湖特定環境保全公共下水道の

各事業を実施している。 

平成 22 年度末現在の下水道普及率をみると、県平

均は 54.4％で、そのうち市部は 62.1％、町村部は

29.5％となっており、いずれも全国平均の 75.1％を

大きく下回っている。（図３） 

なお、47 都道府県別の状況をみると 99.2％の東京

都が第 1位で、本県は 32 位となっている。 

 

※平成 22 年度末は、東日本大震災の影響のため、岩手県、宮

城県、福島県の 3 県については、対象外としている。

 

実延長 済延長 率 道延長 率

(ｋｍ) (ｋｍ) (％) (ｋｍ) (％)

合計 19,708.2 12,008.7 60.9 13,669.6 69.4

高速自動車国道 99.7 99.7 100.0 99.7 100.0

一般国道計 1,413.0 1,241.2 87.8 1,402.9 99.3

指　定 301.0 301.0 100.0 301.0 100.0

その他 1,112.0 940.2 84.6 1,101.9 99.1

県道計 2,479.2 1,656.5 66.8 2,239.5 90.3

主要地方道 1,219.2 932.7 76.5 1,158.5 95.0

一般県道 1,260.0 723.9 57.4 1,080.9 85.8

市町村道 15,716.3 9,011.3 57.3 9,927.5 63.2

国県道計 3,892.2 2,897.7 74.4 3,642.4 93.6

県管理国県道計 3,591.2 2,596.7 72.3 3,341.4 93.0

資料：国土交通省道路局企画課ほか

※２　個々の数値は、単位未満を四捨五入したため、合計数値と合計

　　欄の数値が合致しない場合がある。

表１　青森県の道路現況

※１　舗装道には簡易舗装を含む。
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平成22年4月1日現在
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図２ 青森県の道路の現況（舗装率）
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③ 都市公園の整備状況 

本県の都市公園は、都市計画区域を有する 28 市町

村のうち 25 市町村において開設されており、平成

22 年度末現在、その総数は 828 箇所、面積は

1,996.08ha で、人口 1 人当たりの都市公園面積は、

16.74 ㎡／人となっており、全国平均の約 1.7 倍と

なっている。 

なお、青森県広域緑地計画では、平成 30 年度末ま

でに 20 ㎡／人となることを整備目標としている。 

（表４、図５） 

区　　　分 H18 19 20 21 22年度末

都市計画区域人口(万人) 120.8 118.6 119.2 119.2 119.2

都市公園箇所数 778 783 824 824 828

都市公園面積(ha) 1,805.29 1,806.92 1,866.74 1,972.65 1,996.08

都市計画区域人口１人

当たり公園面積(㎡/人)
14.94 15.24 15.66 16.54 16.74

表４　都市公園の整備状況

資料：県県土整備部  
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図５ 人口１人当たり都市公園等面積（平成22年度末現在）

資料：国土交通省「都市公園等整備現況調査」  

 

④ 土砂災害・雪崩対策の状況 

平成 22 年度末現在の土砂災害及び雪崩対策の状

況を対策別にみると、土石流対策では危険箇所数が

645 渓流で整備箇所数は 139 箇所(整備率 21.6％)、

地すべり対策では危険箇所数が 64 箇所で整備箇所

数は 15 箇所(整備率 23.4％)、急傾斜地対策では危

険箇所数が 1,318 箇所(要対策箇所 805)で整備箇所

数 296 箇所(要対策箇所に対する整備率 36.8％)、雪

崩対策では危険箇所数が1,003箇所で整備箇所数24

箇所(整備率 2.4％)となっている。（表６） 

箇所数
着手率

(％)
箇所数

整備率

(％)

土 石 流 645渓流 161 25.0 139 21.6

地すべり 64箇所 19 29.7 15 23.4

急傾斜地
1,318箇所

(805)
516 64.1 296 36.8

雪　　崩 1,003箇所 24 2.4 24 2.4

表６　土砂災害・雪崩対策の状況

資料：県県土整備部

(平成22年度末)

　整備箇所及び
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区分
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⑤ 河川改修の状況 

本県の河川の指定状況は、平成 22 年度末現在、大

臣管理が一級河川の岩木川、馬淵川、高瀬川の 3 水

系で 15 河川、指定延長は 155.04km となっている。 

また、知事管理が一級河川の岩木川、馬淵川、高

瀬川の 3 水系で 129 河川、指定延長は 925.9km、二

級河川の奥入瀬川水系ほかで 157 河川、指定延長

1,003.4km となっている。 

河川の改修状況をみると、平成 22 年度末現在、直

轄管理区間は 15 河川で計画堤防の延長は 180.8km

となっており、このうち完成と暫定を合わせた施工

済堤防延長は 160.1km（進捗率 88.6％）となってい

る。 

また、県管理区間は 286 河川で要改修延長は

1,216.5km となっており、このうち施設完成と暫定

を合わせた整備水準以上が 460.3km（進捗率 37.8％）

となっている。（表７） 

完成

堤防

暫定

堤防
計

(A) (B) (C) (B)/(A) (C)/(A)

岩木川 104.94 151.9 72.7 62.2 134.9 47.9 88.8

馬淵川 10.00 18.3 13.7 1.5 15.2 74.9 83.1

高瀬川 40.10 10.6 10.0 0.0 10.0 94.3 94.3

計 155.04 180.8 96.4 63.7 160.1 53.3 88.6

施設

完成

施設

暫定
計

(A) (B) (C) (B)/(A) (C)/(A)

一級河川 3 129 925.90 658.5 148.6 53.8 202.4 22.6 30.7

二級河川 79 157 1,003.40 558.0 202.3 55.6 257.9 36.3 46.2

計 82 286 1,929.30 1,216.5 350.9 109.4 460.3 28.8 37.8

区分

水

系

数

河

川

数

（単位：km、％）

進捗率

進捗率

指定

延長

1

1

15

整備水準以上
要改修

延長

13

資料：県県土整備部

表７　河川改修の状況

計画

堤防

延長一級河川 河川数
指定

延長

施工済堤防延長

(1) 国直轄管理区間(平成22年度末) （単位：km、％）

(2)県管理区間(平成22年度末)
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３ 社会基盤 

青森県          全国 

道路舗装率(簡易舗装含む) 国・県道計(平成 22 年 4 月 1 日)    93.6％         97.4％ 

             市町村道計(平成 22 年 4 月 1 日)    63.2％         77.2％ 

下水道普及率            (平 成 2 2 年 度 末)    54.4％         75.1％ 

人口一人当たりの都市公園面積    (平 成 2 2 年 度 末)     16.8 ㎡         9.8 ㎡  

                                    資料：国土交通省「道路統計年報」ほか 
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森東ＩＣ間を除き、平成 15年 9月 28 日までに開通)
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と一般県道 185 路線とで幹線道路を構成している。 

平成22年4月1日現在における県内道路の実延長
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道路種別ごとにみると、高速自動車国道延長は

99.7km で、そのすべてが改良舗装済となっており、

一般国道延長は 1,413.0km で、うち改良済が

1,241.2km(改良率 87.8％)、舗装道が 1,402.9km(舗
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また、地方道(県道)の実延長は 2,479.2km で、う

ち改良済が 1,656.5km(改良率 66.8％)、舗装道が

2,239.5km(舗装率 90.3％)となっており、一般国道

と県道を合わせた改良率は 74.4％、舗装率は 93.6％

となっている。 

一方､日常生活に密着している市町村道の実延長

は 1万 5,716.3km で､改良率 57.3％、舗装率 63.2％

となっている。（表１、図２） 

 

② 下水道普及率 

本県の下水道は、昭和 27 年に青森市が着手して以

来、平成 22年度末現在 40 市町村中、34 市町村で実

施しており、このうち供用開始しているのは 32 市町

村となっている。県では、岩木川流域下水道、馬淵

川流域下水道、十和田湖特定環境保全公共下水道の

各事業を実施している。 

平成 22 年度末現在の下水道普及率をみると、県平

均は 54.4％で、そのうち市部は 62.1％、町村部は

29.5％となっており、いずれも全国平均の 75.1％を

大きく下回っている。（図３） 

なお、47 都道府県別の状況をみると 99.2％の東京

都が第 1位で、本県は 32 位となっている。 

 

※平成 22 年度末は、東日本大震災の影響のため、岩手県、宮

城県、福島県の 3 県については、対象外としている。

 

実延長 済延長 率 道延長 率

(ｋｍ) (ｋｍ) (％) (ｋｍ) (％)

合計 19,708.2 12,008.7 60.9 13,669.6 69.4

高速自動車国道 99.7 99.7 100.0 99.7 100.0

一般国道計 1,413.0 1,241.2 87.8 1,402.9 99.3

指　定 301.0 301.0 100.0 301.0 100.0

その他 1,112.0 940.2 84.6 1,101.9 99.1

県道計 2,479.2 1,656.5 66.8 2,239.5 90.3

主要地方道 1,219.2 932.7 76.5 1,158.5 95.0

一般県道 1,260.0 723.9 57.4 1,080.9 85.8

市町村道 15,716.3 9,011.3 57.3 9,927.5 63.2

国県道計 3,892.2 2,897.7 74.4 3,642.4 93.6

県管理国県道計 3,591.2 2,596.7 72.3 3,341.4 93.0

資料：国土交通省道路局企画課ほか

※２　個々の数値は、単位未満を四捨五入したため、合計数値と合計

　　欄の数値が合致しない場合がある。

表１　青森県の道路現況

※１　舗装道には簡易舗装を含む。
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資料：国土交通省道路局企画課ほか

図２ 青森県の道路の現況（舗装率）
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③ 都市公園の整備状況 

本県の都市公園は、都市計画区域を有する 28 市町

村のうち 25 市町村において開設されており、平成

22 年度末現在、その総数は 828 箇所、面積は

1,996.08ha で、人口 1 人当たりの都市公園面積は、

16.74 ㎡／人となっており、全国平均の約 1.7 倍と

なっている。 

なお、青森県広域緑地計画では、平成 30 年度末ま

でに 20 ㎡／人となることを整備目標としている。 

（表４、図５） 

区　　　分 H18 19 20 21 22年度末

都市計画区域人口(万人) 120.8 118.6 119.2 119.2 119.2

都市公園箇所数 778 783 824 824 828

都市公園面積(ha) 1,805.29 1,806.92 1,866.74 1,972.65 1,996.08

都市計画区域人口１人

当たり公園面積(㎡/人)
14.94 15.24 15.66 16.54 16.74

表４　都市公園の整備状況

資料：県県土整備部  
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図５ 人口１人当たり都市公園等面積（平成22年度末現在）

資料：国土交通省「都市公園等整備現況調査」  

 

④ 土砂災害・雪崩対策の状況 

平成 22 年度末現在の土砂災害及び雪崩対策の状

況を対策別にみると、土石流対策では危険箇所数が

645 渓流で整備箇所数は 139 箇所(整備率 21.6％)、

地すべり対策では危険箇所数が 64 箇所で整備箇所

数は 15 箇所(整備率 23.4％)、急傾斜地対策では危

険箇所数が 1,318 箇所(要対策箇所 805)で整備箇所

数 296 箇所(要対策箇所に対する整備率 36.8％)、雪

崩対策では危険箇所数が1,003箇所で整備箇所数24

箇所(整備率 2.4％)となっている。（表６） 

箇所数
着手率

(％)
箇所数

整備率

(％)

土 石 流 645渓流 161 25.0 139 21.6

地すべり 64箇所 19 29.7 15 23.4

急傾斜地
1,318箇所

(805)
516 64.1 296 36.8

雪　　崩 1,003箇所 24 2.4 24 2.4

表６　土砂災害・雪崩対策の状況

資料：県県土整備部

(平成22年度末)
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⑤ 河川改修の状況 

本県の河川の指定状況は、平成 22 年度末現在、大

臣管理が一級河川の岩木川、馬淵川、高瀬川の 3 水

系で 15 河川、指定延長は 155.04km となっている。 

また、知事管理が一級河川の岩木川、馬淵川、高

瀬川の 3 水系で 129 河川、指定延長は 925.9km、二

級河川の奥入瀬川水系ほかで 157 河川、指定延長

1,003.4km となっている。 

河川の改修状況をみると、平成 22 年度末現在、直

轄管理区間は 15 河川で計画堤防の延長は 180.8km

となっており、このうち完成と暫定を合わせた施工

済堤防延長は 160.1km（進捗率 88.6％）となってい

る。 

また、県管理区間は 286 河川で要改修延長は

1,216.5km となっており、このうち施設完成と暫定

を合わせた整備水準以上が 460.3km（進捗率 37.8％）

となっている。（表７） 

完成

堤防

暫定

堤防
計

(A) (B) (C) (B)/(A) (C)/(A)

岩木川 104.94 151.9 72.7 62.2 134.9 47.9 88.8

馬淵川 10.00 18.3 13.7 1.5 15.2 74.9 83.1

高瀬川 40.10 10.6 10.0 0.0 10.0 94.3 94.3

計 155.04 180.8 96.4 63.7 160.1 53.3 88.6

施設

完成

施設

暫定
計

(A) (B) (C) (B)/(A) (C)/(A)

一級河川 3 129 925.90 658.5 148.6 53.8 202.4 22.6 30.7

二級河川 79 157 1,003.40 558.0 202.3 55.6 257.9 36.3 46.2

計 82 286 1,929.30 1,216.5 350.9 109.4 460.3 28.8 37.8

区分

水

系

数

河

川

数

（単位：km、％）

進捗率

進捗率

指定

延長

1

1

15

整備水準以上
要改修

延長

13

資料：県県土整備部

表７　河川改修の状況

計画

堤防

延長一級河川 河川数
指定

延長

施工済堤防延長

(1) 国直轄管理区間(平成22年度末) （単位：km、％）

(2)県管理区間(平成22年度末)
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⑥ ブロードバンドの普及 

県内におけるブロードバンド・インターネットの

普及状況をみると、その契約数等は順調に伸びては

いるものの、他都道府県に比べて低調に推移してお

り、平成 23年 9 月末時点の世帯普及率は、全国平均

の67.0％、東北平均の56.0％を大きく下回る42.7％

に止まっている。（図８） 

一方で、平成 23 年 9 月末現在の県内ブロードバン

ド契約に占める、ＦＴＴＨ(超高速ブロードバンド)  

 

の割合は 54.5％で、ＤＳＬ(ブロードバンド)の割合

の 38.6％を抜き、県内においても、着実にＦＴＴＨ

による接続が増加している。（表９） 

平成 23 年度には県内すべての収容局からブロー

ドバンドサービスが提供され、情報通信基盤の整備

が進む中、ＦＴＴＨの積極的な導入とＩＣＴの利活

用促進により、県民の利便性向上や産業の活性化等

へ結びつくことが期待される。 
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出典：総務省(電気通信事業報告規則に定めがなかったことから、H16.12及びH17.6の集計データはない。)

図８ 県内ブロードバンド契約数と世帯普及率の推移
(契約数)

 

 

FTTH（※1） DSL（※2） CATV(※3） FWA(※4） BWA（※5） 計

133,854 94,820 14,464 112 2,138 245,388

（54.5） （38.6） （5.9） （0.0） （0.9） （99.9）

1,150,636 573,885 104,092 138 23,298 1,852,049

（62.1） （31.0） （5.6） （0.0） （1.3） （100.0）

21,423,441 7,412,431 5,780,035 9,754 1,244,264 35,869,925

（59.7） （20.7） （16.1） （0.0） （3.5） （100.0）

※1　FTTH(Fiber To The Home)：通信事業者から各家庭まで光ファイバーを利用した超高速インターネット接続サービス

※2　DSL(Digital Subscriber Line)：電話の加入者線を利用した高速インターネット接続サービス

※3　CATV(Cable Television)：CATV用の番組伝送ケーブルを用いた高速インターネットサービス

※4　FWA(Fixed Wireless Access)：加入者宅と通信事業者間の加入者回線を無線で接続する高速インターネットサービス

※5　BWA(Broadband Wireless Access）：移動する加入者と通信事業者間を2.5GHz帯の周波数を利用して接続するインターネット接続

表９　青森県におけるブロードバンド・インターネットの契約数（平成23年9月末現在）

（上段：契約数、下段：エリア内に占める契約形態の割合（％））

　　　　　(東日本大震災の被災地域における契約数については、現時点で各事業者が把握し
　　　　　 　ている契約数を暫定的な数値として計上）

資料：総務省東北総合通信局　「東北におけるブロードバンドサービスの契約数について」
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青森県と言えば、雇用情勢が厳しいという、あま

り嬉しくないレッテルを貼られていますが、雇用情

勢を表す代表的な指標として使われているのが「有

効求人倍率」という統計指標です。新聞やテレビで

も頻繁に使われているので、皆さん聞いたことがあ

ると思いますが、今回は、有効求人倍率の特徴など

も交えながら、少し詳しく説明してみます。 

 

この有効求人倍率という指標は、厚生労働省が毎

月発表しているもので、簡単に言うと、職を探して

いる人(＝求職者)1 人に対して、何件の仕事(＝求

人)があるかということを示すものです。 

 

有効求人数
有効求職者数

有効求人倍率 ＝
 

 

本原稿執筆時点で公表されている有効求人倍率の

最新データは、平成 24 年 1月分のものですが、全国

は 0.73 倍、青森県は 0.52 倍となっています。 

つまり、いずれも求職者 1 人に対して 1 件未満の

求人しかないということであり、職を探している人

すべてには仕事が行き渡らないということです。特

に青森県の場合、職を探している人 2 人に対して、

ようやく 1 件の仕事があるかないかという状況なの

です。 

このように、青森県の有効求人倍率が低い最大の

要因は、「雇用の場が少ない」という一事に尽きるわ

けですが、このことについては、他の様々な機会に

議論がなされているので割愛して、ここでは有効求

人倍率の算出方法から見た特性について、少し記述

してみたいと思います。 

 

まず、職を探す人について見ていきます。 

今は、全国のハローワーク(職業安定所)がネット

ワークでつながれているため、どのハローワークに

行っても全国の求人情報を見ることができますし、

求職票を受け付けてもらえます。このため、職を探

す人は、わざわざ遠方のハローワークに足を運ぶ必

要はありません。 

つまり、職を探している人は、最寄りのハローワ

ーク、あるいは最寄ではなくても、比較的空いてい

るとか、駐車場が広いとか、近隣で行きやすいハロ

ーワークに足を運ぶと思います。このため、青森県

在住の方であれば、ほとんどの場合、県内のハロー

ワークで職を探すと考えられます。 

 

次は、求人について見ていきます。 

まず、求人については、会社等の事業所がある地

域のハローワークに出さなければならないという決

まりがあります。 

この場合の事業所とは、支社や支店のほか工場や

店舗なども含まれますが、これらの事業所には採用

の権限がない場合も少なくないため、実際には、本

社のある地域のハローワークに求人が出されること

が多いようです(雇用条件などの問い合わせに対応

できる採用担当者と連絡が取りやすいため)。 

 

具体的な例をあげてみましょう。 

 

Ａ県内にあるＴ社の自動車工場で、100 人の

従業者を募集したとします。 

この求人は、この自動車工場の本社があるＴ

市のハローワークに出され、ハローワークのネ

ットワークを通じて、全国各地で募集が開始さ

れます。 

しかし、この工場では、以前採用して非常に

粘り強く優秀だった青森県内からできるだけ多

くの従業者を雇用したいと考え、青森県内で新

聞広告の掲載や折り込みチラシの配布などを通

じて積極的なＰＲを行いました。 

その結果、この求人に対して、青森県内から

50 人の応募があり、Ｔ社は当初の予定どおり、

青森県内から多くの従業員を採用することがで

きました。 

 

さて、このような求人があった場合、青森県内の

有効求人倍率にはどのような影響(効果)があるので

しょうか。実質的に 100 人の求人があったのだから、

有効求人倍率は上がってもよさそうなものですが、

実際には、有効求人倍率は下がってしまいます。 

まず求人面から見ると、この工場からの求人はＴ

市があるＡ県の求人数にカウントされ、青森県内の

求人数には全く影響を与えません。つまり、有効求

人倍率の分子である求人数は全く増えないというこ

とです。 

一方、この求人に対する青森県内からの応募は、

よほどのことがない限り、青森県内のハローワーク

に出されることでしょう。つまり、有効求人倍率の

分母である求職者数は増加するということです。 

分子は増えず分母が増えるとその答えはどうなる

でしょうか。当然小さくなりますよね。 

 

最近では少なくなったものの、青森県では昔、冬

場あるいは通年の出稼ぎが非常に多く、県外で働く

ことへの抵抗感が少ないのではないかと言われてい

ます。また、県外の企業からは、青森県民は真面目

で粘り強く、製造業に向いているとの評価があると

されており、製造業においては、青森県での求人に

力を入れる企業が少なくないと聞いています。 

 

このように、県外からの求人が比較的多く、そし

て、県外への就職にあまり抵抗を感じない県民性で

あることなども、青森県の有効求人倍率が低い理由

の 1つになっていると推測されます。 

コラム 有効求人倍率の不思議 (1) 

～求人は全国を駆け巡る～ 
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有効求人数
有効求職者数

有効求人倍率 ＝
 

 

本原稿執筆時点で公表されている有効求人倍率の

最新データは、平成 24 年 1月分のものですが、全国

は 0.73 倍、青森県は 0.52 倍となっています。 

つまり、いずれも求職者 1 人に対して 1 件未満の

求人しかないということであり、職を探している人

すべてには仕事が行き渡らないということです。特

に青森県の場合、職を探している人 2 人に対して、

ようやく 1 件の仕事があるかないかという状況なの

です。 

このように、青森県の有効求人倍率が低い最大の

要因は、「雇用の場が少ない」という一事に尽きるわ

けですが、このことについては、他の様々な機会に

議論がなされているので割愛して、ここでは有効求

人倍率の算出方法から見た特性について、少し記述

してみたいと思います。 

 

まず、職を探す人について見ていきます。 

今は、全国のハローワーク(職業安定所)がネット

ワークでつながれているため、どのハローワークに

行っても全国の求人情報を見ることができますし、

求職票を受け付けてもらえます。このため、職を探

す人は、わざわざ遠方のハローワークに足を運ぶ必

要はありません。 

つまり、職を探している人は、最寄りのハローワ

ーク、あるいは最寄ではなくても、比較的空いてい

るとか、駐車場が広いとか、近隣で行きやすいハロ

ーワークに足を運ぶと思います。このため、青森県

在住の方であれば、ほとんどの場合、県内のハロー

ワークで職を探すと考えられます。 

 

次は、求人について見ていきます。 

まず、求人については、会社等の事業所がある地

域のハローワークに出さなければならないという決

まりがあります。 

この場合の事業所とは、支社や支店のほか工場や

店舗なども含まれますが、これらの事業所には採用

の権限がない場合も少なくないため、実際には、本

社のある地域のハローワークに求人が出されること

が多いようです(雇用条件などの問い合わせに対応

できる採用担当者と連絡が取りやすいため)。 

 

具体的な例をあげてみましょう。 

 

Ａ県内にあるＴ社の自動車工場で、100 人の

従業者を募集したとします。 

この求人は、この自動車工場の本社があるＴ

市のハローワークに出され、ハローワークのネ

ットワークを通じて、全国各地で募集が開始さ

れます。 

しかし、この工場では、以前採用して非常に

粘り強く優秀だった青森県内からできるだけ多

くの従業者を雇用したいと考え、青森県内で新

聞広告の掲載や折り込みチラシの配布などを通

じて積極的なＰＲを行いました。 

その結果、この求人に対して、青森県内から

50 人の応募があり、Ｔ社は当初の予定どおり、

青森県内から多くの従業員を採用することがで

きました。 

 

さて、このような求人があった場合、青森県内の

有効求人倍率にはどのような影響(効果)があるので

しょうか。実質的に 100 人の求人があったのだから、

有効求人倍率は上がってもよさそうなものですが、

実際には、有効求人倍率は下がってしまいます。 

まず求人面から見ると、この工場からの求人はＴ

市があるＡ県の求人数にカウントされ、青森県内の

求人数には全く影響を与えません。つまり、有効求

人倍率の分子である求人数は全く増えないというこ

とです。 

一方、この求人に対する青森県内からの応募は、

よほどのことがない限り、青森県内のハローワーク

に出されることでしょう。つまり、有効求人倍率の

分母である求職者数は増加するということです。 

分子は増えず分母が増えるとその答えはどうなる

でしょうか。当然小さくなりますよね。 

 

最近では少なくなったものの、青森県では昔、冬

場あるいは通年の出稼ぎが非常に多く、県外で働く

ことへの抵抗感が少ないのではないかと言われてい

ます。また、県外の企業からは、青森県民は真面目

で粘り強く、製造業に向いているとの評価があると

されており、製造業においては、青森県での求人に

力を入れる企業が少なくないと聞いています。 

 

このように、県外からの求人が比較的多く、そし

て、県外への就職にあまり抵抗を感じない県民性で

あることなども、青森県の有効求人倍率が低い理由

の 1つになっていると推測されます。 

コラム 有効求人倍率の不思議 (1) 

～求人は全国を駆け巡る～ 

－ 8－ － 9－
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４ 分 野 情 報Ⅱ
 

１ 産業・雇用分野 

(1) 県民所得 

20年度 21年度

県内総生産(名目) 45,100 億円 44,170 億円 △ 3.2 △ 2.1

県内総生産(実質：連鎖方式) 48,657 億円 47,841 億円 △ 2.9 △ 1.7

県民所得 33,503 億円 32,622 億円 △ 4.1 △ 2.6

1人当たり県民所得 2,407 千円 2,366 千円 △ 3.1 △ 1.7

国内総生産(名目) 4,920,670 億円 4,740,402 億円 △ 4.6 △ 3.7

国内総生産(実質：連鎖方式) 5,394,840 億円 5,267,353 億円 △ 4.1 △ 2.4

国民所得 3,518,834 億円 3,392,234 億円 △ 7.1 △ 3.6

1人当たり国民所得 2,756 千円 2,660 千円 △ 7.0 △ 3.5

1人当たり所得の水準(国＝100) 87.3 88.9 － －

資料：県統計分析課「平成21年度青森県県民経済計算」、内閣府「平成23年版国民経済計算年報」

20年度 21年度

対前年度増加率(％)

青

森

県

全

　

国

項目　　／　　年度

実　　　　　額

 
 

① 県内総生産(生産側) 

平成 21 年度の県内総生産(生産側、名目)は 4 兆

4,170 億円で、前年度に比べて 2.1％の減少となった。 

産業別にみると、第一次産業では水産業が増加し

たものの、農業、林業が大きく減少したため、総生

産は 1,810 億円で前年度に比べ 8.5％の減少となっ

た。 

第二次産業では、鉱業、製造業、建設業の全てが

減少したことから、総生産は 9,511 億円で前年度に

比べ 4.0％の減少となった。 

第三次産業では、不動産業や電気・ガス・水道業 

 

などで増加したものの、卸売・小売業や政府サービ

ス生産者などが減少したことから、総生産は 3 兆

4,447 億円で前年度に比べ 1.3％の減少となった。 

産業別の構成比では、第三次産業が全体の４分の

３を占めている。 

県内総生産の増加率(名目経済成長率)に占める寄

与度でみると、卸売・小売業(0.5％減)や建設業

（0.5％減）、農業（0.4％減）、製造業（0.4％減）、

政府サービス生産者（公務）（0.4％減）などとなっ

ている。(表１)

 

(単位：百万円、％)

20年度 21年度 20年度 21年度 20年度 21年度
１．産　　業 3,812,264 3,744,278 -4.0 -1.8 81.5 81.8 - 1.5 
　(１) 農　業 161,867 145,157 -1.2 -10.3 3.5 3.2 - 0.4 
　(２) 林　業 7,517 6,574 0.2 -12.5 0.2 0.1 - 0.0 
　(３) 水産業 28,493 29,249 -10.6 2.7 0.6 0.6 0.0 

　(４) 鉱　業 12,155 12,109 -14.5 -0.4 0.3 0.3 - 0.0 
　(５) 製造業 648,856 630,184 -8.1 -2.9 13.9 13.8 - 0.4 
　(６) 建設業 330,018 308,773 -8.4 -6.4 7.1 6.7 - 0.5 

　(７) 電気・ガス・水道業 106,222 115,161 -13.1 8.4 2.3 2.5 0.2 
　(８) 卸売・小売業 549,074 526,594 1.3 -4.1 11.7 11.5 - 0.5 
　(９) 金融・保険業 170,730 171,324 -17.6 0.3 3.6 3.7 0.0 
　(10) 不動産業 547,047 556,978 -2.1 1.8 11.7 12.2 0.2 
　(11) 運輸・通信業 286,541 283,907 -0.2 -0.9 6.1 6.2 - 0.1 
　(12) サ－ビス業 963,744 958,268 -0.5 -0.6 20.6 20.9 - 0.1 

２．政府サ－ビス生産者 757,188 728,826 -1.1 -3.7 16.2 15.9 - 0.6 
　(１) 電気・ガス・水道業 70,518 67,584 -2.5 -4.2 1.5 1.5 - 0.1 
　(２) サ－ビス業 150,782 145,018 -2.9 -3.8 3.2 3.2 - 0.1 
　(３) 公　務 535,888 516,224 -0.4 -3.7 11.5 11.3 - 0.4 

３．対家計民間非営利サービス生産者 109,095 103,616 -1.1 -5.0 2.3 2.3 - 0.1 
４．小計(１+２+３) 4,678,547 4,576,720 -3.5 -2.2 100.0 100.0 - 2.3 
５．輸入品に課される税・関税 13,965 11,006 -22.2 -21.2 - 0.1 
(控除)総資本形成に係る消費税 23,999 21,492 -12.7 -10.4 - 0.1 
(控除)　帰属利子 158,552 149,249 -9.6 -5.9 - 0.2 
県内総生産(４+５) 4,509,961 4,416,985 -3.2 -2.1 - 2.1 

(再掲)第一次産業 197,877 180,980 -2.6 -8.5 4.2 4.0 - 0.4 
　　　第二次産業 991,029 951,066 -8.3 -4.0 21.2 20.8 - 0.9 
　　　第三次産業 3,489,641 3,444,674 -2.0 -1.3 74.6 75.3 - 1.0 

※　構成比は、小計を100とした値。

増加率 構成比実　額

資料：県統計分析課「平成21年度青森県県民経済計算」

表１　経済活動別県内総生産(生産側、名目)

増　加

寄与度
項　　　　　　目
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平成 21 年度の経済活動別県内総生産(名目)を、昭

和 30 年度、50 年度、平成 7年度と比較してみると、

農林水産業が昭和 30 年度の約 10 分の 1 の 4.0％ま

で減少している一方、サービス業が約 3.7 倍の

20.9％、政府サービス生産者が約 1.6 倍の 15.9％、

不動産業が約 4.5 倍の 12.2％まで増加している。

 

また、製造業が平成 17 年度までは概ね 10％程度

で横ばいだったものが、平成 18 年度以降大幅に増加

している一方、長年増加傾向にあった建設業と卸

売・小売業が近年は減少に転じており、特に建設業

についてはピーク時の約半分となっている。(図２) 

4.0

5.6

19.0

39.4

13.8

9.9

9.1

10.8

6.7

13.1

13.5

3.9

11.5

15.2

13.2

12.5

12.2

9.6

7.3

2.7

6.2

7.4

6.3

7.3

20.9

16.5

9.2

5.6

15.9

14.1

14.6

10.0

8.8

8.6

7.8

7.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

21年度

平成7年度

50年度

昭和30年度

図２ 経済活動別総生産(名目)の比較

農林水産業

製造業

建設業

卸売・小売業

不動産業

運輸・通信業

サービス業

政府サービス生産者

その他

資料：県統計分析課「平成21年度青森県県民経済計算」、内閣府HP

注１ 「その他」は、「鉱業」「電気・ガス・水道業」「金融・保険業」「対家計民間非営利サービス生産者」の合計である。

注２ 上のグラフの４つの時期の計数は、基準年、概念が一部異なっている。そのため、これらの計数は直接には

接続しないことに留意が必要。

昭和30年度：68SNA、昭和55年基準 昭和50年度：68SNA、平成２年基準

平成７年度：93SNA、平成７年基準 平成21年度：93SNA、平成12年基準

 

② 経済成長率 

平成 20 年半ばからの世界的な金融危機に端を発

した景気悪化の影響を受けた本県経済も、平成 21

年夏以降順調に生産活動が回復したが、前年度末の

水準が大幅なマイナスだったこともあり、平成 21

年度全体の経済成長率は名目でマイナス 2.1％、実

質ではマイナス 1.7％と、名目、実質ともにマイナ

ス成長となった。なお、平成 21 年度の国の経済成長

率は、名目でマイナス 3.7％、実質でマイナス 2.4％

となっている。 

 

 

また、平成 12年度以降の本県と国の実質経済成長

率について、平成 12～16 年度と平成 17～21 年度の

それぞれ 5年間で年率換算すると、平成 12～16 年度

は国が 1.09％、本県がマイナス 0.33％、平成 17～

21 年度は国がマイナス 0.62％、本県が 0.95％とな

っており、平成 12～16 年度は国が上回っていたが、

平成 17～21 年度は平成 18 年度に本県の経済成長率

が大幅に増加したことや平成 20 年以降のマイナス

幅が国に比べて少なかったことにより、本県が上回

っている。(図３) 

2.2
- 0.8

- 0.2 - 0.1 - 0.2 - 0.3

9.8

- 1.0 - 2.9
- 1.7

2.6

- 0.8
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2.1 2.0 2.3 2.3
1.8

- 4.1
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図３ 実質経済成長率の推移

資料：県統計分析課「平成21年度青森県県民経済計算」･内閣府「平成23年版国民経済計算年報」

青森県(実質)

国(実質)

(％)

H12～H16平均成長率(青森県)：-0.33％

H12～H16平均成長率(国)：1.09％

H17～H21平均成長率(国)：-0.62％

H17～H21平均成長率

(青森県)：0.95％

 

－ 10 － － 11 －
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４ 分 野 情 報Ⅱ
 

１ 産業・雇用分野 

(1) 県民所得 

20年度 21年度

県内総生産(名目) 45,100 億円 44,170 億円 △ 3.2 △ 2.1

県内総生産(実質：連鎖方式) 48,657 億円 47,841 億円 △ 2.9 △ 1.7

県民所得 33,503 億円 32,622 億円 △ 4.1 △ 2.6

1人当たり県民所得 2,407 千円 2,366 千円 △ 3.1 △ 1.7

国内総生産(名目) 4,920,670 億円 4,740,402 億円 △ 4.6 △ 3.7

国内総生産(実質：連鎖方式) 5,394,840 億円 5,267,353 億円 △ 4.1 △ 2.4

国民所得 3,518,834 億円 3,392,234 億円 △ 7.1 △ 3.6

1人当たり国民所得 2,756 千円 2,660 千円 △ 7.0 △ 3.5

1人当たり所得の水準(国＝100) 87.3 88.9 － －

資料：県統計分析課「平成21年度青森県県民経済計算」、内閣府「平成23年版国民経済計算年報」

20年度 21年度

対前年度増加率(％)

青

森

県

全

　

国

項目　　／　　年度

実　　　　　額

 
 

① 県内総生産(生産側) 

平成 21 年度の県内総生産(生産側、名目)は 4 兆

4,170 億円で、前年度に比べて 2.1％の減少となった。 

産業別にみると、第一次産業では水産業が増加し

たものの、農業、林業が大きく減少したため、総生

産は 1,810 億円で前年度に比べ 8.5％の減少となっ

た。 

第二次産業では、鉱業、製造業、建設業の全てが

減少したことから、総生産は 9,511 億円で前年度に

比べ 4.0％の減少となった。 

第三次産業では、不動産業や電気・ガス・水道業 

 

などで増加したものの、卸売・小売業や政府サービ

ス生産者などが減少したことから、総生産は 3 兆

4,447 億円で前年度に比べ 1.3％の減少となった。 

産業別の構成比では、第三次産業が全体の４分の

３を占めている。 

県内総生産の増加率(名目経済成長率)に占める寄

与度でみると、卸売・小売業(0.5％減)や建設業

（0.5％減）、農業（0.4％減）、製造業（0.4％減）、

政府サービス生産者（公務）（0.4％減）などとなっ

ている。(表１)

 

(単位：百万円、％)

20年度 21年度 20年度 21年度 20年度 21年度
１．産　　業 3,812,264 3,744,278 -4.0 -1.8 81.5 81.8 - 1.5 
　(１) 農　業 161,867 145,157 -1.2 -10.3 3.5 3.2 - 0.4 
　(２) 林　業 7,517 6,574 0.2 -12.5 0.2 0.1 - 0.0 
　(３) 水産業 28,493 29,249 -10.6 2.7 0.6 0.6 0.0 

　(４) 鉱　業 12,155 12,109 -14.5 -0.4 0.3 0.3 - 0.0 
　(５) 製造業 648,856 630,184 -8.1 -2.9 13.9 13.8 - 0.4 
　(６) 建設業 330,018 308,773 -8.4 -6.4 7.1 6.7 - 0.5 

　(７) 電気・ガス・水道業 106,222 115,161 -13.1 8.4 2.3 2.5 0.2 
　(８) 卸売・小売業 549,074 526,594 1.3 -4.1 11.7 11.5 - 0.5 
　(９) 金融・保険業 170,730 171,324 -17.6 0.3 3.6 3.7 0.0 
　(10) 不動産業 547,047 556,978 -2.1 1.8 11.7 12.2 0.2 
　(11) 運輸・通信業 286,541 283,907 -0.2 -0.9 6.1 6.2 - 0.1 
　(12) サ－ビス業 963,744 958,268 -0.5 -0.6 20.6 20.9 - 0.1 

２．政府サ－ビス生産者 757,188 728,826 -1.1 -3.7 16.2 15.9 - 0.6 
　(１) 電気・ガス・水道業 70,518 67,584 -2.5 -4.2 1.5 1.5 - 0.1 
　(２) サ－ビス業 150,782 145,018 -2.9 -3.8 3.2 3.2 - 0.1 
　(３) 公　務 535,888 516,224 -0.4 -3.7 11.5 11.3 - 0.4 

３．対家計民間非営利サービス生産者 109,095 103,616 -1.1 -5.0 2.3 2.3 - 0.1 
４．小計(１+２+３) 4,678,547 4,576,720 -3.5 -2.2 100.0 100.0 - 2.3 
５．輸入品に課される税・関税 13,965 11,006 -22.2 -21.2 - 0.1 
(控除)総資本形成に係る消費税 23,999 21,492 -12.7 -10.4 - 0.1 
(控除)　帰属利子 158,552 149,249 -9.6 -5.9 - 0.2 
県内総生産(４+５) 4,509,961 4,416,985 -3.2 -2.1 - 2.1 

(再掲)第一次産業 197,877 180,980 -2.6 -8.5 4.2 4.0 - 0.4 
　　　第二次産業 991,029 951,066 -8.3 -4.0 21.2 20.8 - 0.9 
　　　第三次産業 3,489,641 3,444,674 -2.0 -1.3 74.6 75.3 - 1.0 

※　構成比は、小計を100とした値。

増加率 構成比実　額

資料：県統計分析課「平成21年度青森県県民経済計算」

表１　経済活動別県内総生産(生産側、名目)

増　加

寄与度
項　　　　　　目
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平成 21 年度の経済活動別県内総生産(名目)を、昭

和 30 年度、50 年度、平成 7年度と比較してみると、

農林水産業が昭和 30 年度の約 10 分の 1 の 4.0％ま

で減少している一方、サービス業が約 3.7 倍の

20.9％、政府サービス生産者が約 1.6 倍の 15.9％、

不動産業が約 4.5 倍の 12.2％まで増加している。

 

また、製造業が平成 17 年度までは概ね 10％程度

で横ばいだったものが、平成 18 年度以降大幅に増加

している一方、長年増加傾向にあった建設業と卸

売・小売業が近年は減少に転じており、特に建設業

についてはピーク時の約半分となっている。(図２) 
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9.6

7.3
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6.2
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6.3

7.3
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5.6
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8.8

8.6

7.8

7.8
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21年度

平成7年度

50年度

昭和30年度

図２ 経済活動別総生産(名目)の比較

農林水産業

製造業

建設業

卸売・小売業

不動産業

運輸・通信業

サービス業

政府サービス生産者

その他

資料：県統計分析課「平成21年度青森県県民経済計算」、内閣府HP

注１ 「その他」は、「鉱業」「電気・ガス・水道業」「金融・保険業」「対家計民間非営利サービス生産者」の合計である。

注２ 上のグラフの４つの時期の計数は、基準年、概念が一部異なっている。そのため、これらの計数は直接には

接続しないことに留意が必要。

昭和30年度：68SNA、昭和55年基準 昭和50年度：68SNA、平成２年基準

平成７年度：93SNA、平成７年基準 平成21年度：93SNA、平成12年基準

 

② 経済成長率 

平成 20 年半ばからの世界的な金融危機に端を発

した景気悪化の影響を受けた本県経済も、平成 21

年夏以降順調に生産活動が回復したが、前年度末の

水準が大幅なマイナスだったこともあり、平成 21

年度全体の経済成長率は名目でマイナス 2.1％、実

質ではマイナス 1.7％と、名目、実質ともにマイナ

ス成長となった。なお、平成 21 年度の国の経済成長

率は、名目でマイナス 3.7％、実質でマイナス 2.4％

となっている。 

 

 

また、平成 12年度以降の本県と国の実質経済成長

率について、平成 12～16 年度と平成 17～21 年度の

それぞれ 5年間で年率換算すると、平成 12～16 年度

は国が 1.09％、本県がマイナス 0.33％、平成 17～

21 年度は国がマイナス 0.62％、本県が 0.95％とな

っており、平成 12～16 年度は国が上回っていたが、

平成 17～21 年度は平成 18 年度に本県の経済成長率

が大幅に増加したことや平成 20 年以降のマイナス

幅が国に比べて少なかったことにより、本県が上回

っている。(図３) 
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平成12 13 14 15 16 17 18 19 20 21年度

図３ 実質経済成長率の推移

資料：県統計分析課「平成21年度青森県県民経済計算」･内閣府「平成23年版国民経済計算年報」

青森県(実質)

国(実質)

(％)

H12～H16平均成長率(青森県)：-0.33％

H12～H16平均成長率(国)：1.09％

H17～H21平均成長率(国)：-0.62％

H17～H21平均成長率

(青森県)：0.95％

 

－ 10 － － 11 －
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資料：県統計分析課「平成21年度青森県県民経済計算」

民間最終消費支出

政府最終消費支出

総資本形成

財貨・サービス

の移出入(純)等

県内総生産（合計）

平成

③ 県民所得 

平成21年度の県民所得の総額は3兆2,622億円で、

前年度と比べて 2.6％の減少となった。内訳をみる

と、県民雇用者報酬が 2.8％の減少、財産所得が

11.4％の減少、企業所得が 1.2％の減少となり、す

べての項目が減少している。(図４) 

21,496

1,067

10,059

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

図４ 県民所得（分配）の推移（億円）
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財産所得

企業所得

資料：県統計分析課「平成21年度青森県県民経済計算」

 

 

また、１人当たり県民所得の推移をみると、平成

21 年度は前年度比 1.7％減の 236 万 6 千円となった

ものの、国を 100 とした水準は 88.9 となり、過去最

高となった。(図５) 
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図５ １人当たり県民所得の推移

資料：県統計分析課「平成21年度青森県県民経済計算」、内閣府「平成23年版国民経済計算年報」

国＝100とした水準

（右目盛）

年度平成

 

 

④ 県内総生産(支出側) 

平成 21 年度の県内総生産(名目)を支出側から項

目別にみると、民間最終消費支出は 2兆 1,484 億円

で前年度と比べて 2.2％減少、政府最終消費支出は 1

兆2,673億円で前年度と比べて0.8％の減少、また、

総資本形成は民間企業の設備投資などが減少し、

9,334 億円と前年度と比べて 7.0％減少した。（図６）

⑤ 移出と移入の推移 

純移出（移出－移入）は平成 17 年度まで一貫して

マイナスとなっていたものの、平成 18 年度にプラス

となった。平成 19 年度以降再びマイナスに戻ったが、

マイナス幅は平成 17 年度以前よりも小さなものに

とどまっている。(図７) 
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図７ 移出と移入の推移（名目）

資料：県統計分析課「平成21年度青森県県民経済計算」

平成 年度

 
 

⑥ 物価指数（デフレーター）の推移 

 県内総生産のデフレーターは、県内総生産の名目

値を実質値で除して得られる指数で、物価の総合的

な動きを表す。 

一般的には、デフレーターが上昇した場合は、イ

ンフレ、低下した場合はデフレといえる。ただし、

原材料価格が上昇したものの最終製品価格への転嫁

が不十分だった場合、消費者物価指数や企業物価指

数は上昇するが、付加価値が減少するため、県内総

生産のデフレーターは低下することがある。 

 平成12暦年を100とする県内総生産のデフレータ

ーは、平成 9年度をピークに一貫して減少しており、

平成 21 年度には 92.3 となっている。(図８)  
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図８ 県内総生産デフレーター（生産側、連鎖方式）

（平成12暦年=100）

年度平成

資料：県統計分析課「平成21年度青森県県民経済計算」
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(2) 家計・物価・賃金 

                                  青森県         全 国 

世帯員が 2人以上の勤労者世帯の実収入（1ヶ月平均、平成 21 年）    43 万 550 円      47 万 4,199 円 

消費者物価地域差指数（全国=100、平成 19 年）              96.8         100 

賃金（1ヶ月の所定内給与額、平成 21 年）                    22 万 6,500 円      29 万 6,200 円 

資料：総務省「平成 21 年全国消費実態調査」「平成 19 年全国物価統計調査」、厚生労働省「平成 22 年賃金構造基本統計調査」 

 

① 勤労者世帯の家計収支 

 世帯員が 2人以上の勤労者世帯の 1ヶ月平均家計

収支における実収入は、全国の 47 万 4,199 円に対し

て本県は 43 万 550 円と下回っているものの、平成

16 年から 21 年の推移でみると、全国が減少してい

るのに対して本県が増加したため、格差は大幅に縮

小している。可処分所得や消費支出についても同様

の傾向となっている。(表１) 

 本県の消費支出の費目別の内訳を全国と比較して

みると、「住居」「教育」「教養娯楽」「被服及び履物」

の割合が少なく、「光熱・水道」が上回っている。ま

た、平成 16年から 21 年の本県の推移をみると、「交

通・通信」の増加と「家具・家事用品」の減少が大

きい。(図２) 

青森県 全国 青森県 全国

3.59 3.52 3.54 3.37

401,421 502,114 430,550 474,199

世 帯 主 収 入 301,179 382,438 309,682 357,671

世帯主の配偶者収入 46,383 57,333 65,315 56,405

そ の 他 の 収 入 53,859 62,343 55,553 60,123

343,446 425,513 359,847 393,375

278,667 339,212 283,414 320,128

食 料 64,889 73,742 64,231 69,874

住 居 11,311 19,393 12,573 19,895

光 熱 ･ 水 道 20,977 19,398 21,764 18,865

家 具 ･ 家 事 用 品 9,330 9,783 8,328 9,385

被 服 及 び 履 物 11,458 14,648 10,604 13,226

保 健 医 療 10,803 11,935 10,238 12,146

交 通 ･ 通 信 41,208 50,754 50,096 51,275

教 育 14,369 22,330 16,248 21,029

教 養 娯 楽 22,177 32,472 23,089 32,116

その他の 消費支出 72,145 84,756 66,242 72,318

806 1,204 753 1,178

668 700 675 680

表１　世帯当たり1ヶ月間の平均家計収支

平成16年 平成21年

世 帯 人 員 ( 人 )

実 収 入

　（単位：円）　　　（二人以上の勤労者世帯）

81.1 79.7 78.8

可 処 分 所 得

消 費 支 出

平均消費性向(％)

資料：総務省「全国消費実態調査」

81.4
（消費支出/可処分所得）

貯 蓄 現 在 高 ( 万 円 )

負 債 現 在 高 (万 円 )
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資料：総務省「全国消費実態調査」  

② 消費者物価地域差指数 

 全国を 100 とした消費者物価地域差指数をみると、

本県は「総合」で 96.8 の水準となっている。費目ご

との内訳をみると「教育」は 86.0 と、全国で 3番目

に低い水準となっている。一方で、「光熱・水道」は

113.1 と、突出して高く、全国でも最も高い水準と

なっており、これは、特に本県の上下水道料と、ガ

ス代の指数が高いことに起因している。 

(図３・表４) 
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図３ 青森県の物価地域差指数 （全国＝100）
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資料：総務省「平成19年度全国物価統計調査」  

大分類

食料 96.4 (9位)

住居 89.4 (29位)

  光熱・水道 113.1 (47位)

  家具･家事用品 96.6 (16位)

  被服及び履物 91.5 (10位)

 保健医療 98.7 (6位)

  交通・通信 98.3 (23位)

教育 86.0 (3位)

 教養娯楽 96.2 (7位)

 諸雑費 92.5 (4位)

資料：総務省「平成19年全国物価統計調査」

青森県

(全国順位：低い順)

表４　10大費目別指数

－ 12 － － 13 －
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資料：県統計分析課「平成21年度青森県県民経済計算」
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③ 県民所得 

平成21年度の県民所得の総額は3兆2,622億円で、

前年度と比べて 2.6％の減少となった。内訳をみる

と、県民雇用者報酬が 2.8％の減少、財産所得が

11.4％の減少、企業所得が 1.2％の減少となり、す

べての項目が減少している。(図４) 
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資料：県統計分析課「平成21年度青森県県民経済計算」

 

 

また、１人当たり県民所得の推移をみると、平成

21 年度は前年度比 1.7％減の 236 万 6 千円となった

ものの、国を 100 とした水準は 88.9 となり、過去最

高となった。(図５) 
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資料：県統計分析課「平成21年度青森県県民経済計算」、内閣府「平成23年版国民経済計算年報」
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④ 県内総生産(支出側) 

平成 21 年度の県内総生産(名目)を支出側から項

目別にみると、民間最終消費支出は 2兆 1,484 億円

で前年度と比べて 2.2％減少、政府最終消費支出は 1

兆2,673億円で前年度と比べて0.8％の減少、また、

総資本形成は民間企業の設備投資などが減少し、

9,334 億円と前年度と比べて 7.0％減少した。（図６）

⑤ 移出と移入の推移 

純移出（移出－移入）は平成 17 年度まで一貫して

マイナスとなっていたものの、平成 18 年度にプラス

となった。平成 19 年度以降再びマイナスに戻ったが、

マイナス幅は平成 17 年度以前よりも小さなものに

とどまっている。(図７) 
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図７ 移出と移入の推移（名目）

資料：県統計分析課「平成21年度青森県県民経済計算」

平成 年度

 
 

⑥ 物価指数（デフレーター）の推移 

 県内総生産のデフレーターは、県内総生産の名目

値を実質値で除して得られる指数で、物価の総合的

な動きを表す。 

一般的には、デフレーターが上昇した場合は、イ

ンフレ、低下した場合はデフレといえる。ただし、

原材料価格が上昇したものの最終製品価格への転嫁

が不十分だった場合、消費者物価指数や企業物価指

数は上昇するが、付加価値が減少するため、県内総

生産のデフレーターは低下することがある。 

 平成12暦年を100とする県内総生産のデフレータ

ーは、平成 9年度をピークに一貫して減少しており、

平成 21 年度には 92.3 となっている。(図８)  
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図８ 県内総生産デフレーター（生産側、連鎖方式）

（平成12暦年=100）

年度平成

資料：県統計分析課「平成21年度青森県県民経済計算」
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(2) 家計・物価・賃金 

                                  青森県         全 国 

世帯員が 2人以上の勤労者世帯の実収入（1ヶ月平均、平成 21 年）    43 万 550 円      47 万 4,199 円 

消費者物価地域差指数（全国=100、平成 19 年）              96.8         100 

賃金（1ヶ月の所定内給与額、平成 21 年）                    22 万 6,500 円      29 万 6,200 円 

資料：総務省「平成 21 年全国消費実態調査」「平成 19 年全国物価統計調査」、厚生労働省「平成 22 年賃金構造基本統計調査」 

 

① 勤労者世帯の家計収支 

 世帯員が 2人以上の勤労者世帯の 1ヶ月平均家計

収支における実収入は、全国の 47 万 4,199 円に対し

て本県は 43 万 550 円と下回っているものの、平成

16 年から 21 年の推移でみると、全国が減少してい

るのに対して本県が増加したため、格差は大幅に縮

小している。可処分所得や消費支出についても同様

の傾向となっている。(表１) 

 本県の消費支出の費目別の内訳を全国と比較して

みると、「住居」「教育」「教養娯楽」「被服及び履物」

の割合が少なく、「光熱・水道」が上回っている。ま

た、平成 16年から 21 年の本県の推移をみると、「交

通・通信」の増加と「家具・家事用品」の減少が大

きい。(図２) 

青森県 全国 青森県 全国

3.59 3.52 3.54 3.37

401,421 502,114 430,550 474,199

世 帯 主 収 入 301,179 382,438 309,682 357,671

世帯主の配偶者収入 46,383 57,333 65,315 56,405

そ の 他 の 収 入 53,859 62,343 55,553 60,123

343,446 425,513 359,847 393,375

278,667 339,212 283,414 320,128

食 料 64,889 73,742 64,231 69,874

住 居 11,311 19,393 12,573 19,895

光 熱 ･ 水 道 20,977 19,398 21,764 18,865

家 具 ･ 家 事 用 品 9,330 9,783 8,328 9,385

被 服 及 び 履 物 11,458 14,648 10,604 13,226

保 健 医 療 10,803 11,935 10,238 12,146

交 通 ･ 通 信 41,208 50,754 50,096 51,275

教 育 14,369 22,330 16,248 21,029

教 養 娯 楽 22,177 32,472 23,089 32,116

その他の 消費支出 72,145 84,756 66,242 72,318

806 1,204 753 1,178

668 700 675 680

表１　世帯当たり1ヶ月間の平均家計収支

平成16年 平成21年

世 帯 人 員 ( 人 )

実 収 入

　（単位：円）　　　（二人以上の勤労者世帯）

81.1 79.7 78.8

可 処 分 所 得

消 費 支 出

平均消費性向(％)

資料：総務省「全国消費実態調査」

81.4
（消費支出/可処分所得）

貯 蓄 現 在 高 ( 万 円 )

負 債 現 在 高 (万 円 )
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図２ 家計消費支出の推移（平成16年全国＝100）

H16年青森県

H21年青森県

H16年全国

H21年全国

資料：総務省「全国消費実態調査」  

② 消費者物価地域差指数 

 全国を 100 とした消費者物価地域差指数をみると、

本県は「総合」で 96.8 の水準となっている。費目ご

との内訳をみると「教育」は 86.0 と、全国で 3番目

に低い水準となっている。一方で、「光熱・水道」は

113.1 と、突出して高く、全国でも最も高い水準と

なっており、これは、特に本県の上下水道料と、ガ

ス代の指数が高いことに起因している。 

(図３・表４) 
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89.4

113.1

96.6

91.598.7

98.3

86.0

96.2

92.5

60 

80 

100 

120 
総 合

食 料

住 居

光熱・水道

家 具 ・家事用品

被服及び履物保健医療

交通･通信

教 育

教養娯楽

諸雑費

図３ 青森県の物価地域差指数 （全国＝100）

青森県

全国

資料：総務省「平成19年度全国物価統計調査」  

大分類

食料 96.4 (9位)

住居 89.4 (29位)

  光熱・水道 113.1 (47位)

  家具･家事用品 96.6 (16位)

  被服及び履物 91.5 (10位)

 保健医療 98.7 (6位)

  交通・通信 98.3 (23位)

教育 86.0 (3位)

 教養娯楽 96.2 (7位)

 諸雑費 92.5 (4位)

資料：総務省「平成19年全国物価統計調査」

青森県

(全国順位：低い順)

表４　10大費目別指数

－ 12 － － 13 －
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③ 消費者物価指数の推移 

物価の年次推移をみるため、平成 17 年を 100 とし

た青森市の消費者物価指数を平成17～22年の6ヵ年

で比較すると、総合では、平成 17～19 年が横ばいで

あったが、平成 20 年に 102.3 と物価水準は大きく上

昇した。その後、平成 21 年に 100.2 まで減少し、平

成22年は99.9と平成17～19年の水準に戻っている。 

(表５) 

ウエイト 17年 18年 19年 20年 21年 22年

総合 10000 100.0 100.2 99.9 102.3 100.2 99.9

食料 2870 100.0 99.9 99.4 102.2 103.1 103.4

住居 2048 100.0 99.4 99.1 99.3 98.6 98.1
 光熱･水道 996 100.0 107.5 108.3 120.4 105.7 108.4

  家具･家事用品 306 100.0 93.8 92.6 95.9 95.8 91.1
  被服及び履物 411 100.0 97.9 97.8 98.1 98.4 101.5

 保健医療 403 100.0 99.7 99.7 99.4 98 97.9
 交通･通信 1083 100.0 100.4 100.8 104.0 98.6 99.3

教育 303 100.0 100.5 101.1 101.6 102.1 80.2
 教養娯楽 1017 100.0 98.5 96.3 94.5 93.7 92.6

 諸雑費 565 100.0 100.4 100.5 101.6 101.6 103.1

表５　消費者物価指数の費目別推移(青森市)

資料：総務省「消費者物価指数年報」  

また、平成 22年の消費者物価指数を費目別にみる

と、「教育」、「家具・家事用品」、「教養・娯楽」など

が前年から下落しているが、特に下落幅が大きい「教

育」については、平成 22年 4 月から高等学校の授業

料が無償化されたことによる影響とみられる。 

(図６) 
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資料：総務省「消費者物価指数年報」
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図６ 消費者物価指数の変化率（青森市:平成21年→22年）

 

一方、国は平成 21 年 11 月の月例経済報告におい

て、「物価の動向を総合してみると、緩やかなデフレ

状況にある。」との基調判断を示したが、平成 22 年

における消費者物価指数の動きをみると、全国の指

数（生鮮食品を除く総合）は、1 月～12 月までの各

月とも前年同月を下回っており、青森市の消費者物

価指数についても平成22年3月から連続して前年同

月を下回る状況が続くなど、物価の下落傾向が認め

られる。 

 

④ 常用労働者の賃金 

本県における平成 22 年の常用労働者 10 人以上を

雇用する事業所の所定内給与額（きまって毎月支給

される現金給与額から超過労働給与額を差し引いた

額）は、22 万 6,500 円となっており、東北で最も低

い水準となっている。 

また、年間賞与その他特別給与額は、全国の約

56％の水準となっており、格差が大きくなっている。

(表７) 

現　金

給与額

所定内

給与額

歳 年 時間 時間 万円 万円 万円

全国計 41.3 11.9 165 13 32.3 29.6 79.1
青　森 42.4 11.9 168 10 24.5 22.7 44.0
岩　手 42.3 12.2 167 12 25.8 23.7 49.3
宮　城 41.7 11.9 168 12 28.5 26.4 64.5
秋　田 42.5 12.2 167 11 24.9 22.9 46.8
山　形 42.2 13.4 168 12 25.9 23.7 47.3
福　島 41.9 12.5 167 13 28.0 25.5 56.3

資料：厚生労働省「平成22年賃金構造基本統計調査」

　表７　都道府県別きまって支給する現金給与額、所定内給与額及び

勤　続

年　数

所定内

実労働

時間数

超　過

実労働

時間数

年間賞与

そ の 他

特　　別

給 与 額

年　齢 きまって支給する

　　　　年間賞与その他特別給与額（産業計、企業規模10人以上計）

 

 

⑤ 産業別にみた所定内給与額及び年間賞与額  

本県の所定内給与額を産業別にみると、金融・保

険業が 31万 5,300 円と最も高い額となっている（全

国 36 万 4,000 円）。一方、サービス業は、19 万 2,400

円と最も低い額となっている（全国25万1,200円）。 

本県の年間賞与額を産業別にみると、金融・保険

業が109万 8,600円と最も高くなっている（全国131

万 3,800 円）。一方、建設業は、20 万 9,300 円と最

も低くなっている（全国 61 万 5,800 円）。(図８) 
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資料：厚生労働省「平成22年賃金構造基本統計調査」

図８ 産業別所定内給与額及び年間賞与額

全国 青森

(万円)

 

 

⑥ 学歴別初任給 

本県の学歴別の初任給額をみると、高卒は 13 万

5,100 円、高専・短大卒は 14 万 3,100 円、大卒は 17

万 5,900 円となっている。 

東京を 100 とした水準でみると、高卒は 82、高専・

短大卒 78、大卒 85 と、いずれも低い水準となって

いる。(表９) 

男女計 17.6 85 14.3 78 13.5 82 

男 17.7 83 14.5 79 14.2 86 

女 17.4 86 14.2 77 13.0 79 

初任給額 格差 初任給額 格差 初任給額

大　　卒 高専・短大卒 高　　卒

表９　青森県の性別・学歴別　初任給額

（産業計、企業規模10人以上計）

資料：厚生労働省「平成22年賃金構造基本統計調査」

格差

（万円） (東京=100) （万円） (東京=100) （万円） (東京=100)
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(3) 金 融 

県内金融機関実質一般預金残高 

 〃   〃 貸 出 残 高 

手 形 交 換 金 額 

不 渡 手 形 金 額 

不  渡  率  （ 金  額 ） 

(平成 23 年 3 月末)

(  〃  )

( 平 成 2 3 年 )

(  〃  )

(  〃  )

5 兆 71 億円

3兆 2,276 億円

4,719 億円

5億 7,300 万円

0.091％

前年同期に比べ

前年同期に比べ

前 年 に 比 べ

前 年 に 比 べ

前 年 に 比 べ

2.1％増加

1.1％減少

1.7％増加

27.1％減少

0.08％増加

資料：県統計分析課「青森県統計年鑑」、日本銀行青森支店、㈱東京商工リサーチ青森支店

 

① 総預金残高と貸出残高の推移 

ア 実質一般預金残高の状況 

平成 23 年 3 月末の県内金融機

関の実質一般預金残高は、5兆 71

億 4,300 万円で、前年同期に比べ

2.1％増加した。 

金融機関別にみると、銀行が 3

兆 4,158 億円で前年同期に比べ

2.7％増加、信用金庫・組合が

9,044億 4,200万円で前年同期に

比べ 0.04％減少となっている。 

（図１） 
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図１ 県内金融機関業態別実質一般預金残高の推移(末残ベース)

資料：県統計分析課「青森県統計年鑑」

銀行

信用金庫

・組合

その他

49,02647,042 47,530 47,739 47,383 47,626 48,004 48,408

H

50,071

イ 貸出の状況 

貸出残高総額は、平成 16 年 3

月末より、それまでの横ばい傾向

から減少へと転じており、平成

23 年 3 月末の貸出残高は、3 兆

2,275 億 8,500 万円と、前年同期

比 1.1％の減少となった。 

金融機関別では、銀行が 2 兆

2,194 億 9800 万円と、前年同期

比 0.4％の減少、信用金庫・組合

は 4,522 億 3,500 万円と、前年同

期比 7.5％の減少となった。 

（図２） 
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図２ 県内金融機関業態別貸出残高の推移(末残ベース)

銀行

信用金庫

・組合

その他

32,650
37,627 36,082 34,888

34,082 32,779 33,520 32,850

H

資料：県統計分析課「青森県統計年鑑」

32,276

－ 14 － － 15 －
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③ 消費者物価指数の推移 

物価の年次推移をみるため、平成 17 年を 100 とし

た青森市の消費者物価指数を平成17～22年の6ヵ年

で比較すると、総合では、平成 17～19 年が横ばいで

あったが、平成 20 年に 102.3 と物価水準は大きく上

昇した。その後、平成 21 年に 100.2 まで減少し、平

成22年は99.9と平成17～19年の水準に戻っている。 

(表５) 

ウエイト 17年 18年 19年 20年 21年 22年

総合 10000 100.0 100.2 99.9 102.3 100.2 99.9

食料 2870 100.0 99.9 99.4 102.2 103.1 103.4

住居 2048 100.0 99.4 99.1 99.3 98.6 98.1
 光熱･水道 996 100.0 107.5 108.3 120.4 105.7 108.4

  家具･家事用品 306 100.0 93.8 92.6 95.9 95.8 91.1
  被服及び履物 411 100.0 97.9 97.8 98.1 98.4 101.5

 保健医療 403 100.0 99.7 99.7 99.4 98 97.9
 交通･通信 1083 100.0 100.4 100.8 104.0 98.6 99.3

教育 303 100.0 100.5 101.1 101.6 102.1 80.2
 教養娯楽 1017 100.0 98.5 96.3 94.5 93.7 92.6

 諸雑費 565 100.0 100.4 100.5 101.6 101.6 103.1

表５　消費者物価指数の費目別推移(青森市)

資料：総務省「消費者物価指数年報」  

また、平成 22年の消費者物価指数を費目別にみる

と、「教育」、「家具・家事用品」、「教養・娯楽」など

が前年から下落しているが、特に下落幅が大きい「教

育」については、平成 22年 4 月から高等学校の授業

料が無償化されたことによる影響とみられる。 

(図６) 
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資料：総務省「消費者物価指数年報」
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図６ 消費者物価指数の変化率（青森市:平成21年→22年）

 

一方、国は平成 21 年 11 月の月例経済報告におい

て、「物価の動向を総合してみると、緩やかなデフレ

状況にある。」との基調判断を示したが、平成 22 年

における消費者物価指数の動きをみると、全国の指

数（生鮮食品を除く総合）は、1 月～12 月までの各

月とも前年同月を下回っており、青森市の消費者物

価指数についても平成22年3月から連続して前年同

月を下回る状況が続くなど、物価の下落傾向が認め

られる。 

 

④ 常用労働者の賃金 

本県における平成 22 年の常用労働者 10 人以上を

雇用する事業所の所定内給与額（きまって毎月支給

される現金給与額から超過労働給与額を差し引いた

額）は、22 万 6,500 円となっており、東北で最も低

い水準となっている。 

また、年間賞与その他特別給与額は、全国の約

56％の水準となっており、格差が大きくなっている。

(表７) 

現　金

給与額

所定内

給与額

歳 年 時間 時間 万円 万円 万円

全国計 41.3 11.9 165 13 32.3 29.6 79.1
青　森 42.4 11.9 168 10 24.5 22.7 44.0
岩　手 42.3 12.2 167 12 25.8 23.7 49.3
宮　城 41.7 11.9 168 12 28.5 26.4 64.5
秋　田 42.5 12.2 167 11 24.9 22.9 46.8
山　形 42.2 13.4 168 12 25.9 23.7 47.3
福　島 41.9 12.5 167 13 28.0 25.5 56.3

資料：厚生労働省「平成22年賃金構造基本統計調査」

　表７　都道府県別きまって支給する現金給与額、所定内給与額及び

勤　続

年　数

所定内

実労働

時間数

超　過

実労働

時間数

年間賞与

そ の 他

特　　別

給 与 額

年　齢 きまって支給する

　　　　年間賞与その他特別給与額（産業計、企業規模10人以上計）

 

 

⑤ 産業別にみた所定内給与額及び年間賞与額  

本県の所定内給与額を産業別にみると、金融・保

険業が 31万 5,300 円と最も高い額となっている（全

国 36 万 4,000 円）。一方、サービス業は、19 万 2,400

円と最も低い額となっている（全国25万1,200円）。 

本県の年間賞与額を産業別にみると、金融・保険

業が109万 8,600円と最も高くなっている（全国131

万 3,800 円）。一方、建設業は、20 万 9,300 円と最

も低くなっている（全国 61 万 5,800 円）。(図８) 
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資料：厚生労働省「平成22年賃金構造基本統計調査」

図８ 産業別所定内給与額及び年間賞与額

全国 青森

(万円)

 

 

⑥ 学歴別初任給 

本県の学歴別の初任給額をみると、高卒は 13 万

5,100 円、高専・短大卒は 14 万 3,100 円、大卒は 17

万 5,900 円となっている。 

東京を 100 とした水準でみると、高卒は 82、高専・

短大卒 78、大卒 85 と、いずれも低い水準となって

いる。(表９) 

男女計 17.6 85 14.3 78 13.5 82 

男 17.7 83 14.5 79 14.2 86 

女 17.4 86 14.2 77 13.0 79 

初任給額 格差 初任給額 格差 初任給額

大　　卒 高専・短大卒 高　　卒

表９　青森県の性別・学歴別　初任給額

（産業計、企業規模10人以上計）

資料：厚生労働省「平成22年賃金構造基本統計調査」

格差

（万円） (東京=100) （万円） (東京=100) （万円） (東京=100)
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(3) 金 融 

県内金融機関実質一般預金残高 

 〃   〃 貸 出 残 高 

手 形 交 換 金 額 

不 渡 手 形 金 額 

不  渡  率  （ 金  額 ） 

(平成 23 年 3 月末)

(  〃  )

( 平 成 2 3 年 )

(  〃  )

(  〃  )

5 兆 71 億円

3兆 2,276 億円

4,719 億円

5億 7,300 万円

0.091％

前年同期に比べ

前年同期に比べ

前 年 に 比 べ

前 年 に 比 べ

前 年 に 比 べ

2.1％増加

1.1％減少

1.7％増加

27.1％減少

0.08％増加

資料：県統計分析課「青森県統計年鑑」、日本銀行青森支店、㈱東京商工リサーチ青森支店

 

① 総預金残高と貸出残高の推移 

ア 実質一般預金残高の状況 

平成 23 年 3 月末の県内金融機

関の実質一般預金残高は、5兆 71

億 4,300 万円で、前年同期に比べ

2.1％増加した。 

金融機関別にみると、銀行が 3

兆 4,158 億円で前年同期に比べ

2.7％増加、信用金庫・組合が

9,044億 4,200万円で前年同期に

比べ 0.04％減少となっている。 

（図１） 
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図１ 県内金融機関業態別実質一般預金残高の推移(末残ベース)

資料：県統計分析課「青森県統計年鑑」

銀行

信用金庫

・組合

その他

49,02647,042 47,530 47,739 47,383 47,626 48,004 48,408

H

50,071

イ 貸出の状況 

貸出残高総額は、平成 16 年 3

月末より、それまでの横ばい傾向

から減少へと転じており、平成

23 年 3 月末の貸出残高は、3 兆

2,275 億 8,500 万円と、前年同期

比 1.1％の減少となった。 

金融機関別では、銀行が 2 兆

2,194 億 9800 万円と、前年同期

比 0.4％の減少、信用金庫・組合

は 4,522 億 3,500 万円と、前年同

期比 7.5％の減少となった。 

（図２） 
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図２ 県内金融機関業態別貸出残高の推移(末残ベース)
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② 県内手形交換状況と企業倒産の推移 

平成 23 年の手形交換の状況をみると、手形交換枚

数は前年比 4.2％減の 52 万 8 千枚で、手形交換金額

は、前年比 1.7％増の 4,719 億円となっている。一

方、不渡手形枚数は前年比約 48.1％減の 431 枚、不

渡手形金額は前年比約27.1％減の5億 7,300万円と

なっている。また、1枚当たりの金額は前年比 40.5％

増の 132 万 9千円となっている。 

（表３・図４・図５） 

 

平成 23 年の企業倒産（1件負債金額 1,000 万円以

上）の状況をみると、件数は 73 件で前年に比べ 6

件減少しているが、負債金額は 22.6％増の 348 億

3,000 万円となっている。また、1件当たりの負債金

額は前年比32.7％増の4億7,712万円となっている。 

（表３・図６・図７） 

H14 15 16 17 18 19 20 21 22 23年

手 形 交 換 枚 数 (千枚) 1,199 1,108 1,022 924 843 756 675 593 551 528

手 形 交 換 金 額 (億円) 10,083 9,044 8,339 7,901 7,847 7,590 6,796 4,922 4,642 4,719

1 枚 当 た り 金 額 (千円) 841 816 816 855 931 1,004 1,007 830 842 894

不 渡 手 形 枚 数 (枚) 1,314 640 1,022 761 680 532 1,897 1,482 831 431

不 渡 手 形 金 額 (百万円) 1,381 569 1,046 881 655 408 2,879 2,597 786 573

１ 枚 当 た り 金 額 (千円) 1,051 889 1,023 1,158 963 767 1,518 1,752 946 1,329

不 渡 率 (枚数) 0.11 0.058 0.1 0.082 0.081 0.07 0.281 0.25 0.15 0.08

〃 (金額) 0.137 0.063 0.125 0.112 0.083 0.054 0.424 0.528 0.169 0.091

企 業 倒 産 件 数 (件) 178 129 118 120 119 102 135 102 79 73

企 業 倒産 負 債 金額 (百万円) 74,647 29,559 54,410 25,451 34,015 30,332 54,700 40,856 28,409 34,830

１件当たり負債金額 (万円) 41,937 22,914 46,110 21,209 28,584 29,737 40,519 40,055 35,961 47,712

表３　県内手形交換状況と企業倒産の推移

区　　　　　　分

※ 企業倒産は、1件負債金額が1,000万円以上のものである。

資料：日本銀行青森支店、㈱東京商工リサーチ青森支店 
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図４ 手形交換の状況
(億円) (千円)

手形交換金額 １枚当たり金額(右目盛)
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資料：日本銀行青森支店、(株)東京商工リサーチ青森支店

図５ 不渡手形の状況
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図６ 企業倒産の状況
(件) (百万円)

企業倒産件数
負債金額(右目盛)
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図７ 企業倒産１件当たり負債金額
(万円)
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(4) 景気動向 

 地区ごとにみた景気の現状判断 
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資料：県統計分析課「青森県景気ウォッチャー調査」 

 

① 景気動向指数 

景気動向指数は、景気の現状把握及び将来予測に

資するために作成された統合的な景気指標であり、

ＤＩ(Diffusion Index)とＣＩ(Composite Index)が

ある。 

ＤＩは、景気拡張の動きの各経済部門への波及効

果を測定するとともに、景気局面の判定に用いるこ

とを目的としているが、ＣＩは、景気変動の大きさ

（景気の山の高さや谷の深さ）やテンポ（拡張や後

退の勢い）を測定することを目的としたものである。 

青森県景気動向指数については、これまでＤＩの

みの公表を行ってきたが、近年、景気変動の大きさ

やテンポを把握することがより重要となっているこ

とから、平成 23 年 4 月からＣＩを中心とした公表へ

移行している。 

ＣＩには、景気に先行して動く先行指数、ほぼ一

致して動く一致指数、遅れて動く遅行指数の 3 本の

指数があり、景気の現状把握には一致指数（以下「一

致ＣＩ」）を利用する。 

一般的に一致ＣＩが上昇している時が景気の拡張

期（好況）、低下している時が後退期（不況）であり、

一致ＣＩの動きと景気の転換点は概ね一致する。 

一致ＣＩの変化から拡張又は後退のテンポを読み

取ることができるが、例えば景気拡張局面において

も一致ＣＩが単月で低下するなど、不規則な動きも

含まれていることから、移動平均値をとることによ

り、ある程度の期間の月々の動きをならしてみるこ

とが望ましい。 

本県の一致ＣＩの最近の推移をみると、平成 19

年半ばから 21 年にかけておおきく落ち込んでおり、

平成 21 年 3月を境に上昇に転じている。これは本県

で暫定的に設定している景気の山（平成19年7月）、

景気の谷（平成 21 年 3月）と概ね一致している。 

平成 21 年 3 月以降は、上昇傾向となり、平成 23

年 3 月から 2カ月連続して東日本大震災の影響等に

よる大きな低下がみられたが、それ以降は、復興需 

 

要などの影響もあり震災前を上回っている。（図１） 

全国の一致ＣＩの推移をみると、平成 20年 3月か

ら平成 21 年 3 月の景気後退局面において、平成 20

年 9 月のリーマンショック前までは比較的緩やかに

下降しているのに対して、リーマンショック後は急

速に落ち込んでいることから、リーマンショック後

に記録的な速さで景気の悪化が進んだことが大きな

特徴となっている。その後の景気回復局面では、改

善傾向で推移しているが、平成 23 年 3月の東日本大

震災の影響により一時的に大きく低下がみられるな

ど、景気後退以前の水準まで回復するには至ってい

ない。（図２） 
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資料：県統計分析課「青森県景気動向指数」

図１ 青森県の景気動向指数（一致CI:H17=100）
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資料：内閣府「景気動向指数」

図２ 全国の景気動向指数（一致CI:H17=100）

山

H9.5

谷

H11.1

山

H12.11

谷

H14.1

※網掛け部分は景気の後退局面

山

H20.2

谷

H21.3

年

－ 16 － － 17 －



- 16 - 

② 県内手形交換状況と企業倒産の推移 

平成 23 年の手形交換の状況をみると、手形交換枚

数は前年比 4.2％減の 52 万 8 千枚で、手形交換金額

は、前年比 1.7％増の 4,719 億円となっている。一

方、不渡手形枚数は前年比約 48.1％減の 431 枚、不

渡手形金額は前年比約27.1％減の5億 7,300万円と

なっている。また、1枚当たりの金額は前年比 40.5％

増の 132 万 9千円となっている。 

（表３・図４・図５） 

 

平成 23 年の企業倒産（1件負債金額 1,000 万円以

上）の状況をみると、件数は 73 件で前年に比べ 6

件減少しているが、負債金額は 22.6％増の 348 億

3,000 万円となっている。また、1件当たりの負債金

額は前年比32.7％増の4億7,712万円となっている。 

（表３・図６・図７） 

H14 15 16 17 18 19 20 21 22 23年

手 形 交 換 枚 数 (千枚) 1,199 1,108 1,022 924 843 756 675 593 551 528

手 形 交 換 金 額 (億円) 10,083 9,044 8,339 7,901 7,847 7,590 6,796 4,922 4,642 4,719

1 枚 当 た り 金 額 (千円) 841 816 816 855 931 1,004 1,007 830 842 894

不 渡 手 形 枚 数 (枚) 1,314 640 1,022 761 680 532 1,897 1,482 831 431

不 渡 手 形 金 額 (百万円) 1,381 569 1,046 881 655 408 2,879 2,597 786 573

１ 枚 当 た り 金 額 (千円) 1,051 889 1,023 1,158 963 767 1,518 1,752 946 1,329

不 渡 率 (枚数) 0.11 0.058 0.1 0.082 0.081 0.07 0.281 0.25 0.15 0.08

〃 (金額) 0.137 0.063 0.125 0.112 0.083 0.054 0.424 0.528 0.169 0.091

企 業 倒 産 件 数 (件) 178 129 118 120 119 102 135 102 79 73

企 業 倒産 負 債 金額 (百万円) 74,647 29,559 54,410 25,451 34,015 30,332 54,700 40,856 28,409 34,830

１件当たり負債金額 (万円) 41,937 22,914 46,110 21,209 28,584 29,737 40,519 40,055 35,961 47,712

表３　県内手形交換状況と企業倒産の推移

区　　　　　　分

※ 企業倒産は、1件負債金額が1,000万円以上のものである。

資料：日本銀行青森支店、㈱東京商工リサーチ青森支店 
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資料：日本銀行青森支店、(株)東京商工リサーチ青森支店

図４ 手形交換の状況
(億円) (千円)

手形交換金額 １枚当たり金額(右目盛)
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資料：日本銀行青森支店、(株)東京商工リサーチ青森支店

図５ 不渡手形の状況

(百万円) (千円)

不渡手形金額

１枚当たり金額(右目盛)
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資料：日本銀行青森支店、(株)東京商工リサーチ青森支店

図６ 企業倒産の状況
(件) (百万円)

企業倒産件数
負債金額(右目盛)
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資料：日本銀行青森支店、(株)東京商工リサーチ青森支店

図７ 企業倒産１件当たり負債金額
(万円)
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(4) 景気動向 

 地区ごとにみた景気の現状判断 
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資料：県統計分析課「青森県景気ウォッチャー調査」 

 

① 景気動向指数 

景気動向指数は、景気の現状把握及び将来予測に

資するために作成された統合的な景気指標であり、

ＤＩ(Diffusion Index)とＣＩ(Composite Index)が

ある。 

ＤＩは、景気拡張の動きの各経済部門への波及効

果を測定するとともに、景気局面の判定に用いるこ

とを目的としているが、ＣＩは、景気変動の大きさ

（景気の山の高さや谷の深さ）やテンポ（拡張や後

退の勢い）を測定することを目的としたものである。 

青森県景気動向指数については、これまでＤＩの

みの公表を行ってきたが、近年、景気変動の大きさ

やテンポを把握することがより重要となっているこ

とから、平成 23 年 4 月からＣＩを中心とした公表へ

移行している。 

ＣＩには、景気に先行して動く先行指数、ほぼ一

致して動く一致指数、遅れて動く遅行指数の 3 本の

指数があり、景気の現状把握には一致指数（以下「一

致ＣＩ」）を利用する。 

一般的に一致ＣＩが上昇している時が景気の拡張

期（好況）、低下している時が後退期（不況）であり、

一致ＣＩの動きと景気の転換点は概ね一致する。 

一致ＣＩの変化から拡張又は後退のテンポを読み

取ることができるが、例えば景気拡張局面において

も一致ＣＩが単月で低下するなど、不規則な動きも

含まれていることから、移動平均値をとることによ

り、ある程度の期間の月々の動きをならしてみるこ

とが望ましい。 

本県の一致ＣＩの最近の推移をみると、平成 19

年半ばから 21 年にかけておおきく落ち込んでおり、

平成 21 年 3月を境に上昇に転じている。これは本県

で暫定的に設定している景気の山（平成19年7月）、

景気の谷（平成 21 年 3月）と概ね一致している。 

平成 21 年 3 月以降は、上昇傾向となり、平成 23

年 3 月から 2カ月連続して東日本大震災の影響等に

よる大きな低下がみられたが、それ以降は、復興需 

 

要などの影響もあり震災前を上回っている。（図１） 

全国の一致ＣＩの推移をみると、平成 20年 3月か

ら平成 21 年 3 月の景気後退局面において、平成 20

年 9 月のリーマンショック前までは比較的緩やかに

下降しているのに対して、リーマンショック後は急

速に落ち込んでいることから、リーマンショック後

に記録的な速さで景気の悪化が進んだことが大きな

特徴となっている。その後の景気回復局面では、改

善傾向で推移しているが、平成 23 年 3月の東日本大

震災の影響により一時的に大きく低下がみられるな

ど、景気後退以前の水準まで回復するには至ってい

ない。（図２） 
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資料：県統計分析課「青森県景気動向指数」

図１ 青森県の景気動向指数（一致CI:H17=100）
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資料：内閣府「景気動向指数」

図２ 全国の景気動向指数（一致CI:H17=100）
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② 業況判断ＤＩ 

業況判断ＤＩは「良い」と答えた割合から「悪い」

と答えた割合を引いて求めるため、プラスになれば

景気が良く、マイナスになれば景気が悪いと判断さ

れる。日本銀行企業短期経済観測調査（日銀短観）

による業況判断ＤＩの推移をみると、近年の本県の

ＤＩは、平成 18 年 12 月期にプラスマイナスゼロま

で回復した以降は、平成 21年 3月期まで低下してい

る。その後、上昇傾向になり、平成 23 年 3 月に発生

した東日本大震災の影響等により一時的に低下した

ものの、震災からの復興需要などにより平成 23 年

12 月期には再びプラスマイナスゼロまで回復して

いる。（図３） 
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資料：日本銀行青森支店「県内企業短期経済観測調査結果」

図３ 日銀短観による業況判断ＤＩの推移（全産業）

青森県 全国

年

 

業種別業況判断ＤＩの推移をみると、全国では平

成 3 年のバブル崩壊後、製造業、非製造業とも一気

にマイナスに転落したが、本県の非製造業は、平成

8 年までゼロ付近で停滞しており、景況感の悪化は

全国に比べて緩やかである。平成 16 年以降は、全国、

本県とも製造業を中心にプラスになるなど改善がみ

られるが、平成 20 年 9 月のリーマンショックに端を

発した世界的な不況により、製造業、非製造業とも

に一気に低下している。 

その後、全国、本県とも平成 21 年後半から徐々に

上昇がみられ、東日本大震災の影響等により一時的

に低下したものの、震災からの復興需要などにより

製造業を中心に回復がみられる。 

（図３・図４・図５） 
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資料：日本銀行青森支店「県内企業短期経済観測調査結果」

図４ 日銀短観による業種別業況判断ＤＩの推移（青森県）
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資料：日本銀行調査統計局「全国企業短期経済観測調査結果」

図５ 日銀短観による業種別業況判断ＤＩの推移（全国）
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年

 

③ 景気ウォッチャー調査 

青森県景気ウォッチャー調査では、経済活動の動

向を観察できる業種の従事者に対する 4 半期ごとの

調査によって景気動向を把握している。この調査に

よる景気の現状判断ＤＩをみると、全国と比較して

全般的に低めであるが、平成 20 年後半から 21 年に

かけて最も低い値がみられること、平成 23 年 4月期

に急激に低下し、その後Ｖ字回復がみられることな

ど、全国とほぼ同様の傾向を示している。（図６） 

本県の景気の現状判断ＤＩを家計関連、企業関連、

雇用関連の分野別でみると、平成 19 年 10 月期以降

は全ての分野でＤＩが低下しているが、平成 21 年 4

月期からは上昇に転じており、平成 23年 4月期には

東日本大震災の影響等により大幅に低下したが、同

7月期にはＶ字回復している。 

同様に、全国の景気ウォッチャー調査の現状判断

ＤＩを分野別にみると、平成 18 年後半から低下して

おり、平成 20 年 12 月期に最低となった後、大きく

上昇に転じており、平成 23年 4月期に大幅に低下し

た後、Ｖ字回復している。（図７・図８） 
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図６ 景気現状判断ＤＩの推移
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県統計分析課「青森県景気ウォッチャー調査」

0 

50 

100 

H15 16 17 18 19 20 21 22 23年

資料：県統計分析課「青森県景気ウォッチャー調査」

図７ 青森県内の分野別景気現状判断ＤＩの推移
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資料：内閣府「景気ウォッチャー調査」

図８ 全国の分野別景気現状判断ＤＩの推移
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(5) 労 働 

639,584人

685,401人

63,084人

62,721人

479,058人

475,552人

14,629人

13,744人

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成22年

10月1日現在

青森県

平成17年

10月1日現在

青森県

就業者 完全失業者 非労働力人口 労働力状態「不詳」

総数 1,196,355人

総数 1,237,418人

(53.4%)

(5.3%)

(40.1%)

(1.2%)

(55.4%)

(5.1%)

(38.4%)

(1.1%)

15歳以上人口及び労働力状態

資料：総務省統計局「国勢調査」
 

 

① 労働力人口 

 平成22年10月1日現在の本県の15歳以上の人口は、119

万 6,355 人となっており、うち就業者は 63万 9,584 人、完

全失業者は 6 万 3,084 人で、この両者を合わせた労働力人

口は 70万 2,668 人となっている。 

この結果、15 歳以上の人口に占める労働力人口は、70

万 2,668 人で、その構成割合は 58.7％となり低下傾向にあ

る。一方、経済活動に従事していない非労働力人口は 47

万 9,058 人で、その構成割合は、40.1％であり増加傾向に

ある。 

なお、完全失業率（完全失業者÷労働力人口×100）は

9.0％であり、平成 17 年の 8.4％から増加しており、本県

の雇用状況の厳しさを示している。（表１） 

 

 

 

 

② 産業別就業者 

平成22年 10月 1日現在の就業者の産業

３部門別構成をみると、第１次産業従事者

は、81,042 人（12.7％）、第２次産業従事

者は、127,978 人（20.1％）、第３次産業従

事者は、413,318 人（64.5％）となってい

る。なお、分類不能者が、17,246 人（2.7％）

となっている。 

さらに、産業別の構成割合でみると、卸

売業、小売業が最も高く 16.3％、次いで、

医療、福祉が11.7％、農業、林業が11.4％、

製造業が 10.3％であり、この 4 産業で約

50％を占めている。（図２） 

 

 

実数 構成比 実数 構成比

15歳以上人口総数   1,237,418 100.0% 1,196,355 100.0%

労働力人口 748,122 60.5% 702,668 58.7%

就業者 685,401 (100.0%) 639,584 (100.0%)

15～19歳 8,946 (1.3%) 6,824 (1.1%)

20～24歳 44,971 (6.6%) 34,977 (5.5%)

25～34歳 128,713 (18.8%) 110,484 (17.3%)

35～44歳 138,308 (20.2%) 135,812 (21.2%)

45～54歳 162,695 (23.7%) 143,476 (22.4%)

55～64歳 129,389 (18.9%) 138,155 (21.6%)

65歳以上 72,379 (10.6%) 69,856 (10.9%)

完全失業者 62,721 (100.0%) 63,084 (100.0%)

15～19歳 3,098 (4.9%) 2,049 (3.2%)

20～24歳 9,035 (14.4%) 6,418 (10.2%)

25～34歳 14,244 (22.7%) 12,994 (20.6%)

35～44歳 10,689 (17.0%) 12,440 (19.7%)

45～54歳 10,783 (17.2%) 11,017 (17.5%)

55～64歳 11,347 (18.1%) 13,697 (21.7%)

65歳以上 3,525 (5.6%) 4,469 (7.1%)

475,552 38.4% 479,058 40.1%

13,744 1.1% 14,629 1.2%

(単位：人）

表１　本県の労働力人口

平成17年10月1日 平成22年10月1日

資料:総務省統計局「国勢調査」

非労働力人口

労働力状態不詳

※構成比欄の括弧内は、15歳以上人口総数の構成比ではなく、就業者数、

　完全失業数の年齢別構成比をそれぞれ記載した。

第1次産業, 

12.7%

(81,042人)

第2次産業, 

20.1%

(127,978人)

第3次産業, 

64.5%

(413,318人)

分類不能, 

2.7%

(17,246人)
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4.9%
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16.3%
金融業，

保険業,2.2%

不動産業，

物品賃貸業, 1.0%

学術研究，専門・

技術サービス業, 1.9%

宿泊業，

飲食サービス業,

5.2%

生活関連サービス業，娯楽

業,3.8%

教育，学習支援業, 4.2%

医療，福祉,

11.7%

複合サービス事業, 
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ないもの）, 5.5%
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を除く）,5.5%
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資料：総務省統計局「国勢調査」

就業者数 639,584人

男 351,719人

女 287,865人

図２ 本県の産業別就業者の割合 （平成22年10月1日現在）
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② 業況判断ＤＩ 

業況判断ＤＩは「良い」と答えた割合から「悪い」

と答えた割合を引いて求めるため、プラスになれば

景気が良く、マイナスになれば景気が悪いと判断さ

れる。日本銀行企業短期経済観測調査（日銀短観）

による業況判断ＤＩの推移をみると、近年の本県の

ＤＩは、平成 18 年 12 月期にプラスマイナスゼロま

で回復した以降は、平成 21年 3月期まで低下してい

る。その後、上昇傾向になり、平成 23 年 3 月に発生

した東日本大震災の影響等により一時的に低下した

ものの、震災からの復興需要などにより平成 23 年

12 月期には再びプラスマイナスゼロまで回復して

いる。（図３） 
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資料：日本銀行青森支店「県内企業短期経済観測調査結果」

図３ 日銀短観による業況判断ＤＩの推移（全産業）

青森県 全国

年

 

業種別業況判断ＤＩの推移をみると、全国では平

成 3 年のバブル崩壊後、製造業、非製造業とも一気

にマイナスに転落したが、本県の非製造業は、平成

8 年までゼロ付近で停滞しており、景況感の悪化は

全国に比べて緩やかである。平成 16 年以降は、全国、

本県とも製造業を中心にプラスになるなど改善がみ

られるが、平成 20 年 9 月のリーマンショックに端を

発した世界的な不況により、製造業、非製造業とも

に一気に低下している。 

その後、全国、本県とも平成 21 年後半から徐々に

上昇がみられ、東日本大震災の影響等により一時的

に低下したものの、震災からの復興需要などにより

製造業を中心に回復がみられる。 

（図３・図４・図５） 
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資料：日本銀行青森支店「県内企業短期経済観測調査結果」

図４ 日銀短観による業種別業況判断ＤＩの推移（青森県）
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資料：日本銀行調査統計局「全国企業短期経済観測調査結果」

図５ 日銀短観による業種別業況判断ＤＩの推移（全国）

製造業 非製造業

年

 

③ 景気ウォッチャー調査 

青森県景気ウォッチャー調査では、経済活動の動

向を観察できる業種の従事者に対する 4 半期ごとの

調査によって景気動向を把握している。この調査に

よる景気の現状判断ＤＩをみると、全国と比較して

全般的に低めであるが、平成 20 年後半から 21 年に

かけて最も低い値がみられること、平成 23 年 4月期

に急激に低下し、その後Ｖ字回復がみられることな

ど、全国とほぼ同様の傾向を示している。（図６） 

本県の景気の現状判断ＤＩを家計関連、企業関連、

雇用関連の分野別でみると、平成 19 年 10 月期以降

は全ての分野でＤＩが低下しているが、平成 21 年 4

月期からは上昇に転じており、平成 23年 4月期には

東日本大震災の影響等により大幅に低下したが、同

7月期にはＶ字回復している。 

同様に、全国の景気ウォッチャー調査の現状判断

ＤＩを分野別にみると、平成 18 年後半から低下して

おり、平成 20 年 12 月期に最低となった後、大きく

上昇に転じており、平成 23年 4月期に大幅に低下し

た後、Ｖ字回復している。（図７・図８） 
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図６ 景気現状判断ＤＩの推移
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県統計分析課「青森県景気ウォッチャー調査」
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資料：県統計分析課「青森県景気ウォッチャー調査」

図７ 青森県内の分野別景気現状判断ＤＩの推移
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資料：内閣府「景気ウォッチャー調査」

図８ 全国の分野別景気現状判断ＤＩの推移
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(5) 労 働 

639,584人

685,401人

63,084人

62,721人

479,058人

475,552人

14,629人

13,744人

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成22年

10月1日現在

青森県

平成17年

10月1日現在

青森県

就業者 完全失業者 非労働力人口 労働力状態「不詳」

総数 1,196,355人

総数 1,237,418人

(53.4%)

(5.3%)

(40.1%)

(1.2%)

(55.4%)

(5.1%)

(38.4%)

(1.1%)

15歳以上人口及び労働力状態

資料：総務省統計局「国勢調査」
 

 

① 労働力人口 

 平成22年10月1日現在の本県の15歳以上の人口は、119

万 6,355 人となっており、うち就業者は 63万 9,584 人、完

全失業者は 6 万 3,084 人で、この両者を合わせた労働力人

口は 70万 2,668 人となっている。 

この結果、15 歳以上の人口に占める労働力人口は、70

万 2,668 人で、その構成割合は 58.7％となり低下傾向にあ

る。一方、経済活動に従事していない非労働力人口は 47

万 9,058 人で、その構成割合は、40.1％であり増加傾向に

ある。 

なお、完全失業率（完全失業者÷労働力人口×100）は

9.0％であり、平成 17 年の 8.4％から増加しており、本県

の雇用状況の厳しさを示している。（表１） 

 

 

 

 

② 産業別就業者 

平成22年 10月 1日現在の就業者の産業

３部門別構成をみると、第１次産業従事者

は、81,042 人（12.7％）、第２次産業従事

者は、127,978 人（20.1％）、第３次産業従

事者は、413,318 人（64.5％）となってい

る。なお、分類不能者が、17,246 人（2.7％）

となっている。 

さらに、産業別の構成割合でみると、卸

売業、小売業が最も高く 16.3％、次いで、

医療、福祉が11.7％、農業、林業が11.4％、

製造業が 10.3％であり、この 4 産業で約

50％を占めている。（図２） 

 

 

実数 構成比 実数 構成比

15歳以上人口総数   1,237,418 100.0% 1,196,355 100.0%

労働力人口 748,122 60.5% 702,668 58.7%

就業者 685,401 (100.0%) 639,584 (100.0%)

15～19歳 8,946 (1.3%) 6,824 (1.1%)

20～24歳 44,971 (6.6%) 34,977 (5.5%)

25～34歳 128,713 (18.8%) 110,484 (17.3%)

35～44歳 138,308 (20.2%) 135,812 (21.2%)

45～54歳 162,695 (23.7%) 143,476 (22.4%)

55～64歳 129,389 (18.9%) 138,155 (21.6%)

65歳以上 72,379 (10.6%) 69,856 (10.9%)

完全失業者 62,721 (100.0%) 63,084 (100.0%)

15～19歳 3,098 (4.9%) 2,049 (3.2%)

20～24歳 9,035 (14.4%) 6,418 (10.2%)

25～34歳 14,244 (22.7%) 12,994 (20.6%)

35～44歳 10,689 (17.0%) 12,440 (19.7%)

45～54歳 10,783 (17.2%) 11,017 (17.5%)

55～64歳 11,347 (18.1%) 13,697 (21.7%)

65歳以上 3,525 (5.6%) 4,469 (7.1%)

475,552 38.4% 479,058 40.1%

13,744 1.1% 14,629 1.2%

(単位：人）

表１　本県の労働力人口

平成17年10月1日 平成22年10月1日

資料:総務省統計局「国勢調査」

非労働力人口

労働力状態不詳

※構成比欄の括弧内は、15歳以上人口総数の構成比ではなく、就業者数、

　完全失業数の年齢別構成比をそれぞれ記載した。

第1次産業, 

12.7%

(81,042人)

第2次産業, 

20.1%

(127,978人)

第3次産業, 

64.5%

(413,318人)

分類不能, 

2.7%

(17,246人)

農業，林業, 11.4%
漁業, 1.3%

鉱業，採石業，砂利採取業, 

0.1%

建設業, 9.7%

製造業, 10.3%

電気・ガス・熱供給・水道

業, 0.5%

情報通信業, 

0.9%

運輸業，郵便業, 

4.9%

卸売業，小売業,

16.3%
金融業，

保険業,2.2%

不動産業，

物品賃貸業, 1.0%

学術研究，専門・

技術サービス業, 1.9%

宿泊業，

飲食サービス業,

5.2%

生活関連サービス業，娯楽

業,3.8%

教育，学習支援業, 4.2%

医療，福祉,

11.7%

複合サービス事業, 

0.9%

サービス業（他に分類され

ないもの）, 5.5%

公務（他に分類されるもの

を除く）,5.5%
分類不能の産業, 

2.7%

資料：総務省統計局「国勢調査」

就業者数 639,584人

男 351,719人

女 287,865人

図２ 本県の産業別就業者の割合 （平成22年10月1日現在）

－ 18 － － 19 －
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③ 有効求人倍率 

本県の有効求人倍率は、平成 3年の 0.69 倍をピークに低下傾向になり、平成 14 年には 0.29 倍まで低下し

た。その後は上昇傾向にあったが、平成 20 年からは景気悪化の影響を受け下降し、平成 21 年にはこれまで

の最低水準である 0.29 倍まで低下したが、平成 23 年は 0.43 倍となり再び上昇傾向にある。（図３） 
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図３ 有効求人倍率の推移（新規学卒者を除きパートタイムを含む）

全国

青森県

資料：青森労働局「雇用失業情勢」
 

 

雇用の形態別に推移をみると、求人数は、常用が

平成 17 年度、パートが平成 19 年度に最も多く、そ

の後減少していたが、平成 22 年度は臨時・季節も含

めて前年度を上回り増加している。 

求職者数は、常用、臨時・季節ともに長らく減少

傾向にあり、平成 20 年度に一時的に常用が前年度を

上回ったものの、その後再び減少に転じている。 

パートの求職者数は、平成 16 年度に大幅に増加し

ているが、近年は鈍化傾向にある。（表４） 

 

 

求人 求職 求人 求職 求人 求職

13年度 47,796 105,052 5,793 53,228 25,391 15,666

14年度 44,294 102,115 7,795 48,499 30,022 17,061

15年度 45,718 106,700 7,635 44,901 30,494 16,019

16年度 51,156 91,385 7,361 40,327 31,324 30,694

17年度 56,922 89,433 8,913 36,971 34,622 30,467

18年度 52,517 84,979 9,071 35,054 35,359 29,848

19年度 51,101 77,016 7,758 32,004 37,119 27,816

20年度 40,268 82,327 6,278 27,989 31,665 28,066

21年度 33,163 80,176 7,293 24,902 30,075 27,808

22年度 39,063 76,178 8,602 22,920 33,852 27,904

表４　雇用形態別新規求人・求職者数の推移

常用 臨時・季節 パート

資料：青森労働局

（単位：人）

④ 新規高等学校卒業者の求人・求職者数の推移 

新規高等学校卒業者に対する求人数（各年 6月末

現在）は、平成 15 年 3月卒では 4,715 人まで減少し

た後、県外求人を中心に増加したため平成 19 年 3

月卒では 6,944 人まで回復したが、その後、県外求

人などが大幅に減少し、平成 23 年 3 月卒では 4,274

人となっている。 

平成 23 年 3月卒の内訳をみると、県内求人数が

2,422 人(前年同月比 410 人増)、県外求人数が 1,852

人(同 513 人減)となり、県内求人数が増加したが県

外求人数がそれを上回って減少したため、全体とし

ては前年同月比 103 人減少している。 

一方、平成 23年 3月卒の就職者数は、県内が 1,887

人(同269人増)、県外が1,514人(同84人減)となり、 

 

平成22年3月卒に引き続き県内就職者数が県外を上

回っている。（図５） 
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図５ 新規高等学校卒業者の県内外別求人・就職状況の推移
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(6) 農林水産業 

販 売 農 家 数  (平成 22 年)     43,314 戸 

林 業 経 営 体 数 (平成 22 年)      3,071 経営体 

漁 業 経 営 体 数 (平成 20 年)      5,146 経営体 

農 業 産 出 額  (平成 22 年)      2,751 億円 

林 業 産 出 額  (平成 22 年)         68 億円 

海面漁業・養殖業生産額 (平成 21 年)        531 億円 

資料：農林水産省「農林業センサス」「漁業サンセス」「生産農業所得統計」 

「生産林業所得統計」「漁業・養殖業生産統計」      

 

① 農家数 

平成 22 年の販売農家数(経営耕地面積 30a 以上又

は年間の農産物販売金額が 50 万円以上の農家数)は

4万3,314戸で、平成17年に比べ7,476戸減少した。 

専兼業別では、第１種兼業農家数が 1万 278 戸、

第 2 種兼業農家数が 1 万 9,848 戸で、平成 17 年に

比べそれぞれ 4,153 戸、4,724 戸減少しているのに

対して、専業農家数は 1万 3,188 戸と、平成 17 年に

比べ 1,401 戸増加している。（図１） 
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資料：県統計分析課「農林業センサス」

図１ 販売農家数等の推移

販売農家（左目盛）

専業農家

（右目盛）

第１種兼業農家

（右目盛）

第２種兼業農家

（右目盛）

 
 

② 農業就業人口 

平成 22 年の農業就業人口(農業に主として従事し

た世帯員)は 8 万 483 人で、平成 17 年に比べ 1 万

5,683 人減少した。 

このうち、65 歳以上は 4 万 1,328 人で全体の

51.3％を占めている。また、平均年齢は平成 17 年か

ら 2.3 歳増えて 62.6 歳となるなど、農業者の高齢化

が進行している。（図２） 
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資料：県統計分析課「農林業センサス」

図２ 農業就業人口の推移

農業就業人口（左目盛）

うち65歳以上（左目盛）

平均年齢

（右目盛）

 

 

③ ６次産業化の取組 

 平成 22 年における農業生産関連事業を行ってい

る経営体数は、平成 17 年に比べると、農産物の加工

では 46.7％増加の 999 経営体（全国第 7 位）、農家

民宿では 304.4％増加の 182 経営体（全国第 3 位）

となった。 

また、観光農園、貸農園・体験農園等、農家レス

トランを行う経営体数も増加しており、農業の６次

産業化に向けた取組が進展している。（図３） 
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資料：県統計分析課「農林業センサス」

図３ 農業生産関連事業を行っている経営体数
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④ 耕地面積 

平成 23 年の耕地面積は、前年に比べ 300ha 減少し

15 万 6,600ha となった。 

地目別では、田(普通田)が100ha減の8万 3,500ha

となり、普通畑が前年と同じ 3 万 4,400ha、樹園地

が 100 ha 減の 2万 3,400ha、畑全体では 200ha 減の

7万 3,100ha となった。（図４） 
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資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」

図４ 耕地面積の推移

－ 20 － － 21 －
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③ 有効求人倍率 

本県の有効求人倍率は、平成 3年の 0.69 倍をピークに低下傾向になり、平成 14 年には 0.29 倍まで低下し

た。その後は上昇傾向にあったが、平成 20 年からは景気悪化の影響を受け下降し、平成 21 年にはこれまで

の最低水準である 0.29 倍まで低下したが、平成 23 年は 0.43 倍となり再び上昇傾向にある。（図３） 
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図３ 有効求人倍率の推移（新規学卒者を除きパートタイムを含む）

全国

青森県

資料：青森労働局「雇用失業情勢」
 

 

雇用の形態別に推移をみると、求人数は、常用が

平成 17 年度、パートが平成 19 年度に最も多く、そ

の後減少していたが、平成 22 年度は臨時・季節も含

めて前年度を上回り増加している。 

求職者数は、常用、臨時・季節ともに長らく減少

傾向にあり、平成 20 年度に一時的に常用が前年度を

上回ったものの、その後再び減少に転じている。 

パートの求職者数は、平成 16 年度に大幅に増加し

ているが、近年は鈍化傾向にある。（表４） 

 

 

求人 求職 求人 求職 求人 求職

13年度 47,796 105,052 5,793 53,228 25,391 15,666

14年度 44,294 102,115 7,795 48,499 30,022 17,061

15年度 45,718 106,700 7,635 44,901 30,494 16,019

16年度 51,156 91,385 7,361 40,327 31,324 30,694

17年度 56,922 89,433 8,913 36,971 34,622 30,467

18年度 52,517 84,979 9,071 35,054 35,359 29,848

19年度 51,101 77,016 7,758 32,004 37,119 27,816

20年度 40,268 82,327 6,278 27,989 31,665 28,066

21年度 33,163 80,176 7,293 24,902 30,075 27,808

22年度 39,063 76,178 8,602 22,920 33,852 27,904

表４　雇用形態別新規求人・求職者数の推移

常用 臨時・季節 パート

資料：青森労働局

（単位：人）

④ 新規高等学校卒業者の求人・求職者数の推移 

新規高等学校卒業者に対する求人数（各年 6月末

現在）は、平成 15 年 3月卒では 4,715 人まで減少し

た後、県外求人を中心に増加したため平成 19 年 3

月卒では 6,944 人まで回復したが、その後、県外求

人などが大幅に減少し、平成 23 年 3 月卒では 4,274

人となっている。 

平成 23 年 3月卒の内訳をみると、県内求人数が

2,422 人(前年同月比 410 人増)、県外求人数が 1,852

人(同 513 人減)となり、県内求人数が増加したが県

外求人数がそれを上回って減少したため、全体とし

ては前年同月比 103 人減少している。 

一方、平成 23年 3月卒の就職者数は、県内が 1,887

人(同269人増)、県外が1,514人(同84人減)となり、 

 

平成22年3月卒に引き続き県内就職者数が県外を上

回っている。（図５） 
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図５ 新規高等学校卒業者の県内外別求人・就職状況の推移
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資料：青森労働局
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(6) 農林水産業 

販 売 農 家 数  (平成 22 年)     43,314 戸 

林 業 経 営 体 数 (平成 22 年)      3,071 経営体 

漁 業 経 営 体 数 (平成 20 年)      5,146 経営体 

農 業 産 出 額  (平成 22 年)      2,751 億円 

林 業 産 出 額  (平成 22 年)         68 億円 

海面漁業・養殖業生産額 (平成 21 年)        531 億円 

資料：農林水産省「農林業センサス」「漁業サンセス」「生産農業所得統計」 

「生産林業所得統計」「漁業・養殖業生産統計」      

 

① 農家数 

平成 22 年の販売農家数(経営耕地面積 30a 以上又

は年間の農産物販売金額が 50 万円以上の農家数)は

4万3,314戸で、平成17年に比べ7,476戸減少した。 

専兼業別では、第１種兼業農家数が 1万 278 戸、

第 2 種兼業農家数が 1 万 9,848 戸で、平成 17 年に

比べそれぞれ 4,153 戸、4,724 戸減少しているのに

対して、専業農家数は 1万 3,188 戸と、平成 17 年に

比べ 1,401 戸増加している。（図１） 
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資料：県統計分析課「農林業センサス」

図１ 販売農家数等の推移

販売農家（左目盛）
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第１種兼業農家
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第２種兼業農家

（右目盛）

 
 

② 農業就業人口 

平成 22 年の農業就業人口(農業に主として従事し

た世帯員)は 8 万 483 人で、平成 17 年に比べ 1 万

5,683 人減少した。 

このうち、65 歳以上は 4 万 1,328 人で全体の

51.3％を占めている。また、平均年齢は平成 17 年か

ら 2.3 歳増えて 62.6 歳となるなど、農業者の高齢化

が進行している。（図２） 
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資料：県統計分析課「農林業センサス」

図２ 農業就業人口の推移

農業就業人口（左目盛）

うち65歳以上（左目盛）

平均年齢

（右目盛）

 

 

③ ６次産業化の取組 

 平成 22 年における農業生産関連事業を行ってい

る経営体数は、平成 17 年に比べると、農産物の加工

では 46.7％増加の 999 経営体（全国第 7 位）、農家

民宿では 304.4％増加の 182 経営体（全国第 3 位）

となった。 

また、観光農園、貸農園・体験農園等、農家レス

トランを行う経営体数も増加しており、農業の６次

産業化に向けた取組が進展している。（図３） 
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資料：県統計分析課「農林業センサス」

図３ 農業生産関連事業を行っている経営体数
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④ 耕地面積 

平成 23 年の耕地面積は、前年に比べ 300ha 減少し

15 万 6,600ha となった。 

地目別では、田(普通田)が100ha減の8万 3,500ha

となり、普通畑が前年と同じ 3 万 4,400ha、樹園地

が 100 ha 減の 2万 3,400ha、畑全体では 200ha 減の

7万 3,100ha となった。（図４） 
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資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」

図４ 耕地面積の推移
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⑤ 農業産出額 

平成 22 年の農業産出額は 2,751 億円で、前年に比

べて 87 億円増となった。（図５） 

部門別では、耕種が 46 億円増の 1,932 億円、畜産

が 40 億円増の 818 億円となっている。 

主要作物についてみると、米の産出額は 113 億円

減の410億円、野菜の産出額は80億円増の643億円、

りんごの産出額は 93 億円増の 710 億円となった。 

（表６） 
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資料：農林水産省「生産農業所得統計」

図５ 農業産出額の推移

 

17年 18年 19年 20年 21年 22年

2,797 2,885 2,858 2,828 2,664 2,751

2,086 2,180 2,143 2,014 1,886 1,932

米 613 589 531 576 523 410

麦類・雑穀・

豆類・いも類
48 43 31 31 35 29

野菜 589 653 680 623 563 643

果実 722 771 778 671 652 746

　うちりんご 679 730 733 632 617 710

花き 30 30 32 28 27 26

工芸農作物 65 68 68 64 64 54

種苗・苗木類

・その他
24 25 25 21 22 24

710 704 714 813 778 818

肉用牛 81 81 84 93 116 120

乳用牛 73 69 65 66 72 72

豚 223 214 218 254 239 258

鶏 324 330 335 388 340 357

その他畜産 10 10 11 11 11 12

1 1 1 1 1 1

          （単位：億円）

資料：農林水産省「生産農業所得統計」

※　19年から、他都道府県に販売した中間生産物のみを計上するこ

　ととしたほか、交付金の一部が除かれることとなった。

表６　農業産出額の推移

耕　　種

産出額合計

畜　　産

加工農産物

 
 

⑥ 主要農作物の生産動向 

ア 水稲 

平成 23 年産の水稲の生育は 5 月の低温・日照不

足などの影響から穂数・もみ数がやや少なかったも

のの、出穂期以降は高温で経過し、登熟が順調に進

んだことなどから、10a 当たりの収量は 598kg（平年

582kg）、作況指数は 103 の「やや良」となった。 

また、平成 23 年産の水稲作付面積（子実用）は前

年に比べ 2,500ha 減の 4 万 6,900ha、収穫量（子実

用）は前年に比べ5,000ｔ減の28万500ｔとなった。 

なお、子実用とは、子実の生産以前に刈り取られ

て飼料用などして用いられるＷＣＳ用稲などの「青

刈り」のほか、飼料用米を除いたものである（備蓄

 

米、加工用米、米粉用米は子実用に含まれる）。 

（図７） 
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資料：農林水産省「平成23年産水陸稲の収穫量」

図７ 水稲の生産動向の推移

※ＷＣＳ用稲などの「青刈り」のほか、飼料用米、バイオマス燃料用米は含まない。

作付面積（左目盛）

収穫量（右目盛）

 

 

水稲（子実用）の生産が大きく減少した理由とし

て、平成 22 年度から実施されている戸別所得補償制

度により、飼料用など新規需要米の作付けが増加し

たことがあげられる。特に、飼料用米の作付面積に

ついては、平成 21 年度の 131ha から平成 22 年度に

は 832ha に急増し、さらに平成 23 年度には全国で最

も多い 3,494ha まで拡大している。 

なお、米粉用米の作付面積については、微増にと

どまっており、飼料用米に比べると増加のペースは

緩やかなものとなっている。（図８） 
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資料：H23年度 農林水産省「戸別所得補償制度の作付計画面積速報値」

H20年度～H22年度 県農林水産部

図８ 新規需要米の作付面積の推移
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イ りんご 

平成 22 年産のりんご結果樹面積は 2万 200ha で、

前年より 400ha 減少した。10a 当たり収量は 2,240kg

で、前年の 2,220kg をやや上回ったものの、収穫量

は 45 万 2,500ｔで、前年を 4,800ｔ下回った。 

（次頁表９） 

収穫量を品種別にみると、最も多い「ふじ」が 23

万 9,000ｔ(りんご収穫量の 52.8％)、次いで、「王林」

が 5万 3,400ｔ(同 11.8％)、「ジョナゴールド」が 4

万 8,100ｔ(同 10.6％)、「つがる」が 4万 3,900ｔ(同

9.7％)となっている。（次頁図 10） 

また、出荷量は 40 万 7,700ｔで、全国出荷量 69

万 7,800ｔに占める本県産のシェアは 58.4％となり、

前年に比べ 3.4 ポイント上昇した。 
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区　　分 H18 19 20 21 22年

結果樹面積(ha) 21,300 21,200 20,900 20,600 20,200

10a当収量(kg) 2,070 2,160 2,360 2,220 2,240

収　穫　量(t) 441,500 457,900 493,200 457,300 452,500

資料：農林水産省「果樹生産出荷統計」

表９　りんごの生産動向（青森県）

 

王林

53,400t(11.8%)

ジョナゴールド

48,100t(10.6%)

つがる

43,900t(9.7%)

その他

68,100t(15.0%)

資料：農林水産省「果樹生産出荷統計」

図10 本県産りんごの品種別収穫量

りんご収穫量

（H22年産）

本県 452,500ｔ

ふじ

239,000t(52.8%)

資料：農林水産省「果樹生産出荷統計」

図10 本県産りんごの品種別収穫量

りんご収穫量

（H22年産）

本県 452,500ｔ

ふじ

239,000t(52.8%)

 

ウ 畑作園芸作物 

平成 22 年産の主要な畑作園芸作物の作付面積は、

「小麦」が 2,230ha と前年に比べ 10ha 増加したもの

の、「大豆」が 560ha 減の 4,320ha、「ばれいしょ」

が 30ha 減の 1,080ha、「だいこん」が 110ha 減の

3,180ha、「にんじん」が 10ha 減の 1,270ha、「やま

のいも」が 100ha 減の 2,330ha、「にんにく」が 20ha

減の 1,390ha、「ごぼう」が 70ha 減の 2,250ha、「ト

マト」が 12ha 減の 393ha となり、前年からの減少が

目立つ結果となった。 

これは、農業従事者の減少・高齢化等による生産

力の減退のほか、転作田で畑作園芸作物から新規需

要米等へ作付けを転換する動きがあったものとみら

れる。 

また、収穫量は、作付面積の減少に加えて、夏場

の記録的な猛暑の影響などから、「大豆」が 6,130ｔ

と前年に比べ 230ｔ増加したものの、前年に比べ

18,100ｔ減少した「だいこん」をはじめとして、多

くの品目で前年を下回った。（表 11） 

H18 19 20 21 22年

作付面積 2,120 2,180 2,120 2,220 2,230

収穫量 3,500 4,210 4,090 4,770 2,720

作付面積 4,100 4,340 4,700 4,880 4,320

収穫量 6,270 6,510 6,720 5,900 6,130

作付面積 1,310 1,280 1,180 1,110 1,080

収穫量 30,400 30,200 29,300 23,500 21,000

作付面積 3,360 3,370 3,280 3,290 3,180

収穫量 153,900 154,300 143,800 144,000 125,900

作付面積 1,230 1,310 1,370 1,280 1,270

収穫量 38,100 40,200 42,200 38,600 33,500

作付面積 2,720 2,680 2,550 2,430 2,330

収穫量 73,000 72,400 67,100 60,000 58,900

作付面積 1,320 1,350 1,360 1,410 1,390

収穫量 14,200 13,900 14,300 14,200 13,400

作付面積 1,840 1,970 2,180 2,320 2,250

収穫量 40,900 42,000 48,600 53,400 52,700

作付面積 405 410 414 405 393

収穫量 20,800 21,000 20,800 19,400 16,200

だいこん

ばれいしょ

にんじん

やまのいも

にんにく

ごぼう

表11　主要畑作園芸作物の生産動向

資料：農林水産省「作物統計」「野菜生産出荷統計」

トマト

区　　　分

小麦

大豆

（単位：ha、ｔ）

 

エ 畜産 

平成 23 年の乳用牛は、飼養戸数が 269 戸、飼養頭

数が 1万 3,500 頭で、前年に比べそれぞれ 15 戸、400

頭の減少となった。この結果、1 戸当たりの飼養頭

数は 50.2 頭となり、前年に比べ 1.3 頭増加した。 

肉用牛は、飼養戸数が 1,220 戸、飼養頭数が 5 万

8,900 頭で、前年に比べそれぞれ 110 戸、3,500 頭の

減少となった。この結果、1 戸当たりの飼養頭数は

48.3 頭となり、前年に比べ 1.4 頭増加した。 

豚は、飼養戸数が 134 戸、飼養頭数が 39 万 5,800

頭で、１戸当たりの飼養頭数は 2,953.7 頭となった

ほか、採卵鶏は、飼養戸数が 30 戸、飼養羽数が 616

万 5,000 羽で、１戸当たりの飼養羽数は 15 万 5,000

羽となった。（表 12） 

H19 20 21 22 23年

飼養戸数(戸) 311 306 301 284 269

飼養頭数(頭) 15,800 15,100 14,400 13,900 13,500

１戸当頭数(頭) 50.8 49.3 47.8 48.9 50.2

飼養戸数(戸) 1,330 1,310 1,310 1,330 1,220

飼養頭数(頭) 60,100 60,200 61,800 62,400 58,900

１戸当頭数(頭) 45.2 46.0 47.2 46.9 48.3

飼養戸数(戸) 182 171 163 - 134

飼養頭数(頭) 386,400 402,800 386,600 - 395,800

１戸当頭数(頭) 2,123.1 2,355.6 2,371.8 - 2,953.7

飼養戸数(戸) 38 31 29 - 30

飼養羽数(万羽) 608.8 588.4 626.7 - 616.5

１戸当羽数(万羽) 12.7 14.9 16.9 - 15.5

表12　主要家畜別飼養戸数、飼養頭羽数(各年2月1日現在）

資料：農林水産省「畜産統計調査」

※ 22年の豚､採卵鶏の調査は休止。

区　　　分

乳

用

牛

肉

用

牛

豚

採

卵

鶏

 

オ 花き 

平成 22 年産の花きの作付面積は、切花類や鉢物類

の減少により前年に比べ 7.1ha 減少し、152.1ha と

なった。出荷数量は、猛暑の影響などにより 385 万

8,000 鉢・本減の 2,889 万鉢・本となり、産出額は

5,800 万円減の 24 億 3,100 万円となった。（図 13） 

産出額を品目別にみると、切り花ではキク類が 5

億 1,800 万円（花き産出額の 21％）で最も多く、次

いで、バラが 2 億 1,600 万円(同 9％)、トルコギキ

ョウ 1 億 4,200 万円(同 6％)となっている。鉢物類

では、ポットローズが最も多く、2億 5,000 万円(同

10％)、次いでシクラメンが 8,100 万円(同 3％)、サ

クラソウが 3,800 万円(同 2％)となっている。 
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資料：県農林水産部

図13 花きの生産動向
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⑤ 農業産出額 

平成 22 年の農業産出額は 2,751 億円で、前年に比

べて 87 億円増となった。（図５） 

部門別では、耕種が 46 億円増の 1,932 億円、畜産

が 40 億円増の 818 億円となっている。 

主要作物についてみると、米の産出額は 113 億円

減の410億円、野菜の産出額は80億円増の643億円、

りんごの産出額は 93 億円増の 710 億円となった。 

（表６） 

2,797

2,885 2,858 2,828

2,664

2,751

2,000

2,200

2,400

2,600

2,800

3,000

H17 18 19 20 21 22年

（億円）

資料：農林水産省「生産農業所得統計」

図５ 農業産出額の推移

 

17年 18年 19年 20年 21年 22年

2,797 2,885 2,858 2,828 2,664 2,751

2,086 2,180 2,143 2,014 1,886 1,932

米 613 589 531 576 523 410

麦類・雑穀・

豆類・いも類
48 43 31 31 35 29

野菜 589 653 680 623 563 643

果実 722 771 778 671 652 746

　うちりんご 679 730 733 632 617 710

花き 30 30 32 28 27 26

工芸農作物 65 68 68 64 64 54

種苗・苗木類

・その他
24 25 25 21 22 24

710 704 714 813 778 818

肉用牛 81 81 84 93 116 120

乳用牛 73 69 65 66 72 72

豚 223 214 218 254 239 258

鶏 324 330 335 388 340 357

その他畜産 10 10 11 11 11 12

1 1 1 1 1 1

          （単位：億円）

資料：農林水産省「生産農業所得統計」

※　19年から、他都道府県に販売した中間生産物のみを計上するこ

　ととしたほか、交付金の一部が除かれることとなった。

表６　農業産出額の推移

耕　　種

産出額合計

畜　　産

加工農産物

 
 

⑥ 主要農作物の生産動向 

ア 水稲 

平成 23 年産の水稲の生育は 5 月の低温・日照不

足などの影響から穂数・もみ数がやや少なかったも

のの、出穂期以降は高温で経過し、登熟が順調に進

んだことなどから、10a 当たりの収量は 598kg（平年

582kg）、作況指数は 103 の「やや良」となった。 

また、平成 23 年産の水稲作付面積（子実用）は前

年に比べ 2,500ha 減の 4 万 6,900ha、収穫量（子実

用）は前年に比べ5,000ｔ減の28万500ｔとなった。 

なお、子実用とは、子実の生産以前に刈り取られ

て飼料用などして用いられるＷＣＳ用稲などの「青

刈り」のほか、飼料用米を除いたものである（備蓄

 

米、加工用米、米粉用米は子実用に含まれる）。 

（図７） 
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H19 20 21 22 23年

（t）（ha）

資料：農林水産省「平成23年産水陸稲の収穫量」

図７ 水稲の生産動向の推移

※ＷＣＳ用稲などの「青刈り」のほか、飼料用米、バイオマス燃料用米は含まない。

作付面積（左目盛）

収穫量（右目盛）

 

 

水稲（子実用）の生産が大きく減少した理由とし

て、平成 22 年度から実施されている戸別所得補償制

度により、飼料用など新規需要米の作付けが増加し

たことがあげられる。特に、飼料用米の作付面積に

ついては、平成 21 年度の 131ha から平成 22 年度に

は 832ha に急増し、さらに平成 23 年度には全国で最

も多い 3,494ha まで拡大している。 

なお、米粉用米の作付面積については、微増にと

どまっており、飼料用米に比べると増加のペースは

緩やかなものとなっている。（図８） 
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資料：H23年度 農林水産省「戸別所得補償制度の作付計画面積速報値」

H20年度～H22年度 県農林水産部

図８ 新規需要米の作付面積の推移

飼料用米

米粉用米

 

 

イ りんご 

平成 22 年産のりんご結果樹面積は 2万 200ha で、

前年より 400ha 減少した。10a 当たり収量は 2,240kg

で、前年の 2,220kg をやや上回ったものの、収穫量

は 45 万 2,500ｔで、前年を 4,800ｔ下回った。 

（次頁表９） 

収穫量を品種別にみると、最も多い「ふじ」が 23

万 9,000ｔ(りんご収穫量の 52.8％)、次いで、「王林」

が 5万 3,400ｔ(同 11.8％)、「ジョナゴールド」が 4

万 8,100ｔ(同 10.6％)、「つがる」が 4万 3,900ｔ(同

9.7％)となっている。（次頁図 10） 

また、出荷量は 40 万 7,700ｔで、全国出荷量 69

万 7,800ｔに占める本県産のシェアは 58.4％となり、

前年に比べ 3.4 ポイント上昇した。 
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区　　分 H18 19 20 21 22年

結果樹面積(ha) 21,300 21,200 20,900 20,600 20,200

10a当収量(kg) 2,070 2,160 2,360 2,220 2,240

収　穫　量(t) 441,500 457,900 493,200 457,300 452,500

資料：農林水産省「果樹生産出荷統計」

表９　りんごの生産動向（青森県）

 

王林

53,400t(11.8%)

ジョナゴールド

48,100t(10.6%)

つがる

43,900t(9.7%)

その他

68,100t(15.0%)

資料：農林水産省「果樹生産出荷統計」

図10 本県産りんごの品種別収穫量

りんご収穫量

（H22年産）

本県 452,500ｔ

ふじ

239,000t(52.8%)

資料：農林水産省「果樹生産出荷統計」

図10 本県産りんごの品種別収穫量

りんご収穫量

（H22年産）

本県 452,500ｔ

ふじ

239,000t(52.8%)

 

ウ 畑作園芸作物 

平成 22 年産の主要な畑作園芸作物の作付面積は、

「小麦」が 2,230ha と前年に比べ 10ha 増加したもの

の、「大豆」が 560ha 減の 4,320ha、「ばれいしょ」

が 30ha 減の 1,080ha、「だいこん」が 110ha 減の

3,180ha、「にんじん」が 10ha 減の 1,270ha、「やま

のいも」が 100ha 減の 2,330ha、「にんにく」が 20ha

減の 1,390ha、「ごぼう」が 70ha 減の 2,250ha、「ト

マト」が 12ha 減の 393ha となり、前年からの減少が

目立つ結果となった。 

これは、農業従事者の減少・高齢化等による生産

力の減退のほか、転作田で畑作園芸作物から新規需

要米等へ作付けを転換する動きがあったものとみら

れる。 

また、収穫量は、作付面積の減少に加えて、夏場

の記録的な猛暑の影響などから、「大豆」が 6,130ｔ

と前年に比べ 230ｔ増加したものの、前年に比べ

18,100ｔ減少した「だいこん」をはじめとして、多

くの品目で前年を下回った。（表 11） 

H18 19 20 21 22年

作付面積 2,120 2,180 2,120 2,220 2,230

収穫量 3,500 4,210 4,090 4,770 2,720

作付面積 4,100 4,340 4,700 4,880 4,320

収穫量 6,270 6,510 6,720 5,900 6,130

作付面積 1,310 1,280 1,180 1,110 1,080

収穫量 30,400 30,200 29,300 23,500 21,000

作付面積 3,360 3,370 3,280 3,290 3,180

収穫量 153,900 154,300 143,800 144,000 125,900

作付面積 1,230 1,310 1,370 1,280 1,270

収穫量 38,100 40,200 42,200 38,600 33,500

作付面積 2,720 2,680 2,550 2,430 2,330

収穫量 73,000 72,400 67,100 60,000 58,900

作付面積 1,320 1,350 1,360 1,410 1,390

収穫量 14,200 13,900 14,300 14,200 13,400

作付面積 1,840 1,970 2,180 2,320 2,250

収穫量 40,900 42,000 48,600 53,400 52,700

作付面積 405 410 414 405 393

収穫量 20,800 21,000 20,800 19,400 16,200

だいこん

ばれいしょ

にんじん

やまのいも

にんにく

ごぼう

表11　主要畑作園芸作物の生産動向

資料：農林水産省「作物統計」「野菜生産出荷統計」

トマト

区　　　分

小麦

大豆

（単位：ha、ｔ）

 

エ 畜産 

平成 23 年の乳用牛は、飼養戸数が 269 戸、飼養頭

数が 1万 3,500 頭で、前年に比べそれぞれ 15 戸、400

頭の減少となった。この結果、1 戸当たりの飼養頭

数は 50.2 頭となり、前年に比べ 1.3 頭増加した。 

肉用牛は、飼養戸数が 1,220 戸、飼養頭数が 5 万

8,900 頭で、前年に比べそれぞれ 110 戸、3,500 頭の

減少となった。この結果、1 戸当たりの飼養頭数は

48.3 頭となり、前年に比べ 1.4 頭増加した。 

豚は、飼養戸数が 134 戸、飼養頭数が 39 万 5,800

頭で、１戸当たりの飼養頭数は 2,953.7 頭となった

ほか、採卵鶏は、飼養戸数が 30 戸、飼養羽数が 616

万 5,000 羽で、１戸当たりの飼養羽数は 15 万 5,000

羽となった。（表 12） 

H19 20 21 22 23年

飼養戸数(戸) 311 306 301 284 269

飼養頭数(頭) 15,800 15,100 14,400 13,900 13,500

１戸当頭数(頭) 50.8 49.3 47.8 48.9 50.2

飼養戸数(戸) 1,330 1,310 1,310 1,330 1,220

飼養頭数(頭) 60,100 60,200 61,800 62,400 58,900

１戸当頭数(頭) 45.2 46.0 47.2 46.9 48.3

飼養戸数(戸) 182 171 163 - 134

飼養頭数(頭) 386,400 402,800 386,600 - 395,800

１戸当頭数(頭) 2,123.1 2,355.6 2,371.8 - 2,953.7

飼養戸数(戸) 38 31 29 - 30

飼養羽数(万羽) 608.8 588.4 626.7 - 616.5

１戸当羽数(万羽) 12.7 14.9 16.9 - 15.5

表12　主要家畜別飼養戸数、飼養頭羽数(各年2月1日現在）

資料：農林水産省「畜産統計調査」

※ 22年の豚､採卵鶏の調査は休止。
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牛
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採
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オ 花き 

平成 22 年産の花きの作付面積は、切花類や鉢物類

の減少により前年に比べ 7.1ha 減少し、152.1ha と

なった。出荷数量は、猛暑の影響などにより 385 万

8,000 鉢・本減の 2,889 万鉢・本となり、産出額は

5,800 万円減の 24 億 3,100 万円となった。（図 13） 

産出額を品目別にみると、切り花ではキク類が 5

億 1,800 万円（花き産出額の 21％）で最も多く、次

いで、バラが 2 億 1,600 万円(同 9％)、トルコギキ

ョウ 1 億 4,200 万円(同 6％)となっている。鉢物類

では、ポットローズが最も多く、2億 5,000 万円(同

10％)、次いでシクラメンが 8,100 万円(同 3％)、サ

クラソウが 3,800 万円(同 2％)となっている。 
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資料：県農林水産部

図13 花きの生産動向
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⑦ 農家経済 

平成21年の農家経済(販売農家1戸当たりの平均)

の動向をみると、農業所得は 108 万 1,000 円で前年

に比べ1万 9,000円減少し、農外所得は126万 3,000

円で前年に比べ 17 万 5,000 円減少した。この結果、

農家所得は234万6,000円で、前年に比べ19万2,000

円減少した。 

東北、全国と比較すると、農業所得は、東北及び

全国を上回っているが、農外所得は東北及び全国を

下回っている。 

また、農業依存度(農家所得に占める農業所得の割

合)をみると、本県は 46.1％で前年に比べ 2.8 ポイ

ント上昇し、東北の 36.5％、全国の 38.1％を上回っ

ている。（表 14・図 15） 

東北 全国

20年 21年 21年 21年

Ａ 農業所得 1,100 1,081 900 1,042

Ｂ 農外所得 1,438 1,263 1,568 1,685

Ｃ 農業生産関連事業所得 - 2 1 6

Ｄ 農家所得（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 2,538 2,346 2,469 2,733

Ｅ 年金等の収入 1,135 1,254 1,380 1,833

Ｆ 農家総所得（Ｄ＋Ｅ） 3,673 3,600 3,849 4,566

Ｇ 租税公課諸負担 601 502 549 690

Ｈ 可処分所得（Ｆ－Ｇ） 3,072 3,098 3,300 3,876

43.3 46.1 36.5 38.1

農業専従者一人当たり農業所得 1,209 1,228 2,195 2,084

39 35 36 47

（単位：千円）

表14　農家経済の状況(年間１戸当たり平均)

資料：農林水産省「経営形態別経営統計」

区　　　　分
青森県

農業依存度 (%) （Ａ／Ｄ）

経営耕地面積10a当たり農業所得

 

1,042 
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1,685 
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1,254 
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東 北
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農業所得 農外所得 年金等の収入

図15 農家経済の状況 （平成21年）

資料：農林水産省「経営形態別経営統計」
 

 

⑧ 林業 

ア 林業経営体数 

 平成 22 年の林業経営体数（保有山林が 3ha 以上又

は委託を受けて林業を行う者）は 3,071 経営体で、

平成 17 年に比べて 1,341 経営体減少した。（表 16） 

区  分 計 5ha未満 5～10ha 10～50ha 50ha以上

平成22年 3,071 1,049 959 907 156

平成17年 4,412 1,608 1,377 1,206 221

  増 減 数 -1,341 -559 -418 -299 -65

資料：県統計分析課「農林業センサス」

（単位：経営体）

表16　林業経営体数の推移

 
 

イ 林業産出額 

平成 22 年の林業産出額は、前年に比べ 12.4％増

の 67 億 8 千万円となり、うち木材生産が 13.8％増

の 60 億 9 千万円となっている。 

生産林業所得は、前年に比べ 13.0％増の 45 億 2

千万円となっている。（表 17） 

H18 19 20 21 22年

680 672 707 603 678

589 593 615 535 609

468 457 467 400 452

資料：農林水産省「生産林業所得統計」

区　　分

表17　林業産出額及び生産林業所得

うち木材生産

林業産出額

生産林業所得

（単位：千万円）

 

 

ウ 森林の現況 

 本県の森林面積(平成 23 年)は、63 万 5,748ha(全

国第 9 位)で県土面積の 65.9％を占めている。その

うち、国有林(官行造林含む)は、39 万 6,463ha で全

森林の 62.4％、民有林(公有林含む)は 23 万 9,284ha

で 37.6％を占めており、国有林の割合は全国第 1位

(2010 年農林業センサス)となっている。 

森林蓄積量は 1億 1,292 万 3 千㎥で、そのうち国

有林は 6,596 万 2 千㎥(全体の 58.4％)、民有林は

4,696 万 1 千㎥(同 41.6％)となっており、針広別で

は、針葉樹が全体の 64.1％、広葉樹が 35.9％を占め

ている。（表 18） 

（単位　ha、千㎥、㎥/ha）

総　　数 国　有　林 民　有　林

(ha) 635,748 396,463 239,284

(千㎥) 112,923 65,962 46,961

(〃) 72,358 35,842 36,517

ス ギ (〃) 44,177 17,456 26,722

アカマツ (〃) 8,558 2,198 6,361

クロマツ (〃) 2,535 830 1,706

ヒ バ (〃) 12,848 12,627 220

カラマツ (〃) 3,738 2,237 1,501

そ の 他 (〃) 501 494 7

(〃) 40,565 30,122 10,444

(㎥/ha) 178 166 196

資料：県農林水産部

１ha当たり蓄積

表18　森林の現況 （平成23年）

森 林 面 積

森 林 蓄 積 量

針 葉 樹

広 葉 樹

区　　分

 

 

エ 木材の需給動向 

平成 22 年の木材需給は、新設住宅着工戸数が

4,708 戸と前年に比べ 12.1％減少したものの、木造

率が 4.0％増加したため、木材(素材)供給量は 67 万

5千㎥で、前年に比べ 5万 5千㎥増加した。 

県内需要量は、平成 19 年以降 40 万㎥台で推移し

ている。用途別では製材用が大きな割合を占めてお

り、平成 22 年の製材用は 18 万㎥で、前年に比べ 7

千㎥増加した。（次頁表 19）
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H18 19 20 21 22年

総 数 693 661 660 620 675

素 材 生 産 量 568 571 589 537 601

国 産材移入量 54 53 54 65 55

外 材 入 荷 量 71 37 17 18 19

502 478 492 430 412

製 材 用 276 243 222 173 180

区　　分

供

給

量

県 内 需 要 量

資料：県農林水産部

（単位　千㎥）

表19　木材（素材）需給量の推移

 

オ 特用林産物 

平成 22 年の特用林産物のうち、生産量及び生産額

において大部分を占めるきのこ類は、生産量で対前

年比 2.2％減の 1,316ｔとなったが、生産額は対前年

比 4.1％増の 6億 4,100 万円となった。 

生産額を品目別にみると、なめこが 3億 2,400 万

円で全体の 34.4％と最も多くなっており、次いで生

しいたけが2億1,500万円で全体の22.8％となって

いる。（表 20） 

生産量 金額 生産量 金額 生産量 金額

1,341 862 1,345 616 1,316 641

生しいたけ 299 296 300 223 260 215

乾しいたけ 1 2 0 1 0 0

な め こ 785 453 807 307 797 324

えのきたけ 177 61 174 49 184 51

ひ ら た け 6 4 5 3 12 6

ま い た け 64 46 58 33 62 45

エ リ ン ギ 9 － 1 － 1 －

12 121 12 73 12 69

－ 296 － 255 － 232

－ 1,279 － 944 － 942

22年

（単位：ｔ、百万円）

表20　特用林産物の生産状況

資料：県農林水産部

区 分

き の こ 類

ひ ば 油

そ の 他

合 計

H20 21

 

 

カ 森林の造成状況の推移 

森林に求められる機能は、木材生産のほか、洪水

や渇水の緩和、水や空気の浄化、地球温暖化の防止

や生物多様性の保全、豊かな水産資源を育む役割な

ど公益的機能を中心に一層多様化、高度化している。

これらの機能の維持・強化を目的として造林が進め

られているが、木材価格の長期低迷や、林業諸経費

の増大等により、再造林、拡大造林面積は減少傾向

となっている。 

平成 15 年度以降、造林実績は 400～500ha 台で推

移している。（図 21） 
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図21 民有林造林実績の推移

 

⑨ 水産業 

ア 漁業経営体数 

平成 20 年の漁業経営体数は 5,146 経営体で平成

15 年に比べ 367 経営体の減少となった。（表 22） 

なお、都道府県別順位では全国第 5位となった。 

H5 10 15 20年

経営体数 6,522 6,026 5,513 5,146

資料：農林水産省「漁業サンセス」

表22　漁業経営体数の推移

各年11月1日現在

 

 

イ 海面漁業・養殖業の生産量 

平成 22 年の海面漁業・養殖業の生産量は 21 万

3,100ｔで、前年に比べ 4万 6,500ｔ減少し、全国に

占める割合は 4.1％（全国第 5位）となった。 

海面漁業の漁獲量は 12万 2,600ｔで、前年に比べ

3万 300ｔ減少し、全国に占める割合は 3.0％（全国

第 9位）となった。 

海面養殖業の収穫量は、9万 500ｔで前年に比べて

1 万 6,200ｔ減少し､全国に占める割合は 8.2％（全

国第 4 位）となった。このうち、ほたてがい養殖業

が 8 万 9,800ｔで、99.2％を占めているが、平成 22

年は陸奥湾の異常高水温による大量へい死の影響を

受けて、前年に比べ 1 万 6,300ｔの著しい減少とな

った。（図 23） 
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資料：農林水産省「漁業・養殖業生産統計」

図23 部門別生産量の推移

計

 

 

海面漁業の漁獲量を魚種別にみると、いか類(する

めいか・あかいか・その他のいか類)が 5万 6,500ｔ

で、するめいか、あかいかとも近年にない不漁とな

ったため、前年に比べ 2 万 3,800ｔの著しい減少と

なった。 

魚類は5万8,600ｔで前年に比べ4,000ｔの減少と

なった。このうち、魚種別では、たら類の 1 万 600

ｔが最も多く、次いで、さば類の 8,600ｔ、かつお

類の 6,400ｔとなっている。（次頁図 24）

－ 24 － － 25 －
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⑦ 農家経済 

平成21年の農家経済(販売農家1戸当たりの平均)

の動向をみると、農業所得は 108 万 1,000 円で前年

に比べ1万 9,000円減少し、農外所得は126万 3,000

円で前年に比べ 17 万 5,000 円減少した。この結果、

農家所得は234万6,000円で、前年に比べ19万2,000

円減少した。 

東北、全国と比較すると、農業所得は、東北及び

全国を上回っているが、農外所得は東北及び全国を

下回っている。 

また、農業依存度(農家所得に占める農業所得の割

合)をみると、本県は 46.1％で前年に比べ 2.8 ポイ

ント上昇し、東北の 36.5％、全国の 38.1％を上回っ

ている。（表 14・図 15） 

東北 全国

20年 21年 21年 21年

Ａ 農業所得 1,100 1,081 900 1,042

Ｂ 農外所得 1,438 1,263 1,568 1,685

Ｃ 農業生産関連事業所得 - 2 1 6

Ｄ 農家所得（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 2,538 2,346 2,469 2,733

Ｅ 年金等の収入 1,135 1,254 1,380 1,833

Ｆ 農家総所得（Ｄ＋Ｅ） 3,673 3,600 3,849 4,566

Ｇ 租税公課諸負担 601 502 549 690

Ｈ 可処分所得（Ｆ－Ｇ） 3,072 3,098 3,300 3,876

43.3 46.1 36.5 38.1

農業専従者一人当たり農業所得 1,209 1,228 2,195 2,084

39 35 36 47

（単位：千円）

表14　農家経済の状況(年間１戸当たり平均)

資料：農林水産省「経営形態別経営統計」

区　　　　分
青森県

農業依存度 (%) （Ａ／Ｄ）

経営耕地面積10a当たり農業所得
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全 国
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（千円）

農業所得 農外所得 年金等の収入

図15 農家経済の状況 （平成21年）

資料：農林水産省「経営形態別経営統計」
 

 

⑧ 林業 

ア 林業経営体数 

 平成 22 年の林業経営体数（保有山林が 3ha 以上又

は委託を受けて林業を行う者）は 3,071 経営体で、

平成 17 年に比べて 1,341 経営体減少した。（表 16） 

区  分 計 5ha未満 5～10ha 10～50ha 50ha以上

平成22年 3,071 1,049 959 907 156

平成17年 4,412 1,608 1,377 1,206 221

  増 減 数 -1,341 -559 -418 -299 -65

資料：県統計分析課「農林業センサス」

（単位：経営体）

表16　林業経営体数の推移

 
 

イ 林業産出額 

平成 22 年の林業産出額は、前年に比べ 12.4％増

の 67 億 8 千万円となり、うち木材生産が 13.8％増

の 60 億 9 千万円となっている。 

生産林業所得は、前年に比べ 13.0％増の 45 億 2

千万円となっている。（表 17） 

H18 19 20 21 22年

680 672 707 603 678

589 593 615 535 609

468 457 467 400 452

資料：農林水産省「生産林業所得統計」

区　　分

表17　林業産出額及び生産林業所得

うち木材生産

林業産出額

生産林業所得

（単位：千万円）

 

 

ウ 森林の現況 

 本県の森林面積(平成 23 年)は、63 万 5,748ha(全

国第 9 位)で県土面積の 65.9％を占めている。その

うち、国有林(官行造林含む)は、39 万 6,463ha で全

森林の 62.4％、民有林(公有林含む)は 23 万 9,284ha

で 37.6％を占めており、国有林の割合は全国第 1位

(2010 年農林業センサス)となっている。 

森林蓄積量は 1億 1,292 万 3 千㎥で、そのうち国

有林は 6,596 万 2 千㎥(全体の 58.4％)、民有林は

4,696 万 1 千㎥(同 41.6％)となっており、針広別で

は、針葉樹が全体の 64.1％、広葉樹が 35.9％を占め

ている。（表 18） 

（単位　ha、千㎥、㎥/ha）

総　　数 国　有　林 民　有　林

(ha) 635,748 396,463 239,284

(千㎥) 112,923 65,962 46,961

(〃) 72,358 35,842 36,517

ス ギ (〃) 44,177 17,456 26,722

アカマツ (〃) 8,558 2,198 6,361

クロマツ (〃) 2,535 830 1,706

ヒ バ (〃) 12,848 12,627 220

カラマツ (〃) 3,738 2,237 1,501

そ の 他 (〃) 501 494 7

(〃) 40,565 30,122 10,444

(㎥/ha) 178 166 196

資料：県農林水産部

１ha当たり蓄積

表18　森林の現況 （平成23年）

森 林 面 積

森 林 蓄 積 量

針 葉 樹

広 葉 樹

区　　分

 

 

エ 木材の需給動向 

平成 22 年の木材需給は、新設住宅着工戸数が

4,708 戸と前年に比べ 12.1％減少したものの、木造

率が 4.0％増加したため、木材(素材)供給量は 67 万

5千㎥で、前年に比べ 5万 5千㎥増加した。 

県内需要量は、平成 19 年以降 40 万㎥台で推移し

ている。用途別では製材用が大きな割合を占めてお

り、平成 22 年の製材用は 18 万㎥で、前年に比べ 7

千㎥増加した。（次頁表 19）
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H18 19 20 21 22年

総 数 693 661 660 620 675

素 材 生 産 量 568 571 589 537 601

国 産材移入量 54 53 54 65 55

外 材 入 荷 量 71 37 17 18 19

502 478 492 430 412

製 材 用 276 243 222 173 180

区　　分

供

給

量

県 内 需 要 量

資料：県農林水産部

（単位　千㎥）

表19　木材（素材）需給量の推移

 

オ 特用林産物 

平成 22 年の特用林産物のうち、生産量及び生産額

において大部分を占めるきのこ類は、生産量で対前

年比 2.2％減の 1,316ｔとなったが、生産額は対前年

比 4.1％増の 6億 4,100 万円となった。 

生産額を品目別にみると、なめこが 3億 2,400 万

円で全体の 34.4％と最も多くなっており、次いで生

しいたけが2億1,500万円で全体の22.8％となって

いる。（表 20） 

生産量 金額 生産量 金額 生産量 金額

1,341 862 1,345 616 1,316 641

生しいたけ 299 296 300 223 260 215

乾しいたけ 1 2 0 1 0 0

な め こ 785 453 807 307 797 324

えのきたけ 177 61 174 49 184 51

ひ ら た け 6 4 5 3 12 6

ま い た け 64 46 58 33 62 45

エ リ ン ギ 9 － 1 － 1 －

12 121 12 73 12 69

－ 296 － 255 － 232

－ 1,279 － 944 － 942

22年

（単位：ｔ、百万円）

表20　特用林産物の生産状況

資料：県農林水産部

区 分

き の こ 類

ひ ば 油

そ の 他

合 計

H20 21

 

 

カ 森林の造成状況の推移 

森林に求められる機能は、木材生産のほか、洪水

や渇水の緩和、水や空気の浄化、地球温暖化の防止

や生物多様性の保全、豊かな水産資源を育む役割な

ど公益的機能を中心に一層多様化、高度化している。

これらの機能の維持・強化を目的として造林が進め

られているが、木材価格の長期低迷や、林業諸経費

の増大等により、再造林、拡大造林面積は減少傾向

となっている。 

平成 15 年度以降、造林実績は 400～500ha 台で推

移している。（図 21） 
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図21 民有林造林実績の推移

 

⑨ 水産業 

ア 漁業経営体数 

平成 20 年の漁業経営体数は 5,146 経営体で平成

15 年に比べ 367 経営体の減少となった。（表 22） 

なお、都道府県別順位では全国第 5位となった。 

H5 10 15 20年

経営体数 6,522 6,026 5,513 5,146

資料：農林水産省「漁業サンセス」

表22　漁業経営体数の推移

各年11月1日現在

 

 

イ 海面漁業・養殖業の生産量 

平成 22 年の海面漁業・養殖業の生産量は 21 万

3,100ｔで、前年に比べ 4万 6,500ｔ減少し、全国に

占める割合は 4.1％（全国第 5位）となった。 

海面漁業の漁獲量は 12万 2,600ｔで、前年に比べ

3万 300ｔ減少し、全国に占める割合は 3.0％（全国

第 9位）となった。 

海面養殖業の収穫量は、9万 500ｔで前年に比べて

1 万 6,200ｔ減少し､全国に占める割合は 8.2％（全

国第 4 位）となった。このうち、ほたてがい養殖業

が 8 万 9,800ｔで、99.2％を占めているが、平成 22

年は陸奥湾の異常高水温による大量へい死の影響を

受けて、前年に比べ 1 万 6,300ｔの著しい減少とな

った。（図 23） 
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資料：農林水産省「漁業・養殖業生産統計」

図23 部門別生産量の推移

計

 

 

海面漁業の漁獲量を魚種別にみると、いか類(する

めいか・あかいか・その他のいか類)が 5万 6,500ｔ

で、するめいか、あかいかとも近年にない不漁とな

ったため、前年に比べ 2 万 3,800ｔの著しい減少と

なった。 

魚類は5万8,600ｔで前年に比べ4,000ｔの減少と

なった。このうち、魚種別では、たら類の 1 万 600

ｔが最も多く、次いで、さば類の 8,600ｔ、かつお

類の 6,400ｔとなっている。（次頁図 24）

－ 24 － － 25 －
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図24 魚種別漁獲量の推移

資料：農林水産省「漁業・養殖業生産統計」  

ウ 海面漁業・養殖業の生産額 

平成 21 年の海面漁業・養殖業生産額は、531 億

3,900万円と前年に比べ9億600万円の減少となり、

全国に占める割合は 3.8％（全国第 7位）となった。 

部門別では、海面漁業が 413 億 400 万円で、前年

に比べて 28 億 8,300 万円減少する一方、海面養殖業

が 118 億 3,500 万円で、前年に比べ 19 億 7,700 万円

増加した。（図 25） 
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資料：農林水産省「漁業・養殖業生産統計」

計

 

生産額を魚種別にみると、いか類が 164 億 4,400

万円で最も多く、全国第 1 位である。次いで、全国

2 位のほたてがいが 118 億 8,400 万円、まぐろ類が

69億800万円となっている。なお、まぐろ類のうち、

くろまぐろは、47億 7,500万円で全国第1位である。 

 

エ 主要港の陸揚量 

平成 21 年の県内主要港（第 3種漁港）の陸揚量は

14万 6,206ｔで、前年に比べて1万 253ｔ増加した。 

内訳としては、八戸漁港が 13 万 7,224ｔ、鯵ヶ沢

漁港が 1,252ｔ、大畑漁港が 2,819ｔ、三沢漁港が

4,911ｔとなっている。（表 26） 

(単位：t)

漁港名 H16 17 18 19 20 21年

八　戸 142,332 149,339 165,913 142,444 126,247 137,224

鰺ヶ沢 1,361 1,385 1,357 1,004 1,981 1,252

大　畑 4,287 4,754 2,973 5,387 3,621 2,819

三　沢 4,473 4,156 2,818 4,332 4,104 4,911

計 152,453 159,634 173,061 153,166 135,953 146,206

※　第3種漁港の属地陸揚量の総数を掲載した。

表26　主要港の陸揚量の推移

資料：県漁港漁場整備課「青森県の漁港港勢集」  
 

⑩ 食料品製造業 

平成 21 年の食料品製造業の商品分類別製造品出

荷額等は、前年より 2億 7千万円多い 2,867 億 2 千

万円で、厳しい経済環境の中にあっても 3 年連続の

増加となった。 

平成 15 年との比較では、85 億 6 千万円の減少と

なっているが、これは水産加工品※1 が平成 15 年の

1,252 億 3 千万円（製造品出荷額等の 42.4％）から、

平成 21 年には 859 億 7 千万円（同 30.0％）まで減

少したことが影響している。 

この間、水産加工品は、392 億 6 千万円減少して

いるが、内訳をみると「水産缶詰・瓶詰製造業」、「塩

干・塩蔵品製造業」が増加する一方で、「冷凍水産物

製造業」と「その他の水産食料品製造業」の大幅な

減少が目立っており、それぞれ 223 億円、228 億 3

千万円の減少となっている。 

一方、畜産加工品※2は、平成 15 年の 750 億 4 千

円（同 25.4％）から、233 億 4 千万円増加し、平成

21年には983億8千万円（同34.3％）となっている。 

また、その他の農産加工品※3 は、平成 17 年に大

きく減少したものの、その後は 4 年続けて増加して

おり、平成 15 年の 950 億 1 千万円（同 32.2％）か

ら 73 億 7 千万円増加し、平成 21 年には 1,023 億 8

千万円（同 35.7％）となっている。（図 27） 
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資料 県統計分析課 「工業統計調査」

その他の

農産加工品

畜産加工品

水産加工品

計

 

※1 水産加工品 

工業統計調査の商品分類別製造品出荷額統計（従業者 4

人以上の事業所）の食料品製造業（以下、「食料品製造業」

という。）の区分のうち、水産缶詰・瓶詰製造業、海藻加工

業、水産練製品製造業、塩干・塩蔵品製造業、冷凍水産物

製造業、冷凍水産食品製造業、その他の水産食料品製造業

※2 畜産加工品 

平成 20 年に品目分類が改定されているため、「平成 20

年～21 年」と「平成 15 年～19 年」では内訳が異なる。 

・平成 20 年～平成 21 年 

食料品製造業のうち、部分肉・冷凍肉製造業、肉加工品

製造業、処理牛乳・乳飲料製造業、乳製品製造業（処理牛

乳，乳飲料を除く）、その他の畜産食料品製造業 

 ・平成 15 年～平成 19 年 

  食料品製造業のうち、肉製品製造業、乳製品製造業、そ

の他の畜産食料品製造業 

※3 その他の農産加工品 

食料品製造業のうち、上記 2つに該当しないもの 
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(7) 鉱工業 

製造業事業所数(平成 22 年 従業者４人以上) 

製造業従業者数(      〃      ) 

製造品出荷額等(      〃      ) 

１事業所当たり製造品出荷額等(   〃   ) 

従業者１人当たり製造品出荷額等(  〃   ) 

  青森県 

1,559 事業所

5万 7,824 人

1 兆 5,048 億円

9億 6,520 万円

2,602 万円

 全 国 

22 万 3,648 事業所 

756 万 7,462 人 

285 兆 4,828 億円 

12 億 7,648 万円 

3,773 万円 

 

 

 

 

 

 

資料：県統計分析課「青森県工業統計速報」、経済産業省「工業統計速報」

構成比 構成比 構成比 構成比
総 数 1,559  100.0 57,824  100.0 150,475,127  100.0 69,463,425  100.0

食 料 品 食 料 ・ 飲 料 437    28.0 16,649  28.8 31,146,093   20.7 8,763,853   12.6

飲 料 ・ 飼 料 食 料 ・ 飲 料 70     4.5 1,283   2.2 8,261,256    5.5 1,679,181   2.4

繊 維 生活 関連・その他 156    10.0 5,773   10.0 2,176,357    1.4 1,364,051   2.0

木 材 ・ 木 製 品 基 礎 素 材 75     4.8 796     1.4 1,315,538    0.9 397,359     0.6

家 具 ・ 装 備 品 生活 関連・その他 43     2.8 379     0.7 367,880      0.2 171,835     0.2

パ ル プ ・ 紙 基 礎 素 材 32     2.1 1,778   3.1 11,625,333   7.7 4,016,505   5.8

印 刷 生活 関連・その他 100    6.4 1,558   2.7 1,769,103    1.2 1,023,199   1.5

化 学 基 礎 素 材 18     1.2 619     1.1 3,420,317    2.3 1,874,236   2.7

石 油 ・ 石 炭 基 礎 素 材 15     1.0 122     0.2 791,787      0.5 351,620     0.5

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 基 礎 素 材 27     1.7 1,071   1.9 1,539,878    1.0 508,815     0.7

窯 業 ・ 土 石 基 礎 素 材 109    7.0 1,674   2.9 4,040,424    2.7 1,681,084   2.4

鉄 鋼 鉄 鋼 ､ 非 鉄 ､ 金 属 31     2.0 1,584   2.7 10,821,637   7.2 5,021,609   7.2

非 鉄 金 属 鉄 鋼 ､ 非 鉄 ､ 金 属 11     0.7 3,474   6.0 34,350,315   22.8 26,602,717  38.3

金 属 製 品 鉄 鋼 ､ 非 鉄 ､ 金 属 131    8.4 2,241   3.9 3,210,812    2.1 1,409,064   2.0

は ん 用 機 械 加 工 組 立 22     1.4 259     0.4 303,500      0.2 140,202     0.2

生 産 用 機 械 加 工 組 立 54     3.5 1,969   3.4 3,676,359    2.4 1,706,013   2.5

業 務 用 機 械 加 工 組 立 35     2.2 4,758   8.2 10,630,555   7.1 3,647,041   5.3

電 子 部 品 加 工 組 立 72     4.6 6,076   10.5 9,942,211    6.6 3,904,221   5.6

電 気 機 械 加 工 組 立 33     2.1 2,679   4.6 4,662,706    3.1 1,849,239   2.7

情 報 通 信 加 工 組 立 16     1.0 1,505   2.6 1,435,371    1.0 804,680     1.2

輸 送 用 機 械 加 工 組 立 28     1.8 914     1.6 4,281,502    2.8 2,143,419   3.1

その他（ゴム製品・なめし革含む。） 生活 関連・その他 44     2.8 663     1.1 706,193      0.5 403,482     0.6

区　　分

（単位：事業所、人、万円、％）

資料：県統計分析課「平成２２年青森県工業統計速報」

表１　産業別事業所数、従業者数、製造品出荷額等、粗付加価値額の状況（従業者4人以上の事業所）

粗付加価値額事業所数 従業者数 製造品出荷額等

① 事業所数の推移 

平成22年12月31日現在の本県製造業の事業所数

（従業者 4人以上、以下同じ。）は、前年比 5.3％減

の 1,559 事業所となった。これは、ピークであった

平成 5年の 55.5％の水準である。 

産業別にみても、5 分類全てで減少しているが、

増加した業種は、プラスチック製品（前年比 3.8％

増）、非鉄金属（同 10.0％増）、生産用機械（同 5.9％

増）、電子部品（同 2.9％増）の 4業種であった。 

（表１・図２） 
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資料：県統計分析課「青森県工業統計」

図２ 事業所数の推移
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② 従業者数の推移 

平成22年12月31日現在の本県製造業の従業者数

は、前年比 0.8％減の 5万 7,824 人で、3年連続の減

少となった。増加した分類は、食料・飲料（前年比

1.1%増）、鉄鋼・非鉄・金属（同 0.7%増）となって

いるが、その他は全て減少している。 

産業別で見ると、特に「情報通信」「金属製品」「パ

ルプ・紙」の減少幅が大きくなっている。 

（表１・図３） 
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資料：県統計分析課「青森県工業統計」

図３ 従業者数の推移
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注 1 ）1事業所及び 1従業者当たり製造品出荷額等には、内国消費税額及び推計消費税額が含まれている。 

注 2 ）図２～図３及び次頁図４～図７について、青森県工業統計では平成 19 年調査において、調査事項の追加と

事業所の補そくを行っているため、平成 18 年までの調査値とは連続しない。 

－ 26 － － 27 －
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図24 魚種別漁獲量の推移

資料：農林水産省「漁業・養殖業生産統計」  

ウ 海面漁業・養殖業の生産額 

平成 21 年の海面漁業・養殖業生産額は、531 億

3,900万円と前年に比べ9億600万円の減少となり、

全国に占める割合は 3.8％（全国第 7位）となった。 

部門別では、海面漁業が 413 億 400 万円で、前年

に比べて 28 億 8,300 万円減少する一方、海面養殖業

が 118 億 3,500 万円で、前年に比べ 19 億 7,700 万円

増加した。（図 25） 

421.86 465.85 438.09 438.84 453.58 441.87 413.04

94.46

134.02 146.60 113.36 113.72 98.58 118.35

516.32 

599.87 584.69 
522.19 567.30 

540.45 531.39 

0

100

200

300

400

500

600

700

H15 16 17 18 19 20 21年

（億円）
海面漁業 養殖業

図25 部門別生産額の推移

資料：農林水産省「漁業・養殖業生産統計」

計

 

生産額を魚種別にみると、いか類が 164 億 4,400

万円で最も多く、全国第 1 位である。次いで、全国

2 位のほたてがいが 118 億 8,400 万円、まぐろ類が

69億800万円となっている。なお、まぐろ類のうち、

くろまぐろは、47億 7,500万円で全国第1位である。 

 

エ 主要港の陸揚量 

平成 21 年の県内主要港（第 3種漁港）の陸揚量は

14万 6,206ｔで、前年に比べて1万 253ｔ増加した。 

内訳としては、八戸漁港が 13 万 7,224ｔ、鯵ヶ沢

漁港が 1,252ｔ、大畑漁港が 2,819ｔ、三沢漁港が

4,911ｔとなっている。（表 26） 

(単位：t)

漁港名 H16 17 18 19 20 21年

八　戸 142,332 149,339 165,913 142,444 126,247 137,224

鰺ヶ沢 1,361 1,385 1,357 1,004 1,981 1,252

大　畑 4,287 4,754 2,973 5,387 3,621 2,819

三　沢 4,473 4,156 2,818 4,332 4,104 4,911

計 152,453 159,634 173,061 153,166 135,953 146,206

※　第3種漁港の属地陸揚量の総数を掲載した。

表26　主要港の陸揚量の推移

資料：県漁港漁場整備課「青森県の漁港港勢集」  
 

⑩ 食料品製造業 

平成 21 年の食料品製造業の商品分類別製造品出

荷額等は、前年より 2億 7千万円多い 2,867 億 2 千

万円で、厳しい経済環境の中にあっても 3 年連続の

増加となった。 

平成 15 年との比較では、85 億 6 千万円の減少と

なっているが、これは水産加工品※1 が平成 15 年の

1,252 億 3 千万円（製造品出荷額等の 42.4％）から、

平成 21 年には 859 億 7 千万円（同 30.0％）まで減

少したことが影響している。 

この間、水産加工品は、392 億 6 千万円減少して

いるが、内訳をみると「水産缶詰・瓶詰製造業」、「塩

干・塩蔵品製造業」が増加する一方で、「冷凍水産物

製造業」と「その他の水産食料品製造業」の大幅な

減少が目立っており、それぞれ 223 億円、228 億 3

千万円の減少となっている。 

一方、畜産加工品※2は、平成 15 年の 750 億 4 千

円（同 25.4％）から、233 億 4 千万円増加し、平成

21年には983億8千万円（同34.3％）となっている。 

また、その他の農産加工品※3 は、平成 17 年に大

きく減少したものの、その後は 4 年続けて増加して

おり、平成 15 年の 950 億 1 千万円（同 32.2％）か

ら 73 億 7 千万円増加し、平成 21 年には 1,023 億 8

千万円（同 35.7％）となっている。（図 27） 
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資料 県統計分析課 「工業統計調査」

その他の

農産加工品

畜産加工品

水産加工品

計

 

※1 水産加工品 

工業統計調査の商品分類別製造品出荷額統計（従業者 4

人以上の事業所）の食料品製造業（以下、「食料品製造業」

という。）の区分のうち、水産缶詰・瓶詰製造業、海藻加工

業、水産練製品製造業、塩干・塩蔵品製造業、冷凍水産物

製造業、冷凍水産食品製造業、その他の水産食料品製造業

※2 畜産加工品 

平成 20 年に品目分類が改定されているため、「平成 20

年～21 年」と「平成 15 年～19 年」では内訳が異なる。 

・平成 20 年～平成 21 年 

食料品製造業のうち、部分肉・冷凍肉製造業、肉加工品

製造業、処理牛乳・乳飲料製造業、乳製品製造業（処理牛

乳，乳飲料を除く）、その他の畜産食料品製造業 

 ・平成 15 年～平成 19 年 

  食料品製造業のうち、肉製品製造業、乳製品製造業、そ

の他の畜産食料品製造業 

※3 その他の農産加工品 

食料品製造業のうち、上記 2つに該当しないもの 
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(7) 鉱工業 

製造業事業所数(平成 22 年 従業者４人以上) 

製造業従業者数(      〃      ) 

製造品出荷額等(      〃      ) 

１事業所当たり製造品出荷額等(   〃   ) 

従業者１人当たり製造品出荷額等(  〃   ) 

  青森県 

1,559 事業所

5万 7,824 人

1 兆 5,048 億円

9億 6,520 万円

2,602 万円

 全 国 

22 万 3,648 事業所 

756 万 7,462 人 

285 兆 4,828 億円 

12 億 7,648 万円 

3,773 万円 

 

 

 

 

 

 

資料：県統計分析課「青森県工業統計速報」、経済産業省「工業統計速報」

構成比 構成比 構成比 構成比
総 数 1,559  100.0 57,824  100.0 150,475,127  100.0 69,463,425  100.0

食 料 品 食 料 ・ 飲 料 437    28.0 16,649  28.8 31,146,093   20.7 8,763,853   12.6

飲 料 ・ 飼 料 食 料 ・ 飲 料 70     4.5 1,283   2.2 8,261,256    5.5 1,679,181   2.4

繊 維 生活 関連・その他 156    10.0 5,773   10.0 2,176,357    1.4 1,364,051   2.0

木 材 ・ 木 製 品 基 礎 素 材 75     4.8 796     1.4 1,315,538    0.9 397,359     0.6

家 具 ・ 装 備 品 生活 関連・その他 43     2.8 379     0.7 367,880      0.2 171,835     0.2

パ ル プ ・ 紙 基 礎 素 材 32     2.1 1,778   3.1 11,625,333   7.7 4,016,505   5.8

印 刷 生活 関連・その他 100    6.4 1,558   2.7 1,769,103    1.2 1,023,199   1.5

化 学 基 礎 素 材 18     1.2 619     1.1 3,420,317    2.3 1,874,236   2.7

石 油 ・ 石 炭 基 礎 素 材 15     1.0 122     0.2 791,787      0.5 351,620     0.5

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 基 礎 素 材 27     1.7 1,071   1.9 1,539,878    1.0 508,815     0.7

窯 業 ・ 土 石 基 礎 素 材 109    7.0 1,674   2.9 4,040,424    2.7 1,681,084   2.4

鉄 鋼 鉄 鋼 ､ 非 鉄 ､ 金 属 31     2.0 1,584   2.7 10,821,637   7.2 5,021,609   7.2

非 鉄 金 属 鉄 鋼 ､ 非 鉄 ､ 金 属 11     0.7 3,474   6.0 34,350,315   22.8 26,602,717  38.3

金 属 製 品 鉄 鋼 ､ 非 鉄 ､ 金 属 131    8.4 2,241   3.9 3,210,812    2.1 1,409,064   2.0

は ん 用 機 械 加 工 組 立 22     1.4 259     0.4 303,500      0.2 140,202     0.2

生 産 用 機 械 加 工 組 立 54     3.5 1,969   3.4 3,676,359    2.4 1,706,013   2.5

業 務 用 機 械 加 工 組 立 35     2.2 4,758   8.2 10,630,555   7.1 3,647,041   5.3

電 子 部 品 加 工 組 立 72     4.6 6,076   10.5 9,942,211    6.6 3,904,221   5.6

電 気 機 械 加 工 組 立 33     2.1 2,679   4.6 4,662,706    3.1 1,849,239   2.7

情 報 通 信 加 工 組 立 16     1.0 1,505   2.6 1,435,371    1.0 804,680     1.2

輸 送 用 機 械 加 工 組 立 28     1.8 914     1.6 4,281,502    2.8 2,143,419   3.1

その他（ゴム製品・なめし革含む。） 生活 関連・その他 44     2.8 663     1.1 706,193      0.5 403,482     0.6

区　　分

（単位：事業所、人、万円、％）

資料：県統計分析課「平成２２年青森県工業統計速報」

表１　産業別事業所数、従業者数、製造品出荷額等、粗付加価値額の状況（従業者4人以上の事業所）

粗付加価値額事業所数 従業者数 製造品出荷額等

① 事業所数の推移 

平成22年12月31日現在の本県製造業の事業所数

（従業者 4人以上、以下同じ。）は、前年比 5.3％減

の 1,559 事業所となった。これは、ピークであった

平成 5年の 55.5％の水準である。 

産業別にみても、5 分類全てで減少しているが、

増加した業種は、プラスチック製品（前年比 3.8％

増）、非鉄金属（同 10.0％増）、生産用機械（同 5.9％

増）、電子部品（同 2.9％増）の 4業種であった。 

（表１・図２） 
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資料：県統計分析課「青森県工業統計」

図２ 事業所数の推移
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② 従業者数の推移 

平成22年12月31日現在の本県製造業の従業者数

は、前年比 0.8％減の 5万 7,824 人で、3年連続の減

少となった。増加した分類は、食料・飲料（前年比

1.1%増）、鉄鋼・非鉄・金属（同 0.7%増）となって

いるが、その他は全て減少している。 

産業別で見ると、特に「情報通信」「金属製品」「パ

ルプ・紙」の減少幅が大きくなっている。 

（表１・図３） 
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資料：県統計分析課「青森県工業統計」

図３ 従業者数の推移
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注 1 ）1事業所及び 1従業者当たり製造品出荷額等には、内国消費税額及び推計消費税額が含まれている。 

注 2 ）図２～図３及び次頁図４～図７について、青森県工業統計では平成 19 年調査において、調査事項の追加と

事業所の補そくを行っているため、平成 18 年までの調査値とは連続しない。 

－ 26 － － 27 －
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③製造品出荷額等の推移 

平成 22 年の本県製造業の製造品出荷額等は、前年

比 3.2％増の 1 兆 5,048 億円で 3 年ぶりの増加とな

った。「鉄鋼・非鉄・金属」や「加工組立」が増加し

たが、その他の分類は減少となっている。 

産業別にみると、飲料・飼料（同 13.1％減）、金

属製品（同 26.9％減）が減少したが、鉄鋼（前年比

29.8％増）、電子部品（同 27.3％増）、電気機械（同

20.3％増）、情報通信（同 28.4％増）、石油・石炭（同

57.1％増）が大きく増加している。（前頁表１・図４） 
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資料：県統計分析課「青森県工業統計」

図４ 製造品出荷額等の推移
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④ 粗付加価値額の推移 

粗付加価値額は、平成 18 年に「鉄鋼・非鉄・金属」、

特に「非鉄金属」が大幅に増加して以来、伸び悩ん

でいるが、平成 22 年は、前年比 6.2％増の 6,946 億

円で、4年ぶりの増加となっている。 

産業別にみると、金属製品が前年に比べ、19.7％

減となっている 11 業種で減少したが、「石油・石炭」

が前年に比べ 102.1％増と大きく伸びているのをは

じめ、生産用機械や非鉄金属等 13 業種が増加してい

る。（前頁表１・図５） 
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資料：県統計分析課「青森県工業統計」

図５ 粗付加価値額の推移
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⑤ 従業者 1人当たり製造品出荷額等の推移 

平成22年の本県製造業における従業者1人当たり

製造品出荷額等は 2,602 万円となっている。従業者

1人当たり製造品出荷額等は、分類によって振れが 

 

 

あるものの、全体としてみると、増加傾向にあると

言える。 

しかし、分類別にみると、装置型産業と言われる

「基礎素材」の金額は増加傾向にあると言えるが、

「加工組立」は平成 7年以降ほぼ横ばい、「食料・飲

料」や「生活関連・その他」は一貫して横ばい傾向

にあり、生産性の向上はうかがわれない。なお、「鉄

鋼・非鉄・金属」については、特殊要因等もあり、

ここ数年大きな振れが続いているものの、他の分類

と比較するとかなり高い水準にある。（図６） 
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資料：県統計分析課「青森県工業統計」

図６ 従業者1人当たり製造品出荷額等の推移
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⑥ 従業者 1人当たりの粗付加価値額の推移 

平成22年の本県製造業における従業者1人当たり

粗付加価値額は 1,201 万円となっている。従業者 1

人当たりの粗付加価値額は、基礎素材系の「鉄鋼・

非鉄・金属」「基礎素材」を除く 3分類では、500 万

円前後の水準で横ばいに推移していたが、「加工組

立」が平成 19年から増加傾向で推移している。一方、

基礎素材系の 2 分類は平成 7 年頃まで上昇傾向を続

けていたが、「基礎素材」ではそれ以降横ばいから減

少に推移している。また「鉄鋼・非鉄・金属」は、

平成 18 年に 17 年の約 5倍、19 年には減少したもの

の、他の業種に比べて非常に高い水準となっており、

ここ 4年間は横ばいで推移している。（図７） 
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資料：県統計分析課「青森県工業統計」

図７ 従業者1人当たり粗付加価値額の推移
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⑦ 工場立地件数の推移 

本県の工場立地件数(製造業、電気業(水力発電所、

地熱発電所を除く)、ガス業及び熱供給業のための工

場又は事業場を建設する目的をもって取得(借地を

含む)された 1,000 ㎡以上の用地(埋立予定地を含

む)の件数は、平成元～3 年は年間 91 件だったが、

その後、急激に減少し、平成14年には5件になった。 

その後はやや持ち直し平成 20 年は 13 件だったも

のの、平成 21 年以降さらに落ち込み、平成 22 年は

年間 4件のみであった。 

また、工場立地に伴う雇用予定従業者数も立地件

数とほぼ同様の推移となっており、平成 22 年は 185

人となった。（図８） 
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資料：経済産業省「工場立地動向調査」

図８ 工場立地動向の推移
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⑧ 誘致企業の推移 

本県の昭和 37 年度以降の誘致企業数の累計は 472 企業となっている。平成元年度までは、製造業が大部分

を占めていたが、平成 2年度以降、非製造業の占める割合が大きくなっている。 

平成 20 年度は再び製造業が非製造業を上回ったものの、平成 21 年度以降は製造業が非製造業を大幅に下

回った。平成 23 年 3月 31 日現在の誘致企業 472 企業のうち、製造業が 383 企業、非製造業が 89 企業となっ

ている。（図９） 
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図９ 青森県の企業誘致件数の推移
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⑨ 鉱工業生産指数の推移 

 平成 22 年の本県の鉱工業生産指数（原指数：平成

17 年＝100）は 100.4 で、前年比 14.0％の増加とな

った。 

低下に寄与した主な業種は、情報通信機械工業（前

年比-47.0％）、輸送機械工業（同-11.7％）などで

ある一方、上昇に寄与した主な業種は、一般機械工

業（前年比 43.9％）、鉄鋼業（同 43.3%）、電気機

械工業（同 42.8％）、電子部品・デバイス工業（同

21.9％）である。 

本県の鉱工業生産指数の傾向は、概ね全国の鉱工

業生産指数の傾向と一致している。（図 10） 
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資料：経済産業省「鉱工業指数」 県統計分析課「鉱工業生産指数」
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③製造品出荷額等の推移 

平成 22 年の本県製造業の製造品出荷額等は、前年

比 3.2％増の 1 兆 5,048 億円で 3 年ぶりの増加とな

った。「鉄鋼・非鉄・金属」や「加工組立」が増加し

たが、その他の分類は減少となっている。 

産業別にみると、飲料・飼料（同 13.1％減）、金

属製品（同 26.9％減）が減少したが、鉄鋼（前年比

29.8％増）、電子部品（同 27.3％増）、電気機械（同

20.3％増）、情報通信（同 28.4％増）、石油・石炭（同

57.1％増）が大きく増加している。（前頁表１・図４） 
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資料：県統計分析課「青森県工業統計」

図４ 製造品出荷額等の推移
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④ 粗付加価値額の推移 

粗付加価値額は、平成 18 年に「鉄鋼・非鉄・金属」、

特に「非鉄金属」が大幅に増加して以来、伸び悩ん

でいるが、平成 22 年は、前年比 6.2％増の 6,946 億

円で、4年ぶりの増加となっている。 

産業別にみると、金属製品が前年に比べ、19.7％

減となっている 11 業種で減少したが、「石油・石炭」

が前年に比べ 102.1％増と大きく伸びているのをは

じめ、生産用機械や非鉄金属等 13 業種が増加してい

る。（前頁表１・図５） 
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資料：県統計分析課「青森県工業統計」

図５ 粗付加価値額の推移
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⑤ 従業者 1人当たり製造品出荷額等の推移 

平成22年の本県製造業における従業者1人当たり

製造品出荷額等は 2,602 万円となっている。従業者

1人当たり製造品出荷額等は、分類によって振れが 

 

 

あるものの、全体としてみると、増加傾向にあると

言える。 

しかし、分類別にみると、装置型産業と言われる

「基礎素材」の金額は増加傾向にあると言えるが、

「加工組立」は平成 7年以降ほぼ横ばい、「食料・飲

料」や「生活関連・その他」は一貫して横ばい傾向

にあり、生産性の向上はうかがわれない。なお、「鉄

鋼・非鉄・金属」については、特殊要因等もあり、

ここ数年大きな振れが続いているものの、他の分類

と比較するとかなり高い水準にある。（図６） 
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資料：県統計分析課「青森県工業統計」

図６ 従業者1人当たり製造品出荷額等の推移
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⑥ 従業者 1人当たりの粗付加価値額の推移 

平成22年の本県製造業における従業者1人当たり

粗付加価値額は 1,201 万円となっている。従業者 1

人当たりの粗付加価値額は、基礎素材系の「鉄鋼・

非鉄・金属」「基礎素材」を除く 3分類では、500 万

円前後の水準で横ばいに推移していたが、「加工組

立」が平成 19年から増加傾向で推移している。一方、

基礎素材系の 2 分類は平成 7 年頃まで上昇傾向を続

けていたが、「基礎素材」ではそれ以降横ばいから減

少に推移している。また「鉄鋼・非鉄・金属」は、

平成 18 年に 17 年の約 5倍、19 年には減少したもの

の、他の業種に比べて非常に高い水準となっており、

ここ 4年間は横ばいで推移している。（図７） 
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資料：県統計分析課「青森県工業統計」

図７ 従業者1人当たり粗付加価値額の推移
(万円)

鉄鋼・非鉄・金属

基礎素材

製造業計

加工組立
食料・飲料
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※平成22年は速報値
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⑦ 工場立地件数の推移 

本県の工場立地件数(製造業、電気業(水力発電所、

地熱発電所を除く)、ガス業及び熱供給業のための工

場又は事業場を建設する目的をもって取得(借地を

含む)された 1,000 ㎡以上の用地(埋立予定地を含

む)の件数は、平成元～3 年は年間 91 件だったが、

その後、急激に減少し、平成14年には5件になった。 

その後はやや持ち直し平成 20 年は 13 件だったも

のの、平成 21 年以降さらに落ち込み、平成 22 年は

年間 4件のみであった。 

また、工場立地に伴う雇用予定従業者数も立地件

数とほぼ同様の推移となっており、平成 22 年は 185

人となった。（図８） 
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資料：経済産業省「工場立地動向調査」

図８ 工場立地動向の推移

雇用予定従業者数(右目盛)

件数(増設)

件数(新設)

件数(合計)

 

 

⑧ 誘致企業の推移 

本県の昭和 37 年度以降の誘致企業数の累計は 472 企業となっている。平成元年度までは、製造業が大部分

を占めていたが、平成 2年度以降、非製造業の占める割合が大きくなっている。 

平成 20 年度は再び製造業が非製造業を上回ったものの、平成 21 年度以降は製造業が非製造業を大幅に下

回った。平成 23 年 3月 31 日現在の誘致企業 472 企業のうち、製造業が 383 企業、非製造業が 89 企業となっ

ている。（図９） 
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資料：県商工労働部

図９ 青森県の企業誘致件数の推移
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⑨ 鉱工業生産指数の推移 

 平成 22 年の本県の鉱工業生産指数（原指数：平成

17 年＝100）は 100.4 で、前年比 14.0％の増加とな

った。 

低下に寄与した主な業種は、情報通信機械工業（前

年比-47.0％）、輸送機械工業（同-11.7％）などで

ある一方、上昇に寄与した主な業種は、一般機械工

業（前年比 43.9％）、鉄鋼業（同 43.3%）、電気機

械工業（同 42.8％）、電子部品・デバイス工業（同

21.9％）である。 

本県の鉱工業生産指数の傾向は、概ね全国の鉱工

業生産指数の傾向と一致している。（図 10） 
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※ 平成14年以前の数値は県企画調整課で独自に試算したものである。

図10 鉱工業生産指数の推移(H17＝100)

青森県

全国

資料：経済産業省「鉱工業指数」 県統計分析課「鉱工業生産指数」

－ 28 － － 29 －
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(8) 建設業 

建設工事費総額(平成 22 年度) 

うち民間工事額(   〃   ) 

うち公共工事額(     〃     ) 

新設住宅着戸数(     〃     ) 戸 数 

              床面積 

5,753

2,775

2,978

4,680

52.9

億円 

億円 

億円 

戸 

万㎡ 

前年度に比べ 

〃 

〃 

〃 

〃 

 4.4％減少 

 4.2％増加 

11.3％減少 

 6.7％減少 

 3.1％減少 

資料：国土交通省「建設総合統計年度報」「建築着工統計」

 

① 建設工事費総額の推移 

県内の平成 22 年度の建設工事費総額(出来高ベー

ス)は、5,753 億円で、前年度比 4.4％の減少となっ

た。工事種別でみると、民間工事については、建築

工事は 4.9％増、土木工事は 3.2％増となり、全体で

は 4.2％増の 2,775 億円と 2年ぶりに増加した。 

一方、公共工事については、建築工事が 8.7％増、 

 

土木工事が 14.8％減となり、全体では 11.3％減の

2,978 億円となった。 

また、民間工事と公共工事の割合をみると、公共

工事のウェイトが前年度に比べ 4.0 ポイント下降し

て 51.8％となり、公共工事の占める割合が、民間工

事よりも 3.6 ポイント上回った。（表１）

 

21年度 増加率

6,335.3 7,572.9 6,184.1 6,019.1 5,752.6 △ 4.4 429,310.0 △ 4.7

2,954.2 3,782.5 2,964.5 2,661.8 2,774.6 4.2 265,037.5 0.0

2,071.6 1,816.5 1,753.6 1,636.1 1,716.7 4.9 205,889.6 △ 2.2

うち居住用 1,310.9 1,107.0 1,027.5 909.6 928.2 2.0 136,692.7 △ 3.2

土木工事 882.6 1,966.1 1,210.9 1,025.6 1,058.0 3.2 59,147.9 8.5

3,381.1 3,790.3 3,219.6 3,357.3 2,978.0 △ 11.3 164,272.5 △ 11.4

建築工事 434.4 392.3 421.0 494.3 537.3 8.7 26,525.3 5.4

うち居住用 49.9 63.5 56.0 110.1 57.1 △ 48.1 5,737.6 4.4

土木工事 2,946.7 3,398.1 2,798.7 2,863.0 2,440.7 △ 14.8 137,747.3 △ 14.1

22年度

表１　建設工事費総額の推移(出来高ベース)

資料：国土交通省「建設総合統計年度報」

※項目ごとに端数処理をしているため計と一致しない場合がある。

工事費総額

民間工事

建築工事

公共工事

(単位：億円、％)

増加率H18 19区　　　分
全　　　国

20 21

 

 

② 建築工事の推移 

平成 22 年度の建築物の着工数は 5,484 棟、床面積

は109万 5千㎡で、前年度に比べて着工数では3.5％

の増、床面積では 12.9％の増と、いずれも３年ぶり

に増加した。このうち、新設住宅着工についてみる

と、戸数が 4,680 戸で前年度比 6.7％減、床面積が

52 万 9 千㎡で前年度比 3.1％減と、いずれも減少し

ている。（表２） 

建築物数 (棟) 7,886 6,360 5,948 5,296 5,484 3.5

床 面 積 (万㎡) 168.4 143.6 128.1 97.0 109.5 12.9

戸　　数 (戸) 7,637 6,228 6,429 5,016 4,680 △ 6.7

床 面 積 (万㎡) 84.8 68.6 66.6 54.6 52.9 △ 3.1

増加率
(％)

20 22年度

表２　建築工事の推移

区　　分

資料：国土交通省「建築着工統計」「建設統計月報」

H18

建築

工事計

うち

新設住宅

2119

 

 

③ 公共工事等施工状況(本工事費)の推移 

平成 22 年度に本県(知事部局、教育庁、警察本部)

が実施した公共工事の本工事費(予算措置額)は 851

億円、前年度に比べ 9.5％の減少となっている。 

 

平成 22 年度の本工事費を工事種別にみると、道路

が 308 億 9 千万円と最も多く、全体の 36.3％となっ

ており、次いで農林水産が210億 1千万円で24.7％、

治山治水が 164 億 1 千万円で 19.3％、港湾空港が 31

億 7千万円で 3.7％の順となっている。（表３） 

924.9 866.8 827.9 939.9 851.0 △ 9.5
うち 治山治水 173.5 156.8 165.1 168.1 164.1 △ 2.4

農林水産 273.5 243.9 192.6 204.5 210.1 2.7

道路 323.4 290.2 296.4 346.6 308.9 △ 10.9

港湾空港 37.6 35.4 44.4 48.7 31.7 △ 34.9

下水道・公園 29.9 32.1 28.9 21.5 20.4 △ 5.1

住宅 13.6 11.8 10.5 13.3 10.9 △ 18.0

庁舎 3.4 2.5 5.2 6.7 8.6 28.4

土地造成 0.1 - - - - -

学校・病院 19.7 15.6 37.3 75.2 22.9 △ 69.5

上・工業用水道 2.0 0.8 0.6 0.5 0.5 0.0

災害復旧 0.1 29.7 7.7 2.5 4.7 88.0

その他 48.3 48.1 39.3 52.2 68.2 30.7

(単位：億円、％)

表３　公共工事等施工状況（本工事費）の推移

資料：県総務学事課「公共事業等施行状況調」

※項目ごとに端数処理をしているため計と一致しない場合がある。

19 増加率

工事費総額

区分 20 21H18 22年度
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(9) エネルギー 

 青 森 県  全 国  

販売電力量（平成 22 年度） 

石油製品販売量（平成 22 年度） 

89.4 億

226.6 万

kWh 

kl 

9,064.2 億

   18,966.1 万

kWh 

kl 

 

資料：東北電力(株)青森支店、石油連盟

 

① 用途別電力需要の動向 

本県における平成 22 年度の販売電力量は 89 億

4,300 万 kWh で、前年度と比較すると、4 億 1,700

万 kWh、4.9％の増加となっている。  

用途別には、一般家庭などで使われる「電灯」に

ついては、前年度と比較して 3.9％の増加となって

いる。業務用などで使われる「電力」についても、

平成 20 年度までは景気後退に伴う需要の減少があ

ったが、今年度は、持ち直してきており、特定規模

需要以外(電力小売自由化対象以外)の需要の合計で

は、前年度と比較して 3.8％の増加となっている。 

一方、電力小売自由化の対象となる一定の規模以

上の需要家が使用する特定規模需要のうち、「業務用

電力」は、前年度と比較して 1.7％の増加となって

いる。「産業用その他の需要」については、前年度と

比較して 8.0％の増加となっており、特定規模需要

の合計では、5.6％の増加となっている。(表１) 

H17 18 19 20 21 22年度

電　　灯 2,806 2,798 2,857 2,808 2,871 2,982

電　　力 509 466 479 450 455 471

計 3,315 3,264 3,336 3,258 3,326 3,453

業務用電力 1,872 1,913 2,005 1,983 1,979 2,012

産業用その他 3,516 3,526 3,549 3,402 3,221 3,478

計 5,388 5,439 5,554 5,385 5,200 5,490

8,703 8,703 8,890 8,643 8,526 8,943

2,605 2,639 2,677 2,555 2,385 2,623

表１　用途別電力需要の推移
(単位：百万kWh)

資料：東北電力(株)青森支店

区分
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② 発受電電力量の推移 

本県における東北電力に係る平成 22 年度の発電

電力量(送配電損失等を含む。) は 93 億 910 万 kWh

で、前年度と比較して約 8 億 kWh、9.3％増加した。 

平成 22 年度の販売電力量に対する発電電力量の

割合(県内電力自給率)をみると、前年度と比較して

4.2 ポイント増の 105.0％となっている。(図２) 
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資料：東北電力(株)青森支店資料を基に県企画政策部が作成

図２ 発受電電力量の推移
原子力
火 力
水 力

県内電力自給率

(％)

 

 

また、自家用発電を含む平成 22 年度における本県

での発電量は、原子力が増加したことなどにより、

107 億 2,500 万 kWh、7.9％の増加となっている。 

（図３） 

なお、県内における発電所数は 81 ヶ所で、最大出

力は 208 万 8,604kW となっている。（表４） 

502 495 382 333 416 430

3,100
2,231 2,036 1,737 1,586 1,494

5,333
7,388 8,357

6,746 7,325 8,204

401

353
348
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617

5979,336

10,467
11,123

9,285
9,944

10,725

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H17 18 19 20 21 22年度

(百万kWh)

資料：東北経済産業局資源エネルギー環境部開発計画課

図３ 県内における発電量(自家用発電を含む。)

水力 火力 原子力 風力

 

 

(平成22年度末現在)

発電
所数

出力
(kW)

発電
所数

出力
(kW)

発電
所数

出力
(kW)

発電
所数

出力
(kW)

電気所業者 18 126,550 1 250,000 1 1,100,000

自家用事業者 7 7,454 13 317,500 41 287,100

計 25 134,004 14 567,500 41 287,100 1 1,100,000

注１　自家用の1万kW未満の内燃力及び千kW未満のガスタービンを原動力
　　とする火力発電所を除く。
注２　自家用の500kW未満の風力発電所(ウインドファーム単位)を除く。

資料：関東東北産業保安監督部東北支部電力安全課

表４　県内における事業者別・発電種類別の

水力 火力 風力 原子力

　　　　　　　　　　　　発電所数及び最大出力

 

－ 30 － － 31 －
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(8) 建設業 

建設工事費総額(平成 22 年度) 

うち民間工事額(   〃   ) 

うち公共工事額(     〃     ) 

新設住宅着戸数(     〃     ) 戸 数 

              床面積 

5,753

2,775

2,978

4,680

52.9

億円 

億円 

億円 

戸 

万㎡ 

前年度に比べ 

〃 

〃 

〃 

〃 

 4.4％減少 

 4.2％増加 

11.3％減少 

 6.7％減少 

 3.1％減少 

資料：国土交通省「建設総合統計年度報」「建築着工統計」

 

① 建設工事費総額の推移 

県内の平成 22 年度の建設工事費総額(出来高ベー

ス)は、5,753 億円で、前年度比 4.4％の減少となっ

た。工事種別でみると、民間工事については、建築

工事は 4.9％増、土木工事は 3.2％増となり、全体で

は 4.2％増の 2,775 億円と 2年ぶりに増加した。 

一方、公共工事については、建築工事が 8.7％増、 

 

土木工事が 14.8％減となり、全体では 11.3％減の

2,978 億円となった。 

また、民間工事と公共工事の割合をみると、公共

工事のウェイトが前年度に比べ 4.0 ポイント下降し

て 51.8％となり、公共工事の占める割合が、民間工

事よりも 3.6 ポイント上回った。（表１）

 

21年度 増加率

6,335.3 7,572.9 6,184.1 6,019.1 5,752.6 △ 4.4 429,310.0 △ 4.7

2,954.2 3,782.5 2,964.5 2,661.8 2,774.6 4.2 265,037.5 0.0

2,071.6 1,816.5 1,753.6 1,636.1 1,716.7 4.9 205,889.6 △ 2.2

うち居住用 1,310.9 1,107.0 1,027.5 909.6 928.2 2.0 136,692.7 △ 3.2

土木工事 882.6 1,966.1 1,210.9 1,025.6 1,058.0 3.2 59,147.9 8.5

3,381.1 3,790.3 3,219.6 3,357.3 2,978.0 △ 11.3 164,272.5 △ 11.4

建築工事 434.4 392.3 421.0 494.3 537.3 8.7 26,525.3 5.4

うち居住用 49.9 63.5 56.0 110.1 57.1 △ 48.1 5,737.6 4.4

土木工事 2,946.7 3,398.1 2,798.7 2,863.0 2,440.7 △ 14.8 137,747.3 △ 14.1

22年度

表１　建設工事費総額の推移(出来高ベース)

資料：国土交通省「建設総合統計年度報」

※項目ごとに端数処理をしているため計と一致しない場合がある。

工事費総額

民間工事

建築工事

公共工事

(単位：億円、％)

増加率H18 19区　　　分
全　　　国

20 21

 

 

② 建築工事の推移 

平成 22 年度の建築物の着工数は 5,484 棟、床面積

は109万 5千㎡で、前年度に比べて着工数では3.5％

の増、床面積では 12.9％の増と、いずれも３年ぶり

に増加した。このうち、新設住宅着工についてみる

と、戸数が 4,680 戸で前年度比 6.7％減、床面積が

52 万 9 千㎡で前年度比 3.1％減と、いずれも減少し

ている。（表２） 

建築物数 (棟) 7,886 6,360 5,948 5,296 5,484 3.5

床 面 積 (万㎡) 168.4 143.6 128.1 97.0 109.5 12.9

戸　　数 (戸) 7,637 6,228 6,429 5,016 4,680 △ 6.7

床 面 積 (万㎡) 84.8 68.6 66.6 54.6 52.9 △ 3.1

増加率
(％)

20 22年度

表２　建築工事の推移

区　　分

資料：国土交通省「建築着工統計」「建設統計月報」

H18

建築

工事計

うち

新設住宅

2119

 

 

③ 公共工事等施工状況(本工事費)の推移 

平成 22 年度に本県(知事部局、教育庁、警察本部)

が実施した公共工事の本工事費(予算措置額)は 851

億円、前年度に比べ 9.5％の減少となっている。 

 

平成 22 年度の本工事費を工事種別にみると、道路

が 308 億 9 千万円と最も多く、全体の 36.3％となっ

ており、次いで農林水産が210億 1千万円で24.7％、

治山治水が 164 億 1 千万円で 19.3％、港湾空港が 31

億 7千万円で 3.7％の順となっている。（表３） 

924.9 866.8 827.9 939.9 851.0 △ 9.5
うち 治山治水 173.5 156.8 165.1 168.1 164.1 △ 2.4

農林水産 273.5 243.9 192.6 204.5 210.1 2.7

道路 323.4 290.2 296.4 346.6 308.9 △ 10.9

港湾空港 37.6 35.4 44.4 48.7 31.7 △ 34.9

下水道・公園 29.9 32.1 28.9 21.5 20.4 △ 5.1

住宅 13.6 11.8 10.5 13.3 10.9 △ 18.0

庁舎 3.4 2.5 5.2 6.7 8.6 28.4

土地造成 0.1 - - - - -

学校・病院 19.7 15.6 37.3 75.2 22.9 △ 69.5

上・工業用水道 2.0 0.8 0.6 0.5 0.5 0.0

災害復旧 0.1 29.7 7.7 2.5 4.7 88.0

その他 48.3 48.1 39.3 52.2 68.2 30.7

(単位：億円、％)

表３　公共工事等施工状況（本工事費）の推移

資料：県総務学事課「公共事業等施行状況調」

※項目ごとに端数処理をしているため計と一致しない場合がある。

19 増加率

工事費総額

区分 20 21H18 22年度
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(9) エネルギー 

 青 森 県  全 国  

販売電力量（平成 22 年度） 

石油製品販売量（平成 22 年度） 

89.4 億

226.6 万

kWh 

kl 

9,064.2 億

   18,966.1 万

kWh 

kl 

 

資料：東北電力(株)青森支店、石油連盟

 

① 用途別電力需要の動向 

本県における平成 22 年度の販売電力量は 89 億

4,300 万 kWh で、前年度と比較すると、4 億 1,700

万 kWh、4.9％の増加となっている。  

用途別には、一般家庭などで使われる「電灯」に

ついては、前年度と比較して 3.9％の増加となって

いる。業務用などで使われる「電力」についても、

平成 20 年度までは景気後退に伴う需要の減少があ

ったが、今年度は、持ち直してきており、特定規模

需要以外(電力小売自由化対象以外)の需要の合計で

は、前年度と比較して 3.8％の増加となっている。 

一方、電力小売自由化の対象となる一定の規模以

上の需要家が使用する特定規模需要のうち、「業務用

電力」は、前年度と比較して 1.7％の増加となって

いる。「産業用その他の需要」については、前年度と

比較して 8.0％の増加となっており、特定規模需要

の合計では、5.6％の増加となっている。(表１) 

H17 18 19 20 21 22年度

電　　灯 2,806 2,798 2,857 2,808 2,871 2,982

電　　力 509 466 479 450 455 471

計 3,315 3,264 3,336 3,258 3,326 3,453

業務用電力 1,872 1,913 2,005 1,983 1,979 2,012

産業用その他 3,516 3,526 3,549 3,402 3,221 3,478

計 5,388 5,439 5,554 5,385 5,200 5,490

8,703 8,703 8,890 8,643 8,526 8,943

2,605 2,639 2,677 2,555 2,385 2,623

表１　用途別電力需要の推移
(単位：百万kWh)

資料：東北電力(株)青森支店

区分

販売電力量計

大口電力

特
定
規
模
需
要

 
 
以
外
の
需
要

特
定
規
模
需
要

 

 

② 発受電電力量の推移 

本県における東北電力に係る平成 22 年度の発電

電力量(送配電損失等を含む。) は 93 億 910 万 kWh

で、前年度と比較して約 8 億 kWh、9.3％増加した。 

平成 22 年度の販売電力量に対する発電電力量の

割合(県内電力自給率)をみると、前年度と比較して

4.2 ポイント増の 105.0％となっている。(図２) 
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資料：東北電力(株)青森支店資料を基に県企画政策部が作成

図２ 発受電電力量の推移
原子力
火 力
水 力

県内電力自給率

(％)

 

 

また、自家用発電を含む平成 22 年度における本県

での発電量は、原子力が増加したことなどにより、

107 億 2,500 万 kWh、7.9％の増加となっている。 

（図３） 

なお、県内における発電所数は 81 ヶ所で、最大出

力は 208 万 8,604kW となっている。（表４） 

502 495 382 333 416 430

3,100
2,231 2,036 1,737 1,586 1,494

5,333
7,388 8,357

6,746 7,325 8,204

401

353
348

469
617

5979,336

10,467
11,123

9,285
9,944

10,725

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H17 18 19 20 21 22年度

(百万kWh)

資料：東北経済産業局資源エネルギー環境部開発計画課

図３ 県内における発電量(自家用発電を含む。)

水力 火力 原子力 風力

 

 

(平成22年度末現在)

発電
所数

出力
(kW)

発電
所数

出力
(kW)

発電
所数

出力
(kW)

発電
所数

出力
(kW)

電気所業者 18 126,550 1 250,000 1 1,100,000

自家用事業者 7 7,454 13 317,500 41 287,100

計 25 134,004 14 567,500 41 287,100 1 1,100,000

注１　自家用の1万kW未満の内燃力及び千kW未満のガスタービンを原動力
　　とする火力発電所を除く。
注２　自家用の500kW未満の風力発電所(ウインドファーム単位)を除く。

資料：関東東北産業保安監督部東北支部電力安全課

表４　県内における事業者別・発電種類別の

水力 火力 風力 原子力

　　　　　　　　　　　　発電所数及び最大出力

 

－ 30 － － 31 －
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(参考)風力発電及び太陽光発電の導入状況 

本県における風力発電の状況は、平成 22 年度末で設備数が 200 基と、前年度と同様であるが、設備容量が

30 万 3,540kW と、前年度から 1万 1,000kW 増加している。（図５） 

一方、住宅用太陽光発電システムの導入状況は、平成 22 年度末で件数が 2,341 件、出力が 9,209kW となっ

ており、引き続き増加傾向にある。（図６） 
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資料：県エネルギー総合対策局

図５ 風力発電(単位出力100kW以上)の設備数及び規模

規 模（左目盛り)

設備数（右目盛り）
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資料：(財)新エネルギー財団、一般社団法人新エネルギー導入促進協議会、

一般社団法人太陽光発電協会

図６ 住宅用太陽光発電システム導入状況

出力（左目盛り）

件数（右目盛り）

 

 

③ 石油製品販売量の推移 

本県における平成 22 年度の石油製品販売量は、226 万 6 千 kl で、前年度と比較して 1.3％の減少となって

いる。石油製品別にみると、重油が 1.9％減少、軽油が 1.9％減少、揮発油が 0.8％減少したものの、灯油が

4.5％増加しており、家庭等での需要が持ち直してきている。（図７） 
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資料：石油連盟「都道府県別石油製品販売総括」

図７ 石油製品別販売量の推移

揮発油 灯油 軽油 重油 ジェット燃料 潤滑油・その他
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 (10) 商 業 

事 業 所 数 (平成19年 6月 1日現在) 1 万 8,672 事業所 平成 16年調査に比べ 7.6 ％減 

従 業 者 数 (平成19年 6月 1日現在) 11 万 9,221 人  5.2 ％減 

売 場 面 積 (小 売 業 ) (平成19年 6月 1日現在) 191 万 8,124 ㎡  2.4 ％増 

年 間 商 品 販 売 額 (平成 19 年) 3 兆 3,103 億円  7.5 ％減 

売場面積当たり販売額(小売業)  (平成 19 年) 75 万  712 円  5.4 ％減 

資料：経済産業省「平成 19 年商業統計調査」

 

① 事業所数及び従業者数 

平成 19年の事業所数は、卸売業が 3,517 事業所と

16 年に比べ 308 事業所(-8.1％)の減少、小売業が 1

万 5,155 事業所と 1,234 事業所(-7.5％)の減少とな

っている。 

従業者数は、卸売業が 3 万 891 人と 3,179 人

(-9.3％)の減少、小売業が 8 万 8,330 人と 3,323 人

(-3.6％)の減少となっている。 

 

② 小売業売場面積 

このように事業所数、従業者数が減少している中

で、小売業の売場面積は 191 万 8,124 ㎡と 4万 4,795

㎡(2.4％)の増加となっている。 

これは売場面積 1,500 ㎡以上の小売店が 150 事業

所から 171 事業所へと 21事業所(14.0％)増加し、売

場面積も 65 万 4,052 ㎡から 73 万 513 ㎡へと 7 万

6,461 ㎡(11.7％)増加したためである。 

売場面積 1,500 ㎡以上の事業所は、事業所数では

小売業全体の 1.1％（平成 16 年は 0.9％）に過ぎな

いものの、売場面積では 38.1％(同 34.9％)を占めて

おり、小売業に占める大型店の割合が高まっている。 

 

③ 年間商品販売額 

次に、年間商品販売額を見ると、卸売業が 1 兆

8,704 億円と 2,213 億円(-10.6％)の減少、小売業が

1兆4,400億円と460億円(-3.1％)の減少となってい

る。 

このうち小売業について、売場面積規模別に見て

みると、売場面積 1,500 ㎡未満の事業所は 1兆 1,190

億円と 639 億円(-5.4％)の減少、売場面積 1,500 ㎡

以上の事業所は 3,210 億円と 179 億円(+5.9％)の増

加となっており、売場面積の増加等を背景に、大型

店への集中が進んでいる。 

 

④ 小売業売場面積当たりの年間商品販売額 

小売業における売場面積当たりの年間商品販売額

は75万 1千円と4万 1千円(-5.3％)の減少となって

いる。 

これを売場面積別に見ると、売場面積 1,500 ㎡未

満の事業所は94万 2千円と2万 8千円(-2.9％)の減

少、売場面積 1,500 ㎡以上の事業所は 43万 9千円と

2万 4千円(-5.2％)の減少となっている。 

このように、売場面積 1,500 ㎡以上の事業所は、

売場面積や年間商品販売額では増加しているものの、

売場面積当たりの年間商品販売額は減少傾向にある。

さらに、その金額は売場面積 1,500 ㎡未満の事業所

の半分以下にとどまっており、規模の拡大が必ずし

も経営の効率化にはつながっていない。 

 

⑤ 長期的な傾向 

小売業の事業所数、従業者数、売場面積及び年間

商品販売額の長期的な傾向を見ると、事業所数は右

肩下がりで減少が続いており、昭和 57年を 100 とし

た場合、平成19年は62.6の水準まで減少している。

また、従業者数はほぼ横ばいとなっている。 

一方、年間商品販売額は平成9年まで増加を続け、

142.6 の水準となったが、その後は減少に転じ、平成

19年は 123.5 の水準となっている。 

このように各指標が減少傾向となっている中で、

売場面積の伸びは鈍化しているものの、未だに増加

傾向にあり、平成19年は135.7の水準となっている。

（図 1） 
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図１ 小売業の各指標の長期的な動き(S57＝100)
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資料：経済産業省「商業統計調査」  
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(参考)風力発電及び太陽光発電の導入状況 

本県における風力発電の状況は、平成 22 年度末で設備数が 200 基と、前年度と同様であるが、設備容量が

30 万 3,540kW と、前年度から 1万 1,000kW 増加している。（図５） 

一方、住宅用太陽光発電システムの導入状況は、平成 22 年度末で件数が 2,341 件、出力が 9,209kW となっ

ており、引き続き増加傾向にある。（図６） 
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資料：県エネルギー総合対策局

図５ 風力発電(単位出力100kW以上)の設備数及び規模

規 模（左目盛り)

設備数（右目盛り）

 

2,638
3,020

3,587

4,348

6,358

9,209

690 782
934

1,148

1,650

2,341

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

0

2,500

5,000

7,500

10,000

H17 18 19 20 21 22年度

(件)(kW)

資料：(財)新エネルギー財団、一般社団法人新エネルギー導入促進協議会、

一般社団法人太陽光発電協会

図６ 住宅用太陽光発電システム導入状況
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③ 石油製品販売量の推移 

本県における平成 22 年度の石油製品販売量は、226 万 6 千 kl で、前年度と比較して 1.3％の減少となって

いる。石油製品別にみると、重油が 1.9％減少、軽油が 1.9％減少、揮発油が 0.8％減少したものの、灯油が

4.5％増加しており、家庭等での需要が持ち直してきている。（図７） 
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図７ 石油製品別販売量の推移

揮発油 灯油 軽油 重油 ジェット燃料 潤滑油・その他

 

- 33 - 

 (10) 商 業 

事 業 所 数 (平成19年 6月 1日現在) 1 万 8,672 事業所 平成 16年調査に比べ 7.6 ％減 

従 業 者 数 (平成19年 6月 1日現在) 11 万 9,221 人  5.2 ％減 

売 場 面 積 (小 売 業 ) (平成19年 6月 1日現在) 191 万 8,124 ㎡  2.4 ％増 

年 間 商 品 販 売 額 (平成 19 年) 3 兆 3,103 億円  7.5 ％減 

売場面積当たり販売額(小売業)  (平成 19 年) 75 万  712 円  5.4 ％減 

資料：経済産業省「平成 19 年商業統計調査」

 

① 事業所数及び従業者数 

平成 19年の事業所数は、卸売業が 3,517 事業所と

16 年に比べ 308 事業所(-8.1％)の減少、小売業が 1

万 5,155 事業所と 1,234 事業所(-7.5％)の減少とな

っている。 

従業者数は、卸売業が 3 万 891 人と 3,179 人

(-9.3％)の減少、小売業が 8 万 8,330 人と 3,323 人

(-3.6％)の減少となっている。 
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6,461 ㎡(11.7％)増加したためである。 

売場面積 1,500 ㎡以上の事業所は、事業所数では

小売業全体の 1.1％（平成 16 年は 0.9％）に過ぎな

いものの、売場面積では 38.1％(同 34.9％)を占めて

おり、小売業に占める大型店の割合が高まっている。 

 

③ 年間商品販売額 

次に、年間商品販売額を見ると、卸売業が 1 兆

8,704 億円と 2,213 億円(-10.6％)の減少、小売業が

1兆4,400億円と460億円(-3.1％)の減少となってい

る。 

このうち小売業について、売場面積規模別に見て

みると、売場面積 1,500 ㎡未満の事業所は 1兆 1,190

億円と 639 億円(-5.4％)の減少、売場面積 1,500 ㎡

以上の事業所は 3,210 億円と 179 億円(+5.9％)の増

加となっており、売場面積の増加等を背景に、大型

店への集中が進んでいる。 

 

④ 小売業売場面積当たりの年間商品販売額 

小売業における売場面積当たりの年間商品販売額

は75万 1千円と4万 1千円(-5.3％)の減少となって

いる。 

これを売場面積別に見ると、売場面積 1,500 ㎡未

満の事業所は94万 2千円と2万 8千円(-2.9％)の減

少、売場面積 1,500 ㎡以上の事業所は 43万 9千円と

2万 4千円(-5.2％)の減少となっている。 

このように、売場面積 1,500 ㎡以上の事業所は、

売場面積や年間商品販売額では増加しているものの、

売場面積当たりの年間商品販売額は減少傾向にある。

さらに、その金額は売場面積 1,500 ㎡未満の事業所

の半分以下にとどまっており、規模の拡大が必ずし

も経営の効率化にはつながっていない。 

 

⑤ 長期的な傾向 

小売業の事業所数、従業者数、売場面積及び年間

商品販売額の長期的な傾向を見ると、事業所数は右

肩下がりで減少が続いており、昭和 57年を 100 とし

た場合、平成19年は62.6の水準まで減少している。

また、従業者数はほぼ横ばいとなっている。 

一方、年間商品販売額は平成9年まで増加を続け、

142.6 の水準となったが、その後は減少に転じ、平成

19年は 123.5 の水準となっている。 

このように各指標が減少傾向となっている中で、

売場面積の伸びは鈍化しているものの、未だに増加

傾向にあり、平成19年は135.7の水準となっている。

（図 1） 
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資料：経済産業省「商業統計調査」  
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⑥ 輸出入額の推移 

平成 22年の本県の貿易は、輸出入総額が 4,251 億

8,100万円となっており、前年比23.8％増となった。 

このうち輸出額は 1,927 億 7,700 万円で前年比

19.9％の増となった。 

これを品目別に見ると、機械・電気製品が 48.5％

増の657億 5,600万円、卑金属製品が50.6％増の572

億 3,600 万円、農水産物が 25.2％増の 134 億 3,900

万円などと増加している。一方、車両・船舶が 8.4％

減の 351 億 6,700 万円、精密機器・楽器等が 36.6％

減の 173 億 6,600 万円などと減少している、 

輸出額におけるシェアを品目別にみると、上位は

機械・電気製品が 34.1％、卑金属製品が 29.7％、車

両・船舶が 18.2％などとなっており、以下、精密機

械・楽器等(9.0％)、農水産物(7.0％)を加えた上位 5

品目で、全輸出額の 98％を占めている。（図２） 
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図２ 品目別輸出額の推移
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一方、輸入額は 2,324 億 300 万円となっており、

前年比 27.2％の増となった。 

これを品目別に見ると、鉱物性生産品が 73.5％増

の 922 億 6,300 万円、鉱物性燃料・鉱物油が 35.3％

増の 335 億 100 万円などと増加している。一方、農

水産物が2.2％減の570億3,800万円と減少している。 

輸入額におけるシェアを品目別にみると、上位は

鉱物性生産品が 39.7％、農水産物が 24.5％、鉱物性

燃料・鉱物油が 14.4％などとなっており、以下、木

材・紙及びその製品(7.2％)、精密機器・楽器等

(6.2％)を加えた上位 5品目で、全輸入額の 92％を占

めている。（図３） 
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図３ 品目別輸入額の推移
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⑦ 主要相手国別輸出入額 

貿易額を相手国別にみると、輸出では、機械・電

気製品(368 億 2,600 万円)が輸出額の大半を占める

オランダが 368 億 3,800 万円と、前年の第 3 位から

第 1 位になった。次いで、前年第 1 位の中国が 358

億 3,700 万円と僅差で第 2 位、台湾が 325 億 7,900

万円で第 3位となっている。 

また、前年ランク外だったリベリアが車両・船舶

の皆増により52億6,300万円で第7位となっている。

（表４） 

前年比

H22 H21 倍

1 3 オランダ 24,319 26,769 36,838 1.38

2 1 中国 35,606 30,515 35,837 1.17

3 4 台湾 44,449 23,441 32,579 1.39

4 2 パナマ 31,841 30,174 24,158 0.80

5 5 韓国 36,379 16,841 21,537 1.28

6 6 香港 11,482 10,584 10,358 0.98

7 - リベリア - - 5,263 皆増

8 9 インド 334 1,801 4,851 2.69

9 13 フィリピン 715 598 4,660 7.79

10 7 米国 1,690 4,880 3,934 0.81

資料：ジェトロ青森貿易情報センター「青森県の貿易」

表４　主な輸出相手国（過去３ヶ年）

(単位：百万円)

順位
国　　名 H20年 21 22年

 

 

一方、輸入では、鉱物性生産品(363 億 8,400 万円)

や木材・紙及びその製品(69 億 1,900 万円)、鉱物性

燃料・鉱物油(58 億 4,900 万円)などのシェアが大き

いオーストラリアが 532 億 6,500 万円で第 1 位、次

いで前年第1位の米国が422億6,200万円で第2位、

ブラジルが300億2,900万円で第3位となっている。 

また、前年 20位のイランが、鉱物性燃料・鉱物油

の大幅増により58億100万円で第9位となっている。

(表５) 

 

前年比

H21 H22 倍

2 1 オーストラリア 53,057 37,855 53,265 1.41

1 2 米国 63,385 38,370 42,262 1.10

4 3 ブラジル 14,462 13,791 30,029 2.18

3 4 中国 20,294 16,120 14,153 0.88

5 5 香港 5,645 10,480 11,613 1.11

7 6 インドネシア 13,314 7,019 9,603 1.37

9 7 フィリピン 14,295 5,811 9,461 1.63

8 8 チリ 7,734 6,932 5,970 0.86

20 9 イラン 73 1,452 5,801 4.00

10 10 カタール 8,792 4,968 5,612 1.13

資料：ジェトロ青森貿易情報センター「青森県の貿易」

表５　主な輸入相手国（過去３ヶ年）

(単位：百万円)

順位
国　　名 H20年 21 22年
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⑧ 県内港別の貿易動向 

平成 22 年の青森県の貿易額のうち、県内港(八戸

港、青森港、青森空港)で通関した貿易額は 3,039 億

6,300 万円で、前年比 22.2％増となっている。これ

は本県の貿易額全体の 71.5％を占めている。 

このうち八戸港の貿易総額は 2,705 億 5,500 万円

で前年比 23.3％増となった。これは県内港で通関し

た貿易額の 89.0％を占めており、八戸港が本県最大

の貿易拠点であることを示している。 

内訳を見ると、輸出は前年比 33.4％増の 1,516 億

8,800 万円、輸入は前年比 12.4％増の 1,188 億 6,700 

万円となっている。 

 

 

なお、平成 22年の八戸港の輸出額は、北海道の苫

小牧港や室蘭港を上回っており、函館税関管内で最

大となっている。 

青森港の貿易総額は 332 億 4,700 万円で前年比

14.3％増となった。内訳を見ると、輸出は前年比

4.6％減の 92 億 4,400 万円、輸入は前年比 23.7％増

の 240 億 300 万円となっている。 

青森空港の貿易総額は、1 億 6,100 万円で前年比

14.2％増となった。内訳を見ると、輸出はなく、全

額が輸入となっている。（表６） 

価格 シェア 価格 シェア 価格 シェア

輸出 144,333 113,721 151,688 33.4%

輸入 166,315 105,780 118,867 12.4%

貿易規模 310,648 85.3% 219,501 88.2% 270,555 89.0% 23.3%

輸出 14,006 9,692 9,244 -4.6%

輸入 39,184 19,402 24,003 23.7%

貿易規模 53,190 14.6% 29,095 11.7% 33,247 10.9% 14.3%

輸出 6 2 0 -100.0%

輸入 5 139 161 15.8%

貿易規模 11 0.1% 141 0.1% 161 0.1% 14.2%

21

八戸港

青森港

青森空港

資料：ジェトロ青森貿易情報センター「青森県の貿易」

表６　青森県内貿易港の通関実績

(単位：百万円)

H20年 22年 対前年

増減率
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⑥ 輸出入額の推移 

平成 22年の本県の貿易は、輸出入総額が 4,251 億

8,100万円となっており、前年比23.8％増となった。 

このうち輸出額は 1,927 億 7,700 万円で前年比

19.9％の増となった。 

これを品目別に見ると、機械・電気製品が 48.5％

増の657億 5,600万円、卑金属製品が50.6％増の572

億 3,600 万円、農水産物が 25.2％増の 134 億 3,900

万円などと増加している。一方、車両・船舶が 8.4％

減の 351 億 6,700 万円、精密機器・楽器等が 36.6％

減の 173 億 6,600 万円などと減少している、 

輸出額におけるシェアを品目別にみると、上位は

機械・電気製品が 34.1％、卑金属製品が 29.7％、車

両・船舶が 18.2％などとなっており、以下、精密機

械・楽器等(9.0％)、農水産物(7.0％)を加えた上位 5

品目で、全輸出額の 98％を占めている。（図２） 
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一方、輸入額は 2,324 億 300 万円となっており、

前年比 27.2％の増となった。 

これを品目別に見ると、鉱物性生産品が 73.5％増

の 922 億 6,300 万円、鉱物性燃料・鉱物油が 35.3％

増の 335 億 100 万円などと増加している。一方、農

水産物が2.2％減の570億3,800万円と減少している。 

輸入額におけるシェアを品目別にみると、上位は

鉱物性生産品が 39.7％、農水産物が 24.5％、鉱物性

燃料・鉱物油が 14.4％などとなっており、以下、木

材・紙及びその製品(7.2％)、精密機器・楽器等

(6.2％)を加えた上位 5品目で、全輸入額の 92％を占

めている。（図３） 
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⑦ 主要相手国別輸出入額 

貿易額を相手国別にみると、輸出では、機械・電

気製品(368 億 2,600 万円)が輸出額の大半を占める

オランダが 368 億 3,800 万円と、前年の第 3 位から

第 1 位になった。次いで、前年第 1 位の中国が 358

億 3,700 万円と僅差で第 2 位、台湾が 325 億 7,900

万円で第 3位となっている。 

また、前年ランク外だったリベリアが車両・船舶

の皆増により52億6,300万円で第7位となっている。

（表４） 

前年比

H22 H21 倍

1 3 オランダ 24,319 26,769 36,838 1.38

2 1 中国 35,606 30,515 35,837 1.17

3 4 台湾 44,449 23,441 32,579 1.39

4 2 パナマ 31,841 30,174 24,158 0.80

5 5 韓国 36,379 16,841 21,537 1.28

6 6 香港 11,482 10,584 10,358 0.98

7 - リベリア - - 5,263 皆増

8 9 インド 334 1,801 4,851 2.69

9 13 フィリピン 715 598 4,660 7.79

10 7 米国 1,690 4,880 3,934 0.81
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一方、輸入では、鉱物性生産品(363 億 8,400 万円)

や木材・紙及びその製品(69 億 1,900 万円)、鉱物性

燃料・鉱物油(58 億 4,900 万円)などのシェアが大き

いオーストラリアが 532 億 6,500 万円で第 1 位、次

いで前年第1位の米国が422億6,200万円で第2位、

ブラジルが300億2,900万円で第3位となっている。 

また、前年 20位のイランが、鉱物性燃料・鉱物油

の大幅増により58億100万円で第9位となっている。

(表５) 

 

前年比

H21 H22 倍

2 1 オーストラリア 53,057 37,855 53,265 1.41

1 2 米国 63,385 38,370 42,262 1.10

4 3 ブラジル 14,462 13,791 30,029 2.18

3 4 中国 20,294 16,120 14,153 0.88

5 5 香港 5,645 10,480 11,613 1.11

7 6 インドネシア 13,314 7,019 9,603 1.37

9 7 フィリピン 14,295 5,811 9,461 1.63

8 8 チリ 7,734 6,932 5,970 0.86
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⑧ 県内港別の貿易動向 

平成 22 年の青森県の貿易額のうち、県内港(八戸

港、青森港、青森空港)で通関した貿易額は 3,039 億

6,300 万円で、前年比 22.2％増となっている。これ

は本県の貿易額全体の 71.5％を占めている。 

このうち八戸港の貿易総額は 2,705 億 5,500 万円

で前年比 23.3％増となった。これは県内港で通関し

た貿易額の 89.0％を占めており、八戸港が本県最大

の貿易拠点であることを示している。 

内訳を見ると、輸出は前年比 33.4％増の 1,516 億

8,800 万円、輸入は前年比 12.4％増の 1,188 億 6,700 

万円となっている。 

 

 

なお、平成 22年の八戸港の輸出額は、北海道の苫

小牧港や室蘭港を上回っており、函館税関管内で最

大となっている。 

青森港の貿易総額は 332 億 4,700 万円で前年比

14.3％増となった。内訳を見ると、輸出は前年比

4.6％減の 92 億 4,400 万円、輸入は前年比 23.7％増

の 240 億 300 万円となっている。 

青森空港の貿易総額は、1 億 6,100 万円で前年比

14.2％増となった。内訳を見ると、輸出はなく、全

額が輸入となっている。（表６） 

価格 シェア 価格 シェア 価格 シェア

輸出 144,333 113,721 151,688 33.4%

輸入 166,315 105,780 118,867 12.4%

貿易規模 310,648 85.3% 219,501 88.2% 270,555 89.0% 23.3%

輸出 14,006 9,692 9,244 -4.6%

輸入 39,184 19,402 24,003 23.7%

貿易規模 53,190 14.6% 29,095 11.7% 33,247 10.9% 14.3%

輸出 6 2 0 -100.0%

輸入 5 139 161 15.8%

貿易規模 11 0.1% 141 0.1% 161 0.1% 14.2%

21

八戸港

青森港

青森空港

資料：ジェトロ青森貿易情報センター「青森県の貿易」

表６　青森県内貿易港の通関実績

(単位：百万円)

H20年 22年 対前年

増減率

 

－ 34 － － 35 －
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(11) 交 通 

自動車輸送実績（旅客）（平成 21 年度）               4 億 6,627 万人（対前年度比 1.0％減） 

青森・三沢空港乗降客数（国内線）（平成 22 年度）      120 万人（対前年度比 4.8％減） 

 

① 自動車 

県内の自動車保有車両数は、年々減少しており、

平成 22 年度は 97 万 9,632 台となり、前年度に比べ

て 1,686 台の減少となった。車種別にみると、乗用

車が最も多く、全体の約 7 割を占めているほか、軽

自動車が増加している。（表１） 

また、自動車による輸送量は、旅客、貨物ともに

近年減少傾向が続いており、平成 21 年度は旅客が 4

億 6,627 万 3 千人、貨物が 6,133 万 6 千ｔとなって

いる。（図２） 

区　分 H18 19 20 21 22年度

貨　物 247,071 241,845 235,566 230,762 226,120

乗　合 4,429 4,319 4,195 4,104 4,059

乗　用 689,172 687,057 687,984 691,695 694,569

その他 55,814 55,470 54,815 54,757 54,884

計 996,486 988,691 982,560 981,318 979,632

資料：東北運輸局「自動車の登録統計」

※　「その他」は、特種自動車及び二輪車の合計

表１　自動車保有車両数の推移(各年3月31日現在)

(単位：台)

うち軽
自動車

396,961 405,978 415,342 428,640422,959

 

528,794
514,777

489,756

471,073 466,273

71,244

69,887

69,291
62,402

61,336

60,000

65,000

70,000

75,000

80,000

450,000

475,000

500,000

525,000

550,000

H17 18 19 20 21年度

図２ 自動車輸送実績

貨物計

右目盛

旅客計

左目盛

（旅客：千人） （貨物：千t）

資料：国土交通省「交通関連統計資料集」  

 

 

 

 

 

 

 

② バス 

県内の路線バスは、12 事業者が運行している。路

線バスの利用者は、自家用車の普及に伴い年々減少

し、平成 22 年度は 2,658 万人となっており、昭和

55 年度の利用者（1 億 1,477 万 6 千人）の 4 分の 1

以下となっている。（図３） 

高速バスは、青森、弘前、八戸など県内主要都市

と東京、盛岡、仙台などを結ぶ路線が運行されてい

る。（表４） 

輸送人員は、確認できる平成 2年度以降、常に年

間 30 万人を超え、平成 22年度は 30 万 3 千人が利用

している。（(社)青森県バス協会調べ） 

区間 往復／日

青森～東京（ラ・フォーレ） 夜1

青森～東京（津輕号） 夜1

青森・弘前～上野（スカイ号） 昼1

青森・弘前～上野（パンダ号） 夜2

青森～仙台（ブルーシティー） 昼4

青森～盛岡（あすなろ） 昼4

弘前・五所川原～浜松町・品川（ノクターン） 夜1

弘前・五所川原～浜松町・横浜（ノクターン） 夜1

弘前～仙台（キャッスル） 昼6

弘前～盛岡（ヨーデル） 昼8

八戸・十和田～東京（シリウス） 夜1

八戸～仙台（うみねこ） 昼4

八戸～盛岡・九戸（特急八盛） 昼3

表４　高速バスの運行状況(平成23年12月1日現在)

※ 「往復/日」は、時刻表に基づく運行本数であり、実際

　 に運行されている台数ではない。

資料：県企画政策部
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図３ 一般乗合旅客自動車運送事業輸送人員(高速バスを含む)
(千人)

※ 19年度からの計には、(有)脇野沢交通、(有)川内交通、三八五交通(株)、

(株)北日本中央観光バス、(有)つばめ交通、中里交通(株)を含む。

弘南バス㈱

十和田観光電鉄㈱

青森市企業局交通部

八戸市交通部

南部バス㈱

下北交通㈱

ＪＲバス東北㈱

資料：(社)青森県バス協会
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③ 鉄道 

平成 23 年 12 月 4 日、東北新幹線全線開業から１

周年を迎えたが、その間、東日本大震災の影響によ

り運転見合わせの時期があったものの、開業後から

平成23年10月31日までの八戸～新青森間の利用者

数は約 245 万人となっている（3 月 11 日～4 月 28

日は東北新幹線に運転見合わせ区間があったため除

く）。また、東北本線八戸～青森間の特急列車の利用

実績と比較すると、平成 22 年 12 月～23 年 2 月及び

7～10月までの1日あたりの利用者数は前年比124％

となっている。（表５） 

１日あたり利用者数 前年実績 前年比

東北新幹線
八戸～新青森間

約7,700人
（東北本線　八戸～青

森間の特急列車）

（備考）平成22年12月～23年2月及び7～10月までの平均。上下計。

約9,500人 124%

表５　東北新幹線　八戸～新青森間の利用状況

資料：東日本旅客鉄道株式会社 

本県における民鉄の旅客輸送人員は減少傾向にあ

り、平成 21 年度は前年度に比べて 22 万 3 千人減

（6.1％減）の 346 万 1 千人となっている。（図６） 
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図６ 民鉄旅客輸送人員

津軽鉄道 弘南鉄道 十和田観光電鉄 青函ﾄﾝﾈﾙ記念館 青い森鉄道

資料：東北運輸局「運輸要覧」

(千人)

 

また、平成 21 年度の青森発の貨物輸送量は 46 万

6 千ｔで、前年度に比べて 6 万 9 千ｔ、12.9％の減

少となっている。（図７） 
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図７ ＪＲによる貨物輸送の推移
(千ｔ)

資料：国土交通省「交通関連統計資料集」  
④ 海運 

本県の港湾は、重要港湾が 3 港（青森、八戸、む

つ小川原）、地方港湾が 11 港（大湊、小湊、野辺地、

川内、仏ヶ浦、大間、尻屋岬、深浦、休屋、子ノ口、

七里長浜）あり、このうち尻屋岬、深浦は避難港と

なっている。 

 

平成 22 年の貨物取扱量は 5,655 万 4千ｔで、うち

内貿は、4,851 万 7 千ｔ(移入：2,340 万 1 千ｔ、移

出：2,511 万 6 千ｔ)、外貿は 803 万 7千ｔ（輸出：

56 万 6 千ｔ、輸入 747 万ｔ）となっている。また、

品目別にみるとフェリー（積載量）が最も多く、次

いで鉱産品、化学工業品などとなっている。 

（図８・図９・表 10） 

港湾別にみると、フェリーの取扱いが多い青森港

が最も多く 2,697 万ｔとなっている。（表 11） 
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図８ 海上貨物輸送実績

内貿 外貿 内貿のうち

自動車航送（千ｔ）

資料：県県土整備部  

移出

25,116千トン

44.4%

移入

23,401千トン

41.4%

輸出

566千トン

1.0%

輸入

7,470千トン

13.2%

図９ 県内港湾の総取扱貨物量（平成22年）

合計
56,554千トン

資料：県県土整備部
 

(単位：千t)

区分 H18 19 20 21 22年

農水産品 1,445 1,468 1,330 1,560 1,503

林産品 1,467 1,476 1,494 1,384 1,490

鉱産品 10,776 10,327 9,844 8,305 9,562

金属機械工業品 1,249 1,192 1,127 948 959

化学工業品 8,227 7,836 7,236 6,309 6,403

軽工業品 498 507 498 365 371

雑工業品 107 116 147 178 177

特殊品 993 942 966 852 886

フェリー(積載量) 36,605 34,567 34,547 34,319 35,190

合　　計 61,368 58,432 57,189 54,241 56,554

資料：県県土整備部

※ 分類不能を除いているため、各項目の計と合計欄は一致しない。

表10　品目別取扱貨物量

(単位：千t)

区分 H18 19 20 21 22年

青森 27,597 27,458 26,636 25,929 26,970

八戸 28,220 25,543 25,888 24,719 25,927

尻屋岬 4,301 4,077 3,548 2,555 2,667

むつ小川原 429 473 443 402 395

大間 485 474 365 352 323

その他 336 407 309 284 271

合計 61,368 58,432 57,189 54,241 56,554

資料：県県土整備部

表11　主な港湾別取扱貨物量の推移

－ 36 － － 37 －
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(11) 交 通 

自動車輸送実績（旅客）（平成 21 年度）               4 億 6,627 万人（対前年度比 1.0％減） 

青森・三沢空港乗降客数（国内線）（平成 22 年度）      120 万人（対前年度比 4.8％減） 

 

① 自動車 

県内の自動車保有車両数は、年々減少しており、

平成 22 年度は 97 万 9,632 台となり、前年度に比べ

て 1,686 台の減少となった。車種別にみると、乗用

車が最も多く、全体の約 7 割を占めているほか、軽

自動車が増加している。（表１） 

また、自動車による輸送量は、旅客、貨物ともに

近年減少傾向が続いており、平成 21 年度は旅客が 4

億 6,627 万 3 千人、貨物が 6,133 万 6 千ｔとなって

いる。（図２） 

区　分 H18 19 20 21 22年度

貨　物 247,071 241,845 235,566 230,762 226,120

乗　合 4,429 4,319 4,195 4,104 4,059

乗　用 689,172 687,057 687,984 691,695 694,569

その他 55,814 55,470 54,815 54,757 54,884

計 996,486 988,691 982,560 981,318 979,632

資料：東北運輸局「自動車の登録統計」

※　「その他」は、特種自動車及び二輪車の合計

表１　自動車保有車両数の推移(各年3月31日現在)

(単位：台)

うち軽
自動車

396,961 405,978 415,342 428,640422,959

 

528,794
514,777

489,756

471,073 466,273

71,244

69,887

69,291
62,402

61,336

60,000

65,000

70,000

75,000

80,000

450,000

475,000

500,000

525,000

550,000

H17 18 19 20 21年度

図２ 自動車輸送実績

貨物計

右目盛

旅客計

左目盛

（旅客：千人） （貨物：千t）

資料：国土交通省「交通関連統計資料集」  

 

 

 

 

 

 

 

② バス 

県内の路線バスは、12 事業者が運行している。路

線バスの利用者は、自家用車の普及に伴い年々減少

し、平成 22 年度は 2,658 万人となっており、昭和

55 年度の利用者（1 億 1,477 万 6 千人）の 4 分の 1

以下となっている。（図３） 

高速バスは、青森、弘前、八戸など県内主要都市

と東京、盛岡、仙台などを結ぶ路線が運行されてい

る。（表４） 

輸送人員は、確認できる平成 2年度以降、常に年

間 30 万人を超え、平成 22年度は 30 万 3 千人が利用

している。（(社)青森県バス協会調べ） 

区間 往復／日

青森～東京（ラ・フォーレ） 夜1

青森～東京（津輕号） 夜1

青森・弘前～上野（スカイ号） 昼1

青森・弘前～上野（パンダ号） 夜2

青森～仙台（ブルーシティー） 昼4

青森～盛岡（あすなろ） 昼4

弘前・五所川原～浜松町・品川（ノクターン） 夜1

弘前・五所川原～浜松町・横浜（ノクターン） 夜1

弘前～仙台（キャッスル） 昼6

弘前～盛岡（ヨーデル） 昼8

八戸・十和田～東京（シリウス） 夜1

八戸～仙台（うみねこ） 昼4

八戸～盛岡・九戸（特急八盛） 昼3

表４　高速バスの運行状況(平成23年12月1日現在)

※ 「往復/日」は、時刻表に基づく運行本数であり、実際

　 に運行されている台数ではない。

資料：県企画政策部
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図３ 一般乗合旅客自動車運送事業輸送人員(高速バスを含む)
(千人)

※ 19年度からの計には、(有)脇野沢交通、(有)川内交通、三八五交通(株)、

(株)北日本中央観光バス、(有)つばめ交通、中里交通(株)を含む。

弘南バス㈱

十和田観光電鉄㈱

青森市企業局交通部

八戸市交通部

南部バス㈱

下北交通㈱

ＪＲバス東北㈱

資料：(社)青森県バス協会
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③ 鉄道 

平成 23 年 12 月 4 日、東北新幹線全線開業から１

周年を迎えたが、その間、東日本大震災の影響によ

り運転見合わせの時期があったものの、開業後から

平成23年10月31日までの八戸～新青森間の利用者

数は約 245 万人となっている（3 月 11 日～4 月 28

日は東北新幹線に運転見合わせ区間があったため除

く）。また、東北本線八戸～青森間の特急列車の利用

実績と比較すると、平成 22 年 12 月～23 年 2 月及び

7～10月までの1日あたりの利用者数は前年比124％

となっている。（表５） 

１日あたり利用者数 前年実績 前年比

東北新幹線
八戸～新青森間

約7,700人
（東北本線　八戸～青

森間の特急列車）

（備考）平成22年12月～23年2月及び7～10月までの平均。上下計。

約9,500人 124%

表５　東北新幹線　八戸～新青森間の利用状況

資料：東日本旅客鉄道株式会社 

本県における民鉄の旅客輸送人員は減少傾向にあ

り、平成 21 年度は前年度に比べて 22 万 3 千人減

（6.1％減）の 346 万 1 千人となっている。（図６） 
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図６ 民鉄旅客輸送人員

津軽鉄道 弘南鉄道 十和田観光電鉄 青函ﾄﾝﾈﾙ記念館 青い森鉄道

資料：東北運輸局「運輸要覧」

(千人)

 

また、平成 21 年度の青森発の貨物輸送量は 46 万

6 千ｔで、前年度に比べて 6 万 9 千ｔ、12.9％の減

少となっている。（図７） 
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図７ ＪＲによる貨物輸送の推移
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資料：国土交通省「交通関連統計資料集」  
④ 海運 

本県の港湾は、重要港湾が 3 港（青森、八戸、む

つ小川原）、地方港湾が 11 港（大湊、小湊、野辺地、

川内、仏ヶ浦、大間、尻屋岬、深浦、休屋、子ノ口、

七里長浜）あり、このうち尻屋岬、深浦は避難港と

なっている。 

 

平成 22 年の貨物取扱量は 5,655 万 4千ｔで、うち

内貿は、4,851 万 7 千ｔ(移入：2,340 万 1 千ｔ、移

出：2,511 万 6 千ｔ)、外貿は 803 万 7千ｔ（輸出：

56 万 6 千ｔ、輸入 747 万ｔ）となっている。また、

品目別にみるとフェリー（積載量）が最も多く、次

いで鉱産品、化学工業品などとなっている。 

（図８・図９・表 10） 

港湾別にみると、フェリーの取扱いが多い青森港

が最も多く 2,697 万ｔとなっている。（表 11） 
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資料：県県土整備部  
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25,116千トン
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23,401千トン

41.4%

輸出

566千トン

1.0%

輸入

7,470千トン

13.2%

図９ 県内港湾の総取扱貨物量（平成22年）

合計
56,554千トン

資料：県県土整備部
 

(単位：千t)

区分 H18 19 20 21 22年

農水産品 1,445 1,468 1,330 1,560 1,503

林産品 1,467 1,476 1,494 1,384 1,490

鉱産品 10,776 10,327 9,844 8,305 9,562

金属機械工業品 1,249 1,192 1,127 948 959

化学工業品 8,227 7,836 7,236 6,309 6,403

軽工業品 498 507 498 365 371

雑工業品 107 116 147 178 177

特殊品 993 942 966 852 886

フェリー(積載量) 36,605 34,567 34,547 34,319 35,190

合　　計 61,368 58,432 57,189 54,241 56,554

資料：県県土整備部

※ 分類不能を除いているため、各項目の計と合計欄は一致しない。

表10　品目別取扱貨物量

(単位：千t)

区分 H18 19 20 21 22年

青森 27,597 27,458 26,636 25,929 26,970

八戸 28,220 25,543 25,888 24,719 25,927

尻屋岬 4,301 4,077 3,548 2,555 2,667

むつ小川原 429 473 443 402 395

大間 485 474 365 352 323

その他 336 407 309 284 271

合計 61,368 58,432 57,189 54,241 56,554

資料：県県土整備部

表11　主な港湾別取扱貨物量の推移

－ 36 － － 37 －
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⑤ 空港 

＜青森空港の概要＞ 

設置・管理者 青森県 

運用時間 7:30～21:30（14 時間） 

滑走路 3,000m×60m 

運航路線 

（平成 23 年 12

月 1 日現在） 

青森～東京 6 往復（12 便）

青森～大阪 2 往復（4便） 

青森～札幌 3 往復（6便） 

青森～名古屋小牧 1 往復（2便） 

青森～ソウル 週 3 往復（6便）

 

＜三沢空港の概要＞ 

設置・管理者 米軍 

運用時間 8:30～20:00（11 時間 30 分）

滑走路 3,050m×45m 

運航路線 

（平成23年12月1日現在） 

三沢 

～東京 
3 往復（6便） 

 

青森空港の乗降客数をみると、国内線については、

平成22年度は東京線が前年度に比べ4.8％減少した

ほか、名古屋（中部国際）線も平成 22 年 10 月末に

運休したことから 29.4％減少し、全体では 6.3％減

の 94 万 2 千人と、100 万人を割り込んだ。（図 12） 

なお、名古屋線（小牧）が平成 23 年 7月に就航し

ている。 
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図12 青森空港国内線乗降客数の推移
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資料：県企画政策部

計1,006
計 942

計1,193計1,207

計1,093

※福岡線は平成19年10月1日から運休。名古屋線は平成22年

10月31日から運休していたが、平成23年7月から再開。  

 

 一方、国際線については、ここ数年増加傾向を続

けてきたソウル線は、韓国経済の低迷や、円高ウォ

ン安の進行による韓国側からの利用者の減少などか

ら平成 20 年度、21 年度と 2 年連続で乗降客数が減

少していたが、22 年度については、前年度に比べ

21.9％増加し、4万 4,374 人となった。 

なお、ハバロフスク線については、運航が休止さ

れている。（図 13） 
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図13 青森空港国際定期便乗降客数の推移
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資料：県企画政策部  

 

三沢空港の乗降客数をみると、平成 22年度は、大

阪線が 10 月 31 日から運休になったため前年度比

37.0％減少したものの、東京線が 11.7％増加したこ

とから、全体では 1.4％増の 26 万 2 千人となった。

（図 14） 
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資料：県企画政策部
※ 札幌線は平成19年10月1日から運休

大阪線は平成22年10月31日から運休  

 

近年の青森空港の国内線貨物取扱量をみると、横

ばいが続いていたが、景気の後退等により、平成 20

年度から減少傾向となっている。平成 22年度は前年

度に比べ 22.4％減の 4,668ｔとなった。 

また、三沢空港についてみると、減少傾向が続い

ていたが、平成 22 年度は前年度に比べ 0.2％増の

1,464ｔとなった。（図 15） 
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資料：県企画政策部、県土整備部
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(12) 観 光 

                  平成 22 年             前年対比 

  観光入込客数（延べ人数）    3,421 万 3,000 人             － 

  行祭事・イベント入込客数    1,739 万 6,000 人           0.1%増 

観光消費額           1,698 億 5,800 万円            － 

                             資料：県観光企画課「平成 22 年青森県観光入込客統計」 

 

① 観光入込客数及び行祭事・イベント入込客数 

平成 22 年 1 月から 12 月までの本県の観光入込客

数（延べ人数）は、3,421 万 3 千人、行祭事・イベ

ント入込客数は 1,739 万 6 千人となった。また、延

べ人数を、別途実施した「パラメータ調査※」におけ

る観光客一人当たりの平均訪問地点数で除して求め

た観光入込客数（実人数）は 1,758 万 9 千人となっ

た。 

観光入込客数（実人数）のうち、日帰客・宿泊客

でみると、日帰客は 1,376 万 8 千人、宿泊客は 382

万 1 千人（宿泊客割合 21.7%）、県内・県外客別でみ

ると、県内客は 1,158 万 6 千人、県外客は 600 万 3

千人（県外客割合 34.1%）、冬季観光客（1月～3月、

11 月～12 月）でみると、489 万 4 千人（冬季観光客

割合 27.8%）であった。（表１） 

 

 

○平成 22 年の本県観光関連の主なトピック 

・平成 22年 12 月 4 日東北新幹線全線開業 

・とことん青森 2010in 原宿表参道（1月）及びと

ことん青森 2010in 東京（10 月～11 月）の開催 

・全国宣伝販売促進会議開催（5月） 

・県内各地における受入態勢整備に向けた様々な

取組の推進（ゆかい村、八戸あさぐる、太宰ミ

ュージアム等） 

※パラメータ調査 

観光入込客の属性別の構成比、平均訪問地点数、

観光消費額単価等の把握のため、県内観光地点 12

地点において、四半期毎に１日（休日）に観光客

に対して実施しているアンケート調査 

 

 

H18
（延べ人数）

19
（延べ人数）

20
（延べ人数）

21
（延べ人数）

22年
（延べ人数）

22年
（実人数）

47,412 47,947 46,394 48,585
34,213

（行祭事・イベント）

17,396

17,589

日帰客 43,298 43,646 42,378 44,390 － 13,768

宿泊客 4,114 4,301 4,016 4,195 － 3,821

宿泊客割合 8.7 9.0 8.7 8.6 － 21.7

県内客 33,108 34,236 33,627 34,965 － 11,586

県外客 14,304 13,711 12,767 13,620 － 6,003

県外客割合 30.2 28.6 27.5 28.0 － 34.1

冬季観光客 9,385 9,771 10,161 10,146 － 4,894

冬季観光客割合 19.8 20.4 21.9 20.9 － 27.8

表１　観光入込客数及び行祭事・イベント入込客数

（単位：千人）

総数

区分

青森県観光レクリエーション客入込数調査実施要領による調査 共通基準による調査

うち

※平成22年の観光入込客数は国が定めた「観光入込客統計に関する共通基準」に合致した一定規模以上の観光地点

　の入込客数についてとりまとめたものである。一方、行祭事・イベント入込客数は明確なカウント方法が確立さ

　れていないため、共通基準では別立てで表記することとしている。このため、平成22年の統計は従来より手法が

　大きく変わったことから、平成22年までとは単純比較ができないものである。

※平成22年の統計からは、実人数ベースによる日帰客、宿泊客、県内客、県外客が推計されることから、述べ人数

　ベースによる表示はしないこととする。

資料：県観光国際戦略局「平成22年青森県観光入込客統計」

うち

うち

 

② 自然公園内観光地点入込客数 

平成 22 年の自然公園内における観光地点の入込客数は 919 万人となった。 

自然公園別にみると、十和田八幡平国立公園（十和田地区）が 234 万 3 千人、津軽国定公園が 278 万 3 千

人、浅虫夏泊県立自然公園が 126 万 4 千人などとなっている。（次頁表２） 

－ 38 － － 39 －
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⑤ 空港 

＜青森空港の概要＞ 

設置・管理者 青森県 

運用時間 7:30～21:30（14 時間） 

滑走路 3,000m×60m 

運航路線 

（平成 23 年 12

月 1 日現在） 

青森～東京 6 往復（12 便）

青森～大阪 2 往復（4便） 

青森～札幌 3 往復（6便） 

青森～名古屋小牧 1 往復（2便） 

青森～ソウル 週 3 往復（6便）

 

＜三沢空港の概要＞ 

設置・管理者 米軍 

運用時間 8:30～20:00（11 時間 30 分）

滑走路 3,050m×45m 

運航路線 

（平成23年12月1日現在） 

三沢 

～東京 
3 往復（6便） 

 

青森空港の乗降客数をみると、国内線については、

平成22年度は東京線が前年度に比べ4.8％減少した

ほか、名古屋（中部国際）線も平成 22 年 10 月末に

運休したことから 29.4％減少し、全体では 6.3％減

の 94 万 2 千人と、100 万人を割り込んだ。（図 12） 

なお、名古屋線（小牧）が平成 23 年 7月に就航し

ている。 
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資料：県企画政策部

計1,006
計 942

計1,193計1,207

計1,093

※福岡線は平成19年10月1日から運休。名古屋線は平成22年

10月31日から運休していたが、平成23年7月から再開。  

 

 一方、国際線については、ここ数年増加傾向を続

けてきたソウル線は、韓国経済の低迷や、円高ウォ

ン安の進行による韓国側からの利用者の減少などか

ら平成 20 年度、21 年度と 2 年連続で乗降客数が減

少していたが、22 年度については、前年度に比べ

21.9％増加し、4万 4,374 人となった。 

なお、ハバロフスク線については、運航が休止さ

れている。（図 13） 
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資料：県企画政策部  

 

三沢空港の乗降客数をみると、平成 22年度は、大

阪線が 10 月 31 日から運休になったため前年度比

37.0％減少したものの、東京線が 11.7％増加したこ

とから、全体では 1.4％増の 26 万 2 千人となった。

（図 14） 
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資料：県企画政策部
※ 札幌線は平成19年10月1日から運休

大阪線は平成22年10月31日から運休  

 

近年の青森空港の国内線貨物取扱量をみると、横

ばいが続いていたが、景気の後退等により、平成 20

年度から減少傾向となっている。平成 22年度は前年

度に比べ 22.4％減の 4,668ｔとなった。 

また、三沢空港についてみると、減少傾向が続い

ていたが、平成 22 年度は前年度に比べ 0.2％増の

1,464ｔとなった。（図 15） 
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資料：県企画政策部、県土整備部
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(12) 観 光 

                  平成 22 年             前年対比 

  観光入込客数（延べ人数）    3,421 万 3,000 人             － 

  行祭事・イベント入込客数    1,739 万 6,000 人           0.1%増 

観光消費額           1,698 億 5,800 万円            － 

                             資料：県観光企画課「平成 22 年青森県観光入込客統計」 

 

① 観光入込客数及び行祭事・イベント入込客数 

平成 22 年 1 月から 12 月までの本県の観光入込客

数（延べ人数）は、3,421 万 3 千人、行祭事・イベ

ント入込客数は 1,739 万 6 千人となった。また、延

べ人数を、別途実施した「パラメータ調査※」におけ

る観光客一人当たりの平均訪問地点数で除して求め

た観光入込客数（実人数）は 1,758 万 9 千人となっ

た。 

観光入込客数（実人数）のうち、日帰客・宿泊客

でみると、日帰客は 1,376 万 8 千人、宿泊客は 382

万 1 千人（宿泊客割合 21.7%）、県内・県外客別でみ

ると、県内客は 1,158 万 6 千人、県外客は 600 万 3

千人（県外客割合 34.1%）、冬季観光客（1月～3月、

11 月～12 月）でみると、489 万 4 千人（冬季観光客

割合 27.8%）であった。（表１） 

 

 

○平成 22 年の本県観光関連の主なトピック 

・平成 22年 12 月 4 日東北新幹線全線開業 

・とことん青森 2010in 原宿表参道（1月）及びと

ことん青森 2010in 東京（10 月～11 月）の開催 

・全国宣伝販売促進会議開催（5月） 

・県内各地における受入態勢整備に向けた様々な

取組の推進（ゆかい村、八戸あさぐる、太宰ミ

ュージアム等） 

※パラメータ調査 

観光入込客の属性別の構成比、平均訪問地点数、

観光消費額単価等の把握のため、県内観光地点 12

地点において、四半期毎に１日（休日）に観光客

に対して実施しているアンケート調査 

 

 

H18
（延べ人数）

19
（延べ人数）

20
（延べ人数）

21
（延べ人数）

22年
（延べ人数）

22年
（実人数）

47,412 47,947 46,394 48,585
34,213

（行祭事・イベント）

17,396

17,589

日帰客 43,298 43,646 42,378 44,390 － 13,768

宿泊客 4,114 4,301 4,016 4,195 － 3,821

宿泊客割合 8.7 9.0 8.7 8.6 － 21.7

県内客 33,108 34,236 33,627 34,965 － 11,586

県外客 14,304 13,711 12,767 13,620 － 6,003

県外客割合 30.2 28.6 27.5 28.0 － 34.1

冬季観光客 9,385 9,771 10,161 10,146 － 4,894

冬季観光客割合 19.8 20.4 21.9 20.9 － 27.8

表１　観光入込客数及び行祭事・イベント入込客数

（単位：千人）

総数

区分

青森県観光レクリエーション客入込数調査実施要領による調査 共通基準による調査

うち

※平成22年の観光入込客数は国が定めた「観光入込客統計に関する共通基準」に合致した一定規模以上の観光地点

　の入込客数についてとりまとめたものである。一方、行祭事・イベント入込客数は明確なカウント方法が確立さ

　れていないため、共通基準では別立てで表記することとしている。このため、平成22年の統計は従来より手法が

　大きく変わったことから、平成22年までとは単純比較ができないものである。

※平成22年の統計からは、実人数ベースによる日帰客、宿泊客、県内客、県外客が推計されることから、述べ人数

　ベースによる表示はしないこととする。

資料：県観光国際戦略局「平成22年青森県観光入込客統計」

うち

うち

 

② 自然公園内観光地点入込客数 

平成 22 年の自然公園内における観光地点の入込客数は 919 万人となった。 

自然公園別にみると、十和田八幡平国立公園（十和田地区）が 234 万 3 千人、津軽国定公園が 278 万 3 千

人、浅虫夏泊県立自然公園が 126 万 4 千人などとなっている。（次頁表２） 

－ 38 － － 39 －
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○各自然公園内の主な観光地点 

・ 十和田八幡平国立公園(十和田地区) 

八甲田山雪中行軍資料館、酸ヶ湯温泉、十和田 

ビジターセンター等 12 地点 

・ 下北半島国定公園 

釜臥山展望台、恐山、大間崎レストハウス等 12 

地点 

・ 津軽国定公園 

岩木山、道の駅十三湖高原（トーサムプラザ）、

平滝沼公園、階段国道、十二湖公園等 計 49 地点 

・ 浅虫夏泊県立自然公園 

浅虫水族館、ゆ～さ浅虫（物販等）、浅所海岸（白 

鳥）等 計 14 地点 

・ 大鰐碇ヶ関温泉郷県立自然公園 

たけのこの里、碇ヶ関温泉、大鰐温泉スキー場 

等 計 7地点 

 

・ 種差海岸階上岳県立自然公園 

八戸水産科学館、種差少年自然の家、階上岳等 

計 7地点 

・ 名久井岳県立自然公園 

県立城山公園、名久井岳、なんぶふるさと物産 

館 計 3地点 

・ 岩木高原県立自然公園 

岩木高原、岩木山百沢スキー場、百沢、嶽、湯 

段温泉等 計 10 地点 

・黒石温泉郷県立自然公園 

淨仙寺、津軽こけし館、道の駅虹の湖等 計 8

地点 

・ 赤石渓流暗門の滝県立自然公園 

赤石渓流（くろくまの滝・白神さん家）、ミニ白 

神、暗門の滝遊歩道等 計 6地点 

（単位：千人）

種別 名　称 H18 19 20 21 22年

国立公園
十和田八幡平
（十和田・八甲田地域）

2,833 2,807 2,286 2,555 2,343

下北半島 1,360 1,409 1,264 1,272 760

津軽 3,085 3,067 2,831 2,830 2,783

浅虫夏泊 1,651 1,574 1,457 1,483 1,264

大鰐碇ヶ関温泉郷 806 760 828 912 174

種差海岸階上岳 594 557 526 528 304

名久井岳 392 509 401 372 132

岩木高原 498 445 450 457 581

黒石温泉郷 692 743 689 669 612
芦野池沼群 809 916 716 1,097 －

赤石渓流暗門の滝 666 666 559 540 237

小計 6,108 6,170 5,626 6,058 3,304

13,386 13,453 12,007 12,715 9,190

国定公園

県

立
自

然

公

園

合　計

表２　自然公園内観光地点入込客数

資料：県観光国際戦略局「青森県観光入込客統計」
※平成22年の統計からは、国が定めた「観光入込客統計に関する共通基準」に基づき調査を実施すること

　としたため、自然公園の入込数については、公園来訪者の推計ではなく、当該自然公園内にある観光地

　点の入込数の合計を計上することとした。

※芦野池沼群（芦野公園）については、公園内に調査対象となる観光地点がないことから記載しない。

 

 

③ 行催事・イベント観光入込客数 

行催事・イベント観光入込客数は、対前年比 0.1％増の 1,739 万 6千人と推計された。 

季節別にみると、春（4月～6月）の行祭事は対前年比0.9％増の443万9千人、夏（7月～8月）の行祭事は対

前年比1.0％減の1,017万6千人、秋（9月～10月）の行祭事は対前年比12.2％減の147万9千人、冬（1月～3月、

11月～12月）の行祭事は対前年比28.9％増の130万3千人となっている。 

入込客数を多い順にみると、「青森ねぶた祭り」（320万人 対前年比3％減）、「弘前さくらまつり」（247万

人 同1.2％増）、「五所川原立佞武多」（180万5千人 同4.3％増）などとなっている。（表３） 

（単位：千人、％）

順位 市町村名 行催事名 開催期間 22年 対前年比

1 青森市 青森ねぶた祭 22. 8. 2～ 8. 7 3,190 (1) 3,300 (1) 3,200 97.0

2 弘前市 弘前さくらまつり 22. 4.23～ 5. 5 2,180 (2) 2,440 (2) 2,470 101.2

3 五所川原市 五所川原立佞武多 22. 8. 4～ 8. 8 1,630 (4) 1,730 (3) 1,805 104.3

4 弘前市 弘前ねぷたまつり 22. 8. 1～ 8. 7 1,690 (3) 1,580 (4) 1,630 103.2

5 八戸市 八戸三社大祭 22. 7.31～ 8. 4 1,058 (5) 1,188 (5) 1,038 87.4

6 八戸市 七夕まつり 22. 7.18～ 7.21 380 (6) 320 (7) 390 121.9

7 弘前市 弘前雪灯籠まつり 22. 2. 7～ 2.11 340 (7) 280 (9) 360 128.6

8 弘前市 弘前城菊と紅葉まつり 22.10.23～11. 8 243 (13) 285 (8) 315 110.5

9 五所川原市 金木桜まつり 22. 4.23～ 5. 5 252 (12) 346 (6) 295 85.3

10 八戸市 八戸えんぶり 22. 2.17～ 2.20 284 (9) 251 (12) 282 112.4

※(　)内はその年の順位である。

表３　行祭事・イベント観光入込客数（平成22年 上位10位）

H20

資料：県観光国際戦略局「青森県観光入込客統計」

21
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④ 観光消費額 

観光消費額は 1,698 億 5,800 万円と推計された。 

このうち、宿泊費は421億2,500万円、域内交通費

は225億9,100万円、買物・土産品費は489億1,900万

円、その他（飲食費、入場料、パック料金等）は562

億2,300万円となっている。（図４） 

332.5 351.5 329.7 325.1 421.3

368.3 384.1 394.8 441.8
225.9

332.6 328.3 295.2 316.7
489.2

628.4 606.4 583.3
589.8

562.2

1,661.8 1,670.2
1,603.0

1,673.3 1,698.6

0

500

1,000

1,500

2,000

H18年 19 20 21 22年

図４ 観光消費額

資料：県観光国際戦略局「青森県観光入込客統計」

宿泊費

域内交通費

買物・土産品費

その他

（億円）

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 外国人宿泊者数の推移 

平成 22 年 1 月から 12 月までの本県の外国人宿泊

者数は、対前年比 2.2％増の 5万 1,651 人(前年 5万

526 人)となった。 

このように増加となった要因としては、経済が好

調な香港からの宿泊者が、個人客のほか本県向けツ

アーの造成により増加したこと、同じく経済の好調

な中国からの宿泊者が、個人観光ビザ発給要件の緩

和等により、個人客を中心に増加したことなどがあ

げられる。 

一方、韓国からの宿泊者は、韓国ドラマ「アイリ

ス」効果等により北東北の認知度が高まり、多くの

観光客が来県したが、ドラマのロケ地である秋田県

に宿泊客が流れたこと、また、夏季の北海道チャー

ターにより、旅行客が北海道へ流れたことなどによ

り、前年と同程度となっている。（図５） 
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図５ 国別外国人宿泊者数の推移

資料：県観光交流推進課「外国人宿泊者実態調査結果」

韓国

台湾
中国

アメリカ
香港

その他
不明

（人）

 

⑥ 高速道路無料化社会実験の影響 

平成 18 年度以降の東北縦貫自動車道の利用状況

（青森自動車道、八戸自動車道にある県内 11 インタ

ーチェンジの合計）をみると、平成 18 年度から 20

年度までは毎年減少傾向が続いていたが、平成 21

年度は高速道路休日特別割引の影響により、利用者

が増加している。 

平成 22 年度は地域経済への効果、渋滞や環境への

影響を把握することを目的として、6月 28 日から高

速道路無料化の社会実験が実施され、県内では青森

自動車道（青森東ＩＣ－青森ＪＣＴ）と八戸自動車

道（下田百石ＩＣ・八戸ＩＣ－安代ＪＣＴ）が無料

化されたことから、7 月以降の利用者は各月とも大

幅に増加している。（図６） 
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図６ 東北縦貫自動車道利用状況（年度別・月別）（万人）
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資料：県観光国際戦略局「青森県観光入込客統計」  

 

次に、インターチェンジ別の増減(4 月から 12 月

までの合計)をみると、無料化の影響により、青森自

動車道では青森東ＩＣと青森中央ＩＣ、八戸自動車

道では八戸ＩＣ、南郷ＩＣ、八戸北ＩＣ、下田百石

ＩＣの利用が大幅に増加しており、増加率が大きい

順でみると、南郷ＩＣ（対前年比 259.0％増）、下田

百石ＩＣ（同 184.4％増）、八戸北ＩＣ（同 117.2％）

などとなっている。 

また、無料化の対象となっていない東北自動車道

についても、浪岡ＩＣ、黒石ＩＣ、大鰐黒石ＩＣ、

碇ヶ関ＩＣでは増加率がプラスとなっている。 

（図７） 
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資料：県観光国際戦略局「青森県観光入込客統計」

H21
H22

増減率

（右目盛）

※平成 21 年までは市町村からの積み上げ等により推計していたが、平成

調査の 1 人当たりの平均消費額から推計し、また、各費目の金額につ

22 年からは、「青森県観光入込客統計」に基づく実人数とパラメータ

間の比率に基づき算出した。 

いてはパラメータ調査の平成22年 1月～平成 22年 12月までの各費用

－ 40 － － 41 －
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○各自然公園内の主な観光地点 

・ 十和田八幡平国立公園(十和田地区) 

八甲田山雪中行軍資料館、酸ヶ湯温泉、十和田 

ビジターセンター等 12 地点 

・ 下北半島国定公園 

釜臥山展望台、恐山、大間崎レストハウス等 12 

地点 

・ 津軽国定公園 

岩木山、道の駅十三湖高原（トーサムプラザ）、

平滝沼公園、階段国道、十二湖公園等 計 49 地点 

・ 浅虫夏泊県立自然公園 

浅虫水族館、ゆ～さ浅虫（物販等）、浅所海岸（白 

鳥）等 計 14 地点 

・ 大鰐碇ヶ関温泉郷県立自然公園 

たけのこの里、碇ヶ関温泉、大鰐温泉スキー場 

等 計 7地点 

 

・ 種差海岸階上岳県立自然公園 

八戸水産科学館、種差少年自然の家、階上岳等 

計 7地点 

・ 名久井岳県立自然公園 

県立城山公園、名久井岳、なんぶふるさと物産 

館 計 3地点 

・ 岩木高原県立自然公園 

岩木高原、岩木山百沢スキー場、百沢、嶽、湯 

段温泉等 計 10 地点 

・黒石温泉郷県立自然公園 

淨仙寺、津軽こけし館、道の駅虹の湖等 計 8

地点 

・ 赤石渓流暗門の滝県立自然公園 

赤石渓流（くろくまの滝・白神さん家）、ミニ白 

神、暗門の滝遊歩道等 計 6地点 

（単位：千人）

種別 名　称 H18 19 20 21 22年

国立公園
十和田八幡平
（十和田・八甲田地域）

2,833 2,807 2,286 2,555 2,343

下北半島 1,360 1,409 1,264 1,272 760

津軽 3,085 3,067 2,831 2,830 2,783

浅虫夏泊 1,651 1,574 1,457 1,483 1,264

大鰐碇ヶ関温泉郷 806 760 828 912 174

種差海岸階上岳 594 557 526 528 304

名久井岳 392 509 401 372 132

岩木高原 498 445 450 457 581

黒石温泉郷 692 743 689 669 612
芦野池沼群 809 916 716 1,097 －

赤石渓流暗門の滝 666 666 559 540 237

小計 6,108 6,170 5,626 6,058 3,304

13,386 13,453 12,007 12,715 9,190

国定公園

県

立
自

然

公

園

合　計

表２　自然公園内観光地点入込客数

資料：県観光国際戦略局「青森県観光入込客統計」
※平成22年の統計からは、国が定めた「観光入込客統計に関する共通基準」に基づき調査を実施すること

　としたため、自然公園の入込数については、公園来訪者の推計ではなく、当該自然公園内にある観光地

　点の入込数の合計を計上することとした。

※芦野池沼群（芦野公園）については、公園内に調査対象となる観光地点がないことから記載しない。

 

 

③ 行催事・イベント観光入込客数 

行催事・イベント観光入込客数は、対前年比 0.1％増の 1,739 万 6千人と推計された。 

季節別にみると、春（4月～6月）の行祭事は対前年比0.9％増の443万9千人、夏（7月～8月）の行祭事は対

前年比1.0％減の1,017万6千人、秋（9月～10月）の行祭事は対前年比12.2％減の147万9千人、冬（1月～3月、

11月～12月）の行祭事は対前年比28.9％増の130万3千人となっている。 

入込客数を多い順にみると、「青森ねぶた祭り」（320万人 対前年比3％減）、「弘前さくらまつり」（247万

人 同1.2％増）、「五所川原立佞武多」（180万5千人 同4.3％増）などとなっている。（表３） 

（単位：千人、％）

順位 市町村名 行催事名 開催期間 22年 対前年比

1 青森市 青森ねぶた祭 22. 8. 2～ 8. 7 3,190 (1) 3,300 (1) 3,200 97.0

2 弘前市 弘前さくらまつり 22. 4.23～ 5. 5 2,180 (2) 2,440 (2) 2,470 101.2

3 五所川原市 五所川原立佞武多 22. 8. 4～ 8. 8 1,630 (4) 1,730 (3) 1,805 104.3

4 弘前市 弘前ねぷたまつり 22. 8. 1～ 8. 7 1,690 (3) 1,580 (4) 1,630 103.2

5 八戸市 八戸三社大祭 22. 7.31～ 8. 4 1,058 (5) 1,188 (5) 1,038 87.4

6 八戸市 七夕まつり 22. 7.18～ 7.21 380 (6) 320 (7) 390 121.9

7 弘前市 弘前雪灯籠まつり 22. 2. 7～ 2.11 340 (7) 280 (9) 360 128.6

8 弘前市 弘前城菊と紅葉まつり 22.10.23～11. 8 243 (13) 285 (8) 315 110.5

9 五所川原市 金木桜まつり 22. 4.23～ 5. 5 252 (12) 346 (6) 295 85.3

10 八戸市 八戸えんぶり 22. 2.17～ 2.20 284 (9) 251 (12) 282 112.4

※(　)内はその年の順位である。

表３　行祭事・イベント観光入込客数（平成22年 上位10位）

H20

資料：県観光国際戦略局「青森県観光入込客統計」

21
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④ 観光消費額 

観光消費額は 1,698 億 5,800 万円と推計された。 

このうち、宿泊費は421億2,500万円、域内交通費

は225億9,100万円、買物・土産品費は489億1,900万

円、その他（飲食費、入場料、パック料金等）は562

億2,300万円となっている。（図４） 
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225.9
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図４ 観光消費額

資料：県観光国際戦略局「青森県観光入込客統計」

宿泊費

域内交通費

買物・土産品費

その他

（億円）

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 外国人宿泊者数の推移 

平成 22 年 1 月から 12 月までの本県の外国人宿泊

者数は、対前年比 2.2％増の 5万 1,651 人(前年 5万

526 人)となった。 

このように増加となった要因としては、経済が好

調な香港からの宿泊者が、個人客のほか本県向けツ

アーの造成により増加したこと、同じく経済の好調

な中国からの宿泊者が、個人観光ビザ発給要件の緩

和等により、個人客を中心に増加したことなどがあ

げられる。 

一方、韓国からの宿泊者は、韓国ドラマ「アイリ

ス」効果等により北東北の認知度が高まり、多くの

観光客が来県したが、ドラマのロケ地である秋田県

に宿泊客が流れたこと、また、夏季の北海道チャー

ターにより、旅行客が北海道へ流れたことなどによ

り、前年と同程度となっている。（図５） 
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図５ 国別外国人宿泊者数の推移

資料：県観光交流推進課「外国人宿泊者実態調査結果」

韓国

台湾
中国

アメリカ
香港

その他
不明

（人）

 

⑥ 高速道路無料化社会実験の影響 

平成 18 年度以降の東北縦貫自動車道の利用状況

（青森自動車道、八戸自動車道にある県内 11 インタ

ーチェンジの合計）をみると、平成 18 年度から 20

年度までは毎年減少傾向が続いていたが、平成 21

年度は高速道路休日特別割引の影響により、利用者

が増加している。 

平成 22 年度は地域経済への効果、渋滞や環境への

影響を把握することを目的として、6月 28 日から高

速道路無料化の社会実験が実施され、県内では青森

自動車道（青森東ＩＣ－青森ＪＣＴ）と八戸自動車

道（下田百石ＩＣ・八戸ＩＣ－安代ＪＣＴ）が無料

化されたことから、7 月以降の利用者は各月とも大

幅に増加している。（図６） 
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資料：県観光国際戦略局「青森県観光入込客統計」  

 

次に、インターチェンジ別の増減(4 月から 12 月

までの合計)をみると、無料化の影響により、青森自

動車道では青森東ＩＣと青森中央ＩＣ、八戸自動車

道では八戸ＩＣ、南郷ＩＣ、八戸北ＩＣ、下田百石

ＩＣの利用が大幅に増加しており、増加率が大きい

順でみると、南郷ＩＣ（対前年比 259.0％増）、下田

百石ＩＣ（同 184.4％増）、八戸北ＩＣ（同 117.2％）

などとなっている。 

また、無料化の対象となっていない東北自動車道

についても、浪岡ＩＣ、黒石ＩＣ、大鰐黒石ＩＣ、

碇ヶ関ＩＣでは増加率がプラスとなっている。 

（図７） 
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資料：県観光国際戦略局「青森県観光入込客統計」

H21
H22

増減率

（右目盛）

※平成 21 年までは市町村からの積み上げ等により推計していたが、平成

調査の 1 人当たりの平均消費額から推計し、また、各費目の金額につ

22 年からは、「青森県観光入込客統計」に基づく実人数とパラメータ

間の比率に基づき算出した。 

いてはパラメータ調査の平成22年 1月～平成 22年 12月までの各費用

－ 40 － － 41 －
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２ 安全・安心、健康分野 

(1) 保健・医療 

人数 人口10万対 人数 人口10万対 人数 人口10万対 人数 人口10万対 人数 人口10万対 人数 人口10万対

青　　森 2,636 191.9 781 56.9 2,012  146.5 11,354 826.7 6,102 444.3 571 41.6

全　　国 295,049 230.4 101,576 79.3 276,517  215.9 953,922 744.9 366,951 286.6 45,028 35.2

保健師医師
区分

歯科医師 薬剤師 看護師 准看護師

 

資料：厚生労働省「平成 22 年医師・歯科医師・薬剤師調査」「平成 22 年衛生行政報告例」 

 

① 出生数と死亡数 

本県の出生数は、昭和 50 年代には 2万人を超えて

いたが、平成 22 年には 9,711 人と 1万人を割るまで

に減少している。 

一方死亡数は、昭和 50～60 年代には 1万人前後で

推移していたが、平成 11年には出生数を超え、平成

22 年には 16,030 人となっている。（図１） 
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(人） 図１ 青森県の出生数と死亡数の推移

資料：厚生労働省「人口動態統計」

出生

死亡

 

 

② 主要死因別死亡者数・率 

平成 22 年の主要死因別死亡者数をみると、悪性新

生物（がん）、心疾患、脳血管疾患による死亡者が、

総数の 6割近くを占めている。また、人口 10 万人当

たりの死亡率を全国と比較してみると、どの疾患も

全国を上回っている。（表２） 

死亡者数 死亡率 死亡者数 死亡率

死亡者総数 16,030 1,170.4 1,197,012  947.1

　悪性新生物(がん) 4,784 349.3 353,499  279.7

　心疾患 2,634 192.3 189,360  149.8

　脳血管疾患 1,883 137.5 123,461  97.7

　肺炎 1,631 119.1 118,888  94.1

　老衰 608 44.4 45,342  35.9

　自殺 403 29.4 29,554  23.4

　不慮の事故 552 40.3 40,732  32.2

表２　主要死因別死亡者数・率（人口10万対）

青森県(平成22年) 全国(平成22年)

資料：厚生労働省「平成22年人口動態統計」  

 

死亡率（人口 10 万対）の推移をみると、悪性新生

物（がん）、心疾患、肺炎に増加傾向がみられ、脳血

管疾患は近年横ばい傾向がみられる。（図３） 
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図３ 主要死因別の死亡率の推移

資料：厚生労働省「人口動態統計」
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本県の自殺による死亡率は平成 15 年をピークに

減少し、平成 19 年以降再び増加傾向となったが、平

成 22 年は大幅に減少し、全国との開きが縮小した。

（図４） 
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資料：厚生労働省「人口動態統計」
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自殺の原因・動機は、健康問題、経済生活問題、

家庭問題の占める割合が大きい。（図５） 
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不詳, 184

図５ 原因・動機別自殺者数（平成22年中）

資料：県警察本部

(単位：人）

※平成22年中の本県における自殺者総数は448名であるが、本グラフの総数が

574人と一致しないのは、複数の原因・動機に該当する事案があるためである。
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③ 乳児・新生児死亡率（出生千対）の推移 

平成 22 年の乳児死亡率（生後 1 年未満の死亡率、

出生千対）は、前年を 1.3 ポイント下回って 2.2 と

なり、全国値を 0.1 ポイント下回った。新生児死亡

率（生後 4 週間未満の死亡率、出生千対）も、前年

を 0.6 ポイント下回って 1.2 となったが、全国値を

0.1 ポイント上回った。（図６） 
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図６ 乳児・新生児死亡率（出生千対）の推移

資料：厚生労働省「人口動態統計」
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④ 喫煙の状況 

本県における成人の喫煙状況をみると、男性は平

成 13 年に全国 6 位であったが、平成 16 年からは 1

位となっており、女性は平成 13 年に全国 12 位であ

ったが、平成 22 年は 2位と、いずれも高い喫煙率と

なっている。（表７、表８） 

順位

1 北海道 53.5 青　森 50.9 青　森 45.3 青　森 38.6

2 栃　木 52.5 北海道 49.9 北海道 43.9 秋　田 37.4

3 茨　城 51.9 福　岡 48.2 福　島 42.8 福　島 36.2

4 埼　玉 51.4 佐　賀 48.0 栃　木 42.4 栃　木 35.7

5 宮　城 51.0 秋　田 47.6 石　川 42.4 富　山 35.6

6 青　森 50.8 福　島 47.5 宮　城 42.3 岩　手 35.4

： ： ： ： ： ： ： ： ：

43 大　分 45.4 高　知 42.0 沖　縄 37.4 鳥　取 30.2

44 鹿児島 43.8 京　都 41.9 東　京 36.7 京　都 29.9

45 沖　縄 43.5 徳　島 41.6 京　都 36.6 福　井 29.9

46 京　都 37.5 沖　縄 40.8 島　根 35.8 奈　良 29.7

47 石　川 35.7 奈　良 40.6 奈　良 34.9 島　根 29.3

「国民生活基礎調査による都道府県別喫煙率データ」

19 22年

表７　成人男性の喫煙率の状況（単位：％）

　　　　資料：国立がん研究センターがん対策情報センター

H13 16

 

順位

1 北海道 24.3 北海道 22.2 北海道 20.6 北海道 16.2

2 石　川 18.8 東　京 16.0 東　京 14.9 青　森 12.7

3 東　京 17.4 神奈川 15.7 青　森 14.7 大　阪 12.3

4 埼　玉 17.0 埼　玉 15.5 神奈川 14.7 神奈川 11.9

5 京　都 16.4 青　森 15.4 埼　玉 14.4 埼　玉 11.8

： ： ： ： ： ： ： ： ：

12 青　森 14.1 ： ： ： ： ： ：

： ： ： ： ： ： ： ： ：

43 香　川 9.5 奈　良 9.3 長　野 8.7 富　山 7.5

44 愛　媛 9.4 徳　島 9.2 鳥　取 8.2 鹿児島 6.8

45 鹿児島 8.5 鹿児島 7.8 福　井 8.1 鳥　取 6.6

46 鳥　取 8.4 島　根 7.7 鹿児島 7.9 福　井 6.2

47 島　根 6.8 鳥　取 6.6 島　根 7.0 島　根 5.4

　　　　資料：国立がん研究センターがん対策情報センター

「国民生活基礎調査による都道府県別喫煙率データ」

H13 16 19

表８　成人女性の喫煙率の状況（単位：％）

22年

 

 

⑤ 子どもの発育状態 

本県の子どもたち（幼児、児童、生徒）の発育状

態を年齢別にみると、男子の身長、体重ともに全年

齢で全国を上回っている。（図９・図 10） 
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資料：県企画政策部「平成23年度学校保健統計調査速報（青森県分）」
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女子の身長、体重も全年齢で全国を上回っている。 

（図 11・図 12） 
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２ 安全・安心、健康分野 

(1) 保健・医療 

人数 人口10万対 人数 人口10万対 人数 人口10万対 人数 人口10万対 人数 人口10万対 人数 人口10万対

青　　森 2,636 191.9 781 56.9 2,012  146.5 11,354 826.7 6,102 444.3 571 41.6

全　　国 295,049 230.4 101,576 79.3 276,517  215.9 953,922 744.9 366,951 286.6 45,028 35.2

保健師医師
区分

歯科医師 薬剤師 看護師 准看護師

 

資料：厚生労働省「平成 22 年医師・歯科医師・薬剤師調査」「平成 22 年衛生行政報告例」 

 

① 出生数と死亡数 

本県の出生数は、昭和 50 年代には 2万人を超えて

いたが、平成 22 年には 9,711 人と 1万人を割るまで

に減少している。 

一方死亡数は、昭和 50～60 年代には 1万人前後で

推移していたが、平成 11年には出生数を超え、平成

22 年には 16,030 人となっている。（図１） 
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(人） 図１ 青森県の出生数と死亡数の推移

資料：厚生労働省「人口動態統計」
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② 主要死因別死亡者数・率 

平成 22 年の主要死因別死亡者数をみると、悪性新

生物（がん）、心疾患、脳血管疾患による死亡者が、

総数の 6割近くを占めている。また、人口 10 万人当

たりの死亡率を全国と比較してみると、どの疾患も

全国を上回っている。（表２） 

死亡者数 死亡率 死亡者数 死亡率

死亡者総数 16,030 1,170.4 1,197,012  947.1

　悪性新生物(がん) 4,784 349.3 353,499  279.7

　心疾患 2,634 192.3 189,360  149.8

　脳血管疾患 1,883 137.5 123,461  97.7

　肺炎 1,631 119.1 118,888  94.1

　老衰 608 44.4 45,342  35.9

　自殺 403 29.4 29,554  23.4

　不慮の事故 552 40.3 40,732  32.2

表２　主要死因別死亡者数・率（人口10万対）

青森県(平成22年) 全国(平成22年)

資料：厚生労働省「平成22年人口動態統計」  

 

死亡率（人口 10 万対）の推移をみると、悪性新生

物（がん）、心疾患、肺炎に増加傾向がみられ、脳血

管疾患は近年横ばい傾向がみられる。（図３） 
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図３ 主要死因別の死亡率の推移

資料：厚生労働省「人口動態統計」
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本県の自殺による死亡率は平成 15 年をピークに

減少し、平成 19 年以降再び増加傾向となったが、平

成 22 年は大幅に減少し、全国との開きが縮小した。

（図４） 
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資料：厚生労働省「人口動態統計」
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自殺の原因・動機は、健康問題、経済生活問題、

家庭問題の占める割合が大きい。（図５） 

健康問題, 147

経済生活問題, 
129

家庭問題, 
59勤務問題, 30

男女問題, 14

学校問題, 4

その他, 7

不詳, 184

図５ 原因・動機別自殺者数（平成22年中）

資料：県警察本部

(単位：人）

※平成22年中の本県における自殺者総数は448名であるが、本グラフの総数が

574人と一致しないのは、複数の原因・動機に該当する事案があるためである。
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③ 乳児・新生児死亡率（出生千対）の推移 

平成 22 年の乳児死亡率（生後 1 年未満の死亡率、

出生千対）は、前年を 1.3 ポイント下回って 2.2 と

なり、全国値を 0.1 ポイント下回った。新生児死亡

率（生後 4 週間未満の死亡率、出生千対）も、前年

を 0.6 ポイント下回って 1.2 となったが、全国値を

0.1 ポイント上回った。（図６） 
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図６ 乳児・新生児死亡率（出生千対）の推移

資料：厚生労働省「人口動態統計」

乳児死亡率（青森県）

乳児死亡率（全国）

新生児死亡率（全国）新生児死亡率（青森県）

 

 

④ 喫煙の状況 

本県における成人の喫煙状況をみると、男性は平

成 13 年に全国 6 位であったが、平成 16 年からは 1

位となっており、女性は平成 13 年に全国 12 位であ

ったが、平成 22 年は 2位と、いずれも高い喫煙率と

なっている。（表７、表８） 

順位

1 北海道 53.5 青　森 50.9 青　森 45.3 青　森 38.6

2 栃　木 52.5 北海道 49.9 北海道 43.9 秋　田 37.4

3 茨　城 51.9 福　岡 48.2 福　島 42.8 福　島 36.2

4 埼　玉 51.4 佐　賀 48.0 栃　木 42.4 栃　木 35.7

5 宮　城 51.0 秋　田 47.6 石　川 42.4 富　山 35.6

6 青　森 50.8 福　島 47.5 宮　城 42.3 岩　手 35.4

： ： ： ： ： ： ： ： ：

43 大　分 45.4 高　知 42.0 沖　縄 37.4 鳥　取 30.2

44 鹿児島 43.8 京　都 41.9 東　京 36.7 京　都 29.9

45 沖　縄 43.5 徳　島 41.6 京　都 36.6 福　井 29.9

46 京　都 37.5 沖　縄 40.8 島　根 35.8 奈　良 29.7

47 石　川 35.7 奈　良 40.6 奈　良 34.9 島　根 29.3

「国民生活基礎調査による都道府県別喫煙率データ」

19 22年

表７　成人男性の喫煙率の状況（単位：％）

　　　　資料：国立がん研究センターがん対策情報センター

H13 16

 

順位

1 北海道 24.3 北海道 22.2 北海道 20.6 北海道 16.2

2 石　川 18.8 東　京 16.0 東　京 14.9 青　森 12.7

3 東　京 17.4 神奈川 15.7 青　森 14.7 大　阪 12.3

4 埼　玉 17.0 埼　玉 15.5 神奈川 14.7 神奈川 11.9

5 京　都 16.4 青　森 15.4 埼　玉 14.4 埼　玉 11.8

： ： ： ： ： ： ： ： ：

12 青　森 14.1 ： ： ： ： ： ：

： ： ： ： ： ： ： ： ：

43 香　川 9.5 奈　良 9.3 長　野 8.7 富　山 7.5

44 愛　媛 9.4 徳　島 9.2 鳥　取 8.2 鹿児島 6.8

45 鹿児島 8.5 鹿児島 7.8 福　井 8.1 鳥　取 6.6

46 鳥　取 8.4 島　根 7.7 鹿児島 7.9 福　井 6.2

47 島　根 6.8 鳥　取 6.6 島　根 7.0 島　根 5.4

　　　　資料：国立がん研究センターがん対策情報センター

「国民生活基礎調査による都道府県別喫煙率データ」

H13 16 19

表８　成人女性の喫煙率の状況（単位：％）

22年

 

 

⑤ 子どもの発育状態 

本県の子どもたち（幼児、児童、生徒）の発育状

態を年齢別にみると、男子の身長、体重ともに全年

齢で全国を上回っている。（図９・図 10） 
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図９ 子どもの発育状態（男子身長）
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資料：県企画政策部「平成23年度学校保健統計調査速報（青森県分）」
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資料：県企画政策部「平成23年度学校保健統計調査速報（青森県分）」  

女子の身長、体重も全年齢で全国を上回っている。 

（図 11・図 12） 
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資料：県企画政策部「平成23年度学校保健統計調査速報（青森県分）」
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地区別に肥満傾向児の出現率をみると、全地区の

全ての年齢において、全国値を上回っている。 

11 歳以下では、特に下北地区及び西北地区の出現

率が他の地区を大きく上回っている。（図 13） 
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図13 肥満傾向児出現率地区別比較（男女）
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資料：県教育庁「平成23年度児童生徒の健康・体力」  

※肥満度【(実測体重－身長別標準体重）/身長別標準体重× 

100％】が 20％以上の者を肥満傾向児としている。 

 

「裸眼視力 1.0 未満の者」は、小学校段階から加

齢とともに増加し、15 歳がピークとなっている。 

また、本県の「裸眼視力 1.0 未満の者」は、全国

平均値と比較して、小学校で 11.2 ポイント、中学校

で 6.0 ポイント高くなっているのに対して、高等学

校では 0.5 ポイント低くなっている。 

なお、高等学校における裸眼視力 0.3 未満の者(眼

鏡を必要とする者)は、近年 30％前後で推移してお

り、今年度調査では 30.1％となっている。（図 14） 
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資料：県教育庁「平成23年度児童生徒の健康・体力」  
児童生徒のぜん息罹患の割合をみると、全国と比

較して、小学校は 3.0 ポイント、中学校は 1.8 ポイ

ント、高等学校は 1.1 ポイント低く、全国の半分以

下の割合となっている。（図 15） 
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図15 疾病罹患等の状況（ぜん息）

資料：県教育庁「平成23年度児童生徒の健康・体力」  

⑥ 医療関係施設数等の全国比較 

平成22年 10月 1日現在の本県の病院数は人口10

万対では 7.6 施設（全国 6.8）、一般診療所数は 67.9

（全国 78）であり、病院数は全国を上回っている。

（図 16） 
※病院とは病床数が 20 床以上の医療機関のことをいい、一般 

診療所とは入院施設を有しないか、又は、病床数が 19 床以 

下の医療機関をいう。 
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図16 医療施設の状況(人口10万対施設数）

資料：厚生労働省「平成22年医療施設調査」

青森県 全国

平成22年10月1日現在

青森県 全国

（施設）

 

人口 10 万人対病床数は、病院が 1,346.6 床（全国

1,244.3 床）、一般診療所が 272.6 床(全国 106.9 床)

であり、いずれも全国を上回っている。（図 17） 
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図17 医療施設の状況 （人口10万対病床数）
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資料：厚生労働省「平成22年医療施設調査」

平成22年10月1日現在
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⑦ 医療関係従事者等の全国比較 

医療関係従事者等の人口 10 万対の値について、全

国を 100 とした水準で表すと、医師及び薬剤師につ

いては平成 20 年の調査よりも上がっているものの、

医師 83.3、歯科医師 71.8、薬剤師 67.9 と、いずれ

も全国を下回っている。 

一方、看護師は 111.0、准看護師は 155.0、保健師

は 118.2 となっており、いずれも全国を上回ってい

る。（図 18） 
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図18 医療関係従事者等人口10万対の水準

青森 全国

資料：厚生労働省「平成22年医師・歯科医師・薬剤師調査」「平成22年衛生行政報告例」

（全国を100とした水準）
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⑧ 医師・歯科医師の地域分布 

医師の地域別の分布（人口 10 万人対）については、

津軽地域が 302.9 で最も多く、全国平均（230.4）を

大きく上回っている。次いで青森地域の 195.7、八

戸地域の 173.8 となっており、西北地域（109.2）、

上十三地域（120.3）、下北地域（142.1）との地域差

がみられる。歯科医師については、津軽地域の 67.5

が最も多く、次いで青森地域の 59.6、八戸地域の

56.3 となっている。（図 19） 
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図19 医師・歯科医師数（人口10万対）

資料：県健康福祉部

平成22年12月31日現在

医師数

歯科医師数

※地域は広域行政圏により区分  

 

⑨ 医療施設従事医師数の推移 

医師のうち、医療施設に従事している医師数の推

移をみると、近年は微増であり、平成 22 年末現在で

2,505 人となっている。（図 20） 
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図20 青森県医療施設従事医師数の推移

資料：厚生労働省「平成22年医師・歯科医師・薬剤師調査」
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人口 10 万対でみると、医療施設従事医師数は、

年々増加傾向にあるが、平成 22 年は本県 182.4、全

国 219.0 と、全国値を下回って推移している状況に

ある。（図 21） 
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図21 医療施設従事医師数(人口10万対）の推移
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資料：厚生労働省「平成22年医師・歯科医師・薬剤師調査」
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⑩ 本県における医師臨床研修の状況 

平成 23 年度から本県で医師臨床研修を受ける研

修医数は 70 名であり、平成 16 年度に臨床研修が義

務化されて以来、過去最高となった。（図 22） 
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⑪ 県内高校生の医学部医学科の合格状況の推移 

県内高校生の医学部医学科への合格状況（現役）

は、平成 20 年からは 40 人を超えるようになり、平

成 23 年 3月は 45 人となっている。 

このうち、34名が弘前大学医学部医学科に合格し

ている。（図 23） 
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図23 県内高校からの医学部医学科合格状況の推移

現役合格者数 うち弘前大学合格者数 弘前大学の割合
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資料：県教育庁  

⑫ ドクターヘリ運航状況 

平成21年3月より開始したドクターヘリの運航実

績は、平成 22年 4 月 1日から平成 23年 3 月 31 日ま

での 1年間で、出動要請が 394 件あり、うち 352 件

の出動となった。（表 24） 

394 件

42 件

352 件

患者接触 333 件

要請元キャンセル 14 件

途中帰投 5 件

表24　ドクターヘリ運航実績

資料：県健康福祉部

内

訳

出動要請

不出動

出　 動

（平成22.4.1～平成23.3.31）

 

※「不出動」の理由：天候不良、日没間際等運用時間外の要請、

重複要請 

※「途中帰投」の理由：天候不良 

－ 44 － － 45 －
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地区別に肥満傾向児の出現率をみると、全地区の

全ての年齢において、全国値を上回っている。 

11 歳以下では、特に下北地区及び西北地区の出現

率が他の地区を大きく上回っている。（図 13） 
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図13 肥満傾向児出現率地区別比較（男女）
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資料：県教育庁「平成23年度児童生徒の健康・体力」  

※肥満度【(実測体重－身長別標準体重）/身長別標準体重× 

100％】が 20％以上の者を肥満傾向児としている。 

 

「裸眼視力 1.0 未満の者」は、小学校段階から加

齢とともに増加し、15 歳がピークとなっている。 

また、本県の「裸眼視力 1.0 未満の者」は、全国

平均値と比較して、小学校で 11.2 ポイント、中学校

で 6.0 ポイント高くなっているのに対して、高等学

校では 0.5 ポイント低くなっている。 

なお、高等学校における裸眼視力 0.3 未満の者(眼

鏡を必要とする者)は、近年 30％前後で推移してお

り、今年度調査では 30.1％となっている。（図 14） 
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図14 裸眼視力1.0未満者の割合
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資料：県教育庁「平成23年度児童生徒の健康・体力」  
児童生徒のぜん息罹患の割合をみると、全国と比

較して、小学校は 3.0 ポイント、中学校は 1.8 ポイ

ント、高等学校は 1.1 ポイント低く、全国の半分以

下の割合となっている。（図 15） 
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図15 疾病罹患等の状況（ぜん息）

資料：県教育庁「平成23年度児童生徒の健康・体力」  

⑥ 医療関係施設数等の全国比較 

平成22年 10月 1日現在の本県の病院数は人口10

万対では 7.6 施設（全国 6.8）、一般診療所数は 67.9

（全国 78）であり、病院数は全国を上回っている。

（図 16） 
※病院とは病床数が 20 床以上の医療機関のことをいい、一般 

診療所とは入院施設を有しないか、又は、病床数が 19 床以 

下の医療機関をいう。 
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図16 医療施設の状況(人口10万対施設数）

資料：厚生労働省「平成22年医療施設調査」

青森県 全国

平成22年10月1日現在

青森県 全国

（施設）

 

人口 10 万人対病床数は、病院が 1,346.6 床（全国

1,244.3 床）、一般診療所が 272.6 床(全国 106.9 床)

であり、いずれも全国を上回っている。（図 17） 
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図17 医療施設の状況 （人口10万対病床数）
（床）
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資料：厚生労働省「平成22年医療施設調査」

平成22年10月1日現在

青森県 全国

 

 

⑦ 医療関係従事者等の全国比較 

医療関係従事者等の人口 10 万対の値について、全

国を 100 とした水準で表すと、医師及び薬剤師につ

いては平成 20 年の調査よりも上がっているものの、

医師 83.3、歯科医師 71.8、薬剤師 67.9 と、いずれ

も全国を下回っている。 

一方、看護師は 111.0、准看護師は 155.0、保健師

は 118.2 となっており、いずれも全国を上回ってい

る。（図 18） 
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図18 医療関係従事者等人口10万対の水準
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資料：厚生労働省「平成22年医師・歯科医師・薬剤師調査」「平成22年衛生行政報告例」

（全国を100とした水準）
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⑧ 医師・歯科医師の地域分布 

医師の地域別の分布（人口 10 万人対）については、

津軽地域が 302.9 で最も多く、全国平均（230.4）を

大きく上回っている。次いで青森地域の 195.7、八

戸地域の 173.8 となっており、西北地域（109.2）、

上十三地域（120.3）、下北地域（142.1）との地域差

がみられる。歯科医師については、津軽地域の 67.5

が最も多く、次いで青森地域の 59.6、八戸地域の

56.3 となっている。（図 19） 
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図19 医師・歯科医師数（人口10万対）

資料：県健康福祉部

平成22年12月31日現在

医師数

歯科医師数

※地域は広域行政圏により区分  

 

⑨ 医療施設従事医師数の推移 

医師のうち、医療施設に従事している医師数の推

移をみると、近年は微増であり、平成 22 年末現在で

2,505 人となっている。（図 20） 
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図20 青森県医療施設従事医師数の推移

資料：厚生労働省「平成22年医師・歯科医師・薬剤師調査」

（人）

 

人口 10 万対でみると、医療施設従事医師数は、

年々増加傾向にあるが、平成 22 年は本県 182.4、全

国 219.0 と、全国値を下回って推移している状況に

ある。（図 21） 
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図21 医療施設従事医師数(人口10万対）の推移
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資料：厚生労働省「平成22年医師・歯科医師・薬剤師調査」

（人／10万対）
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⑩ 本県における医師臨床研修の状況 

平成 23 年度から本県で医師臨床研修を受ける研

修医数は 70 名であり、平成 16 年度に臨床研修が義

務化されて以来、過去最高となった。（図 22） 
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図22 青森県の臨床研修医数の推移
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⑪ 県内高校生の医学部医学科の合格状況の推移 

県内高校生の医学部医学科への合格状況（現役）

は、平成 20 年からは 40 人を超えるようになり、平

成 23 年 3月は 45 人となっている。 

このうち、34名が弘前大学医学部医学科に合格し

ている。（図 23） 
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図23 県内高校からの医学部医学科合格状況の推移
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資料：県教育庁  

⑫ ドクターヘリ運航状況 

平成21年3月より開始したドクターヘリの運航実

績は、平成 22年 4 月 1日から平成 23年 3 月 31 日ま

での 1年間で、出動要請が 394 件あり、うち 352 件

の出動となった。（表 24） 

394 件

42 件

352 件

患者接触 333 件

要請元キャンセル 14 件

途中帰投 5 件

表24　ドクターヘリ運航実績

資料：県健康福祉部

内

訳

出動要請

不出動

出　 動

（平成22.4.1～平成23.3.31）

 

※「不出動」の理由：天候不良、日没間際等運用時間外の要請、

重複要請 

※「途中帰投」の理由：天候不良 

－ 44 － － 45 －
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(2) 福 祉 
                                青森県     全 国 

要介護（要支援）認定者数(平成 23 年 3月末 暫定値※)       67,116 人  5,059,290 人 

第 1号被保険者に占める要介護認定者の割合(平成 23 年 3月末)     18.4 ％      16.9 ％ 

65 歳以上人口の割合(平成 22 年 10 月 1 日現在)            25.8 ％     23.0 ％ 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告書」、総務省「平成 22 年国勢調査」 

 

① 健康福祉関係施設 

平成 23 年 4 月における本県の健康福祉関係施設は、児童福祉施設が 616 施設（定員 3 万 3,227 人）、障害

者自立支援法関連施設（旧身体障害者更生援護施設・旧知的障害者援護施設）が 47 施設（定員 1,950 人）、

老人福祉施設が 1,250 施設（定員 16,767 人）など、合計 2,591 施設（定員 6万 6,559 人）となっている。 

（表１） 

施設数 施設数

保 育 所 469 精神障害者生活訓練施設（援護寮） 4

児 童 館 106 精神障害者授産施設（通所） 2

児 童 養 護 施 設 6 精神障害者授産施設（入所） 1

知 的 障 害 児 施 設 7 精 神 障 害 者 福 祉 ホ ー ム 3

知 的 障 害 児 通 園 施 設 3 計 10

児 童 自 立 支 援 施 設 1

母 子 生 活 支 援 施 設 3

92 相 談 支 援 58

通 80 児 童 デ イ サ ー ビ ス 38

進 行 性 筋 萎 縮 症 児 施 設 等 1 施 設 入 所 支 援 30

重 症 心 身 障 害 児 施 設 等 5 療 養 介 護 1

30 計 291

通 15

乳 児 院 3

児 童 家 庭 支 援 セ ン タ ー 1 7

助 産 施 設 8 3

計 616 養 護 老 人 ホ ー ム 10

50 特 別 養 護 老 人 ホ ー ム 99

通 10 軽 費 老 人 ホ ー ム （ Ａ 型 ） 2

214 軽費老人ホーム（ケアハウス） 25

通 10 有 料 老 人 ホ ー ム 166

40 老 人 短 期 入 所 施 設 12

通 19 デ イ サ ー ビ ス セ ン タ ー 355

身 体 障 害 者 通 所 授 産 施 設 1 老人（在宅）介護支援センター 149

計 8 生活支援ハウス（高齢者生活福祉センター） 20

身 体 障 害 者 福 祉 セ ン タ ー 4 認知症高齢者グループホーム 311

障 害 者 更 生 セ ン タ ー 1 老 人 福 祉 セ ン タ ー 51

視聴覚障害者情報提供施設 2 老 人 憩 い の 家 50

計 7 計 1,250

17 58

通 40 60

知的障害者更生施設（通所） 4 6

100 37

通 15 97

知的障害者授産施設（通所） 15 2,591

知的障害児（者）親子指導施設 1

計 39

80

資料：県健康福祉部「青森県健康福祉関係施設名簿（平成23年4月1日現在） 」

訪 問 看 護 ス テ ー シ ョ ン －

合　　　　　計 66,559

市 町 村 保 健 セ ン タ ー －

地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー

－

表１　健康福祉関係施設

施設の種類 定　員 施設の種類 定　員

5,204

精神障害者

社会復帰施

設

－

232

－

80

16,767

700

387

110

5

1

－

－
老人福祉

施設

31,591

80

生活介護、自立訓練、就労移行

支 援 、 就 労 継 続 支 援 等
164 5,338

障害者共同生活援助・共同生活介護事業

( グ ル ー プ ホ ー ム ・ ケ ア ホ ー ム ）

60

209

39

30

95

80

地 域 福 祉 セ ン タ ー

介 護 老 人 保 健 施 設

※１　障害福祉サービス事業の施設数には東京都委託

　　施設を含む。

生 活 保 護 施 設 400

675

5,414

－

身 体 障 害 者 授 産 施 設

95

4,805

身 体 障 害 者 療 護 施 設

952

80

4,444

福 祉 ホ ー ム （ 地 域 生 活 支 援 事 業 ）－

17

33,227

1

44

308

50

63

102 1,173

肢 体 不 自 由 児 施 設 2

情 緒 障 害 児 短 期 治 療 施 設

障害福祉

サービス

事業

－

7,454

405

1,631

身 体 障 害 者 更 生 施 設 1

20

363

児童福祉

施設

障害者自立

支援法関連

施設

（旧身体障

害者更生援

護施設）

－

110

397

350

身体障害者

福祉法関連

施設

20

知的障害者更生施設（入所）

2知的障害者授産施設（入所）

365

障害者自立

支援法関連

施設

（旧知的障

害者援護施

設）

－

1,587

－

(※１)

 

 

※暫定値：厚生労働省発表の平成 23 年 3 月末現在の暫定的数値である。なお、本文中では H21 年度の確報値を記載して

いるため、値が一致しない。 

※通：通所の略。身体障害者福祉センターなどの社会福祉施設に養育・療育・介護・リハビリを目的に通うことの意。
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（単位：人）

要支援等 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計

青森県 14,146 11,950 13,693 9,666 8,512 9,149 67,116

（構成比） 100.0%

全国 1,331,019 906,460 895,930 697,385 637,319 591,177 5,059,290

（構成比） 100.0%

資料：厚生労働省「平成22年度介護保険事業状況報告（月報3月分）」

38.9% 61.1%

44.2% 55.8%

表３　要介護(要支援)の認定状況【第２号被保険者を含む】

 

② 介護保険制度の状況 

介護保険における要介護（要支援）認定状況をみると、平成22年度末で6万7,116人であり、介護保険制度

初年度である平成12年度末の約1.7倍に増えている。第1号被保険者に占める要介護（要支援）認定者の割合

は、22年度末で18.4％であり､全国平均（16.9％）と比べて高い。（図２） 

また、要介護度が中・重度（要介護2～5）の認定率は61.1％であり、全国平均より高くなっている。（表３） 
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資料：厚生労働省「平成21年度介護保険事業状況報告（年報）」

※平成22年度は月報3月分

第１号被保険者に占める割合（右目盛）
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計63,534 計65,089 計65,678 計67,116

 
 

③ 児童福祉の状況 

県内6ヶ所の児童相談所における相談件数は、平成22年度は4,001件と、前年度に比べ416件減少している。

平成22年度の相談内容をみると、知的障害相談（1,451件）と養護相談（1,130件）が多くなっており、養護

相談は近年増加傾向にある。（表４） 
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8年度 353 91 159 676 151 1,423 9 172 66 469 109 117 47 232 4,074

18年度 780 6 172 493 366 2,042 21 120 87 293 109 92 29 199 4,809

19年度 941 3 87 497 113 1,554 41 114 83 306 88 54 17 156 4,054

20年度 968 5 147 407 117 1,650 44 97 75 283 74 90 9 174 4,140

21年度 1,073 5 154 338 260 1,731 25 106 83 281 53 58 25 225 4,417

22年度 1,130 6 105 280 15 1,451 38 98 94 286 75 59 27 337 4,001

表４　児童相談所相談件数

資料：県健康福祉部「健康福祉行政の概要（平成23年4月）」  

養護相談のうち、児童虐待に関する相談対応件数

は年々増加しており、平成22年度は692件と、前年度

に比べ217件増加している。（図５） 
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④ 子育て応援の取組 

県では､平成19年度から「あおもり子育て応援わくわく店」事業を実施しており、店舗の協力を得て地域社

会全体で子育てを見守り、支え合う環境づくりを進めている。 

妊婦や18歳未満の子育て家庭を対象に料金割引や特典などのサービスを提供する「にこにこ店」は897店舗、

授乳室やプレールームの設置など子育て家庭などが出かけやすい環境などに配慮したサービスを提供する

「ほのぼの店」は498店舗登録されている。（いずれも平成22年度末現在）

－ 46 － － 47 －
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(2) 福 祉 
                                青森県     全 国 

要介護（要支援）認定者数(平成 23 年 3月末 暫定値※)       67,116 人  5,059,290 人 

第 1号被保険者に占める要介護認定者の割合(平成 23 年 3月末)     18.4 ％      16.9 ％ 

65 歳以上人口の割合(平成 22 年 10 月 1 日現在)            25.8 ％     23.0 ％ 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告書」、総務省「平成 22 年国勢調査」 

 

① 健康福祉関係施設 

平成 23 年 4 月における本県の健康福祉関係施設は、児童福祉施設が 616 施設（定員 3 万 3,227 人）、障害

者自立支援法関連施設（旧身体障害者更生援護施設・旧知的障害者援護施設）が 47 施設（定員 1,950 人）、

老人福祉施設が 1,250 施設（定員 16,767 人）など、合計 2,591 施設（定員 6万 6,559 人）となっている。 

（表１） 

施設数 施設数

保 育 所 469 精神障害者生活訓練施設（援護寮） 4

児 童 館 106 精神障害者授産施設（通所） 2

児 童 養 護 施 設 6 精神障害者授産施設（入所） 1

知 的 障 害 児 施 設 7 精 神 障 害 者 福 祉 ホ ー ム 3

知 的 障 害 児 通 園 施 設 3 計 10

児 童 自 立 支 援 施 設 1

母 子 生 活 支 援 施 設 3

92 相 談 支 援 58

通 80 児 童 デ イ サ ー ビ ス 38

進 行 性 筋 萎 縮 症 児 施 設 等 1 施 設 入 所 支 援 30

重 症 心 身 障 害 児 施 設 等 5 療 養 介 護 1

30 計 291

通 15

乳 児 院 3

児 童 家 庭 支 援 セ ン タ ー 1 7

助 産 施 設 8 3

計 616 養 護 老 人 ホ ー ム 10

50 特 別 養 護 老 人 ホ ー ム 99

通 10 軽 費 老 人 ホ ー ム （ Ａ 型 ） 2

214 軽費老人ホーム（ケアハウス） 25

通 10 有 料 老 人 ホ ー ム 166

40 老 人 短 期 入 所 施 設 12

通 19 デ イ サ ー ビ ス セ ン タ ー 355

身 体 障 害 者 通 所 授 産 施 設 1 老人（在宅）介護支援センター 149

計 8 生活支援ハウス（高齢者生活福祉センター） 20

身 体 障 害 者 福 祉 セ ン タ ー 4 認知症高齢者グループホーム 311

障 害 者 更 生 セ ン タ ー 1 老 人 福 祉 セ ン タ ー 51

視聴覚障害者情報提供施設 2 老 人 憩 い の 家 50

計 7 計 1,250

17 58

通 40 60

知的障害者更生施設（通所） 4 6

100 37

通 15 97

知的障害者授産施設（通所） 15 2,591

知的障害児（者）親子指導施設 1

計 39

80

資料：県健康福祉部「青森県健康福祉関係施設名簿（平成23年4月1日現在） 」

訪 問 看 護 ス テ ー シ ョ ン －

合　　　　　計 66,559

市 町 村 保 健 セ ン タ ー －

地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー

－

表１　健康福祉関係施設

施設の種類 定　員 施設の種類 定　員

5,204

精神障害者

社会復帰施

設

－

232

－

80

16,767

700

387

110

5

1

－

－
老人福祉

施設

31,591

80

生活介護、自立訓練、就労移行

支 援 、 就 労 継 続 支 援 等
164 5,338

障害者共同生活援助・共同生活介護事業

( グ ル ー プ ホ ー ム ・ ケ ア ホ ー ム ）

60

209

39

30

95

80

地 域 福 祉 セ ン タ ー

介 護 老 人 保 健 施 設

※１　障害福祉サービス事業の施設数には東京都委託

　　施設を含む。

生 活 保 護 施 設 400

675

5,414

－

身 体 障 害 者 授 産 施 設

95

4,805

身 体 障 害 者 療 護 施 設

952

80

4,444

福 祉 ホ ー ム （ 地 域 生 活 支 援 事 業 ）－

17

33,227

1

44

308

50

63

102 1,173

肢 体 不 自 由 児 施 設 2

情 緒 障 害 児 短 期 治 療 施 設

障害福祉

サービス

事業

－

7,454

405

1,631

身 体 障 害 者 更 生 施 設 1

20

363

児童福祉

施設

障害者自立

支援法関連

施設

（旧身体障

害者更生援

護施設）

－

110

397

350

身体障害者

福祉法関連

施設

20

知的障害者更生施設（入所）

2知的障害者授産施設（入所）

365

障害者自立

支援法関連

施設

（旧知的障

害者援護施

設）

－

1,587

－

(※１)

 

 

※暫定値：厚生労働省発表の平成 23 年 3 月末現在の暫定的数値である。なお、本文中では H21 年度の確報値を記載して

いるため、値が一致しない。 

※通：通所の略。身体障害者福祉センターなどの社会福祉施設に養育・療育・介護・リハビリを目的に通うことの意。
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（単位：人）

要支援等 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計

青森県 14,146 11,950 13,693 9,666 8,512 9,149 67,116

（構成比） 100.0%

全国 1,331,019 906,460 895,930 697,385 637,319 591,177 5,059,290

（構成比） 100.0%

資料：厚生労働省「平成22年度介護保険事業状況報告（月報3月分）」

38.9% 61.1%

44.2% 55.8%

表３　要介護(要支援)の認定状況【第２号被保険者を含む】

 

② 介護保険制度の状況 

介護保険における要介護（要支援）認定状況をみると、平成22年度末で6万7,116人であり、介護保険制度

初年度である平成12年度末の約1.7倍に増えている。第1号被保険者に占める要介護（要支援）認定者の割合

は、22年度末で18.4％であり､全国平均（16.9％）と比べて高い。（図２） 

また、要介護度が中・重度（要介護2～5）の認定率は61.1％であり、全国平均より高くなっている。（表３） 
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資料：厚生労働省「平成21年度介護保険事業状況報告（年報）」

※平成22年度は月報3月分

第１号被保険者に占める割合（右目盛）

計40,096

計63,534 計65,089 計65,678 計67,116

 
 

③ 児童福祉の状況 

県内6ヶ所の児童相談所における相談件数は、平成22年度は4,001件と、前年度に比べ416件減少している。

平成22年度の相談内容をみると、知的障害相談（1,451件）と養護相談（1,130件）が多くなっており、養護

相談は近年増加傾向にある。（表４） 
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8年度 353 91 159 676 151 1,423 9 172 66 469 109 117 47 232 4,074

18年度 780 6 172 493 366 2,042 21 120 87 293 109 92 29 199 4,809

19年度 941 3 87 497 113 1,554 41 114 83 306 88 54 17 156 4,054

20年度 968 5 147 407 117 1,650 44 97 75 283 74 90 9 174 4,140

21年度 1,073 5 154 338 260 1,731 25 106 83 281 53 58 25 225 4,417

22年度 1,130 6 105 280 15 1,451 38 98 94 286 75 59 27 337 4,001

表４　児童相談所相談件数

資料：県健康福祉部「健康福祉行政の概要（平成23年4月）」  

養護相談のうち、児童虐待に関する相談対応件数

は年々増加しており、平成22年度は692件と、前年度

に比べ217件増加している。（図５） 
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図５ 児童虐待相談対応件数
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④ 子育て応援の取組 

県では､平成19年度から「あおもり子育て応援わくわく店」事業を実施しており、店舗の協力を得て地域社

会全体で子育てを見守り、支え合う環境づくりを進めている。 

妊婦や18歳未満の子育て家庭を対象に料金割引や特典などのサービスを提供する「にこにこ店」は897店舗、

授乳室やプレールームの設置など子育て家庭などが出かけやすい環境などに配慮したサービスを提供する

「ほのぼの店」は498店舗登録されている。（いずれも平成22年度末現在）

－ 46 － － 47 －
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⑤ 障害福祉の状況 

ア 身体障害者手帳の交付状況 

平成23年3月31日現在の身体障害者手帳所持者

（児）数は、6万340人である。なお、平成19年度と

平成20年度を比べると大幅に減少しているが、集計

方法を見直ししたためである。（図６） 
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資料：県健康福祉部「健康福祉行政の概要（平成23年4月）」

図６ 身体障害者手帳の所持状況

 

障害別の構成比をみると、肢体不自由が54.8％と

過半数を占め、次いで内部障害が29.2％となってい

る。（図７） 
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図７ 平成22年度身体障害者手帳所持者数（障害別）
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資料：県健康福祉部「健康福祉行政の概要（平成23年4月）」  

 

イ 愛護手帳（療育手帳）の交付状況 

平成23年3月31日現在の愛護手帳(療育手帳)所持

者数は1万1,073人で､増加傾向にある。児者別では知

的障害児が2,668人（24.1％）､知的障害者が8,405

人（75.9％）となっている。障害程度別では重度4,430

人（40.0％）､中軽度が6,643人（60.0％）となって

いる。（図８） 
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資料：県健康福祉部「健康福祉行政の概要（平成23年4月）」

図８ 愛護手帳の所持状況
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ウ 精神障害者保健福祉手帳の交付状況 

精神障害者保健福祉手帳の所持者数は8,546人で

あり、2級所持者が、増加傾向にある。（図９） 
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資料：県健康福祉部「健康福祉行政の概要（平成23年4月）」
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図９ 精神障害者保健福祉手帳の所持状況

 

 

⑥ 生活保護 

 平成 22 年度の本県の月平均被保護世帯数は 2万

1,508 世帯、被保護実人員は 2万 8,479 人、保護率

（人口千人に対する被保護実人員の割合、記号は‰

[パーミル]）は 20.75‰である。（表 10） 

昭和 55 年度以降の被保護世帯数及び被保護実人

員の推移をみると、昭和 59 年度をピークに昭和 60

年度から減少傾向が続いてきたが、被保護世帯数に

ついては平成 8年度以降増加傾向に転じており、被

保護実人員についても、平成 9年度以降は増加とな

っている。 

保護率は、昭和 60 年以降年々減少傾向が続いてい

たが、平成 10 年度から増加に転じており、平成 23

年１月では高い方から全国都道府県中７位、東北で

は 1位となっている。市部、郡部別にみると、昭和

50 年代は郡部が高かったが、昭和 61 年度からは逆

転して市部が高くなり、平成22年度は市部21.82‰、

郡部 17.22‰となっている。 

保護率

世帯数 指数 実人員 指数 ‰

平成18年度 17,908 100.0 24,122 100.0 16.93

平成19年度 18,427 102.9 24,546 101.8 17.39

平成20年度 18,972 105.9 25,087 104.0 17.96

平成21年度 20,125 112.4 26,572 110.2 19.20

平成22年度 21,508 120.1 28,479 118.1 20.75

区　分
被保護世帯 被保護人員

表10　被保護世帯数・実人員及び保護率の年度推移（月平均）

資料：県健康福祉部「健康福祉行政の概要（平成23年4月）」
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(3) 火災・救急 

   青森県 全 国 

出 火 件 数 （平成 22 年） 

火 災 損 害 額（平成 22 年） 

救急出場件数（平成 22 年） 

527

14 億 1,680

44,311

件 

万円 

件 

46,620 

1,017 億 6,217 

5,463,682 

件 

万円 

件 

資料：県防災消防課「防災消防の現況」、消防庁「消防白書」

 

① 火災発生件数 

平成 22 年の出火件数は 527 件で、前年に比べ 104

件の減少となった。内訳をみると建物火災が 380 件

で全体の 72.1％を占めている。 

火災の状況を 1 日当たりに換算すると、県内のい

ずれかの場所で何らかの火災が 1.4 件以上発生し、

約 388 万円の損害が生じており、建物については約

1.5 棟（73.6 ㎡）が焼失している計算になる。 

 また、火災による死者数は 40 人で、前年に比べ 6

人増加している。（表１） 

 

平成

18年
19年 20年 21年 22年

前年比

（％）

( 件 ) 619 661 664 631 527 83.5

建 物 ( 〃 ) 430 424 400 386 380 98.4

林 野 ( 〃 ) 32 41 49 37 20 54.1

車 両 ( 〃 ) 55 52 55 50 51 102.0

船 舶 ( 〃 ) 4 1 3 4 1 25.0

航 空 機 ( 〃 ) 0 0 0 0 0 0.0

そ の 他 ( 〃 ) 98 143 157 154 75 48.7

( 人 ) 31 37 29 34 40 117.6

( 〃 ) 111 109 115 119 115 96.6

( ㎡ ) 38,681 30,887 35,475 28,920 26,858 92.9

( a ) 721 1,674 4,596 1,309 419 32.0

( 棟 ) 710 628 576 572 560 97.9

(世帯) 428 359 334 322 346 107.5

( 人 ) 1,174 998 915 880 840 95.5

(億円) 23.8 16.5 26.6 13.0 14.2 109.2

表１　火災発生の推移

資料：県総務部「防災消防の現況」

り 災 人 員

損 害 額

り 災 世 帯 数

建物焼損面積

林野焼損面積

焼 損 棟 数

うち

区　　　　分

出 火 件 数

死 者

負 傷 者

 

② 火災による死者数の内訳 

 平成 22 年の火災による死者数のうち、65 歳以上

の高齢者が 18 人となっており、全体の 45.0％を占

めている。 

死亡に至った経過をみると、放火による者を除い

た死者数 32 人のうち、逃げ遅れが 17 人で 53.1％を

占めている。特に 65 歳以上の高齢者については、寝

たきり者も含めて逃げ遅れによるものが多い。 

また、放火による死者数が 8 人となっており、全

体の 20％を占めている。（表２） 

Ｅ＋Ｆ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

 0～ 5歳 3 3 3

 6～10歳 1 1 1

11～20歳 1 0 1

21～30歳 1 1 1

31～40歳 5 1 4 5

41～50歳 3 1 1 2

51～60歳 5 2 2 4 1 1

61～64歳 3 2 2 1

65～70歳 5 1 1 2 4 1

71～80歳 9 3 4 7 2

81歳～　 4 3 1 4 1

不　明 0 0

合　計 40 17 0 2 13 32 2 8

表２　年齢別・経過別の死者の状況(平成22年)

資料：県総務部「防災消防の現況」

Ａ～Ｄ

計
うち寝たき

り、身体不

自由者の死

者数

死者数

合　計

放　火

による

死者数
区　分

放火による者を除いた死者数

逃げ

遅れ

出火後

再突入

着衣

着火
その他

（単位：人）

 

③ 原因別出火件数 

平成 22 年の原因別の出火件数は多い順から「放火・放火の疑い」59 件（11.2％）、「こんろ」46 件（8.7％）、

「たばこ」45 件（8.5％）、「ストーブ」33 件（6.3％）、「たき火」24 件（4.6％）となっており、これらの原

因による出火件数を合わせると 207 件で全体の 39.3％を占めている。（図３） 

「放火・放火の疑い」が昨年より 13 件増加し、出火原因の第 1位となっている。また、｢たき火｣による出

火件数は大きく減少し、前年に比べ 42 件（63.6％）の減少となっている。（表４） 

放火・放火の疑

い 11.2%

こんろ 8.7%

たばこ 8.5%

ストーブ6.3%

たき火 4.6%

電灯・電話等の

配線4.2%

火入れ1.9%

マッチ･ライター
1.3%

その他 53.3%

図３ 原因別出火状況（平成22年）

資料:県総務部｢防災消防の現況」

出火件数

527件

(100%)

区　　　　分
平成

18年
19年 20年 21年 22年

前年比

（％）

合 計 619 661 664 631 527 83.5

た き 火 31 45 59 66 24 36.4

た ば こ 47 42 52 54 45 83.3

こ ん ろ 59 60 62 51 46 90.2

放火・ 放 火の 疑い 68 80 58 46 59 128.3

ス ト ー ブ 66 58 36 41 33 80.5

火 入 れ 18 21 32 24 10 41.7

マッチ ・ ライ ター 10 21 32 16 7 43.8

電灯・電話等の配線 17 25 18 16 22 137.5

そ の 他 303 309 315 317 281 88.6

表４　原因別出火件数の推移

資料：県総務部「防災消防の現況」

（単位：件）
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⑤ 障害福祉の状況 

ア 身体障害者手帳の交付状況 

平成23年3月31日現在の身体障害者手帳所持者

（児）数は、6万340人である。なお、平成19年度と

平成20年度を比べると大幅に減少しているが、集計

方法を見直ししたためである。（図６） 

60,219 
60,769 

58,239 
59,250 

60,340 

56,000 

58,000 

60,000 

62,000 

H18 19 20 21 22年度

(人)

資料：県健康福祉部「健康福祉行政の概要（平成23年4月）」

図６ 身体障害者手帳の所持状況

 

障害別の構成比をみると、肢体不自由が54.8％と

過半数を占め、次いで内部障害が29.2％となってい

る。（図７） 

3,971 

5,125 
534 

33,069 

17,641 

図７ 平成22年度身体障害者手帳所持者数（障害別）

視覚障害
聴覚・

平衡機

能障害 音声・言語

機能障害

肢体不自由

内部障害

（0.9%）
（29.2%）

（8.5%）

（6.6%）

（54.8%）

資料：県健康福祉部「健康福祉行政の概要（平成23年4月）」  

 

イ 愛護手帳（療育手帳）の交付状況 

平成23年3月31日現在の愛護手帳(療育手帳)所持

者数は1万1,073人で､増加傾向にある。児者別では知

的障害児が2,668人（24.1％）､知的障害者が8,405

人（75.9％）となっている。障害程度別では重度4,430

人（40.0％）､中軽度が6,643人（60.0％）となって

いる。（図８） 

4,847 4,906
5,090

4,682
4,430

5,100
5,356

5,566

6,207

6,643

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500

7,000

H18 19 20 21 22年度

（人）

資料：県健康福祉部「健康福祉行政の概要（平成23年4月）」

図８ 愛護手帳の所持状況

重度

中軽度

 

 

ウ 精神障害者保健福祉手帳の交付状況 

精神障害者保健福祉手帳の所持者数は8,546人で

あり、2級所持者が、増加傾向にある。（図９） 

3,218 3,142 3,274
3,535 3,5343,517 3,610

3,906
4,192 4,236

806 745 756 761 776

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H18 19 20 21 22年度

（人）

資料：県健康福祉部「健康福祉行政の概要（平成23年4月）」

１級

２級

３級

図９ 精神障害者保健福祉手帳の所持状況

 

 

⑥ 生活保護 

 平成 22 年度の本県の月平均被保護世帯数は 2万

1,508 世帯、被保護実人員は 2万 8,479 人、保護率

（人口千人に対する被保護実人員の割合、記号は‰

[パーミル]）は 20.75‰である。（表 10） 

昭和 55 年度以降の被保護世帯数及び被保護実人

員の推移をみると、昭和 59 年度をピークに昭和 60

年度から減少傾向が続いてきたが、被保護世帯数に

ついては平成 8年度以降増加傾向に転じており、被

保護実人員についても、平成 9年度以降は増加とな

っている。 

保護率は、昭和 60 年以降年々減少傾向が続いてい

たが、平成 10 年度から増加に転じており、平成 23

年１月では高い方から全国都道府県中７位、東北で

は 1位となっている。市部、郡部別にみると、昭和

50 年代は郡部が高かったが、昭和 61 年度からは逆

転して市部が高くなり、平成22年度は市部21.82‰、

郡部 17.22‰となっている。 

保護率

世帯数 指数 実人員 指数 ‰

平成18年度 17,908 100.0 24,122 100.0 16.93

平成19年度 18,427 102.9 24,546 101.8 17.39

平成20年度 18,972 105.9 25,087 104.0 17.96

平成21年度 20,125 112.4 26,572 110.2 19.20

平成22年度 21,508 120.1 28,479 118.1 20.75

区　分
被保護世帯 被保護人員

表10　被保護世帯数・実人員及び保護率の年度推移（月平均）

資料：県健康福祉部「健康福祉行政の概要（平成23年4月）」
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(3) 火災・救急 

   青森県 全 国 

出 火 件 数 （平成 22 年） 

火 災 損 害 額（平成 22 年） 

救急出場件数（平成 22 年） 

527

14 億 1,680

44,311

件 

万円 

件 

46,620 

1,017 億 6,217 

5,463,682 

件 

万円 

件 

資料：県防災消防課「防災消防の現況」、消防庁「消防白書」

 

① 火災発生件数 

平成 22 年の出火件数は 527 件で、前年に比べ 104

件の減少となった。内訳をみると建物火災が 380 件

で全体の 72.1％を占めている。 

火災の状況を 1 日当たりに換算すると、県内のい

ずれかの場所で何らかの火災が 1.4 件以上発生し、

約 388 万円の損害が生じており、建物については約

1.5 棟（73.6 ㎡）が焼失している計算になる。 

 また、火災による死者数は 40 人で、前年に比べ 6

人増加している。（表１） 

 

平成

18年
19年 20年 21年 22年

前年比

（％）

( 件 ) 619 661 664 631 527 83.5

建 物 ( 〃 ) 430 424 400 386 380 98.4

林 野 ( 〃 ) 32 41 49 37 20 54.1

車 両 ( 〃 ) 55 52 55 50 51 102.0

船 舶 ( 〃 ) 4 1 3 4 1 25.0

航 空 機 ( 〃 ) 0 0 0 0 0 0.0

そ の 他 ( 〃 ) 98 143 157 154 75 48.7

( 人 ) 31 37 29 34 40 117.6

( 〃 ) 111 109 115 119 115 96.6

( ㎡ ) 38,681 30,887 35,475 28,920 26,858 92.9

( a ) 721 1,674 4,596 1,309 419 32.0

( 棟 ) 710 628 576 572 560 97.9

(世帯) 428 359 334 322 346 107.5

( 人 ) 1,174 998 915 880 840 95.5

(億円) 23.8 16.5 26.6 13.0 14.2 109.2

表１　火災発生の推移

資料：県総務部「防災消防の現況」

り 災 人 員

損 害 額

り 災 世 帯 数

建物焼損面積

林野焼損面積

焼 損 棟 数

うち

区　　　　分

出 火 件 数

死 者

負 傷 者

 

② 火災による死者数の内訳 

 平成 22 年の火災による死者数のうち、65 歳以上

の高齢者が 18 人となっており、全体の 45.0％を占

めている。 

死亡に至った経過をみると、放火による者を除い

た死者数 32 人のうち、逃げ遅れが 17 人で 53.1％を

占めている。特に 65 歳以上の高齢者については、寝

たきり者も含めて逃げ遅れによるものが多い。 

また、放火による死者数が 8 人となっており、全

体の 20％を占めている。（表２） 

Ｅ＋Ｆ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

 0～ 5歳 3 3 3

 6～10歳 1 1 1

11～20歳 1 0 1

21～30歳 1 1 1

31～40歳 5 1 4 5

41～50歳 3 1 1 2

51～60歳 5 2 2 4 1 1

61～64歳 3 2 2 1

65～70歳 5 1 1 2 4 1

71～80歳 9 3 4 7 2

81歳～　 4 3 1 4 1

不　明 0 0

合　計 40 17 0 2 13 32 2 8

表２　年齢別・経過別の死者の状況(平成22年)

資料：県総務部「防災消防の現況」

Ａ～Ｄ

計
うち寝たき

り、身体不

自由者の死

者数

死者数

合　計

放　火

による

死者数
区　分

放火による者を除いた死者数

逃げ

遅れ

出火後

再突入

着衣

着火
その他

（単位：人）

 

③ 原因別出火件数 

平成 22 年の原因別の出火件数は多い順から「放火・放火の疑い」59 件（11.2％）、「こんろ」46 件（8.7％）、

「たばこ」45 件（8.5％）、「ストーブ」33 件（6.3％）、「たき火」24 件（4.6％）となっており、これらの原

因による出火件数を合わせると 207 件で全体の 39.3％を占めている。（図３） 

「放火・放火の疑い」が昨年より 13 件増加し、出火原因の第 1位となっている。また、｢たき火｣による出

火件数は大きく減少し、前年に比べ 42 件（63.6％）の減少となっている。（表４） 

放火・放火の疑

い 11.2%

こんろ 8.7%

たばこ 8.5%

ストーブ6.3%

たき火 4.6%

電灯・電話等の

配線4.2%

火入れ1.9%

マッチ･ライター
1.3%

その他 53.3%

図３ 原因別出火状況（平成22年）

資料:県総務部｢防災消防の現況」

出火件数

527件

(100%)

区　　　　分
平成

18年
19年 20年 21年 22年

前年比

（％）

合 計 619 661 664 631 527 83.5

た き 火 31 45 59 66 24 36.4

た ば こ 47 42 52 54 45 83.3

こ ん ろ 59 60 62 51 46 90.2

放火・ 放 火の 疑い 68 80 58 46 59 128.3

ス ト ー ブ 66 58 36 41 33 80.5

火 入 れ 18 21 32 24 10 41.7

マッチ ・ ライ ター 10 21 32 16 7 43.8

電灯・電話等の配線 17 25 18 16 22 137.5

そ の 他 303 309 315 317 281 88.6

表４　原因別出火件数の推移

資料：県総務部「防災消防の現況」

（単位：件）
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④ 救急隊員数及び救急自動車数の推移 

平成23年4月1日現在の救急隊員数は1,317人で、

前年に比べ 12 人（0.9％）増加している。また、救

急救命士は 341 人で、前年に比べ 34 人（11.1％）の

増加となっている。 

救急自動車数は 110 台で前年と同数となっている

が、そのうち高規格救急自動車数は 77 台で、前年に

比べ 5 台増加し、救急自動車数に占める割合は

70.0％となっている。（表５） 

 

 

 

平成

19年
20年 21年 22年 23年

前年比

(％)

1,366 1,363 1,373 1,305 1,317 100.9

うち専任者数 336 342 357 339 359 105.9

うち救急救命士数 238 274 278 307 341 111.1

救急自動車数（台） 108 109 109 110 110 100.0

うち高規格救急自動車数 59 62 66 72 77 106.9

区　　　　分

救急隊員数（人）

表５　救急隊員数及び救急自動車数の推移

資料：県総務部「防災消防の現況」

 

⑤ 救急出動件数及び搬送人員の推移 

 平成 22 年の救急出動件数は 44,311 件で、前年に

比べ 2,618 件（6.3％）増加しており、平成 18 年以

降は 4万件を超える出動件数となっている。 

1 日当たりに換算すると、毎日 121 回以上救急自

動車が出動したことになる。 

内訳では、急病が最も多く 27,399 件で全体の約 6

割を占めており、次いで一般負傷 5,134 件、交通事

故 3,452 件となっている。 

搬送人員は 41,365 人で前年に比べ 2,598 人

（6.7％）増加した。 

内訳では、救急出動件数と同様に、急病 25,294

人、一般負傷 4,869 人、交通事故 3,681 人の順とな

っている。（表６） 

 

 

平成

18年
19年 20年 21年 22年

前年比

（％）

41,297 41,469 40,621 41,693 44,311 106.3

　急病 24,605 25,207 24,428 25,611 27,399 107.0

　一般負傷 4,729 4,535 4,673 4,652 5,134 110.4

　交通事故 3,741 3,719 3,460 3,354 3,452 102.9

　その他 8,222 8,008 8,060 8,076 8,326 103.1

38,792 38,811 37,788 38,767 41,365 106.7

　急病 22,780 23,292 22,549 23,541 25,294 107.4

　一般負傷 4,483 4,285 4,388 4,366 4,869 111.5

　交通事故 4,140 4,126 3,746 3,593 3,681 102.4

　その他 7,389 7,108 7,105 7,267 7,521 103.5

表６　救急出動件数及び搬送人員の推移

資料：県総務部「防災消防の現況」

区分

救急出場件数(件)

搬送人員(人)

 

 

⑥ 青森県防災ヘリコプター「しらかみ」 

平成 22 年度の防災ヘリコプター「しらかみ」の出

動件数は 235 件となっており、前年度に比べ 5 件

（2.2％）増加している。また、飛行時間は、276 時

間で、前年度に比べ 8時間（2.8％）の減少となって

いる。 

内訳は、出動件数では、緊急運航の 107 件が最多

となっており、飛行時間でも、緊急運航が 141 時間

と最長であり、全飛行時間の 50.9％を占めている。

（表７） 

平成

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

件数 119 79 78 95 107 112.6

時間 149 120 115 121 141 116.5

件数 3 4 6 6 10 166.7

時間 2 4 5 6 6 100.0

件数 87 80 79 81 71 87.7

時間 95 84 82 94 77 81.9

件数 21 25 20 27 20 74.1

時間 26 27 25 33 20 60.6

件数 21 14 15 15 14 93.3

時間 30 16 17 17 13 76.5

件数 12 19 8 6 13 216.7

時間 16 17 16 13 19 146.2

件数 263 221 206 230 235 102.2

時間 318 268 260 284 276 97.2

行政利用

※時間未満の四捨五入により、項目ごとの計と合計は一致しない。

表７　青森県防災ヘリコプター「しらかみ」出動状況

災害予防

自隊訓練

合同訓練

資料：県総務部「防災消防の現況」

合　　計

前年度

比(％)

緊急運航

その他

区　　分
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(4) 事件・事故 

 

刑法犯検挙率（平成 22 年） 

重要犯罪検挙率（平成 22 年） 

人口 10 万人当たりの交通事故死者数（平成 22 年） 

自動車(※) 1 万台当たりの交通事故件数（平成 22 年）

 

      青森県 

39.1％(前年より 1.3 ポイント減少) 

 68.5％(前年より 9.0 ポイント増加) 

  4.8 人(前年より 1.2 人増加) 

 59.1 件(前年より 1.7 件減少) 

  全国 

  31.4％ 

  62.8％ 

   3.7 人 

  91.7 件 

資料：警察庁「犯罪情勢」、県警察本部

 

① 刑法犯認知件数の推移 

 平成22年における刑法犯認知件数は9,943件で前

年より 44 件減少したものの、検挙率は 39.1％で前

年より 1.3 ポイント減少している。検挙率の全国平

均は 31.4％で、本県は 17 番目に位置している。 

（図１） 
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資料：警察庁「犯罪情勢」

図１ 刑法犯認知件数と検挙率の推移

刑法犯認知件数

検挙率

（％）

 

 平成 22 年の刑法犯認知件数を「凶悪犯（殺人、強

盗、放火、強姦）」、「粗暴犯（暴行、傷害、脅迫、恐

喝、凶器準備集合）」、「窃盗犯」、「知能犯（詐欺、横

領、偽造、汚職、背任等）」、「風俗犯（賭博、わいせ

つ）」、「その他の刑法犯（公務執行妨害、住居侵入、

逮捕・監禁等）」の区分でみると、「窃盗犯」が 7,137

件（71.8％）で最も多く、次いで「粗暴犯」の 587

件（5.9％）となっている。（表２） 

　　年

種別
H18 19 20 21 22年

92 60 59 58 47

（0.7%） （0.5%） （0.5%） （0.6%） （0.5%）

670 579 599 589 587

（5.1%） （4.9%） （5.4%） （5.9%） （5.9%）

9,113 8,444 7,741 7,211 7,137

（70.0%） （71.7%） （70.3%） （72.2%） （71.8%）

766 622 621 374 382

（5.9%） （5.3%） （5.6%） （3.7%） （3.8%）

89 131 137 110 132

（0.7%） （1.1%） （1.2%） （1.1%） （1.3%）

2,288 1,948 1,858 1,645 1,658

（17.6%） （16.5%） （17.0%） （16.5%） （16.7%）

計 13,018 11,784 11,015 9,987 9,943

資料：県警察本部

表２　刑法犯の包括罪種別認知件数の推移

風俗犯

その他

凶悪犯

粗暴犯

窃盗犯

知能犯

（単位：件）

 
② 重要犯罪の認知件数の推移 

平成 22 年の重要犯罪（殺人、強盗、放火、強姦、

略取誘拐・人身売買、強制わいせつ）の認知件数は

108 件と前年より 13 件増加している。検挙率は

68.5％と前年に比べて 8.5 ポイント増加している。

検挙率の全国平均は 62.8％で、本県は 28 番目に位

置している。（図３） 
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資料：県警察本部

図３ 重要犯罪認知件数と検挙率の推移

重要犯罪の認知件数 検挙率

（％）

 
③ 交通事故発生件数の推移 

平成 22 年の交通事故発生件数は 5,842 件、負傷者

数 7,162 人といずれも前年と比較して減少したが、

死者数 66 人と前年と比較して増加している。発生件

数及び負傷者数は 9 年連続で減少したが、死者数は

前年より 16 人増加した。都道府県別では発生件数で

39 番目、死者数で 28 番目に位置している。（図４） 
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資料：県警察本部

図４ 交通事故の発生件数、負傷者数及び死者数の推移
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平成 22 年における人口 10 万人当たりの交通事故

による死者数は 4.8 人で、前年より 1.2 人増加して

いる。また、自動車 1 万台当たりの交通事故件数は

59.1 件で、前年を 1.7 件下回り、全国平均の 91.7

件を大きく下回って推移している。（図５） 
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10万人当たり死者数(青森県) 10万人当たり死者数(全国)

図５ 自動車１万台当たりの事故件数及び人口10万人当たりの死者数の推移

※ 1,2 種原動機付自転車及び小型特殊自動車を除く 

－ 50 － － 51 －
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④ 救急隊員数及び救急自動車数の推移 

平成23年4月1日現在の救急隊員数は1,317人で、

前年に比べ 12 人（0.9％）増加している。また、救

急救命士は 341 人で、前年に比べ 34 人（11.1％）の

増加となっている。 

救急自動車数は 110 台で前年と同数となっている

が、そのうち高規格救急自動車数は 77 台で、前年に

比べ 5 台増加し、救急自動車数に占める割合は

70.0％となっている。（表５） 

 

 

 

平成

19年
20年 21年 22年 23年

前年比

(％)

1,366 1,363 1,373 1,305 1,317 100.9

うち専任者数 336 342 357 339 359 105.9

うち救急救命士数 238 274 278 307 341 111.1

救急自動車数（台） 108 109 109 110 110 100.0

うち高規格救急自動車数 59 62 66 72 77 106.9

区　　　　分

救急隊員数（人）

表５　救急隊員数及び救急自動車数の推移

資料：県総務部「防災消防の現況」

 

⑤ 救急出動件数及び搬送人員の推移 

 平成 22 年の救急出動件数は 44,311 件で、前年に

比べ 2,618 件（6.3％）増加しており、平成 18 年以

降は 4万件を超える出動件数となっている。 

1 日当たりに換算すると、毎日 121 回以上救急自

動車が出動したことになる。 

内訳では、急病が最も多く 27,399 件で全体の約 6

割を占めており、次いで一般負傷 5,134 件、交通事

故 3,452 件となっている。 

搬送人員は 41,365 人で前年に比べ 2,598 人

（6.7％）増加した。 

内訳では、救急出動件数と同様に、急病 25,294

人、一般負傷 4,869 人、交通事故 3,681 人の順とな

っている。（表６） 

 

 

平成

18年
19年 20年 21年 22年

前年比

（％）

41,297 41,469 40,621 41,693 44,311 106.3

　急病 24,605 25,207 24,428 25,611 27,399 107.0

　一般負傷 4,729 4,535 4,673 4,652 5,134 110.4

　交通事故 3,741 3,719 3,460 3,354 3,452 102.9

　その他 8,222 8,008 8,060 8,076 8,326 103.1

38,792 38,811 37,788 38,767 41,365 106.7

　急病 22,780 23,292 22,549 23,541 25,294 107.4

　一般負傷 4,483 4,285 4,388 4,366 4,869 111.5

　交通事故 4,140 4,126 3,746 3,593 3,681 102.4

　その他 7,389 7,108 7,105 7,267 7,521 103.5

表６　救急出動件数及び搬送人員の推移

資料：県総務部「防災消防の現況」

区分

救急出場件数(件)

搬送人員(人)

 

 

⑥ 青森県防災ヘリコプター「しらかみ」 

平成 22 年度の防災ヘリコプター「しらかみ」の出

動件数は 235 件となっており、前年度に比べ 5 件

（2.2％）増加している。また、飛行時間は、276 時

間で、前年度に比べ 8時間（2.8％）の減少となって

いる。 

内訳は、出動件数では、緊急運航の 107 件が最多

となっており、飛行時間でも、緊急運航が 141 時間

と最長であり、全飛行時間の 50.9％を占めている。

（表７） 

平成

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

件数 119 79 78 95 107 112.6

時間 149 120 115 121 141 116.5

件数 3 4 6 6 10 166.7

時間 2 4 5 6 6 100.0

件数 87 80 79 81 71 87.7

時間 95 84 82 94 77 81.9

件数 21 25 20 27 20 74.1

時間 26 27 25 33 20 60.6

件数 21 14 15 15 14 93.3

時間 30 16 17 17 13 76.5

件数 12 19 8 6 13 216.7

時間 16 17 16 13 19 146.2

件数 263 221 206 230 235 102.2

時間 318 268 260 284 276 97.2

行政利用

※時間未満の四捨五入により、項目ごとの計と合計は一致しない。

表７　青森県防災ヘリコプター「しらかみ」出動状況

災害予防

自隊訓練

合同訓練

資料：県総務部「防災消防の現況」

合　　計

前年度

比(％)

緊急運航

その他

区　　分
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(4) 事件・事故 

 

刑法犯検挙率（平成 22 年） 

重要犯罪検挙率（平成 22 年） 

人口 10 万人当たりの交通事故死者数（平成 22 年） 

自動車(※) 1 万台当たりの交通事故件数（平成 22 年）

 

      青森県 

39.1％(前年より 1.3 ポイント減少) 

 68.5％(前年より 9.0 ポイント増加) 

  4.8 人(前年より 1.2 人増加) 

 59.1 件(前年より 1.7 件減少) 

  全国 

  31.4％ 

  62.8％ 

   3.7 人 

  91.7 件 

資料：警察庁「犯罪情勢」、県警察本部

 

① 刑法犯認知件数の推移 

 平成22年における刑法犯認知件数は9,943件で前

年より 44 件減少したものの、検挙率は 39.1％で前

年より 1.3 ポイント減少している。検挙率の全国平

均は 31.4％で、本県は 17 番目に位置している。 

（図１） 
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資料：警察庁「犯罪情勢」

図１ 刑法犯認知件数と検挙率の推移

刑法犯認知件数

検挙率

（％）

 

 平成 22 年の刑法犯認知件数を「凶悪犯（殺人、強

盗、放火、強姦）」、「粗暴犯（暴行、傷害、脅迫、恐

喝、凶器準備集合）」、「窃盗犯」、「知能犯（詐欺、横

領、偽造、汚職、背任等）」、「風俗犯（賭博、わいせ

つ）」、「その他の刑法犯（公務執行妨害、住居侵入、

逮捕・監禁等）」の区分でみると、「窃盗犯」が 7,137

件（71.8％）で最も多く、次いで「粗暴犯」の 587

件（5.9％）となっている。（表２） 

　　年

種別
H18 19 20 21 22年

92 60 59 58 47

（0.7%） （0.5%） （0.5%） （0.6%） （0.5%）

670 579 599 589 587

（5.1%） （4.9%） （5.4%） （5.9%） （5.9%）

9,113 8,444 7,741 7,211 7,137

（70.0%） （71.7%） （70.3%） （72.2%） （71.8%）

766 622 621 374 382

（5.9%） （5.3%） （5.6%） （3.7%） （3.8%）

89 131 137 110 132

（0.7%） （1.1%） （1.2%） （1.1%） （1.3%）

2,288 1,948 1,858 1,645 1,658

（17.6%） （16.5%） （17.0%） （16.5%） （16.7%）

計 13,018 11,784 11,015 9,987 9,943

資料：県警察本部

表２　刑法犯の包括罪種別認知件数の推移

風俗犯

その他

凶悪犯

粗暴犯

窃盗犯

知能犯

（単位：件）

 
② 重要犯罪の認知件数の推移 

平成 22 年の重要犯罪（殺人、強盗、放火、強姦、

略取誘拐・人身売買、強制わいせつ）の認知件数は

108 件と前年より 13 件増加している。検挙率は

68.5％と前年に比べて 8.5 ポイント増加している。

検挙率の全国平均は 62.8％で、本県は 28 番目に位

置している。（図３） 

121 114
101 95

108

80.2 

63.2 

73.3 

60.0 

68.5 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

0

30

60

90

120

150

180

H18 19 20 21 22年

（件）

資料：県警察本部

図３ 重要犯罪認知件数と検挙率の推移

重要犯罪の認知件数 検挙率

（％）

 
③ 交通事故発生件数の推移 

平成 22 年の交通事故発生件数は 5,842 件、負傷者

数 7,162 人といずれも前年と比較して減少したが、

死者数 66 人と前年と比較して増加している。発生件

数及び負傷者数は 9 年連続で減少したが、死者数は

前年より 16 人増加した。都道府県別では発生件数で

39 番目、死者数で 28 番目に位置している。（図４） 
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資料：県警察本部

図４ 交通事故の発生件数、負傷者数及び死者数の推移
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負傷者数

死者数

 
平成 22 年における人口 10 万人当たりの交通事故

による死者数は 4.8 人で、前年より 1.2 人増加して

いる。また、自動車 1 万台当たりの交通事故件数は

59.1 件で、前年を 1.7 件下回り、全国平均の 91.7

件を大きく下回って推移している。（図５） 
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自動車1万台当たり事故件数(青森県) 自動車1万台当たり事故件数(全国)

10万人当たり死者数(青森県) 10万人当たり死者数(全国)

図５ 自動車１万台当たりの事故件数及び人口10万人当たりの死者数の推移

※ 1,2 種原動機付自転車及び小型特殊自動車を除く 

－ 50 － － 51 －
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④ 平成 22 年の交通事故の概要 

平成 22 年の交通死亡事故の主な特徴は以下のと

おりである。 

 

ア 自転車乗車中の死者の微増 

 自転車乗車中の死者数は 5人で、最近の 10 年間で

最少を記録した前年に比べ 1人増加している。 

（図６） 
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資料：県警察本部

図６ 自転車乗車中死傷者の年別推移

自転車乗車中の傷者数（右軸）

自転車乗車中の死者数（左軸）

 

イ 歩行中の死者の増加 

 歩行中の死者数は 32 人で前年に比べ 13 人増加し

ており、平成 21 年から連続して増加している。 

（図７） 
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資料：県警察本部

図７ 歩行中死傷者の年別推移

傷者

死者

 
ウ 飲酒運転を伴う死者の減少 

飲酒運転を伴う事故件数は53件、死者数は2人で、

前年と比較して事故件数が 21 件、死者数が 2人減少

している。（図８） 
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図８ 飲酒運転を伴う事故件数及び死者数の推移
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エ 高齢死者の増加 

 65歳以上の高齢死者数は45人で前年より21人増

加し、交通事故死者に占める高齢者の割合が 68.2％

と、前年に比べて 20.2％増加している。 

（図９・図 10） 
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図10 交通事故による死亡者の年齢別割合の推移

 
 

オ 夜間死者の増加 

 死亡事故の発生時間帯でみると、夜間の死者数は

38 人で、前年より 12 人増加した。（図 11） 
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⑤ 交通事故の月別発生状況 

 平成22年の交通事故の月別発生件数は、5月の368

件が最少で、12 月の 605 件が最多となっている。交

通事故による死者数を月別にみると、最少が 2 月及

び 8 月の 3 人で、9 月及び 10 月の 10 人が最多とな

っている。（図 12） 
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その 1では、有効求人倍率について、統計上の特性から

見てみました。その 2では、有効求人倍率が高い県の状況

を参考にして、青森県の有効求人倍率を高める手段はない

かについて見ていきます。 

 

では、有効求人倍率が高いのは、どの都道府県なのでし

ょうか。あれだけたくさんの企業の本社が集まっている東

京都？日本の自動車産業の中心地である愛知県？はたま

た楽器、バイク、自動車など様々な製造業が集積している

静岡県？ 

思いつく都県をいくつかあげてみましたが、平成 23 年

10 月現在、有効求人倍率が日本で最も高いのは北陸地方

の福井県なのです。 
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青森県の人口が約 137 万人、県内総生産が約 4兆 4,751

億円であるのに対し、福井県の人口は 81 万人、県内総生

産は約 3兆 1,735 億円にとどまっており、人口や経済の規

模だけで見ると、福井県は青森県より小さい県なのです。 

それにもかかわらず、これだけ有効求人倍率が高いのに

は何か理由があると考えられたことから、9月上旬に現地

調査を実施し、その理由に迫ってみました。 

 

福井県の有効求人倍率が高い一つ目の理由は、労働集約

型の製造業が集積していることです。 

福井県は、地場の製造業として、繊維工業や眼鏡製造業

が古くから根付いていました。 

このうち繊維工業については、土地が狭いなどの理由に

より、早い時期から農業だけでは食べていけないというこ

とを背景に、羽二重織などの地域の名産品の生産が、農家

の副業として発展したという経緯があります。 

繊維工業や眼鏡製造業は典型的な労働集約型の産業で

あり、一時期は人件費の安い海外への生産移管が相次いだ

ことから、生産が落ち込んだこともありましたが、高機

能・高品質商品に国内回帰の動きが強まり、近年は生産が

回復する傾向が続いているようです。 

労働集約型産業の場合、生産を増やすためには、労働力

を増やさなければなりません。 

このため求人が増加し、有効求人倍率が高まっているも

のと考えられます。

 二つ目の理由は、女性が働くことに対する意識が高く、

また、そのための環境が整っていることがあげられます。 

前述のとおり、福井県では、農業の副業として繊維工業

が発展してきたわけですが、この場合、女性の労働力が非

常に重要になることは明らかです。 

このため、福井県では女性がフルタイムで働くことが当

たり前という意識が強いそうです。 

そして、女性がフルタイムで働くためには、家事や育児

などの面でのサポートが必要になりますが、これを支えて

いるのが、持ち家率の高さ・敷地や床面積の広さという住

宅環境と、三世代同居率の高さという家族環境です。 

今の日本においては、女性が結婚や出産を機に仕事を離

れれば、残念ながら再び正社員として働き始めることは、

かなり困難であると言わざるをえません。このため、求職

→短期の雇用→再度の求職というスパイラルに陥ってし

まうのです。 

しかし、福井県の場合は、そもそも結婚や出産で仕事を

辞めなければならない女性が少ないので、新たな求職者が

増えず、その結果、有効求人倍率が落ち込みにくいという

ことが言えます。 

 

そして、三つ目の理由としては、労使が協力して地場産

業を守っていこうという伝統があげられます。 

地場の製造業、しかも中小事業者が多いということは、

業績が悪化しても、簡単には撤退できないということです。 

そのため、業績が悪くなった場合でも、その地域内であ

る程度の雇用は確保されることになります。 

このように雇用が確保される代わりに、会社の経営状況

が厳しい場合には、雇用者は一定程度の給与の減少を受忍

せざるを得なくなります。 

そうは言っても、福井県の場合、青森県と同じように、

給与は元々あまり高いわけではありません。会社の業績が

悪いからと言って、給与が減額されてしまっては、生活が

成り立たなくなってしまうのではないでしょうか。 

その謎を解く鍵は、前述した「三世代同居」にあります。 

福井県の場合、世帯主の収入を見ると全国で 41 位なの

に、世帯の収入を見ると全国で 14 位となります。 

つまり、一人ひとりの所得は低く抑えられていても、世

帯全体で見た場合には、それなりに十分な所得になるとい

うことができます。 

 

このように、歴史的なことに裏打ちされて有効求人倍率

が高いのであれば、簡単に追い付き、追い越すことは難し

そうです。 

しかし、ものづくり産業が雇用を支えてきたという事実

は動かしようがないですし、青森県としても、地場のもの

づくり産業の厚みを増していくよう、これまで以上に精一

杯取り組んでいくことが必要なのではないでしょうか。 

コラム 有効求人倍率の不思議 (2) 

～小規模でも存在感を発揮する福井県～ 

－ 52 － － 53 －
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④ 平成 22 年の交通事故の概要 

平成 22 年の交通死亡事故の主な特徴は以下のと

おりである。 

 

ア 自転車乗車中の死者の微増 

 自転車乗車中の死者数は 5人で、最近の 10 年間で

最少を記録した前年に比べ 1人増加している。 
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図６ 自転車乗車中死傷者の年別推移

自転車乗車中の傷者数（右軸）

自転車乗車中の死者数（左軸）

 

イ 歩行中の死者の増加 

 歩行中の死者数は 32 人で前年に比べ 13 人増加し

ており、平成 21 年から連続して増加している。 
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図７ 歩行中死傷者の年別推移
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ウ 飲酒運転を伴う死者の減少 

飲酒運転を伴う事故件数は53件、死者数は2人で、

前年と比較して事故件数が 21 件、死者数が 2人減少

している。（図８） 
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図８ 飲酒運転を伴う事故件数及び死者数の推移
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エ 高齢死者の増加 

 65歳以上の高齢死者数は45人で前年より21人増

加し、交通事故死者に占める高齢者の割合が 68.2％

と、前年に比べて 20.2％増加している。 

（図９・図 10） 
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図９ 高齢者の死傷者数の推移
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図10 交通事故による死亡者の年齢別割合の推移

 
 

オ 夜間死者の増加 

 死亡事故の発生時間帯でみると、夜間の死者数は

38 人で、前年より 12 人増加した。（図 11） 
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図11 昼夜別死者数年別推移
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⑤ 交通事故の月別発生状況 

 平成22年の交通事故の月別発生件数は、5月の368

件が最少で、12 月の 605 件が最多となっている。交

通事故による死者数を月別にみると、最少が 2 月及

び 8 月の 3 人で、9 月及び 10 月の 10 人が最多とな

っている。（図 12） 
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見てみました。その 2では、有効求人倍率が高い県の状況
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思いつく都県をいくつかあげてみましたが、平成 23 年

10 月現在、有効求人倍率が日本で最も高いのは北陸地方

の福井県なのです。 
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青森県の人口が約 137 万人、県内総生産が約 4兆 4,751

億円であるのに対し、福井県の人口は 81 万人、県内総生

産は約 3兆 1,735 億円にとどまっており、人口や経済の規

模だけで見ると、福井県は青森県より小さい県なのです。 

それにもかかわらず、これだけ有効求人倍率が高いのに

は何か理由があると考えられたことから、9月上旬に現地

調査を実施し、その理由に迫ってみました。 

 

福井県の有効求人倍率が高い一つ目の理由は、労働集約

型の製造業が集積していることです。 

福井県は、地場の製造業として、繊維工業や眼鏡製造業

が古くから根付いていました。 

このうち繊維工業については、土地が狭いなどの理由に

より、早い時期から農業だけでは食べていけないというこ

とを背景に、羽二重織などの地域の名産品の生産が、農家

の副業として発展したという経緯があります。 

繊維工業や眼鏡製造業は典型的な労働集約型の産業で

あり、一時期は人件費の安い海外への生産移管が相次いだ

ことから、生産が落ち込んだこともありましたが、高機

能・高品質商品に国内回帰の動きが強まり、近年は生産が

回復する傾向が続いているようです。 

労働集約型産業の場合、生産を増やすためには、労働力

を増やさなければなりません。 

このため求人が増加し、有効求人倍率が高まっているも

のと考えられます。

 二つ目の理由は、女性が働くことに対する意識が高く、

また、そのための環境が整っていることがあげられます。 

前述のとおり、福井県では、農業の副業として繊維工業

が発展してきたわけですが、この場合、女性の労働力が非

常に重要になることは明らかです。 

このため、福井県では女性がフルタイムで働くことが当

たり前という意識が強いそうです。 

そして、女性がフルタイムで働くためには、家事や育児

などの面でのサポートが必要になりますが、これを支えて

いるのが、持ち家率の高さ・敷地や床面積の広さという住

宅環境と、三世代同居率の高さという家族環境です。 

今の日本においては、女性が結婚や出産を機に仕事を離

れれば、残念ながら再び正社員として働き始めることは、

かなり困難であると言わざるをえません。このため、求職

→短期の雇用→再度の求職というスパイラルに陥ってし

まうのです。 

しかし、福井県の場合は、そもそも結婚や出産で仕事を

辞めなければならない女性が少ないので、新たな求職者が

増えず、その結果、有効求人倍率が落ち込みにくいという

ことが言えます。 

 

そして、三つ目の理由としては、労使が協力して地場産

業を守っていこうという伝統があげられます。 

地場の製造業、しかも中小事業者が多いということは、

業績が悪化しても、簡単には撤退できないということです。 

そのため、業績が悪くなった場合でも、その地域内であ

る程度の雇用は確保されることになります。 

このように雇用が確保される代わりに、会社の経営状況

が厳しい場合には、雇用者は一定程度の給与の減少を受忍

せざるを得なくなります。 

そうは言っても、福井県の場合、青森県と同じように、

給与は元々あまり高いわけではありません。会社の業績が

悪いからと言って、給与が減額されてしまっては、生活が

成り立たなくなってしまうのではないでしょうか。 

その謎を解く鍵は、前述した「三世代同居」にあります。 

福井県の場合、世帯主の収入を見ると全国で 41 位なの

に、世帯の収入を見ると全国で 14 位となります。 

つまり、一人ひとりの所得は低く抑えられていても、世

帯全体で見た場合には、それなりに十分な所得になるとい

うことができます。 

 

このように、歴史的なことに裏打ちされて有効求人倍率

が高いのであれば、簡単に追い付き、追い越すことは難し

そうです。 

しかし、ものづくり産業が雇用を支えてきたという事実

は動かしようがないですし、青森県としても、地場のもの

づくり産業の厚みを増していくよう、これまで以上に精一

杯取り組んでいくことが必要なのではないでしょうか。 

コラム 有効求人倍率の不思議 (2) 

～小規模でも存在感を発揮する福井県～ 

－ 52 － － 53 －
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３ 環境分野 

(1) 自然環境 

 

① 県土の概要 

本県の総面積は、9,645k ㎡(平成 22 年 10 月 1 日

現在)と国土の 2.6％を占め、全国 8位の大きさであ

る。三方を海に囲まれており、海岸線延長は

797km(平成 21 年 3 月 31 日現在)と全国 14 位の長さ

となっている。また、本県南西部には、ブナ天然林

の分布する広大な白神山地を擁し、平成 5年 12 月に

我が国初の世界自然遺産に登録されるなど、水と緑

に囲まれた自然あふれる環境に恵まれている。 

 

② 気候 

本県の気候は、冷温帯に属し、四季の変化が明瞭

である。また八甲田山系を境にして、西側の日本海

側気候区と東側の太平洋側気候区に大きく分けられ、

特に冬期の東西の天気は対照的で、日本海側は雪が

多く、太平洋側は晴れが多い。(図１・図２) 
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③ 土地利用の状況 

県土を土地利用区分別にみると、森林が 65.7％と

最も大きな割合を占め、次いで農用地 17.0％、宅地

3.4％、水面・河川・水路 3.6％、道路 3.0％となっ

ている。（図３） 

本県は、森林面積が 634,445ha で全国 9 位となっ

ている。（表４） 

順位 都道府県名

1位 北海道 5,538,469

2位 岩手県 1,174,467

3位 長野県 1,059,821

4位 福島県 972,247

5位 岐阜県 865,674

6位 新潟県 861,586

7位 秋田県 839,183

8位 山形県 667,238

9位 青森県 634,445

10位 広島県 612,897

森林面積(ha)

表４　都道府県別森林面積

資料：林野庁「平成19年度森林資源現況調査」
 

④ 大気環境 

平成 22 年度における本県の大気環境は、環境基準

が定められている物質のうち、光化学オキシダント

を除いた全物質が環境基準を達成しており、良好な

状態にある。 

光化学オキシダントについては、全国的に環境基

準を超過しており、成層圏オゾン層の沈降による影

響のほか、アジア大陸からの越境汚染の影響も原因

として考えられている。 

一方、健康や生活環境などへの影響が懸念されて

いる稲わら焼却の防止に向けて、平成 22 年度に「青

森県稲わらの有効利用の促進及び焼却防止に関する

条例」が施行された。
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資料：気象庁観測データ、県環境生活部「環境白書」 
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⑤ 水環境 

平成 22 年度調査の結果、河川では、有機性汚濁の

代表的指標であるＢＯＤ(生物化学的酸素要求量)が、

56 指定水域のうち 55 水域で環境基準を達成し、達

成率は 98％となった。 

海域では同じく代表的指標であるＣＯＤ(化学的

酸素要求量)が、28 指定水域のうち 24 水域で環境基

準を達成し、達成率は 86％となった。 

一方、湖沼においては、ＣＯＤが、浅瀬石川ダム

貯水池では環境基準を達成したものの、小川原湖及

び十和田湖では環境基準未達成となり、達成率は

33％となった。（図５） 
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⑥ 地球温暖化への対応 

ア 本県における影響  

地球温暖化による気象の変化は、県民の生活、そ

して本県の主要産業である農業をはじめとする第一

次産業へも大きな影響を与えるとともに、急速な温

暖化は、生態系を乱し、貴重な自然資源が失われて

いく原因ともなる。 

青森市の最高・最低気温の推移を調べた気象庁の

観測データによると、昭和 36 年当時と比べ、最高気

温は、ほぼ横ばいとなっているが、最低気温は、上

昇、下降を繰り返しながらも徐々に上昇傾向にある

ことがうかがわれる。（図６） 
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イ 本県の温室効果ガス排出量の現況 

平成 20 年度における本県の温室効果ガス排出量

（速報値）は、1,474 万 4 千ｔ-CO２であり、そのう

ち二酸化炭素が 92.1％、一酸化二窒素が 3.9％、メ

タンが 2.5％などとなっている。（図７） 

本県での二酸化炭素排出量の推移をみると、近年

は減少傾向にあるものの、平成 20年度（速報値）は

平成 2年度の 1.09倍となっている。 

部門別にみると、排出量の割合は、産業部門、民

生（家庭）部門、運輸部門、民生（業務）部門の順

に大きく、基準年である平成 2 年と比べ、民生（家

庭）、民生（業務）部門における伸び率が大きくなっ

ている。（図８） 
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図７ 青森県の温室効果ガス排出量構成比（平成20年度速報値）
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家庭部門のエネルギー別二酸化炭素排出量の推移

をみると、灯油や電気による排出量が大部分を占め

ており、平成 2 年度に比べて増加しているが、近年

は減少傾向にある。（図９） 
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３ 環境分野 

(1) 自然環境 

 

① 県土の概要 

本県の総面積は、9,645k ㎡(平成 22 年 10 月 1 日

現在)と国土の 2.6％を占め、全国 8位の大きさであ

る。三方を海に囲まれており、海岸線延長は

797km(平成 21 年 3 月 31 日現在)と全国 14 位の長さ

となっている。また、本県南西部には、ブナ天然林

の分布する広大な白神山地を擁し、平成 5年 12 月に

我が国初の世界自然遺産に登録されるなど、水と緑

に囲まれた自然あふれる環境に恵まれている。 

 

② 気候 

本県の気候は、冷温帯に属し、四季の変化が明瞭

である。また八甲田山系を境にして、西側の日本海

側気候区と東側の太平洋側気候区に大きく分けられ、

特に冬期の東西の天気は対照的で、日本海側は雪が

多く、太平洋側は晴れが多い。(図１・図２) 
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③ 土地利用の状況 

県土を土地利用区分別にみると、森林が 65.7％と

最も大きな割合を占め、次いで農用地 17.0％、宅地

3.4％、水面・河川・水路 3.6％、道路 3.0％となっ

ている。（図３） 

本県は、森林面積が 634,445ha で全国 9 位となっ

ている。（表４） 

順位 都道府県名

1位 北海道 5,538,469

2位 岩手県 1,174,467

3位 長野県 1,059,821

4位 福島県 972,247

5位 岐阜県 865,674

6位 新潟県 861,586

7位 秋田県 839,183

8位 山形県 667,238

9位 青森県 634,445

10位 広島県 612,897

森林面積(ha)

表４　都道府県別森林面積

資料：林野庁「平成19年度森林資源現況調査」
 

④ 大気環境 

平成 22 年度における本県の大気環境は、環境基準

が定められている物質のうち、光化学オキシダント

を除いた全物質が環境基準を達成しており、良好な

状態にある。 

光化学オキシダントについては、全国的に環境基

準を超過しており、成層圏オゾン層の沈降による影

響のほか、アジア大陸からの越境汚染の影響も原因

として考えられている。 

一方、健康や生活環境などへの影響が懸念されて

いる稲わら焼却の防止に向けて、平成 22 年度に「青

森県稲わらの有効利用の促進及び焼却防止に関する

条例」が施行された。
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⑤ 水環境 

平成 22 年度調査の結果、河川では、有機性汚濁の

代表的指標であるＢＯＤ(生物化学的酸素要求量)が、

56 指定水域のうち 55 水域で環境基準を達成し、達

成率は 98％となった。 

海域では同じく代表的指標であるＣＯＤ(化学的

酸素要求量)が、28 指定水域のうち 24 水域で環境基

準を達成し、達成率は 86％となった。 

一方、湖沼においては、ＣＯＤが、浅瀬石川ダム

貯水池では環境基準を達成したものの、小川原湖及

び十和田湖では環境基準未達成となり、達成率は

33％となった。（図５） 
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⑥ 地球温暖化への対応 

ア 本県における影響  

地球温暖化による気象の変化は、県民の生活、そ

して本県の主要産業である農業をはじめとする第一

次産業へも大きな影響を与えるとともに、急速な温

暖化は、生態系を乱し、貴重な自然資源が失われて

いく原因ともなる。 

青森市の最高・最低気温の推移を調べた気象庁の

観測データによると、昭和 36 年当時と比べ、最高気

温は、ほぼ横ばいとなっているが、最低気温は、上

昇、下降を繰り返しながらも徐々に上昇傾向にある

ことがうかがわれる。（図６） 
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イ 本県の温室効果ガス排出量の現況 

平成 20 年度における本県の温室効果ガス排出量

（速報値）は、1,474 万 4 千ｔ-CO２であり、そのう

ち二酸化炭素が 92.1％、一酸化二窒素が 3.9％、メ

タンが 2.5％などとなっている。（図７） 

本県での二酸化炭素排出量の推移をみると、近年

は減少傾向にあるものの、平成 20年度（速報値）は

平成 2年度の 1.09倍となっている。 

部門別にみると、排出量の割合は、産業部門、民

生（家庭）部門、運輸部門、民生（業務）部門の順

に大きく、基準年である平成 2 年と比べ、民生（家

庭）、民生（業務）部門における伸び率が大きくなっ

ている。（図８） 
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図７ 青森県の温室効果ガス排出量構成比（平成20年度速報値）
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家庭部門のエネルギー別二酸化炭素排出量の推移

をみると、灯油や電気による排出量が大部分を占め

ており、平成 2 年度に比べて増加しているが、近年

は減少傾向にある。（図９） 
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(2) 廃棄物・リサイクル 

 

１人１日当たりのごみの排出量   (平成21年度) 

リサイクル率              (   〃   ) 

１人１日当たりのごみの最終処分量  (   〃   ) 

青 森 県 

1,049ｇ 

12.9％ 

163ｇ 

(全国順位) 

(43 位) 

(46 位) 

(45 位) 

全 国

994ｇ

20.5％

109ｇ

資料：県環境生活部 

 

① ごみ（一般廃棄物）の排出量 

本県のごみ排出量は、ここ数年減少傾向が続き、

平成21年度実績では541,203 tと前年度と比較して

約 1.3％減少している。 

しかしながら、１人１日当たりのごみ排出量は

1,049 g で、前年度に比べ 4 g 減少しているが、全

国値の 994 g より 55 g 多く、依然として全国値より

も多い傾向が続いている。（図１） 
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平成 21 年度実績における１人１日当たりのごみ

排出量を県内の地域別にみると、生活系ごみは、下

北、東青、中南地域の順で、事業系ごみは、東青、

中南、上北地域の順で多く、いずれも全国値を上回

っている。 

なお、三八、西北地域は、生活系、事業系ごみと

もに、全国値を下回っている。（図２） 
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② リサイクルの状況 

本県のごみの資源化量は、ここ数年増加傾向が続

いていたが、平成 21 年度実績では 69,747 t と、前

年度と比較して約 0.9％減少している。 

 

また、リサイクル率は 12.9％で、前年度に比べ 

て 0.1 ポイント増加したものの、全国値の 20.5％と

比べて 7.6 ポイント低く、依然として全国との差が

大きい。（図３） 
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１人１日当たりの資源化量を品目別にみると、本

県、全国ともに、「紙類」の資源化量が最も多くなっ

ており、次いで「金属類」、「ガラス類」となってい

る。 

全国との比較では、「紙類」において、本県 62g

に対して全国 101g と非常に大きな開きがあり、「プ

ラスチック類」も本県 2 g に対して全国 15 g と大き

な開きがみられる。（図４） 
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資料：環境省「一般廃棄物処理実態調査」を基に県企画政策部が作成
 

容器包装廃棄物のリサイクルを推進するため、容

器包装リサイクル法に基づき、県内 40 全市町村でご

みの分別収集が実施されているが、品目別にみると、

全市町村で実施されているのは、ペットボトル、ス

チール缶及びアルミ缶の 3 品目だけとなっており、

その他プラスチックや紙製容器包装などは実施市町

村数が比較的少ない。（次頁表５）
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収集量 再商品化量
2,522.83 2,351.14
3,729.28 3,490.04
3,913.73 3,631.18
3,034.36 2,902.13

991.48 880.26
2,254.59 2,121.28
2,908.27 2,901.23
1,703.17 1,694.36

135.78 128.76
5,053.38 5,032.87

26,246.87 25,133.25

資料：県環境生活部「環境白書」

段ボール 38

ペットボトル 40
その他プラスチック 21

合計 －

スチール缶 40

アルミ缶 40
紙パック 33

紙製容器包装 27

無色ガラス 36
茶色ガラス 36

その他ガラス 39

品目名 実施市町村数

表５　容器包装廃棄物の分別収集実績（平成22年度）
（単位：t）

 
 

平成21年度実績における1人1日当たりの資源化

量を地域別でみると、特に下北地域が多く、全国値

を大幅に上回っているが、これは、可燃ごみをガス

化・溶融し、スラグ等の資源として回収しているこ

とによるものである。一方で、他地域はすべて全国

平均を下回っている。（図６） 

113 119

153

114
125

282

204

0 

100 

200 

300 

東青 中南 三八 西北 上北 下北 全国

（ｇ）

図６ 地域別の１人１日当たりの資源化量（平成21年度）
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③ ごみの最終処分量の状況 

減量化や再資源化など中間処理されて残ったごみ

の残さは最終処分される。 

本県のごみ総最終処分量は、ここ数年減少傾向が

続き、平成 21年度実績では 84,710t と前年度と比較

して約 3.9％減少している。 

しかしながら、1 人 1 日当たりのごみ総最終処分

量は163gで、前年度に比べ5g減少しているものの、

全国値の 109g より 54g 多く、全国値よりも多い傾向

が続いている。（図７） 
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平成21年度の１日1人当たりの最終処分量を地域

別にみると、三八、下北地域を除いて全国値(109g)

を上回っており、特に東青地域は 258g と全国値の 2

倍以上となっている。 

一方で、下北地域は 5g と全国値を大幅に下回って

おり、これは、可燃ごみをガス化・溶融し、焼却残

さの再生利用が進んでいることが要因である。 

（図８） 
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④ 産業廃棄物の不法投棄等の状況 

県内の産業廃棄物の不法投棄等発見件数について

は、平成 14 年度の 465 件をピークに年々減少を続け

ており、平成 22 年度の発見件数は 60 件と、ピーク

時の約 8分の 1にまで減少している 

また、発見された 60 件のうち、年度内に解決した

ものは 34 件となっている。（図９） 

なお、産業廃棄物の不法投棄は、法令による罰則

等の強化やパトロール等による不法投棄対策の強化

により、全国的にも減少傾向にある。 
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(2) 廃棄物・リサイクル 

 

１人１日当たりのごみの排出量   (平成21年度) 

リサイクル率              (   〃   ) 

１人１日当たりのごみの最終処分量  (   〃   ) 

青 森 県 

1,049ｇ 

12.9％ 

163ｇ 

(全国順位) 

(43 位) 

(46 位) 

(45 位) 

全 国

994ｇ

20.5％

109ｇ

資料：県環境生活部 

 

① ごみ（一般廃棄物）の排出量 

本県のごみ排出量は、ここ数年減少傾向が続き、

平成21年度実績では541,203 tと前年度と比較して

約 1.3％減少している。 

しかしながら、１人１日当たりのごみ排出量は

1,049 g で、前年度に比べ 4 g 減少しているが、全

国値の 994 g より 55 g 多く、依然として全国値より

も多い傾向が続いている。（図１） 
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平成 21 年度実績における１人１日当たりのごみ

排出量を県内の地域別にみると、生活系ごみは、下

北、東青、中南地域の順で、事業系ごみは、東青、

中南、上北地域の順で多く、いずれも全国値を上回

っている。 

なお、三八、西北地域は、生活系、事業系ごみと

もに、全国値を下回っている。（図２） 
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② リサイクルの状況 

本県のごみの資源化量は、ここ数年増加傾向が続

いていたが、平成 21 年度実績では 69,747 t と、前

年度と比較して約 0.9％減少している。 

 

また、リサイクル率は 12.9％で、前年度に比べ 

て 0.1 ポイント増加したものの、全国値の 20.5％と

比べて 7.6 ポイント低く、依然として全国との差が

大きい。（図３） 
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１人１日当たりの資源化量を品目別にみると、本

県、全国ともに、「紙類」の資源化量が最も多くなっ

ており、次いで「金属類」、「ガラス類」となってい

る。 

全国との比較では、「紙類」において、本県 62g

に対して全国 101g と非常に大きな開きがあり、「プ

ラスチック類」も本県 2 g に対して全国 15 g と大き

な開きがみられる。（図４） 
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資料：環境省「一般廃棄物処理実態調査」を基に県企画政策部が作成
 

容器包装廃棄物のリサイクルを推進するため、容

器包装リサイクル法に基づき、県内 40 全市町村でご

みの分別収集が実施されているが、品目別にみると、

全市町村で実施されているのは、ペットボトル、ス

チール缶及びアルミ缶の 3 品目だけとなっており、

その他プラスチックや紙製容器包装などは実施市町

村数が比較的少ない。（次頁表５）
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収集量 再商品化量
2,522.83 2,351.14
3,729.28 3,490.04
3,913.73 3,631.18
3,034.36 2,902.13

991.48 880.26
2,254.59 2,121.28
2,908.27 2,901.23
1,703.17 1,694.36

135.78 128.76
5,053.38 5,032.87

26,246.87 25,133.25

資料：県環境生活部「環境白書」

段ボール 38

ペットボトル 40
その他プラスチック 21

合計 －

スチール缶 40

アルミ缶 40
紙パック 33

紙製容器包装 27

無色ガラス 36
茶色ガラス 36

その他ガラス 39

品目名 実施市町村数

表５　容器包装廃棄物の分別収集実績（平成22年度）
（単位：t）

 
 

平成21年度実績における1人1日当たりの資源化

量を地域別でみると、特に下北地域が多く、全国値

を大幅に上回っているが、これは、可燃ごみをガス

化・溶融し、スラグ等の資源として回収しているこ

とによるものである。一方で、他地域はすべて全国

平均を下回っている。（図６） 
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③ ごみの最終処分量の状況 

減量化や再資源化など中間処理されて残ったごみ

の残さは最終処分される。 

本県のごみ総最終処分量は、ここ数年減少傾向が

続き、平成 21年度実績では 84,710t と前年度と比較

して約 3.9％減少している。 

しかしながら、1 人 1 日当たりのごみ総最終処分

量は163gで、前年度に比べ5g減少しているものの、

全国値の 109g より 54g 多く、全国値よりも多い傾向

が続いている。（図７） 
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平成21年度の１日1人当たりの最終処分量を地域

別にみると、三八、下北地域を除いて全国値(109g)

を上回っており、特に東青地域は 258g と全国値の 2

倍以上となっている。 

一方で、下北地域は 5g と全国値を大幅に下回って

おり、これは、可燃ごみをガス化・溶融し、焼却残

さの再生利用が進んでいることが要因である。 

（図８） 
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資料：環境省「一般廃棄物処理実態調査」を基に県企画政策部が作成
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④ 産業廃棄物の不法投棄等の状況 

県内の産業廃棄物の不法投棄等発見件数について

は、平成 14 年度の 465 件をピークに年々減少を続け

ており、平成 22 年度の発見件数は 60 件と、ピーク

時の約 8分の 1にまで減少している 

また、発見された 60 件のうち、年度内に解決した

ものは 34 件となっている。（図９） 

なお、産業廃棄物の不法投棄は、法令による罰則

等の強化やパトロール等による不法投棄対策の強化

により、全国的にも減少傾向にある。 
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４ 教育、人づくり分野 

(1) 教 育 

高等学校卒業者（全日制・定時制課程）の大学等進学率   （平成 23 年 3 月卒）  青森県 41.9%   全国  54.4% 

高等学校卒業者（全日制・定時制課程）の就職率      （平成 23 年 3 月卒）  青森県 30.1%   全国  15.9% 

高等学校卒業者（全日制・定時制課程）の就職者県外就職割合（平成 22 年 3 月卒）  青森県 44.2%   全国  18.4% 

    ※ 大学等進学率は、大学、短期大学の通信教育部への進学者を含む。 

                                    資料：文部科学省「学校基本調査」 

 

① 学校数・在学者数・教員数の推移 

 少子化に伴い、県内の幼稚園、小学校、中学校及

び高等学校の園児・児童・生徒数が年々減少してお

り、これに伴い学校数・教員数も減少傾向にある。 

特に小学校については、児童数が毎年約 2,000 人

ずつ減少している。（表１） 

（単位：人）
19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

学校数 135 134 133 131 129
園児数 10,986 10,317 9,721 9,228 8,835
教員数 858 834 807 777 789
学校数 376 366 354 347 333
児童数 80,598 78,983 76,894 74,754 72,426
教員数 5,728 5,629 5,489 5,399 5,286
学校数 178 175 173 174 171
生徒数 44,134 43,348 42,567 41,203 40,509
教員数 3,490 3,431 3,412 3,391 3,362
学校数 89 88 88 86 85
生徒数 44,841 43,778 43,519 42,804 41,988
教員数 3,537 3,454 3,440 3,406 3,383

資料：文部科学省「学校基本調査」

表１　学校数・児童生徒数・教員数等の推移

区　　　分

※１　全日制、定時制、通信制について記載。併置している学校は

※３　教員数は本務者のみ計上している。

　　１校として計上している。
※２　生徒数は専攻科を除いている。

幼稚園

小学校

中学校

高等学校

(※1,2)

 

 

② 全国学力・学習状況調査にみる 

本県の児童生徒の学力 

本県公立学校の児童生徒の学力は、教科に関する

調査（対象：小学 6 年生及び中学 3 年生、教科：国

語、算数・数学）の平均正答率の比較によれば、小

学校は、過去 4 年間にわたって全国の平均正答率を

3ポイント以上、中学校は、1ポイント程度以上上回

っている。（表２） 

20年 21年 22年

青森県 64.20 67.08 74.68

全国 59.93 63.48 71.15

全国との差（ポイント） 4.28 3.60 3.52

青森県 63.05 68.70 63.88

全国 61.68 67.78 62.08

全国との差（ポイント） 1.38 0.93 1.80

小学校

中学校

表２　全国学習・学習状況調査における平均正答率（公立学校分）

資料：県教育庁  

 ※「平成 23 年度全国学力・学習状況調査」は、東日本大震災

の影響等により、調査の実施を見送った。 

③ 児童生徒の体力の推移 

ここ 3年間の体力の推移をみると、平成 21 年度か

ら平成 22 年度にかけて、全国平均を上回る年齢層が

減ったが、平成 23 年度の調査では、全国平均を上回

ったのは男女共に 2年齢層で、平成 22 年度より増え

ている。しかし、全国平均値と比べると体力は低い

傾向にある。（表３） 

男子

21 30.24 30.35 21 33.14 34.49

22 29.57 30.52 22 32.90 34.12

23 30.55 30.34 23 34.36 34.31

21 36.31 38.02 21 40.82 43.00

22 35.98 37.58 22 41.15 42.89

23 36.77 37.50 23 42.98 44.11

21 42.61 43.56 21 47.85 49.88

22 42.17 43.78 22 47.34 49.37

23 42.25 44.08 23 49.12 51.03

21 47.41 49.88 21 50.42 50.30

22 47.49 50.01 22 49.90 50.56

23 47.41 49.61 23 49.37 50.59

21 54.20 54.98 21 54.63 54.04

22 54.24 55.61 22 53.12 54.20

23 54.44 55.82 23 53.90 54.89

21 60.09 61.29 21 56.33 55.69

22 60.89 61.27 22 55.91 57.14

23 59.84 62.30 23 55.24 56.83

女子

21 30.10 30.04 21 42.01 44.41

22 29.49 30.27 22 42.05 44.49

23 30.38 29.82 23 43.42 44.43

21 37.09 36.98 21 47.14 49.62

22 36.77 37.18 22 47.22 49.58

23 37.77 37.65 23 48.53 50.40

21 43.29 43.52 21 48.43 51.88

22 42.95 43.06 22 48.98 50.94

23 43.00 43.73 23 50.70 52.32

21 48.61 50.00 21 47.57 48.78

22 48.69 49.81 22 46.92 48.94

23 49.52 49.76 23 49.08 49.97

21 55.67 56.25 21 50.75 50.46

22 55.35 55.34 22 46.82 50.89

23 55.91 56.37 23 50.24 51.82

21 60.57 61.37 21 51.40 50.96

22 60.78 61.16 22 47.98 51.92

23 59.72 61.55 23 50.65 52.10

全国平均を上回った年齢層

資料：県教育庁「平成23年度体格、体力、ライフスタイル調査」

校種 年齢 年度
県

平均値

全国

平均値
校種 年齢 年度

県

平均値

全国

平均値

表３　児童生徒の体力テストの合計点の平均の推移

校種 年齢 年度
県

平均値

全国

平均値
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④ 本県の児童生徒の問題行動の状況 

不登校児童生徒数は、平成 19 年度の 1,513 件から

減少傾向にあり、平成 22 年度は 1,381 件となってい

る。 

いじめの認知件数は、平成 18 年度から調査方法が

見直され、平成 18 年度は 1,128 件であったが、平成

22 年度は 738 件となっている。（図４） 
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図４ 小・中学校における不登校児童生徒数、

いじめの認知件数の推移

不登校

いじめ

資料：文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」

※いじめについては、平成18年度から全国的に

調査方法が見直しされたため連続しない。

(件)

 

 

⑤ 職場体験・インターンシップ実施状況 

平成 22 年度の本県の公立中学校における職場体

験の実施校の割合は 95.8％であり、全国平均を若干

下回っている。 

また、職場体験を 5 日以上実施した公立中学校の

割合は全体の 2.5％と、依然として全国との差は開

いたままである。 

一方、公立高等学校におけるインターンシップの

実施校の割合は 69.2％と、全国平均を下回っている。

（表５） 

（単位：校）

区　　　分 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

職場体験実施校（青森県） 150 164 156 150 160

職場体験実施率（青森県） 86.7% 93.7% 91.2% 88.8% 95.8%

職場体験実施率（全国） 94.1% 95.8% 96.5% 94.5% 97.1%

年間５日以上実施率（青森県） 3.3% 4.9% 3.8% 2.0% 2.5%

年間５日以上実施率（全国） 17.1% 21.8% 20.7% 19.2% 17.9%

インターンシップ実施校（青森県） 54 57 57 54 54

インターンシップ実施率（青森県） 65.9% 70.4% 71.3% 67.5% 69.2%

インターンシップ実施率（全国） 62.9% 64.6% 69.1% 71.1% 74.5%

※　職場体験は公立中学校、インターンシップは公立高等学校（全日制・定時制）の実施状況。

※　実施率は学校数に対する実施校の割合。

資料：国立教育政策研究所「職場体験・インターンシップ実施状況等調査」

表５　職場体験・インターンシップ実施状況

 

 

 

 

 

⑥ 県内外別・就職希望と実績の推移 

高等学校（全日制・定時制課程）卒業者の県内就

職者数は平成 22 年度以降増加傾向にある。 

また、減少傾向にあった県外就職者数は、平成 22

年度に増加に転じている。（図６・図７） 
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図６ 県内就職希望者数と就職者数の推移

※各年3月卒業者の前年12月現在の進路志望との比較である。

資料：県教育庁「高等学校等卒業予定者の進路志望状況」

「高等学校等卒業者の進路状況」

（人） （％）
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図７ 県外就職希望者数と就職者数の推移

※各年3月卒業者の前年12月現在の進路志望との比較である。

資料：県教育庁「高等学校等卒業予定者の進路志望状況」

「高等学校等卒業者の進路状況」

（人） （％）

 

⑦ 大学等進学率・就職率の推移 

高等学校（全日制・定時制）卒業者の大学等進学

率は年々増加していたが、平成 23 年 3月卒業者の大

学等進学率は前年を下回った。就職率は平成 21 年度

以降減少傾向にあったが、平成 23 年 3月卒業者の就

職率は前年を上回っている。（図８） 
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図８ 高等学校卒業者の大学等進学率・就職率の推移
（％）

資料：文部科学省「学校基本調査」
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４ 教育、人づくり分野 

(1) 教 育 

高等学校卒業者（全日制・定時制課程）の大学等進学率   （平成 23 年 3 月卒）  青森県 41.9%   全国  54.4% 

高等学校卒業者（全日制・定時制課程）の就職率      （平成 23 年 3 月卒）  青森県 30.1%   全国  15.9% 

高等学校卒業者（全日制・定時制課程）の就職者県外就職割合（平成 22 年 3 月卒）  青森県 44.2%   全国  18.4% 

    ※ 大学等進学率は、大学、短期大学の通信教育部への進学者を含む。 

                                    資料：文部科学省「学校基本調査」 

 

① 学校数・在学者数・教員数の推移 

 少子化に伴い、県内の幼稚園、小学校、中学校及

び高等学校の園児・児童・生徒数が年々減少してお

り、これに伴い学校数・教員数も減少傾向にある。 

特に小学校については、児童数が毎年約 2,000 人

ずつ減少している。（表１） 

（単位：人）
19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

学校数 135 134 133 131 129
園児数 10,986 10,317 9,721 9,228 8,835
教員数 858 834 807 777 789
学校数 376 366 354 347 333
児童数 80,598 78,983 76,894 74,754 72,426
教員数 5,728 5,629 5,489 5,399 5,286
学校数 178 175 173 174 171
生徒数 44,134 43,348 42,567 41,203 40,509
教員数 3,490 3,431 3,412 3,391 3,362
学校数 89 88 88 86 85
生徒数 44,841 43,778 43,519 42,804 41,988
教員数 3,537 3,454 3,440 3,406 3,383

資料：文部科学省「学校基本調査」

表１　学校数・児童生徒数・教員数等の推移

区　　　分

※１　全日制、定時制、通信制について記載。併置している学校は

※３　教員数は本務者のみ計上している。

　　１校として計上している。
※２　生徒数は専攻科を除いている。

幼稚園

小学校

中学校

高等学校

(※1,2)

 

 

② 全国学力・学習状況調査にみる 

本県の児童生徒の学力 

本県公立学校の児童生徒の学力は、教科に関する

調査（対象：小学 6 年生及び中学 3 年生、教科：国

語、算数・数学）の平均正答率の比較によれば、小

学校は、過去 4 年間にわたって全国の平均正答率を

3ポイント以上、中学校は、1ポイント程度以上上回

っている。（表２） 

20年 21年 22年

青森県 64.20 67.08 74.68

全国 59.93 63.48 71.15

全国との差（ポイント） 4.28 3.60 3.52

青森県 63.05 68.70 63.88

全国 61.68 67.78 62.08

全国との差（ポイント） 1.38 0.93 1.80

小学校

中学校

表２　全国学習・学習状況調査における平均正答率（公立学校分）

資料：県教育庁  

 ※「平成 23 年度全国学力・学習状況調査」は、東日本大震災

の影響等により、調査の実施を見送った。 

③ 児童生徒の体力の推移 

ここ 3年間の体力の推移をみると、平成 21 年度か

ら平成 22 年度にかけて、全国平均を上回る年齢層が

減ったが、平成 23 年度の調査では、全国平均を上回

ったのは男女共に 2年齢層で、平成 22 年度より増え

ている。しかし、全国平均値と比べると体力は低い

傾向にある。（表３） 

男子

21 30.24 30.35 21 33.14 34.49

22 29.57 30.52 22 32.90 34.12

23 30.55 30.34 23 34.36 34.31

21 36.31 38.02 21 40.82 43.00

22 35.98 37.58 22 41.15 42.89

23 36.77 37.50 23 42.98 44.11

21 42.61 43.56 21 47.85 49.88

22 42.17 43.78 22 47.34 49.37

23 42.25 44.08 23 49.12 51.03

21 47.41 49.88 21 50.42 50.30

22 47.49 50.01 22 49.90 50.56

23 47.41 49.61 23 49.37 50.59

21 54.20 54.98 21 54.63 54.04

22 54.24 55.61 22 53.12 54.20

23 54.44 55.82 23 53.90 54.89

21 60.09 61.29 21 56.33 55.69

22 60.89 61.27 22 55.91 57.14

23 59.84 62.30 23 55.24 56.83

女子

21 30.10 30.04 21 42.01 44.41

22 29.49 30.27 22 42.05 44.49

23 30.38 29.82 23 43.42 44.43

21 37.09 36.98 21 47.14 49.62

22 36.77 37.18 22 47.22 49.58

23 37.77 37.65 23 48.53 50.40

21 43.29 43.52 21 48.43 51.88

22 42.95 43.06 22 48.98 50.94

23 43.00 43.73 23 50.70 52.32

21 48.61 50.00 21 47.57 48.78

22 48.69 49.81 22 46.92 48.94

23 49.52 49.76 23 49.08 49.97

21 55.67 56.25 21 50.75 50.46

22 55.35 55.34 22 46.82 50.89

23 55.91 56.37 23 50.24 51.82

21 60.57 61.37 21 51.40 50.96

22 60.78 61.16 22 47.98 51.92

23 59.72 61.55 23 50.65 52.10

全国平均を上回った年齢層

資料：県教育庁「平成23年度体格、体力、ライフスタイル調査」

校種 年齢 年度
県

平均値

全国

平均値
校種 年齢 年度

県

平均値

全国

平均値

表３　児童生徒の体力テストの合計点の平均の推移
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④ 本県の児童生徒の問題行動の状況 

不登校児童生徒数は、平成 19 年度の 1,513 件から

減少傾向にあり、平成 22 年度は 1,381 件となってい

る。 

いじめの認知件数は、平成 18 年度から調査方法が

見直され、平成 18 年度は 1,128 件であったが、平成

22 年度は 738 件となっている。（図４） 
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図４ 小・中学校における不登校児童生徒数、

いじめの認知件数の推移

不登校

いじめ

資料：文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」

※いじめについては、平成18年度から全国的に

調査方法が見直しされたため連続しない。

(件)

 

 

⑤ 職場体験・インターンシップ実施状況 

平成 22 年度の本県の公立中学校における職場体

験の実施校の割合は 95.8％であり、全国平均を若干

下回っている。 

また、職場体験を 5 日以上実施した公立中学校の

割合は全体の 2.5％と、依然として全国との差は開

いたままである。 

一方、公立高等学校におけるインターンシップの

実施校の割合は 69.2％と、全国平均を下回っている。

（表５） 

（単位：校）

区　　　分 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

職場体験実施校（青森県） 150 164 156 150 160

職場体験実施率（青森県） 86.7% 93.7% 91.2% 88.8% 95.8%

職場体験実施率（全国） 94.1% 95.8% 96.5% 94.5% 97.1%

年間５日以上実施率（青森県） 3.3% 4.9% 3.8% 2.0% 2.5%

年間５日以上実施率（全国） 17.1% 21.8% 20.7% 19.2% 17.9%

インターンシップ実施校（青森県） 54 57 57 54 54

インターンシップ実施率（青森県） 65.9% 70.4% 71.3% 67.5% 69.2%

インターンシップ実施率（全国） 62.9% 64.6% 69.1% 71.1% 74.5%

※　職場体験は公立中学校、インターンシップは公立高等学校（全日制・定時制）の実施状況。

※　実施率は学校数に対する実施校の割合。

資料：国立教育政策研究所「職場体験・インターンシップ実施状況等調査」

表５　職場体験・インターンシップ実施状況

 

 

 

 

 

⑥ 県内外別・就職希望と実績の推移 

高等学校（全日制・定時制課程）卒業者の県内就

職者数は平成 22 年度以降増加傾向にある。 

また、減少傾向にあった県外就職者数は、平成 22

年度に増加に転じている。（図６・図７） 
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図６ 県内就職希望者数と就職者数の推移

※各年3月卒業者の前年12月現在の進路志望との比較である。

資料：県教育庁「高等学校等卒業予定者の進路志望状況」

「高等学校等卒業者の進路状況」

（人） （％）
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⑦ 大学等進学率・就職率の推移 
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率は年々増加していたが、平成 23 年 3月卒業者の大

学等進学率は前年を下回った。就職率は平成 21 年度

以降減少傾向にあったが、平成 23 年 3月卒業者の就

職率は前年を上回っている。（図８） 
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⑧ 特別支援学校における教育相談の状況 

学習面や生活面において､何らかの支援を必要と

する子どもの教育相談については、特別支援学校を

中心に早くから体制整備が進められ、平成 18 年度以

降の教育相談回数は年間約 5,000 回で推移している。

（図９） 
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⑨ 学校支援ボランティアの活動状況 

地域ぐるみで学校を支援し、子どもたちを健やか

に育むための学校支援ボランティア活動が広がって

いる。 

県内公立小・中学校の学校支援ボランティア活動

を、「学習アシスタントタイプ」「ゲストティーチャ

ータイプ」「環境サポータータイプ」「施設メンテナ

ータイプ」の 4 分野に分けてみた場合、複数の分野

での活動事例が増えてきている。このことは学校と

地域の相互理解が進んだものと考えられる。（図 10） 
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⑩ 学校の耐震化の状況 

公立学校施設は、児童生徒等の学習・生活の場で

あるとともに、災害発生時には、地域住民の避難場

所となるなど重要な役割を担っていることから、耐

震診断を実施し、その結果を踏まえ、計画的に改築

や補強工事を進めている。 

 平成 23 年 4 月 1日現在の県立学校の耐震化率は、

91.4％となっている。 

 

⑪ 社会教育施設の利用状況 

県内には、平成 20 年 10 月 1 日現在で 301 の公民

館がある。 

 

個人利用者の増加に伴い、利用者は平成 13 年度の

2,900,899 人から平成 19 年度の 3,160,619 人と

9.0％増加している。（図 11） 
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また、県内には平成 20年 10 月 1 日現在で 34 の図

書館がある。 

図書を借用して館外に持ち出した者（帯出者）の

延べ人数は、平成 13 年度と比較して平成 19 年度は

71.9％増加しているほか、貸出冊数も 22.9％増加し

ている。（表 12） 

（単位：人）

13年度 16年度 19年度

181,930 197,789 190,338

うち児童 19,668 21,339 16,470

665,033 1,068,992 1,142,932

うち児童 156,899 205,107 161,252

2,889,362 3,383,272 3,550,526

うち児童 537,191 813,421 633,814

区　分

表12　図書館の利用状況

※　登録者数、帯出者数等で児童数内訳を把握できない図書館あり。

資料：文部科学省「社会教育調査」
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⑫ 大学・短期大学への入学状況 

 県内の高等学校を卒業し、平成 23 年 4月に大学・

短期大学へ入学した者は、6,068 人であり、前年度

から減少した。 

 県外への進学率は、近年、大学が 60％台半ば、短

期大学が概ね 30％台で推移していたものの、平成 22

年 4 月における県内の大学・短期大学への入学者が

増加したため、県外進学率は低下している。（図 13） 
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⑬ 高等教育機関在学者数の推移 

 平成 23 年度の県内の大学等の高等教育機関数は、

大学が 10 校（県外に本部を置く北里大学を除く）、

短期大学が 6校、高等専門学校が 1校の計 17 校、在

学者数は 18,944 人となっている。 

県内の高等教育機関在学者数は、概ね 18,000 人台

で推移している。（図 14・次頁表 15） 
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⑭ 留学生の在学状況 

 県内の大学、短期大学、高等専門学校に在籍する

外国人留学生は平成23年5月1日現在で427人とな

っており、うち中国からの留学生が全体の 66.5％を

占めている。東日本大震災及び東京電力福島第一原

子力発電所の事故の影響により、平成 23年度は中国

及び韓国からの留学生を中心に、前年度と比べ大き

く減少している。（図 16） 288
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区 分 名　　　称 学　　　部 学　　　　　科

弘前大学 人文学部 人間文化課程、現代社会課程、経済経営課程

教育学部 学校教育教員養成課程、養護教諭養成課程、生涯教育課程

医学部 医学科、保健学科

理工学部 数理科学科、物理科学科、物質創成化学科、地球環境学科、

電子情報工学科、知能機械工学科

農学生命科学部 生物学科、分子生命科学科、生物資源学科、園芸農学科、

地域環境工学科

(大学院・修士課程) 人文社会科学研究科 文化科学専攻、応用社会科学専攻

(大学院・修士課程) 教育学研究科 学校教育専攻、教科教育専攻、養護教育専攻

(大学院・博士課程) 医学研究科 医科学専攻

(大学院・博士前期/後期課程) 保健学研究科 保健学専攻

(大学院・博士前期課程) 理工学研究科 理工学専攻

(大学院・博士後期課程) 　　　　　　 機能創成科学専攻、安全システム工学専攻

（大学院・修士課程) 農学生命科学研究科 生物機能科学専攻、応用生命工学専攻、生物生産科学専攻、

地域環境科学専攻

（大学院・博士後期課程) 地域社会研究科 地域社会専攻

(大学院・博士課程) 岩手大学大学院連合 　　　生物生産科学専攻、生物資源科学専攻、

農学研究科 寒冷圏生命システム学専攻、生物環境科学専攻

青森県立保健大学 健康科学部 看護学科、理学療法学科、社会福祉学科、栄養学科

(大学院・博士前期/後期課程) 健康科学研究科 健康科学専攻

青森公立大学 経営経済学部 経営学科、経済学科、地域みらい学科

(大学院・博士前期/後期課程) 経営経済学研究科 経営経済学専攻

北里大学 獣医学部 獣医学科、動物資源科学科、生物環境科学科

(大学院・修士課程) 獣医畜産学研究科 生物生産環境学専攻

(大学院・修士/博士後期課程) 動物資源科学専攻

(大学院・博士課程) 獣医学専攻

青森大学 経営学部 経営学科

社会学部 社会学科、社会福祉学科

ソフトウェア情報学部 ソフトウェア情報学科

薬学部 薬学科

(大学院・修士課程) 環境科学研究科 環境管理学専攻、環境教育学専攻

青森中央学院大学 経営法学部 経営法学科

(大学院・修士課程) 地域マネジメント研究科 地域マネジメント専攻

東北女子大学 家政学部 家政学科、児童学科

弘前学院大学 文学部 英語・英米文学科、日本語・日本文学科

社会福祉学部 社会福祉学科

看護学部 看護学科

(大学院・修士課程) 文学研究科 日本文学専攻

社会福祉学研究科 人間福祉専攻

弘前医療福祉大学 保健学部 看護学科、医療技術学科（作業療法学専攻、言語聴覚学専攻）

八戸工業大学 工学部 機械情報技術学科、電気電子システム/電子知能システム学科、

環境建設工学科、建築工学科、システム情報工学科、

土木建築工学科、バイオ環境工学科/生物環境化学工学科

感性デザイン学部 感性デザイン学科

(大学院・博士前期/後期課程) 工学研究科 機械・生物化学工学専攻、電子電気・情報工学専攻、

土木工学専攻、建築工学専攻

八戸大学 ビジネス学部 ビジネス学科

人間健康学部 人間健康学科

青森短期大学 地域創造学科(ビジネス専攻、子ども専攻)

青森明の星短期大学 現代介護福祉学科、子ども学科

青森中央短期大学 食物栄養学科、幼児保育学科、看護学科

専攻科(福祉専攻)

東北女子短期大学 被服科、生活科、保育科

弘前医療福祉短期大学 生活福祉学科（介護福祉専攻、食育福祉専攻）

八戸短期大学 幼児保育学科、ライフデザイン学科、看護学科

機械工学科、電気情報工学科、物質工学科、建設環境工学科

専攻科(機械･電気システム工学専攻、物質工学専攻、

　　　 建設環境工学専攻)

表15　青森県内の大学・短期大学(平成23年5月1日 現在)

独立行政法人　国立高等専門学校機構

八戸工業高等専門学校

大

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

学

国

　

　

　

　

　

立

私

　

　

　

　

　

立

私

　

　

立

短

期

大

学

公

　

立
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(2) 文化・スポーツ 

国・県指定文化財一覧（平成23年11月1日現在）

【国指定】

工芸品 考古資料 建造物 彫刻 工芸品 考古資料

重要有形

民俗文化

財

重要無形

民俗文化

財

特別史跡 史跡

特別名勝

及び天然

記念物

名勝及び

天然記念

物

名勝
特別天然

記念物

天然記念

物

2 1 31 2 8 10 8 8 1 18 1 1 5 2 16 114

【県指定】

建造物 絵画 彫刻 工芸品 書跡
考古

資料

歴史

資料

県有形民

俗文化財

県無形民

俗文化財
県史跡 県名勝

県天然記

念物

40 6 29 30 2 29 9 12 51 20 2 34 266

【国選定等】

書跡
考古

資料

4 1 115

選定 登録 記録選択

国宝

県重宝

2

重要文化財 民俗文化財 記念物

15

重要伝統的建造物

群保存地区
選定保存技術

登録有形文化財

（建造物）
登録記念物

記録作成等の措置

を講ずべき無形文

化財

記録作成等の措置

を講ずべき無形の

民俗文化財

2 1 88 3 1

合計

合計

合計

県技芸

無形文化財 民俗文化財 記念物

重要美術品

資料：県教育庁

第 66 回国民体育大会天皇杯（平成 23 年） 男女総合成績 29 位（前回 29 位） 

県内の公共的スポーツ施設 805 施設 

資料：文部科学省「平成 20 年度体育・スポーツ施設現況調査」

 

① 縄文遺跡群 

縄文時代は、日本列島で本格的な稲作が始まる約

2,300 年前の弥生時代の始まりまで、約 1 万年間続

いた。この頃、ここ青森の地には、まさに「北のま

ほろば」と言えるような豊かな縄文の大地が広がっ

ていた。 

縄文文化は、非常に長い期間続いたが、それは停

滞でも未発達でもなく、成熟した狩猟・採集文化で

あり、弥生時代以降、本格的な稲作農耕が始まって

からも、東日本においては縄文文化の伝統や影響が

強くみられ、我が国の基層文化と考えられている。 

中でも、三内丸山遺跡は、はるか 5,500 年前の縄

文時代前期中頃から中期末までの約 1,500 年間にわ

たって営まれた日本最大級の縄文集落跡と言われて

おり、面積はおよそ 35ha、数多くの遺構・出土品が

発掘され、平成 12 年（2000 年）に国の特別史跡に、

平成 15 年（2003 年）には出土品 1,958 点が重要文

化財に指定されている。 

（写真 三内丸山遺跡） 

県内には、3,000 を超える数多くの縄文時代の遺

跡が所在し、三内丸山遺跡をはじめとする 7 遺跡が

国の特別史跡又は史跡に指定されている。（表１） 

 

本県、北海道、岩手県及び秋田県に所在する貴重

な縄文遺跡群については、世界文化遺産登録をめざ

し、関係機関が連携して取り組んでおり、平成 21

年 1 月、ユネスコ世界遺産センターの世界遺産暫定

一覧表に記載されている。 

 

（写真 三内丸山遺跡からの出土品） 

遺跡名 所在地 指定区分

三内丸山遺跡 青森市三内字丸山 特別史跡

小牧野遺跡 青森市野沢字小牧野 史跡

是川石器時代遺跡 八戸市是川字中居ほか 史跡

長七谷地貝塚 八戸市桔梗野工業団地三丁目 史跡

亀ヶ岡石器時代遺跡 つがる市木造館岡亀ヶ岡 史跡

田小屋野貝塚 つがる市木造館岡字田小屋野 史跡

二ッ森貝塚 七戸町榎林字貝塚家の前 史跡

表１　国の特別史跡又は史跡に指定されている本県の縄文遺跡

 

 

② 主な文化財 

 八戸市の風張 1 遺跡において出土した合掌土偶が、

平成 21 年 7月、国宝に指定され、赤糸威鎧兜大袖付

と白糸威褄取鎧兜大袖付（ともに八戸市）に続き、

本県の国宝は 3件となった。 

 また、県内に所在する国・県指定の文化財は、平

成 23 年 11 月 1 日現在で、国指定が 114、県指定が

－ 62 － － 63 －
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区 分 名　　　称 学　　　部 学　　　　　科

弘前大学 人文学部 人間文化課程、現代社会課程、経済経営課程

教育学部 学校教育教員養成課程、養護教諭養成課程、生涯教育課程

医学部 医学科、保健学科

理工学部 数理科学科、物理科学科、物質創成化学科、地球環境学科、

電子情報工学科、知能機械工学科

農学生命科学部 生物学科、分子生命科学科、生物資源学科、園芸農学科、

地域環境工学科

(大学院・修士課程) 人文社会科学研究科 文化科学専攻、応用社会科学専攻

(大学院・修士課程) 教育学研究科 学校教育専攻、教科教育専攻、養護教育専攻

(大学院・博士課程) 医学研究科 医科学専攻

(大学院・博士前期/後期課程) 保健学研究科 保健学専攻

(大学院・博士前期課程) 理工学研究科 理工学専攻

(大学院・博士後期課程) 　　　　　　 機能創成科学専攻、安全システム工学専攻

（大学院・修士課程) 農学生命科学研究科 生物機能科学専攻、応用生命工学専攻、生物生産科学専攻、

地域環境科学専攻

（大学院・博士後期課程) 地域社会研究科 地域社会専攻

(大学院・博士課程) 岩手大学大学院連合 　　　生物生産科学専攻、生物資源科学専攻、

農学研究科 寒冷圏生命システム学専攻、生物環境科学専攻

青森県立保健大学 健康科学部 看護学科、理学療法学科、社会福祉学科、栄養学科

(大学院・博士前期/後期課程) 健康科学研究科 健康科学専攻

青森公立大学 経営経済学部 経営学科、経済学科、地域みらい学科

(大学院・博士前期/後期課程) 経営経済学研究科 経営経済学専攻

北里大学 獣医学部 獣医学科、動物資源科学科、生物環境科学科

(大学院・修士課程) 獣医畜産学研究科 生物生産環境学専攻

(大学院・修士/博士後期課程) 動物資源科学専攻

(大学院・博士課程) 獣医学専攻

青森大学 経営学部 経営学科

社会学部 社会学科、社会福祉学科

ソフトウェア情報学部 ソフトウェア情報学科

薬学部 薬学科

(大学院・修士課程) 環境科学研究科 環境管理学専攻、環境教育学専攻

青森中央学院大学 経営法学部 経営法学科

(大学院・修士課程) 地域マネジメント研究科 地域マネジメント専攻

東北女子大学 家政学部 家政学科、児童学科

弘前学院大学 文学部 英語・英米文学科、日本語・日本文学科

社会福祉学部 社会福祉学科

看護学部 看護学科

(大学院・修士課程) 文学研究科 日本文学専攻

社会福祉学研究科 人間福祉専攻

弘前医療福祉大学 保健学部 看護学科、医療技術学科（作業療法学専攻、言語聴覚学専攻）

八戸工業大学 工学部 機械情報技術学科、電気電子システム/電子知能システム学科、

環境建設工学科、建築工学科、システム情報工学科、

土木建築工学科、バイオ環境工学科/生物環境化学工学科

感性デザイン学部 感性デザイン学科

(大学院・博士前期/後期課程) 工学研究科 機械・生物化学工学専攻、電子電気・情報工学専攻、

土木工学専攻、建築工学専攻

八戸大学 ビジネス学部 ビジネス学科

人間健康学部 人間健康学科

青森短期大学 地域創造学科(ビジネス専攻、子ども専攻)

青森明の星短期大学 現代介護福祉学科、子ども学科

青森中央短期大学 食物栄養学科、幼児保育学科、看護学科

専攻科(福祉専攻)

東北女子短期大学 被服科、生活科、保育科

弘前医療福祉短期大学 生活福祉学科（介護福祉専攻、食育福祉専攻）

八戸短期大学 幼児保育学科、ライフデザイン学科、看護学科

機械工学科、電気情報工学科、物質工学科、建設環境工学科

専攻科(機械･電気システム工学専攻、物質工学専攻、

　　　 建設環境工学専攻)

表15　青森県内の大学・短期大学(平成23年5月1日 現在)

独立行政法人　国立高等専門学校機構

八戸工業高等専門学校
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(2) 文化・スポーツ 

国・県指定文化財一覧（平成23年11月1日現在）

【国指定】

工芸品 考古資料 建造物 彫刻 工芸品 考古資料

重要有形

民俗文化

財

重要無形

民俗文化

財

特別史跡 史跡

特別名勝

及び天然

記念物

名勝及び

天然記念

物

名勝
特別天然

記念物

天然記念

物

2 1 31 2 8 10 8 8 1 18 1 1 5 2 16 114

【県指定】

建造物 絵画 彫刻 工芸品 書跡
考古

資料

歴史

資料

県有形民

俗文化財

県無形民

俗文化財
県史跡 県名勝

県天然記

念物

40 6 29 30 2 29 9 12 51 20 2 34 266

【国選定等】

書跡
考古

資料

4 1 115

選定 登録 記録選択

国宝

県重宝

2

重要文化財 民俗文化財 記念物

15

重要伝統的建造物

群保存地区
選定保存技術

登録有形文化財

（建造物）
登録記念物

記録作成等の措置

を講ずべき無形文

化財

記録作成等の措置

を講ずべき無形の

民俗文化財

2 1 88 3 1

合計

合計

合計

県技芸

無形文化財 民俗文化財 記念物

重要美術品

資料：県教育庁

第 66 回国民体育大会天皇杯（平成 23 年） 男女総合成績 29 位（前回 29 位） 

県内の公共的スポーツ施設 805 施設 

資料：文部科学省「平成 20 年度体育・スポーツ施設現況調査」

 

① 縄文遺跡群 

縄文時代は、日本列島で本格的な稲作が始まる約

2,300 年前の弥生時代の始まりまで、約 1 万年間続

いた。この頃、ここ青森の地には、まさに「北のま

ほろば」と言えるような豊かな縄文の大地が広がっ

ていた。 

縄文文化は、非常に長い期間続いたが、それは停

滞でも未発達でもなく、成熟した狩猟・採集文化で

あり、弥生時代以降、本格的な稲作農耕が始まって

からも、東日本においては縄文文化の伝統や影響が

強くみられ、我が国の基層文化と考えられている。 

中でも、三内丸山遺跡は、はるか 5,500 年前の縄

文時代前期中頃から中期末までの約 1,500 年間にわ

たって営まれた日本最大級の縄文集落跡と言われて

おり、面積はおよそ 35ha、数多くの遺構・出土品が

発掘され、平成 12 年（2000 年）に国の特別史跡に、

平成 15 年（2003 年）には出土品 1,958 点が重要文

化財に指定されている。 

（写真 三内丸山遺跡） 

県内には、3,000 を超える数多くの縄文時代の遺

跡が所在し、三内丸山遺跡をはじめとする 7 遺跡が

国の特別史跡又は史跡に指定されている。（表１） 

 

本県、北海道、岩手県及び秋田県に所在する貴重

な縄文遺跡群については、世界文化遺産登録をめざ

し、関係機関が連携して取り組んでおり、平成 21

年 1 月、ユネスコ世界遺産センターの世界遺産暫定

一覧表に記載されている。 

 

（写真 三内丸山遺跡からの出土品） 

遺跡名 所在地 指定区分

三内丸山遺跡 青森市三内字丸山 特別史跡

小牧野遺跡 青森市野沢字小牧野 史跡

是川石器時代遺跡 八戸市是川字中居ほか 史跡

長七谷地貝塚 八戸市桔梗野工業団地三丁目 史跡

亀ヶ岡石器時代遺跡 つがる市木造館岡亀ヶ岡 史跡

田小屋野貝塚 つがる市木造館岡字田小屋野 史跡

二ッ森貝塚 七戸町榎林字貝塚家の前 史跡

表１　国の特別史跡又は史跡に指定されている本県の縄文遺跡

 

 

② 主な文化財 

 八戸市の風張 1 遺跡において出土した合掌土偶が、

平成 21 年 7月、国宝に指定され、赤糸威鎧兜大袖付

と白糸威褄取鎧兜大袖付（ともに八戸市）に続き、

本県の国宝は 3件となった。 

 また、県内に所在する国・県指定の文化財は、平

成 23 年 11 月 1 日現在で、国指定が 114、県指定が

－ 62 － － 63 －
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266、国選定等が 115 となっている。 

 国指定の主なものとしては、重要文化財として弘

前城、最勝院五重塔（いずれも弘前市）、櫛引八幡宮

（八戸市）など、重要無形民俗文化財として「青森

のねぶた」、「八戸のえんぶり」、「下北の能舞」など、

特別名勝及び天然記念物として十和田湖および奥入

瀬渓流（十和田市）、名勝として種差海岸（八戸市）

や盛美園（平川市）など、天然記念物として蕪島ウ

ミネコ繁殖地（八戸市）などが指定されている。 

 

③ 本県出身の主な文化人、著名人 

本県は、縄文文化をはじめ、豊かな自然や風土の

中で作家、芸術家など様々な分野で多彩な活躍をす

る文化人、著名人を輩出してきている。 

【文学・ジャーナリズム】 

○石坂
いしざか

 洋次郎
よ う じ ろ う

（1900～1986） 

  軽快な青春小説で国民的な人気を博した作家。

戦後発表された「青い山脈」が大ヒットし、「百万

人の作家」と称され、一世を風靡した。 

○太宰
だ ざ い

 治
おさむ

（1909～1948） 

  近代日本文学を代表する作家。「人間失格」「斜

陽」「走れメロス」をはじめ、多くの作品を世に出

した。2009 年に生誕 100 周年を迎え、作品が映画

化されるなど再び人気が高まっている。 

○三
み

浦
うら

 哲
てつ

郎
お

（1931～2010）  

1961 年「忍ぶ川」で、県人唯一となる、第 44

回芥川賞を受賞。その後も様々な作品を発表し、

数多くの文学賞を受賞した。 

○陸
くが

 羯
かつ

南
なん

（1857～1907） 

  新聞「日本」を創刊し、明治時代における我が

国の言論界をリードした。 

○寺山
てらやま

 修司
しゅうじ

（1935～1983） 

  歌人、詩人、劇作家、映画監督など、多くの分

野で活躍。演劇実験室「天井桟敷」を結成し、海

外公演も手がけるなど、マルチな才能を発揮した。 

○羽
は

仁
に

 もと子
こ

（1873～1957） 

  日本初の女性記者。「家庭之友」（のち「婦人之

友」）を創刊するとともに、自由教育を推進するた

め、「自由学園」を創設した。 

○沢田
さ わ だ

 教一
きょういち

（1936～1970） 

  報道カメラマンとして、ベトナム戦争の最前線

で取材を行った。撮影した写真は国際的に高い評

価を受け、「安全への逃避」はピュリッツァー賞に

輝いた。 

○梅内
うめない

 美
み

華子
か こ

（1970～） 

  2012 年、歌集「エクウス」が高い評価を受け、

文化庁の芸術選奨新人賞を受賞した歌人。1991 年、

「横断歩道(ゼブラ・ゾーン)」でみずみずしい恋

愛の歌が注目を集め、角川短歌賞を受賞している。 

 

 

【科学技術】 

○木村
き む ら

 秀
ひで

政
まさ

（1904～1986） 

  東京帝国大学（現東京大学）航空研究所が設計

し、長距離飛行記録を達成した「航研機」の制作

や、初の国産旅客機「ＹＳ11」の開発に携わった。 

○西山
にしやま

 正治
しょうじ

（1922～1993） 

  医師。世界初の「レントゲン車」を考案、開発

するとともに、多方向から患部を撮影できる「ジ

ャイロスコープ」の開発に取り組んだ。 

○石館
いしだて

 守三
もりぞう

（1901～1996） 

  薬学の世界的権威で、東京大学初代薬学部長。

ハンセン病の治療薬「プロミン」の国産化や、国

産初のがん化学療法剤「ナイトロミン」の創製に

成功した。 

○川口
かわぐち

 淳一郎
じゅんいちろう

（1955～） 

  小惑星探査機「はやぶさ」プロジェクトマネー

ジャー。2010 年、「はやぶさ」は 7 年の歳月を経

て、小惑星「イトカワ」から帰還するという世界

初の快挙を達成した。 

【美術・音楽】 

○棟方
むなかた

 志
し

功
こう

（1903～1975） 

  「世界のムナカタ」と呼ばれ、20 世紀を代表す

る世界的な「板画家」である。大胆かつ独創的な

表現で、他に類を見ない独特の世界を築いた。 

○鷹山
たかやま

 宇一
う い ち

（1908～1999） 

  画家。花やチョウなどをモチーフに、幻想的な

画風で日本画壇に新風を巻き込むとともに、二科

会の重鎮としても活躍した。 

○工藤
く ど う

 甲人
こうじん

（1915～2011） 

  現代日本画界を代表する一人。戦後、湧き起こ

った新しい日本画の創造を目指す活動に共感し、

心象イメージを絵画世界に表す独特の作風を築き

上げた。 

○ナンシー関
せき

（1962～2002） 

著名人の似顔絵の消しゴム版画と、これを挿絵

として使ったコラムで人気を博した。 

○奈良
な ら

 美
よし

智
とも

（1959～） 

  我が国を代表する現代美術作家。国際的にも高

い評価を受けており、独特の風貌の少女を描いた

作品や、青森県立美術館にある「あおもり犬」で

有名。 

 
（写真 あおもり犬（奈良美智作。青森県立美術館）） 
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○成田
な り た

 亨
とおる

（1929～2002） 

  彫刻家、特撮美術監督。「ウルトラマン」シリー

ズの多くの怪獣、ウルトラマン、宇宙人、メカの

デザインを手がけ、現代日本文化を代表するモチ

ーフを生み出した。 

○高橋
たかはし

 竹三
ちくざん

（1910～1998） 

  津軽三味線を国内はもとより海外へも広めた津

軽三味線演奏の第一人者。アメリカ公演では、「三

味線の名匠」と絶賛された。 

○淡谷
あ わ や

 のり子
こ

（1907～1999） 

  東洋音楽学校（現在の東京音楽大学）を首席で

卒業し、歌謡界へ。日本のシャンソン界の先駆者

となる。「別れのブルース」「雨のブルース」が大

ヒットし、「ブルースの女王」と呼ばれた。 

【歌手・俳優など】 

○泉谷
い ず み や

 しげる（1948～） 

  青森市長島で生まれ、東京都で育つ。フォーク

シンガーや役者として活躍中。東北新幹線全線開

業のテレビ CM では、新青森駅長を好演した。 

○三
み

上
か み

 寛
か ん

（1950～） 

  日本を代表するフォークシンガー。青森をバッ

クボーンに津軽を原風景とした人間の生き様を歌

い続ける。詩人として詩集やエッセイも多数。 

○吉
よし

 幾三
いくぞう

（1952～） 

  歌手。1977 年に自身の作詞・作曲による「俺は

ぜったい！プレスリー」がヒット。代表曲「俺ら

東京さ行くだ」「雪國」「酒よ」など。 

○佐藤
さ と う

 竹
ち く

善
ぜ ん

（1963～） 

  ロックバンド「Sing Like Talking」のボーカル。

音楽プロデューサーとして活躍。1998 年、青森市

市制 100 周年記念曲を発表。 

○坂本
さかもと

 サトル（1967～） 

  シンガーソングライター。路上、飲食店、レコ

ード店などでの「ＣＤ実演販売ライブ」が話題に。

代表曲「天使達の歌」など。 

○北山
きたやま

 陽一
よういち

（1974～） 

  人気男性ヴォーカルグループ、ゴスペラーズの

メンバーとして活躍。2008 年には八戸市から八戸

大使に任命される。 

○凜
り ん

華
か

 せら（1980～） 

  宝塚歌劇団星組で男役として活躍。退団後は女

優として、ミュージカル、舞台に多数出演。最近

はラーメン達人として活動の幅を広げている。 

○新山
にいやま

 千春
ち は る

（1981～） 

  青森市生まれ。タレント、クイズ番組などのバ

ラエティ番組で活躍中。 

○松山
まつやま

 ケンイチ（1985～） 

  現在、ブレイク中の俳優。映画「デスノート」

で一躍脚光を浴びる。全編青森県ロケ、全編津軽

弁の映画「ウルトラミラクルラブストーリー」に

主演。2012 年ＮＨＫ大河ドラマ「平清盛」主演。 

○吹
ふき

越
こし

 満
みつる

（1965～） 

  俳優。数多くの映画、ドラマに出演。シリアス

なものからコミカルなものまで、幅広い役柄を演

じ、独特の存在感を発揮している。 

○2 代目 市川
いちかわ

 笑也
え み や

（1959～） 

  歌舞伎俳優。スーパー歌舞伎のヒロインの座を

射止め、一躍スターに。2003 年に本県で開催され

た第 5 回冬季アジア競技大会では、開閉会式の総

合演出を担当。 

 

④ 伝統工芸 

県内には、津軽塗や南部裂織

をはじめ、地域に生まれ、生

活の中で育まれてきた優れ

た伝統工芸品が数多く存在

する。これらの多くは、後継

者不足や販路の行き詰まり

といった難題を抱えている

ことから、県では、伝統工芸

品の価値の再評価とその作り手の意識の向上を図る

ため、一定の要件を満たすものを「青森県伝統工芸

品」に指定している。（表２） 

 

 
工芸品名 市町村名

津軽塗 弘前市

津軽焼 弘前市

八戸焼 八戸市

下川原焼土人形 弘前市

あけび蔓細工 弘前市

津軽竹籠 弘前市

ひば曲物 藤崎町

こぎん刺し 青森市、弘前市

南部裂織
八戸市、十和田市、むつ市、

七戸町、佐井村

南部菱刺し 八戸市、七戸町

温湯こけし 黒石市

大鰐こけし・ずぐり 大鰐町

弘前こけし・木地玩具 弘前市

八幡馬 八戸市

善知鳥彫ダルマ 青森市

津軽凧 弘前市

津軽びいどろ 青森市

錦石 青森市、弘前市、外ヶ浜町

南部姫鞠 八戸市

えんぶり烏帽子 八戸市

きみがらスリッパ 十和田市

目屋人形 西目屋村

津軽打刃物 弘前市

津軽桐下駄 弘前市

南部総桐箪笥 三戸町

太鼓 弘前市

ねぶたハネト人形 青森市

津軽裂織 青森市、弘前市

津軽組ひも 五所川原市

表２　青森県伝統工芸品・製造者一覧表
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266、国選定等が 115 となっている。 

 国指定の主なものとしては、重要文化財として弘

前城、最勝院五重塔（いずれも弘前市）、櫛引八幡宮

（八戸市）など、重要無形民俗文化財として「青森

のねぶた」、「八戸のえんぶり」、「下北の能舞」など、

特別名勝及び天然記念物として十和田湖および奥入

瀬渓流（十和田市）、名勝として種差海岸（八戸市）

や盛美園（平川市）など、天然記念物として蕪島ウ

ミネコ繁殖地（八戸市）などが指定されている。 

 

③ 本県出身の主な文化人、著名人 

本県は、縄文文化をはじめ、豊かな自然や風土の

中で作家、芸術家など様々な分野で多彩な活躍をす

る文化人、著名人を輩出してきている。 

【文学・ジャーナリズム】 

○石坂
いしざか

 洋次郎
よ う じ ろ う

（1900～1986） 

  軽快な青春小説で国民的な人気を博した作家。

戦後発表された「青い山脈」が大ヒットし、「百万

人の作家」と称され、一世を風靡した。 

○太宰
だ ざ い

 治
おさむ

（1909～1948） 

  近代日本文学を代表する作家。「人間失格」「斜

陽」「走れメロス」をはじめ、多くの作品を世に出

した。2009 年に生誕 100 周年を迎え、作品が映画

化されるなど再び人気が高まっている。 

○三
み

浦
うら

 哲
てつ

郎
お

（1931～2010）  

1961 年「忍ぶ川」で、県人唯一となる、第 44

回芥川賞を受賞。その後も様々な作品を発表し、

数多くの文学賞を受賞した。 

○陸
くが

 羯
かつ

南
なん

（1857～1907） 

  新聞「日本」を創刊し、明治時代における我が

国の言論界をリードした。 

○寺山
てらやま

 修司
しゅうじ

（1935～1983） 

  歌人、詩人、劇作家、映画監督など、多くの分

野で活躍。演劇実験室「天井桟敷」を結成し、海

外公演も手がけるなど、マルチな才能を発揮した。 

○羽
は

仁
に

 もと子
こ

（1873～1957） 

  日本初の女性記者。「家庭之友」（のち「婦人之

友」）を創刊するとともに、自由教育を推進するた

め、「自由学園」を創設した。 

○沢田
さ わ だ

 教一
きょういち

（1936～1970） 

  報道カメラマンとして、ベトナム戦争の最前線

で取材を行った。撮影した写真は国際的に高い評

価を受け、「安全への逃避」はピュリッツァー賞に

輝いた。 

○梅内
うめない

 美
み

華子
か こ

（1970～） 

  2012 年、歌集「エクウス」が高い評価を受け、

文化庁の芸術選奨新人賞を受賞した歌人。1991 年、

「横断歩道(ゼブラ・ゾーン)」でみずみずしい恋

愛の歌が注目を集め、角川短歌賞を受賞している。 

 

 

【科学技術】 

○木村
き む ら

 秀
ひで

政
まさ

（1904～1986） 

  東京帝国大学（現東京大学）航空研究所が設計

し、長距離飛行記録を達成した「航研機」の制作

や、初の国産旅客機「ＹＳ11」の開発に携わった。 

○西山
にしやま

 正治
しょうじ

（1922～1993） 

  医師。世界初の「レントゲン車」を考案、開発

するとともに、多方向から患部を撮影できる「ジ

ャイロスコープ」の開発に取り組んだ。 

○石館
いしだて

 守三
もりぞう

（1901～1996） 

  薬学の世界的権威で、東京大学初代薬学部長。

ハンセン病の治療薬「プロミン」の国産化や、国

産初のがん化学療法剤「ナイトロミン」の創製に

成功した。 

○川口
かわぐち

 淳一郎
じゅんいちろう

（1955～） 

  小惑星探査機「はやぶさ」プロジェクトマネー

ジャー。2010 年、「はやぶさ」は 7 年の歳月を経

て、小惑星「イトカワ」から帰還するという世界

初の快挙を達成した。 

【美術・音楽】 

○棟方
むなかた

 志
し

功
こう

（1903～1975） 

  「世界のムナカタ」と呼ばれ、20 世紀を代表す

る世界的な「板画家」である。大胆かつ独創的な

表現で、他に類を見ない独特の世界を築いた。 

○鷹山
たかやま

 宇一
う い ち

（1908～1999） 

  画家。花やチョウなどをモチーフに、幻想的な

画風で日本画壇に新風を巻き込むとともに、二科

会の重鎮としても活躍した。 

○工藤
く ど う

 甲人
こうじん

（1915～2011） 

  現代日本画界を代表する一人。戦後、湧き起こ

った新しい日本画の創造を目指す活動に共感し、

心象イメージを絵画世界に表す独特の作風を築き

上げた。 

○ナンシー関
せき

（1962～2002） 

著名人の似顔絵の消しゴム版画と、これを挿絵

として使ったコラムで人気を博した。 

○奈良
な ら

 美
よし

智
とも

（1959～） 

  我が国を代表する現代美術作家。国際的にも高

い評価を受けており、独特の風貌の少女を描いた

作品や、青森県立美術館にある「あおもり犬」で

有名。 
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○成田
な り た

 亨
とおる

（1929～2002） 

  彫刻家、特撮美術監督。「ウルトラマン」シリー

ズの多くの怪獣、ウルトラマン、宇宙人、メカの

デザインを手がけ、現代日本文化を代表するモチ

ーフを生み出した。 

○高橋
たかはし

 竹三
ちくざん

（1910～1998） 

  津軽三味線を国内はもとより海外へも広めた津

軽三味線演奏の第一人者。アメリカ公演では、「三

味線の名匠」と絶賛された。 

○淡谷
あ わ や

 のり子
こ

（1907～1999） 

  東洋音楽学校（現在の東京音楽大学）を首席で

卒業し、歌謡界へ。日本のシャンソン界の先駆者

となる。「別れのブルース」「雨のブルース」が大

ヒットし、「ブルースの女王」と呼ばれた。 

【歌手・俳優など】 

○泉谷
い ず み や

 しげる（1948～） 

  青森市長島で生まれ、東京都で育つ。フォーク

シンガーや役者として活躍中。東北新幹線全線開

業のテレビ CM では、新青森駅長を好演した。 

○三
み

上
か み

 寛
か ん

（1950～） 

  日本を代表するフォークシンガー。青森をバッ

クボーンに津軽を原風景とした人間の生き様を歌

い続ける。詩人として詩集やエッセイも多数。 

○吉
よし

 幾三
いくぞう

（1952～） 

  歌手。1977 年に自身の作詞・作曲による「俺は

ぜったい！プレスリー」がヒット。代表曲「俺ら

東京さ行くだ」「雪國」「酒よ」など。 

○佐藤
さ と う

 竹
ち く

善
ぜ ん

（1963～） 

  ロックバンド「Sing Like Talking」のボーカル。

音楽プロデューサーとして活躍。1998 年、青森市

市制 100 周年記念曲を発表。 

○坂本
さかもと

 サトル（1967～） 

  シンガーソングライター。路上、飲食店、レコ

ード店などでの「ＣＤ実演販売ライブ」が話題に。

代表曲「天使達の歌」など。 

○北山
きたやま

 陽一
よういち

（1974～） 

  人気男性ヴォーカルグループ、ゴスペラーズの

メンバーとして活躍。2008 年には八戸市から八戸

大使に任命される。 

○凜
り ん

華
か

 せら（1980～） 

  宝塚歌劇団星組で男役として活躍。退団後は女

優として、ミュージカル、舞台に多数出演。最近

はラーメン達人として活動の幅を広げている。 

○新山
にいやま

 千春
ち は る

（1981～） 

  青森市生まれ。タレント、クイズ番組などのバ

ラエティ番組で活躍中。 

○松山
まつやま

 ケンイチ（1985～） 

  現在、ブレイク中の俳優。映画「デスノート」

で一躍脚光を浴びる。全編青森県ロケ、全編津軽

弁の映画「ウルトラミラクルラブストーリー」に

主演。2012 年ＮＨＫ大河ドラマ「平清盛」主演。 

○吹
ふき

越
こし

 満
みつる

（1965～） 

  俳優。数多くの映画、ドラマに出演。シリアス

なものからコミカルなものまで、幅広い役柄を演

じ、独特の存在感を発揮している。 

○2 代目 市川
いちかわ

 笑也
え み や

（1959～） 

  歌舞伎俳優。スーパー歌舞伎のヒロインの座を

射止め、一躍スターに。2003 年に本県で開催され

た第 5 回冬季アジア競技大会では、開閉会式の総

合演出を担当。 

 

④ 伝統工芸 

県内には、津軽塗や南部裂織

をはじめ、地域に生まれ、生

活の中で育まれてきた優れ

た伝統工芸品が数多く存在

する。これらの多くは、後継

者不足や販路の行き詰まり

といった難題を抱えている

ことから、県では、伝統工芸

品の価値の再評価とその作り手の意識の向上を図る

ため、一定の要件を満たすものを「青森県伝統工芸

品」に指定している。（表２） 

 

 
工芸品名 市町村名

津軽塗 弘前市

津軽焼 弘前市

八戸焼 八戸市

下川原焼土人形 弘前市

あけび蔓細工 弘前市

津軽竹籠 弘前市

ひば曲物 藤崎町

こぎん刺し 青森市、弘前市

南部裂織
八戸市、十和田市、むつ市、

七戸町、佐井村

南部菱刺し 八戸市、七戸町

温湯こけし 黒石市

大鰐こけし・ずぐり 大鰐町

弘前こけし・木地玩具 弘前市

八幡馬 八戸市

善知鳥彫ダルマ 青森市

津軽凧 弘前市

津軽びいどろ 青森市

錦石 青森市、弘前市、外ヶ浜町

南部姫鞠 八戸市

えんぶり烏帽子 八戸市

きみがらスリッパ 十和田市

目屋人形 西目屋村

津軽打刃物 弘前市

津軽桐下駄 弘前市

南部総桐箪笥 三戸町

太鼓 弘前市

ねぶたハネト人形 青森市

津軽裂織 青森市、弘前市

津軽組ひも 五所川原市

表２　青森県伝統工芸品・製造者一覧表
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⑤ 祭り 

本県には、日本を代表する火祭り「青森ねぶた祭」、

歴史と文化に彩られた津軽の夏の風物詩「弘前ねぷ

たまつり」、様々な趣向を凝らした山車の迫力や華麗

さが魅力の「八戸三社大祭」、奥津軽の夏の夜空を焦

がす勇壮絢爛な「五所川原立佞武多」、京都祇園祭の

流れを汲む豪華絢爛な「田名部まつり」などの夏祭

りや、三八地域に春を呼ぶ豊作祈願の祭りである「え

んぶり」を始め、全国的にも知名度の高い、四季折々

の伝統的な祭りがある。 

これらの祭りは、観光資源としてはもとより、少

子化・高齢化が進む中にあって、地域住民の絆を強

め、コミュニティ機能を維持していく上でも重要な

役割を担っており、地域に根ざした県民共通の財産

として、未来へ伝えていく必要がある。 

 

 

⑥ 総合型地域スポーツクラブ 

これまで子どもたちの運動能力の向上を支えてき

た学校の部活動が、少子化に伴い活動に支障を来す

学校や地域があり、スポーツをする子どもとしない

子どもの二極化、生活環境の利便性向上に伴う体

力・運動能力の低下が懸念されている。 

他方、地域社会をめぐっては、コミュニティ機能

や地域における教育力の低下といった課題が年々大

きくなってきている。 

こうした課題を解決するためには、「誰でも、いつ

でも、いつまでも」スポーツができる環境づくりと 

地域コミュニティの形成が有効であると考えられる

ことから、「多世代」、「多志向」、「多種目」により、

地域住民が主体となって運営する「総合型地域スポ

ーツクラブ」が全国で展開されている。 

本県では、平成 23 年 7 月 1 日現在、22 の総合型

地域スポーツクラブが創設されている。（表３） 

 

表３ 県内の総合型地域スポーツクラブ 

クラブ名 市町村 

青森総合スポーツクラブ 青森市 

Will スポーツクラブ 青森市 

CLUB Salute 青森市 

ＮＰＯ法人リベロ津軽スポーツクラブ 弘前市 

ＮＰＯ法人スポネット弘前 弘前市 

ヴァンラーレ八戸スポーツクラブ 八戸市 

ウインズスポーツクラブ 八戸市 

ＮＰＯ法人くろいしアスリート＆エンジョイク

ラブ 
黒石市 

スポーツクラブみさわ 三沢市 

むつアスリートクラブ むつ市 

いながきスポーツクラブ つがる市 

車力楽笑スポーツクラブ つがる市 

ひらかわスポーツクラブ 平川市 

東津軽郡スポーツクラブ 外ヶ浜町 

鰺ヶ沢町スポーツクラブ 鰺ヶ沢町 

りんごの里スポーツクラブ 板柳町 

ひばりさわやかスポーツクラブ 六ケ所村 

大間町総合型地域スポーツクラブ 大間町 

五戸町スポーツクラブ 五戸町 

スポネットたっこ 田子町 

はしかみ総合スポーツクラブ 階上町 

三ツ岳スポーツクラブ 新郷村 

資料：青森県広域スポーツセンター（県教育庁スポーツ健康課内） 

 

⑦ 体育・スポーツ施設 

県内の公共的スポーツ施設は 805 施設ある(平成

20 年度文部科学省「体育・スポーツ施設現況調査」)。

県営施設は、次の 4箇所である。 

○ 新青森県総合運動公園（青森市） 

○ 青森県総合運動公園（青森市） 

○ サンワアリーナ(青森県営スケート場)（青森市） 

○ 青森県武道館（弘前市）

 

(五所川原立佞武多祭り)

 

(八戸三社大祭) 

(田名部まつり) 

(えんぶり) 

（弘前ねぷたまつり） 

（青森ねぶた祭） 
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(3) 国際交流 

 青森県 全 国 

外国人登録者数(平成22年 12月 31日現在) 

うち中国 

韓国・朝鮮 

一般旅券(パスポート)発行件数 

         (平成22年1月～12月) 

4,457

1,828

1,039

1 万 8,940

人 

人 

人 

件 

213 万 4,151 

68 万 7,156 

56 万 5,989 

418 万 5,080 

人 

人 

人 

件 

資料：法務省「登録外国人統計」、外務省「旅券統計」

 

① 国際交流の現状 

本県の国際交流は、中国を始めとするアジア地域

を中心に活発に行われている。 

特に最近では、中国経済のめざましい発展に呼応

するかのように大連市や上海市の企業をターゲット

にした商談会を始めとする経済交流が行われている

ほか、極東ロシアについても、国際見本市への出展

などのビジネス交流が進められている。 

一方、平成 7年に就航した青森・ソウル線により、

韓国との人的・物的交流が拡大し、ドラマ「冬のソ

ナタ」に始まった韓流ブームの影響も手伝って、青

森・韓国相互の観光客誘致活動や韓国食品市場開拓

への取組が活発に続けられていたが、平成 23 年の青

森・ソウル線を利用した乗降客数は、東日本大震災

の影響で、3月 23 日から 10 月 29 日まで運休となっ

たため、乗降客数は大きく減少している。 

また、外国との交流拠点としての港の役割に着目

し、県では県内港湾の外国客船誘致に取り組んでい

るが、平成 22 年の寄港船数は 0隻となっており、平

成 23 年も震災によるキャンセル等により、乗船客数

は、低い値となっている。（表１・表２） 

平成18年 19年 20年 21年 22年 23年

青　森 → ソウル 20,424 24,111 19,016 18,148 21,569 8,288

ソウル → 青　森 19,859 23,777 20,402 17,832 22,268 7,987

40,283 47,888 39,418 35,980 43,837 16,275

平成18年 19年 20年 21年 22年 23年

7 4 2 4 0 2

1,777 1,426 1,233 2,892 0 149

表１　青森・ソウル線を利用した乗降客数（チャーター便を除く）

（単位：人）

表２　外国船社クルーズ船寄港実績（青森港）

（単位：隻、人）

区　分

寄 港 船 数

区　分

計

資料：県観光国際戦略局「青森県観光統計概要」を基に企画政策部が作成

資料：県県土整備部

乗 船 客 数

 

② 出国者数  

本県の年間の出国者数は、平成 8年の 69,600 人を

ピークに減少に転じ、平成 13 年の米国同時多発テロ

に始まる国際情勢の不安定化や、平成 15年のＳＡＲ

Ｓ（新型肺炎）の影響により、一時約 4万 2 千人ま

で急激に落ち込んだ。 

平成16年には5万人台に戻したが減少傾向は止ま

ず、平成 21 年は新型インフルエンザの流行等により

旅行者が減少し、出国者数は 4 万人を割り込み

38,116 人にまで落ち込んだ。 

平成22年は42,072人と4万人台に回復している。 

 

なお、出国者数を人口に対する比率でみると

3.1％となり、全国の 13.0％を大きく下回っている。

（図３） 
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図３ 出国者数と出国率の推移

県出国率(右目盛)

（人）

資料:法務省「出入国管理統計」

（％）

 

③ 一般旅券(パスポート)発行件数 

本県の一般旅券(パスポート)発行件数は、近年横

ばいで推移している。 

平成 22 年をみると、男女別では男性 9,039 件、女

性9,901件で、発行件数の52％は女性となっている。

また、年代別の人口に対する比率では 20 代と 50 代

が高く、次いで 30 代となっている。（図４） 

11,610
7,952 9,039 8,552 9,407 8,901 7,818 7,646 9,039

11,332

7,852
9,854 9,342

9,971 9,304
8,277 8,915

9,901

0
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30,000

H14 15 16 17 18 19 20 21 22年

22,942

16,56115,804

18,893 17,894
19,378

18,205

男性

女性
16,095

図４ 本県における一般旅券発行件数

資料：県観光国際戦略局「平成23年度青森県の国際交流の概要」

外務省「旅券統計」

（件）

18,940

 

 

なお、本県において発行された有効旅券数は、5

年旅券が 43,216 冊、10 年旅券が 83,519 冊の計

126,735 冊（平成 22 年 12 月現在）で、人口千人当

たりの旅券は 92.3 冊となり、全国で最下位となって

いる。（次頁図５） 
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⑤ 祭り 

本県には、日本を代表する火祭り「青森ねぶた祭」、

歴史と文化に彩られた津軽の夏の風物詩「弘前ねぷ

たまつり」、様々な趣向を凝らした山車の迫力や華麗

さが魅力の「八戸三社大祭」、奥津軽の夏の夜空を焦

がす勇壮絢爛な「五所川原立佞武多」、京都祇園祭の

流れを汲む豪華絢爛な「田名部まつり」などの夏祭

りや、三八地域に春を呼ぶ豊作祈願の祭りである「え

んぶり」を始め、全国的にも知名度の高い、四季折々

の伝統的な祭りがある。 

これらの祭りは、観光資源としてはもとより、少

子化・高齢化が進む中にあって、地域住民の絆を強

め、コミュニティ機能を維持していく上でも重要な

役割を担っており、地域に根ざした県民共通の財産

として、未来へ伝えていく必要がある。 

 

 

⑥ 総合型地域スポーツクラブ 

これまで子どもたちの運動能力の向上を支えてき

た学校の部活動が、少子化に伴い活動に支障を来す

学校や地域があり、スポーツをする子どもとしない

子どもの二極化、生活環境の利便性向上に伴う体

力・運動能力の低下が懸念されている。 

他方、地域社会をめぐっては、コミュニティ機能

や地域における教育力の低下といった課題が年々大

きくなってきている。 

こうした課題を解決するためには、「誰でも、いつ

でも、いつまでも」スポーツができる環境づくりと 

地域コミュニティの形成が有効であると考えられる

ことから、「多世代」、「多志向」、「多種目」により、

地域住民が主体となって運営する「総合型地域スポ

ーツクラブ」が全国で展開されている。 

本県では、平成 23 年 7 月 1 日現在、22 の総合型

地域スポーツクラブが創設されている。（表３） 

 

表３ 県内の総合型地域スポーツクラブ 

クラブ名 市町村 

青森総合スポーツクラブ 青森市 

Will スポーツクラブ 青森市 

CLUB Salute 青森市 

ＮＰＯ法人リベロ津軽スポーツクラブ 弘前市 

ＮＰＯ法人スポネット弘前 弘前市 

ヴァンラーレ八戸スポーツクラブ 八戸市 

ウインズスポーツクラブ 八戸市 

ＮＰＯ法人くろいしアスリート＆エンジョイク

ラブ 
黒石市 

スポーツクラブみさわ 三沢市 

むつアスリートクラブ むつ市 

いながきスポーツクラブ つがる市 

車力楽笑スポーツクラブ つがる市 

ひらかわスポーツクラブ 平川市 

東津軽郡スポーツクラブ 外ヶ浜町 

鰺ヶ沢町スポーツクラブ 鰺ヶ沢町 

りんごの里スポーツクラブ 板柳町 

ひばりさわやかスポーツクラブ 六ケ所村 

大間町総合型地域スポーツクラブ 大間町 

五戸町スポーツクラブ 五戸町 

スポネットたっこ 田子町 

はしかみ総合スポーツクラブ 階上町 

三ツ岳スポーツクラブ 新郷村 

資料：青森県広域スポーツセンター（県教育庁スポーツ健康課内） 

 

⑦ 体育・スポーツ施設 

県内の公共的スポーツ施設は 805 施設ある(平成

20 年度文部科学省「体育・スポーツ施設現況調査」)。

県営施設は、次の 4箇所である。 

○ 新青森県総合運動公園（青森市） 

○ 青森県総合運動公園（青森市） 

○ サンワアリーナ(青森県営スケート場)（青森市） 

○ 青森県武道館（弘前市）

 

(五所川原立佞武多祭り)

 

(八戸三社大祭) 

(田名部まつり) 

(えんぶり) 

（弘前ねぷたまつり） 

（青森ねぶた祭） 

- 67 - 

(3) 国際交流 

 青森県 全 国 

外国人登録者数(平成22年 12月 31日現在) 

うち中国 

韓国・朝鮮 

一般旅券(パスポート)発行件数 

         (平成22年1月～12月) 

4,457

1,828

1,039

1 万 8,940

人 

人 

人 

件 

213 万 4,151 

68 万 7,156 

56 万 5,989 

418 万 5,080 

人 

人 

人 

件 

資料：法務省「登録外国人統計」、外務省「旅券統計」

 

① 国際交流の現状 

本県の国際交流は、中国を始めとするアジア地域

を中心に活発に行われている。 

特に最近では、中国経済のめざましい発展に呼応

するかのように大連市や上海市の企業をターゲット

にした商談会を始めとする経済交流が行われている

ほか、極東ロシアについても、国際見本市への出展

などのビジネス交流が進められている。 

一方、平成 7年に就航した青森・ソウル線により、

韓国との人的・物的交流が拡大し、ドラマ「冬のソ

ナタ」に始まった韓流ブームの影響も手伝って、青

森・韓国相互の観光客誘致活動や韓国食品市場開拓

への取組が活発に続けられていたが、平成 23 年の青

森・ソウル線を利用した乗降客数は、東日本大震災

の影響で、3月 23 日から 10 月 29 日まで運休となっ

たため、乗降客数は大きく減少している。 

また、外国との交流拠点としての港の役割に着目

し、県では県内港湾の外国客船誘致に取り組んでい

るが、平成 22 年の寄港船数は 0隻となっており、平

成 23 年も震災によるキャンセル等により、乗船客数

は、低い値となっている。（表１・表２） 

平成18年 19年 20年 21年 22年 23年

青　森 → ソウル 20,424 24,111 19,016 18,148 21,569 8,288

ソウル → 青　森 19,859 23,777 20,402 17,832 22,268 7,987

40,283 47,888 39,418 35,980 43,837 16,275

平成18年 19年 20年 21年 22年 23年

7 4 2 4 0 2

1,777 1,426 1,233 2,892 0 149

表１　青森・ソウル線を利用した乗降客数（チャーター便を除く）

（単位：人）

表２　外国船社クルーズ船寄港実績（青森港）

（単位：隻、人）

区　分

寄 港 船 数

区　分

計

資料：県観光国際戦略局「青森県観光統計概要」を基に企画政策部が作成

資料：県県土整備部

乗 船 客 数

 

② 出国者数  

本県の年間の出国者数は、平成 8年の 69,600 人を

ピークに減少に転じ、平成 13 年の米国同時多発テロ

に始まる国際情勢の不安定化や、平成 15年のＳＡＲ

Ｓ（新型肺炎）の影響により、一時約 4万 2 千人ま

で急激に落ち込んだ。 

平成16年には5万人台に戻したが減少傾向は止ま

ず、平成 21 年は新型インフルエンザの流行等により

旅行者が減少し、出国者数は 4 万人を割り込み

38,116 人にまで落ち込んだ。 

平成22年は42,072人と4万人台に回復している。 

 

なお、出国者数を人口に対する比率でみると

3.1％となり、全国の 13.0％を大きく下回っている。

（図３） 
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42,329

51,863 49,879 48,682
45,706

40,848
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3.6 3.5 3.4 3.2 2.8 2.7 3.1
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10.4

13.2 13.6 13.7 13.5
12.5 12.1
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0
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H14 15 16 17 18 19 20 21 22年

県出国者数

全国出国率(右目盛)

図３ 出国者数と出国率の推移

県出国率(右目盛)

（人）

資料:法務省「出入国管理統計」

（％）

 

③ 一般旅券(パスポート)発行件数 

本県の一般旅券(パスポート)発行件数は、近年横

ばいで推移している。 

平成 22 年をみると、男女別では男性 9,039 件、女

性9,901件で、発行件数の52％は女性となっている。

また、年代別の人口に対する比率では 20 代と 50 代

が高く、次いで 30 代となっている。（図４） 

11,610
7,952 9,039 8,552 9,407 8,901 7,818 7,646 9,039

11,332

7,852
9,854 9,342

9,971 9,304
8,277 8,915

9,901

0

10,000

20,000

30,000

H14 15 16 17 18 19 20 21 22年

22,942

16,56115,804

18,893 17,894
19,378

18,205

男性

女性
16,095

図４ 本県における一般旅券発行件数

資料：県観光国際戦略局「平成23年度青森県の国際交流の概要」

外務省「旅券統計」

（件）

18,940

 

 

なお、本県において発行された有効旅券数は、5

年旅券が 43,216 冊、10 年旅券が 83,519 冊の計

126,735 冊（平成 22 年 12 月現在）で、人口千人当

たりの旅券は 92.3 冊となり、全国で最下位となって

いる。（次頁図５） 
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資料：外務省「旅券統計」

図５ 東北各県(発行地)の有効旅券数
（平成２２年１２月２８日現在）

 

④ 外国人登録者数 

本県の平成22年外国人登録者数は4,457人となっ

ている。その内訳をみると、アジア地域が全体の

86.5％を占めており、その中でも中国と韓国・朝鮮

が突出している。 

県内外国人登録者数は平成 17 年まで増加傾向に

あったものの、平成 18 年、19 年と減少し、平成 20

年に持ち直し、平成 22 年は減少している。これは、

中国が大きく増減したためで、中国は平成 14 年には

韓国・朝鮮とほぼ同数であったが翌年には逆転し、

平成 22 年では韓国・朝鮮の約 1.8 倍になっている。 

（表６） 

平成

15年
16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年

アジア 4,078 4,226 4,179 3,935 3,903 4,146 4,134 3,856

中国 1,558 1,725 1,892 1,834 1,875 2,075 2,119 1,828

韓国・朝鮮 1,313 1,278 1,183 1,144 1,128 1,106 1,072 1,039

フィリピン 794 767 710 617 571 588 551 563

その他 413 456 394 340 329 377 392 426

ヨーロッパ 539 454 490 424 261 209 182 149

北アメリカ 366 379 398 393 361 369 371 357

南アメリカ 78 71 77 60 52 42 45 36

オセアニア 52 50 61 55 46 39 35 33

アフリカ 20 16 17 19 21 26 24 22

無国籍 4 4 4 3 5 4 4 4

5,137 5,200 5,226 4,889 4,649 4,835 4,795 4,457

表６　県内主要国籍別外国人登録者数

（単位：人）

　　　　　 法務省「登録外国人統計」

　　資料：県観光国際戦略局「平成23年度青森県の国際交流の概要」

地域・国

計

 

⑤ 本県の友好提携 

本県国際交流に係る協定は、昭和 55 年のサンタ・

カタリーナ州(ブラジル連邦共和国)を皮切りに、平

成 4 年にハバロフスク地方(ロシア連邦)、平成 6 年

にメーン州(アメリカ合衆国)、平成 14 年にリグーリ

ア州(イタリア共和国)と友好協定を締結し、農業や

水産業の技術者派遣・受入、高校生の相互派遣、商

談会の開催など幅広い分野で交流を行っている。 

また、平成 16 年に大連市（中華人民共和国）と経

済交流協定を締結し、産業経済交流を進めているほ

か、平成 23 年には済州特別自治道（大韓民国）と友

好協定を締結し、世界自然遺産に関する相互交流な

どを行っている。 

市町村においても、青森市を始めとして 18 市町村

が友好提携（平成 24 年 2 月末現在）を結んでおり、

教育、文化、芸術など様々な分野において地域の特

色を生かした交流を積極的に行っている。 

（表７） 

国名・地域 姉妹・友好提携先 提携年月日

ブラジル連邦共和国 サンタ・カタリーナ州 1980.10.23

ロシア連邦 ハバロフスク地方 1992.  8.27

アメリカ合衆国 メーン州 1994.  5.25

イタリア共和国 リグーリア州 2002.  5.  7

中華人民共和国 遼寧省大連市 2004.12.24

大韓民国 済州特別自治道 2011.12. 7

ハンガリー共和国
バーチキシュクン県

ケチケメート市
1994.  8.  4

大韓民国 京畿道平澤市 1995.  8.28

中華人民共和国 遼寧省大連市 2004.12.24

アメリカ合衆国
ワシントン州

フェデラルウェイ市
1993.  8.  1

中華人民共和国 甘粛省蘭州市 1998.  4.14

アメリカ合衆国 ワシントン州ウェナッチ市 1971.10.  5

大韓民国 慶尚北道永川市 1984.  8.17

アメリカ合衆国 ワシントン州ウェナッチ市 1981.10.  4

アメリカ合衆国 ワシントン州東ウェナッチ市 2001.  8.23

むつ市 アメリカ合衆国
ワシントン州

ポートエンジェルス市
1995.  8.13

つがる市 アメリカ合衆国 メーン州バス市 1993.  9.  7

鰺ヶ沢町 ブラジル連邦共和国
サンパウロ州

サンセバスチョン市
1984.10.26

深浦町 フィンランド共和国 ラップランド州ラヌア郡 1990.  6.26

西目屋村 中華人民共和国 吉林省梨樹県葉嚇満族鎮 1985.  4.29

大鰐町 アメリカ合衆国 ミシガン州ノーバイ市 1991.12.20

アメリカ合衆国 ワシントン州ヤキマ市 1972.  2.  3

中華人民共和国 北京市昌平区 1993.  6.23

鶴田町 アメリカ合衆国 オレゴン州フッドリバー市 1977.  7.27

七戸町 大韓民国 慶尚南道河東郡 1994.11.16

六ケ所村 ドイツ連邦共和国
メクレンブルク・フォアポン

メルン州ヴァーレン市
1994.  4.22

大間町 台湾 雲林県虎尾鎮 1979.10.10

三戸町 オーストラリア連邦
ニューサウスウェールズ州

タムワース市
2001.  7.  5

フィリピン共和国
ヌエバ・ビスカヤ州

バヨンボン町
1983.12.22

大韓民国 忠清北道沃川郡 1997.  8.28

アメリカ合衆国 カリフォルニア州ギルロイ市 1988.  4.18

イタリア共和国
ピアチェンツア郡

モンティチェリ・ドンジーナ町
1992.  9.11

平成24年2月末現在

表７　県内自治体の姉妹・友好提携一覧

青森市

八戸市

黒石市

　　資料：県観光国際戦略局「平成23年度青森県の国際交流の概要」

　　　　　を基に企画政策部が作成

板柳町

五戸町

田子町

団体名

 青　森　県

市

　

　
　

町

　

　

　
村

三沢市

 

⑥ 国際協力 

本県に研修目的で滞在する外国人は、平成 22 年末

で 60 人となっている。（法務省「登録外国人統計」） 

開発途上国から将来の国づくりを担う技術者を受

け入れ、民間企業を含む県内の機関で研修に当たる

「海外技術研修員」は、本県では昭和 49 年度から受

入を開始し、平成 22 年度までに 248 名の研修生を受

け入れてきた。 

また、ＪＩＣＡ（独立行政法人国際協力機構）が

開発途上国を中心に派遣する「青年海外協力隊員」 

の本県の派遣数は、昭和 40年の制度発足からの累計

で 390 人（うち女性 171 人）となっている。 

（平成 23年 1月 31 日現在） 
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中谷宇吉郎氏の言葉に「雪は天から送られた手紙である」と

ありますが、真冬の降り続く雪を手紙として受け、返事を出し

てみたいとか、猛吹雪をラブレターとして嬉しく感じられる方

はいないと思います。 

青森県民にとって、負の捉え方をしがちな「雪」ですが、少

しでも愛着を持ってもらえたらと思います。 

 

雪のでき方 

雪は大気中の水蒸気が上空で冷やされ飽和して雲粒となり、

それらが合体して大きくなり、重力の効果が大気粘性や風の

効果を上回るようになって落ちてくるので、途中の温度が低

くて融けなければ、そのまま雪になり、融けると雨になるの

です。 

 

雪の分類 

雪には、さらさらとした粉雪をはじめとし、気温が氷点下

での霧雨である霧雪（むせつ）や細氷（さいひょう、いわゆ

るダイヤモンドダスト）などがあります。氷晶の一部が融け

て雪と雨が混ざった状態のものが霙（みぞれ）であり、霙は

気象観測上雪に分類されます。氷晶に水滴が付いたものが雲

の中の上昇気流で冷たい上空に上げられ凍結したものが霰

（あられ）です。5㎜以上に大きくなったものを雹（ひょう）

といいます。 

降雪に関しては、慣習的に７つの分類が存在します。 

♡玉
たま

雪
ゆき

…球形をしており、雪のシーズン初めや終わりの時期、

また雪雲ができ始めの先端部分で見られます。 

♡粉雪
こなゆき

…さらさらとした粉末状で寒冷な地域に多い乾燥した

雪です。 

♡灰
はい

雪
ゆき

…空中を灰のように、ひらひらと舞いながら降りて、

やや厚みがあり日光に当たると陰影ができて灰色の影がで

き、一般的な降雪としては最も多い雪です。 

♡綿
わた

雪
ゆき

…手でちぎった綿のように大きな雪片からなり、水分

を含み重みのある雪です。 

♡餅
もち

雪
ゆき

…融解が始まり水分を多く含み雪の塊は餅のように柔

らかく自由に形状を変えられる雪です。 

♡べた雪（ぼた雪・ぼたん雪）…餅雪よりも水分が多く、団子

状に固まっていることもある雪です。 

♡水
みず

雪
ゆき

（みぞれ）…べた雪よりも更に融解が進み、水気の多

い雪です。 

 

日本雪氷学会では、雪質により積雪を９つ【新雪・小締
こ し

ま

り雪・締まり雪・粗目雪（ざらめゆき）・小霜粗目雪（こしも

ざらめゆき）・霜粗目雪（しもざらめゆき）・氷板・表面霜・

クラスト】に分類しています。 

太宰治の小説『津軽』では7種【こな雪・つぶ雪・わた雪・

みづ雪・かた雪・ざらめ雪・こほり雪】の雪の名称が紹介さ

れています。（下線：旧仮名遣い） 

 

雪の色 

雪は入ってきた光をほとんど吸収することなく散乱光とし

て送り出すという性質のために、真っ白い色に見えます。大

量の積雪は、日光の下で青みを呈することもありますが、こ

れは液体の水や氷にも見られ、水のもつ性質によるものです。

他に、雪が大気中の浮遊物を取り込み、変色した例も数多く

あります。例えば、朝鮮半島では黄砂が混じった黄色あるい

は赤みがかかった雪が降ることがあります。 

 

雪と青森県 

最後に青森県の雪に関するランキングを紹介します。気象

庁観測データから、2011年都道府県別降雪量の第1位は青森

県の669㎝（全国平均101㎝）でした。また、年間雪日数で

は108.6日（2010年）で、青森県は全国第2位（1位北海道

125.9日）でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コラム 愛雪物語 

 雪…きみたちは何処で生まれ 何処を通って 舞い落ちてくるのか 

   一度も教えてはくれないけれど 誰も教えてはくれないけれど

   季節を忘れず この街に降ってくるんだよね… 

   手のひらで感じる冷たい温もりは この街の人たちは 

   誰もが知っています… 

   初めて触った きみたちは 少し くすぐったくて 

   素足で歩いてみたいと 思ったほどです… 

   子供たちは白く輝く きみたちを ずっと待っていました 

   子供たちにとって きみたちは 一番の お気に入りの玩具で

   友だちで その不思議な輝きは 夢そのものかも知れません…
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図５ 東北各県(発行地)の有効旅券数
（平成２２年１２月２８日現在）

 

④ 外国人登録者数 

本県の平成22年外国人登録者数は4,457人となっ

ている。その内訳をみると、アジア地域が全体の

86.5％を占めており、その中でも中国と韓国・朝鮮

が突出している。 

県内外国人登録者数は平成 17 年まで増加傾向に

あったものの、平成 18 年、19 年と減少し、平成 20

年に持ち直し、平成 22 年は減少している。これは、

中国が大きく増減したためで、中国は平成 14 年には

韓国・朝鮮とほぼ同数であったが翌年には逆転し、

平成 22 年では韓国・朝鮮の約 1.8 倍になっている。 

（表６） 

平成

15年
16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年

アジア 4,078 4,226 4,179 3,935 3,903 4,146 4,134 3,856

中国 1,558 1,725 1,892 1,834 1,875 2,075 2,119 1,828

韓国・朝鮮 1,313 1,278 1,183 1,144 1,128 1,106 1,072 1,039

フィリピン 794 767 710 617 571 588 551 563

その他 413 456 394 340 329 377 392 426

ヨーロッパ 539 454 490 424 261 209 182 149

北アメリカ 366 379 398 393 361 369 371 357

南アメリカ 78 71 77 60 52 42 45 36

オセアニア 52 50 61 55 46 39 35 33

アフリカ 20 16 17 19 21 26 24 22

無国籍 4 4 4 3 5 4 4 4

5,137 5,200 5,226 4,889 4,649 4,835 4,795 4,457

表６　県内主要国籍別外国人登録者数

（単位：人）

　　　　　 法務省「登録外国人統計」

　　資料：県観光国際戦略局「平成23年度青森県の国際交流の概要」

地域・国

計

 

⑤ 本県の友好提携 

本県国際交流に係る協定は、昭和 55 年のサンタ・

カタリーナ州(ブラジル連邦共和国)を皮切りに、平

成 4 年にハバロフスク地方(ロシア連邦)、平成 6 年

にメーン州(アメリカ合衆国)、平成 14 年にリグーリ

ア州(イタリア共和国)と友好協定を締結し、農業や

水産業の技術者派遣・受入、高校生の相互派遣、商

談会の開催など幅広い分野で交流を行っている。 

また、平成 16 年に大連市（中華人民共和国）と経

済交流協定を締結し、産業経済交流を進めているほ

か、平成 23 年には済州特別自治道（大韓民国）と友

好協定を締結し、世界自然遺産に関する相互交流な

どを行っている。 

市町村においても、青森市を始めとして 18 市町村

が友好提携（平成 24 年 2 月末現在）を結んでおり、

教育、文化、芸術など様々な分野において地域の特

色を生かした交流を積極的に行っている。 

（表７） 

国名・地域 姉妹・友好提携先 提携年月日

ブラジル連邦共和国 サンタ・カタリーナ州 1980.10.23

ロシア連邦 ハバロフスク地方 1992.  8.27

アメリカ合衆国 メーン州 1994.  5.25

イタリア共和国 リグーリア州 2002.  5.  7

中華人民共和国 遼寧省大連市 2004.12.24

大韓民国 済州特別自治道 2011.12. 7

ハンガリー共和国
バーチキシュクン県

ケチケメート市
1994.  8.  4

大韓民国 京畿道平澤市 1995.  8.28

中華人民共和国 遼寧省大連市 2004.12.24

アメリカ合衆国
ワシントン州

フェデラルウェイ市
1993.  8.  1

中華人民共和国 甘粛省蘭州市 1998.  4.14

アメリカ合衆国 ワシントン州ウェナッチ市 1971.10.  5

大韓民国 慶尚北道永川市 1984.  8.17

アメリカ合衆国 ワシントン州ウェナッチ市 1981.10.  4

アメリカ合衆国 ワシントン州東ウェナッチ市 2001.  8.23

むつ市 アメリカ合衆国
ワシントン州

ポートエンジェルス市
1995.  8.13

つがる市 アメリカ合衆国 メーン州バス市 1993.  9.  7

鰺ヶ沢町 ブラジル連邦共和国
サンパウロ州

サンセバスチョン市
1984.10.26

深浦町 フィンランド共和国 ラップランド州ラヌア郡 1990.  6.26

西目屋村 中華人民共和国 吉林省梨樹県葉嚇満族鎮 1985.  4.29

大鰐町 アメリカ合衆国 ミシガン州ノーバイ市 1991.12.20

アメリカ合衆国 ワシントン州ヤキマ市 1972.  2.  3

中華人民共和国 北京市昌平区 1993.  6.23

鶴田町 アメリカ合衆国 オレゴン州フッドリバー市 1977.  7.27

七戸町 大韓民国 慶尚南道河東郡 1994.11.16

六ケ所村 ドイツ連邦共和国
メクレンブルク・フォアポン

メルン州ヴァーレン市
1994.  4.22

大間町 台湾 雲林県虎尾鎮 1979.10.10

三戸町 オーストラリア連邦
ニューサウスウェールズ州

タムワース市
2001.  7.  5

フィリピン共和国
ヌエバ・ビスカヤ州

バヨンボン町
1983.12.22

大韓民国 忠清北道沃川郡 1997.  8.28

アメリカ合衆国 カリフォルニア州ギルロイ市 1988.  4.18

イタリア共和国
ピアチェンツア郡

モンティチェリ・ドンジーナ町
1992.  9.11

平成24年2月末現在

表７　県内自治体の姉妹・友好提携一覧

青森市

八戸市

黒石市

　　資料：県観光国際戦略局「平成23年度青森県の国際交流の概要」

　　　　　を基に企画政策部が作成

板柳町

五戸町

田子町

団体名

 青　森　県

市

　

　
　

町

　

　

　
村

三沢市

 

⑥ 国際協力 

本県に研修目的で滞在する外国人は、平成 22 年末

で 60 人となっている。（法務省「登録外国人統計」） 

開発途上国から将来の国づくりを担う技術者を受

け入れ、民間企業を含む県内の機関で研修に当たる

「海外技術研修員」は、本県では昭和 49 年度から受

入を開始し、平成 22 年度までに 248 名の研修生を受

け入れてきた。 

また、ＪＩＣＡ（独立行政法人国際協力機構）が

開発途上国を中心に派遣する「青年海外協力隊員」 

の本県の派遣数は、昭和 40年の制度発足からの累計

で 390 人（うち女性 171 人）となっている。 

（平成 23年 1月 31 日現在） 
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中谷宇吉郎氏の言葉に「雪は天から送られた手紙である」と

ありますが、真冬の降り続く雪を手紙として受け、返事を出し

てみたいとか、猛吹雪をラブレターとして嬉しく感じられる方

はいないと思います。 

青森県民にとって、負の捉え方をしがちな「雪」ですが、少

しでも愛着を持ってもらえたらと思います。 

 

雪のでき方 

雪は大気中の水蒸気が上空で冷やされ飽和して雲粒となり、

それらが合体して大きくなり、重力の効果が大気粘性や風の

効果を上回るようになって落ちてくるので、途中の温度が低

くて融けなければ、そのまま雪になり、融けると雨になるの

です。 

 

雪の分類 

雪には、さらさらとした粉雪をはじめとし、気温が氷点下

での霧雨である霧雪（むせつ）や細氷（さいひょう、いわゆ

るダイヤモンドダスト）などがあります。氷晶の一部が融け

て雪と雨が混ざった状態のものが霙（みぞれ）であり、霙は

気象観測上雪に分類されます。氷晶に水滴が付いたものが雲

の中の上昇気流で冷たい上空に上げられ凍結したものが霰

（あられ）です。5㎜以上に大きくなったものを雹（ひょう）

といいます。 

降雪に関しては、慣習的に７つの分類が存在します。 

♡玉
たま

雪
ゆき

…球形をしており、雪のシーズン初めや終わりの時期、

また雪雲ができ始めの先端部分で見られます。 

♡粉雪
こなゆき

…さらさらとした粉末状で寒冷な地域に多い乾燥した

雪です。 

♡灰
はい

雪
ゆき

…空中を灰のように、ひらひらと舞いながら降りて、

やや厚みがあり日光に当たると陰影ができて灰色の影がで

き、一般的な降雪としては最も多い雪です。 

♡綿
わた

雪
ゆき

…手でちぎった綿のように大きな雪片からなり、水分

を含み重みのある雪です。 

♡餅
もち

雪
ゆき

…融解が始まり水分を多く含み雪の塊は餅のように柔

らかく自由に形状を変えられる雪です。 

♡べた雪（ぼた雪・ぼたん雪）…餅雪よりも水分が多く、団子

状に固まっていることもある雪です。 

♡水
みず

雪
ゆき

（みぞれ）…べた雪よりも更に融解が進み、水気の多

い雪です。 

 

日本雪氷学会では、雪質により積雪を９つ【新雪・小締
こ し

ま

り雪・締まり雪・粗目雪（ざらめゆき）・小霜粗目雪（こしも

ざらめゆき）・霜粗目雪（しもざらめゆき）・氷板・表面霜・

クラスト】に分類しています。 

太宰治の小説『津軽』では7種【こな雪・つぶ雪・わた雪・

みづ雪・かた雪・ざらめ雪・こほり雪】の雪の名称が紹介さ

れています。（下線：旧仮名遣い） 

 

雪の色 

雪は入ってきた光をほとんど吸収することなく散乱光とし

て送り出すという性質のために、真っ白い色に見えます。大

量の積雪は、日光の下で青みを呈することもありますが、こ

れは液体の水や氷にも見られ、水のもつ性質によるものです。

他に、雪が大気中の浮遊物を取り込み、変色した例も数多く

あります。例えば、朝鮮半島では黄砂が混じった黄色あるい

は赤みがかかった雪が降ることがあります。 

 

雪と青森県 

最後に青森県の雪に関するランキングを紹介します。気象

庁観測データから、2011年都道府県別降雪量の第1位は青森

県の669㎝（全国平均101㎝）でした。また、年間雪日数で

は108.6日（2010年）で、青森県は全国第2位（1位北海道

125.9日）でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コラム 愛雪物語 

 雪…きみたちは何処で生まれ 何処を通って 舞い落ちてくるのか 

   一度も教えてはくれないけれど 誰も教えてはくれないけれど

   季節を忘れず この街に降ってくるんだよね… 

   手のひらで感じる冷たい温もりは この街の人たちは 

   誰もが知っています… 

   初めて触った きみたちは 少し くすぐったくて 

   素足で歩いてみたいと 思ったほどです… 

   子供たちは白く輝く きみたちを ずっと待っていました 

   子供たちにとって きみたちは 一番の お気に入りの玩具で

   友だちで その不思議な輝きは 夢そのものかも知れません…

－ 68 － － 69 －
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地 域 別 情 報Ⅲ
 

  

県では地域づくりの中心的役割を担う市町村に対して組織的な支援を行うことを目的として、県内 6 地域

に地域県民局を設置しているが、地域ごとに産業や風土に様々な特色がある。 

 ここでは、地域の産業構造の比較やその特長を紹介するとともに、地域別の主な指標について掲載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 地域別の産業構造 

各地域の域内総生産について、経済活動別に構成

割合をみると、上北地域を除いた 5 地域で第 3 次産

業の割合が 7 割を超えており、特に、東青地域と中

南地域、下北地域では 8割超と高くなっている。 

また、第 3 次産業の中でも、東青地域は卸売・小

売業、中南地域はサービス業、三八地域は運輸・通

信業、下北地域は電気・ガス・水道業が他地域と比

較して大きな割合を占めている。 

一方、上北地域は製造業が 34.2％と突出しており、

第 2 次産業の割合が約 5割となっているほか、西北

地域は農業が 7.7％と他地域と比較して第１次産業

の割合が高くなっている。（図１） 
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東青地域

中南地域

三八地域

西北地域

上北地域

下北地域

青森県

図１ 地域別の域内総生産

農業 林業 水産業

鉱業 製造業 建設業

電気・ｶﾞｽ・水道業 卸売・小売業 金融・保険業

不動産業 運輸・通信業 ｻｰﾋﾞｽ業

政府等ｻｰﾋﾞｽ 対家計民間非営利ｻｰﾋﾞｽ

※帰属利子等を控除しているため、合計は100%を超える。

資料：県企画政策部「平成20年度青森県県民経済計算・市町村民経済計算」

サービス業
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青森市
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今別町外ヶ浜町
(三厩地区)

 中泊町
(小泊地区)

中泊町

五所川原市
(市浦地区)

五所川原市
つがる市

鶴田町

板柳町

藤崎町

田舎館村

鰺ケ沢町

深浦町

西目屋村

弘前市
黒石市

平川市

大鰐町

十和田市

七戸町

新郷村

三戸町

田子町

南部町

五戸町 八戸市

階上町

おいらせ町

三沢市

東北町

野辺地町
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下北地域県民局
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東青地域県民局

中南地域県民局

三八地域県民局

西北地域県民局

地域県民局管内図

六戸町
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２ 産業別にみる地域の特長 

① 農業の盛んな上北・中南・西北 

 平成 20 年の農業総生産を比較すると、上北地域が

497 億 5 千万円で最も高く、次いで中南地域の 373

億 7 千万円となっている。 

 一方、平成 22 年の農業経営体の耕地面積を経営規

模別にみると、10ha 以上の大規模な農業経営体の耕

地面積が、上北地域と西北地域では 1万 ha を超えて

おり、他地域よりも高い水準になっている。（図２） 
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1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

東青 中南 三八 西北 上北 下北

図２ 農業総生産（平成20年度）及び

10ha以上の農業経営体の耕地面積（平成22年）

農業総生産（左目盛り）

10ha以上の農業経営体の耕地面積（右目盛り）

（千万円） （ha）

資料：県企画政策部「平成20年度市町村民経済計算」、「2010年農林業センサス」  

 

② 水産業の盛んな三八・東青・下北地域 

 平成 22 年の海面漁業漁獲金額を比較すると、八戸

港をかかえる三八地域が 225 億 2,759 万円と最も高

くなっているほか、東青地域が 119 億 9,543 万円、

下北地域が 84 億 1,599 万円と他地域に比べて、高い

水準となっている。（図３） 
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20,000
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東青 中南 三八 西北 上北 下北

図３ 海面漁業漁獲金額（平成22年）
（百万円）

資料：県農林水産部「青森県海面漁業に関する調査結果報告書（属地調査年報）」  

 

③ 製造業を支える三八・上北地域 

 平成 21 年の製造品出荷額等では、ものづくり産業

の拠点である三八地域が 5,528 億 3,581 万円と最も

高く、次いで上北地域の 4,882 億 7,610 万円となっ

ている。 

なお、従業者 1 人あたりの製造品出荷額等でみる

と、上北地域が 3,939 万円と最も高くなっている。

（図４） 
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図４ 製造品出荷額等（平成21年）
（万円）（百万円）

資料：県企画政策部「青森県の工業」

製造品出荷額等

（左目盛り）従業員１人あたり

製造品出荷額等

（右目盛り）

※今別町、蓬田村、田子町、新郷村の数値は秘匿のため含まれていない。

 

④ 商業の中心地・東青地域 

 平成 19 年の卸・小売業年間商品販売額をみると、

いずれも青森市をかかえる東青地域が最も多く、小

売業年間商品販売額は 3,628 億 7,400 万円であり、

卸売業年間商品販売額が 7,006 億 5,600 万円となっ

ている。 

なお、東青地域と同様に主要都市をかかえる三八、

中南地域も他の 3 地域に比べ、高い販売額となって

いる。（図５） 
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図５ 卸・小売業年間商品販売額（平成19年）
（百万円）

図３ 資料：経済産業省「商業統計」
図３ ※今別町、蓬田村、西目屋村、風間浦村の数値は秘匿のため含まれていない。

 

⑤ 観光客の多い三八・中南地域 

平成 22 年の観光地点観光客入込数をみると、三

八地域では 818 万 3 千人であり、次いで中南地域

が 722 万 6 千人となっている。（図６） 
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図６ 観光地点観光客入込数（平成22年）

資料：県観光国際戦略局「青森県観光入込客統計」  
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１ 地域別の産業構造 

各地域の域内総生産について、経済活動別に構成

割合をみると、上北地域を除いた 5 地域で第 3 次産

業の割合が 7 割を超えており、特に、東青地域と中

南地域、下北地域では 8割超と高くなっている。 

また、第 3 次産業の中でも、東青地域は卸売・小

売業、中南地域はサービス業、三八地域は運輸・通

信業、下北地域は電気・ガス・水道業が他地域と比

較して大きな割合を占めている。 

一方、上北地域は製造業が 34.2％と突出しており、

第 2 次産業の割合が約 5割となっているほか、西北

地域は農業が 7.7％と他地域と比較して第１次産業

の割合が高くなっている。（図１） 
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資料：県企画政策部「平成20年度青森県県民経済計算・市町村民経済計算」
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２ 産業別にみる地域の特長 

① 農業の盛んな上北・中南・西北 

 平成 20 年の農業総生産を比較すると、上北地域が

497 億 5 千万円で最も高く、次いで中南地域の 373

億 7 千万円となっている。 

 一方、平成 22 年の農業経営体の耕地面積を経営規

模別にみると、10ha 以上の大規模な農業経営体の耕

地面積が、上北地域と西北地域では 1万 ha を超えて

おり、他地域よりも高い水準になっている。（図２） 
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図２ 農業総生産（平成20年度）及び

10ha以上の農業経営体の耕地面積（平成22年）
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資料：県企画政策部「平成20年度市町村民経済計算」、「2010年農林業センサス」  

 

② 水産業の盛んな三八・東青・下北地域 

 平成 22 年の海面漁業漁獲金額を比較すると、八戸

港をかかえる三八地域が 225 億 2,759 万円と最も高

くなっているほか、東青地域が 119 億 9,543 万円、

下北地域が 84 億 1,599 万円と他地域に比べて、高い

水準となっている。（図３） 

11,995

0

22,528

3,928
4,958

8,416

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

東青 中南 三八 西北 上北 下北

図３ 海面漁業漁獲金額（平成22年）
（百万円）

資料：県農林水産部「青森県海面漁業に関する調査結果報告書（属地調査年報）」  

 

③ 製造業を支える三八・上北地域 

 平成 21 年の製造品出荷額等では、ものづくり産業

の拠点である三八地域が 5,528 億 3,581 万円と最も

高く、次いで上北地域の 4,882 億 7,610 万円となっ

ている。 

なお、従業者 1 人あたりの製造品出荷額等でみる

と、上北地域が 3,939 万円と最も高くなっている。

（図４） 
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図４ 製造品出荷額等（平成21年）
（万円）（百万円）

資料：県企画政策部「青森県の工業」

製造品出荷額等

（左目盛り）従業員１人あたり

製造品出荷額等

（右目盛り）

※今別町、蓬田村、田子町、新郷村の数値は秘匿のため含まれていない。

 

④ 商業の中心地・東青地域 

 平成 19 年の卸・小売業年間商品販売額をみると、

いずれも青森市をかかえる東青地域が最も多く、小

売業年間商品販売額は 3,628 億 7,400 万円であり、

卸売業年間商品販売額が 7,006 億 5,600 万円となっ

ている。 

なお、東青地域と同様に主要都市をかかえる三八、

中南地域も他の 3 地域に比べ、高い販売額となって

いる。（図５） 
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図５ 卸・小売業年間商品販売額（平成19年）
（百万円）

図３ 資料：経済産業省「商業統計」
図３ ※今別町、蓬田村、西目屋村、風間浦村の数値は秘匿のため含まれていない。

 

⑤ 観光客の多い三八・中南地域 

平成 22 年の観光地点観光客入込数をみると、三

八地域では 818 万 3 千人であり、次いで中南地域

が 722 万 6 千人となっている。（図６） 
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資料：県観光国際戦略局「青森県観光入込客統計」  
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東青地域 

平成23年 3月末現在 各市町村住民基本台帳等 

 

・気象平年値：平均気温 10.4℃、最高気温（8月）27.7℃、最低気温（1月）-3.9℃ 

日照時間 1,602.7 時間、降水量 1300.1mm、積雪深 111cm（地点：青森市） 

 

■全般 

下のグラフは、各種統計データを地域の総人口で

割り、人口当たりの水準を県平均 100 とした指数で

表している。 

東青地域は農業総生産が県平均を大きく下回って

いる一方で、卸売業年間商品販売額は 158.1 と高く

なっている。 
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図１ 東青地域の各種指標の水準（県平均＝100）

 
 

※卸売業年間商品販売額・小売業年間商品販売額・製造品出荷額

等には今別町・蓬田村の数値が秘匿のため含まれていない。 

 

■人口動態 

東青地域の自然動態（出生数－死亡数）は平成 11

年を除き 13 年までは増加が続いていたが、平成 14

年に減少に転じ、減少幅も拡大している。 

なお、年々人口流出が拡大していた社会動態（転

入―転出）について、平成 19 年以降は減少幅が縮小

する傾向にあったが、平成 22 年に再び拡大に転じた。 
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資料：県企画政策部「青森県の推計人口年報」

図２ 東青地域の人口動態

 

 

■１人当たり市町村民所得 

東青地域の 1 人当たり市町村民所得は、減少傾向

にあったが、平成 16 年度以降は 240 万円前後で下げ

止まっている。 

また、1 人当たり県民所得を 100 とした水準は、

平成 15 年度の 114.3 から徐々に低下し、平成 18 年

度以降は上昇傾向で推移している。 
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図３ 東青地域の１人当たり市町村民所得

20年度

 
 

■観光地点観光客入込数 

東青地域の観光地点観光客入込数は、500 万人以

上の観光客が訪れており、平成 22 年は年間 601 万 5

千人と増加している。 
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資料：県観光国際戦略局「青森県観光入込客統計」

図４ 東青地域の観光地点観光客入込数

 

 合 計 青森市 平内町 今別町 蓬田村 外ヶ浜町 

人口（人） 330,153 302,957 12,960 3,402 3,241 7,593

世帯数 144,844 133,707 5,263 1,568 1,148 3,158

面積（ｋ㎡） 1,477.35 824.52 217.00 125.28 80.63 229.92
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中南地域 

平成23年 3月末現在 各市町村住民基本台帳等 

 

・気象平年値：平均気温 10.2℃、最高気温（8月）28.9℃、最低気温（1月）-5.0℃ 

日照時間 1,597.5 時間、降水量 1183.1mm、積雪深 83cm（地点：弘前市） 

 

■全般 

中南地域は医師数が 166.1 と県平均を大きく上回

っている一方で、製造品出荷額等は低くなっている。 
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図１ 中南地域の各種指標の水準（県平均＝100）

 
 

※卸売業年間商品販売額・小売業年間商品販売額には西目屋村の

数値が秘匿のため含まれていない。 

 

■人口動態 

中南地域の自然動態は、平成 7 年に減少に転じ、

減少幅も拡大傾向で推移している。 

また、社会動態も平成 7 年を除いて一貫して減少

しているなど人口の減少が続いており、減少幅も

年々拡大する傾向にあったが、平成 20 年以降は縮小

している。 
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資料：県企画政策部「青森県の推計人口年報」

図２ 中南地域の人口動態

■１人当たり市町村民所得 

中南地域の 1 人当たり市町村民所得は、平成 16

年度に 208 万 7 千円まで減少したが、平成 20 年度は

214 万円となっている。 

また、1 人当たり県民所得を 100 とした水準は、

平成 17 年度まで上昇してきたが、18 年度以降は 1

人当たり県民所得の水準が大幅に高まったこともあ

り、90 前後まで低下し、平成 20 年度は 90.3 となっ

ている。 
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資料：県企画政策部「平成20年度市町村民経済計算」

図３ 中南地域の１人当たり市町村民所得

20年度

 
 

■観光地点観光客入込数 

 中南地域の観光地点観光客入込数は、平成 20 年か

ら増減はあるものの、平成 22 年は 722 万 6 千人とな

っている。 
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資料：県観光国際戦略局「青森県観光入込客統計」

 合 計 弘前市 黒石市 平川市 西目屋村 藤崎町 大鰐町 田舎館村

人口（人） 291,429 182,884 37,037 33,916 1,559 16,108 11,531 8,394

世帯数 114,195 76,521 13,418 11,231  551 5,619 4,304 2,551

面積（ｋ㎡） 1,555.92 524.12 216.96 345.81 246.05 37.26 163.41 22.31
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東青地域 

平成23年 3月末現在 各市町村住民基本台帳等 

 

・気象平年値：平均気温 10.4℃、最高気温（8月）27.7℃、最低気温（1月）-3.9℃ 

日照時間 1,602.7 時間、降水量 1300.1mm、積雪深 111cm（地点：青森市） 

 

■全般 

下のグラフは、各種統計データを地域の総人口で

割り、人口当たりの水準を県平均 100 とした指数で

表している。 

東青地域は農業総生産が県平均を大きく下回って

いる一方で、卸売業年間商品販売額は 158.1 と高く

なっている。 
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図１ 東青地域の各種指標の水準（県平均＝100）

 
 

※卸売業年間商品販売額・小売業年間商品販売額・製造品出荷額

等には今別町・蓬田村の数値が秘匿のため含まれていない。 

 

■人口動態 

東青地域の自然動態（出生数－死亡数）は平成 11

年を除き 13 年までは増加が続いていたが、平成 14

年に減少に転じ、減少幅も拡大している。 

なお、年々人口流出が拡大していた社会動態（転

入―転出）について、平成 19 年以降は減少幅が縮小

する傾向にあったが、平成 22 年に再び拡大に転じた。 
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資料：県企画政策部「青森県の推計人口年報」

図２ 東青地域の人口動態

 

 

■１人当たり市町村民所得 

東青地域の 1 人当たり市町村民所得は、減少傾向

にあったが、平成 16 年度以降は 240 万円前後で下げ

止まっている。 

また、1 人当たり県民所得を 100 とした水準は、

平成 15 年度の 114.3 から徐々に低下し、平成 18 年

度以降は上昇傾向で推移している。 
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図３ 東青地域の１人当たり市町村民所得

20年度

 
 

■観光地点観光客入込数 

東青地域の観光地点観光客入込数は、500 万人以

上の観光客が訪れており、平成 22 年は年間 601 万 5

千人と増加している。 
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資料：県観光国際戦略局「青森県観光入込客統計」

図４ 東青地域の観光地点観光客入込数

 

 合 計 青森市 平内町 今別町 蓬田村 外ヶ浜町 

人口（人） 330,153 302,957 12,960 3,402 3,241 7,593

世帯数 144,844 133,707 5,263 1,568 1,148 3,158

面積（ｋ㎡） 1,477.35 824.52 217.00 125.28 80.63 229.92
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中南地域 

平成23年 3月末現在 各市町村住民基本台帳等 

 

・気象平年値：平均気温 10.2℃、最高気温（8月）28.9℃、最低気温（1月）-5.0℃ 

日照時間 1,597.5 時間、降水量 1183.1mm、積雪深 83cm（地点：弘前市） 

 

■全般 

中南地域は医師数が 166.1 と県平均を大きく上回

っている一方で、製造品出荷額等は低くなっている。 
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図１ 中南地域の各種指標の水準（県平均＝100）

 
 

※卸売業年間商品販売額・小売業年間商品販売額には西目屋村の

数値が秘匿のため含まれていない。 

 

■人口動態 

中南地域の自然動態は、平成 7 年に減少に転じ、

減少幅も拡大傾向で推移している。 

また、社会動態も平成 7 年を除いて一貫して減少

しているなど人口の減少が続いており、減少幅も

年々拡大する傾向にあったが、平成 20 年以降は縮小

している。 
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資料：県企画政策部「青森県の推計人口年報」

図２ 中南地域の人口動態

■１人当たり市町村民所得 

中南地域の 1 人当たり市町村民所得は、平成 16

年度に 208 万 7 千円まで減少したが、平成 20 年度は

214 万円となっている。 

また、1 人当たり県民所得を 100 とした水準は、

平成 17 年度まで上昇してきたが、18 年度以降は 1

人当たり県民所得の水準が大幅に高まったこともあ

り、90 前後まで低下し、平成 20 年度は 90.3 となっ

ている。 
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資料：県企画政策部「平成20年度市町村民経済計算」

図３ 中南地域の１人当たり市町村民所得

20年度

 
 

■観光地点観光客入込数 

 中南地域の観光地点観光客入込数は、平成 20 年か

ら増減はあるものの、平成 22 年は 722 万 6 千人とな

っている。 
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図４ 中南地域の観光地点観光客入込数（千人）（千人）

資料：県観光国際戦略局「青森県観光入込客統計」

 合 計 弘前市 黒石市 平川市 西目屋村 藤崎町 大鰐町 田舎館村

人口（人） 291,429 182,884 37,037 33,916 1,559 16,108 11,531 8,394

世帯数 114,195 76,521 13,418 11,231  551 5,619 4,304 2,551

面積（ｋ㎡） 1,555.92 524.12 216.96 345.81 246.05 37.26 163.41 22.31

－ 72 － － 73 －
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三八地域 

 平成 23 年 3 月末現在 各市町村住民基本台帳等 

 

・気象平年値：平均気温 10.2℃、最高気温（8月）26.5℃、最低気温（1月）-4.2℃ 

日照時間 1,860.4 時間、降水量 1025.1mm、積雪深 29cm（地点：八戸市） 

 

■全般 

三八地域は製造品出荷額等が167.5であるほか、卸売

業年間商品販売額も県平均を上回っており、その他につ

いては概ね県平均と同水準となっている。 
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図１ 三八地域の各種指標の水準（県平均＝100）

 

 

※製造品出荷額等には新郷村の数値が秘匿のため含まれていない。 

 

■人口動態 

三八地域の自然動態は、増加で推移してきたが、平成

15年から減少に転じ、減少幅も拡大している。 

また、社会動態は平成9年以降、ほぼ一貫して減少幅

が拡大してきたが、平成 20 年以降は減少幅がやや縮小

してきている。 
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資料：県企画政策部「青森県の推計人口年報」

図２ 三八地域の人口動態

■１人当たり市町村民所得 

三八地域の 1 人当たり市町村民所得は、平成 13 年度

から減少していたが、平成 17 年度以降は増加で推移し

てきたが、平成20年度に再び減少に転じ、253万2千円

となっている。 

また、1人当たり県民所得を100 とした水準は、平成

20年度は106.9となっており、常に1人当たり県民所得

の水準を上回っている。 
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資料：県企画政策部「平成20年度市町村民経済計算」

図３ 三八地域の１人当たり市町村民所得

20年度

 
 

■観光地点観光客入込数 

三八地域の観光地点観光客入込数は、平成22年は818

万3千人となっている。 
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図４ 三八地域の観光地点観光客入込数（千人）

資料：県観光国際戦略局「青森県観光入込客統計」

※平成22年の調査値は、統計方法の変更により、平成21年   

までの調査値との連続性を有しない。

 

 合 計 八戸市 三戸町 五戸町 田子町 南部町 階上町 新郷村

人口（人） 319,468 240,789 11,906 19,488 6,625 20,758 14,571 3,024

世帯数 130,902 102,999 4,581 6,991 2,264 7,454 5,657 956

面積（ｋ㎡） 1,274.78 305.40 151.55 177.82 242.10 153.15 93.91 150.85
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西北地域 

平成23年3月末現在 各市町村住民基本台帳等 

 

・気象平年値：平均気温10.3℃、最高気温（8月）28.1℃、最低気温（1月）-4.6℃ 

日照時間1,549.9時間、降水量1223.8mm、積雪深86cm（地点：五所川原市） 

 

■全般 

西北地域は農業産出額が148.7と県平均を大きく上回

っているのに対し、卸売業年間商品販売額と製造品出荷

額等が県平均の5割未満と低くなっている。 
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図１ 西北地域の各種指標の水準（県平均＝100）

 

 

■人口動態 

西北地域の自然動態は、県内で最も早い平成3年に減

少に転じており、さらに年々減少幅が拡大傾向で推移し

ている。 

また、社会動態は一貫して減少しており、平成7年度

以降は減少幅が拡大傾向で推移し、人口の減少が続いて

いたが、平成20年度から縮小している。 
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資料：県企画政策部「青森県の推計人口年報」

図２ 西北地域の人口動態

■１人当たり市町村民所得 

西北地域の 1 人当たり市町村民所得は、平成 13 年度

まで180～190万円程度で推移していたが、平成14年以

降は170～180万円程度に減少し、平成20年度は175万

9千円である。 

また、1人当たり県民所得を100とした水準は、80前

後と低く、平成 18 年度以降は 1 人当たり県民所得の水

準が大幅に高まったこともあり、70程度まで低下してい

る。 
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図３ 西北地域の１人当たり市町村民所得

20年度

 

■観光地点観光客入込数 

 西北地域の観光地点観光客入込数は、平成 20 年以降

減少傾向にあり、平成22年は500万人を割り込み、448

万8千人となっている。 
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図４ 西北地域の観光地点観光客入込数（千人）

資料：県観光国際戦略局「青森県観光入込客統計」

 

 合 計 五 所 川 原 市 つがる市 鯵ケ沢町 深浦町 板柳町 鶴田町 中泊町

人口（人） 162,722 60,568 37,094 11,989 10,025 15,397 14,394 13,255

世帯数 62,895 24,861 13,508 4,738 3,981 5,411 5,251 5,145

面積（ｋ㎡） 1,794.79 404.56 253.85 342.99 488.85 41.81 46.40 216.33

－ 74 － － 75 －
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三八地域 

 平成 23 年 3 月末現在 各市町村住民基本台帳等 

 

・気象平年値：平均気温 10.2℃、最高気温（8月）26.5℃、最低気温（1月）-4.2℃ 

日照時間 1,860.4 時間、降水量 1025.1mm、積雪深 29cm（地点：八戸市） 

 

■全般 

三八地域は製造品出荷額等が167.5であるほか、卸売

業年間商品販売額も県平均を上回っており、その他につ

いては概ね県平均と同水準となっている。 

0 

50 

100 

150 

200 

農業総生産

(H20)
製 造 品

出荷額等

(H21)

卸売業年間

商品販売額

(H19)

小売業年間

商品販売額

(H19)

事業所数

(H18)

従業者数

(H18)

課税対象

所 得

(H21)

ご み

総排出量

(H21)

飲食店数

(H18)

道路実延長

(H21)

医師数

(H22)

図１ 三八地域の各種指標の水準（県平均＝100）

 

 

※製造品出荷額等には新郷村の数値が秘匿のため含まれていない。 

 

■人口動態 

三八地域の自然動態は、増加で推移してきたが、平成

15年から減少に転じ、減少幅も拡大している。 

また、社会動態は平成9年以降、ほぼ一貫して減少幅

が拡大してきたが、平成 20 年以降は減少幅がやや縮小

してきている。 
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資料：県企画政策部「青森県の推計人口年報」

図２ 三八地域の人口動態

■１人当たり市町村民所得 

三八地域の 1 人当たり市町村民所得は、平成 13 年度

から減少していたが、平成 17 年度以降は増加で推移し

てきたが、平成20年度に再び減少に転じ、253万2千円

となっている。 

また、1人当たり県民所得を100 とした水準は、平成

20年度は106.9となっており、常に1人当たり県民所得

の水準を上回っている。 
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図３ 三八地域の１人当たり市町村民所得

20年度

 
 

■観光地点観光客入込数 

三八地域の観光地点観光客入込数は、平成22年は818

万3千人となっている。 
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図４ 三八地域の観光地点観光客入込数（千人）

資料：県観光国際戦略局「青森県観光入込客統計」

※平成22年の調査値は、統計方法の変更により、平成21年   

までの調査値との連続性を有しない。

 

 合 計 八戸市 三戸町 五戸町 田子町 南部町 階上町 新郷村

人口（人） 319,468 240,789 11,906 19,488 6,625 20,758 14,571 3,024

世帯数 130,902 102,999 4,581 6,991 2,264 7,454 5,657 956

面積（ｋ㎡） 1,274.78 305.40 151.55 177.82 242.10 153.15 93.91 150.85
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西北地域 

平成23年3月末現在 各市町村住民基本台帳等 

 

・気象平年値：平均気温10.3℃、最高気温（8月）28.1℃、最低気温（1月）-4.6℃ 

日照時間1,549.9時間、降水量1223.8mm、積雪深86cm（地点：五所川原市） 

 

■全般 

西北地域は農業産出額が148.7と県平均を大きく上回

っているのに対し、卸売業年間商品販売額と製造品出荷

額等が県平均の5割未満と低くなっている。 
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図１ 西北地域の各種指標の水準（県平均＝100）

 

 

■人口動態 

西北地域の自然動態は、県内で最も早い平成3年に減

少に転じており、さらに年々減少幅が拡大傾向で推移し

ている。 

また、社会動態は一貫して減少しており、平成7年度

以降は減少幅が拡大傾向で推移し、人口の減少が続いて

いたが、平成20年度から縮小している。 

-3,000 

-2,500 

-2,000 

-1,500 

-1,000 

-500 

0 

500 

1,000 

1,500 

昭

和

55

5657585960616263平

成

元

2 3 4 5 6 7 8 9 10111213141516171819202122

年

（人）

社会増加数

自然増加数

人口増加数

資料：県企画政策部「青森県の推計人口年報」

図２ 西北地域の人口動態

■１人当たり市町村民所得 

西北地域の 1 人当たり市町村民所得は、平成 13 年度

まで180～190万円程度で推移していたが、平成14年以

降は170～180万円程度に減少し、平成20年度は175万

9千円である。 

また、1人当たり県民所得を100とした水準は、80前

後と低く、平成 18 年度以降は 1 人当たり県民所得の水

準が大幅に高まったこともあり、70程度まで低下してい

る。 
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図３ 西北地域の１人当たり市町村民所得

20年度

 

■観光地点観光客入込数 

 西北地域の観光地点観光客入込数は、平成 20 年以降

減少傾向にあり、平成22年は500万人を割り込み、448

万8千人となっている。 
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図４ 西北地域の観光地点観光客入込数（千人）

資料：県観光国際戦略局「青森県観光入込客統計」

 

 合 計 五 所 川 原 市 つがる市 鯵ケ沢町 深浦町 板柳町 鶴田町 中泊町

人口（人） 162,722 60,568 37,094 11,989 10,025 15,397 14,394 13,255

世帯数 62,895 24,861 13,508 4,738 3,981 5,411 5,251 5,145

面積（ｋ㎡） 1,794.79 404.56 253.85 342.99 488.85 41.81 46.40 216.33

－ 74 － － 75 －
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上北地域 

平成23年3月末現在 各市町村住民基本台帳 

 

・気象平年値：平均気温9.5℃、最高気温（8月）26.9℃、最低気温（1月）-6.3℃ 

日照時間1,774.7時間、降水量983.3mm、積雪深53cm（地点：十和田市） 

 

■全般 

 上北地域は医師数と卸売業年間商品販売額が県平均

の5～6割程度と低いのに対し、製造品出荷額等が221.2、

農業総生産が203.4と非常に高くなっている。 
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図１ 上北地域の各種指標の水準（県平均＝100）

 
 

■人口動態 

 上北地域の自然動態は、平成 16 年に減少に転じ、減

少幅が拡大している。 

また、社会動態は平成 14 年に減少に転じ、減少幅が

拡大しているが、近年は縮小傾向で推移している。 

人口は、平成 14 年に減少に転じ、社会動態の減少幅

の拡大により、人口減少も大きな値で推移しているが、

平成20年以降は減少幅が縮小している。 
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資料：県企画政策部「青森県の推計人口年報」

図２ 上北地域の人口動態

■１人当たり市町村民所得 

上北地域の 1 人当たり市町村民所得は、平成 17 年度

まで220～250万円程度で推移していたが、平成18年度

以降は非鉄金属製造業の製造品出荷額等の増加などの

影響で高い値で推移している。 

また、1人当たり県民所得を100 とした水準は、平成

18年度に比べ減少したものの、依然として高い水準にあ

る。 
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図３ 上北地域の１人当たり市町村民所得

20年度

 

 

■観光地点観光客入込数 

 上北地域の観光地点観光客入込数は、平成 20 年以降

微増で推移しており、平成22 年は668 万 6 千人となっ

ている。 
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図４ 上北地域の観光地点観光客入込数（千人）

資料：県観光国際戦略局「青森県観光入込客統計」

 

 合 計 十和田市 三沢市 野辺地町 七戸町 六戸町 横浜町 東北町 六ケ所村 おいらせ町

人口（人） 212,085 65,694 42,206 14,759 17,722 10,524 5,135 19,721 11,208 25,116

世帯数 85,538 26,720 18,564 6,515 6,828 3,843 2,080 7,102 4,498 9,388

面積（ｋ㎡） 2,126.81 725.67 120.09 81.61 337.23 84.06 126.55 326.71 253.01 71.88
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下北地域 

平成23年3月末現在 各市町村住民基本台帳 

 

・気象平年値：平均気温9.5℃、最高気温（8月）25.7℃、最低気温（2月）-5.3℃ 

日照時間1,608.9時間、降水量1342.0mm、積雪深65cm（地点：むつ市） 

 

■全般 

 下北地域は事業所数が106.4であるほか、飲食店数な

どが比較的高くなっているのに対し、農業総生産と製造

品出荷額等が県平均の5割未満と低くなっている。 
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図１ 下北地域の各種指標の水準（県平均＝100）

 
 

※卸売業年間商品販売額・小売業年間商品販売額には風間浦村の数値が

秘匿のため含まれていない。 

 

■人口動態 

 下北地域の自然動態は、平成 12 年に減少に転じ、減

少幅が拡大している。 

また、社会動態は一貫して減少しており、一時期減少

幅が縮小したものの人口流出が続いている。 

なお、平成20年以降は人口の減少幅が縮小している。 
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資料：県企画政策部「青森県の推計人口年報」

図２ 下北地域の人口動態

■１人当たり市町村民所得 

下北地域の 1 人当たり市町村民所得は、平成 14 年度

まで230～240万円程度で推移し、平成15年度に220万

円台となってから平成 16 年度以降増加傾向で推移して

いたが、平成22年度に再び220万円台となった。 

また、1人当たり県民所得を100 とした水準は、平成

18年度以降は1人当たり県民所得の水準が大幅に高まっ

たこともあり、平成20年度は94.1となっている。 
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図３ 下北地域の１人当たり市町村民所得

20年度

 

 

■観光地点観光客入込数 

 下北地域の観光地点観光客入込数は、平成 20 年以降

若干の減少傾向にあり、平成 22 年は 170 万人台を割り

込み、161万4千人となっている。 
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図４ 下北地域の観光地点観光客入込数（千人）

資料：県観光国際戦略局「青森県観光入込客統計」  

 

 合 計 むつ市 大間町 東通村 風間浦村 佐井村 

人口（人） 81,336 63,838 6,281 7,297 2,448 2,472

世帯数 36,338 28,952 2,570 2,732 1,041 1,043

面積（ｋ㎡） 1,414.87 863.79 52.06 294.39 69.60 135.03

－ 76 － － 77 －
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上北地域 

平成23年3月末現在 各市町村住民基本台帳 

 

・気象平年値：平均気温9.5℃、最高気温（8月）26.9℃、最低気温（1月）-6.3℃ 

日照時間1,774.7時間、降水量983.3mm、積雪深53cm（地点：十和田市） 

 

■全般 

 上北地域は医師数と卸売業年間商品販売額が県平均

の5～6割程度と低いのに対し、製造品出荷額等が221.2、

農業総生産が203.4と非常に高くなっている。 
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図１ 上北地域の各種指標の水準（県平均＝100）

 
 

■人口動態 

 上北地域の自然動態は、平成 16 年に減少に転じ、減

少幅が拡大している。 

また、社会動態は平成 14 年に減少に転じ、減少幅が

拡大しているが、近年は縮小傾向で推移している。 

人口は、平成 14 年に減少に転じ、社会動態の減少幅

の拡大により、人口減少も大きな値で推移しているが、

平成20年以降は減少幅が縮小している。 
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図２ 上北地域の人口動態

■１人当たり市町村民所得 

上北地域の 1 人当たり市町村民所得は、平成 17 年度

まで220～250万円程度で推移していたが、平成18年度

以降は非鉄金属製造業の製造品出荷額等の増加などの

影響で高い値で推移している。 

また、1人当たり県民所得を100 とした水準は、平成

18年度に比べ減少したものの、依然として高い水準にあ

る。 
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図３ 上北地域の１人当たり市町村民所得

20年度

 

 

■観光地点観光客入込数 

 上北地域の観光地点観光客入込数は、平成 20 年以降

微増で推移しており、平成22 年は668 万 6 千人となっ

ている。 
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図４ 上北地域の観光地点観光客入込数（千人）

資料：県観光国際戦略局「青森県観光入込客統計」

 

 合 計 十和田市 三沢市 野辺地町 七戸町 六戸町 横浜町 東北町 六ケ所村 おいらせ町

人口（人） 212,085 65,694 42,206 14,759 17,722 10,524 5,135 19,721 11,208 25,116

世帯数 85,538 26,720 18,564 6,515 6,828 3,843 2,080 7,102 4,498 9,388

面積（ｋ㎡） 2,126.81 725.67 120.09 81.61 337.23 84.06 126.55 326.71 253.01 71.88
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下北地域 

平成23年3月末現在 各市町村住民基本台帳 

 

・気象平年値：平均気温9.5℃、最高気温（8月）25.7℃、最低気温（2月）-5.3℃ 

日照時間1,608.9時間、降水量1342.0mm、積雪深65cm（地点：むつ市） 

 

■全般 

 下北地域は事業所数が106.4であるほか、飲食店数な

どが比較的高くなっているのに対し、農業総生産と製造

品出荷額等が県平均の5割未満と低くなっている。 
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図１ 下北地域の各種指標の水準（県平均＝100）

 
 

※卸売業年間商品販売額・小売業年間商品販売額には風間浦村の数値が

秘匿のため含まれていない。 

 

■人口動態 

 下北地域の自然動態は、平成 12 年に減少に転じ、減

少幅が拡大している。 

また、社会動態は一貫して減少しており、一時期減少

幅が縮小したものの人口流出が続いている。 

なお、平成20年以降は人口の減少幅が縮小している。 
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資料：県企画政策部「青森県の推計人口年報」

図２ 下北地域の人口動態

■１人当たり市町村民所得 

下北地域の 1 人当たり市町村民所得は、平成 14 年度

まで230～240万円程度で推移し、平成15年度に220万

円台となってから平成 16 年度以降増加傾向で推移して

いたが、平成22年度に再び220万円台となった。 

また、1人当たり県民所得を100 とした水準は、平成

18年度以降は1人当たり県民所得の水準が大幅に高まっ

たこともあり、平成20年度は94.1となっている。 
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資料：県企画政策部「平成20年度市町村民経済計算」

図３ 下北地域の１人当たり市町村民所得

20年度

 

 

■観光地点観光客入込数 

 下北地域の観光地点観光客入込数は、平成 20 年以降

若干の減少傾向にあり、平成 22 年は 170 万人台を割り

込み、161万4千人となっている。 
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図４ 下北地域の観光地点観光客入込数（千人）

資料：県観光国際戦略局「青森県観光入込客統計」  

 

 合 計 むつ市 大間町 東通村 風間浦村 佐井村 

人口（人） 81,336 63,838 6,281 7,297 2,448 2,472

世帯数 36,338 28,952 2,570 2,732 1,041 1,043

面積（ｋ㎡） 1,414.87 863.79 52.06 294.39 69.60 135.03

－ 76 － － 77 －
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青森県にあるライブハウス 

・青森Quarter（青森市） 

・青森SUN SHINE（青森市） 

・青森SUBLIME（青森市） 

・弘前Mag－Net（弘前市） 

・亀HOUSE（弘前市） 

・弘前Orange County（弘前市） 

・八戸ROXX（八戸市） 

・パワーステーションA7（八戸市） etc

コラム 青森県のバンド事情 
 

 

 

◆青森で結成され、有名になったバンド 

 

☆ MONKEY MAJIK（2000年～） 

「Around The World」、「空はまるで」など、テレビ、ＣＭ、映画などでのタイアップが目立つ、MONKEY MAJIK。

彼らの曲は、誰でも一度は耳にしたことがあると思う。カナダ人兄弟がツインボーカルおよびツインギターを担

当し、日本人2人がリズムセクションを担う4人組バンド。青森県・南部地方で結成された。 

 

☆ マニ☆ラバ（2001年～2007年） 

2003年、青森県立青森工業高校を卒業。卒業を記念してCD『校則違反』を発売し青森で爆発的ヒットを記録。

2004年１月に全国デビューシングル「幸せ」をリリースし、アニメ『ボボボーボ・ボーボボ』エンディングテーマ

に抜擢され、インディーズ・チャート上位にランクインした。他にも「青森駅」、「ふるさとのうた」、「上野駅」な

ど、故郷を思う歌や別れの歌など多数生み出したが、2007年解散。 

 

◆今、青森で人気のバンド 

 

☆ SOUND CRUES（2008年～） 

青森市を中心に活動しているSOUND CRUES。 

ボーカル、ツインギター、ベース、ドラムの5人組。 

2008年11月に結成し、2009年8月に、1stAlbum  

『SOUND CRUISE』をリリース。 

初回生産分が1週間で100枚完売し、発売から約半 

年で400枚突破。2010年にはレコード発売記念ライブ 

『NIGHT CRUESING vol.1』を実施し、その様子がケ 

ーブルテレビ青森市民チャンネルにて放送された。 

他にもラジオや青森市の地域情報紙「Ken×Kem」（2010 年 8 月号）で紹介されたり、ホテルクラウンパレス青

森のテレビCM（2011年9月1日より放映）に彼らの曲が起用されるなど、活動の幅を広げている。 

彼らの魅力は、歌唱力、演奏力、パフォーマンス力の高さ。そしてなにより、ファンを大事にしているというこ

とだ。技術面だけではなく、そういった面も人気の理由の一つだと思う。これからも、今まで以上に活動の幅を広

げ、ファンを大事にすることを忘れずに活躍し続けてほしい。 

SOUND CRUES MOBILE HP→http://58.xmbs.jp/soundcrues/
 

 

他にも青森にはたくさんのバンドがある。自分の好みのバンドを 

見つけるために、ライブを見に行くのもいいと思う。ライブハウス 

によっては、ラジオの公開録音をしたり、舞踊、ＤＪ、三味線など、 

さまざまなイベントがあり、若者だけではなく、広い世代で楽しめ 

るイベントもたくさんある。興味のある方は最寄りのライブハウス 

のHPを見るなどして行ってみてはいかがだろうか。 

 

 

  

参考：MONKEY MAJIK HP、マニ☆ラバ HP 

SOUND CRUES HP、Wikipedia 

 

コラム 青森県のバンド事情 

青森県にあるライブハウス 

・青森Quarter（青森市） 

・青森SUN SHINE（青森市） 

・青森SUBLIME（青森市） 

・弘前Mag－Net（弘前市） 

・亀HOUSE（弘前市） 

・弘前Orange County（弘前市） 

・八戸ROXX（八戸市） 

・パワーステーションA７（八戸市） etc

第２部 青森県の挑戦 
 

 第２部では、「青森県の挑戦」と題し、本県で展開されているプロジェクトや事業を紹介する。 

 まず、県政の基本方針である「青森県基本計画未来への挑戦」の概要をはじめ、県が推進している様々な

計画やプロジェクト等について掲載するとともに、平成 24年度において県が重点的に取り組む事業を、政策

の基本方針である「戦略キーワード」ごとに紹介する。 

 また、「地域の挑戦」では、各地域で活躍する人物などにスポットを当てた地域独自の取組や各地域の魅力

ある地域資源について紹介する。 

 なお、「地域の挑戦」は、各地域県民局地域連携部地域支援室職員の健筆によるものである。 
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青森県にあるライブハウス 

・青森Quarter（青森市） 

・青森SUN SHINE（青森市） 

・青森SUBLIME（青森市） 

・弘前Mag－Net（弘前市） 

・亀HOUSE（弘前市） 

・弘前Orange County（弘前市） 

・八戸ROXX（八戸市） 

・パワーステーションA7（八戸市） etc

コラム 青森県のバンド事情 
 

 

 

◆青森で結成され、有名になったバンド 

 

☆ MONKEY MAJIK（2000年～） 

「Around The World」、「空はまるで」など、テレビ、ＣＭ、映画などでのタイアップが目立つ、MONKEY MAJIK。

彼らの曲は、誰でも一度は耳にしたことがあると思う。カナダ人兄弟がツインボーカルおよびツインギターを担

当し、日本人2人がリズムセクションを担う4人組バンド。青森県・南部地方で結成された。 

 

☆ マニ☆ラバ（2001年～2007年） 

2003年、青森県立青森工業高校を卒業。卒業を記念してCD『校則違反』を発売し青森で爆発的ヒットを記録。

2004年１月に全国デビューシングル「幸せ」をリリースし、アニメ『ボボボーボ・ボーボボ』エンディングテーマ

に抜擢され、インディーズ・チャート上位にランクインした。他にも「青森駅」、「ふるさとのうた」、「上野駅」な

ど、故郷を思う歌や別れの歌など多数生み出したが、2007年解散。 

 

◆今、青森で人気のバンド 

 

☆ SOUND CRUES（2008年～） 

青森市を中心に活動しているSOUND CRUES。 

ボーカル、ツインギター、ベース、ドラムの5人組。 

2008年11月に結成し、2009年8月に、1stAlbum  

『SOUND CRUISE』をリリース。 

初回生産分が1週間で100枚完売し、発売から約半 

年で400枚突破。2010年にはレコード発売記念ライブ 

『NIGHT CRUESING vol.1』を実施し、その様子がケ 

ーブルテレビ青森市民チャンネルにて放送された。 

他にもラジオや青森市の地域情報紙「Ken×Kem」（2010 年 8 月号）で紹介されたり、ホテルクラウンパレス青

森のテレビCM（2011年9月1日より放映）に彼らの曲が起用されるなど、活動の幅を広げている。 

彼らの魅力は、歌唱力、演奏力、パフォーマンス力の高さ。そしてなにより、ファンを大事にしているというこ

とだ。技術面だけではなく、そういった面も人気の理由の一つだと思う。これからも、今まで以上に活動の幅を広

げ、ファンを大事にすることを忘れずに活躍し続けてほしい。 

SOUND CRUES MOBILE HP→http://58.xmbs.jp/soundcrues/
 

 

他にも青森にはたくさんのバンドがある。自分の好みのバンドを 

見つけるために、ライブを見に行くのもいいと思う。ライブハウス 

によっては、ラジオの公開録音をしたり、舞踊、ＤＪ、三味線など、 

さまざまなイベントがあり、若者だけではなく、広い世代で楽しめ 

るイベントもたくさんある。興味のある方は最寄りのライブハウス 

のHPを見るなどして行ってみてはいかがだろうか。 

 

 

  

参考：MONKEY MAJIK HP、マニ☆ラバ HP 

SOUND CRUES HP、Wikipedia 

 

コラム 青森県のバンド事情 

青森県にあるライブハウス 

・青森Quarter（青森市） 

・青森SUN SHINE（青森市） 

・青森SUBLIME（青森市） 

・弘前Mag－Net（弘前市） 

・亀HOUSE（弘前市） 

・弘前Orange County（弘前市） 

・八戸ROXX（八戸市） 

・パワーステーションA７（八戸市） etc

第２部 青森県の挑戦 
 

 第２部では、「青森県の挑戦」と題し、本県で展開されているプロジェクトや事業を紹介する。 

 まず、県政の基本方針である「青森県基本計画未来への挑戦」の概要をはじめ、県が推進している様々な

計画やプロジェクト等について掲載するとともに、平成 24年度において県が重点的に取り組む事業を、政策

の基本方針である「戦略キーワード」ごとに紹介する。 

 また、「地域の挑戦」では、各地域で活躍する人物などにスポットを当てた地域独自の取組や各地域の魅力

ある地域資源について紹介する。 

 なお、「地域の挑戦」は、各地域県民局地域連携部地域支援室職員の健筆によるものである。 
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青森県基本計画未来への挑戦Ⅰ
 

 

 県は、平成 20 年 12 月、平成 21 年度から 25 年度までの 5 年間を計画期間とする「青森県基本計画未来

への挑戦」を策定した。 

「青森県基本計画未来への挑戦」の概要を紹介する。 

 

 「青森県基本計画未来への挑戦」とは  

１ 目的 

・ 県では、暮らしやすさではどこにも負けない地

域づくりをめざす「生活創造社会」の実現に向け

て様々な取組を展開してきたが、「生活」を支える

産業・雇用分野にはいまだ課題が残されている。 

・ これらを解決するため、本県が持つ資源や可能

性を見つめ直し、それを最大限に生かし、育て、

あらゆる地域力を最大限活用することが強く求め

られている。 

・ この計画は、県民一人ひとりが必要な糧を得る

ことや、経済的に自立することをめざし、また、

その意識を県と県民が共有するため、本県におけ

る豊かな生活を支える経済的な基盤を「生業(なり

わい)」という言葉で表し、県民が誇りを持って、

この青森の地でいきいきと働き、そして生活して

いくことができる社会の実現に向けてチャレンジ

していく、私たち青森県の姿を描いている。  

 

２ 性格と役割 

・ この計画は、県行政全般に係る政策及び施策の

基本的な方向性を、総合的かつ体系的に示した県

行政運営の基本方針である。 

・ 県民の皆さんにこの計画を理解・共感していた

だき、一人ひとりが何をできるのかを考えるきっ

かけとなることを期待している。 

・ いま生まれた子どもたちが大人になったころ、

この青森で暮らしたい、暮らしていける、そうい

う青森県の目指す姿を描いた未来創造型計画を志

向している。 

 

３ 計画期間 

  2030年におけるめざす姿の実現に向けた最初の

5 年間となる、平成 21 年度から 25 年度までの 5

年間を計画期間とする。 

 

 青森県を取り巻く環境  

１ 青森県の可能性と環境変化 

(1) 「芽」を出した「可能性」 

  平成 16年度に策定した「生活創造推進プラン」

の期間中、「攻めの農林水産業」や「あおもりツー

リズム」などを推進する中で、チャレンジ精神あ

ふれる人財の育成やあおもり型産業の育成が進む

など、様々な「可能性」の芽がみられるようにな

った。 

この計画では、これら「可能性」の芽を大きく

育て、結実させるための具体的な戦略を示す。 

 

(2) 比較優位資源が有する「可能性」 

 

 

  発展途上国の人口増加、穀物などを利用したバ

イオエタノールの製造、地球温暖化が原因と考え

られる自然災害の多発等により、食料需給が逼迫

する中において、本県の食料自給率は 100％超、

しかも米、野菜、肉、魚、果物など品目のバラン

スがよい。 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

新興工業国の経済発展や生活水準の向上に伴い、

化石燃料を中心としたエネルギー需要が増大する

中で、原子力や再生可能エネルギーなど多様なエ

ネルギー分野での先進的な取組を進めている。 

 

２ 青森県を取り巻く環境変化 

少子化・高齢化の進行、地球環境問題など様々な

環境変化の中で、計画期間内の最大の環境変化は

2010.12.04東北新幹線全線開業であると言える。 

 

３ 新たな「生業（なりわい）」づくりへ 

本県を取り巻く環境を見通した場合、暮らしやす

さに象徴される生活重視の視点に加えて、自主自立

の青森県づくりを進めるための経済的基盤がますま

す重要になる。 

この計画では、「生業（なりわい）」という言葉に、

「県民一人ひとりの経済的基盤」という新たな意味

を加え、「生活」と対をなす重要な概念として位置付

け、県民一丸となって、「生業（なりわい）」づくり

に取り組んでいく。 

 エネルギー 

 食 料 

 2030年における青森県のめざす姿  

１ 生活創造社会とは 

2030年における「生活創造社会」の姿は、次のと

おり。 

 

 

 

 

２ ４つの分野ごとのめざす姿 

 わかりやすくめざす姿をイメージできるように、4

つの分野ごとに具体的に掲げる。 

 

 

 

 

 

 

３ 注目指標 

 計画期間中の様々な環境変化の中で、本県が総体

的かつ相対的にどのような位置にあるか、また、め

ざす方向に向かって進んでいるかという、言わば「立

ち位置」を明らかにするために、注目していくべき

指標（注目指標）を設定している。 

 

平均寿命

めざす状態

「安んじて生きられる社会」の表す指標

生活習慣病、自殺、不慮の事故によ
る死亡のほか、経済状況、労働環境、
生活環境など、平均寿命に影響を与
える様々な要因が改善

平均寿命の
全国順位がアップ

お
お
む
ね

10
年
後
に

１人当たり県民所得

「輝いて生きられる社会」の表す指標

めざす状態

●女性や高齢者の就労促進により
就業率が上昇

●外貨獲得と域内循環などにより
労働生産性が向上

現在（２００５年度）の
１．５倍程度の水準を
めざして上昇

お
お
む
ね

10
年
後
に

 

 

[外貨獲得と域内循環] 

 地域経済を支える産業は、主として地域外を市場

とする「域外市場産業」と、主として地域内を市場

とする「域内市場産業」の 2つに分けることができ、

農業や製造業等が地域外からお金を稼ぎ、これを地

域内で消費することで商業やサービス業が成立、拡

大することで地域経済が活性化される。 

 この計画では、「域外市場産業」の振興を図り、国

内外からお金を稼ぐ（外貨獲得）とともに、地域内

での企業間取引を増やし、稼いだお金を原資とした

「域内市場産業」における循環（域内循環）を増大

させることにより、自立的な経済構造の確立をめざ

している。 

 

 

 

生活創造社会とは、「生業(なりわい)」に裏打ちされた

豊かな「生活」が実現している社会です。 

すなわち、県民一人ひとりのチャレンジ精神あふれる

取組により経済的基盤の創出・拡大が図られ､輝いて生

きられる社会､そして心の豊かさ､命・健康・環境など､

暮らしやすさが守られ､安んじて生きられる社会です。 
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青森県基本計画未来への挑戦Ⅰ
 

 

 県は、平成 20 年 12 月、平成 21 年度から 25 年度までの 5 年間を計画期間とする「青森県基本計画未来

への挑戦」を策定した。 

「青森県基本計画未来への挑戦」の概要を紹介する。 

 

 「青森県基本計画未来への挑戦」とは  

１ 目的 

・ 県では、暮らしやすさではどこにも負けない地

域づくりをめざす「生活創造社会」の実現に向け

て様々な取組を展開してきたが、「生活」を支える

産業・雇用分野にはいまだ課題が残されている。 

・ これらを解決するため、本県が持つ資源や可能

性を見つめ直し、それを最大限に生かし、育て、

あらゆる地域力を最大限活用することが強く求め

られている。 

・ この計画は、県民一人ひとりが必要な糧を得る

ことや、経済的に自立することをめざし、また、

その意識を県と県民が共有するため、本県におけ

る豊かな生活を支える経済的な基盤を「生業(なり

わい)」という言葉で表し、県民が誇りを持って、

この青森の地でいきいきと働き、そして生活して

いくことができる社会の実現に向けてチャレンジ

していく、私たち青森県の姿を描いている。  

 

２ 性格と役割 

・ この計画は、県行政全般に係る政策及び施策の

基本的な方向性を、総合的かつ体系的に示した県

行政運営の基本方針である。 

・ 県民の皆さんにこの計画を理解・共感していた

だき、一人ひとりが何をできるのかを考えるきっ

かけとなることを期待している。 

・ いま生まれた子どもたちが大人になったころ、

この青森で暮らしたい、暮らしていける、そうい

う青森県の目指す姿を描いた未来創造型計画を志

向している。 

 

３ 計画期間 

  2030年におけるめざす姿の実現に向けた最初の

5 年間となる、平成 21 年度から 25 年度までの 5

年間を計画期間とする。 

 

 青森県を取り巻く環境  

１ 青森県の可能性と環境変化 

(1) 「芽」を出した「可能性」 

  平成 16年度に策定した「生活創造推進プラン」

の期間中、「攻めの農林水産業」や「あおもりツー

リズム」などを推進する中で、チャレンジ精神あ

ふれる人財の育成やあおもり型産業の育成が進む

など、様々な「可能性」の芽がみられるようにな

った。 

この計画では、これら「可能性」の芽を大きく

育て、結実させるための具体的な戦略を示す。 

 

(2) 比較優位資源が有する「可能性」 

 

 

  発展途上国の人口増加、穀物などを利用したバ

イオエタノールの製造、地球温暖化が原因と考え

られる自然災害の多発等により、食料需給が逼迫

する中において、本県の食料自給率は 100％超、

しかも米、野菜、肉、魚、果物など品目のバラン

スがよい。 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

新興工業国の経済発展や生活水準の向上に伴い、

化石燃料を中心としたエネルギー需要が増大する

中で、原子力や再生可能エネルギーなど多様なエ

ネルギー分野での先進的な取組を進めている。 

 

２ 青森県を取り巻く環境変化 

少子化・高齢化の進行、地球環境問題など様々な

環境変化の中で、計画期間内の最大の環境変化は

2010.12.04東北新幹線全線開業であると言える。 

 

３ 新たな「生業（なりわい）」づくりへ 

本県を取り巻く環境を見通した場合、暮らしやす

さに象徴される生活重視の視点に加えて、自主自立

の青森県づくりを進めるための経済的基盤がますま

す重要になる。 

この計画では、「生業（なりわい）」という言葉に、

「県民一人ひとりの経済的基盤」という新たな意味

を加え、「生活」と対をなす重要な概念として位置付

け、県民一丸となって、「生業（なりわい）」づくり

に取り組んでいく。 

 エネルギー 

 食 料 

 2030年における青森県のめざす姿  

１ 生活創造社会とは 

2030年における「生活創造社会」の姿は、次のと

おり。 

 

 

 

 

２ ４つの分野ごとのめざす姿 

 わかりやすくめざす姿をイメージできるように、4

つの分野ごとに具体的に掲げる。 

 

 

 

 

 

 

３ 注目指標 

 計画期間中の様々な環境変化の中で、本県が総体

的かつ相対的にどのような位置にあるか、また、め

ざす方向に向かって進んでいるかという、言わば「立

ち位置」を明らかにするために、注目していくべき

指標（注目指標）を設定している。 

 

平均寿命

めざす状態

「安んじて生きられる社会」の表す指標

生活習慣病、自殺、不慮の事故によ
る死亡のほか、経済状況、労働環境、
生活環境など、平均寿命に影響を与
える様々な要因が改善

平均寿命の
全国順位がアップ

お
お
む
ね

10
年
後
に

１人当たり県民所得

「輝いて生きられる社会」の表す指標

めざす状態

●女性や高齢者の就労促進により
就業率が上昇

●外貨獲得と域内循環などにより
労働生産性が向上

現在（２００５年度）の
１．５倍程度の水準を
めざして上昇

お
お
む
ね

10
年
後
に

 

 

[外貨獲得と域内循環] 

 地域経済を支える産業は、主として地域外を市場

とする「域外市場産業」と、主として地域内を市場

とする「域内市場産業」の 2つに分けることができ、

農業や製造業等が地域外からお金を稼ぎ、これを地

域内で消費することで商業やサービス業が成立、拡

大することで地域経済が活性化される。 

 この計画では、「域外市場産業」の振興を図り、国

内外からお金を稼ぐ（外貨獲得）とともに、地域内

での企業間取引を増やし、稼いだお金を原資とした

「域内市場産業」における循環（域内循環）を増大

させることにより、自立的な経済構造の確立をめざ

している。 

 

 

 

生活創造社会とは、「生業(なりわい)」に裏打ちされた

豊かな「生活」が実現している社会です。 

すなわち、県民一人ひとりのチャレンジ精神あふれる

取組により経済的基盤の創出・拡大が図られ､輝いて生

きられる社会､そして心の豊かさ､命・健康・環境など､

暮らしやすさが守られ､安んじて生きられる社会です。 
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 政策・政策体系及び取組  

 

産業・雇用分野（仕事づくりと所得の向上） 

政　　　　　　　策 施　　　　　　　　　策

(1) 青森の特性を踏まえた地域産業の形成・活性化

(2) 青森の強みを生かした戦略的企業誘致の推進

(3) 国内外とのビジネス展開の推進

(4) 産業を支える情報通信・交通基盤整備

(5) 雇用のセーフティネットの充実

(1) 青森力の結集による販売活動の強化

(2) 安全・安心で優れた青森産品づくり

(3) 農商工連携による食品産業の強化

(4) 魅力あふれるあおもり食文化の創造・発掘・発信

(1) 原子力産業の振興

(2) 次世代核融合炉の実現に向けた国際的な研究拠点の
形成

(3) 環境・エネルギー産業の振興

(1) 新たな魅力の創出

(2) 誘客宣伝活動の強化

(3) 観光産業の競争力強化

(4) 国際観光の推進

(5) 交流を支える基盤整備

１　地域資源を最大限活
用した産業基盤の強化
と県外・海外との取引拡
大

２　攻めの農林水産業を
軸としたあおもり「食」産
業の充実強化

３　多彩なエネルギーの
利活用によるエネル
ギー産業クラスターの形
成

４　「観光力」の強化によ
る国内外との交流の拡
大

 

 

安全・安心、健康分野（命と暮らしを守る） 

政　　　　　　　策 施　　　　　　　　　策

(1) がん対策先進県の実現

(2) ライフステージを通じた生活習慣の改善

(3) こころの健康づくり

(1) 医療従事者等の人財の確保・育成

(2) 医療連携体制の再構築

(1) 社会で支え合う安心子育ての推進

(2) 様々な環境にある子どもや家庭に対する支援の充実

(3) 親と子の健康の増進

(1) 安心・自立した生活の支援

(2) 高齢者・障害者の生きがいづくりと社会参加の促進

(1) 安全確保対策の徹底

(2) 安全確保対策に係る広報活動

(1) 安全・安心な県土の整備

(2) 防災・危機管理機能の充実

(1) 地域防犯対策の推進

(2) 交通安全対策の推進

(3) 「食」を始めとした消費生活の安全・安心の確保

(4) 安全で快適な生活環境づくり

１　がんの克服を始めと
した健康寿命アップの推
進

２　健康を支える地域医
療サービスの充実

３　子どもを産み育てや
すい環境づくり

４　誰もが安んじて暮ら
せる環境づくり

５　原子力施設の安全確
保対策の推進

６　災害や危機に強い地
域づくり

７　安心して快適に暮ら
せる生活環境づくり

 

 

 

環境分野（低炭素・循環型社会の形成） 

政　　　　　　　策 施　　　　　　　　　策

(1) 健全な水循環の確保

(2) 世界自然遺産白神山地の保全・活用と恵み豊かな自
然環境づくり

(3) 緑ある生活環境の創出と歴史や風土を象徴するふる
さと景観づくり

(4) あおもり発「環境公共」の推進

(1) 廃棄物の３Ｒの推進

(2) 廃棄物の適正処理と不法投棄対策の推進

(3) 環境保全対策の推進

(1) あらゆる主体が取り組む省エネルギー型の地域社会
づくり

(2) 再生可能エネルギーの導入推進

(1) あおもりの環境を創造する人づくり

(2) あおもりの環境を生み出すシステムづくり

１　暮らしの中に息づく水
と緑と美のふるさとづくり

２　持続可能な循環型社
会づくり

３　次世代へつなぐ低炭
素社会づくり

４　あおもりにエコを定着
させる人・システムづくり

 

 

教育、人づくり分野（生活創造社会の礎） 

政　　　　　　　策 施　　　　　　　　　策

(1) 青森を体験し、青森を知る教育の推進

(2) 確かな学力の向上

(3) 豊かな心と健やかな体の育成

(4) 教員の資質向上と子どもに向き合える環境づくり

(5) 個々の教育的ニーズに応じた特別支援教育の推進

(6) 安全・安心で質の高い教育環境の整備

(7) 社会が求める人財を育成するための教育の推進

(8) 学校・家庭・地域の連携強化による社会全体の教育力
向上

(1) 地域経済、地域づくりをけん引する人財の育成

(2) 農山漁村を支える多様な経営体の育成

(3) 人生の各段階に応じた多様な学習機会の提供

(4) 県民協働による地域づくりの推進

(5) ワーク・ライフ・バランス(仕事と生活の調和)の実現

(1) 歴史・文化の継承と発信

(2) 芸術文化活動の推進

(3) スポーツに親しみ、競技力を向上させる環境づくり

１　あおもりの未来をつく
る人財の育成

２　あおもりの今をつくる
人財の育成

３　文化・スポーツの振
興
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 地域別計画  

 

⑥ 下北地域

豊饒の里海とフード（食・
風土）、癒しの下北

⑤ 上北地域

超実力派
エネルギッシュ上北

③ 三八地域

海から山から心から
三八安心ものづくり

② 中南地域

人がつながり、
新たな伝統づくりへ

① 東青地域

「都市」と「自然」の二重奏、

格別な「仕事と生活の調
和」を手にしよう

④ 西北地域

「食×観」じゃわめく
西北地域

 

 

東青地域（青森市、平内町、今別町、蓬田村、外ヶ浜町） 

○2030年における地域のめざす姿 

・「食」産業の形成 

・着地型観光の起点機能の確立 

・優れた生活・仕事環境を生かした産業の集積 

・質の高い地域社会の形成 

○今後 5年間の取組の展開方向 

(1) 食料を基礎として産業を横断する「食」産業の形成 

(2) 販売先や販売方法を考慮した「売れる商品」の生産 

(3) 県内観光の起点機能の確立と本県の魅力の発信 

(4) 関係機関の役割分担による経営支援等の充実 

(5) コミュニティ機能の再生による「住んでい(み)たい場

所」づくり 

 

中南地域（弘前市、黒石市、平川市、西目屋村、藤崎町、

大鰐町、田舎館村） 

○2030年における地域のめざす姿 

・先端技術を活用した農業振興 

・知識集約型産業クラスターの形成 

・多彩な観光資源の活用 

・世界中の人が行き交う地域 

○今後 5年間の取組の展開方向 

(1) 異業種コラボレーションの促進 

(2) 選ばれる地域特産品づくり  

(3) 伝統工芸品のぬくもり再発見 

(4) 誘客大作戦の展開 

(5) 企業や人を育てる仕組みづくり 

 

三八地域（八戸市、三戸町、五戸町、田子町、南部町、

階上町、新郷村） 

○2030年における地域のめざす姿 

・連携と地域内循環が図られたものづくり 

・魅力ある雇用の場の創出と確保 

・環境・エネルギー分野の先進地 

・地域ならではの暮らしぶりが体験できる人気の旅行地 

 

○今後 5年間の取組の展開方向 

(1) 地域資源の高付加価値化 

(2) ものづくり産業の活性化 

(3) 環境・エネルギー関連産業の振興と循環型社会の構  

  築 

(4) 広域観光の推進 

 

西北地域（五所川原市、つがる市、鯵ケ沢町、深浦町、

板柳町、鶴田町、中泊町） 

○2030年における地域のめざす姿 

・広域田園都市の形成 

・農林水産業の６次産業化 

・農・林・水・観クラスターの形成 

・保養地域としての発展 

○今後 5年間の取組の展開方向 

(1) 農林水産業の「６次産業化」（1 次×2 次×3 次産業）

による仕事づくり 

(2) 2つの新幹線開業を見据えた「観光力」の強化 

(3) 地域活性化のための産業基盤の強化 

(4) 環境と産業が融合した資源循環型の地域づくり 

 

上北地域（十和田市、三沢市、野辺地町、七戸町、六戸

町、横浜町、東北町、六ケ所村、おいらせ町） 

○2030年における地域のめざす姿 

・力強い食料・エネルギー戦略基地の形成 

・自然美豊かな滞在保養型の観光地の形成 

・超一級の資源を生かした自立した地域の形成 

・思いやりやつながりを大切にする安全・安心な地域社会

の形成 

○今後 5年間の取組の展開方向 

(1) 上北農林水産物のトップブランド化とそれを支える担

い手づくり 

(2) 多彩なエネルギーの利活用によるエネルギー産業クラ

スターの形成 

(3) 観光産業の競争力強化と滞在保養型観光の振興 

(4) 安全・安心で健康に暮らせる地域づくりの推進 

 

下北地域（むつ市、大間町、東通村、風間浦村、佐井村） 

○2030年における地域のめざす姿 

・新たな価値観の体現地 

・農水商工との連携による観光振興 

・ブランド化戦略と地産地消 

・エネルギー、情報関連産業の振興 

・地域の一体感の形成 

○今後 5年間の取組の展開方向 

(1) 下北の総力を結集した下北まるごと観光の推進 

(2) 観光に寄与する地域産業の充実 

(3) 地域の特長を生かした産業づくり 

(4) 下北地域の一体感を形成する仕組みづくり

－ 82 － － 83 －
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 政策・政策体系及び取組  

 

産業・雇用分野（仕事づくりと所得の向上） 

政　　　　　　　策 施　　　　　　　　　策

(1) 青森の特性を踏まえた地域産業の形成・活性化

(2) 青森の強みを生かした戦略的企業誘致の推進

(3) 国内外とのビジネス展開の推進

(4) 産業を支える情報通信・交通基盤整備

(5) 雇用のセーフティネットの充実

(1) 青森力の結集による販売活動の強化

(2) 安全・安心で優れた青森産品づくり

(3) 農商工連携による食品産業の強化

(4) 魅力あふれるあおもり食文化の創造・発掘・発信

(1) 原子力産業の振興

(2) 次世代核融合炉の実現に向けた国際的な研究拠点の
形成

(3) 環境・エネルギー産業の振興

(1) 新たな魅力の創出

(2) 誘客宣伝活動の強化

(3) 観光産業の競争力強化

(4) 国際観光の推進

(5) 交流を支える基盤整備

１　地域資源を最大限活
用した産業基盤の強化
と県外・海外との取引拡
大

２　攻めの農林水産業を
軸としたあおもり「食」産
業の充実強化

３　多彩なエネルギーの
利活用によるエネル
ギー産業クラスターの形
成

４　「観光力」の強化によ
る国内外との交流の拡
大

 

 

安全・安心、健康分野（命と暮らしを守る） 

政　　　　　　　策 施　　　　　　　　　策

(1) がん対策先進県の実現

(2) ライフステージを通じた生活習慣の改善

(3) こころの健康づくり

(1) 医療従事者等の人財の確保・育成

(2) 医療連携体制の再構築

(1) 社会で支え合う安心子育ての推進

(2) 様々な環境にある子どもや家庭に対する支援の充実

(3) 親と子の健康の増進

(1) 安心・自立した生活の支援

(2) 高齢者・障害者の生きがいづくりと社会参加の促進

(1) 安全確保対策の徹底

(2) 安全確保対策に係る広報活動

(1) 安全・安心な県土の整備

(2) 防災・危機管理機能の充実

(1) 地域防犯対策の推進

(2) 交通安全対策の推進

(3) 「食」を始めとした消費生活の安全・安心の確保

(4) 安全で快適な生活環境づくり

１　がんの克服を始めと
した健康寿命アップの推
進

２　健康を支える地域医
療サービスの充実

３　子どもを産み育てや
すい環境づくり

４　誰もが安んじて暮ら
せる環境づくり

５　原子力施設の安全確
保対策の推進

６　災害や危機に強い地
域づくり

７　安心して快適に暮ら
せる生活環境づくり

 

 

 

環境分野（低炭素・循環型社会の形成） 

政　　　　　　　策 施　　　　　　　　　策

(1) 健全な水循環の確保

(2) 世界自然遺産白神山地の保全・活用と恵み豊かな自
然環境づくり

(3) 緑ある生活環境の創出と歴史や風土を象徴するふる
さと景観づくり

(4) あおもり発「環境公共」の推進

(1) 廃棄物の３Ｒの推進

(2) 廃棄物の適正処理と不法投棄対策の推進

(3) 環境保全対策の推進

(1) あらゆる主体が取り組む省エネルギー型の地域社会
づくり

(2) 再生可能エネルギーの導入推進

(1) あおもりの環境を創造する人づくり

(2) あおもりの環境を生み出すシステムづくり

１　暮らしの中に息づく水
と緑と美のふるさとづくり

２　持続可能な循環型社
会づくり

３　次世代へつなぐ低炭
素社会づくり

４　あおもりにエコを定着
させる人・システムづくり

 

 

教育、人づくり分野（生活創造社会の礎） 

政　　　　　　　策 施　　　　　　　　　策

(1) 青森を体験し、青森を知る教育の推進

(2) 確かな学力の向上

(3) 豊かな心と健やかな体の育成

(4) 教員の資質向上と子どもに向き合える環境づくり

(5) 個々の教育的ニーズに応じた特別支援教育の推進

(6) 安全・安心で質の高い教育環境の整備

(7) 社会が求める人財を育成するための教育の推進

(8) 学校・家庭・地域の連携強化による社会全体の教育力
向上

(1) 地域経済、地域づくりをけん引する人財の育成

(2) 農山漁村を支える多様な経営体の育成

(3) 人生の各段階に応じた多様な学習機会の提供

(4) 県民協働による地域づくりの推進

(5) ワーク・ライフ・バランス(仕事と生活の調和)の実現

(1) 歴史・文化の継承と発信

(2) 芸術文化活動の推進

(3) スポーツに親しみ、競技力を向上させる環境づくり

１　あおもりの未来をつく
る人財の育成

２　あおもりの今をつくる
人財の育成

３　文化・スポーツの振
興
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 地域別計画  

 

⑥ 下北地域

豊饒の里海とフード（食・
風土）、癒しの下北

⑤ 上北地域

超実力派
エネルギッシュ上北

③ 三八地域

海から山から心から
三八安心ものづくり

② 中南地域

人がつながり、
新たな伝統づくりへ

① 東青地域

「都市」と「自然」の二重奏、

格別な「仕事と生活の調
和」を手にしよう

④ 西北地域

「食×観」じゃわめく
西北地域

 

 

東青地域（青森市、平内町、今別町、蓬田村、外ヶ浜町） 

○2030年における地域のめざす姿 

・「食」産業の形成 

・着地型観光の起点機能の確立 

・優れた生活・仕事環境を生かした産業の集積 

・質の高い地域社会の形成 

○今後 5年間の取組の展開方向 

(1) 食料を基礎として産業を横断する「食」産業の形成 

(2) 販売先や販売方法を考慮した「売れる商品」の生産 

(3) 県内観光の起点機能の確立と本県の魅力の発信 

(4) 関係機関の役割分担による経営支援等の充実 

(5) コミュニティ機能の再生による「住んでい(み)たい場

所」づくり 

 

中南地域（弘前市、黒石市、平川市、西目屋村、藤崎町、

大鰐町、田舎館村） 

○2030年における地域のめざす姿 

・先端技術を活用した農業振興 

・知識集約型産業クラスターの形成 

・多彩な観光資源の活用 

・世界中の人が行き交う地域 

○今後 5年間の取組の展開方向 

(1) 異業種コラボレーションの促進 

(2) 選ばれる地域特産品づくり  

(3) 伝統工芸品のぬくもり再発見 

(4) 誘客大作戦の展開 

(5) 企業や人を育てる仕組みづくり 

 

三八地域（八戸市、三戸町、五戸町、田子町、南部町、

階上町、新郷村） 

○2030年における地域のめざす姿 

・連携と地域内循環が図られたものづくり 

・魅力ある雇用の場の創出と確保 

・環境・エネルギー分野の先進地 

・地域ならではの暮らしぶりが体験できる人気の旅行地 

 

○今後 5年間の取組の展開方向 

(1) 地域資源の高付加価値化 

(2) ものづくり産業の活性化 

(3) 環境・エネルギー関連産業の振興と循環型社会の構  

  築 

(4) 広域観光の推進 

 

西北地域（五所川原市、つがる市、鯵ケ沢町、深浦町、

板柳町、鶴田町、中泊町） 

○2030年における地域のめざす姿 

・広域田園都市の形成 

・農林水産業の６次産業化 

・農・林・水・観クラスターの形成 

・保養地域としての発展 

○今後 5年間の取組の展開方向 

(1) 農林水産業の「６次産業化」（1 次×2 次×3 次産業）

による仕事づくり 

(2) 2つの新幹線開業を見据えた「観光力」の強化 

(3) 地域活性化のための産業基盤の強化 

(4) 環境と産業が融合した資源循環型の地域づくり 

 

上北地域（十和田市、三沢市、野辺地町、七戸町、六戸

町、横浜町、東北町、六ケ所村、おいらせ町） 

○2030年における地域のめざす姿 

・力強い食料・エネルギー戦略基地の形成 

・自然美豊かな滞在保養型の観光地の形成 

・超一級の資源を生かした自立した地域の形成 

・思いやりやつながりを大切にする安全・安心な地域社会

の形成 

○今後 5年間の取組の展開方向 

(1) 上北農林水産物のトップブランド化とそれを支える担

い手づくり 

(2) 多彩なエネルギーの利活用によるエネルギー産業クラ

スターの形成 

(3) 観光産業の競争力強化と滞在保養型観光の振興 

(4) 安全・安心で健康に暮らせる地域づくりの推進 

 

下北地域（むつ市、大間町、東通村、風間浦村、佐井村） 

○2030年における地域のめざす姿 

・新たな価値観の体現地 

・農水商工との連携による観光振興 

・ブランド化戦略と地産地消 

・エネルギー、情報関連産業の振興 

・地域の一体感の形成 

○今後 5年間の取組の展開方向 

(1) 下北の総力を結集した下北まるごと観光の推進 

(2) 観光に寄与する地域産業の充実 

(3) 地域の特長を生かした産業づくり 

(4) 下北地域の一体感を形成する仕組みづくり
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個別計画の概要Ⅱ
 

１ 一覧表 

分  野 計画名、期間及び所管課等 概     要 

産業・雇用 

青函圏交流・連携ビジョン 

(平成 23 年 7月策定)

期間：平成 23～32 年度 

【企画政策部 企画調整課】 

○ 青森県及び北海道道南圏(渡島、檜山地域)からなる「青函圏」が交流拡

大と連携強化を図ることによって、一体的な経済文化圏の形成をめざすた

めに指針 

○ 行政はもとより、圏域住民、ＮＰＯを含めた各種団体、企業等の多様な

主体による積極的な参加と協力により、今後の圏域の発展をめざしていく

ための目標と基本的な考え方や取組の方向性を示すもの 

○ めざす姿として、「地域の強みを活かした活力ある青函圏の形成」及び

 「地域の特性を活かした豊かな青函圏の形成」を明示 

○ 当面の重点分野として、「『食』を通じた青函圏の魅力づくり」及び「『観

光』を通じた青函圏の魅力づくり」を明示 

 

クラウドコンピューティング時代に

向けた新たなあおもりＩＴ利活用戦

略（クラウドあおもり戦略） 

（平成 23年 2月策定）

 

期間：平成 22～24 年度 

【企画政策部 情報システム課】 

 

 

○ クラウドコンピューティング時代へ的確に対応し、基本計画の実現をめ

ざしていく上でのＩＴ利活用に対する県としての姿勢や方針をとりまとめ

たもの 

○ 県が今後、積極的にクラウドコンピューティングを利活用していく姿勢

を明示するとともに、4 つの戦略を掲げ、戦略毎にＩＴ利活用を図る取組

を示すもの 

○ 取組戦略 

 １ 「生活」を支えるＩＴ 

２ 「生業」としてのＩＴ 

 ３ ＩＴを活用した行政経営 

 ４ ＩＴ活用を支える環境・基盤 

 

地域産業資源活用事業の促進に関す

る基本的な構想 

(平成 19 年 8月 31 日認定)

(平成23年11月30日最終変更認定)

 

【商工労働部 経営支援課】 

○ 各地域の強みである農林水産品、鉱工業品及びその生産技術、観光資源

の 3 類型からなる地域資源を活用して新商品の開発等の事業を行う中小企

業を支援するため、「中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の

促進に関する法律」(平成 19 年法律第 39 号)が、平成 19 年 5 月 11 日に公

布、同年 6月 29 日に施行 

○ 都道府県の基本構想は、同法第 4 条に基づき、国の定める基本方針に従

い、地域産業の強化や新たな地域産業の創出の核となり得る地域資源を特

定するとともに、当該地域資源を活用した事業を促進するための方向性や

具体的施策を定めるもの 

 

企業立地促進法に基づく基本計画 

(青森県津軽地域) 

(青森県県南・下北地域) 

(平成 19 年 7月策定)

期間：平成 19～24 年度 

【商工労働部 工業振興課】 

○ 企業立地促進法に基づき、地域ごとの強みや特性を生かした産業集積を

図るための取組を示すもの 

○ 津軽地域においては、光デバイス、光ファイバー等の既存の光産業集積

をベースに更なる光関連産業の立地・集積を目指すほか、豊富な農林水産

資源の活用、弘前大学等の研究機関との連携による機能性食品、医療用機

器、健康増進サービス等の新産業創出を目指すもの 

○ 県南・下北地域においては、ゼロエミッションシステム、新エネルギー

実証研究等の研究成果活用による、環境リサイクル・エネルギー技術開発

の拠点形成、エレクトロニクス等先端技術産業の一層の集積、豊富な農林

水産資源の研究開発等による新技術・新産業の創出、これらの産業の事業

活動に密接に関連する情報関連サービス業の集積を促進するもの 
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分  野 計画名、期間及び所管課等 概     要 

産業・雇用 

あおもり農工ベストミックス新産業

創出構想 

(平成 18年 3月策定) 

期間：目標年次を「概ね 30年後の日

本海沿岸地域のあるべき姿を

標榜」としている。 

【商工労働部 新産業創造課】 

○ 地域経済・産業特性や新産業創出のための条件を整理した上で、あおも

り型農工ベストミックスにおける事業戦略とそのアクションプランを検討 

○ コンセプトは、「ローカルテクノロジーを活用した農工の連携・融合に

よる新産業の創出」 

○ 基本方針は、「地域クラスター的手法による地域産業の競争力強化」「地

域クラスターの形成による青森県の地域産業の活性化」「研究開発・事業

化のスパイラルな循環によるイノベーションの創出」 

青森県低炭素型ものづくり産業振興

指針 

（平成 23年 9月策定） 

 

期間：平成 23～28年度 

【商工労働部 新産業創造課】 

 

⇒詳細について P98に掲載 

○ ものづくり産業の振興を基盤とする地域経済の発展と雇用の量的な拡大、質的な

充実を図るため、低炭素社会づくりに貢献する技術開発を促進し、国内外から外貨

を獲得することができる技術・製品の開発を目指すもの 

○ 基本目標として、低炭素型ものづくり産業を「省エネルギー（以下「省

エネ」という。）に関する新たな技術開発に取り組むものづくり企業群」

と定義し、これらに取り組む企業の集積を図ることを明示 

１ 使用段階で省エネとなる最終製品の開発 

２ 最終製品の省エネ化に寄与・貢献する部品・デバイスの開発 

３ 製品の製造工程に関する省エネ化技術の開発 

○ 目標達成のための方策 

１ 産学官金連携体制のより一層の強化 

２ 支援制度の充実 

３ 研究開発支援拠点機能の充実・強化 

４ イノベーションを創出する経営基盤の構築 

○ 本指針を推進するために、県内横断的な産学官金の広域ネットワークで

ある「イノベーション・ネットワークあおもり」の各機関の実務者レベル

で構成する実働部隊である「タスクフォース（作業部会）」を設置する 

 

青森ライフイノベーション戦略 

（平成 23年 11月策定） 

 

期間：平成 23～27年度 

【商工労働部 新産業創造課】 

 

⇒詳細について P100に掲載 

○ 今後の成長が期待されるライフ（医療・健康福祉）関連産業分野を、次

世代における本県の経済成長を牽引する産業の柱に育成するため、本県の

地域特性や特色ある地域資源、強みを最大限活用しつつ、ライフ関連産業

の創出と集積による地域経済の成長を促す政策展開を一層強化すること

で、依然厳しい状況が続く本県経済に活力を与え、雇用の創出に寄与する

とともに、県民の健康で豊かな生活の実現を目指すもの 

○ 取組方針として、本県の特性や強みを生かしたライフ関連産業創出のた

め、領域(産業間・地域間・政策間)内外の資源を有機的に結びつけ、3 つ

の「戦略基本コンセプト」に対応する 3つの「分野別重点戦略」を展開す

ることを明示 

○ 戦略基本コンセプト 

１ ライフ関連産業の異分野間における「クロスポイント(融合領域)」で 

新事業の創出 

２ 健康寿命アップなどの地域の社会的な課題の解決に貢献 

３ 「漏斗型」で革新性の高い新事業の導出 

○ 分野別重点戦略 

１ 医工連携分野 

医療現場とものづくり現場の徹底した連携の推進 

２ サービス分野 

健康寿命アップなど課題解決支援型の新医療生活産業の創出 

３ プロダクト分野 

 女性視点を重視した全国に通用するライフ系スーパーヒット商品の開

発の促進 

 

－ 84 － － 85 －
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個別計画の概要Ⅱ
 

１ 一覧表 

分  野 計画名、期間及び所管課等 概     要 

産業・雇用 

青函圏交流・連携ビジョン 

(平成 23 年 7月策定)

期間：平成 23～32 年度 

【企画政策部 企画調整課】 

○ 青森県及び北海道道南圏(渡島、檜山地域)からなる「青函圏」が交流拡

大と連携強化を図ることによって、一体的な経済文化圏の形成をめざすた

めに指針 

○ 行政はもとより、圏域住民、ＮＰＯを含めた各種団体、企業等の多様な

主体による積極的な参加と協力により、今後の圏域の発展をめざしていく

ための目標と基本的な考え方や取組の方向性を示すもの 

○ めざす姿として、「地域の強みを活かした活力ある青函圏の形成」及び

 「地域の特性を活かした豊かな青函圏の形成」を明示 

○ 当面の重点分野として、「『食』を通じた青函圏の魅力づくり」及び「『観

光』を通じた青函圏の魅力づくり」を明示 

 

クラウドコンピューティング時代に

向けた新たなあおもりＩＴ利活用戦

略（クラウドあおもり戦略） 

（平成 23年 2月策定）

 

期間：平成 22～24 年度 

【企画政策部 情報システム課】 

 

 

○ クラウドコンピューティング時代へ的確に対応し、基本計画の実現をめ

ざしていく上でのＩＴ利活用に対する県としての姿勢や方針をとりまとめ

たもの 

○ 県が今後、積極的にクラウドコンピューティングを利活用していく姿勢

を明示するとともに、4 つの戦略を掲げ、戦略毎にＩＴ利活用を図る取組

を示すもの 

○ 取組戦略 

 １ 「生活」を支えるＩＴ 

２ 「生業」としてのＩＴ 

 ３ ＩＴを活用した行政経営 

 ４ ＩＴ活用を支える環境・基盤 

 

地域産業資源活用事業の促進に関す

る基本的な構想 

(平成 19 年 8月 31 日認定)

(平成23年11月30日最終変更認定)

 

【商工労働部 経営支援課】 

○ 各地域の強みである農林水産品、鉱工業品及びその生産技術、観光資源

の 3 類型からなる地域資源を活用して新商品の開発等の事業を行う中小企

業を支援するため、「中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の

促進に関する法律」(平成 19 年法律第 39 号)が、平成 19 年 5 月 11 日に公

布、同年 6月 29 日に施行 

○ 都道府県の基本構想は、同法第 4 条に基づき、国の定める基本方針に従

い、地域産業の強化や新たな地域産業の創出の核となり得る地域資源を特

定するとともに、当該地域資源を活用した事業を促進するための方向性や

具体的施策を定めるもの 

 

企業立地促進法に基づく基本計画 

(青森県津軽地域) 

(青森県県南・下北地域) 

(平成 19 年 7月策定)

期間：平成 19～24 年度 

【商工労働部 工業振興課】 

○ 企業立地促進法に基づき、地域ごとの強みや特性を生かした産業集積を

図るための取組を示すもの 

○ 津軽地域においては、光デバイス、光ファイバー等の既存の光産業集積

をベースに更なる光関連産業の立地・集積を目指すほか、豊富な農林水産

資源の活用、弘前大学等の研究機関との連携による機能性食品、医療用機

器、健康増進サービス等の新産業創出を目指すもの 

○ 県南・下北地域においては、ゼロエミッションシステム、新エネルギー

実証研究等の研究成果活用による、環境リサイクル・エネルギー技術開発

の拠点形成、エレクトロニクス等先端技術産業の一層の集積、豊富な農林

水産資源の研究開発等による新技術・新産業の創出、これらの産業の事業

活動に密接に関連する情報関連サービス業の集積を促進するもの 
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分  野 計画名、期間及び所管課等 概     要 

産業・雇用 

あおもり農工ベストミックス新産業

創出構想 

(平成 18年 3月策定) 

期間：目標年次を「概ね 30年後の日

本海沿岸地域のあるべき姿を

標榜」としている。 

【商工労働部 新産業創造課】 

○ 地域経済・産業特性や新産業創出のための条件を整理した上で、あおも

り型農工ベストミックスにおける事業戦略とそのアクションプランを検討 

○ コンセプトは、「ローカルテクノロジーを活用した農工の連携・融合に

よる新産業の創出」 

○ 基本方針は、「地域クラスター的手法による地域産業の競争力強化」「地

域クラスターの形成による青森県の地域産業の活性化」「研究開発・事業

化のスパイラルな循環によるイノベーションの創出」 

青森県低炭素型ものづくり産業振興

指針 

（平成 23年 9月策定） 

 

期間：平成 23～28年度 

【商工労働部 新産業創造課】 

 

⇒詳細について P98に掲載 

○ ものづくり産業の振興を基盤とする地域経済の発展と雇用の量的な拡大、質的な

充実を図るため、低炭素社会づくりに貢献する技術開発を促進し、国内外から外貨

を獲得することができる技術・製品の開発を目指すもの 

○ 基本目標として、低炭素型ものづくり産業を「省エネルギー（以下「省

エネ」という。）に関する新たな技術開発に取り組むものづくり企業群」

と定義し、これらに取り組む企業の集積を図ることを明示 

１ 使用段階で省エネとなる最終製品の開発 

２ 最終製品の省エネ化に寄与・貢献する部品・デバイスの開発 

３ 製品の製造工程に関する省エネ化技術の開発 

○ 目標達成のための方策 

１ 産学官金連携体制のより一層の強化 

２ 支援制度の充実 

３ 研究開発支援拠点機能の充実・強化 

４ イノベーションを創出する経営基盤の構築 

○ 本指針を推進するために、県内横断的な産学官金の広域ネットワークで

ある「イノベーション・ネットワークあおもり」の各機関の実務者レベル

で構成する実働部隊である「タスクフォース（作業部会）」を設置する 

 

青森ライフイノベーション戦略 

（平成 23年 11月策定） 

 

期間：平成 23～27年度 

【商工労働部 新産業創造課】 

 

⇒詳細について P100に掲載 

○ 今後の成長が期待されるライフ（医療・健康福祉）関連産業分野を、次

世代における本県の経済成長を牽引する産業の柱に育成するため、本県の

地域特性や特色ある地域資源、強みを最大限活用しつつ、ライフ関連産業

の創出と集積による地域経済の成長を促す政策展開を一層強化すること

で、依然厳しい状況が続く本県経済に活力を与え、雇用の創出に寄与する

とともに、県民の健康で豊かな生活の実現を目指すもの 

○ 取組方針として、本県の特性や強みを生かしたライフ関連産業創出のた

め、領域(産業間・地域間・政策間)内外の資源を有機的に結びつけ、3 つ

の「戦略基本コンセプト」に対応する 3つの「分野別重点戦略」を展開す

ることを明示 

○ 戦略基本コンセプト 

１ ライフ関連産業の異分野間における「クロスポイント(融合領域)」で 

新事業の創出 

２ 健康寿命アップなどの地域の社会的な課題の解決に貢献 

３ 「漏斗型」で革新性の高い新事業の導出 

○ 分野別重点戦略 

１ 医工連携分野 

医療現場とものづくり現場の徹底した連携の推進 

２ サービス分野 

健康寿命アップなど課題解決支援型の新医療生活産業の創出 

３ プロダクト分野 

 女性視点を重視した全国に通用するライフ系スーパーヒット商品の開

発の促進 

 

－ 84 － － 85 －
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分  野 計画名、期間及び所管課等 概     要 

産業・雇用 

第９次青森県職業能力開発計画 

（平成 23年 9月策定） 

 

期間：平成 23年度～平成 27年度 

【商工労働部 労政・能力開発課】 

 

○ 職業能力開発促進法第 7 条の規定に基づき、都道府県が定める職業能力

の開発に関する基本となるべき計画 

○ 実施目標 

１ 地域産業のニーズに応え、地域産業振興に貢献する職業能力開発の推 

進 

２ 雇用のセーフティネットとしての職業能力開発の推進 

３ 職業生涯を通じたキャリア形成の支援 

４ 技能の振興・継承の促進 

５ 特別な支援を必要とする者に対する職業能力開発の推進 

 

「攻めの農林水産業」推進基本方針 

(平成 21年 2月策定) 

 

期間：平成 21～25年度 

【農林水産部 農林水産政策課】 

 

○ 本県農林水産業の総合的、体系的な振興策であり、生産者や事業者等の

収益性アップを目指した政策及び施策の基本的な方向性を定めた基本方針 

○ 未来につながる「水」と「土」と「人」の 3つの基盤づくりを進めなが

ら、生産から流通・販売までを結び付け、収益性のアップを図ることを基

本に、消費者起点に立った安全・安心で優れた農林水産物やその加工品を

生産し、売り込んでいくという販売を重視する振興策であり、この基本方

針に基づいて各種施策を展開するもの 

 

青森県バイオマス活用推進計画 

（平成 23年 12月策定予定） 

 

期間：平成 23年度～平成 32年度 

【農林水産部 農林水産政策課】 

○ バイオマス活用推進基本法（平成 21年法律第 52号）第 21条の規定に基

づき、地産地消化による低コストな循環システムづくりなどを施策の柱と

し、バイオマスの活用向上と高度利用の推進を図るもの 

○計画の内容 

 ・あおもり型循環システムの構築 

 ・バイオマスを基軸とする新たな産業の振興 

・持続可能な取組に向けた推進体制の構築 

 

 

青森県総合販売戦略セカンドステー

ジ 

(平成 21年 3月策定) 

 

期間：平成 21～25年度 

【農林水産部 総合販売戦略課】 

○ 「攻めの農林水産業」の推進にあたり、最も重要となる県産品の販売活

動の強化を図るため、県産品販売に当たっての県全体の考え方や事業展開

のあり方など、平成 21～25年度の 5年間の県産品販売における基本的な方

向付けを明らかにしたもの 

 

 

青森県グリーン・ツーリズム新戦略 

（平成 22年 10月策定） 

 

期間：平成 22～25年度 

【農林水産部 構造政策課】 

○ 本県のグリーン・ツーリズムのさらなる発展のために、東北新幹線全線

開業効果を最大限に生かし、「ビジネスとしての経営や地域に貢献するグ

リーン・ツーリズムの実現」を目的にその展開方向等をとりまとめたもの 

○ 展開方向 

１ 観光資源等の活用による魅力ある滞在プランづくり 

２ 国内外の一般客や福祉等新たな分野との連携による需要者の拡大 

３ 観光部門との連携強化やインターネット情報の充実による効果的な情

報発信 

４ 経営分析等の実施によるビジネスとしての育成と関連産業への成果の

波及による地域が潤う仕掛けづくり 

５ 地域内外のネットワークやリピーターの獲得等による安定した受入態 

勢づくり 

○ 平成 25 年度目標値として、農林漁家民宿数 400 戸（H21 比 81 戸増）、

農林漁家民宿宿泊者数 10,000人（H21比 4,694人増）を設定 
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分  野 計画名、期間及び所管課等 概     要 

産業・雇用 

青森県攻めの地域営農企業化戦略 

（平成 21年 12月策定） 

 

【農林水産部 構造政策課】 

 

○ 農村地域の経済基盤である農業の収益性を高めることにより、持続可能

な農村社会を実現させていくための戦略 

○ 集落営農組織等が地域の商工業者等と連携し、マーケティングに基づく

商品開発などの企業的経営手法を取り入れた、農業の「６次産業化」に取

組む「地域営農企業化」を推進 

○ 「地域営農企業化」を支えるリーダーやマーケティング、会計に優れた

人財の育成及び地域の若者、女性、高齢者など多様な人財が活躍できる場

づくりを図るもの 

○ 地域の商工業者と連携した企業化により地域経済全体の活性化につな

げ、若者の定着や地域コミュニティ機能の維持などを目指すもの 

 

あおもり「米産地」活性化推進計画 

      (平成 22年 8月策定） 

 

期間：平成 22～24年度 

【農林水産部 農産園芸課】 

○ 戸別所得補償制度や食料自給率向上に向けた飼料用米・米粉用米の生産

拡大など国の米政策の変化に柔軟に対応しつつ、本県の農業を活性化させ、

農業者のみならず地域全体で所得向上が図られるよう、今後の本県の米づ

くり、水田農業の進むべき方向を示すもの 

○ 基本方向 

 １ 「商品力のある米産地」の育成で「買ってもらえる米づくり」を推進 

 ２ 飼料用米・米粉用米等の導入で水田農業を活性化 

 ３ 「目指せ６次産業化」で販売力を強化 

 ４ 意欲を持った多様な担い手を育成 

 

あおもり頑張る花き産地戦略方針 

(平成 22年 10月策定) 

 

期間：平成 22～25年度 

【農林水産部 農産園芸課】 

○ 県産花きの中で、産出額等の多い重要な花きを戦略品目として位置づけ、

花色と日持ちの良さを武器に本県が最も得意とする夏秋期を中心にした生

産拡大や担い手育成、流通対策などの花き産地づくりを推進するための取

組方針を示すもの 

○ 戦略品目 

キク、バラ、トルコギキョウ、アルストロメリア、アスター、グラジオ

ラス、デルフィニウム 

 

冬の農業普及拡大計画 

（平成 23年 9月策定） 

 

期間：平成 24年～26年度 

【農林水産部 農産園芸課】 

○ 冬に着目し、新たな発想を生かした冬の農業を推進し、農業・農村の活

性化を図りながら、人や地球環境に優しい青森型農業を創出していくこと

として、平成 15年 3月に策定した「青森の『冬の農業』推進プラン」を引

き継ぎ、冬の農業の発展を目指してくための新たな計画として策定 

○ 冬の農業の進め方 

・広域農協等の組織的取組拡大 

・冬のハウス無加温栽培の拡大 

・省エネハウス栽培の拡大 

・冬の農業の販売拡大 

 

あおもりながいも産地再生戦略 

（平成 19年 3月策定） 

 

期間：平成 19年～28年度 

【農林水産部 農産園芸課】 

○ 本県ながいも産地の維持・発展を図るため、消費者の満足度日本一を基

本理念として、品質の良いながいも生産と消費者の期待に応え満足しても

らえるサービスの提供を目指すもの 

○ 戦略の内容 

・生産基盤の強化 

・流通システムの改善 

・商品力の向上 

・消費・需要の拡大 
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分  野 計画名、期間及び所管課等 概     要 

産業・雇用 

第９次青森県職業能力開発計画 

（平成 23年 9月策定） 

 

期間：平成 23年度～平成 27年度 

【商工労働部 労政・能力開発課】 

 

○ 職業能力開発促進法第 7 条の規定に基づき、都道府県が定める職業能力

の開発に関する基本となるべき計画 

○ 実施目標 

１ 地域産業のニーズに応え、地域産業振興に貢献する職業能力開発の推 

進 

２ 雇用のセーフティネットとしての職業能力開発の推進 

３ 職業生涯を通じたキャリア形成の支援 

４ 技能の振興・継承の促進 

５ 特別な支援を必要とする者に対する職業能力開発の推進 

 

「攻めの農林水産業」推進基本方針 

(平成 21年 2月策定) 

 

期間：平成 21～25年度 

【農林水産部 農林水産政策課】 

 

○ 本県農林水産業の総合的、体系的な振興策であり、生産者や事業者等の

収益性アップを目指した政策及び施策の基本的な方向性を定めた基本方針 

○ 未来につながる「水」と「土」と「人」の 3つの基盤づくりを進めなが

ら、生産から流通・販売までを結び付け、収益性のアップを図ることを基

本に、消費者起点に立った安全・安心で優れた農林水産物やその加工品を

生産し、売り込んでいくという販売を重視する振興策であり、この基本方

針に基づいて各種施策を展開するもの 

 

青森県バイオマス活用推進計画 

（平成 23年 12月策定予定） 

 

期間：平成 23年度～平成 32年度 

【農林水産部 農林水産政策課】 

○ バイオマス活用推進基本法（平成 21年法律第 52号）第 21条の規定に基

づき、地産地消化による低コストな循環システムづくりなどを施策の柱と

し、バイオマスの活用向上と高度利用の推進を図るもの 

○計画の内容 

 ・あおもり型循環システムの構築 

 ・バイオマスを基軸とする新たな産業の振興 

・持続可能な取組に向けた推進体制の構築 

 

 

青森県総合販売戦略セカンドステー

ジ 

(平成 21年 3月策定) 

 

期間：平成 21～25年度 

【農林水産部 総合販売戦略課】 

○ 「攻めの農林水産業」の推進にあたり、最も重要となる県産品の販売活

動の強化を図るため、県産品販売に当たっての県全体の考え方や事業展開

のあり方など、平成 21～25年度の 5年間の県産品販売における基本的な方

向付けを明らかにしたもの 

 

 

青森県グリーン・ツーリズム新戦略 

（平成 22年 10月策定） 

 

期間：平成 22～25年度 

【農林水産部 構造政策課】 

○ 本県のグリーン・ツーリズムのさらなる発展のために、東北新幹線全線

開業効果を最大限に生かし、「ビジネスとしての経営や地域に貢献するグ

リーン・ツーリズムの実現」を目的にその展開方向等をとりまとめたもの 

○ 展開方向 

１ 観光資源等の活用による魅力ある滞在プランづくり 

２ 国内外の一般客や福祉等新たな分野との連携による需要者の拡大 

３ 観光部門との連携強化やインターネット情報の充実による効果的な情

報発信 

４ 経営分析等の実施によるビジネスとしての育成と関連産業への成果の

波及による地域が潤う仕掛けづくり 

５ 地域内外のネットワークやリピーターの獲得等による安定した受入態 

勢づくり 

○ 平成 25 年度目標値として、農林漁家民宿数 400 戸（H21 比 81 戸増）、

農林漁家民宿宿泊者数 10,000人（H21比 4,694人増）を設定 
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分  野 計画名、期間及び所管課等 概     要 

産業・雇用 

青森県攻めの地域営農企業化戦略 

（平成 21年 12月策定） 

 

【農林水産部 構造政策課】 

 

○ 農村地域の経済基盤である農業の収益性を高めることにより、持続可能

な農村社会を実現させていくための戦略 

○ 集落営農組織等が地域の商工業者等と連携し、マーケティングに基づく

商品開発などの企業的経営手法を取り入れた、農業の「６次産業化」に取

組む「地域営農企業化」を推進 

○ 「地域営農企業化」を支えるリーダーやマーケティング、会計に優れた

人財の育成及び地域の若者、女性、高齢者など多様な人財が活躍できる場

づくりを図るもの 

○ 地域の商工業者と連携した企業化により地域経済全体の活性化につな

げ、若者の定着や地域コミュニティ機能の維持などを目指すもの 

 

あおもり「米産地」活性化推進計画 

      (平成 22年 8月策定） 

 

期間：平成 22～24年度 

【農林水産部 農産園芸課】 

○ 戸別所得補償制度や食料自給率向上に向けた飼料用米・米粉用米の生産

拡大など国の米政策の変化に柔軟に対応しつつ、本県の農業を活性化させ、

農業者のみならず地域全体で所得向上が図られるよう、今後の本県の米づ

くり、水田農業の進むべき方向を示すもの 

○ 基本方向 

 １ 「商品力のある米産地」の育成で「買ってもらえる米づくり」を推進 

 ２ 飼料用米・米粉用米等の導入で水田農業を活性化 

 ３ 「目指せ６次産業化」で販売力を強化 

 ４ 意欲を持った多様な担い手を育成 

 

あおもり頑張る花き産地戦略方針 

(平成 22年 10月策定) 

 

期間：平成 22～25年度 

【農林水産部 農産園芸課】 

○ 県産花きの中で、産出額等の多い重要な花きを戦略品目として位置づけ、

花色と日持ちの良さを武器に本県が最も得意とする夏秋期を中心にした生

産拡大や担い手育成、流通対策などの花き産地づくりを推進するための取

組方針を示すもの 

○ 戦略品目 

キク、バラ、トルコギキョウ、アルストロメリア、アスター、グラジオ

ラス、デルフィニウム 

 

冬の農業普及拡大計画 

（平成 23年 9月策定） 

 

期間：平成 24年～26年度 

【農林水産部 農産園芸課】 

○ 冬に着目し、新たな発想を生かした冬の農業を推進し、農業・農村の活

性化を図りながら、人や地球環境に優しい青森型農業を創出していくこと

として、平成 15年 3月に策定した「青森の『冬の農業』推進プラン」を引

き継ぎ、冬の農業の発展を目指してくための新たな計画として策定 

○ 冬の農業の進め方 

・広域農協等の組織的取組拡大 

・冬のハウス無加温栽培の拡大 

・省エネハウス栽培の拡大 

・冬の農業の販売拡大 

 

あおもりながいも産地再生戦略 

（平成 19年 3月策定） 

 

期間：平成 19年～28年度 

【農林水産部 農産園芸課】 

○ 本県ながいも産地の維持・発展を図るため、消費者の満足度日本一を基

本理念として、品質の良いながいも生産と消費者の期待に応え満足しても

らえるサービスの提供を目指すもの 

○ 戦略の内容 

・生産基盤の強化 

・流通システムの改善 

・商品力の向上 

・消費・需要の拡大 
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分  野 計画名、期間及び所管課等 概     要 

産業・雇用 

青森県果樹農業振興計画 

(平成 23年 3月策定) 

 

期間：平成 23～32年度 

【農林水産部 りんご果樹課】 

○ 果樹農業振興特別措置法第 2 条の 3 の規定に基づき、本県果樹農業振興

のために取り組む内容を総括的かつ体系的に示した基本方針 

○ 生産・流通・消費・加工・輸出等の振興方針やこれらに関する平成 32年

度の数値目標を掲げ、関係者が一体となった活動の展開を促すもの 

青森県酪農・肉用牛生産近代化計画 

(平成 23年 5月策定) 

 

期間：平成 23～32年度 

【農林水産部 畜産課】 

○ 酪農及び肉用牛生産の振興に関する法律第 2 条の 3 の規定に基づき、平

成 32 年度を目標とした本県の酪農及び肉用牛生産の近代化を計画的に推

進するための基本方針 

○ 本県の恵まれた立地条件を背景に、高品質で低コストな、生産性の高い

酪農及び肉用牛生産の実現を図るもの 

青森県における獣医療を提供する体

制の整備を図るための基本計画 

（平成 7年 3月策定） 

（平成 18年 5月改定） 

（平成 24年 2月改定） 

期間：平成 23～32年度 

【農林水産部 畜産課】 

○ 獣医療法第 11条の規定に基づく、本県の獣医療を提供する体制の整備を

図るための基本方針 

○ 社会的ニーズに対応した獣医療を提供できる獣医師の確保、偏在等によ

り今後不足が予測されている分野の獣医師の確保、良質かつ適切な獣医療

を提供していくための獣医師と獣医療に携わる関係者との連携・協力の推

進等についての指針を示すもの 

青森県水産動物の種苗の生産及び

放流並びに水産動物の育成に関す

る基本計画 

(平成 22年 3月策定) 

期間：平成 22～26年度 

【農林水産部水産局 

水産振興課】 

○ 水産動物の種苗を大量に生産、放流し、これを経済性、増殖効果等を考

慮した適切な大きさまで育成することにより対象生物の資源水準を維持、

増大させ、合理的に漁獲する栽培漁業を計画的かつ効果的に推進するため

の基本方針 

○ 種苗生産及び放流又は育成を推進する水産動物の種類、放流数量の目標

値などを示すもの 

青森県漁港・漁場・漁村整備基本計

画(青森県マリンクリエーション構

想) 

(平成 19年 8月策定) 

 

期間：平成 19年度から概ね 10年間 

【農林水産部水産局 

漁港漁場整備課】 

○ 地域経済や国民生活に貢献する漁業・漁村の存続・振興の基盤となる漁

港・漁場・漁村整備の基本方針を示すもの 

青森の港湾ビジョン「青い海と港か

ら明日へ、世界へ」 

(平成 18年 4月 20日策定) 

 

期間：平成 18年度から概ね 30年間 

【県土整備部 港湾空港課】 

○ 将来(概ね 30年後)の港湾の果たすべき役割や方向性を示すもの 

○ 地域産業や経済活動の活性化及び市民生活の利便性と生活環境の向上に

資することが目的 

○ 青森県内に所在する港湾のうち、むつ小川原港と関根浜港を除く、重要

港湾 2港・地方港湾 11港の計 13港を対象 

 

未来へのあおもり観光戦略 

（平成 22年 11月策定） 

 

期間：平成 22～25年度 

【観光国際戦略局 観光企画課】 

 

○ 東北新幹線の開業効果を持続的に獲得するため、「交流人口の拡大」「県

内での消費の増大」「観光産業における収益力の向上」「観光産業と他産

業との産業連関の拡大」により、「とことん元気な観光産業」づくりを行

うことで、観光産業を地域経済活性化の起爆剤とするための戦略 

○ 戦略プロジェクト 

１ みんなで活かそう！「あおもり」の人と宝 

２ みんなで発信！じゃわめく「あおもり」 

３ みんなで競おう！経営革新 

４ みんなでつくろう！広域連携 

５ みんなで歓迎！東アジア誘客大作戦 
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分  野 計画名、期間及び所管課等 概     要 

産業・雇用 

青森県中華圏取組戦略 

（平成 23年 2月策定） 

 

期間：平成 23～25年度 

【観光国際戦略局 国際経済課】 

 

○ 戦略目標 

中華圏（中国・香港・台湾）への安全・安心で高品質な青森県産品の輸

出拡大、中華圏からの観光誘客拡大等により、県内の生産者・企業、観光

事業者の所得向上を図るもの 

○ 戦略エリア 

  中国（北京市、上海市、広州市、大連市）、香港、台湾 

○ 取組戦略 

１ 輸出環境の整備および輸出力強化 

輸出担い手の育成と輸出向け商品の開発支援等により県内企業の輸出

力を強化するほか、効率的な物流ルートの確保や支援体制の充実など輸

出環境の整備を図るもの 

２ 県産品の販路拡大と定着化 

多様な商談機会の提供により優良なビジネスパートナー（販路）の開

拓を支援し、取引の継続と商品の定着へ向けた支援を行うもの 

３ 「青森ブランド」の知名度向上と誘客促進 

各種チャネルを駆使した情報発信や物産と観光の連携した取組によ

り、「青森ブランド」の確立と知名度の向上を図り、ブランド力を生か

した旅行商品造成に向けたセールスの強化を図るもの 

青森県農林水産品輸出促進戦略 

(平成 22年 11月策定) 

 

期間：平成 23～25年度 

【観光国際戦略局 国際経済課】 

○ 我が国が、少子高齢化の進展により人口減少社会へと移行し、国内消費

市場が確実に縮小すると見込まれる状況にあって、本県経済を安定成長に

導いていくためには、農林水産品の輸出拡大により「域外市場からの外貨」

を獲得していくことが必要 

○ このため、アジアの経済成長を取り込んだ輸出拡大により生産者・事業

者の所得向上を図ることとし、近年の輸出環境の変化に対処し広範な視点

に立った輸出戦略を策定したもの 

青森県エネルギー産業振興戦略 

(平成 18年 11月策定) 

 

期間：平成 18～42年度 

【エネルギー総合対策局 

エネルギー開発振興課】 

○ エネルギー分野での本県の高いポテンシャルを生かしつつ、我が国の持

続可能な社会の先駆けを目指し、新たな産業クラスターの形成を図ること

により県全域の地域振興につなげていくための取組方針・方策 

○ 2030年における本県のエネルギー消費構造の将来像として、現状は 80％

である化石燃料の比率を、電力や熱回収利用への転換を進めることにより

43％まで低減することを明示 

○ 産業振興に向けて、「津軽エリア」と「県南・下北エリア」の地域特性

やポテンシャルを踏まえて重点的に振興を図るべき産業分野を設定 

○ 戦略策定以降の環境・エネルギー施策を取り巻く状況が変化しているこ

とから、これまでの取組の成果や課題、技術開発動向等を踏まえ、戦略の

中間地点となる 2020 年におけるエネルギー将来像を試算し、平成 23 年 3

月に「青森県エネルギー産業振興戦略ロードマップ」として、今後取り組

むべき方向性やプロジェクト等を整理 

新むつ小川原開発基本計画 

－世界に貢献する新たな「科学技術

創造圏」の形成を目指して－ 

(平成 19年 5月策定) 

 

期間：平成 19年度～2020年代 

【エネルギー総合対策局 

エネルギー開発振興課】 

○ むつ小川原開発を進めるに当たっての基本的な方向性を示すもので、

2020年代までの基本的指針として取りまとめたもの 

○ 環境、エネルギー及び科学技術の分野における研究開発機能の展開と成

長産業等の立地展開などによる、世界に貢献する新たな「科学技術創造圏」

の形成を目指すもの 
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分  野 計画名、期間及び所管課等 概     要 

産業・雇用 

青森県果樹農業振興計画 

(平成 23年 3月策定) 

 

期間：平成 23～32年度 

【農林水産部 りんご果樹課】 

○ 果樹農業振興特別措置法第 2 条の 3 の規定に基づき、本県果樹農業振興

のために取り組む内容を総括的かつ体系的に示した基本方針 

○ 生産・流通・消費・加工・輸出等の振興方針やこれらに関する平成 32年

度の数値目標を掲げ、関係者が一体となった活動の展開を促すもの 

青森県酪農・肉用牛生産近代化計画 

(平成 23年 5月策定) 

 

期間：平成 23～32年度 

【農林水産部 畜産課】 

○ 酪農及び肉用牛生産の振興に関する法律第 2 条の 3 の規定に基づき、平

成 32 年度を目標とした本県の酪農及び肉用牛生産の近代化を計画的に推

進するための基本方針 

○ 本県の恵まれた立地条件を背景に、高品質で低コストな、生産性の高い

酪農及び肉用牛生産の実現を図るもの 

青森県における獣医療を提供する体

制の整備を図るための基本計画 

（平成 7年 3月策定） 

（平成 18年 5月改定） 

（平成 24年 2月改定） 

期間：平成 23～32年度 

【農林水産部 畜産課】 

○ 獣医療法第 11条の規定に基づく、本県の獣医療を提供する体制の整備を

図るための基本方針 

○ 社会的ニーズに対応した獣医療を提供できる獣医師の確保、偏在等によ

り今後不足が予測されている分野の獣医師の確保、良質かつ適切な獣医療

を提供していくための獣医師と獣医療に携わる関係者との連携・協力の推

進等についての指針を示すもの 

青森県水産動物の種苗の生産及び

放流並びに水産動物の育成に関す

る基本計画 

(平成 22年 3月策定) 

期間：平成 22～26年度 

【農林水産部水産局 

水産振興課】 

○ 水産動物の種苗を大量に生産、放流し、これを経済性、増殖効果等を考

慮した適切な大きさまで育成することにより対象生物の資源水準を維持、

増大させ、合理的に漁獲する栽培漁業を計画的かつ効果的に推進するため

の基本方針 

○ 種苗生産及び放流又は育成を推進する水産動物の種類、放流数量の目標

値などを示すもの 

青森県漁港・漁場・漁村整備基本計

画(青森県マリンクリエーション構

想) 

(平成 19年 8月策定) 

 

期間：平成 19年度から概ね 10年間 

【農林水産部水産局 

漁港漁場整備課】 

○ 地域経済や国民生活に貢献する漁業・漁村の存続・振興の基盤となる漁

港・漁場・漁村整備の基本方針を示すもの 

青森の港湾ビジョン「青い海と港か

ら明日へ、世界へ」 

(平成 18年 4月 20日策定) 

 

期間：平成 18年度から概ね 30年間 

【県土整備部 港湾空港課】 

○ 将来(概ね 30年後)の港湾の果たすべき役割や方向性を示すもの 

○ 地域産業や経済活動の活性化及び市民生活の利便性と生活環境の向上に

資することが目的 

○ 青森県内に所在する港湾のうち、むつ小川原港と関根浜港を除く、重要

港湾 2港・地方港湾 11港の計 13港を対象 

 

未来へのあおもり観光戦略 

（平成 22年 11月策定） 

 

期間：平成 22～25年度 

【観光国際戦略局 観光企画課】 

 

○ 東北新幹線の開業効果を持続的に獲得するため、「交流人口の拡大」「県

内での消費の増大」「観光産業における収益力の向上」「観光産業と他産

業との産業連関の拡大」により、「とことん元気な観光産業」づくりを行

うことで、観光産業を地域経済活性化の起爆剤とするための戦略 

○ 戦略プロジェクト 

１ みんなで活かそう！「あおもり」の人と宝 

２ みんなで発信！じゃわめく「あおもり」 

３ みんなで競おう！経営革新 

４ みんなでつくろう！広域連携 

５ みんなで歓迎！東アジア誘客大作戦 
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分  野 計画名、期間及び所管課等 概     要 

産業・雇用 

青森県中華圏取組戦略 

（平成 23年 2月策定） 

 

期間：平成 23～25年度 

【観光国際戦略局 国際経済課】 

 

○ 戦略目標 

中華圏（中国・香港・台湾）への安全・安心で高品質な青森県産品の輸

出拡大、中華圏からの観光誘客拡大等により、県内の生産者・企業、観光

事業者の所得向上を図るもの 

○ 戦略エリア 

  中国（北京市、上海市、広州市、大連市）、香港、台湾 

○ 取組戦略 

１ 輸出環境の整備および輸出力強化 

輸出担い手の育成と輸出向け商品の開発支援等により県内企業の輸出

力を強化するほか、効率的な物流ルートの確保や支援体制の充実など輸

出環境の整備を図るもの 

２ 県産品の販路拡大と定着化 

多様な商談機会の提供により優良なビジネスパートナー（販路）の開

拓を支援し、取引の継続と商品の定着へ向けた支援を行うもの 

３ 「青森ブランド」の知名度向上と誘客促進 

各種チャネルを駆使した情報発信や物産と観光の連携した取組によ

り、「青森ブランド」の確立と知名度の向上を図り、ブランド力を生か

した旅行商品造成に向けたセールスの強化を図るもの 

青森県農林水産品輸出促進戦略 

(平成 22年 11月策定) 

 

期間：平成 23～25年度 

【観光国際戦略局 国際経済課】 

○ 我が国が、少子高齢化の進展により人口減少社会へと移行し、国内消費

市場が確実に縮小すると見込まれる状況にあって、本県経済を安定成長に

導いていくためには、農林水産品の輸出拡大により「域外市場からの外貨」

を獲得していくことが必要 

○ このため、アジアの経済成長を取り込んだ輸出拡大により生産者・事業

者の所得向上を図ることとし、近年の輸出環境の変化に対処し広範な視点

に立った輸出戦略を策定したもの 

青森県エネルギー産業振興戦略 

(平成 18年 11月策定) 

 

期間：平成 18～42年度 

【エネルギー総合対策局 

エネルギー開発振興課】 

○ エネルギー分野での本県の高いポテンシャルを生かしつつ、我が国の持

続可能な社会の先駆けを目指し、新たな産業クラスターの形成を図ること

により県全域の地域振興につなげていくための取組方針・方策 

○ 2030年における本県のエネルギー消費構造の将来像として、現状は 80％

である化石燃料の比率を、電力や熱回収利用への転換を進めることにより

43％まで低減することを明示 

○ 産業振興に向けて、「津軽エリア」と「県南・下北エリア」の地域特性

やポテンシャルを踏まえて重点的に振興を図るべき産業分野を設定 

○ 戦略策定以降の環境・エネルギー施策を取り巻く状況が変化しているこ

とから、これまでの取組の成果や課題、技術開発動向等を踏まえ、戦略の

中間地点となる 2020 年におけるエネルギー将来像を試算し、平成 23 年 3

月に「青森県エネルギー産業振興戦略ロードマップ」として、今後取り組

むべき方向性やプロジェクト等を整理 

新むつ小川原開発基本計画 

－世界に貢献する新たな「科学技術

創造圏」の形成を目指して－ 

(平成 19年 5月策定) 

 

期間：平成 19年度～2020年代 

【エネルギー総合対策局 

エネルギー開発振興課】 

○ むつ小川原開発を進めるに当たっての基本的な方向性を示すもので、

2020年代までの基本的指針として取りまとめたもの 

○ 環境、エネルギー及び科学技術の分野における研究開発機能の展開と成

長産業等の立地展開などによる、世界に貢献する新たな「科学技術創造圏」

の形成を目指すもの 
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分  野 計画名、期間及び所管課等 概     要 

産業・雇用 

環境・エネルギー産業創造特別区域

計画 

(平成 15年 5月策定) 

 

【エネルギー総合対策局 

エネルギー開発振興課】 

○ 環境・エネルギー分野における実証実験等を通じた先端技術・ノウハウ

の蓄積を目指すもの 

○ 自由化の促進、研究開発・企業支援等による新たなビジネスチャンスの

創出・事業化の促進を目指すもの 

○ 環境・エネルギー面の事業環境の向上による成長産業の集積を目指すも

の 

青森県風力発電導入推進アクション

プラン 

(平成 18年 2月策定) 

 

期間：平成 18～27年度 

【エネルギー総合対策局 

エネルギー開発振興課】 

○ 本県が高いポテンシャルを有する風力発電の一層の導入促進を図るた

め、これらの風力発電を取り巻く環境の変化や、本県の地域毎の特性、導

入課題等を踏まえ、本県で導入可能な新たな風力発電の事業モデルや推進

方策の検討を行い、その結果を取りまとめたもの 

○ 2015年度までの導入目標を定め、その実現に向けたモデルプロジェクト

や、県の具体的な施策展開の指針とするもの 

 

 

あおもり水素エネルギー創造戦略 

(平成 18年 1月策定) 

 

【エネルギー総合対策局 

エネルギー開発振興課】 

○ 来るべき水素社会を先取りし、青森県のポテンシャルを生かしながら、

水素社会において優位性を持ちうる分野を抽出し、取り組むべき技術開発、

先駆的プロジェクトの実施、関連産業立地推進のあり方等を示すもの 

青森県地中熱利用推進ビジョン 

(平成 20年 2月策定) 

 

【エネルギー総合対策局 

エネルギー開発振興課】 

○ 県内に広く賦存する地熱エネルギーを暖房・給湯・融雪等の熱需要や発

電に活用して脱・化石燃料を進めるため、具体的な活用事業モデルを構築

したもの 

○ 戸建住宅での地中熱利用冷暖房システムや、ハウス農業での地中熱利用

暖房、温泉熱水の暖房・給湯熱源としての利用など、各事業モデルの具体

化を通じて、県内での地熱エネルギー利用の拡大・普及を進めることを掲

示 

○ 県の取り組むべき方策として、多様な事業モデルの実現や多様な主体に

よる利用促進に向けた取組、支援策の活用と制度の拡充、関連産業の振興

等を整理 

 

青森県太陽エネルギー活用推進アク

ションプラン 

(平成 21年 2月策定) 

 

期間：平成 21～32年度 

【エネルギー総合対策局 

エネルギー開発振興課】 

○ 民生部門での地球温暖化対策を推進するため、太陽光発電や太陽熱利用

の家庭や事業所への普及拡大を図ることを目的とするもの 

○ 日照時間、日射量等の気象条件やエネルギー賦存量から青森県での太陽

エネルギーの活用可能性を明示 

○ 平成 32(2020)年における青森県内の太陽光発電システム等の導入目標値

を定めるとともに、導入に向けたアクションプランとして、広報・啓発・

環境教育の推進、公共施設への太陽エネルギー導入の促進、環境ファンド

による県民共同太陽光発電所の設置推進、メガソーラーの誘致等を掲示 

 

青森県ＥＶ・ＰＨＶタウン推進マス

タープラン 

(平成 22年 2月策定) 

 

期間：平成 21～25年度 

【エネルギー総合対策局 

エネルギー開発振興課】 

○ 電気自動車（ＥＶ）、プラグインハイブリッド車（ＰＨＶ）の本格普及

に向けた実証地域である「ＥＶ・ＰＨＶタウン」に選定されている本県に

おいて、市場投入されたＥＶ・ＰＨＶを活用して車両、充電インフラ等に

関する調査、実証、評価等を行い、他地域への展開の手引きとするもの 
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分  野 計画名、期間及び所管課等 概     要 

 安全・安心、 

健 康 

あおもりユニバーサルデザイン推進

基本指針 

(平成 15年 3月策定) 

 

【環境生活部 県民生活文化課】 

○ 「ひとりひとりが、住み、働き、遊ぶといった社会生活を普通におくる

ことができ、社会においてそれぞれの役割を果たすことができるような社

会、ユニバーサル社会の実現」が基本理念 

【具体的な取組内容】 

１ 安全で、ひとびとがふれあえる「まち」が文化を拓くあおもり 

２ 創意にみち、工夫された「もの」が豊かにいきわたるあおもり 

３ ひとりひとりに「情報」が等しく、的確に伝わるあおもり 

４ ひとりひとりを大切にする「サービス」が行き届いたあおもり 

５ ひとりひとりの「こころ」が豊かでやさしいあおもり 

青森県犯罪のない安全・安心まちづ

くり推進計画（第２次） 

      (平成 22年 3月策定) 

 

期間：平成 22～24年度 

【環境生活部 県民生活文化課】 

○ 犯罪のない安全・安心まちづくりに関する施策を総合的かつ計画的に推

進するため、青森県犯罪のない安全・安心まちづくり推進条例第 8 条に基

づき次の事項を定めたもの 

１ 安全・安心まちづくりの推進に関する目標 

２ 安全・安心まちづくりの推進に関する施策の方向 

３ その他安全・安心まちづくりの推進に関する重要な事項 

第９次青森県交通安全計画 

（平成 23年 7月策定） 

 

期間：平成 23～平成 27年度 

【環境生活部 県民生活文化課】 

 

○ 交通安全に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、交通安全対

策基本法第 25条第１項の規定に基づき次の事項をまとめたもの 

 １ 計画の基本理念 

 ２ 道路交通の安全 

 ３ 鉄道交通の安全 

 ４ 踏切道における交通の安全 

○ 第９次青森県交通安全計画における数値目標 

平成 27年までに、年間の交通事故 24時間死者数を 46人以下とするとと

もに、死傷者数を 5,900人以下とすることを目指す。 

青森県消費生活基本計画 

(平成 12年 3月策定) 

 

期間：平成 12年度から概ね 10年間 

【環境生活部 県民生活文化課】 

○ 消費生活に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、青森県消

費生活条例第 8条の規定に基づき次の事項を定めたもの 

１ 消費生活に関する施策の大綱に関する事項 

２ 消費生活に関する施策の実施についての総合調整に関する事項 

３ 消費生活に関する苦情及び相談を適切かつ迅速に処理するために必要

な体制の整備に関する事項 

４ その他消費生活に関する施策の推進に関する重要な事項 

青森県地域福祉支援計画 

（平成 24年 3月策定） 

 

期間：平成 24～28年度 

【健康福祉部 健康福祉政策課】 

○ 社会福祉法第 108 条の規定に基づき、市町村の「地域福祉計画」の推進

を支援するために都道府県が定める「都道府県地域福祉支援計画」 

○ 地域福祉の推進は、主に市町村が主体となってその推進を図ることとな

っており、この計画は本県における地域福祉に係る施策を広域的、体系的

に推進していく基本的方針を示すもの 

○ 住民に最も身近な自治体である市町村や地域を構成する住民、様々な団

体等が協働してそれぞれの役割を果たしていくことができるよう、県が広

域的な観点から支援していく方向性とその方策を定めるもの 

 

青森県がん対策推進計画 

(平成 20年 5月策定) 

 

期間：平成 20～24年度 

【健康福祉部 

がん・生活習慣病対策課】 

○ がん対策基本法第 11条第 1項の規定に基づき、本県のがん対策の総合的

かつ計画的な推進を図るための基本的方向を定めたもの 

○ 県民、医療関係者、行政等の各主体が、それぞれの役割に応じて主体的

にがん対策に取り組むための基本指針 

○ 「がん患者を含めた県民の視点」に立ち、「がんによる死亡者の減少」

と「すべてのがん患者及びその家族の苦痛の軽減並びに療養生活の質の向

上」を目標に、がん対策の推進を図るもの 

 

 

－ 90 － － 91 －



- 90 - 

 

分  野 計画名、期間及び所管課等 概     要 

産業・雇用 

環境・エネルギー産業創造特別区域

計画 

(平成 15年 5月策定) 

 

【エネルギー総合対策局 

エネルギー開発振興課】 

○ 環境・エネルギー分野における実証実験等を通じた先端技術・ノウハウ

の蓄積を目指すもの 

○ 自由化の促進、研究開発・企業支援等による新たなビジネスチャンスの

創出・事業化の促進を目指すもの 

○ 環境・エネルギー面の事業環境の向上による成長産業の集積を目指すも

の 

青森県風力発電導入推進アクション

プラン 

(平成 18年 2月策定) 

 

期間：平成 18～27年度 

【エネルギー総合対策局 

エネルギー開発振興課】 

○ 本県が高いポテンシャルを有する風力発電の一層の導入促進を図るた

め、これらの風力発電を取り巻く環境の変化や、本県の地域毎の特性、導

入課題等を踏まえ、本県で導入可能な新たな風力発電の事業モデルや推進

方策の検討を行い、その結果を取りまとめたもの 

○ 2015年度までの導入目標を定め、その実現に向けたモデルプロジェクト

や、県の具体的な施策展開の指針とするもの 

 

 

あおもり水素エネルギー創造戦略 

(平成 18年 1月策定) 

 

【エネルギー総合対策局 

エネルギー開発振興課】 

○ 来るべき水素社会を先取りし、青森県のポテンシャルを生かしながら、

水素社会において優位性を持ちうる分野を抽出し、取り組むべき技術開発、

先駆的プロジェクトの実施、関連産業立地推進のあり方等を示すもの 

青森県地中熱利用推進ビジョン 

(平成 20年 2月策定) 

 

【エネルギー総合対策局 

エネルギー開発振興課】 

○ 県内に広く賦存する地熱エネルギーを暖房・給湯・融雪等の熱需要や発

電に活用して脱・化石燃料を進めるため、具体的な活用事業モデルを構築

したもの 

○ 戸建住宅での地中熱利用冷暖房システムや、ハウス農業での地中熱利用

暖房、温泉熱水の暖房・給湯熱源としての利用など、各事業モデルの具体

化を通じて、県内での地熱エネルギー利用の拡大・普及を進めることを掲

示 

○ 県の取り組むべき方策として、多様な事業モデルの実現や多様な主体に

よる利用促進に向けた取組、支援策の活用と制度の拡充、関連産業の振興

等を整理 

 

青森県太陽エネルギー活用推進アク

ションプラン 

(平成 21年 2月策定) 

 

期間：平成 21～32年度 

【エネルギー総合対策局 

エネルギー開発振興課】 

○ 民生部門での地球温暖化対策を推進するため、太陽光発電や太陽熱利用

の家庭や事業所への普及拡大を図ることを目的とするもの 

○ 日照時間、日射量等の気象条件やエネルギー賦存量から青森県での太陽

エネルギーの活用可能性を明示 

○ 平成 32(2020)年における青森県内の太陽光発電システム等の導入目標値

を定めるとともに、導入に向けたアクションプランとして、広報・啓発・

環境教育の推進、公共施設への太陽エネルギー導入の促進、環境ファンド

による県民共同太陽光発電所の設置推進、メガソーラーの誘致等を掲示 

 

青森県ＥＶ・ＰＨＶタウン推進マス

タープラン 

(平成 22年 2月策定) 

 

期間：平成 21～25年度 

【エネルギー総合対策局 

エネルギー開発振興課】 

○ 電気自動車（ＥＶ）、プラグインハイブリッド車（ＰＨＶ）の本格普及

に向けた実証地域である「ＥＶ・ＰＨＶタウン」に選定されている本県に

おいて、市場投入されたＥＶ・ＰＨＶを活用して車両、充電インフラ等に

関する調査、実証、評価等を行い、他地域への展開の手引きとするもの 
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分  野 計画名、期間及び所管課等 概     要 

 安全・安心、 

健 康 

あおもりユニバーサルデザイン推進

基本指針 

(平成 15年 3月策定) 

 

【環境生活部 県民生活文化課】 

○ 「ひとりひとりが、住み、働き、遊ぶといった社会生活を普通におくる

ことができ、社会においてそれぞれの役割を果たすことができるような社

会、ユニバーサル社会の実現」が基本理念 

【具体的な取組内容】 

１ 安全で、ひとびとがふれあえる「まち」が文化を拓くあおもり 

２ 創意にみち、工夫された「もの」が豊かにいきわたるあおもり 

３ ひとりひとりに「情報」が等しく、的確に伝わるあおもり 

４ ひとりひとりを大切にする「サービス」が行き届いたあおもり 

５ ひとりひとりの「こころ」が豊かでやさしいあおもり 

青森県犯罪のない安全・安心まちづ

くり推進計画（第２次） 

      (平成 22年 3月策定) 

 

期間：平成 22～24年度 

【環境生活部 県民生活文化課】 

○ 犯罪のない安全・安心まちづくりに関する施策を総合的かつ計画的に推

進するため、青森県犯罪のない安全・安心まちづくり推進条例第 8 条に基

づき次の事項を定めたもの 

１ 安全・安心まちづくりの推進に関する目標 

２ 安全・安心まちづくりの推進に関する施策の方向 

３ その他安全・安心まちづくりの推進に関する重要な事項 

第９次青森県交通安全計画 

（平成 23年 7月策定） 

 

期間：平成 23～平成 27年度 

【環境生活部 県民生活文化課】 

 

○ 交通安全に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、交通安全対

策基本法第 25条第１項の規定に基づき次の事項をまとめたもの 

 １ 計画の基本理念 

 ２ 道路交通の安全 

 ３ 鉄道交通の安全 

 ４ 踏切道における交通の安全 

○ 第９次青森県交通安全計画における数値目標 

平成 27年までに、年間の交通事故 24時間死者数を 46人以下とするとと

もに、死傷者数を 5,900人以下とすることを目指す。 

青森県消費生活基本計画 

(平成 12年 3月策定) 

 

期間：平成 12年度から概ね 10年間 

【環境生活部 県民生活文化課】 

○ 消費生活に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、青森県消

費生活条例第 8条の規定に基づき次の事項を定めたもの 

１ 消費生活に関する施策の大綱に関する事項 

２ 消費生活に関する施策の実施についての総合調整に関する事項 

３ 消費生活に関する苦情及び相談を適切かつ迅速に処理するために必要

な体制の整備に関する事項 

４ その他消費生活に関する施策の推進に関する重要な事項 

青森県地域福祉支援計画 

（平成 24年 3月策定） 

 

期間：平成 24～28年度 

【健康福祉部 健康福祉政策課】 

○ 社会福祉法第 108 条の規定に基づき、市町村の「地域福祉計画」の推進

を支援するために都道府県が定める「都道府県地域福祉支援計画」 

○ 地域福祉の推進は、主に市町村が主体となってその推進を図ることとな

っており、この計画は本県における地域福祉に係る施策を広域的、体系的

に推進していく基本的方針を示すもの 

○ 住民に最も身近な自治体である市町村や地域を構成する住民、様々な団

体等が協働してそれぞれの役割を果たしていくことができるよう、県が広

域的な観点から支援していく方向性とその方策を定めるもの 

 

青森県がん対策推進計画 

(平成 20年 5月策定) 

 

期間：平成 20～24年度 

【健康福祉部 

がん・生活習慣病対策課】 

○ がん対策基本法第 11条第 1項の規定に基づき、本県のがん対策の総合的

かつ計画的な推進を図るための基本的方向を定めたもの 

○ 県民、医療関係者、行政等の各主体が、それぞれの役割に応じて主体的

にがん対策に取り組むための基本指針 

○ 「がん患者を含めた県民の視点」に立ち、「がんによる死亡者の減少」

と「すべてのがん患者及びその家族の苦痛の軽減並びに療養生活の質の向

上」を目標に、がん対策の推進を図るもの 
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分  野 計画名、期間及び所管課等 概     要 

 安全・安心、 

健 康 

青森県保健医療計画 

(平成 20年 7月策定) 

 

期間：平成 20～24年度 

【健康福祉部 医療薬務課】 

○ 医療法第 30条の 4第 1項の規定に基づく本県の保健医療に関する基本計

画 

○ 県民、保健・医療機関、関係団体、市町村等の参画と協働のもと、それ

ぞれの役割に応じて主体的に保健・医療分野の取組を進めるための基本指

針 

○ 限られた医療資源を有効に活用し、効率的で質の高い医療を実現できる

体制を各地域に構築するとともに、患者や地域住民が必要とする医療情報

を分かりやすく伝えることをねらいとし、本県における保健・医療提供体

制のあるべき姿を示すもの 

「良医」を育むグランドデザイン 

（平成 17年 11月策定） 

 

【健康福祉部 医療薬務課】 

○ 良医を育む地域づくりを目指し、中長期的・総合的な医師確保の戦略を

定めたもの 

○ 取組戦略 

 １ 「優れた医育環境を整える」 

   医師が、職業生活全体にわたって医学・医術の勉強をできるよう学ぶ

環境を整える 

 ２ 「意欲が湧く環境を整える」 

   医師の勤務環境を改善し、いきいきと働くことができるよう、働く意

欲が湧く環境を整える 

 ３ 「仕組みを整える」 

   戦略１，２がうまく機能するよう、自治体病院の機能を再編成し、大

学・市町村・県がそれぞれの役割を果たしつつ、連携と支援のネット

ワークを整える 

青森県肝炎総合対策 

（平成 22年 3月策定） 

 

【健康福祉部 

がん・生活習慣病対策課】 

○ 本県における肝炎対策の基本指針 

○ 取組内容 

 １ 検査体制の充実  

 ２ 予防・検査～治療 

３ 診療体制の整備 

４ 肝炎治療特別促進事業 

５ 普及啓発活動の推進 

青森県健康増進計画「健康あおもり

２１」改定版 

(平成 13年 1月策定) 

 

期間：平成 13～24年度 

【健康福祉部 

がん・生活習慣病対策課】 

○ 健康増進法第 8 条第 1 項の規定に基づく県民の健康の増進の推進に関す

る施策についての基本的な計画 

○ 県民一人ひとりが健やかな生命と心を育み、豊かな暮らしを送ることが

できる、活力ある長寿県の実現を目指して、発病を予防する一次予防を重

視し、早世の減少と健康寿命の延伸を目標に進める住民主体の健康づくり

運動として策定したもの 

あおもり高齢者すこやか自立プラン

2012(青森県老人福祉計画、青森県介

護保険事業支援計画) 

(平成 24年 3月策定) 

期間：平成 24～26年度 

【健康福祉部 高齢福祉保険課】 

○ 老人福祉法第 20条の 9第 1項の規定に基づき都道府県が定める「都道府

県老人福祉計画」、介護保険法第 118 条第 1 項の規定に基づき都道府県が

定める「都道府県介護保険事業支援計画」を一体的に策定したもの 

○ 高齢者が生きがいを持って安んじて暮らせる環境づくりを目指すもの 

青森県医療費適正化計画 

(平成 20年 4月策定) 

 

期間：平成 20～24年度 

【健康福祉部 高齢福祉保険課】 

○ 高齢者の医療の確保に関する法律第 9 条第 1 項の規定に基づき、本県の

医療費適正化を推進するための計画として策定 

○ 全国的に見て低い平均寿命や医師不足、自治体病院の再編など、本県固

有の課題を踏まえ、「青森県らしい」医療費の適正化を進めるもの 

○ 県民誰もの願いである健康と長寿を実現するため、「生活習慣病の予防」

と「医療と介護の調和」を中心とする施策の推進に資するもの 
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分  野 計画名、期間及び所管課等 概     要 

安全・安心、 

健 康 

青森県次世代育成支援行動計画「わ

くわくあおもり子育てプラン」（後

期計画） 

(平成 22年 2月策定) 

 

期間：平成 22～26年度 

【健康福祉部 こどもみらい課】 

○ 次世代育成支援対策推進法第 9条第 1項の規定に基づき、本県のすべての

子育て家庭を対象に、次世代育成支援施策の方向性や目標を総合的に定めた

もの 

○ 社会全体で次代を担う子どもが健やかに生まれ育つことを総合的に支援

するもの 

○ 子どもとともに、親とともに、地域とともに育ち合い、一人ひとりが安心

と幸せを実感し、子育てに希望と喜びを持てるふるさと青森県をめざすもの 

 

配偶者からの暴力防止及び被害者支

援計画 

（平成 17年 12月策定） 

（平成 21年 1月改定） 

 

期間：平成 21～25年度 

【健康福祉部 こどもみらい課】 

○ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律法第 2条の 3 第 1

項の規定に基づき、ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）の防止と被害者

の保護及び自立支援に関して県が実施する施策について定めるもの 

青森県母子家庭等自立支援推進計画     

（平成 18年 3月策定） 

（平成 23年 2月改定） 

期間：平成 23～27年度 

【健康福祉部 こどもみらい課】 

○ 母子及び寡婦福祉法第 12 条の規定に基づき、母子家庭等に対する就業・

自立に向けた総合的な支援の推進について定めるもの 

新青森県障害者計画 

(平成 15年 3月策定) 

(平成 21年 3月改定) 

 

期間：平成 15～24年度 

【健康福祉部 障害福祉課】 

○ 障害者基本法第 9条第 2項の規定に基づき、本県における障害者施策の推

進方向を定めたもの 

○ 本県における障害者のための福祉施策を推進していくための指針として、

障害者施策の推進方向を総合的、体系的に整理 

○ 「ノーマライゼーション」の理念の下、すべての県民が等しく人権を尊重

され、障害のある人もない人も共に支え合う中で、その人らしい自立した生

活を送ることができる共生社会の実現を目指すもの 

 

青森県障害福祉サービス実施計画 

(第 3期計画) 

(平成 24年 3月策定) 

 

期間：平成 24～26年度 

【健康福祉部 障害福祉課】 

○ 「新青森県障害者計画」の「生活支援の充実」に掲げられている障害福祉

サービスに関して、平成 24年度～26 年度までの 3 年間の実施計画として策

定したもの 

○ 「新青森県障害者計画」の基本理念を踏まえ、障害者及び障害児が自立し

た日常生活又は社会生活を営むことができるよう、青森県における障害福祉

サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の計画的な確保を図る

ことを目的とするもの 

 

青森県食の安全・安心対策総合指針 

(平成 20年 3月策定) 

 

期間：平成 20～24年度 

【農林水産部 

食の安全・安心推進課】 

 

○ 青森県は、農林水産業が基幹産業であり、食料供給県として食の安全・安

心の確保が極めて重要な課題であることから、農林水産物及びその加工品の

生産から販売に至る各段階において、安全・安心の確保につながる必要な措

置を適切に講じるための指針 

○ 県民一人ひとり、そして県・市町村と生産者及び食品関係事業者が連携・

協力して、食の安全・安心を確保するための取組を実践するもの 

青森県住生活基本計画 

（平成 19年 3月策定） 

 

期間：平成 18～27年度 

【県土整備部 建築住宅課】 

○ 住生活基本法第 17 条の規定に基づき、経済社会情勢や制度等の変革期の

中で、積雪寒冷地にある本県の住生活の事情を踏まえ、これまでの住宅政策

の取組の適切な継承に配慮しながら、県民の住生活の安定の確保及び向上の

促進を図るための施策の基本方針、目標及び基本的な施策を示すために策定

したもの 
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分  野 計画名、期間及び所管課等 概     要 

 安全・安心、 

健 康 

青森県保健医療計画 

(平成 20年 7月策定) 

 

期間：平成 20～24年度 

【健康福祉部 医療薬務課】 

○ 医療法第 30条の 4第 1項の規定に基づく本県の保健医療に関する基本計

画 

○ 県民、保健・医療機関、関係団体、市町村等の参画と協働のもと、それ

ぞれの役割に応じて主体的に保健・医療分野の取組を進めるための基本指

針 

○ 限られた医療資源を有効に活用し、効率的で質の高い医療を実現できる

体制を各地域に構築するとともに、患者や地域住民が必要とする医療情報

を分かりやすく伝えることをねらいとし、本県における保健・医療提供体

制のあるべき姿を示すもの 

「良医」を育むグランドデザイン 

（平成 17年 11月策定） 

 

【健康福祉部 医療薬務課】 

○ 良医を育む地域づくりを目指し、中長期的・総合的な医師確保の戦略を

定めたもの 

○ 取組戦略 

 １ 「優れた医育環境を整える」 

   医師が、職業生活全体にわたって医学・医術の勉強をできるよう学ぶ

環境を整える 

 ２ 「意欲が湧く環境を整える」 

   医師の勤務環境を改善し、いきいきと働くことができるよう、働く意

欲が湧く環境を整える 

 ３ 「仕組みを整える」 

   戦略１，２がうまく機能するよう、自治体病院の機能を再編成し、大

学・市町村・県がそれぞれの役割を果たしつつ、連携と支援のネット

ワークを整える 

青森県肝炎総合対策 

（平成 22年 3月策定） 

 

【健康福祉部 

がん・生活習慣病対策課】 

○ 本県における肝炎対策の基本指針 

○ 取組内容 

 １ 検査体制の充実  

 ２ 予防・検査～治療 

３ 診療体制の整備 

４ 肝炎治療特別促進事業 

５ 普及啓発活動の推進 

青森県健康増進計画「健康あおもり

２１」改定版 

(平成 13年 1月策定) 

 

期間：平成 13～24年度 

【健康福祉部 

がん・生活習慣病対策課】 

○ 健康増進法第 8 条第 1 項の規定に基づく県民の健康の増進の推進に関す

る施策についての基本的な計画 

○ 県民一人ひとりが健やかな生命と心を育み、豊かな暮らしを送ることが

できる、活力ある長寿県の実現を目指して、発病を予防する一次予防を重

視し、早世の減少と健康寿命の延伸を目標に進める住民主体の健康づくり

運動として策定したもの 

あおもり高齢者すこやか自立プラン

2012(青森県老人福祉計画、青森県介

護保険事業支援計画) 

(平成 24年 3月策定) 

期間：平成 24～26年度 

【健康福祉部 高齢福祉保険課】 

○ 老人福祉法第 20条の 9第 1項の規定に基づき都道府県が定める「都道府

県老人福祉計画」、介護保険法第 118 条第 1 項の規定に基づき都道府県が

定める「都道府県介護保険事業支援計画」を一体的に策定したもの 

○ 高齢者が生きがいを持って安んじて暮らせる環境づくりを目指すもの 

青森県医療費適正化計画 

(平成 20年 4月策定) 

 

期間：平成 20～24年度 

【健康福祉部 高齢福祉保険課】 

○ 高齢者の医療の確保に関する法律第 9 条第 1 項の規定に基づき、本県の

医療費適正化を推進するための計画として策定 

○ 全国的に見て低い平均寿命や医師不足、自治体病院の再編など、本県固

有の課題を踏まえ、「青森県らしい」医療費の適正化を進めるもの 

○ 県民誰もの願いである健康と長寿を実現するため、「生活習慣病の予防」

と「医療と介護の調和」を中心とする施策の推進に資するもの 
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分  野 計画名、期間及び所管課等 概     要 

安全・安心、 

健 康 

青森県次世代育成支援行動計画「わ

くわくあおもり子育てプラン」（後

期計画） 

(平成 22年 2月策定) 

 

期間：平成 22～26年度 

【健康福祉部 こどもみらい課】 

○ 次世代育成支援対策推進法第 9条第 1項の規定に基づき、本県のすべての

子育て家庭を対象に、次世代育成支援施策の方向性や目標を総合的に定めた

もの 

○ 社会全体で次代を担う子どもが健やかに生まれ育つことを総合的に支援

するもの 

○ 子どもとともに、親とともに、地域とともに育ち合い、一人ひとりが安心

と幸せを実感し、子育てに希望と喜びを持てるふるさと青森県をめざすもの 

 

配偶者からの暴力防止及び被害者支

援計画 

（平成 17年 12月策定） 

（平成 21年 1月改定） 

 

期間：平成 21～25年度 

【健康福祉部 こどもみらい課】 

○ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律法第 2条の 3 第 1

項の規定に基づき、ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）の防止と被害者

の保護及び自立支援に関して県が実施する施策について定めるもの 

青森県母子家庭等自立支援推進計画     

（平成 18年 3月策定） 

（平成 23年 2月改定） 

期間：平成 23～27年度 

【健康福祉部 こどもみらい課】 

○ 母子及び寡婦福祉法第 12 条の規定に基づき、母子家庭等に対する就業・

自立に向けた総合的な支援の推進について定めるもの 

新青森県障害者計画 

(平成 15年 3月策定) 

(平成 21年 3月改定) 

 

期間：平成 15～24年度 

【健康福祉部 障害福祉課】 

○ 障害者基本法第 9条第 2項の規定に基づき、本県における障害者施策の推

進方向を定めたもの 

○ 本県における障害者のための福祉施策を推進していくための指針として、

障害者施策の推進方向を総合的、体系的に整理 

○ 「ノーマライゼーション」の理念の下、すべての県民が等しく人権を尊重

され、障害のある人もない人も共に支え合う中で、その人らしい自立した生

活を送ることができる共生社会の実現を目指すもの 

 

青森県障害福祉サービス実施計画 

(第 3期計画) 

(平成 24年 3月策定) 

 

期間：平成 24～26年度 

【健康福祉部 障害福祉課】 

○ 「新青森県障害者計画」の「生活支援の充実」に掲げられている障害福祉

サービスに関して、平成 24年度～26 年度までの 3 年間の実施計画として策

定したもの 

○ 「新青森県障害者計画」の基本理念を踏まえ、障害者及び障害児が自立し

た日常生活又は社会生活を営むことができるよう、青森県における障害福祉

サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の計画的な確保を図る

ことを目的とするもの 

 

青森県食の安全・安心対策総合指針 

(平成 20年 3月策定) 

 

期間：平成 20～24年度 

【農林水産部 

食の安全・安心推進課】 

 

○ 青森県は、農林水産業が基幹産業であり、食料供給県として食の安全・安

心の確保が極めて重要な課題であることから、農林水産物及びその加工品の

生産から販売に至る各段階において、安全・安心の確保につながる必要な措

置を適切に講じるための指針 

○ 県民一人ひとり、そして県・市町村と生産者及び食品関係事業者が連携・

協力して、食の安全・安心を確保するための取組を実践するもの 

青森県住生活基本計画 

（平成 19年 3月策定） 

 

期間：平成 18～27年度 

【県土整備部 建築住宅課】 

○ 住生活基本法第 17 条の規定に基づき、経済社会情勢や制度等の変革期の

中で、積雪寒冷地にある本県の住生活の事情を踏まえ、これまでの住宅政策

の取組の適切な継承に配慮しながら、県民の住生活の安定の確保及び向上の

促進を図るための施策の基本方針、目標及び基本的な施策を示すために策定

したもの 
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分  野 計画名、期間及び所管課等 概     要 

環  境 

第三次青森県環境計画 

(平成 22 年 3 月策定) 

 

期間：平成 22～24 年度 

【環境生活部 環境政策課】 

 

○ 青森県環境の保全及び創造に関する基本条例第 10 条の規定に基づき、環

境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために中心

的な役割を担う環境分野の基本的な計画として策定 

○ 県の取組の方向を示すだけではなく、県民、事業者、学校、環境保全団

体などの各主体が環境への負荷が少ない日常生活や事業活動を進めていく

ための役割・行動指針をも併せて示すもの 

 

第２次青森県循環型社会形成推進

計画 

 (平成 23 年 3 月策定) 

 

期間：平成 23～27 年度 

【環境生活部 環境政策課】 

 

⇒詳細について P102 に掲載 

○ 廃棄物の適正処理と資源の循環利用を一体的に推進することにより、循

環型社会の形成を目的とし、廃棄物処理計画を包含した計画として策定 

○ 一般廃棄物処理の目標（平成 27 年度） 

 １ 排出量は平成 20 年度（548,574ｔ）から約 13％削減 

 ２ 再生利用率は約 25％ 

 ３ 最終処分量は平成 20 年度（88,187ｔ）から約 40％削減 

○ 産業廃棄物処理の目標（平成 27 年度） 

１ 排出量は平成 20 年度（292 万ｔ）から約 2％増以内に抑制 

２ 再生利用量を平成 20 年度（136 万 6 千ｔ）から約 2％増 

３ 最終処分量は平成 20 年度（6 万 4 千ｔ）から 4 千ｔ削減 

 

 

青森県地球温暖化対策推進計画 ○ 地球温暖化対策の推進に関する法律第 20 条の 3 の規定に基づき、本県に

(平成 23 年 3 月策定) 

 

期間：平成 23～32 年度 

【環境生活部 環境政策課】 

 

おける地球温暖化対策を一層推進するための指針として、行政、県民、事

業者、各種団体等の役割を示す計画として策定 

○ 本県の地域特性を生かした、快適で暮らしやすい低炭素社会の形成に向

け、県内における温室効果ガス排出量を 2020(平成 32)年度までに 1990（平

成２）年度比で 25％削減することを目標とするもの 

○ リーディングプロジェクト「低炭素あおもりプロジェクト１０」により、

低炭素社会の実現に向けた取組を推進することとしている 

 

 

青森県海岸漂着物対策推進地域計画 

(平成 23 年 3 月策定) 

 

【環境生活部 環境政策課】 

○ 青森県の海岸漂着物対策を総合的かつ効果的に推進するため、国の基本

方針に基づき、海岸漂着物対策を推進するための計画として策定 

○ 海岸漂着物対策を重点的に推進する区域及びその内容、関係者の役割分

担と相互協力に関する事項等を定め、地域の海岸漂着物対策の基本的な方

向性を示すとともに、それぞれの対策の内容を明らかにするもの 

 

 

白神山地保全・利用基本構想 

(平成 19 年 1 月策定) 

 

【環境生活部 自然保護課】 

○ 構想の趣旨 

白神山地における自然環境の保全及び利用の基本的方向と、これを実現

するための基本的方策に関する総合的な構想を明らかにするもの 

○ 構想の基本的な考え方 

次の 5 項目を柱として白神山地における保全・利用の秩序を確立すると

ともに、地域の振興にも資することを基本的な考え方としたもの 

 １ 保護管理体制の推進 

 ２ 学術研究及び環境学習の推進 

 ３ 周辺地域での地場産業の振興 

 ４ 交通基盤の整備 

 ５ 文化観光の振興 

 

 

「日本一健康な土づくり」後期推進プ

ラン 

(平成 24 年 2 月策定) 

 

期間：平成 24～28 年度 

【農林水産部 

 食の安全・安心推進課】 

○ 「健康な土づくり」を基本とした環境にやさしい農業を拡大して、安全・

安心で美味しい農産物を供給していくための後期の推進方策を明示 

○ 「土づくりファーマー」上級者の認定や、地域性を活かした土づくりシ

ステムモデルの構築などにより、健康な土づくりのさらなる推進とレベル

アップについて定めるもの 
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分  野 計画名、期間及び所管課等 概     要 

環  境 

青森県森林・林業基本計画 

(平成 14 年 3 月策定) 

 

期間：平成 14～28 年度 

【農林水産部 林政課】 

○ 林業を取り巻く環境は、木材価格の低迷や林業採算性の悪化、山村の過

疎化と林業労働力の減少・高齢化など、厳しさを増す一方、森林に対する

県民のニーズは、木材生産はもとより、洪水や渇水の緩和、地球温暖化の

防止など公益的機能を中心に一層多様化 

○ こうした状況変化に対応し、県民の「くらしといのち」を支える緑豊か

なふるさとの森づくりと森林・林業活性化のため、政策展開の基本的な方

向を示すものとして策定 

○ 当計画は、「青森県基本計画未来への挑戦」の森林・林業に関する部門

計画であり、広く県民に対し政策の方向を示すとともに、県民や林業・木

材産業関係者、行政機関等が取り組むための施策・果たすべき役割を明示 

 

 

あおもり環境公共推進基本方針 

(平成 20 年 2 月策定) 

 

【農林水産部 農林整備課】 

○ 環境を「公共財」として位置づけ、地域の協働を促進しながら、農林水

産業や農山漁村の基盤づくりのための「投資」を通じて環境保全を図るこ

とを「環境公共」と定義 

○ 当方針は、地場の資源や技術、人財の有効活用を基本とし、持続可能で

地域振興に資する新しい国土づくり、社会システムづくりとして、青森県

が全国に先駆けて取り組む「環境公共」の基本的方向や実施手法などを示

すもの 

 

 

青森県国土利用計画 

(平成 20 年 12 月策定) 

 

期間：平成 29 年（目標年次） 

【県土整備部 監理課】 

○ 県土利用の配分とその利用方向を定める長期計画であり、県土利用に関

する行政の指針であるとともに、全国計画及び市町村計画と併せて国土利

用計画体系を構成するもの 

 

 

 

青森県土地利用基本計画 

(昭和 56 年 5 月策定) 

 

【県土整備部 監理課】 

○ 県の区域について適正かつ合理的な土地利用を図るため定めるもので

あり、都市地域、農業地域、森林地域、自然公園地域及び自然保全地域の

5 地域を定めるとともに、5 地域区分が重複する地域における土地利用の

調整等に関する事項を定めるもの 

 

 

ふるさとの森と川と海の保全及び

創造に関する基本方針 

(平成 14 年 12 月策定) 

 

【県土整備部 河川砂防課】 

○ 青森県ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する条例第 5 条の規

定に基づき、本県の森林、河川及び海岸が、農林水産業の生産活動及び人

の生活と結びついて地域文化を形成していることに鑑み、すべての県民の

参加の下に、ふるさとの森と川と海ができるだけ自然の状態で維持される

ことを基本として保全及び創造に関する施策の基本事項を定めたもの 

 

 

 

あおもりエコタウンプラン 

(平成 14 年 12 月策定) 

 

【エネルギー総合対策局 

エネルギー開発振興課】 

○ ゼロエミッション構想を基本とし、地域振興の基軸として推進すること

により、先進的な環境調和型まちづくりを行うもの 

○ 県民や産業界の協力を得ながら、地域のリサイクル資源の循環により、

自然還元に資する製品を生み出すためのシステムを構築することで、豊か

な自然の維持と、県民生活の向上、安全・安心な生活環境の実現を目指す

もの 

 

 

 

青森県運輸部門省エネルギーモデル 

(平成 20 年 2 月策定) 

 

【エネルギー総合対策局 

エネルギー開発振興課】 

○ エネルギー供給面で重要な役割を担う本県が、エネルギーの消費サイド

として、その 27％を占める運輸部門に着目し、県内のポテンシャルを生

かした省エネルギー技術の開発を促進し、エネルギー構造の転換を図るべ

く、運輸部門の先進的かつ具体的な省エネルギーモデルを構築したもの 
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分  野 計画名、期間及び所管課等 概     要 

環  境 

第三次青森県環境計画 

(平成 22 年 3 月策定) 

 

期間：平成 22～24 年度 

【環境生活部 環境政策課】 

 

○ 青森県環境の保全及び創造に関する基本条例第 10 条の規定に基づき、環

境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために中心

的な役割を担う環境分野の基本的な計画として策定 

○ 県の取組の方向を示すだけではなく、県民、事業者、学校、環境保全団

体などの各主体が環境への負荷が少ない日常生活や事業活動を進めていく

ための役割・行動指針をも併せて示すもの 

 

第２次青森県循環型社会形成推進

計画 

 (平成 23 年 3 月策定) 

 

期間：平成 23～27 年度 

【環境生活部 環境政策課】 

 

⇒詳細について P102 に掲載 

○ 廃棄物の適正処理と資源の循環利用を一体的に推進することにより、循

環型社会の形成を目的とし、廃棄物処理計画を包含した計画として策定 

○ 一般廃棄物処理の目標（平成 27 年度） 

 １ 排出量は平成 20 年度（548,574ｔ）から約 13％削減 

 ２ 再生利用率は約 25％ 

 ３ 最終処分量は平成 20 年度（88,187ｔ）から約 40％削減 

○ 産業廃棄物処理の目標（平成 27 年度） 

１ 排出量は平成 20 年度（292 万ｔ）から約 2％増以内に抑制 

２ 再生利用量を平成 20 年度（136 万 6 千ｔ）から約 2％増 

３ 最終処分量は平成 20 年度（6 万 4 千ｔ）から 4 千ｔ削減 

 

 

青森県地球温暖化対策推進計画 ○ 地球温暖化対策の推進に関する法律第 20 条の 3 の規定に基づき、本県に

(平成 23 年 3 月策定) 

 

期間：平成 23～32 年度 

【環境生活部 環境政策課】 

 

おける地球温暖化対策を一層推進するための指針として、行政、県民、事

業者、各種団体等の役割を示す計画として策定 

○ 本県の地域特性を生かした、快適で暮らしやすい低炭素社会の形成に向

け、県内における温室効果ガス排出量を 2020(平成 32)年度までに 1990（平

成２）年度比で 25％削減することを目標とするもの 

○ リーディングプロジェクト「低炭素あおもりプロジェクト１０」により、

低炭素社会の実現に向けた取組を推進することとしている 

 

 

青森県海岸漂着物対策推進地域計画 

(平成 23 年 3 月策定) 

 

【環境生活部 環境政策課】 

○ 青森県の海岸漂着物対策を総合的かつ効果的に推進するため、国の基本

方針に基づき、海岸漂着物対策を推進するための計画として策定 

○ 海岸漂着物対策を重点的に推進する区域及びその内容、関係者の役割分

担と相互協力に関する事項等を定め、地域の海岸漂着物対策の基本的な方

向性を示すとともに、それぞれの対策の内容を明らかにするもの 

 

 

白神山地保全・利用基本構想 

(平成 19 年 1 月策定) 

 

【環境生活部 自然保護課】 

○ 構想の趣旨 

白神山地における自然環境の保全及び利用の基本的方向と、これを実現

するための基本的方策に関する総合的な構想を明らかにするもの 

○ 構想の基本的な考え方 

次の 5 項目を柱として白神山地における保全・利用の秩序を確立すると

ともに、地域の振興にも資することを基本的な考え方としたもの 

 １ 保護管理体制の推進 

 ２ 学術研究及び環境学習の推進 

 ３ 周辺地域での地場産業の振興 

 ４ 交通基盤の整備 

 ５ 文化観光の振興 

 

 

「日本一健康な土づくり」後期推進プ

ラン 

(平成 24 年 2 月策定) 

 

期間：平成 24～28 年度 

【農林水産部 

 食の安全・安心推進課】 

○ 「健康な土づくり」を基本とした環境にやさしい農業を拡大して、安全・

安心で美味しい農産物を供給していくための後期の推進方策を明示 

○ 「土づくりファーマー」上級者の認定や、地域性を活かした土づくりシ

ステムモデルの構築などにより、健康な土づくりのさらなる推進とレベル

アップについて定めるもの 
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分  野 計画名、期間及び所管課等 概     要 

環  境 

青森県森林・林業基本計画 

(平成 14 年 3 月策定) 

 

期間：平成 14～28 年度 

【農林水産部 林政課】 

○ 林業を取り巻く環境は、木材価格の低迷や林業採算性の悪化、山村の過

疎化と林業労働力の減少・高齢化など、厳しさを増す一方、森林に対する

県民のニーズは、木材生産はもとより、洪水や渇水の緩和、地球温暖化の

防止など公益的機能を中心に一層多様化 

○ こうした状況変化に対応し、県民の「くらしといのち」を支える緑豊か

なふるさとの森づくりと森林・林業活性化のため、政策展開の基本的な方

向を示すものとして策定 

○ 当計画は、「青森県基本計画未来への挑戦」の森林・林業に関する部門

計画であり、広く県民に対し政策の方向を示すとともに、県民や林業・木

材産業関係者、行政機関等が取り組むための施策・果たすべき役割を明示 

 

 

あおもり環境公共推進基本方針 

(平成 20 年 2 月策定) 

 

【農林水産部 農林整備課】 

○ 環境を「公共財」として位置づけ、地域の協働を促進しながら、農林水

産業や農山漁村の基盤づくりのための「投資」を通じて環境保全を図るこ

とを「環境公共」と定義 

○ 当方針は、地場の資源や技術、人財の有効活用を基本とし、持続可能で

地域振興に資する新しい国土づくり、社会システムづくりとして、青森県

が全国に先駆けて取り組む「環境公共」の基本的方向や実施手法などを示

すもの 

 

 

青森県国土利用計画 

(平成 20 年 12 月策定) 

 

期間：平成 29 年（目標年次） 

【県土整備部 監理課】 

○ 県土利用の配分とその利用方向を定める長期計画であり、県土利用に関

する行政の指針であるとともに、全国計画及び市町村計画と併せて国土利

用計画体系を構成するもの 

 

 

 

青森県土地利用基本計画 

(昭和 56 年 5 月策定) 

 

【県土整備部 監理課】 

○ 県の区域について適正かつ合理的な土地利用を図るため定めるもので

あり、都市地域、農業地域、森林地域、自然公園地域及び自然保全地域の

5 地域を定めるとともに、5 地域区分が重複する地域における土地利用の

調整等に関する事項を定めるもの 

 

 

ふるさとの森と川と海の保全及び

創造に関する基本方針 

(平成 14 年 12 月策定) 

 

【県土整備部 河川砂防課】 

○ 青森県ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する条例第 5 条の規

定に基づき、本県の森林、河川及び海岸が、農林水産業の生産活動及び人

の生活と結びついて地域文化を形成していることに鑑み、すべての県民の

参加の下に、ふるさとの森と川と海ができるだけ自然の状態で維持される

ことを基本として保全及び創造に関する施策の基本事項を定めたもの 

 

 

 

あおもりエコタウンプラン 

(平成 14 年 12 月策定) 

 

【エネルギー総合対策局 

エネルギー開発振興課】 

○ ゼロエミッション構想を基本とし、地域振興の基軸として推進すること

により、先進的な環境調和型まちづくりを行うもの 

○ 県民や産業界の協力を得ながら、地域のリサイクル資源の循環により、

自然還元に資する製品を生み出すためのシステムを構築することで、豊か

な自然の維持と、県民生活の向上、安全・安心な生活環境の実現を目指す

もの 

 

 

 

青森県運輸部門省エネルギーモデル 

(平成 20 年 2 月策定) 

 

【エネルギー総合対策局 

エネルギー開発振興課】 

○ エネルギー供給面で重要な役割を担う本県が、エネルギーの消費サイド

として、その 27％を占める運輸部門に着目し、県内のポテンシャルを生

かした省エネルギー技術の開発を促進し、エネルギー構造の転換を図るべ

く、運輸部門の先進的かつ具体的な省エネルギーモデルを構築したもの 
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分  野 計画名、期間及び所管課等 概     要 

教 育、 

人づくり 

あおもりを愛する人づくり戦略 

(平成 19 年 9 月策定) 

 

【企画政策部 

 人づくり戦略チーム】 

○ 各分野の課題に挑戦する多様な人財に共通して求められる資質・能力、

マインドを備えたチャレンジ精神あふれる人財の育成をねらいとしてい

るもの 

○ 自主自立の青森県づくりを進め、「生活創造社会」を実現する上で、最

も基本となる人財の育成を県民総ぐるみで取り組んでいくため、この戦略

における人財育成の基本的考え方を明らかにするとともに、あわせて、県

が関係主体との連携により、めざす人財像の実現に向けて重点的に進めて

いく取組戦略を明示 

○ 人財育成の基本理念として、「ふるさとあおもりを愛し、ふるさとあお

もりの元気をつくる人財の育成」を掲げ、ふるさとに愛着と誇りを持ち、

自ら考え、自ら行動し、ふるさとの元気をつくるために挑戦していくチャ

レンジ精神あふれる人財の育成を進めていくことを明示 

○ 基本理念の実現に向け、未来を担う子どもたちを「あおもりの未来をつ

くる人財」、地域産業や地域興しの担い手を「あおもりの今をつくる人財」

として、それぞれ育成していくことを基本目標に掲げ、中長期的な視点に

立って具体的な取組を推進していくことを明示 

 

青森県文化振興ビジョン 

(平成 9 年 1 月策定) 

 

【環境生活部 県民生活文化課】 

○ 文化を「県民の生活にうるおいや感動をもたらすもの」として広くとら

え、未来に向けて、個性的で魅力的な青森県の文化を創造するため、県が

行う文化行政の基本的方向を指し示すもの 

○ 青森県の文化創造の主体は一人ひとりの県民であり、行政の役割は、県

民がより活発に、より伸びやかに様々な活動を展開できるような環境づく

りにあることを明示 

○ 対象とする領域は、生活文化、芸術文化、文化遺産、文化的な環境、文

化的な産業と幅広くとらえ、さらに、それぞれの領域ごとに必要性や方向

性、具体的施策を例示 

 

青森県ファッション振興ビジョン 

(平成 12 年 2 月策定) 

 

【環境生活部 県民生活文化課】 

○ 21 世紀におけるファッション創造・発信県をめざすために策定 

○ 「21 世紀のファッションを担う人づくり」、「豊かなファッション活

動の場づくり」、「多様なファッション交流の促進」に努めるもの 

○ ファッション関連産業の形成にあたり、受発信機能の整備、素材などの

リソース・関連分野の連結、ファッション関連業種の集積、社会に貢献す

る視点が重要であることを明示 

第２次青森県食育推進計画 

(平成 23 年 3 月策定) 

 

期間：平成 23～27 年度 

【農林水産部 

食の安全・安心推進課】 

 

⇒詳細について P104 に掲載 

○ 食育基本法第 17 条の規定に基づき、県民が心身の健康を確保・維持し、

生涯をとおして活力に満ちた「くらし」を実現できるようにすることを目

的に、本県の特性を生かした食育を総合的かつ計画的に推進するための基

本指針として策定 

○ 次の 3 点を基本方向とし、県と県民が協働して食育に取り組む  

 １ 子どもからお年寄りまで、ライフステージに応じた食育の推進  

 ２ 食を担う「人財」「地域」「産業」と連携した食育の推進  

 ３ 県民とともに進める食育県民運動の充実 

 

青森県若手農業トップランナー育

成方針 

(平成 20 年 3 月策定) 

 

【農林水産部 構造政策課】 

○ 「攻めの農林水産業」を担う若手農業者（トップランナー）を育成する

ために策定 

○ 本県がめざす若手農業トップランナーの姿 

人財育成の目標像は次の 3 つとして、将来的な農業所得は 1,000 万円程

度が目標 

１ 青森県の各地域が地域力を発揮し、新たな付加価値を創造して自立し

た地域農業を実現させ、これを次世代へと引き継ぐ、自ら構想し、行

動し、自立していく力強い若手農業者 

２ 斬新な発想の源となる知識や経験の蓄積に積極的に取り組み、新たな

付加価値を創造し、ビジネスチャンスを生み出す発想力を備えた若手

農業者 

３ 農業経営分析の基礎となる経理会計力を兼ね備えた総合的能力の高

い若手農業者 
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分  野 計画名、期間及び所管課等 概     要 

教 育、 

人づくり 

青森県子ども読書活動推進計画 

(平成 16 年 3 月策定) 

(平成 22 年 3 月改定) 

 

【教育庁 生涯学習課】 

 

○  子どもの読書活動の推進に関する法律第 9 条の規定に基づく子どもの

読書活動の推進に関する施策についての計画 

○  基本方針 

  １ 家庭、地域、学校を通じた社会全体での取組の推進 

  ２ 子どもが読書に親しむ機会の提供と諸条件の整備・充実 

  ３ 子どもの読書活動に関する理解と関心の普及・啓発 

 

青森県スポーツ振興計画 

（平成 22 年 3 月策定） 

 

期間：平成 22～27 年度 

【教育庁 スポーツ健康課】 

 

⇒詳細について P108 に掲載 

○ スポーツ基本法第 10 条の規定に基づき策定 

○ 県や市町村、関係団体が連携し、本県のスポーツ振興を継続的・計画的

に推進することにより、県民の生涯にわたるスポーツライフの実現を目指

すもの 

○ 重点項目 

 １ 子どものスポーツ活動の推進 

 ２ 地域スポーツの推進 

 ３ ジュニア競技者の育成・強化 

 

青森県スポーツ振興基盤整備計画 

（平成 23 年 11 月策定） 

 

【教育庁 スポーツ健康課】 

○ ライフステージを通じてスポーツに親しむことができる「豊かなスポー

ツライフ」の創出に向け、子どもから大人まで県民だれもが生涯にわたっ

て主体的にスポーツに親しめる環境（＝スポーツ振興基盤）整備に係る考

え方・方向性を取りまとめたもの 

○ 計画の視点 

 １ 競技力向上に向けた人財（選手・指導者）の育成 

 ２ スポーツを通じた地域づくりの推進 

 ３ 県有体育施設の計画的な整備推進 

 

青森県立特別支援学校教育推進プラン 

（平成 22 年 7 月策定） 

 

期間：平成 23～28 年度 

【教育庁 学校教育課】 

 

 

○ 学校教育法の一部改正、特別支援学校に在籍する幼児児童生徒の障害が

重度・重複化、多様化する傾向を踏まえ、今後の県立特別支援学校の方向

性を示し、充実・発展を図るもの 

○ 基本方針 

 １ 複数の障害種別に対応した教育の充実 

 ２ 学校規模が大きい特別支援学校の学習環境の充実 

 ３ 高等部教育の充実 

 ４ 地域における特別支援教育のセンター的機能の充実 

 

計画の推進 

第３次あおもり男女共同参画プラ

ン２１ 

(平成 24 年 2 月策定) 

期間：平成 24～28 年度 

【環境生活部 

 青少年・男女共同参画課】 

⇒詳細について P106 に掲載 

 

○ 男女共同参画社会基本法第 14 条及び青森県男女共同参画推進条例第 8

条の規定に基づく県の男女共同参画の推進に関する基本計画 

○ 男女共同参画社会の実現に向けて県が取り組むべき具体的目標と施策

の方向を示すもの 

 

 

 

青森県行財政改革大綱 

(平成 20 年 12 月策定) 

 

期間：平成 21～25 年度 

【総務部 行政経営推進室】 

○ 「青森県基本計画未来への挑戦」に基づく諸施策の着実な推進を支える

安定した行財政基盤を確立するため、3 本の柱を定めて改革に取り組むこ

ととしたもの 

１ 公共サービス改革～選択と集中の徹底による県の業務の重点化 

２ 県庁改革～少数精鋭体制による柔軟で機動的な行財政運営システム 

の構築 

３ 財政構造改革～持続可能な財政構造の確立 

 

 

青森県橋梁長寿化修繕計画 

 (平成 20 年 5 月策定) 

 

【県土整備部 道路課】 

○ 県管理橋梁について計画的な維持管理・補修を行うことで橋梁の長寿命

化、及びコストの大幅な縮減を図るもの 
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分  野 計画名、期間及び所管課等 概     要 

教 育、 

人づくり 

あおもりを愛する人づくり戦略 

(平成 19 年 9 月策定) 

 

【企画政策部 

 人づくり戦略チーム】 

○ 各分野の課題に挑戦する多様な人財に共通して求められる資質・能力、

マインドを備えたチャレンジ精神あふれる人財の育成をねらいとしてい

るもの 

○ 自主自立の青森県づくりを進め、「生活創造社会」を実現する上で、最

も基本となる人財の育成を県民総ぐるみで取り組んでいくため、この戦略

における人財育成の基本的考え方を明らかにするとともに、あわせて、県

が関係主体との連携により、めざす人財像の実現に向けて重点的に進めて

いく取組戦略を明示 

○ 人財育成の基本理念として、「ふるさとあおもりを愛し、ふるさとあお

もりの元気をつくる人財の育成」を掲げ、ふるさとに愛着と誇りを持ち、

自ら考え、自ら行動し、ふるさとの元気をつくるために挑戦していくチャ

レンジ精神あふれる人財の育成を進めていくことを明示 

○ 基本理念の実現に向け、未来を担う子どもたちを「あおもりの未来をつ

くる人財」、地域産業や地域興しの担い手を「あおもりの今をつくる人財」

として、それぞれ育成していくことを基本目標に掲げ、中長期的な視点に

立って具体的な取組を推進していくことを明示 

 

青森県文化振興ビジョン 

(平成 9 年 1 月策定) 

 

【環境生活部 県民生活文化課】 

○ 文化を「県民の生活にうるおいや感動をもたらすもの」として広くとら

え、未来に向けて、個性的で魅力的な青森県の文化を創造するため、県が

行う文化行政の基本的方向を指し示すもの 

○ 青森県の文化創造の主体は一人ひとりの県民であり、行政の役割は、県

民がより活発に、より伸びやかに様々な活動を展開できるような環境づく

りにあることを明示 

○ 対象とする領域は、生活文化、芸術文化、文化遺産、文化的な環境、文

化的な産業と幅広くとらえ、さらに、それぞれの領域ごとに必要性や方向

性、具体的施策を例示 

 

青森県ファッション振興ビジョン 

(平成 12 年 2 月策定) 

 

【環境生活部 県民生活文化課】 

○ 21 世紀におけるファッション創造・発信県をめざすために策定 

○ 「21 世紀のファッションを担う人づくり」、「豊かなファッション活

動の場づくり」、「多様なファッション交流の促進」に努めるもの 

○ ファッション関連産業の形成にあたり、受発信機能の整備、素材などの

リソース・関連分野の連結、ファッション関連業種の集積、社会に貢献す

る視点が重要であることを明示 

第２次青森県食育推進計画 

(平成 23 年 3 月策定) 

 

期間：平成 23～27 年度 

【農林水産部 

食の安全・安心推進課】 

 

⇒詳細について P104 に掲載 

○ 食育基本法第 17 条の規定に基づき、県民が心身の健康を確保・維持し、

生涯をとおして活力に満ちた「くらし」を実現できるようにすることを目

的に、本県の特性を生かした食育を総合的かつ計画的に推進するための基

本指針として策定 

○ 次の 3 点を基本方向とし、県と県民が協働して食育に取り組む  

 １ 子どもからお年寄りまで、ライフステージに応じた食育の推進  

 ２ 食を担う「人財」「地域」「産業」と連携した食育の推進  

 ３ 県民とともに進める食育県民運動の充実 

 

青森県若手農業トップランナー育

成方針 

(平成 20 年 3 月策定) 

 

【農林水産部 構造政策課】 

○ 「攻めの農林水産業」を担う若手農業者（トップランナー）を育成する

ために策定 

○ 本県がめざす若手農業トップランナーの姿 

人財育成の目標像は次の 3 つとして、将来的な農業所得は 1,000 万円程

度が目標 

１ 青森県の各地域が地域力を発揮し、新たな付加価値を創造して自立し

た地域農業を実現させ、これを次世代へと引き継ぐ、自ら構想し、行

動し、自立していく力強い若手農業者 

２ 斬新な発想の源となる知識や経験の蓄積に積極的に取り組み、新たな

付加価値を創造し、ビジネスチャンスを生み出す発想力を備えた若手

農業者 

３ 農業経営分析の基礎となる経理会計力を兼ね備えた総合的能力の高

い若手農業者 
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分  野 計画名、期間及び所管課等 概     要 

教 育、 

人づくり 

青森県子ども読書活動推進計画 

(平成 16 年 3 月策定) 

(平成 22 年 3 月改定) 

 

【教育庁 生涯学習課】 

 

○  子どもの読書活動の推進に関する法律第 9 条の規定に基づく子どもの

読書活動の推進に関する施策についての計画 

○  基本方針 

  １ 家庭、地域、学校を通じた社会全体での取組の推進 

  ２ 子どもが読書に親しむ機会の提供と諸条件の整備・充実 

  ３ 子どもの読書活動に関する理解と関心の普及・啓発 

 

青森県スポーツ振興計画 

（平成 22 年 3 月策定） 

 

期間：平成 22～27 年度 

【教育庁 スポーツ健康課】 

 

⇒詳細について P108 に掲載 

○ スポーツ基本法第 10 条の規定に基づき策定 

○ 県や市町村、関係団体が連携し、本県のスポーツ振興を継続的・計画的

に推進することにより、県民の生涯にわたるスポーツライフの実現を目指

すもの 

○ 重点項目 

 １ 子どものスポーツ活動の推進 

 ２ 地域スポーツの推進 

 ３ ジュニア競技者の育成・強化 

 

青森県スポーツ振興基盤整備計画 

（平成 23 年 11 月策定） 

 

【教育庁 スポーツ健康課】 

○ ライフステージを通じてスポーツに親しむことができる「豊かなスポー

ツライフ」の創出に向け、子どもから大人まで県民だれもが生涯にわたっ

て主体的にスポーツに親しめる環境（＝スポーツ振興基盤）整備に係る考

え方・方向性を取りまとめたもの 

○ 計画の視点 

 １ 競技力向上に向けた人財（選手・指導者）の育成 

 ２ スポーツを通じた地域づくりの推進 

 ３ 県有体育施設の計画的な整備推進 

 

青森県立特別支援学校教育推進プラン 

（平成 22 年 7 月策定） 

 

期間：平成 23～28 年度 

【教育庁 学校教育課】 

 

 

○ 学校教育法の一部改正、特別支援学校に在籍する幼児児童生徒の障害が

重度・重複化、多様化する傾向を踏まえ、今後の県立特別支援学校の方向

性を示し、充実・発展を図るもの 

○ 基本方針 

 １ 複数の障害種別に対応した教育の充実 

 ２ 学校規模が大きい特別支援学校の学習環境の充実 

 ３ 高等部教育の充実 

 ４ 地域における特別支援教育のセンター的機能の充実 

 

計画の推進 

第３次あおもり男女共同参画プラ

ン２１ 

(平成 24 年 2 月策定) 

期間：平成 24～28 年度 

【環境生活部 

 青少年・男女共同参画課】 

⇒詳細について P106 に掲載 

 

○ 男女共同参画社会基本法第 14 条及び青森県男女共同参画推進条例第 8

条の規定に基づく県の男女共同参画の推進に関する基本計画 

○ 男女共同参画社会の実現に向けて県が取り組むべき具体的目標と施策

の方向を示すもの 

 

 

 

青森県行財政改革大綱 

(平成 20 年 12 月策定) 

 

期間：平成 21～25 年度 

【総務部 行政経営推進室】 

○ 「青森県基本計画未来への挑戦」に基づく諸施策の着実な推進を支える

安定した行財政基盤を確立するため、3 本の柱を定めて改革に取り組むこ

ととしたもの 

１ 公共サービス改革～選択と集中の徹底による県の業務の重点化 

２ 県庁改革～少数精鋭体制による柔軟で機動的な行財政運営システム 

の構築 

３ 財政構造改革～持続可能な財政構造の確立 

 

 

青森県橋梁長寿化修繕計画 

 (平成 20 年 5 月策定) 

 

【県土整備部 道路課】 

○ 県管理橋梁について計画的な維持管理・補修を行うことで橋梁の長寿命

化、及びコストの大幅な縮減を図るもの 
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２ 個別計画の詳細 

(1) 青森県低炭素型ものづくり産業振興指針

 

1 指針策定の趣旨 

(1) 指針策定の背景 

現在、地球温暖化防止のため、国際的に温室効果

ガス排出抑制に向けた技術開発や事業化への取組が

進められ、国内においても低炭素社会づくりに向け

た取組が進んでいる。  

平成 23 年 3 月 11 日に発生した「東日本大震災」

における東京電力福島第一原子力発電所の事故に伴

う電力供給不足は、低炭素社会づくりに向けた取組

を加速することが予想され、本県においても、省エ

ネ関連技術の開発など、低炭素社会づくりに貢献す

るものづくりに取り組んでいく必要がある。 

また、電力供給不足の影響により、新興国等への

生産拠点の移転が今後さらに加速する可能性が指摘

されるなど、下請型企業は、自主自立の研究開発・

技術開発型企業へ転換していく必要があることを示

唆している。  

県では、ものづくり産業の振興を基盤とする地域

経済の発展と雇用の量的な拡大・質的な充実を図る

ためには、低炭素社会づくりに貢献する技術開発を

促進し、国内外から外貨を獲得することができる技

術・製品を開発することが重要と判断し、本指針を

策定した。 

 

(2) 基本目標 

県内企業や研究機関等が持つ低炭素社会づくりに

貢献する優れた技術や知見を活かし、これらを最大

限活用できる環境を整備することによって、新たな

る産業・雇用を創出し、未来に挑戦し続ける青森県

づくりを目指すものとし、目標を次のとおりとした。 

 

○低炭素型ものづくり産業を「省エネルギーに関す

る新たな技術開発（※１）に取り組むものづくり

企業群」と定義し、これらの企業の集積を図る。 

※１：地域技術を活かし、熱や電気などのエネルギー

の省力化・効率化を図る技術、資源の循環・再

利用を図る技術、技術の組み合わせなどによる

新たな仕組みなどの開発（既存製品の改良や工

夫・アイディアなどを含む） 

【省エネルギーに関する新たな技術開発に取り

組むものづくり企業群】 

①使用段階で省エネとなる最終製品の開発 

②最終製品の省エネ化に寄与・貢献する部品・

デバイスの開発 

③製品（省エネ製品以外も含む）の製造工程に

関する省エネ化技術の開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 期間 

平成32年(2020年)における目指す姿の実現に向け

た最初の 5 年間となる、平成 23 年度から平成 28 年

度までを計画期間とする。 

なお、急速な産業構造変化があった場合には、適

時見直す。 

 

2 青森県の産業振興の課題と対応の方向性 

(1) これまでの取組 

これまで県の特徴を活かした産業振興策を講じ、

複数の関連事業を実施してきた。これらの取組によ

り県内の新産業の創出については、商品化、事業化

など一定の成果が得られている。 

これまでの産業振興策の取組等について、本指針

と関連性がある主なものは次のとおりである。 

 ①あおもり農工ベストミックス新産業創出構想 

 ②あおもりウェルネスランド構想 

③情報関連産業（クラウドあおもり戦略を含む。）  

 ④光技術関連産業  

 ⑤青森県エネルギー産業振興戦略 

 ⑥あおもり・バイオマス利活用総合戦略 

 

(2) 現状と課題 

①少子化・高齢化、人口減少 

②製造業の割合が低く、事業所数が減少傾向 

③全国最下位の特許出願数  

④経済のグローバル化の進展  

⑤低炭素社会の実現に向けた取組が加速  

⑥東日本大震災の影響 

 

現 状 

 

地域技術を活かして、省エネ技術開発に意欲

的なものづくり企業を集中支援することによ

る成功事例の創出 

第 1ステップ（1～3年） 

 

低炭素型ものづくり産業の集積 

（雇用の創出／地域経済の発展） 

最終目標（将来） 

 

地域の技術基盤の充実・強化 

第 3ステップ（10年：目指す姿） 

 

成功事例の波及効果による他企業の開発意欲

の喚起 

第 2ステップ（3～5年） 
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①将来の産業を担う人財の減少への対応  

②地域経済の縮小への対応  

③付加価値生産性の向上  

④技術開発力の向上 

⑤経済のグローバル化への対応 

⑥低炭素社会づくりへの対応 

 

(3) 対応の方向性 

本県の現状と課題を踏まえれば、今後、ものづく

り産業の振興を図り、生活創造社会を実現していく

ためには、低炭素社会づくりへの対応を基本としつ

つ、高度な産業人財と技術開発力に裏打ちされた付

加価値生産性の向上によって、地域の技術基盤の充

実・強化を目指していくことが重要である。 

 

3 目標達成のための方策 

当指針の目標達成のための方策として、以下の４

つの方策を掲げた。 

(1) 産学官金連携体制のより一層の強化  

①産学官金各機関が有する機能の最大限の発揮 

②「イノベーション・ネットワークあおもり」と 

産業界の連携強化 

③コーディネート活動の一層の推進  

④企業間ネットワークの形成 

 

(2) 支援制度の充実 

①さらなる利用者視点に立った支援制度の周知徹 

底 

②新たな技術開発・事業化支援制度の創設 

③競争的外部研究資金獲得のための支援体制の構 

築 

④技術マッチングのための支援体制の構築 

⑤知的財産の戦略的活用 

 

(3)研究開発支援拠点機能の充実・強化 

①適切な技術支援の提供  

②企業ニーズに応じた研究環境の整備 

 

(4) イノベーションを創出する経営基盤の構築 

①生産改善活動の徹底 

②各段階に応じた人財育成 

 

4 推進方法 

当指針を推進していくためには、県内産学官金の

連携が必要不可欠であることから、県内横断的な産

学官金の広域ネットワークである「イノベーショ

ン・ネットワークあおもり」の、各機関の実務者レ

ベルで構成する実働部隊である「タスクフォース（作

業部会）」で推進していく。 

 

また、目標達成のための方策の実施に当たっては、

県内企業は、その規模や収益力、人財など経営基盤

の充実度合は千差万別であることから、それぞれの

企業の経営基盤の充実度合に着目して、ステージ別

に対応していく。 

 

＜各ステージの定義と対応＞ 

【トップステージ】 

定義
○既に自主自立型経営を達成している企業 

群 

対応
○更なる高みを目指した研究開発・事業化 

に向けた各種支援 

 

【ミドルステージ】 

定義

○経営基盤が脆弱で研究開発に大きなリス 

クを取れない企業群 

○研究開発に取り組む体制が万全でない企 

業群 

対応

○トップステージ企業を中核とした共同研 

究参画支援（地域技術の活用） 

○産学官金連携による研究開発・事業化に 

向けた各種支援 

 

【ファーストステージ】 

定義

○当面の事業活動に忙殺され、研究開発に 

取り組む余裕が全くない（研究開発とは 

無縁の）企業群 

対応
○生産改善活動の徹底等によるミドルステ 

ージへの昇格に向けた支援 

 

5 おわりに 

当指針では、平成 32年時点における目指す姿の実

現に向け、平成 28年度までの低炭素型ものづくり産

業振興の方向性を示した。 

県内企業には、当面、研究開発に取り組む余裕が

ない企業が少なくないと考えられるが、そうした企

業が徐々にステップアップしながら、経営基盤を充

実させ、最終的に研究開発・技術開発型企業への転

換を図っていくことが、県内ものづくり産業の発展

につながっていくとともに、低炭素社会づくりに貢

献するものと考える。 

本指針の目標は、行政が取り組むだけで達成でき

るものではなく、県内企業の積極的なチャレンジと

ともに、大学等高等教育機関、公設試験研究機関、

金融機関などの関係機関が連携して取り組んでいく

必要がある。そして、その取組の積み重ねによって

着実な成果を上げることで、本県の産業が持続的に

発展し、地域経済の活性化につながっていくもので

ある。 

 

課 題 
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２ 個別計画の詳細 

(1) 青森県低炭素型ものづくり産業振興指針

 

1 指針策定の趣旨 

(1) 指針策定の背景 

現在、地球温暖化防止のため、国際的に温室効果

ガス排出抑制に向けた技術開発や事業化への取組が

進められ、国内においても低炭素社会づくりに向け

た取組が進んでいる。  

平成 23 年 3 月 11 日に発生した「東日本大震災」

における東京電力福島第一原子力発電所の事故に伴

う電力供給不足は、低炭素社会づくりに向けた取組

を加速することが予想され、本県においても、省エ

ネ関連技術の開発など、低炭素社会づくりに貢献す

るものづくりに取り組んでいく必要がある。 

また、電力供給不足の影響により、新興国等への

生産拠点の移転が今後さらに加速する可能性が指摘

されるなど、下請型企業は、自主自立の研究開発・

技術開発型企業へ転換していく必要があることを示

唆している。  

県では、ものづくり産業の振興を基盤とする地域

経済の発展と雇用の量的な拡大・質的な充実を図る

ためには、低炭素社会づくりに貢献する技術開発を

促進し、国内外から外貨を獲得することができる技

術・製品を開発することが重要と判断し、本指針を

策定した。 

 

(2) 基本目標 

県内企業や研究機関等が持つ低炭素社会づくりに

貢献する優れた技術や知見を活かし、これらを最大

限活用できる環境を整備することによって、新たな

る産業・雇用を創出し、未来に挑戦し続ける青森県

づくりを目指すものとし、目標を次のとおりとした。 

 

○低炭素型ものづくり産業を「省エネルギーに関す

る新たな技術開発（※１）に取り組むものづくり

企業群」と定義し、これらの企業の集積を図る。 

※１：地域技術を活かし、熱や電気などのエネルギー

の省力化・効率化を図る技術、資源の循環・再

利用を図る技術、技術の組み合わせなどによる

新たな仕組みなどの開発（既存製品の改良や工

夫・アイディアなどを含む） 

【省エネルギーに関する新たな技術開発に取り

組むものづくり企業群】 

①使用段階で省エネとなる最終製品の開発 

②最終製品の省エネ化に寄与・貢献する部品・

デバイスの開発 

③製品（省エネ製品以外も含む）の製造工程に

関する省エネ化技術の開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 期間 

平成32年(2020年)における目指す姿の実現に向け

た最初の 5 年間となる、平成 23 年度から平成 28 年

度までを計画期間とする。 

なお、急速な産業構造変化があった場合には、適

時見直す。 

 

2 青森県の産業振興の課題と対応の方向性 

(1) これまでの取組 

これまで県の特徴を活かした産業振興策を講じ、

複数の関連事業を実施してきた。これらの取組によ

り県内の新産業の創出については、商品化、事業化

など一定の成果が得られている。 

これまでの産業振興策の取組等について、本指針

と関連性がある主なものは次のとおりである。 

 ①あおもり農工ベストミックス新産業創出構想 

 ②あおもりウェルネスランド構想 

③情報関連産業（クラウドあおもり戦略を含む。）  

 ④光技術関連産業  

 ⑤青森県エネルギー産業振興戦略 

 ⑥あおもり・バイオマス利活用総合戦略 

 

(2) 現状と課題 

①少子化・高齢化、人口減少 

②製造業の割合が低く、事業所数が減少傾向 

③全国最下位の特許出願数  

④経済のグローバル化の進展  

⑤低炭素社会の実現に向けた取組が加速  

⑥東日本大震災の影響 

 

現 状 

 

地域技術を活かして、省エネ技術開発に意欲

的なものづくり企業を集中支援することによ

る成功事例の創出 

第 1ステップ（1～3年） 

 

低炭素型ものづくり産業の集積 

（雇用の創出／地域経済の発展） 

最終目標（将来） 

 

地域の技術基盤の充実・強化 

第 3ステップ（10年：目指す姿） 

 

成功事例の波及効果による他企業の開発意欲

の喚起 

第 2ステップ（3～5年） 
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①将来の産業を担う人財の減少への対応  

②地域経済の縮小への対応  

③付加価値生産性の向上  

④技術開発力の向上 

⑤経済のグローバル化への対応 

⑥低炭素社会づくりへの対応 

 

(3) 対応の方向性 

本県の現状と課題を踏まえれば、今後、ものづく

り産業の振興を図り、生活創造社会を実現していく

ためには、低炭素社会づくりへの対応を基本としつ

つ、高度な産業人財と技術開発力に裏打ちされた付

加価値生産性の向上によって、地域の技術基盤の充

実・強化を目指していくことが重要である。 

 

3 目標達成のための方策 

当指針の目標達成のための方策として、以下の４

つの方策を掲げた。 

(1) 産学官金連携体制のより一層の強化  

①産学官金各機関が有する機能の最大限の発揮 

②「イノベーション・ネットワークあおもり」と 

産業界の連携強化 

③コーディネート活動の一層の推進  

④企業間ネットワークの形成 

 

(2) 支援制度の充実 

①さらなる利用者視点に立った支援制度の周知徹 

底 

②新たな技術開発・事業化支援制度の創設 

③競争的外部研究資金獲得のための支援体制の構 

築 

④技術マッチングのための支援体制の構築 

⑤知的財産の戦略的活用 

 

(3)研究開発支援拠点機能の充実・強化 

①適切な技術支援の提供  

②企業ニーズに応じた研究環境の整備 

 

(4) イノベーションを創出する経営基盤の構築 

①生産改善活動の徹底 

②各段階に応じた人財育成 

 

4 推進方法 

当指針を推進していくためには、県内産学官金の

連携が必要不可欠であることから、県内横断的な産

学官金の広域ネットワークである「イノベーショ

ン・ネットワークあおもり」の、各機関の実務者レ

ベルで構成する実働部隊である「タスクフォース（作

業部会）」で推進していく。 

 

また、目標達成のための方策の実施に当たっては、

県内企業は、その規模や収益力、人財など経営基盤

の充実度合は千差万別であることから、それぞれの

企業の経営基盤の充実度合に着目して、ステージ別

に対応していく。 

 

＜各ステージの定義と対応＞ 

【トップステージ】 

定義
○既に自主自立型経営を達成している企業 

群 

対応
○更なる高みを目指した研究開発・事業化 

に向けた各種支援 

 

【ミドルステージ】 

定義

○経営基盤が脆弱で研究開発に大きなリス 

クを取れない企業群 

○研究開発に取り組む体制が万全でない企 

業群 

対応

○トップステージ企業を中核とした共同研 

究参画支援（地域技術の活用） 

○産学官金連携による研究開発・事業化に 

向けた各種支援 

 

【ファーストステージ】 

定義

○当面の事業活動に忙殺され、研究開発に 

取り組む余裕が全くない（研究開発とは 

無縁の）企業群 

対応
○生産改善活動の徹底等によるミドルステ 

ージへの昇格に向けた支援 

 

5 おわりに 

当指針では、平成 32年時点における目指す姿の実

現に向け、平成 28年度までの低炭素型ものづくり産

業振興の方向性を示した。 

県内企業には、当面、研究開発に取り組む余裕が

ない企業が少なくないと考えられるが、そうした企

業が徐々にステップアップしながら、経営基盤を充

実させ、最終的に研究開発・技術開発型企業への転

換を図っていくことが、県内ものづくり産業の発展

につながっていくとともに、低炭素社会づくりに貢

献するものと考える。 

本指針の目標は、行政が取り組むだけで達成でき

るものではなく、県内企業の積極的なチャレンジと

ともに、大学等高等教育機関、公設試験研究機関、

金融機関などの関係機関が連携して取り組んでいく

必要がある。そして、その取組の積み重ねによって

着実な成果を上げることで、本県の産業が持続的に

発展し、地域経済の活性化につながっていくもので

ある。 

 

課 題 

－ 98 － － 99 －
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(2) 青森ライフイノベーション戦略 

～医療・健康・福祉（ライフ）分野における産業振興の基本戦略

 

1 策定の趣旨 

ライフ(医療・健康･福祉)関連産業分野は、今後

成長が期待される産業分野であり、雇用創出効果も

見込まれ、また、健康寿命アップに貢献するなど社

会的意義が高く有望な分野である。 

このライフ関連産業を、次世代における青森県の

経済成長を牽引する重要な産業の柱として育成す

るため、本県の地域特性や特色ある地域資源、強み

を最大限活かしながら、ライフ関連産業の創出と集

積による地域経済の成長促進に向けた政策展開を

一層強化することで、依然厳しい状況が続く本県経

済に活力を与え、雇用創出に寄与し、青森県民の健

康で豊かな生活の実現に貢献することを目指すも

のである。 

 

2 戦略の位置づけ 

本県では、これまで「あおもりウェルネスランド

構想」のもとで、医療・健康福祉分野における新産

業の創出・育成に取り組んできたが、政府の新成長

戦略や産業構造ビジョン等中央の動きにも迅速に

対応し、本県の地域特性、強みを最大限生かしたラ

イフ産業振興戦略の基本的方向性についてとりま

とめたものである。 

 

3 戦略の期間 

戦略の期間は、ライフ産業クラスター形成に向け

て超長期（20 年後）を視野にしつつ、平成 23 年度

から平成 27 年度の 5 カ年での短期集中戦略で実施

する。 

 

4 戦略の目標 

戦略の総合的な目標は、ライフ産業の企業、医療

機関、大学、行政が互いの領域の壁にとらわれずに

融合することで独自性の高い事業を生み出し、青森

県の持続的な経済成長を支える「次の基幹産業」を

つくることである。 

 

 

5 戦略のビジョン 

すべての県民、高齢者が、家族と社会のつながり

の中で、健康で豊かに生涯生活を楽しむことができ、

青森らしい新たな尺度のＧＮＨ（幸福度）のもと、

ＱＯＬ（生活の質）の高い地域社会づくりに向けて、

産業の立場からの貢献を目指す。 

 

地域住民

地域企業

医療機関

健康で豊かな生涯生活の実現次の基幹産業の創出、雇用の創出

　　《青森県の課題》
○平均寿命が全国最下位
○高齢化の進展が速い
　⇒ライフ産業による課題
　　解決の余地が大きい

　　《青森県の強み》
○中核的医療機関
○企業の微細加工技術
○健康データの蓄積
○プロテオグリカン
⇒独自リソースを活かす

例：住民の健康
データを活かした健
康プログラムの提
供

例：プロテオグリカ
ン素材を使った
スーパーヒット化粧
品

例：微細加工技術
を活かした機能性
部材の開発

支援機関大学・公設試
青森の多様なライ
フ分野を活かした
クロスポイントでの

ビジネス開発

課題解決を図りなが
らライフ産業の

テスト（実証）のメッカ
として位置づけ

本格的な新事業を
選抜・集中投資

革新的製品・
サービスの創出

融合型新
ビジネス

グリーン・ライフ融合
イノベーション

企業・人材の
域内流入

製品・サービスの
域外展開

生活のニーズに応える
サービス、プロダクトの提供

共同研究

医療現場の課題に応える
医療機器の提供

質の高い
医療サービス
質の高い

医療サービス

共同研究

支援

 

 

6 重点戦略（骨太方針） 

基本目標、ビジョンの実現に向けて、特に以下の

3 つの大テーマについて重点的かつ集中的に推進す

ることとし、青森の強みを生かした独自性の高い

「骨太政策」を展開する。 

 

(1) 戦略プロジェクト 1 『医工連携分野』 

医療現場とものづくり現場の徹底した連携を推

進 

●医療現場(大学・病院)の声(ニーズ)に、地域の

技術で産業サイドから徹底支援するための仕

組みを構築する。 

●医療・介護(福祉)現場等での潜在ニーズをねら

ったニッチトップ商品(薬事外周辺機器類)の

開発を促進する。 

●医療用機能・要素部品(部材)に特化し、医療中

堅・大手との戦略的アライアンスを推進する。 

●大学(医・工)との共同研究等ベースにしたコン

ソーシアム(企業連合体)型ビジネス展開とラ

イフ系ベンチャー(ＶＢ)育成を推進する。 
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ビジョンを提示する、
リーダーシップを発揮する、

情報を発信する

事業化する

生活の
ニーズを伝える

事業化を支援する

医療現場の
ニーズを伝える

科学的根拠を得る、
人材を育成する

医療機関

ライフ系専門商社・
金融機関

地域住民

地域企業

行政・
産業支援機関

大学・
公的研究機関

弘前大学医・理工学部、
青森県立保健大学、

青森県産業技術センター
等

弘前大学
医学部付属病院

等

医療機器専門商社、
食品専門商社、
地銀、信金、ＶＣ

中小企業、大企業、
商工会議所、商工会、

工業会

青森県、弘前市、
21あおもり産業総合支援

センター、各市町村

自治会、婦人会、
老人会、健康組織

等

クラスター戦略推進組織

ライフイノベーションネットワーク青森、
ライフ系研究会、
ネットワーク組織

ネットワークを構築する

(2) 戦略プロジェクト 2 『サービス分野』 

●ＩＣＴを活用し、県民のＱＯＬ(生活の質)・Ｇ

ＮＨ(幸福度)向上にも貢献する新メディカル

サービスビジネス(含遠隔医療等)・研究を推進

する。 

●「食・美」・「サービス(含ツーリズム)」・「機器

(健康福祉)」の領域融合による新産業・社会シ

ステム(ビジネス)モデルを創出する。 

●素材・技術等を効果的に組み合わせたキッズ・

高齢者等向けプロダクト・サービス融合型新ウ

ェルフェアビジネスを創出する。 

 

(3) 戦略プロジェクト 3 『プロダクト分野』 

●プロテオグリカン(ＰＧ)を核に優位性ある地

域資源を活用し、エビデンス(実証データ)に基

づいたスーパーヒット商品を開発する(いわゆ

る健康食品・化粧品(美容))。 

●プロフェッショナル専門チーム等導入による

マーケティング・ブランディング戦略を徹底支

援し、中央大手との戦略的アライアンスを促進

する。 

●産学連携によるバイオテクノロジー等を活用

し、地域潜在シーズに関する徹底したエビデン

ス研究を追求する (生理機能性解明等)。 

7 戦略の推進体制と役割分担 

推進体制はクラスター戦略の推進組織である「ラ

イフイノベーションネットワーク青森」を中心とし

て、「行政・産業支援機関」、「地域企業」、「地域住

民」、「ライフ系専門商社・金融機関」、「医療機関」、

「大学・公的研究機関」の 6つの主体である。 

ニーズ発信主体である医療機関、地域住民につい

ても、クラスター形成の起点となる重要な機能を担

っていることから、協力者ではなく推進側という位

置付けである。 

 

 

8 戦略実現ロードマップ 

概ね 2030 年(20 年後)を視野に本格的なライフイノベーション産業クラスターの創生を目指し、各種施策

を集中展開する。 

産業振興期
2011年～2013年

クラスター形成期
2014年～2015年

クラスター促進期
2016年～2030年

ライフ産業クラスター
形成の基盤づくり

医工連携
（医療関連機器開発）

サービス
（医療ＩＴ、ツーリズム）

プロダクト
（食品、化粧品）

相
談
体
制
等

　
支
援
イ
ン
フ
ラ
整
備

　
　
　
に
よ
る
産
業
振
興

シーズ選別に基づく、
ライフコアビジネスの

実現

コホート研究を通じた
医療機関、地域住民との

ネットワーク形成

企業の新規参入
（ライフサービス分野の社

会起業家等）

次世代製品・サービス
■先端医療機器部材供給
■ｽｰﾊﾟｰ健康食品・化粧品
■新医療社会システム

ライフ系高度専門
人材の流入

最先端情報の発
信・流入（ライフイ
ノベサミット等）

世界的ライフテクノ
ロジーと関連機関
/企業等の集積

医工、サービス、プ
ロダクトのクロス領
域での事業化

20年
10年

5年

3年

◆地域経済の自立・活性化
◆県民のＱＯＬ向上

成果

2006年～
青森ウェルネスランド構想

⇒医療健康福祉産業創出に向けた
基盤形成

継承

青森県基本計画　未来への挑戦

青森ライフイノベーション戦略

＜クラスターの形成の度合（２０１１→２０１５→２０３０）＞

ライフイノベーション
産業クラスターの創生ライフ産業クラスター形成

によるネットワーク化
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(2) 青森ライフイノベーション戦略 

～医療・健康・福祉（ライフ）分野における産業振興の基本戦略

 

1 策定の趣旨 

ライフ(医療・健康･福祉)関連産業分野は、今後

成長が期待される産業分野であり、雇用創出効果も

見込まれ、また、健康寿命アップに貢献するなど社

会的意義が高く有望な分野である。 

このライフ関連産業を、次世代における青森県の

経済成長を牽引する重要な産業の柱として育成す

るため、本県の地域特性や特色ある地域資源、強み

を最大限活かしながら、ライフ関連産業の創出と集

積による地域経済の成長促進に向けた政策展開を

一層強化することで、依然厳しい状況が続く本県経

済に活力を与え、雇用創出に寄与し、青森県民の健

康で豊かな生活の実現に貢献することを目指すも

のである。 

 

2 戦略の位置づけ 

本県では、これまで「あおもりウェルネスランド

構想」のもとで、医療・健康福祉分野における新産

業の創出・育成に取り組んできたが、政府の新成長

戦略や産業構造ビジョン等中央の動きにも迅速に

対応し、本県の地域特性、強みを最大限生かしたラ

イフ産業振興戦略の基本的方向性についてとりま

とめたものである。 

 

3 戦略の期間 

戦略の期間は、ライフ産業クラスター形成に向け

て超長期（20 年後）を視野にしつつ、平成 23 年度

から平成 27 年度の 5 カ年での短期集中戦略で実施

する。 

 

4 戦略の目標 

戦略の総合的な目標は、ライフ産業の企業、医療

機関、大学、行政が互いの領域の壁にとらわれずに

融合することで独自性の高い事業を生み出し、青森

県の持続的な経済成長を支える「次の基幹産業」を

つくることである。 

 

 

5 戦略のビジョン 

すべての県民、高齢者が、家族と社会のつながり

の中で、健康で豊かに生涯生活を楽しむことができ、

青森らしい新たな尺度のＧＮＨ（幸福度）のもと、

ＱＯＬ（生活の質）の高い地域社会づくりに向けて、

産業の立場からの貢献を目指す。 

 

地域住民

地域企業

医療機関

健康で豊かな生涯生活の実現次の基幹産業の創出、雇用の創出

　　《青森県の課題》
○平均寿命が全国最下位
○高齢化の進展が速い
　⇒ライフ産業による課題
　　解決の余地が大きい

　　《青森県の強み》
○中核的医療機関
○企業の微細加工技術
○健康データの蓄積
○プロテオグリカン
⇒独自リソースを活かす

例：住民の健康
データを活かした健
康プログラムの提
供

例：プロテオグリカ
ン素材を使った
スーパーヒット化粧
品

例：微細加工技術
を活かした機能性
部材の開発

支援機関大学・公設試
青森の多様なライ
フ分野を活かした
クロスポイントでの

ビジネス開発

課題解決を図りなが
らライフ産業の

テスト（実証）のメッカ
として位置づけ

本格的な新事業を
選抜・集中投資

革新的製品・
サービスの創出

融合型新
ビジネス

グリーン・ライフ融合
イノベーション

企業・人材の
域内流入

製品・サービスの
域外展開

生活のニーズに応える
サービス、プロダクトの提供

共同研究

医療現場の課題に応える
医療機器の提供

質の高い
医療サービス
質の高い

医療サービス

共同研究

支援

 

 

6 重点戦略（骨太方針） 

基本目標、ビジョンの実現に向けて、特に以下の

3 つの大テーマについて重点的かつ集中的に推進す

ることとし、青森の強みを生かした独自性の高い

「骨太政策」を展開する。 

 

(1) 戦略プロジェクト 1 『医工連携分野』 

医療現場とものづくり現場の徹底した連携を推

進 

●医療現場(大学・病院)の声(ニーズ)に、地域の

技術で産業サイドから徹底支援するための仕

組みを構築する。 

●医療・介護(福祉)現場等での潜在ニーズをねら

ったニッチトップ商品(薬事外周辺機器類)の

開発を促進する。 

●医療用機能・要素部品(部材)に特化し、医療中

堅・大手との戦略的アライアンスを推進する。 

●大学(医・工)との共同研究等ベースにしたコン

ソーシアム(企業連合体)型ビジネス展開とラ

イフ系ベンチャー(ＶＢ)育成を推進する。 
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ビジョンを提示する、
リーダーシップを発揮する、

情報を発信する

事業化する

生活の
ニーズを伝える

事業化を支援する

医療現場の
ニーズを伝える

科学的根拠を得る、
人材を育成する

医療機関

ライフ系専門商社・
金融機関

地域住民

地域企業

行政・
産業支援機関

大学・
公的研究機関

弘前大学医・理工学部、
青森県立保健大学、

青森県産業技術センター
等

弘前大学
医学部付属病院

等

医療機器専門商社、
食品専門商社、
地銀、信金、ＶＣ

中小企業、大企業、
商工会議所、商工会、

工業会

青森県、弘前市、
21あおもり産業総合支援

センター、各市町村

自治会、婦人会、
老人会、健康組織

等

クラスター戦略推進組織

ライフイノベーションネットワーク青森、
ライフ系研究会、
ネットワーク組織

ネットワークを構築する

(2) 戦略プロジェクト 2 『サービス分野』 

●ＩＣＴを活用し、県民のＱＯＬ(生活の質)・Ｇ

ＮＨ(幸福度)向上にも貢献する新メディカル

サービスビジネス(含遠隔医療等)・研究を推進

する。 

●「食・美」・「サービス(含ツーリズム)」・「機器

(健康福祉)」の領域融合による新産業・社会シ

ステム(ビジネス)モデルを創出する。 

●素材・技術等を効果的に組み合わせたキッズ・

高齢者等向けプロダクト・サービス融合型新ウ

ェルフェアビジネスを創出する。 

 

(3) 戦略プロジェクト 3 『プロダクト分野』 

●プロテオグリカン(ＰＧ)を核に優位性ある地

域資源を活用し、エビデンス(実証データ)に基

づいたスーパーヒット商品を開発する(いわゆ

る健康食品・化粧品(美容))。 

●プロフェッショナル専門チーム等導入による

マーケティング・ブランディング戦略を徹底支

援し、中央大手との戦略的アライアンスを促進

する。 

●産学連携によるバイオテクノロジー等を活用

し、地域潜在シーズに関する徹底したエビデン

ス研究を追求する (生理機能性解明等)。 

7 戦略の推進体制と役割分担 

推進体制はクラスター戦略の推進組織である「ラ

イフイノベーションネットワーク青森」を中心とし

て、「行政・産業支援機関」、「地域企業」、「地域住

民」、「ライフ系専門商社・金融機関」、「医療機関」、

「大学・公的研究機関」の 6つの主体である。 

ニーズ発信主体である医療機関、地域住民につい

ても、クラスター形成の起点となる重要な機能を担

っていることから、協力者ではなく推進側という位

置付けである。 

 

 

8 戦略実現ロードマップ 

概ね 2030 年(20 年後)を視野に本格的なライフイノベーション産業クラスターの創生を目指し、各種施策

を集中展開する。 

産業振興期
2011年～2013年

クラスター形成期
2014年～2015年

クラスター促進期
2016年～2030年

ライフ産業クラスター
形成の基盤づくり

医工連携
（医療関連機器開発）

サービス
（医療ＩＴ、ツーリズム）

プロダクト
（食品、化粧品）

相
談
体
制
等

　
支
援
イ
ン
フ
ラ
整
備

　
　
　
に
よ
る
産
業
振
興

シーズ選別に基づく、
ライフコアビジネスの

実現

コホート研究を通じた
医療機関、地域住民との

ネットワーク形成

企業の新規参入
（ライフサービス分野の社

会起業家等）

次世代製品・サービス
■先端医療機器部材供給
■ｽｰﾊﾟｰ健康食品・化粧品
■新医療社会システム

ライフ系高度専門
人材の流入

最先端情報の発
信・流入（ライフイ
ノベサミット等）

世界的ライフテクノ
ロジーと関連機関
/企業等の集積

医工、サービス、プ
ロダクトのクロス領
域での事業化

20年
10年

5年

3年

◆地域経済の自立・活性化
◆県民のＱＯＬ向上

成果

2006年～
青森ウェルネスランド構想

⇒医療健康福祉産業創出に向けた
基盤形成

継承

青森県基本計画　未来への挑戦

青森ライフイノベーション戦略

＜クラスターの形成の度合（２０１１→２０１５→２０３０）＞

ライフイノベーション
産業クラスターの創生ライフ産業クラスター形成

によるネットワーク化
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(3) 第２次青森県循環型社会形成推進計画

 

1 計画の目的 

この計画は、廃棄物の発生抑制、再使用、再生利

用及び適正処理を基本に、資源の消費抑制を図り、

限りある資源を有効に活用する「資源循環」の観点

を取り入れ、廃棄物処理計画を包含した計画として、

天然資源の消費抑制と環境負荷の低減を目指した持

続可能な循環型社会の形成に向け、県、市町村、県

民、事業者等の各主体が果たす役割を明らかにする

とともに、循環型社会実現のための取組を総合的か

つ計画的に推進することにより、本県の地域性を生

かした循環型社会の形成を目指す。 

 

2 計画期間 

平成23年度から平成27年度までの5年間 

 

3 一般廃棄物の現状と課題 

平成20年度における県民1人1日あたりのごみ排出

量は、1,053gで全国平均の1,033gより20g上回ってい

る。

613 611 601 583 549 

1,135 

1,139 1,131 
1,104 

1,053 

1,146 

1,131 1,115 
1,089 

1,033 

600 

700 
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1,000 

1,100 

1,200 

1,300 

0 

500 

1,000 

1,500 

H16 17 18 19 20年度

（g）（千t）

資料：青森県「環境白書」

ゴミの排出量の推移

ごみ総排出量（青森県） １日1人当たりごみ排出量（青森県）

１日1人当たりごみ排出量（全国）

左目盛

右目盛

 

リサイクル率は、12.8％で全国平均の20.3％より

7.5ポイント低くなっている。 

69 72 74 76 70 

11.3 11.8 12.3 13.0 12.8 

17.6 
19.0 19.6 20.3 20.3 

0.0 
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25.0 

0 

50 
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H16 17 18 19 20年度

（％）（千t）

資料：青森県「環境白書」

資源化量とリサイクル率の推移

総資源化量（青森県） リサイクル率（青森県） リサイクル率（全国）

右目盛

左目盛

 

県民１人１日あたりの最終処分(埋立)量は、169g

で全国平均の119gより50g多くなっている。 

○一般廃棄物の課題 

・会社や事業所などから出る事業系ごみの排出 

抑制 

・リサイクル率が全国の約6割程度となってい 

る紙類の集団回収や分別収集の促進 

 

・不燃ごみや粗大ごみからの金属等資源回収の 

促進 

 

4 産業廃棄物の現状と課題 

平成20年度の産業廃棄物（事業活動によって排出

される廃棄物で、法律で決められているもの）の排

出量は292万tで、平成15年度に比較して約63万t減少

している。 

再生利用量は136万6千tで、平成15年度に比較して

1万5千t増加している。 

最終処分量は6万4千tで、平成15年度に比較して約

9千t減少している。 

○産業廃棄物の課題 

・排出事業者処理責任の原則に基づく、廃棄物 

の発生から最終処分までの管理の徹底と適正

な処理 

・排出抑制、適正な循環利用を行った上で、中 

間処理による減量や適正な最終処分 

・不法投棄などの防止対策に取り組み、産業廃 

棄物の処理の安全性や信頼性の確保 

・最終処分場などの施設整備が円滑に進むよう 

地域住民の不安解消策やコンセンサスの確立 

・本県の産業構造の特性によって発生する産業 

廃棄物のリサイクル等の推進 

・県外から搬入される廃棄物について、条例に 

基づく適正な処理の推進 

 

5 本県が目指す循環型社会のすがた 

(1) 自然との共生と適正な物質循環の確保 

自然と共生した適正な社会経済活動をしていく

ため、石油石炭などの使用抑制とともにバイオマ

ス系資源、地熱、風力などの再生可能エネルギー

の導入が進む。 

 

(2) 「もったいない」の考え方に即したライフスタ

イル・ビジネススタイルへの転換 

「もったいない」の考え方に即した行動が広く

浸透するとともに、家庭、職場などそれぞれの場

において、環境意識が高まり、ごみの減量やリサ

イクルが促進される。 

 

(3) 地域特性に応じた地域循環圏の構築 

コミュニティーレベルから広域市町村圏レベル

に応じ、地域で循環可能な資源はなるべく地域で

循環させ、地域での循環が困難なものについては、

循環の環を広域化させていく。 

 

(4) 環境に配慮した事業活動とリサイクル製品の普 

及拡大 

事業者は環境に配慮した事業活動を行うととも
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に、３Ｒ（発生抑制、再使用、再生利用）の実践

と廃棄物の適正処理に取り組む。また、地域資源

を活用したリサイクル技術の開発、製品の使用が

促進され環境を意識した新たなサービスの提供が

広がる。 

 

(5) パートナーシップによる環境に配慮した地域づ 

くりの推進 

県民、事業者等の各主体が環境に対する人財育

成や交流機会の提供を通じて、パートナーシップ

を築き県内各地の特性に応じた取組が推進・拡大

する。 

 

6 循環型社会形成のための目標 

一般廃棄物 産業廃棄物 

排出量をＨ20より約

13％削減（1人1日あた

り排出量980g） 

排出量をＨ20より約

2％増以内に抑制 

リサイクル率を25％ 再生利用量をＨ20より

約2％増 

最終処分量Ｈ20より約

40％削減 

最終処分量をＨ20より

約6％削減 

 

7 循環型社会の実現に向けた取組 

循環型社会の形成を推進していくためには、３Ｒ

を促進し、循環利用ができないものは適正な処分を

することが基本となっている。そのためには、行政

だけでなく、県民、事業者、ＮＰＯ等の民間団体の

各主体がパートナーシップを築いて、それぞれの役

割を果たしていく。 

 

(1) 県の取組 

県はこの計画を推進するため全県的・広域的な

取組のコーディネーター及び主体として、次の施

策を基本として取り組むこととする。 

 ・３Ｒの推進 

 ・環境産業の振興 

 ・地域資源を活用した再生可能エネルギーの導入 

 ・環境公共の推進 

 ・廃棄物の適正処理の推進 

 ・廃棄物の不法投棄対策の推進 

 ・循環型社会形成のためのパートナーシップの展

開 

 

 

 

 

(2) 市町村の取組 

市町村は、一般廃棄物処理計画に基づき、ごみ

の分別収集や廃棄物処理施設の整備のほか、一般

廃棄物に関する３Ｒ及び適正処理を推進する。 

・地域の特性に応じた３Ｒの推進 

・一般廃棄物処理の計画的な取組の推進 

・地域に密着した循環型社会形成のためのパート

ナーシップの展開 など 

 

(3) 県民の取組 

①発生抑制（リデュース） 

・レジ袋、過剰包装の辞退 

・ごみの減量化につながる商品の購入 など 

 

②再使用（リユース） 

・フリーマーケットやリサイクルショップの活

用 

・リターナブル容器の使用 など   

 

③再生利用（リサイクル） 

・リサイクル製品の購入 

・資源ごみの分別排出 など 

 

(4) 事業者の取組 

①発生抑制（リデュース） 

・製品のライフサイクルアセスメントに配慮 

・生産工程の工夫 など 

②再使用（リユース） 

・使用済製品、部品の再使用 

・容器包装資材の繰り返し使用 など 

③再生利用（リサイクル） 

・リサイクルの容易な製品の開発・製造 

・リサイクル可能な素材の使用 など 

 

(5) ＮＰＯの取組 

各主体のつなぎ手として環境教育、環境学習な

どの活用や県民に意識改革をもたらすような先駆

的取組を実施していく。 

 

8 計画の推進体制 

外部の有識者等で構成する「青森県循環型社会形

成推進委員会」において、施策の取組状況等の点検

等、計画を推進するための進行管理を実施していく。 
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(3) 第２次青森県循環型社会形成推進計画

 

1 計画の目的 

この計画は、廃棄物の発生抑制、再使用、再生利

用及び適正処理を基本に、資源の消費抑制を図り、

限りある資源を有効に活用する「資源循環」の観点

を取り入れ、廃棄物処理計画を包含した計画として、

天然資源の消費抑制と環境負荷の低減を目指した持

続可能な循環型社会の形成に向け、県、市町村、県

民、事業者等の各主体が果たす役割を明らかにする

とともに、循環型社会実現のための取組を総合的か

つ計画的に推進することにより、本県の地域性を生

かした循環型社会の形成を目指す。 

 

2 計画期間 

平成23年度から平成27年度までの5年間 

 

3 一般廃棄物の現状と課題 

平成20年度における県民1人1日あたりのごみ排出

量は、1,053gで全国平均の1,033gより20g上回ってい

る。

613 611 601 583 549 

1,135 

1,139 1,131 
1,104 
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0 
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1,000 
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H16 17 18 19 20年度

（g）（千t）

資料：青森県「環境白書」

ゴミの排出量の推移

ごみ総排出量（青森県） １日1人当たりごみ排出量（青森県）

１日1人当たりごみ排出量（全国）

左目盛

右目盛

 

リサイクル率は、12.8％で全国平均の20.3％より

7.5ポイント低くなっている。 

69 72 74 76 70 
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資料：青森県「環境白書」

資源化量とリサイクル率の推移

総資源化量（青森県） リサイクル率（青森県） リサイクル率（全国）

右目盛

左目盛

 

県民１人１日あたりの最終処分(埋立)量は、169g

で全国平均の119gより50g多くなっている。 

○一般廃棄物の課題 

・会社や事業所などから出る事業系ごみの排出 

抑制 

・リサイクル率が全国の約6割程度となってい 

る紙類の集団回収や分別収集の促進 

 

・不燃ごみや粗大ごみからの金属等資源回収の 

促進 

 

4 産業廃棄物の現状と課題 

平成20年度の産業廃棄物（事業活動によって排出

される廃棄物で、法律で決められているもの）の排

出量は292万tで、平成15年度に比較して約63万t減少

している。 

再生利用量は136万6千tで、平成15年度に比較して

1万5千t増加している。 

最終処分量は6万4千tで、平成15年度に比較して約

9千t減少している。 

○産業廃棄物の課題 

・排出事業者処理責任の原則に基づく、廃棄物 

の発生から最終処分までの管理の徹底と適正

な処理 

・排出抑制、適正な循環利用を行った上で、中 

間処理による減量や適正な最終処分 

・不法投棄などの防止対策に取り組み、産業廃 

棄物の処理の安全性や信頼性の確保 

・最終処分場などの施設整備が円滑に進むよう 

地域住民の不安解消策やコンセンサスの確立 

・本県の産業構造の特性によって発生する産業 

廃棄物のリサイクル等の推進 

・県外から搬入される廃棄物について、条例に 

基づく適正な処理の推進 

 

5 本県が目指す循環型社会のすがた 

(1) 自然との共生と適正な物質循環の確保 

自然と共生した適正な社会経済活動をしていく

ため、石油石炭などの使用抑制とともにバイオマ

ス系資源、地熱、風力などの再生可能エネルギー

の導入が進む。 

 

(2) 「もったいない」の考え方に即したライフスタ

イル・ビジネススタイルへの転換 

「もったいない」の考え方に即した行動が広く

浸透するとともに、家庭、職場などそれぞれの場

において、環境意識が高まり、ごみの減量やリサ

イクルが促進される。 

 

(3) 地域特性に応じた地域循環圏の構築 

コミュニティーレベルから広域市町村圏レベル

に応じ、地域で循環可能な資源はなるべく地域で

循環させ、地域での循環が困難なものについては、

循環の環を広域化させていく。 

 

(4) 環境に配慮した事業活動とリサイクル製品の普 

及拡大 

事業者は環境に配慮した事業活動を行うととも
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に、３Ｒ（発生抑制、再使用、再生利用）の実践

と廃棄物の適正処理に取り組む。また、地域資源

を活用したリサイクル技術の開発、製品の使用が

促進され環境を意識した新たなサービスの提供が

広がる。 

 

(5) パートナーシップによる環境に配慮した地域づ 

くりの推進 

県民、事業者等の各主体が環境に対する人財育

成や交流機会の提供を通じて、パートナーシップ

を築き県内各地の特性に応じた取組が推進・拡大

する。 

 

6 循環型社会形成のための目標 

一般廃棄物 産業廃棄物 

排出量をＨ20より約

13％削減（1人1日あた

り排出量980g） 

排出量をＨ20より約

2％増以内に抑制 

リサイクル率を25％ 再生利用量をＨ20より

約2％増 

最終処分量Ｈ20より約

40％削減 

最終処分量をＨ20より

約6％削減 

 

7 循環型社会の実現に向けた取組 

循環型社会の形成を推進していくためには、３Ｒ

を促進し、循環利用ができないものは適正な処分を

することが基本となっている。そのためには、行政

だけでなく、県民、事業者、ＮＰＯ等の民間団体の

各主体がパートナーシップを築いて、それぞれの役

割を果たしていく。 

 

(1) 県の取組 

県はこの計画を推進するため全県的・広域的な

取組のコーディネーター及び主体として、次の施

策を基本として取り組むこととする。 

 ・３Ｒの推進 

 ・環境産業の振興 

 ・地域資源を活用した再生可能エネルギーの導入 

 ・環境公共の推進 

 ・廃棄物の適正処理の推進 

 ・廃棄物の不法投棄対策の推進 

 ・循環型社会形成のためのパートナーシップの展

開 

 

 

 

 

(2) 市町村の取組 

市町村は、一般廃棄物処理計画に基づき、ごみ

の分別収集や廃棄物処理施設の整備のほか、一般

廃棄物に関する３Ｒ及び適正処理を推進する。 

・地域の特性に応じた３Ｒの推進 

・一般廃棄物処理の計画的な取組の推進 

・地域に密着した循環型社会形成のためのパート

ナーシップの展開 など 

 

(3) 県民の取組 

①発生抑制（リデュース） 

・レジ袋、過剰包装の辞退 

・ごみの減量化につながる商品の購入 など 

 

②再使用（リユース） 

・フリーマーケットやリサイクルショップの活

用 

・リターナブル容器の使用 など   

 

③再生利用（リサイクル） 

・リサイクル製品の購入 

・資源ごみの分別排出 など 

 

(4) 事業者の取組 

①発生抑制（リデュース） 

・製品のライフサイクルアセスメントに配慮 

・生産工程の工夫 など 

②再使用（リユース） 

・使用済製品、部品の再使用 

・容器包装資材の繰り返し使用 など 

③再生利用（リサイクル） 

・リサイクルの容易な製品の開発・製造 

・リサイクル可能な素材の使用 など 

 

(5) ＮＰＯの取組 

各主体のつなぎ手として環境教育、環境学習な

どの活用や県民に意識改革をもたらすような先駆

的取組を実施していく。 

 

8 計画の推進体制 

外部の有識者等で構成する「青森県循環型社会形

成推進委員会」において、施策の取組状況等の点検

等、計画を推進するための進行管理を実施していく。 
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(4) 第２次青森県食育推進計画

 

1 ｢食育｣とは 

 「食育基本法」では、食育について、「生きる上で

の基本であって、知育、徳育及び体育の基礎となる

べきもの」とした上で、「様々な経験を通じて『食』

に関する知識と『食』を選択する力を習得し、健全

な食生活を実践することができる人間を育てる」こ

とであるとしている。 

 

2 食育の現状と課題 

 県では、食育基本法に基づき、平成 18 年 11 月に

「青森県食育推進計画」を策定し、県内での食育を

推進してきた。その結果、朝食を毎日きちんと食べ

る子どもの割合や、食育に関心を持つ県民の割合、

食事バランスガイド等を参考に食生活を行っている

県民の割合が増加するなどの成果がみられたが、野

菜の摂取不足や食習慣の乱れ、食生活の変化などに

起因した肥満や生活習慣病等の心身の健康問題など、

各世代（ライフステージ）毎の課題も明らかとなっ

た。 

 

○青森県食育推進計画（Ｈ18-22）における主な指標

の達成状況 

指標 計画策定時 計画終了時 目標値 

市町村食育推進

計画の作成 

－ 75.0％ 100％ 

食育に関心を持

っている県民の

割合 

－ 93.3％ 90％以上 

食事バランスガ

イド等を参考に

食生活を行って

いる県民の割合 

－ 75.6％ 60％以上 

食品の安全性に

関する基礎的な

知識を持ってい

る県民の割合 

－ 74.1％ 60％以上 

朝食を毎日きち

んと食べる子ど

もの割合 

97.0％ 小 6:99.4％ 

中 3:98.4％ 

100％  

野菜の摂取量 

(青少年期以降) 

277g 男性:303.4g 

女性:280.3g 

350g 

肥満者の割合 

(成人) 

男性:33.7％ 

女性:27.1％ 

男性:29.6％ 

女性:33.4％ 

25％以下 

20％以下 

 

食事バランスガイドとは？ 

1 日にとる食事の望ましい

組み合わせやおおよその量

を、コマのイラストで分かり

やすく示したものです。 

 

 

 

 

 

3 「第２次青森県食育推進計画」策定の趣旨 

 これまでの成果や課題を踏まえ、食をめぐる諸問

題に的確に対応し、より一層食育を推進するため、

平成 23 年度から 27 年度までの 5 年間を計画期間と

する「第２次青森県食育推進計画」を策定した。 

 

4 目標～青森県が目指す食育の方向～ 

 第２次計画では、県民一人ひとりが、食をとおし

て心身の健康を培い、豊かな人間性を育んでいくた

めには、ライフステージに応じた望ましい食習慣を

身に付けるとともに、バランスよく豊富に生産され

る本県の農林水産物を活用した地産地消の取組や体

験活動の充実、多様な食文化の継承のほか、食の安

全・安心に関する情報の共有などを進めていくこと

が大切であることから、「青森らしい食育」を進め、

「健康で活力に満ちたくらしの実現」を目指すこと

としている。 

第２次青森県食育推進計画 

（計画期間：Ｈ23-27年度） 

 

目標 

健康で活力に満ちた 

暮らしの実現 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 基本方向 

 目標を実現するため、3つの基本方向を設定してい

る。 

特に、基本方向の 1 に掲げた、次代を担う子ども

たちをはじめ、家庭や学校といった食育の場から離

れた若い世代、生活習慣病の発症率が高まる働き盛

り世代、低栄養が問題となりがちなお年寄り世代ま

で、ライフステージに応じた食育の推進は、生涯に

わたって、間断なくきめ細かな食育を推進すること

が重要であるという見地から、最も重点を置くもの

である。 
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○３つの基本方向 

1 子どもから

お年寄りまで、

ライフステージ

に応じた食育の

推進 

家庭、保育所・幼稚園・学校等、地

域において、それぞれの食育の取組の

充実を図るとともに、相互の連携をよ

り深め、乳幼児から高齢者まで、それ

ぞれのライフステージに応じたきめ

細かな食育を進めます。 

2 食を担う｢人

財｣「地域」「産

業」と連携した

食育の推進 

農林水産業が盛んな本県の特性を

最大限に生かし、農林漁業体験や食文

化への理解を深める取組を促進する

とともに、食育をとおして農林水産業

を始めとする食産業や農山漁村の活

性化を進めます。 

3 県民ととも

に進める食育県

民運動の充実 

県民一人ひとりが食育を理解し、主

体的に実践していくことを支援する

ため、全県挙げての「いただきます！

あおもり食育県民運動」を継続すると

ともに、全県及び地域において、効果

的な食育活動を展開できるような体

制づくりを推進します。 

 

6 重点推進事項 

 基本方向に沿って、8つの重点推進事項を設定して

いる。 

特に、基本方向の１に対応する①～③の重点推進

事項については、「最重点推進事項」として取り組む

こととしている。 

○重点推進事項  

基 

本 

方 

向 

１ 

①子育て家庭での食育の推進【最重点】 

○望ましい食習慣の形成に向けた普及啓発 

○子どもの肥満や、思春期における痩身予防

○家族で楽しい食生活の実践など 

②保育所・幼稚園・学校等における食育の推進

【最重点】 

○家庭・地域等と連携した食育の推進 

○県産品・地場産物を活用した給食の推進 

など 

③地域で支えあう食育の推進【最重点】 

○若い世代への食育の普及啓発 

○働き盛り世代の生活習慣病予防 

○お年寄り世代の食育の推進など 

基 

本 

方 

向 

２ 

④体験・交流をとおした食への理解促進 

○農林漁業体験や消費者等との交流推進など

⑤食文化の伝承と発展 

○食文化の継承や新たな食文化の創造など 

⑥あおもりの食産業を応援する食育の推進 

○地産地消の推進など 

基 

本 

方 

向 

３ 

⑦関係団体等との連携による食育の推進 

○関係機関・団体等と連携した食育県民運動

の継続と充実など 

⑧食育推進体制の充実 

○全県・地域における食育活動の充実など 

「いただきます！あおもり食育県民運動」とは 

「いただきます！」は食事

の前のあいさつです。 

この言葉には、自然の営

み、野菜や動物の命をいただ

く、その命に対する感謝の気

持ち、そして愛情を込めて料

理してくれた人や生産者に対する感謝の気持ちが

表されています。 

いただきます！を合い言葉に、健全な食生活を

実践し、健康で活力に満ちた「くらし」の実現を

めざした運動を、あおもり食育県民運動として県

と県民との協働で積極的に推進していきます。 

 

7 食育推進の目標値 

 食育を県民運動として推進していくため、共通の

目標を設定し、その成果を客観的に把握するととも

に、目標達成を目指して取組を進める。 

○第２次青森県食育推進計画における主な目標値 

指標 計画策定時 
目標値

(H27) 

市町村食育推進計画の作成 75.0％ 100％

食事バランスガイド等を参考に食

生活を行っている県民の割合 
75.6％ 80％以上

あおもり食育サポーターによる年

間活動回数 

39 回（H22.11～

H23.3)
100 回

朝食の欠食率 
7～14 歳：3.0％

成人：11.4％

0％

5％

野菜の摂取量（青少年期以降） 277g 350g

学校給食における地場産品の使用

割合（使用量） 
62.1％ 65％以上

肥満者の割合（成人） 
男性：33.7％

女性：27.1％

25％以下

20％以下

肥満者の割合（児童生徒） 
男性：14.9％

女性：13.1％
7％

 

8 推進体制等 

 食育は全ての県民に関わる幅広い取組であるため、

その推進に当たっては、行政だけでなく、家庭や学

校、地域などが、それぞれの特性を生かしながら様々

な分野において協力し合い（＝協働）、取り組むこと

が大切なことから、「県と県民の協働による食育」と

いう視点で、できるだけ多くの団体等の積極的な参

加を促していく。 

1

県民

青森県
食育推進会議地域食育ネット

ワーク協議会

教育関係者等

医療・保健・
福祉関係者等

農林漁業者等

食品関連事業者等

国

市町村

県

協

働
 

－ 104 － － 105 －
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(4) 第２次青森県食育推進計画

 

1 ｢食育｣とは 

 「食育基本法」では、食育について、「生きる上で

の基本であって、知育、徳育及び体育の基礎となる

べきもの」とした上で、「様々な経験を通じて『食』

に関する知識と『食』を選択する力を習得し、健全

な食生活を実践することができる人間を育てる」こ

とであるとしている。 

 

2 食育の現状と課題 

 県では、食育基本法に基づき、平成 18 年 11 月に

「青森県食育推進計画」を策定し、県内での食育を

推進してきた。その結果、朝食を毎日きちんと食べ

る子どもの割合や、食育に関心を持つ県民の割合、

食事バランスガイド等を参考に食生活を行っている

県民の割合が増加するなどの成果がみられたが、野

菜の摂取不足や食習慣の乱れ、食生活の変化などに

起因した肥満や生活習慣病等の心身の健康問題など、

各世代（ライフステージ）毎の課題も明らかとなっ

た。 

 

○青森県食育推進計画（Ｈ18-22）における主な指標

の達成状況 

指標 計画策定時 計画終了時 目標値 

市町村食育推進

計画の作成 

－ 75.0％ 100％ 

食育に関心を持

っている県民の

割合 

－ 93.3％ 90％以上 

食事バランスガ

イド等を参考に

食生活を行って

いる県民の割合 

－ 75.6％ 60％以上 

食品の安全性に

関する基礎的な

知識を持ってい

る県民の割合 

－ 74.1％ 60％以上 

朝食を毎日きち

んと食べる子ど

もの割合 

97.0％ 小 6:99.4％ 

中 3:98.4％ 

100％  

野菜の摂取量 

(青少年期以降) 

277g 男性:303.4g 

女性:280.3g 

350g 

肥満者の割合 

(成人) 

男性:33.7％ 

女性:27.1％ 

男性:29.6％ 

女性:33.4％ 

25％以下 

20％以下 

 

食事バランスガイドとは？ 

1 日にとる食事の望ましい

組み合わせやおおよその量

を、コマのイラストで分かり

やすく示したものです。 

 

 

 

 

 

3 「第２次青森県食育推進計画」策定の趣旨 

 これまでの成果や課題を踏まえ、食をめぐる諸問

題に的確に対応し、より一層食育を推進するため、

平成 23 年度から 27 年度までの 5 年間を計画期間と

する「第２次青森県食育推進計画」を策定した。 

 

4 目標～青森県が目指す食育の方向～ 

 第２次計画では、県民一人ひとりが、食をとおし

て心身の健康を培い、豊かな人間性を育んでいくた

めには、ライフステージに応じた望ましい食習慣を

身に付けるとともに、バランスよく豊富に生産され

る本県の農林水産物を活用した地産地消の取組や体

験活動の充実、多様な食文化の継承のほか、食の安

全・安心に関する情報の共有などを進めていくこと

が大切であることから、「青森らしい食育」を進め、

「健康で活力に満ちたくらしの実現」を目指すこと

としている。 

第２次青森県食育推進計画 

（計画期間：Ｈ23-27年度） 

 

目標 

健康で活力に満ちた 

暮らしの実現 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 基本方向 

 目標を実現するため、3つの基本方向を設定してい

る。 

特に、基本方向の 1 に掲げた、次代を担う子ども

たちをはじめ、家庭や学校といった食育の場から離

れた若い世代、生活習慣病の発症率が高まる働き盛

り世代、低栄養が問題となりがちなお年寄り世代ま

で、ライフステージに応じた食育の推進は、生涯に

わたって、間断なくきめ細かな食育を推進すること

が重要であるという見地から、最も重点を置くもの

である。 
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○３つの基本方向 

1 子どもから

お年寄りまで、

ライフステージ

に応じた食育の

推進 

家庭、保育所・幼稚園・学校等、地

域において、それぞれの食育の取組の

充実を図るとともに、相互の連携をよ

り深め、乳幼児から高齢者まで、それ

ぞれのライフステージに応じたきめ

細かな食育を進めます。 

2 食を担う｢人

財｣「地域」「産

業」と連携した

食育の推進 

農林水産業が盛んな本県の特性を

最大限に生かし、農林漁業体験や食文

化への理解を深める取組を促進する

とともに、食育をとおして農林水産業

を始めとする食産業や農山漁村の活

性化を進めます。 

3 県民ととも

に進める食育県

民運動の充実 

県民一人ひとりが食育を理解し、主

体的に実践していくことを支援する

ため、全県挙げての「いただきます！

あおもり食育県民運動」を継続すると

ともに、全県及び地域において、効果

的な食育活動を展開できるような体

制づくりを推進します。 

 

6 重点推進事項 

 基本方向に沿って、8つの重点推進事項を設定して

いる。 

特に、基本方向の１に対応する①～③の重点推進

事項については、「最重点推進事項」として取り組む

こととしている。 

○重点推進事項  

基 

本 

方 
向 
１ 

①子育て家庭での食育の推進【最重点】 

○望ましい食習慣の形成に向けた普及啓発 

○子どもの肥満や、思春期における痩身予防

○家族で楽しい食生活の実践など 

②保育所・幼稚園・学校等における食育の推進

【最重点】 

○家庭・地域等と連携した食育の推進 

○県産品・地場産物を活用した給食の推進 

など 

③地域で支えあう食育の推進【最重点】 

○若い世代への食育の普及啓発 

○働き盛り世代の生活習慣病予防 

○お年寄り世代の食育の推進など 

基 

本 

方 

向 

２ 

④体験・交流をとおした食への理解促進 

○農林漁業体験や消費者等との交流推進など

⑤食文化の伝承と発展 

○食文化の継承や新たな食文化の創造など 

⑥あおもりの食産業を応援する食育の推進 

○地産地消の推進など 

基 

本 

方 

向 

３ 

⑦関係団体等との連携による食育の推進 

○関係機関・団体等と連携した食育県民運動

の継続と充実など 

⑧食育推進体制の充実 

○全県・地域における食育活動の充実など 

「いただきます！あおもり食育県民運動」とは 

「いただきます！」は食事

の前のあいさつです。 

この言葉には、自然の営

み、野菜や動物の命をいただ

く、その命に対する感謝の気

持ち、そして愛情を込めて料

理してくれた人や生産者に対する感謝の気持ちが

表されています。 

いただきます！を合い言葉に、健全な食生活を

実践し、健康で活力に満ちた「くらし」の実現を

めざした運動を、あおもり食育県民運動として県

と県民との協働で積極的に推進していきます。 

 

7 食育推進の目標値 

 食育を県民運動として推進していくため、共通の

目標を設定し、その成果を客観的に把握するととも

に、目標達成を目指して取組を進める。 

○第２次青森県食育推進計画における主な目標値 

指標 計画策定時 
目標値

(H27) 

市町村食育推進計画の作成 75.0％ 100％

食事バランスガイド等を参考に食

生活を行っている県民の割合 
75.6％ 80％以上

あおもり食育サポーターによる年

間活動回数 

39 回（H22.11～

H23.3)
100 回

朝食の欠食率 
7～14 歳：3.0％

成人：11.4％

0％

5％

野菜の摂取量（青少年期以降） 277g 350g

学校給食における地場産品の使用

割合（使用量） 
62.1％ 65％以上

肥満者の割合（成人） 
男性：33.7％

女性：27.1％

25％以下

20％以下

肥満者の割合（児童生徒） 
男性：14.9％

女性：13.1％
7％

8 推進体制等 

 食育は全ての県民に関わる幅広い取組であるため、

その推進に当たっては、行政だけでなく、家庭や学

校、地域などが、それぞれの特性を生かしながら様々

な分野において協力し合い（＝協働）、取り組むこと

が大切なことから、「県と県民の協働による食育」と

いう視点で、できるだけ多くの団体等の積極的な参

加を促していく。 

1

県民

青森県
食育推進会議地域食育ネット

ワーク協議会

教育関係者等

医療・保健・
福祉関係者等

農林漁業者等

食品関連事業者等

国

市町村

県

協

働
 

－ 104 － － 105 －
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(5) 第３次あおもり男女共同参画プラン２１ ～男女が わかち合い ささえ合う 青森県～ 

 

1 計画の位置づけ 

 この計画は、国の「男女共同参画社会基本法（平

成 11 年法律第 78 号）」第 14 条に定める「都道府県

男女共同参画計画」であると同時に、「青森県男女共

同参画推進条例」第 8 条に基づく基本計画として位

置付けられており、男女共同参画社会の実現に向け

て青森県が取り組むべき具体的目標と施策の方向を

明らかにするものである。 

 

2 計画期間 

 この基本計画は、2012（平成 24）年度から 2016

（平成 28）年度までの 5年間を具体的施策の展開・

推進期間とし、社会経済情勢の変化や計画の進捗状

況等に応じて必要な見直しを行うこととしている。 

 

3 基本的な考え方 

この計画の基本理念は、青森県男女共同参画推進

条例に掲げられている以下の 5つである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 策定の背景 

(1) 社会経済情勢の変化 

 近年、少子化・高齢化の進展と人口減少社会の到

来、地域社会や家族形態の変化、厳しい経済雇用情

勢、グローバル化など、社会や経済を取り巻く情勢

は変化している。こうした変化を踏まえ、だれもが

個人として尊重され、一人一人の価値観に基づいて

豊かで充実した生活を送ることができるようにして

いくためには、男女がともに、仕事と子育てや介護

などの家庭生活、地域生活などにバランスよく関わ

ることができる社会環境を整備することが不可欠で

ある。 

 

 

 

 

(2) 女性に対する暴力 

 性別や間柄に関わらず、暴力は決して許されるも

のではない。特に被害者となることの多い女性に対

する暴力の根絶に向けては、「配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護に関する法律」に基づき、行政

計画を策定し体制整備に取り組んできており、相談

件数は近年の横ばいから減少へと転じている。 

 しかし、一方で相談をためらったり、一人で悩み

を抱え込んでいる被害者も多い状況にあり、重大な

人権侵害である暴力の根絶へ向け、一層の取組を進

める必要がある。 

 

1,194 

1,088 1,090 
1,194 

689 

0 

200 

400 

600 

800 

1,000 

1,200 

1,400 

H18 19 20 21 22年度

（件）

資料：県健康福祉部

配偶者暴力相談センターに寄せられた相談件数

 

 

(3) 県民意識調査の状況（平成 21年 12月実施） 

 県民意識調査によると、「男女の平等感」では、「学

校教育の場」「法律や制度」以外の分野で「男性優位

～やや優位」が半数以上を占めている。また、「男は

仕事、女は家庭」という固定的な性別役割分担意識

も根強く残っており、このことが女性や男性の行動

を制限し、主体的に生きるための自由な選択や能力

発揮の妨げとなっている。 

 男女共同参画社会は、男女がともに暮らしやすく

なるものであるとの理解・普及が必要である。 

 

22.1 

31.2 

17.2 

39.6 

6.6 

25.9 

16.8 

49.7 

40.0 

27.4 

29.8 

16.7 

35.3 

35.7 

12.4 

12.1 

31.1 

14.7 

43.9 

17.7 

23.0 

3.1 

3.5 

5.6 

0.5 

3.5 

2.9 

9.8 6.1 

7.0 

6.2 

11.8 

9.5 

20.1 

9.8 

4.8 

4.7 

5.5 

6.0 

5.6 

8.2 

6.6 

3.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

社会全体

社会通念・

慣習・しきたり

法律や制度

政治の場

学校教育の場

職場

家庭生活

資料：県環境生活部

男女の地位の平等感

男性優位

やや男性優位

平等

やや女性優位

女性優位

わからない

無回答

（％）

 

 

基本理念（青森県男女共同参画推進条例）  

1 性別による差別の禁止、個人として能力を発

揮できる機会の確保、夫婦・男女間の暴力根絶

その他男女の人権の尊重  

2 社会における制度及び慣行についての配慮  

3 県における政策又は民間の団体における方針

の立案及び決定への共同参画  

4 家庭生活への共同参画と、家庭生活における

活動と他の活動の両立  

5 男女が互いの身体的特徴を理解し合うことに

よる、生涯にわたる健康と権利の尊重 
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5 計画の体系 

Ⅲ

Ⅱ 男女共同参画意識の定着

◆ 「男は仕事、女は家庭」などの固定的性別
役割分担意識は、職場・家庭・地域のあらゆる
場面に根強く残っていることから、男女が性別
にかかわりなく、社会の対等な構成員としてそ
の能力を十分に発揮できるよう、社会制度や慣
行の見直しを進めるなど、男女共同参画意識の
定着を図る。

推　進　体　制

職場・家庭における男女共同参画の実現

・県における推進体制の充実

・青森県男女共同参画センターの機能充実と連携強化

・県民及び国、市町村、民間団体等との連携

地域社会における男女共同参画の実現Ⅳ

男女の人権が推進・擁護される社会の形成Ⅴ

◆ すべての暴力は、被害者の人権を著しく侵
害し、性別や間柄を問わず決して許されるもの
ではない。特に女性の被害者が多い背景には、
固定的性別役割分担意識や経済力格差等の問題
があり、男女共同参画社会形成の大きな妨げと
なっている。女性への暴力の実態把握と被害者
の救済・支援体制を整備・充実し、暴力を許さ
ない環境づくりを進める。

重点目標12
地域、防災・環境その他の分野における男女共同参
画の推進

重点目標13 女性に対するあらゆる暴力の根絶

重点目標14 メディアにおける男女共同参画の推進

重点目標15 生涯を通じた男女の健康支援

重点目標10
高齢者・障害者・外国人等が安心して暮らせる環境
づくり

重点目標11 生活上の困難に直面する男女への支援

◆ 女性の社会進出が進む中で女性自身の職業
能力を一層高めるとともに、家事・育児・介護
などの家庭責任を男女がともに担うための支援
を進め、職場・家庭・地域において調和のとれ
た生活をおくれるよう環境づくりを推進する。

◆ 地域社会において、男女がともに積極的に
地域づくりや防災、環境保全等の地域活動に参
画し、ささえ合うとともに、年齢や障害の有
無、国籍等にかかわらず、安心して暮らせる環
境づくりに取り組む。

重点目標７
雇用等の分野における男女の均等な機会と待遇の確
保

重点目標8
農林水産業及び自営の商工業における男女共同参画
の促進

重点目標９
仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の
推進

重点目標４ 男性にとっての男女共同参画の推進

重点目標５ 男女共同参画に関する教育・学習の機会の充実

重点目標６ 国際的視点に立った男女共同参画の推進

基  本  目  標 重　点　目　標

重点目標１ 政策・方針決定過程への女性の参画促進

重点目標２
女性の人材育成と能力開発（エンパワーメント）支
援

◆ 議会議員や審議会委員、管理職など政策・
方針決定過程への女性の参画は、男女共同参画
社会の実現に向けた社会づくりの根幹をなすも
のであるが、現状では十分とはいえないことか
ら、女性の参画拡大に向け、登用の促進・人材
の育成・能力開発支援を進める。 重点目標３

男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直
し、意識の改革

政策・方針決定過程への女性の参画拡大Ⅰ

  

6 計画の推進体制 

男女共同参画社会の実現に向けた施策を推進するにあたっては、広範かつ多岐にわたる取組を総合的かつ効

果的に推進することが重要である。そのために、県では全庁的な推進体制の充実や適切な進行管理を行うとと

もに、男女共同参画推進の拠点施設である青森県男女共同参画センターの機能を充実させ、市町村や民間団体

など関係機関との連携強化を図りながら、県民の理解・協力を得て取り組み、男女共同参画社会の実現を目指

す。  
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(5) 第３次あおもり男女共同参画プラン２１ ～男女が わかち合い ささえ合う 青森県～ 

 

1 計画の位置づけ 

 この計画は、国の「男女共同参画社会基本法（平

成 11 年法律第 78 号）」第 14 条に定める「都道府県

男女共同参画計画」であると同時に、「青森県男女共

同参画推進条例」第 8 条に基づく基本計画として位

置付けられており、男女共同参画社会の実現に向け

て青森県が取り組むべき具体的目標と施策の方向を

明らかにするものである。 

 

2 計画期間 

 この基本計画は、2012（平成 24）年度から 2016

（平成 28）年度までの 5年間を具体的施策の展開・

推進期間とし、社会経済情勢の変化や計画の進捗状

況等に応じて必要な見直しを行うこととしている。 

 

3 基本的な考え方 

この計画の基本理念は、青森県男女共同参画推進

条例に掲げられている以下の 5つである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 策定の背景 

(1) 社会経済情勢の変化 

 近年、少子化・高齢化の進展と人口減少社会の到

来、地域社会や家族形態の変化、厳しい経済雇用情

勢、グローバル化など、社会や経済を取り巻く情勢

は変化している。こうした変化を踏まえ、だれもが

個人として尊重され、一人一人の価値観に基づいて

豊かで充実した生活を送ることができるようにして

いくためには、男女がともに、仕事と子育てや介護

などの家庭生活、地域生活などにバランスよく関わ

ることができる社会環境を整備することが不可欠で

ある。 

 

 

 

 

(2) 女性に対する暴力 

 性別や間柄に関わらず、暴力は決して許されるも

のではない。特に被害者となることの多い女性に対

する暴力の根絶に向けては、「配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護に関する法律」に基づき、行政

計画を策定し体制整備に取り組んできており、相談

件数は近年の横ばいから減少へと転じている。 

 しかし、一方で相談をためらったり、一人で悩み

を抱え込んでいる被害者も多い状況にあり、重大な

人権侵害である暴力の根絶へ向け、一層の取組を進

める必要がある。 
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資料：県健康福祉部

配偶者暴力相談センターに寄せられた相談件数

 

 

(3) 県民意識調査の状況（平成 21年 12月実施） 

 県民意識調査によると、「男女の平等感」では、「学

校教育の場」「法律や制度」以外の分野で「男性優位

～やや優位」が半数以上を占めている。また、「男は

仕事、女は家庭」という固定的な性別役割分担意識

も根強く残っており、このことが女性や男性の行動

を制限し、主体的に生きるための自由な選択や能力

発揮の妨げとなっている。 

 男女共同参画社会は、男女がともに暮らしやすく

なるものであるとの理解・普及が必要である。 
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男女の地位の平等感
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わからない
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（％）

 

 

基本理念（青森県男女共同参画推進条例）  

1 性別による差別の禁止、個人として能力を発

揮できる機会の確保、夫婦・男女間の暴力根絶

その他男女の人権の尊重  

2 社会における制度及び慣行についての配慮  

3 県における政策又は民間の団体における方針

の立案及び決定への共同参画  

4 家庭生活への共同参画と、家庭生活における

活動と他の活動の両立  

5 男女が互いの身体的特徴を理解し合うことに

よる、生涯にわたる健康と権利の尊重 
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5 計画の体系 

Ⅲ

Ⅱ 男女共同参画意識の定着

◆ 「男は仕事、女は家庭」などの固定的性別
役割分担意識は、職場・家庭・地域のあらゆる
場面に根強く残っていることから、男女が性別
にかかわりなく、社会の対等な構成員としてそ
の能力を十分に発揮できるよう、社会制度や慣
行の見直しを進めるなど、男女共同参画意識の
定着を図る。

推　進　体　制

職場・家庭における男女共同参画の実現

・県における推進体制の充実

・青森県男女共同参画センターの機能充実と連携強化

・県民及び国、市町村、民間団体等との連携

地域社会における男女共同参画の実現Ⅳ

男女の人権が推進・擁護される社会の形成Ⅴ

◆ すべての暴力は、被害者の人権を著しく侵
害し、性別や間柄を問わず決して許されるもの
ではない。特に女性の被害者が多い背景には、
固定的性別役割分担意識や経済力格差等の問題
があり、男女共同参画社会形成の大きな妨げと
なっている。女性への暴力の実態把握と被害者
の救済・支援体制を整備・充実し、暴力を許さ
ない環境づくりを進める。

重点目標12
地域、防災・環境その他の分野における男女共同参
画の推進

重点目標13 女性に対するあらゆる暴力の根絶

重点目標14 メディアにおける男女共同参画の推進

重点目標15 生涯を通じた男女の健康支援

重点目標10
高齢者・障害者・外国人等が安心して暮らせる環境
づくり

重点目標11 生活上の困難に直面する男女への支援

◆ 女性の社会進出が進む中で女性自身の職業
能力を一層高めるとともに、家事・育児・介護
などの家庭責任を男女がともに担うための支援
を進め、職場・家庭・地域において調和のとれ
た生活をおくれるよう環境づくりを推進する。

◆ 地域社会において、男女がともに積極的に
地域づくりや防災、環境保全等の地域活動に参
画し、ささえ合うとともに、年齢や障害の有
無、国籍等にかかわらず、安心して暮らせる環
境づくりに取り組む。

重点目標７
雇用等の分野における男女の均等な機会と待遇の確
保

重点目標8
農林水産業及び自営の商工業における男女共同参画
の促進

重点目標９
仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の
推進

重点目標４ 男性にとっての男女共同参画の推進

重点目標５ 男女共同参画に関する教育・学習の機会の充実

重点目標６ 国際的視点に立った男女共同参画の推進

基  本  目  標 重　点　目　標

重点目標１ 政策・方針決定過程への女性の参画促進

重点目標２
女性の人材育成と能力開発（エンパワーメント）支
援

◆ 議会議員や審議会委員、管理職など政策・
方針決定過程への女性の参画は、男女共同参画
社会の実現に向けた社会づくりの根幹をなすも
のであるが、現状では十分とはいえないことか
ら、女性の参画拡大に向け、登用の促進・人材
の育成・能力開発支援を進める。 重点目標３

男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直
し、意識の改革

政策・方針決定過程への女性の参画拡大Ⅰ

  

6 計画の推進体制 

男女共同参画社会の実現に向けた施策を推進するにあたっては、広範かつ多岐にわたる取組を総合的かつ効

果的に推進することが重要である。そのために、県では全庁的な推進体制の充実や適切な進行管理を行うとと

もに、男女共同参画推進の拠点施設である青森県男女共同参画センターの機能を充実させ、市町村や民間団体

など関係機関との連携強化を図りながら、県民の理解・協力を得て取り組み、男女共同参画社会の実現を目指

す。  
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(6) 青森県スポーツ振興計画

 

1 計画策定の趣旨 

本県では、平成 12年に「あおもりスポーツ立県推

進プラン」を策定し、平成 21年までの期間、様々な

取組を推進してきたが、国の「スポーツ振興基本計

画」の改定（平成 18年）や、青森県スポーツ振興審

議会からのスポーツ振興方策についての提言（平成

20 年）を踏まえ、本県におけるスポーツ環境の更な

る整備に向け、今後の本県のスポーツ振興の指針と

なる基本計画として、平成 22年に青森県スポーツ振

興計画を策定した。 

 

2 計画の位置付け 

県や市町村、関係団体等が連携し、本県のスポー

ツ振興を継続的・計画的に推進することにより、県

民の生涯にわたるスポーツライフの実現を目指すも

のとした。さらに、市町村がそれぞれの地域の実情

に即し、主体的にスポーツ振興施策を進める上で、

また、関係団体等がスポーツの機会の提供など、各

種活動を展開する上で、参考となる方策を示すもの

とした。 

 

3 計画の期間 

平成 22 年度を初年度とし、平成 27 年度までの 6

年間を計画期間とした。 

 

4 計画の目標 

県民が生涯にわたり気軽にスポーツに親しむこと

ができる環境づくりや、全国大会などで活躍できる

選手の育成による本県の競技力の総合的な向上を進

め、県民の豊かなスポーツライフの実現を目指すこ

ととした。 

 

 

5 重点項目 

(1) 子どものスポーツ活動の推進 

①目標 

子どもが外遊びや運動・スポーツに親しむ環 

境が充実し、家庭、学校、地域における子ども 

のスポーツ活動が活発になることを目指す。 

②特に基盤となる取組 

・学校や地域等における指導者の育成 

③重点的に推進する取組 

・子どものスポーツ環境の充実 

・外遊びやスポーツ活動の奨励 

(2) 地域スポーツの推進 

①目標 

だれもが、いつでも、どこでも、スポーツに親

しみ、生活の中でスポーツを継続的に実施できる

環境が充実し、地域におけるスポーツ活動が活発

になることを目指す。 

②特に基盤となる取組 

・スポーツ活動の機会の充実 

③重点的に推進する取組 

・総合型地域スポーツクラブの育成 

・地域のスポーツ活動を支える人材の育成 

(3) ジュニア競技者の育成・強化 

 ①目標 

 各競技にジュニア層に重点を置いた一貫指導体

制が整備され、全国大会等で活躍する選手が育成

されるなど、本県の競技力が向上することを目指

す。 

②特に基盤となる取組 

・スポーツ科学の活用 

・各競技の普及・振興 

 ③重点的に推進する取組 

・育成強化システムの構築

＜重点的推進項目＞ 

①競技者育成プログラムの普及
②競技団体による強化体制構築への支援
③運動部活動指導者の養成・確保
④選手強化事業への支援

①強化体制の構築
②本県版指導プログラムの作成
③指導者の育成、研修機会の確保
④有望選手の発掘・育成

育成強化システムの構築

３

ジ
ュ
ニ
ア
競
技
者

の
育
成
・
強
化

①体育指導委員による子どものスポーツ活動の推進
②関係団体等の連携促進
③地域クラブ等の連携による多種目型活動の展開

①指導者研修会の充実
②関係団体等との連携による人材の活用策の検討

(2)地域のスポーツ活動を
支える人材育成

(1)総合型地域スポーツ
クラブの育成

青森県広域スポーツセンターによる総合的な支援

①総合型クラブ育成を盛り込んだ市町村スポーツ
振興計画の策定・改定

②総合型クラブ育成の推進
③総合型クラブ運営への支援
④学校と総合型クラブの連携

①親子でスポーツの楽しさを体験する機会の提供
②体を動かす楽しさを感じさせる取組の実施
③参加しやすく、スポーツへの動機付けを高める

取組の実施

①子どもの外遊びやスポーツ活動奨励のための啓発活動
②発育・発達段階に対応した活動プログラムの開発
③「新体力テスト調査」の結果の普及啓発

(2)外遊びやスポーツ活動
の奨励

①体育指導委員活動の活性化
②人材の発掘・育成

①各地域における子どものスポーツ活動の推進体制構
築への支援

②外部指導者の活用推進
③先進的取組の普及

(1)子どものスポーツ環境
の充実

市町村・関係団体等の役割県の役割施策の方向性

２

地
域
ス
ポ
ー
ツ
の
推
進

１

子
ど
も
の
ス
ポ
ー
ツ

活
動
の
推
進
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青函海底トンネル 

青函トンネルの構想は、大正期からありました。1923（大

正 12）年に函館市の海産物商人で市会議員、阿部覚治氏が

「大函館論」の中で函館と大間を結ぶ海底鉄道の建設を主

張しています。 

昭和に入ると軍事上の見地から日本と朝鮮半島を鉄路で

結ぶ「弾丸列車計画」や北海道から九州まで結ぶ「日本海

環状鉄道計画」が持ち上がり、1944（昭和 19）年には下関

～門司間に関門トンネルが完成しました。 

津軽海峡の海峡海底トンネルについては 1940（昭和 15）

年､鉄道大臣の松野鶴平氏が「研究中」と国会で答弁してい

ます。 

1946（昭和 21）年に津軽海峡調査委員会が発足し､地質

調査の結果、東ルート（下北半島大間崎～渡島半島白神岬）

より水深が浅い西ルート（津軽半島竜飛崎～渡島半島白神

岬）が好適とされました。 

1963（昭和 38）年に北海道側で調査坑を掘削、1971（昭

和 46）年に本工事に着手し、1983（昭和 58）年に青函トン

ネルの先進導坑、1985（昭和 60）年には世界最長 53.85㎞

の本坑が貫通しました｡本坑は将来の北海道新幹線を見越

して新幹線鉄道に対応したものです｡ 

現在､外ヶ浜町にある青函トンネル記念館では、構想から

完成までを音と映像、資料パネル、立体モデルなどで展示

公開しており、海面下 140ｍの体験坑道の見学コースもあ

ります。 

 

青函連絡船 

1908（明治 41）年 3月 7日、最初の青函連絡船「比羅夫

丸」が青函航路に就航し、青森と函館間を 4時間で結び始

めました。当時は接岸できる桟橋が無く、駅近くの小さな

桟橋から沖合に停泊している連絡船に「はしけ」を使って

乗り換える形が採られていました。しかし、これでは不便

も多く、1910（明治 43）年に函館桟橋、1923（大正 12）年

に青森桟橋が完成し、スムーズに乗船できるようになりま

した。 

1914（大正 3）年 12月からは貨車航送を開始しました。 

 

1924（大正 13）年 4月には、連絡船で初めて乗客と貨車

を一緒に運ぶことができる本格的な鉄道連絡船となりまし

た。 

1954（昭和 29）年 9月 26日、台風 15号に伴う暴風雨が

原因で航行中の洞爺丸が函館郊外の七重浜で座礁し転覆。

他に 4隻（第十一青函丸・北見丸・十勝丸・日高丸）の連

絡船が沈没し合わせて 1430人の犠牲を出す､世界でも 2番

目の規模の海難事故が発生しました｡この海難事故を機に

1946（昭和 21）年から開始されていた寝台車の航送は中止

となり､沈没の引き金となった船尾の開口部には開閉式の

扉が全船に付けられました。 

1965（昭和 40）年からは旅客便の運航時間を 3 時間 50

分に統一した他、翌年 6月からは自動車航送が開始され、

一層のサービス向上が図られました。 

1970 年代前半には１日 30 往復もの運航が行われていた

青函連絡船ですが､旅客需要の飛行機への移転や民間フェ

リー航路の整備などもあり、乗客･貨物とも輸送量が急激に

減少してきました。 

これを受けて 1988（昭和 63）年 3月の青函トンネル開業

に合わせて、青函連絡船を廃止することが決定しました。 

現在、青森港で「八甲田丸」が『メモリアルシップ八甲

田丸』として、函館港で「摩周丸」が『函館市青函連絡船

記念館摩周丸』として一般公開されています。 

なお八甲田丸及び可動橋は 2011（平成 23）年に日本機械

学会の「機械遺産」に認定されました。 

 

青函博を機に 

青函トンネル開通記念博覧会が 1988（昭和 63）年 7月 9

日から 9月 18日にかけて、青森市と函館市で「新たな交流

と発展―北の飛躍を目指して」をテーマに開催されました。 

これを機に、JR北海道では同年 3月に終航した青函連絡

船を「羊蹄丸」と「十和田丸」で暫定復活運航しました。 

青森市と函館市は、1989（平成元）年 3月 13日により一

層の交流を目的とした「ツインシティ」提携をし、現在も

続いています。 
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(6) 青森県スポーツ振興計画

 

1 計画策定の趣旨 

本県では、平成 12年に「あおもりスポーツ立県推

進プラン」を策定し、平成 21年までの期間、様々な

取組を推進してきたが、国の「スポーツ振興基本計

画」の改定（平成 18年）や、青森県スポーツ振興審

議会からのスポーツ振興方策についての提言（平成

20 年）を踏まえ、本県におけるスポーツ環境の更な

る整備に向け、今後の本県のスポーツ振興の指針と

なる基本計画として、平成 22年に青森県スポーツ振

興計画を策定した。 

 

2 計画の位置付け 

県や市町村、関係団体等が連携し、本県のスポー

ツ振興を継続的・計画的に推進することにより、県

民の生涯にわたるスポーツライフの実現を目指すも

のとした。さらに、市町村がそれぞれの地域の実情

に即し、主体的にスポーツ振興施策を進める上で、

また、関係団体等がスポーツの機会の提供など、各

種活動を展開する上で、参考となる方策を示すもの

とした。 

 

3 計画の期間 

平成 22 年度を初年度とし、平成 27 年度までの 6

年間を計画期間とした。 

 

4 計画の目標 

県民が生涯にわたり気軽にスポーツに親しむこと

ができる環境づくりや、全国大会などで活躍できる

選手の育成による本県の競技力の総合的な向上を進

め、県民の豊かなスポーツライフの実現を目指すこ

ととした。 

 

 

5 重点項目 

(1) 子どものスポーツ活動の推進 

①目標 

子どもが外遊びや運動・スポーツに親しむ環 

境が充実し、家庭、学校、地域における子ども 

のスポーツ活動が活発になることを目指す。 

②特に基盤となる取組 

・学校や地域等における指導者の育成 

③重点的に推進する取組 

・子どものスポーツ環境の充実 

・外遊びやスポーツ活動の奨励 

(2) 地域スポーツの推進 

①目標 

だれもが、いつでも、どこでも、スポーツに親

しみ、生活の中でスポーツを継続的に実施できる

環境が充実し、地域におけるスポーツ活動が活発

になることを目指す。 

②特に基盤となる取組 

・スポーツ活動の機会の充実 

③重点的に推進する取組 

・総合型地域スポーツクラブの育成 

・地域のスポーツ活動を支える人材の育成 

(3) ジュニア競技者の育成・強化 

 ①目標 

 各競技にジュニア層に重点を置いた一貫指導体

制が整備され、全国大会等で活躍する選手が育成

されるなど、本県の競技力が向上することを目指

す。 

②特に基盤となる取組 

・スポーツ科学の活用 

・各競技の普及・振興 

 ③重点的に推進する取組 

・育成強化システムの構築

＜重点的推進項目＞ 

①競技者育成プログラムの普及
②競技団体による強化体制構築への支援
③運動部活動指導者の養成・確保
④選手強化事業への支援

①強化体制の構築
②本県版指導プログラムの作成
③指導者の育成、研修機会の確保
④有望選手の発掘・育成

育成強化システムの構築

３

ジ
ュ
ニ
ア
競
技
者

の
育
成
・
強
化

①体育指導委員による子どものスポーツ活動の推進
②関係団体等の連携促進
③地域クラブ等の連携による多種目型活動の展開

①指導者研修会の充実
②関係団体等との連携による人材の活用策の検討

(2)地域のスポーツ活動を
支える人材育成

(1)総合型地域スポーツ
クラブの育成

青森県広域スポーツセンターによる総合的な支援

①総合型クラブ育成を盛り込んだ市町村スポーツ
振興計画の策定・改定

②総合型クラブ育成の推進
③総合型クラブ運営への支援
④学校と総合型クラブの連携

①親子でスポーツの楽しさを体験する機会の提供
②体を動かす楽しさを感じさせる取組の実施
③参加しやすく、スポーツへの動機付けを高める

取組の実施

①子どもの外遊びやスポーツ活動奨励のための啓発活動
②発育・発達段階に対応した活動プログラムの開発
③「新体力テスト調査」の結果の普及啓発

(2)外遊びやスポーツ活動
の奨励

①体育指導委員活動の活性化
②人材の発掘・育成

①各地域における子どものスポーツ活動の推進体制構
築への支援

②外部指導者の活用推進
③先進的取組の普及

(1)子どものスポーツ環境
の充実

市町村・関係団体等の役割県の役割施策の方向性

２

地
域
ス
ポ
ー
ツ
の
推
進

１

子
ど
も
の
ス
ポ
ー
ツ

活
動
の
推
進
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青函海底トンネル 

青函トンネルの構想は、大正期からありました。1923（大

正 12）年に函館市の海産物商人で市会議員、阿部覚治氏が

「大函館論」の中で函館と大間を結ぶ海底鉄道の建設を主

張しています。 

昭和に入ると軍事上の見地から日本と朝鮮半島を鉄路で

結ぶ「弾丸列車計画」や北海道から九州まで結ぶ「日本海

環状鉄道計画」が持ち上がり、1944（昭和 19）年には下関

～門司間に関門トンネルが完成しました。 

津軽海峡の海峡海底トンネルについては 1940（昭和 15）

年､鉄道大臣の松野鶴平氏が「研究中」と国会で答弁してい

ます。 

1946（昭和 21）年に津軽海峡調査委員会が発足し､地質

調査の結果、東ルート（下北半島大間崎～渡島半島白神岬）

より水深が浅い西ルート（津軽半島竜飛崎～渡島半島白神

岬）が好適とされました。 

1963（昭和 38）年に北海道側で調査坑を掘削、1971（昭

和 46）年に本工事に着手し、1983（昭和 58）年に青函トン

ネルの先進導坑、1985（昭和 60）年には世界最長 53.85㎞

の本坑が貫通しました｡本坑は将来の北海道新幹線を見越

して新幹線鉄道に対応したものです｡ 

現在､外ヶ浜町にある青函トンネル記念館では、構想から

完成までを音と映像、資料パネル、立体モデルなどで展示

公開しており、海面下 140ｍの体験坑道の見学コースもあ

ります。 

 

青函連絡船 

1908（明治 41）年 3月 7日、最初の青函連絡船「比羅夫

丸」が青函航路に就航し、青森と函館間を 4時間で結び始

めました。当時は接岸できる桟橋が無く、駅近くの小さな

桟橋から沖合に停泊している連絡船に「はしけ」を使って

乗り換える形が採られていました。しかし、これでは不便

も多く、1910（明治 43）年に函館桟橋、1923（大正 12）年

に青森桟橋が完成し、スムーズに乗船できるようになりま

した。 

1914（大正 3）年 12月からは貨車航送を開始しました。 

 

1924（大正 13）年 4月には、連絡船で初めて乗客と貨車

を一緒に運ぶことができる本格的な鉄道連絡船となりまし

た。 

1954（昭和 29）年 9月 26日、台風 15号に伴う暴風雨が

原因で航行中の洞爺丸が函館郊外の七重浜で座礁し転覆。

他に 4隻（第十一青函丸・北見丸・十勝丸・日高丸）の連

絡船が沈没し合わせて 1430人の犠牲を出す､世界でも 2番

目の規模の海難事故が発生しました｡この海難事故を機に

1946（昭和 21）年から開始されていた寝台車の航送は中止

となり､沈没の引き金となった船尾の開口部には開閉式の

扉が全船に付けられました。 

1965（昭和 40）年からは旅客便の運航時間を 3 時間 50

分に統一した他、翌年 6月からは自動車航送が開始され、

一層のサービス向上が図られました。 

1970 年代前半には１日 30 往復もの運航が行われていた

青函連絡船ですが､旅客需要の飛行機への移転や民間フェ

リー航路の整備などもあり、乗客･貨物とも輸送量が急激に

減少してきました。 

これを受けて 1988（昭和 63）年 3月の青函トンネル開業

に合わせて、青函連絡船を廃止することが決定しました。 

現在、青森港で「八甲田丸」が『メモリアルシップ八甲

田丸』として、函館港で「摩周丸」が『函館市青函連絡船

記念館摩周丸』として一般公開されています。 

なお八甲田丸及び可動橋は 2011（平成 23）年に日本機械

学会の「機械遺産」に認定されました。 

 

青函博を機に 

青函トンネル開通記念博覧会が 1988（昭和 63）年 7月 9

日から 9月 18日にかけて、青森市と函館市で「新たな交流

と発展―北の飛躍を目指して」をテーマに開催されました。 

これを機に、JR北海道では同年 3月に終航した青函連絡

船を「羊蹄丸」と「十和田丸」で暫定復活運航しました。 

青森市と函館市は、1989（平成元）年 3月 13日により一

層の交流を目的とした「ツインシティ」提携をし、現在も

続いています。 
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 戦略キーワードと未来への挑戦推進事業Ⅲ
 

１ 戦略キーワード 

(1) 戦略キーワードによる取組の重点化 

青森県基本計画未来への挑戦では、「生業（なりわ

い）」に裏打ちされた豊かな生活の実現に向け、「戦

略キーワード」により、「取組の重点化」を積極的に

進めている。 

「戦略キーワード」とは、政策・施策に基づく「具

体的な取組」の中でも、特に優先的に取り組む必要

があるものや、政策・施策が相互に連携することで

実現されるものなどについて、県民誰もが、容易に

内容をイメージできる、分かりやすい言葉で表現し 

たものである。 

 

【戦略キーワードによる取組の重点化イメージ】 

1

政策・施策A

政策・施策B

政策・施策C

政策・施策D

政策・施策E

戦略キーワード① 戦略キーワード②

政策・施策A、B、Dは、

戦略キーワード①に
基づき重点化

政策・施策Aは、戦

略キーワード①及
び②に重点化

例：

新幹線開業
効果活用

例：

雇用の新規創出

（農業）

（観光）

（人づくり）

 
 

 

 

「戦略キーワード」は、基本的に毎年度見直し、

本県を取り巻く環境変化などに柔軟かつ速やかに対

応する。 

なお、特に重要と判断される「雇用の創出・拡大」

と「あおもり型セーフティネット」の 2 つのキーワ

ードについては、基本計画の期間中を通して、継続

的かつ集中的に取り組む「最重要戦略キーワード」

として設定している。 

 

(2) 取組の重点化の実現 

「戦略キーワード」は、庁内における政策の自己

点検、総合計画審議会からの提言及び社会経済情勢

の変化などを踏まえ、毎年度、知事をトップとする

「作戦会議」において決定し、その結果を庁内へ指

示する。 

各部局等は、「戦略キーワード」に基づいて、政策・

施策体系の中から重点事業などの「具体的な取組」

を企画・立案することにより「取組の重点化」を実

現する。 

取組の「点検」等

知事による「戦略キーワード」の決定

「戦略キーワード」による庁内への「指示」

「戦略キーワード」に基づく「企画・立案」

「取組の重点化」

「進化する計画」

  

２ 平成 24 年度未来への挑戦推進事業 

 青森県基本計画未来への挑戦を推進するにあたって、平成 24 年度は 4 つの戦略キーワードにより政策・施

策の重点化を図るとともに、地域別計画に沿って地域の特長を生かした「生業（なりわい）」づくりに取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 24 年度 未来への挑戦推進事業    合計１９０．４億円 

             暮らしと産業の復興・創生           34.8 億円 

             発進、青森力                 27.6 億円 

             雇用の創出・拡大           66.8 億円 

             あおもり型セーフティネット      56.3 億円 

 

 

－ 地域別計画推進事業                                         1.9 億円 

－ 市町村元気事業                               3.0 億円 

戦略キーワード１ 

戦略キーワード４ 

戦略キーワード３ 

戦略キーワード２ 

地域別計画の推進 
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東日本大震災からの復興に当たっては、社会状況の変化を捉えながら、県民の暮らしと本県産業の両面で、

更なるレベルアップを図り、新たな青森県を創り上げる必要がある。 

暮らしの分野では、震災により省エネや防災に対する意識が高まっていることを捉え、災害に強く、美し

いふるさとを次代に引き継ぐ観点から、今一度県民の暮らしを見直し、必要な取組の強化・加速化に取り組

む。 

また、産業分野では、震災により注目されている再生可能エネルギー関連産業の推進に取り組むとともに、

震災後の環境変化に的確に対応し、次代を見据えた産業振興を図る。 
 

① 次代につなぐ暮らしの創造  31.8 億円 
 

○災害に強いあおもりづくり 

県民の生命と財産を守るため「防災公共」をは

じめとする地震・津波等による災害への対策を進

めるほか、企業・商店街などが災害時においても

機能するよう、事業継続計画の策定を支援する。

○美しいふるさとを次代に引き継ぐ取組の強化 

低炭素社会実現のため、家庭や企業等の省エネ

設備導入や消費電力の見える化を促進するととも

に、豊かな自然環境を次代に引き継ぐため、森林

整備や廃棄物の適正処理などに取り組む。 

 
 

② 震災をバネとする産業振興   3.0 億円 
 

○エネルギーのベストミックスに向けた関連産業 

の創出・育成 

震災により重要性がますます高まる電力系統安

定化や、再生可能エネルギー関連産業の創出に取

り組むとともに、県内企業等を対象に原子力人材

育成拠点参画への気運醸成を図る。 

 

○環境変化に対応した産業振興 

震災により資源の循環・再利用が注目されてい

る中で、県内に多量にあるバイオマス資源の有効

活用を進めるとともに、震災で大きな被害を受け

た本県水産業のビジネス多様化や新たな漁場の開

拓を支援する。 

 
震災では、一人ひとりの地域への思いと地域の絆が改めて問われたところであり、人口減少社会、少子高

齢社会の中で、県民が安心して暮らしていくため、青森ならではの地域力である「青森力」、その基盤とな

る地域づくりを支える人財の育成に努める。 

また、震災の風評被害により本県農産物の輸出や観光客の入り込みに大きな影響が出たことから、安全性

の確保と情報発信による不安の払拭に努めるとともに、本県の魅力である自然、文化、食などに関する情報

を強力に発信して、外貨獲得につなげていく。 
 

① 人財育成と地域力再生  19.9 億円 
 

○人口減少社会を見据えた地域の元気づくり 

人口減少社会を見据え、地域づくりを牽引する

人財の育成や、人と人との絆を生かした地域力の

再生・創出、文化・スポーツの振興などにより、

地域の元気づくりに取り組む。 

 

○地域産業を支える人財育成 

 将来の農山漁村を支える担い手や、ものづくり

産業を支える技術力の高い人財など、地域産業を

支える人財育成に取り組む。 

○あおもりの未来を担う人財育成 

学校教育を中心として、確かな学力、豊かな人

間性、健康・体力といった子どもたちの「生きる

力」の育成や、子どもたちが将来の夢や希望に向

かって挑戦できる環境づくりに取り組む。 

 

 

 

 

 

戦略キーワード１ 暮らしと産業の復興・創生                   34.8 億円

戦略キーワード２ 発進、青森力                         27.6 億円 

－ 110 － － 111 －



- 110 - 

 戦略キーワードと未来への挑戦推進事業Ⅲ
 

１ 戦略キーワード 

(1) 戦略キーワードによる取組の重点化 

青森県基本計画未来への挑戦では、「生業（なりわ

い）」に裏打ちされた豊かな生活の実現に向け、「戦

略キーワード」により、「取組の重点化」を積極的に

進めている。 

「戦略キーワード」とは、政策・施策に基づく「具

体的な取組」の中でも、特に優先的に取り組む必要

があるものや、政策・施策が相互に連携することで

実現されるものなどについて、県民誰もが、容易に

内容をイメージできる、分かりやすい言葉で表現し 

たものである。 

 

【戦略キーワードによる取組の重点化イメージ】 

1

政策・施策A

政策・施策B

政策・施策C

政策・施策D

政策・施策E

戦略キーワード① 戦略キーワード②

政策・施策A、B、Dは、

戦略キーワード①に
基づき重点化

政策・施策Aは、戦

略キーワード①及
び②に重点化

例：

新幹線開業
効果活用

例：

雇用の新規創出

（農業）

（観光）

（人づくり）

 
 

 

 

「戦略キーワード」は、基本的に毎年度見直し、

本県を取り巻く環境変化などに柔軟かつ速やかに対

応する。 

なお、特に重要と判断される「雇用の創出・拡大」

と「あおもり型セーフティネット」の 2 つのキーワ

ードについては、基本計画の期間中を通して、継続

的かつ集中的に取り組む「最重要戦略キーワード」

として設定している。 

 

(2) 取組の重点化の実現 

「戦略キーワード」は、庁内における政策の自己

点検、総合計画審議会からの提言及び社会経済情勢

の変化などを踏まえ、毎年度、知事をトップとする

「作戦会議」において決定し、その結果を庁内へ指

示する。 

各部局等は、「戦略キーワード」に基づいて、政策・

施策体系の中から重点事業などの「具体的な取組」

を企画・立案することにより「取組の重点化」を実

現する。 

取組の「点検」等

知事による「戦略キーワード」の決定

「戦略キーワード」による庁内への「指示」

「戦略キーワード」に基づく「企画・立案」

「取組の重点化」

「進化する計画」

  

２ 平成 24 年度未来への挑戦推進事業 

 青森県基本計画未来への挑戦を推進するにあたって、平成 24 年度は 4 つの戦略キーワードにより政策・施

策の重点化を図るとともに、地域別計画に沿って地域の特長を生かした「生業（なりわい）」づくりに取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 24 年度 未来への挑戦推進事業    合計１９０．４億円 

             暮らしと産業の復興・創生           34.8 億円 

             発進、青森力                 27.6 億円 

             雇用の創出・拡大           66.8 億円 

             あおもり型セーフティネット      56.3 億円 

 

 

－ 地域別計画推進事業                                         1.9 億円 

－ 市町村元気事業                               3.0 億円 

戦略キーワード１ 

戦略キーワード４ 

戦略キーワード３ 

戦略キーワード２ 

地域別計画の推進 
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東日本大震災からの復興に当たっては、社会状況の変化を捉えながら、県民の暮らしと本県産業の両面で、

更なるレベルアップを図り、新たな青森県を創り上げる必要がある。 

暮らしの分野では、震災により省エネや防災に対する意識が高まっていることを捉え、災害に強く、美し

いふるさとを次代に引き継ぐ観点から、今一度県民の暮らしを見直し、必要な取組の強化・加速化に取り組

む。 

また、産業分野では、震災により注目されている再生可能エネルギー関連産業の推進に取り組むとともに、

震災後の環境変化に的確に対応し、次代を見据えた産業振興を図る。 
 

① 次代につなぐ暮らしの創造  31.8 億円 
 

○災害に強いあおもりづくり 

県民の生命と財産を守るため「防災公共」をは

じめとする地震・津波等による災害への対策を進

めるほか、企業・商店街などが災害時においても

機能するよう、事業継続計画の策定を支援する。

○美しいふるさとを次代に引き継ぐ取組の強化 

低炭素社会実現のため、家庭や企業等の省エネ

設備導入や消費電力の見える化を促進するととも

に、豊かな自然環境を次代に引き継ぐため、森林

整備や廃棄物の適正処理などに取り組む。 

 
 

② 震災をバネとする産業振興   3.0 億円 
 

○エネルギーのベストミックスに向けた関連産業 

の創出・育成 

震災により重要性がますます高まる電力系統安

定化や、再生可能エネルギー関連産業の創出に取

り組むとともに、県内企業等を対象に原子力人材

育成拠点参画への気運醸成を図る。 

 

○環境変化に対応した産業振興 

震災により資源の循環・再利用が注目されてい

る中で、県内に多量にあるバイオマス資源の有効

活用を進めるとともに、震災で大きな被害を受け

た本県水産業のビジネス多様化や新たな漁場の開

拓を支援する。 

 
震災では、一人ひとりの地域への思いと地域の絆が改めて問われたところであり、人口減少社会、少子高

齢社会の中で、県民が安心して暮らしていくため、青森ならではの地域力である「青森力」、その基盤とな

る地域づくりを支える人財の育成に努める。 

また、震災の風評被害により本県農産物の輸出や観光客の入り込みに大きな影響が出たことから、安全性

の確保と情報発信による不安の払拭に努めるとともに、本県の魅力である自然、文化、食などに関する情報

を強力に発信して、外貨獲得につなげていく。 
 

① 人財育成と地域力再生  19.9 億円 
 

○人口減少社会を見据えた地域の元気づくり 

人口減少社会を見据え、地域づくりを牽引する

人財の育成や、人と人との絆を生かした地域力の

再生・創出、文化・スポーツの振興などにより、

地域の元気づくりに取り組む。 

 

○地域産業を支える人財育成 

 将来の農山漁村を支える担い手や、ものづくり

産業を支える技術力の高い人財など、地域産業を

支える人財育成に取り組む。 

○あおもりの未来を担う人財育成 

学校教育を中心として、確かな学力、豊かな人

間性、健康・体力といった子どもたちの「生きる

力」の育成や、子どもたちが将来の夢や希望に向

かって挑戦できる環境づくりに取り組む。 

 

 

 

 

 

戦略キーワード１ 暮らしと産業の復興・創生                   34.8 億円

戦略キーワード２ 発進、青森力                         27.6 億円 
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② 国内外へ情報発信  7.7 億円 
 

○あおもりの魅力発信 

食・観光・自然・芸術・工芸品などの本県の魅

力を県内外に発信し、本県の知名度向上や地域活

性化を推進する。 

 

○国内誘客の促進 

震災の影響により伸び悩んでいる観光客の増加

に向けた誘客宣伝活動や魅力ある観光地づくり、

青森・名古屋便の就航を契機とした中京圏との交

流人口の拡大に取り組む。 

 

○あおもり縄文ファンの拡大 

「北海道・北東北を中心とした縄文遺跡群」の

世界遺産登録に向けた気運醸成のため、「青森の縄

文」の魅力を県内外に積極的に発信する。 

 

○アジアとの交流促進 

経済発展著しい東アジア圏を中心として、誘客

宣伝活動、交通体系の充実、ビジネスの拡大及び

文化交流活動など、海外とのヒト・モノの交流促

進に取り組む。 

 

○安全・良質な青森県産品の発信 

震災による風評被害をはじめとした農林水産物

の安全確保対策に努めるとともに、良質な農産物

のＰＲに取り組む。 

 

 

県民が輝いて生きられる社会の実現のためには、地域資源を最大限に活用した生業づくりによって県民一

人ひとりの経済的基盤が確立され、雇用の場を創出・拡大していくことが不可欠である。 

このため、地域産業の活性化に向けた県内企業への支援や本県の強みを生かす観光コンテンツの磨き上げ、

農商工連携による食品製造業等の集積、農林水産資源の生産基盤強化などに取り組む。 

 

○地域産業の活性化 

県内企業の生産改善活動や人財育成、営業力強

化等を支援するとともに、企業誘致や創業・起業

の支援、本県の強みを生かす観光コンテンツの磨

き上げなどに取り組み、地域産業の活性化を図る。 

 

○農商工連携による食産業のステップアップ 

農商工連携のもと、食産業の立地促進や事業者間 

のマッチング、技術開発の支援等を行うほか、次

世代の施設園芸を見据えた植物工場の経営モデル

の実証や県内企業の参入支援などに取り組む。 

 

○食産業を支える販売・生産体制の強化 

県産品の販路拡大に向けて県内外で販売促進活 

動を展開するとともに、地域の特性や優位性を生

かした農林水産物の生産基盤強化に取り組む。 

 

 
県民が安心して安全に暮らすことができる社会を創っていくことは県の最大の責務であり、特に県民の命

を守る観点から、心身の健康づくりと医療体制の充実のための取組が重要である。そのため、がん対策や生

活習慣病対策、医師確保対策や医療機関の連携など、平均寿命アップに向けた取組を加速化して、県民の健

康力の向上を図る。 

また、震災の影響もあって、依然として厳しい雇用情勢を踏まえ、雇用のセーフティネットの確保にも万

全の体勢で臨む。 

 

○健康力の向上 

がんや生活習慣病対策、医師確保対策や保健・

医療・福祉の包括ケアシステム活性化など、県民

が安心して健康に生活を送ることができる仕組み

づくりに取り組む。 

 

○健やか子ども支援 

子どもたちがすくすくと元気に育つよう、地域

ぐるみでの生活習慣改善、受動喫煙防止対策や行

政の児童家庭相談支援力の強化に取り組む。 

○就労支援 

若年者の就職定着や正規雇用化、中高年の就職

支援、障害者雇用の促進に取り組む。 

 

○安全・安心な生活環境づくり 

子どもから高齢者や障害者まで、県民の誰もが

住み慣れた地域で安心して暮らすことができる環

境づくりに取り組む。 

 

戦略キーワード３ 雇用の創出・拡大                       66.8 億円 

戦略キーワード４ あおもり型セーフティネット                  56.3 億円
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 東青地域県民局      2,740 万円 

○北海道新幹線「奥津軽駅」開業を見据えた戦略

事業 

北海道新幹線「奥津軽駅」開業効果を最大限に

獲得するため、車座会議の開催によるネットワー

ク構築を図るとともに、地域資源の発掘やブラッ

シュアップ、ＰＲ等を行う。 

 

○あおもりカシスブランドステップアップ支援事

業 

生産量の増大と生産効率の向上を図り、県内の

カシス需要に対応するため、機械収穫の検討、新

品種の適応性調査、栽培技術の普及等を行う。 

 

○震災復興イベント応援事業など 

 

 中南地域県民局      1,901 万円 

○中南地域・着地型広域連携観光推進事業 

中南地域の「街歩き観光」の認知度を全国的に

向上させ、東北新幹線全線開業効果の継続的獲得

を図るため、弘前市との共同により「第 2回日本

まちあるきフォーラム」を開催するとともに、街

歩き観光コースのブラッシュアップを推進する。 

 

○アップルペクチン等活用加工ビジネス推進事業 

りんごとトマトの機能性成分であるアップルペ

クチンとトマトリコピンを含む加工品を開発する

とともに、機能性をアピールした販売促進を行う。 

 

○津軽の女性起業家育成推進事業など 

 

 三八地域県民局      7,403 万円 

○三八地域震災支援マッチング事業 

東日本大震災による被災 3県（岩手県・宮城県・

福島県）の企業に対する復興支援等を図るため、

コーディネーターによる被災地企業のニーズ調査

や三八地域企業の支援ポテンシャル調査を行うと

ともに、企業間のマッチング活動を行う。 

 

○震災後の磯根資源復活事業 

津波の被害を受けたあわび、うに等の磯根資源

の早期回復を図るため、餌料となるこんぶの海中

造林と下北地域の空うに輸送試験等を行う。 

 

○三八地域企業「革新力」強化事業など 

 

 

 

 

 

 

 

 西北地域県民局      2,704 万円 

○津軽半島観光アテンダント事業 

津軽半島の魅力を効果的に発信するため、津軽

半島観光アテンダントを設置するとともに、観光

パンフレットの作成、ホームページ等による情報

発信、誘客イベントの開催等を行う。 

 

○深浦産くろまぐろ消費促進事業 

 深浦産くろまぐろの高品質安定供給とブランド

化を図るため、高品質冷凍ブロック商品や旬眠く

ろまぐろの開発、県内外への販路開拓等を行う。 

 

○津軽半島劇場化プロジェクト事業など 

 

 

 

 上北地域県民局      2,078 万円 

○十和田湖観光推進広域連携事業 

十和田湖周辺地域の集客力アップを図るため、

若手観光事業者の育成やＰＲイベント、キャンペ

ーンを実施するとともに、旅行エージェントとの

連携による誘客宣伝活動等を行う。 

 

○上北産直総合販売力モデル実証事業 

上北地域の産直施設の販売力強化を図るため、

商品力・販売力強化に向けた体制の強化とコンセ

プトに基づく商品づくり等を行う。 

 

○地域鉄道資源・魅力発信事業など 

 

 

 下北地域県民局      1,897 万円 

○下北教育旅行受入体制構築事業 

下北地域への教育旅行誘致を図るため、人財育

成等の受入体制づくり、教育旅行プログラムの作

成等を行う。 

 

○もっとよくなる「下北酪農」生乳生産推進事業 

下北地域における生乳単価の向上と地産地消の

拡大を図るため、飼養環境の改善による乳質改善

と地域に密着した新たなブランド牛乳の開発に対

する支援等を行う。 

 

○まさかりアピオス産地づくり事業など 

 

 

 

 

地域別計画の推進                               1.9 億円 

その他、「市町村元気事業」3.0 億円を実施する。 
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② 国内外へ情報発信  7.7 億円 
 

○あおもりの魅力発信 

食・観光・自然・芸術・工芸品などの本県の魅

力を県内外に発信し、本県の知名度向上や地域活

性化を推進する。 

 

○国内誘客の促進 

震災の影響により伸び悩んでいる観光客の増加

に向けた誘客宣伝活動や魅力ある観光地づくり、

青森・名古屋便の就航を契機とした中京圏との交

流人口の拡大に取り組む。 

 

○あおもり縄文ファンの拡大 

「北海道・北東北を中心とした縄文遺跡群」の

世界遺産登録に向けた気運醸成のため、「青森の縄

文」の魅力を県内外に積極的に発信する。 

 

○アジアとの交流促進 

経済発展著しい東アジア圏を中心として、誘客

宣伝活動、交通体系の充実、ビジネスの拡大及び

文化交流活動など、海外とのヒト・モノの交流促

進に取り組む。 

 

○安全・良質な青森県産品の発信 

震災による風評被害をはじめとした農林水産物

の安全確保対策に努めるとともに、良質な農産物

のＰＲに取り組む。 

 

 

県民が輝いて生きられる社会の実現のためには、地域資源を最大限に活用した生業づくりによって県民一

人ひとりの経済的基盤が確立され、雇用の場を創出・拡大していくことが不可欠である。 

このため、地域産業の活性化に向けた県内企業への支援や本県の強みを生かす観光コンテンツの磨き上げ、

農商工連携による食品製造業等の集積、農林水産資源の生産基盤強化などに取り組む。 

 

○地域産業の活性化 

県内企業の生産改善活動や人財育成、営業力強

化等を支援するとともに、企業誘致や創業・起業

の支援、本県の強みを生かす観光コンテンツの磨

き上げなどに取り組み、地域産業の活性化を図る。 

 

○農商工連携による食産業のステップアップ 

農商工連携のもと、食産業の立地促進や事業者間 

のマッチング、技術開発の支援等を行うほか、次

世代の施設園芸を見据えた植物工場の経営モデル

の実証や県内企業の参入支援などに取り組む。 

 

○食産業を支える販売・生産体制の強化 

県産品の販路拡大に向けて県内外で販売促進活 

動を展開するとともに、地域の特性や優位性を生

かした農林水産物の生産基盤強化に取り組む。 

 

 
県民が安心して安全に暮らすことができる社会を創っていくことは県の最大の責務であり、特に県民の命

を守る観点から、心身の健康づくりと医療体制の充実のための取組が重要である。そのため、がん対策や生

活習慣病対策、医師確保対策や医療機関の連携など、平均寿命アップに向けた取組を加速化して、県民の健

康力の向上を図る。 

また、震災の影響もあって、依然として厳しい雇用情勢を踏まえ、雇用のセーフティネットの確保にも万

全の体勢で臨む。 

 

○健康力の向上 

がんや生活習慣病対策、医師確保対策や保健・

医療・福祉の包括ケアシステム活性化など、県民

が安心して健康に生活を送ることができる仕組み

づくりに取り組む。 

 

○健やか子ども支援 

子どもたちがすくすくと元気に育つよう、地域

ぐるみでの生活習慣改善、受動喫煙防止対策や行

政の児童家庭相談支援力の強化に取り組む。 

○就労支援 

若年者の就職定着や正規雇用化、中高年の就職

支援、障害者雇用の促進に取り組む。 

 

○安全・安心な生活環境づくり 

子どもから高齢者や障害者まで、県民の誰もが

住み慣れた地域で安心して暮らすことができる環

境づくりに取り組む。 

 

戦略キーワード３ 雇用の創出・拡大                       66.8 億円 

戦略キーワード４ あおもり型セーフティネット                  56.3 億円

- 113 - 

 
 

 東青地域県民局      2,740 万円 

○北海道新幹線「奥津軽駅」開業を見据えた戦略

事業 

北海道新幹線「奥津軽駅」開業効果を最大限に

獲得するため、車座会議の開催によるネットワー

ク構築を図るとともに、地域資源の発掘やブラッ

シュアップ、ＰＲ等を行う。 

 

○あおもりカシスブランドステップアップ支援事

業 

生産量の増大と生産効率の向上を図り、県内の

カシス需要に対応するため、機械収穫の検討、新

品種の適応性調査、栽培技術の普及等を行う。 

 

○震災復興イベント応援事業など 

 

 中南地域県民局      1,901 万円 

○中南地域・着地型広域連携観光推進事業 

中南地域の「街歩き観光」の認知度を全国的に

向上させ、東北新幹線全線開業効果の継続的獲得

を図るため、弘前市との共同により「第 2回日本

まちあるきフォーラム」を開催するとともに、街

歩き観光コースのブラッシュアップを推進する。 

 

○アップルペクチン等活用加工ビジネス推進事業 

りんごとトマトの機能性成分であるアップルペ

クチンとトマトリコピンを含む加工品を開発する

とともに、機能性をアピールした販売促進を行う。 

 

○津軽の女性起業家育成推進事業など 

 

 三八地域県民局      7,403 万円 

○三八地域震災支援マッチング事業 

東日本大震災による被災 3県（岩手県・宮城県・

福島県）の企業に対する復興支援等を図るため、

コーディネーターによる被災地企業のニーズ調査

や三八地域企業の支援ポテンシャル調査を行うと

ともに、企業間のマッチング活動を行う。 

 

○震災後の磯根資源復活事業 

津波の被害を受けたあわび、うに等の磯根資源

の早期回復を図るため、餌料となるこんぶの海中

造林と下北地域の空うに輸送試験等を行う。 

 

○三八地域企業「革新力」強化事業など 

 

 

 

 

 

 

 

 西北地域県民局      2,704 万円 

○津軽半島観光アテンダント事業 

津軽半島の魅力を効果的に発信するため、津軽

半島観光アテンダントを設置するとともに、観光

パンフレットの作成、ホームページ等による情報

発信、誘客イベントの開催等を行う。 

 

○深浦産くろまぐろ消費促進事業 

 深浦産くろまぐろの高品質安定供給とブランド

化を図るため、高品質冷凍ブロック商品や旬眠く

ろまぐろの開発、県内外への販路開拓等を行う。 

 

○津軽半島劇場化プロジェクト事業など 

 

 

 

 上北地域県民局      2,078 万円 

○十和田湖観光推進広域連携事業 

十和田湖周辺地域の集客力アップを図るため、

若手観光事業者の育成やＰＲイベント、キャンペ

ーンを実施するとともに、旅行エージェントとの

連携による誘客宣伝活動等を行う。 

 

○上北産直総合販売力モデル実証事業 

上北地域の産直施設の販売力強化を図るため、

商品力・販売力強化に向けた体制の強化とコンセ

プトに基づく商品づくり等を行う。 

 

○地域鉄道資源・魅力発信事業など 

 

 

 下北地域県民局      1,897 万円 

○下北教育旅行受入体制構築事業 

下北地域への教育旅行誘致を図るため、人財育

成等の受入体制づくり、教育旅行プログラムの作

成等を行う。 

 

○もっとよくなる「下北酪農」生乳生産推進事業 

下北地域における生乳単価の向上と地産地消の

拡大を図るため、飼養環境の改善による乳質改善

と地域に密着した新たなブランド牛乳の開発に対

する支援等を行う。 

 

○まさかりアピオス産地づくり事業など 

 

 

 

 

地域別計画の推進                               1.9 億円 

その他、「市町村元気事業」3.0 億円を実施する。 
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地域の挑戦Ⅳ
 

 

 

□東青地域の可能性 

東青地域は、青森県のほぼ中央に位置し、青森市と東津軽郡(平内町、今別町、

蓬田村及び外ヶ浜町)の 1市 3町１村からなり、津軽半島北東部から陸奥湾に突

起した夏泊半島にかけて東西に沿って長く開け、一瞥すると白鳥が羽を羽ばた

いているようにも見える。 

古くは奥州街道と羽州街道の交流点にあり、今日では東北新幹線、奥羽本線、

津軽海峡線、青い森鉄道の終始発点と交通の要衝ともなっている。 

津軽海峡、陸奥湾の豊穣な海で獲れる「本まぐろ」、「ほたて」などの水産物

や八甲田連峰からの良質な水で育成された米やりんごなどの農産物、全国でも

名の通った温泉である酸ヶ湯温泉、世界遺産登録を目指す三内丸山遺跡などの

縄文遺跡群、日本の火祭り「青森ねぶた」など、多様で優れた地域資源を有し

ている。 

また、文化人など人財の宝庫でもある。県人初の文化勲章受賞者、世界のムナカタ、版画家棟方志功(明治

36～昭和 50年)、津軽三味線の名手高橋竹山(明治 43～平成 10年)、日本のシャンソンの草分け的存在の淡谷

のり子(明治 40～平成 11年)、「おしん横綱」として角界で活躍した隆の里俊英(昭和 27～平成 23年)と多彩な

人財を輩出している。 

こうした地域資源や人財が豊富な東青地域は、県都青森市を有し商業・流通などの経済活動が集積し、文化、

教育、福祉、医療などでも中心的役割を担っている。 

□可能性を踏まえた取組 

平成 22年 12月、東北新幹線全線開業が観光面でも大きな弾みとなり、様々

な取組みが図られている。 

特に青森駅周辺ではマルシェの複合施設「Ａ－ＦＡＣＴＯＲＹ」や「ねぶ

たの家ワ・ラッセ」が新たに開館し、青森市内の街歩き「街てく」との相乗

効果もあって八甲田丸や青森県観光物産館アスパムなどの入場者数が増え、

賑わいを取り戻してきている。 

また、青森駅前古川市場では新鮮な海鮮類を選んでごはんの上に乗せて食

べる「のっけ丼」が人気を博している。 

一方、農林水産業では青森市の「ナマコ」の栽培や日本一の生産を誇る「カ

シス」の加工、外ヶ浜町三厩地区の「海峡まぐろ」のブランド化など、食資

源を活用した取組みが図られている。また近年の健康志向の中、脂肪分の少

ない赤肉主体の「八甲田牛」は、牛肉本来の味わいを実感できるナチュラル・

ビーフとして注目されており、生産拡大に向けた取組みが活発化している。 

 
 

□今後の展望 

平成 27年度には今別町に県内 4つ目の新幹線の駅となる北海

道新幹線の「奥津軽（仮称）駅」の開業が予定されており、北海

道からの玄関口としても期待される。 

このように交通の利便性が高まる中、産業として裾野の広い観

光面を充実していく必要がある。 

特に津軽半島の上磯地区では、今はまだ知名度が低いが、「松

前街道」を始めとする「景観」や、今別町の「エメラルドもずく」、

蓬田村の「トマト」を活用した加工品などの「食」において、活

かし方次第で宝になる地域資源が多数存在する。 

こうした地域資源について、掘り起こし、ブラッシュアップを図り、効果的なＰＲにより、ねぶた祭りだ

けに頼らずに、通年で楽しめる地域として価値を高めていくことが重要である。このような自然美あふれる

地域を次世代に誇れる地域として継承していきたい。 

東青地域県民局の地域への思い 

Ａ－ＦＡＣＴＯＲＹ

日本の火祭り「青森ねぶた」 

生産量日本一のカシス

日本最大級の縄文集落跡

三内丸山遺跡 
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① トマト生産農家の加工品づくり 

（蓬田村 蓬田トマト加工グループ） 

□紹介 

蓬田トマト加工グループ（会長 藤田かち子）は、トマト栽培農家

の女性 5名で加工・販売に取り組む組織である。 

地元産の完熟トマトを使った「手造りの味 とまとけちゃっぷ」を

はじめ、チリソース、トマトピューレ、パスタソース、ドライトマト

などを商品化し、蓬田村を代表する加工品として、地元直売所の「マ

ルシェよもぎた」や、新青森駅の「旬味館」、青森駅近くの「Ａ－Ｆ

ＡＣＴＯＲＹ」、アスパムなどで販売している。 

□活動に対する思い 

蓬田村は、県内屈指の夏秋トマトの産地であり、ＪＡ青森トマト部

会の東つがる支部では、支部の組合員全員がエコファーマー(土づくり

を行い、農薬と化学肥料を減らした環境にやさしい農業に取り組む農

業者)の資格を取得するなど、安全・安心でおいしいハウストマトの生

産に力を入れている。 

蓬田トマト加工グループは、この東津軽支部のトマト栽培農家の女

性(当初 4名、のち 5名)で平成 13年 3月に結成し、市場出荷ができな

くなった完熟トマトをケチャップに加工して売り出した。 

この「とまとけちゃっぷ」がヒットしたことにより、製造量の増加

や製品の種類の拡大につながり、周年就労を実現するとともに地元雇

用も生まれている。 

平成 22年から販売している「ドライトマト」は色・味が良く、「トマトのうま味がぎゅっと詰まった太陽の

味!」のキャッチコピーどおり「トマトの濃い味が味わえる」と大変人気になった。 

今後は、さらに販売に力を入れていくとともに、地元トマトにこだわった加工品づくりに取り組むことにし

ている。 
 

② 廃校活用「王余魚沢倶楽部（カレイザワクラブ）」地域おこしプロジェクト 

（青森市 ＮＰＯ法人あおもりＮＰＯサポートセンター） 

□紹介 

ＮＰＯ法人あおもりＮＰＯサポートセンターは、ＮＰＯ法人認証県

内第１号であり、多くの地域づくり活動に取り組んでいる。平成 20年

から始めた「王余魚沢倶楽部」は、青森市浪岡地区で廃校となった王

余魚沢小学校を活用した地域おこしプロジェクトで、『森とカフェとレ

ジデンス』をテーマに、「かれいざわアートＩＣＨＩＢＡ」や「全国藍

染め工房展」など、様々なプログラムを展開している。 

平成 23年 6月からは校庭の倉庫を改装したお洒落なカフェもオープ

ンし、看板メニューの「王余魚沢カレー」で賑わっている。この「王

余魚沢倶楽部」の取り組みが、平成 22年度、公益財団法人日本デザイ

ン振興協会が主催する「グッドデザイン賞」を受賞した。 

□活動に対する思い 

「王余魚沢倶楽部」の活動は、廃校になった小学校を中心に、アー

ティストが暮らしながら、里山と地域集落の魅力をデザインとアート、

クリエティブな力で再生し、新しい地域でのライフスタイルを実現し

コミュニティビジネスへと導くため、現代版「峠の茶屋」を作った社

会実験プロジェクトである。 

「社会問題となっている廃校活用を実証してきたことにより地域

と関わり、地域課題が少し見えてきました。特に、農で起業する人が

増えることで、地域コミュニティが元気になると思われます。」と小

山内同法人副理事長が熱く語ってくれた。 

東青地域の魅力ある取組や地域資源の紹介 

蓬田トマト加工グループ 

トマトにこだわった加工品

旧 王余魚沢(カレイザワ)小学校 

校庭倉庫を改装したお洒落なカフェ 
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地域の挑戦Ⅳ
 

 

 

□東青地域の可能性 

東青地域は、青森県のほぼ中央に位置し、青森市と東津軽郡(平内町、今別町、

蓬田村及び外ヶ浜町)の 1市 3町１村からなり、津軽半島北東部から陸奥湾に突

起した夏泊半島にかけて東西に沿って長く開け、一瞥すると白鳥が羽を羽ばた

いているようにも見える。 

古くは奥州街道と羽州街道の交流点にあり、今日では東北新幹線、奥羽本線、

津軽海峡線、青い森鉄道の終始発点と交通の要衝ともなっている。 

津軽海峡、陸奥湾の豊穣な海で獲れる「本まぐろ」、「ほたて」などの水産物

や八甲田連峰からの良質な水で育成された米やりんごなどの農産物、全国でも

名の通った温泉である酸ヶ湯温泉、世界遺産登録を目指す三内丸山遺跡などの

縄文遺跡群、日本の火祭り「青森ねぶた」など、多様で優れた地域資源を有し

ている。 

また、文化人など人財の宝庫でもある。県人初の文化勲章受賞者、世界のムナカタ、版画家棟方志功(明治

36～昭和 50年)、津軽三味線の名手高橋竹山(明治 43～平成 10年)、日本のシャンソンの草分け的存在の淡谷

のり子(明治 40～平成 11年)、「おしん横綱」として角界で活躍した隆の里俊英(昭和 27～平成 23年)と多彩な

人財を輩出している。 

こうした地域資源や人財が豊富な東青地域は、県都青森市を有し商業・流通などの経済活動が集積し、文化、

教育、福祉、医療などでも中心的役割を担っている。 

□可能性を踏まえた取組 

平成 22年 12月、東北新幹線全線開業が観光面でも大きな弾みとなり、様々

な取組みが図られている。 

特に青森駅周辺ではマルシェの複合施設「Ａ－ＦＡＣＴＯＲＹ」や「ねぶ

たの家ワ・ラッセ」が新たに開館し、青森市内の街歩き「街てく」との相乗

効果もあって八甲田丸や青森県観光物産館アスパムなどの入場者数が増え、

賑わいを取り戻してきている。 

また、青森駅前古川市場では新鮮な海鮮類を選んでごはんの上に乗せて食

べる「のっけ丼」が人気を博している。 

一方、農林水産業では青森市の「ナマコ」の栽培や日本一の生産を誇る「カ

シス」の加工、外ヶ浜町三厩地区の「海峡まぐろ」のブランド化など、食資

源を活用した取組みが図られている。また近年の健康志向の中、脂肪分の少

ない赤肉主体の「八甲田牛」は、牛肉本来の味わいを実感できるナチュラル・

ビーフとして注目されており、生産拡大に向けた取組みが活発化している。 

 
 

□今後の展望 

平成 27年度には今別町に県内 4つ目の新幹線の駅となる北海

道新幹線の「奥津軽（仮称）駅」の開業が予定されており、北海

道からの玄関口としても期待される。 

このように交通の利便性が高まる中、産業として裾野の広い観

光面を充実していく必要がある。 

特に津軽半島の上磯地区では、今はまだ知名度が低いが、「松

前街道」を始めとする「景観」や、今別町の「エメラルドもずく」、

蓬田村の「トマト」を活用した加工品などの「食」において、活

かし方次第で宝になる地域資源が多数存在する。 

こうした地域資源について、掘り起こし、ブラッシュアップを図り、効果的なＰＲにより、ねぶた祭りだ

けに頼らずに、通年で楽しめる地域として価値を高めていくことが重要である。このような自然美あふれる

地域を次世代に誇れる地域として継承していきたい。 

東青地域県民局の地域への思い 

Ａ－ＦＡＣＴＯＲＹ

日本の火祭り「青森ねぶた」 

生産量日本一のカシス

日本最大級の縄文集落跡

三内丸山遺跡 
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① トマト生産農家の加工品づくり 

（蓬田村 蓬田トマト加工グループ） 

□紹介 

蓬田トマト加工グループ（会長 藤田かち子）は、トマト栽培農家

の女性 5名で加工・販売に取り組む組織である。 

地元産の完熟トマトを使った「手造りの味 とまとけちゃっぷ」を

はじめ、チリソース、トマトピューレ、パスタソース、ドライトマト

などを商品化し、蓬田村を代表する加工品として、地元直売所の「マ

ルシェよもぎた」や、新青森駅の「旬味館」、青森駅近くの「Ａ－Ｆ

ＡＣＴＯＲＹ」、アスパムなどで販売している。 

□活動に対する思い 

蓬田村は、県内屈指の夏秋トマトの産地であり、ＪＡ青森トマト部

会の東つがる支部では、支部の組合員全員がエコファーマー(土づくり

を行い、農薬と化学肥料を減らした環境にやさしい農業に取り組む農

業者)の資格を取得するなど、安全・安心でおいしいハウストマトの生

産に力を入れている。 

蓬田トマト加工グループは、この東津軽支部のトマト栽培農家の女

性(当初 4名、のち 5名)で平成 13年 3月に結成し、市場出荷ができな

くなった完熟トマトをケチャップに加工して売り出した。 

この「とまとけちゃっぷ」がヒットしたことにより、製造量の増加

や製品の種類の拡大につながり、周年就労を実現するとともに地元雇

用も生まれている。 

平成 22年から販売している「ドライトマト」は色・味が良く、「トマトのうま味がぎゅっと詰まった太陽の

味!」のキャッチコピーどおり「トマトの濃い味が味わえる」と大変人気になった。 

今後は、さらに販売に力を入れていくとともに、地元トマトにこだわった加工品づくりに取り組むことにし

ている。 
 

② 廃校活用「王余魚沢倶楽部（カレイザワクラブ）」地域おこしプロジェクト 

（青森市 ＮＰＯ法人あおもりＮＰＯサポートセンター） 

□紹介 

ＮＰＯ法人あおもりＮＰＯサポートセンターは、ＮＰＯ法人認証県

内第１号であり、多くの地域づくり活動に取り組んでいる。平成 20年

から始めた「王余魚沢倶楽部」は、青森市浪岡地区で廃校となった王

余魚沢小学校を活用した地域おこしプロジェクトで、『森とカフェとレ

ジデンス』をテーマに、「かれいざわアートＩＣＨＩＢＡ」や「全国藍

染め工房展」など、様々なプログラムを展開している。 

平成 23年 6月からは校庭の倉庫を改装したお洒落なカフェもオープ

ンし、看板メニューの「王余魚沢カレー」で賑わっている。この「王

余魚沢倶楽部」の取り組みが、平成 22年度、公益財団法人日本デザイ

ン振興協会が主催する「グッドデザイン賞」を受賞した。 

□活動に対する思い 

「王余魚沢倶楽部」の活動は、廃校になった小学校を中心に、アー

ティストが暮らしながら、里山と地域集落の魅力をデザインとアート、

クリエティブな力で再生し、新しい地域でのライフスタイルを実現し

コミュニティビジネスへと導くため、現代版「峠の茶屋」を作った社

会実験プロジェクトである。 

「社会問題となっている廃校活用を実証してきたことにより地域

と関わり、地域課題が少し見えてきました。特に、農で起業する人が

増えることで、地域コミュニティが元気になると思われます。」と小

山内同法人副理事長が熱く語ってくれた。 

東青地域の魅力ある取組や地域資源の紹介 

蓬田トマト加工グループ 

トマトにこだわった加工品

旧 王余魚沢(カレイザワ)小学校 

校庭倉庫を改装したお洒落なカフェ 
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③ 国道 280 号線をかかしロードに！ 

（青森市 かかしロード 280 実行委員会） 

□紹介 

青森市のかかしロード 280 実行委員会（会長 舘田直吉）は、

平成 19年から毎年 9月に「かかしロード 280」を開催している。

この取組は、青森市西北部地区住民の手づくりのかかしを国道

280号バイパスに沿って展示することで、地区のイメージ高揚、

地域特産品の開発、観光の振興等につなげ、地域活性化を目指

すものである。 

開催期間中は、展示されているかかしをドライバーが楽しむ

だけでなく、オープニングセレモニーやかかしロードウォーク

など、地域住民が楽しめるイベントも行われている。 

 

□活動に対する思い 

実行委員会では、県内外のかかしコンクールを行ってい

る団体と積極的に情報交換を行い、地域特産品開発や地域

の活性化に関する検討などを重ねている。 

周辺の幼稚園や福祉施設からのかかし展示もあり、平成

22 年からは蓬田村にまで展示地域を拡大している。 

平成 22 年 12 月の東北新幹線全線開業、さらに、平成

27 年には北海道新幹線奥津軽（仮称）駅の開業が予定さ

れ、東青地域の地域経済活性化への取組が強く求められて

いる中で、舘田会長は「展示地区を外ヶ浜町や今別町にも

拡大していくとともに、誘客にもつなげ、更なる地域活性

化に役立てたい」と今後の抱負を語ってくれた。 
 

 

④ 奥津軽で幕末の思想家吉田松陰の足跡をたどる 

（外ヶ浜町及び中泊町 みちのく松陰道） 

□紹介 

みちのく松陰道は、中泊町小泊から算用師（さんようし）

峠を通り抜け、外ヶ浜町三厩へ至る約 10ｋｍ(うち歩道約

3.5ｋｍ)の山道で、明治維新の精神的指導者であった吉田

松陰が国防調査のためこの地を訪れ、統一国家日本につな

がる構想を初めて日記に記した歴史的な道である。 
道は全体的に緩やかな上り下りで歩きやすく、最近の歴

史ブーム・健康志向の高まりなどもあって、ウォーキング

ツアーなどのイベントが行われており、県内外から多くの

人が参加している。 
 

 

□ここが魅力 

道の周囲は初めのうちは、ヒバ林が続き、高度が増すにつれブナ・ミズナラなどの広葉樹林となっていく。

いずれも大木が多く、木々の間から柔らかい陽射しが差し込み、松陰の通った道を踏みしめながら爽やかな森

林浴が楽しめる。 
ちょうど中間点が最も標高の高い算用師峠(372ｍ)である。算用師峠から見える日本海や三厩湾、津軽海峡

の眺めは素晴らしく、ここで一息ついて食べる昼食は格別である。また、この場所には吉田松陰の出身地であ

る山口県萩市との交流の証である萩椿が植えられている。 

道沿いにはミズなどの山菜が至る所に群生し、付近には広葉樹の倒木も多く、秋になるとサモダシ（ナラタ

ケ）、ヒラタケ、ムキタケなどが重なり合うように群生している。 

中泊側の入口付近には、日本最初で最長の津軽森林鉄道の軌道跡があり、今も残る古い木橋などを目当てに

訪れる人も多い。

みちのく松陰道 

第５回かかしロード280シンボルかかし 

オープニングセレモニーでの園児達の和太鼓演奏 

- 117 - 

⑤ 漁業体験ツアーでブルーツーリズム 

（平内町 土屋漁業研究会） 

□紹介 

平内町土屋地区漁師の後継者の会である土屋漁業研究会（会長 

山崎睦生）は、平成 19年から浅虫温泉旅館組合(組合長 蝦名幸一)

とタイアップして「漁船で行ＧＯ！」を開催している。この「漁船

で行ＧＯ！」は、漁船に乗ってむつ湾の美しい景色を眺めながら、

漁師からホタテ養殖についての話を聞いたり、刺し網漁やカゴ漁体

験ができる漁業体験ツアーである。 

毎年の参加者は 100 名を超え、約 7割が小学生となっている。参

加した小学生からは「とてもおもしろい。」「漁師の方が優しかっ

た。」などの感想が寄せられ、参加者から好評を得ている。 

 

□活動に対する思い 

取組のきっかけは、「漁業だけではなく、ホタテを核とした観光

産業、レジャー産業の取り込みを行い、さらなるビジネスチャンス

を増やしていきたい。」という当時の平内町長の提案に賛同して、

平成 18 年に土屋漁業研究会、浅虫温泉旅館組合、漁協、町、県の

5 者で、ブルーツーリズムについて話し合いを重ね、翌平成 19 年

から、漁業体験ツアーとして「漁船で行ＧＯ！」を実施することに

なったものである。 

土屋漁業研究会は山形県のブルーツーリズムの取組を学ぶなど、

「漁船で行ＧＯ！」をよりよい体験ツアーにしようとしている。平

成 24年からは「ホタテオーナー制度」を実施する予定で、ホタテ

を活用した新たな地域活性化に取り組んでいる。 

 

⑥ 新幹線奥津軽（仮称）駅からすぐそこ渓流トレッキング 

（今別町 上股川渓流） 

□紹介 

上股(うえまた)川渓流は今別町にあり、北海道新幹線

奥津軽(仮称)駅建設予定地である現在のＪＲ津軽今別

駅・津軽ニ股駅からは 1ｋｍほどのところにある、約 7
ｋｍにわたって続く渓流である。 

この渓流は水量に恵まれ、春の新緑や秋の紅葉の景

観が素晴らしく、山菜も豊富で、春から秋にかけて山

菜採りやトレッキングを楽しむ人たちが多く訪れてい

る。 

 

 

□ここが魅力 

渓流沿いには林道があり、四輪駆動車を利用して見どころだけを見て歩くだけでも十分楽しめる。脚に自信

のある人は、全コースを歩くと、水しぶきを上げる激しい流れや、一転して穏やかになる流れなど、さまざま

な表情を見せる渓流の隅々まで満喫することができる。 
渓流沿いの断崖を見上げると現れる大きな穴は｢獅子穴(ししあな)｣と呼ばれ、病気やけがをした獅子(かもし

か)が、この穴に入って治療したとの言い伝えがある。「上股大滝」は三段からなる落差約 15ｍの段瀑の滝で、

急流が岩にぶつかりながら流れ落ちる様子を間近で眺めることができ、最大の見どころとなっている。 

「漁船で行ＧＯ！」の告知ポスター

上股川渓流 

－ 116 － － 117 －



- 116 - 

③ 国道 280 号線をかかしロードに！ 

（青森市 かかしロード 280 実行委員会） 

□紹介 

青森市のかかしロード 280 実行委員会（会長 舘田直吉）は、

平成 19年から毎年 9月に「かかしロード 280」を開催している。

この取組は、青森市西北部地区住民の手づくりのかかしを国道

280号バイパスに沿って展示することで、地区のイメージ高揚、

地域特産品の開発、観光の振興等につなげ、地域活性化を目指

すものである。 

開催期間中は、展示されているかかしをドライバーが楽しむ

だけでなく、オープニングセレモニーやかかしロードウォーク

など、地域住民が楽しめるイベントも行われている。 

 

□活動に対する思い 

実行委員会では、県内外のかかしコンクールを行ってい

る団体と積極的に情報交換を行い、地域特産品開発や地域

の活性化に関する検討などを重ねている。 

周辺の幼稚園や福祉施設からのかかし展示もあり、平成

22 年からは蓬田村にまで展示地域を拡大している。 

平成 22 年 12 月の東北新幹線全線開業、さらに、平成

27 年には北海道新幹線奥津軽（仮称）駅の開業が予定さ

れ、東青地域の地域経済活性化への取組が強く求められて

いる中で、舘田会長は「展示地区を外ヶ浜町や今別町にも

拡大していくとともに、誘客にもつなげ、更なる地域活性

化に役立てたい」と今後の抱負を語ってくれた。 
 

 

④ 奥津軽で幕末の思想家吉田松陰の足跡をたどる 

（外ヶ浜町及び中泊町 みちのく松陰道） 

□紹介 

みちのく松陰道は、中泊町小泊から算用師（さんようし）

峠を通り抜け、外ヶ浜町三厩へ至る約 10ｋｍ(うち歩道約

3.5ｋｍ)の山道で、明治維新の精神的指導者であった吉田

松陰が国防調査のためこの地を訪れ、統一国家日本につな

がる構想を初めて日記に記した歴史的な道である。 
道は全体的に緩やかな上り下りで歩きやすく、最近の歴

史ブーム・健康志向の高まりなどもあって、ウォーキング

ツアーなどのイベントが行われており、県内外から多くの

人が参加している。 
 

 

□ここが魅力 

道の周囲は初めのうちは、ヒバ林が続き、高度が増すにつれブナ・ミズナラなどの広葉樹林となっていく。

いずれも大木が多く、木々の間から柔らかい陽射しが差し込み、松陰の通った道を踏みしめながら爽やかな森

林浴が楽しめる。 
ちょうど中間点が最も標高の高い算用師峠(372ｍ)である。算用師峠から見える日本海や三厩湾、津軽海峡

の眺めは素晴らしく、ここで一息ついて食べる昼食は格別である。また、この場所には吉田松陰の出身地であ

る山口県萩市との交流の証である萩椿が植えられている。 

道沿いにはミズなどの山菜が至る所に群生し、付近には広葉樹の倒木も多く、秋になるとサモダシ（ナラタ

ケ）、ヒラタケ、ムキタケなどが重なり合うように群生している。 

中泊側の入口付近には、日本最初で最長の津軽森林鉄道の軌道跡があり、今も残る古い木橋などを目当てに

訪れる人も多い。

みちのく松陰道 

第５回かかしロード280シンボルかかし 

オープニングセレモニーでの園児達の和太鼓演奏 
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⑤ 漁業体験ツアーでブルーツーリズム 

（平内町 土屋漁業研究会） 

□紹介 

平内町土屋地区漁師の後継者の会である土屋漁業研究会（会長 

山崎睦生）は、平成 19年から浅虫温泉旅館組合(組合長 蝦名幸一)

とタイアップして「漁船で行ＧＯ！」を開催している。この「漁船

で行ＧＯ！」は、漁船に乗ってむつ湾の美しい景色を眺めながら、

漁師からホタテ養殖についての話を聞いたり、刺し網漁やカゴ漁体

験ができる漁業体験ツアーである。 

毎年の参加者は 100 名を超え、約 7割が小学生となっている。参

加した小学生からは「とてもおもしろい。」「漁師の方が優しかっ

た。」などの感想が寄せられ、参加者から好評を得ている。 

 

□活動に対する思い 

取組のきっかけは、「漁業だけではなく、ホタテを核とした観光

産業、レジャー産業の取り込みを行い、さらなるビジネスチャンス

を増やしていきたい。」という当時の平内町長の提案に賛同して、

平成 18 年に土屋漁業研究会、浅虫温泉旅館組合、漁協、町、県の

5 者で、ブルーツーリズムについて話し合いを重ね、翌平成 19 年

から、漁業体験ツアーとして「漁船で行ＧＯ！」を実施することに

なったものである。 

土屋漁業研究会は山形県のブルーツーリズムの取組を学ぶなど、

「漁船で行ＧＯ！」をよりよい体験ツアーにしようとしている。平

成 24年からは「ホタテオーナー制度」を実施する予定で、ホタテ

を活用した新たな地域活性化に取り組んでいる。 

 

⑥ 新幹線奥津軽（仮称）駅からすぐそこ渓流トレッキング 

（今別町 上股川渓流） 

□紹介 

上股(うえまた)川渓流は今別町にあり、北海道新幹線

奥津軽(仮称)駅建設予定地である現在のＪＲ津軽今別

駅・津軽ニ股駅からは 1ｋｍほどのところにある、約 7
ｋｍにわたって続く渓流である。 

この渓流は水量に恵まれ、春の新緑や秋の紅葉の景

観が素晴らしく、山菜も豊富で、春から秋にかけて山

菜採りやトレッキングを楽しむ人たちが多く訪れてい

る。 

 

 

□ここが魅力 

渓流沿いには林道があり、四輪駆動車を利用して見どころだけを見て歩くだけでも十分楽しめる。脚に自信

のある人は、全コースを歩くと、水しぶきを上げる激しい流れや、一転して穏やかになる流れなど、さまざま

な表情を見せる渓流の隅々まで満喫することができる。 
渓流沿いの断崖を見上げると現れる大きな穴は｢獅子穴(ししあな)｣と呼ばれ、病気やけがをした獅子(かもし

か)が、この穴に入って治療したとの言い伝えがある。「上股大滝」は三段からなる落差約 15ｍの段瀑の滝で、

急流が岩にぶつかりながら流れ落ちる様子を間近で眺めることができ、最大の見どころとなっている。 

「漁船で行ＧＯ！」の告知ポスター

上股川渓流 
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□中南地域の可能性 

中南地域は、東に八甲田連峰、西に秀峰岩木山、南に世界自然遺

産「白神山地」と三方を山に囲まれた津軽平野の一帯にあり、弘前

市、黒石市、平川市、西目屋村、藤崎町、大鰐町、田舎館村の 3市

2町 2村から構成されている。 

日本一の生産量を誇るりんごをはじめ、米や野菜など農産物の生

産拠点となっているほか、製造業関係では、光関連産業（電気機械、

情報通信、電子部品等）が集積している。 

また、藩政時代から津軽塗やこぎん刺し、津軽打刃物などの伝統

工芸が集積しており、現在に至るまで引き継がれている。 

築城 400 年を迎えた弘前城や黒石市のこみせ地区、岩木山のお山参詣や各地域でのねぷた祭りなど、歴史と

伝統に根ざした文化の薫り高い地域である。 

 
 

□可能性を踏まえた取組 

平成 22年 12月の東北新幹線全線開業により、首都圏との時間的

距離が短縮し、個人旅行客を中心として、気軽に観光客が中南地域

を訪れることが可能となった。 

また、平成 23年は、弘前城築城 400 年という節目の年でもあり、

弘前市では「弘前城築城 400 年祭」として、1年間を通じて各種記

念事業を実施し、今後につながるイベントも創出されるなど活気に

溢れたほか、個人旅行の増加に対応した着地型旅行商品の一つとし

て全国的に人気が高いガイド付き「街歩き観光」が人気となってき

ている。 

農業面では、６次産業化の取組としてりんごやトマトなど栽培か

ら加工品づくり、販売までを一貫して行う事業者の国の認定が中南

管内で相次ぐなど、農産品の高付加価値化の取組が活発化してきて

いる。また、早生品種「つがる」の代替品目として、「もも」の産

地育成の取組を進めているほか、冬期間におけるりんごの消費拡大

を図るため、りんごジュースを温めて飲む「ホットアップルジュー

ス」の普及促進活動も行っている。 

産業面では、弘前大学や公設試験研究機関が集積している優位性

を生かして、コラーゲンやヒアルロン酸と並ぶほどの保水性に優れ、

サケの鼻軟骨から精製する「プロテオグリカン」を活用した商品化 

への取組が進むなど、今後の産業集積につながることが期待されている。 

 
 

□今後の展望 

観光面においては、平成 27 年の北海道新幹線の開業を見据

え、広域連携による地域の活性化を図ろうとする動きが活発化

してきており、新たな着地型観光商品の開発が期待されている

ところである。 

東北新幹線全線開業の効果を持続していくためにも、地域の

優位性のある資源を有効に活用しながら、地域全体が連携、協

働し、産業や観光の更なる振興に結びつけていくことが重要で

ある。 

中南地域県民局の地域への思い 

満開の弘前公園西堀 

秀峰岩木山 

弘前さくらまつり 

中南地域から眺める八甲田連峰 
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① 弘前路地裏探偵団がゆく！ 

（弘前市 弘前路地裏探偵団） 

□紹介 

「弘前路地裏探偵団」は、「路地裏にこそ、その街の文化の花が咲く」

を合い言葉に、弘前市内の路地裏を中心にガイド付き街歩き観光を実践

している探偵集団である。集客が見込める「弘前さくらまつり」や「弘

前ねぷたまつり」などと並ぶような通年で楽しめる個人向け観光の目玉

にするべく、今日も路地裏探偵団がゆく。 

 

 

 

□活動に対する思い 

探偵団のメンバーは、ホテルの支配人、会社の社長、公務員、ＯＬ、

主婦など様々。 

事前申込が不要の「夕暮れ路地裏散歩」(6月～11月の毎週金曜日開

催)が人気を集めている。赤いスカーフとハンチング姿の探偵(ガイド)

が、参加費 1,000 円、約 90分で夕暮れの路地裏を楽しく会話しながら

案内して歩く。散歩中、気に入った飲食店があれば、途中で離脱して

もＯＫという気軽さ。観光名所を巡るツアーとは正反対の、ガイドブックに載っていない通路や路地裏の飲み

屋街など、まるでラビリンス(迷宮)のような路地裏、風景、店が、探偵の案内でとっておきの観光スポットに

変わってしまう。団長を務める鹿田智嵩氏は、「今後は、学生の街(通称 西弘)や、弘南鉄道大鰐線に乗車しな

がら車窓からの風景を楽しむコースなども増やしていきたい」と、さらなる意欲を見せている。 
 

② 結集！全国やきそば力 -届け！被災地復興支援へ！- 

（黒石市 やきそばのまち黒石会） 

□紹介 

「やきそばのまち黒石会」は、やきそばを通じて地域おこしに取り

組んでいる団体である。黒石市で初のやきそば全国イベントを開催し

ようと、「全国やきそばサミット in 黒石」の運営参画及び出展に取り

組んだ。 

□活動に対する思い 

やきそばのまち黒石会は、これまで、やきそばのイベント主催やＢ－

1グランプリ出展等により、やきそばで地域おこしに取り組む全国の団

体との交流を図ってきた。次は、全国レベルのイベントを黒石市で開

催しようと、地域が一体となって実行委員会が組織された。その委員

会に参画し、出展団体としてやっていこうという矢先に東日本大震災

が起こり、参加予定の出展団体が被災し、機材などが流されてしまっ

た。やきそばで地域おこしをしている複数の団体が被災したこともあ

り、同会は被災地支援活動として岩手県石巻市や宮古市などへ計 8 回

の炊き出し支援活動を行い、黒石やきそばを提供して回った。 

自粛ムードが漂う中、全国やきそばサミットの開催中止も検討した

が、開催して東北全体を盛り上げていきたいという地域の思いや、被

災した団体の参加表明により、全国から 11団体が参加の下、全国やき

そばサミットは平成 23 年 10 月 8 日～9 日に地元黒石市で開催された。

テーマは、被災地復興支援。結果、2日間で 6万 3千人を集めるなど黒

石市内のイベントでは類例を見ない来場者を記録し、大成功に終わった。 

「この全国イベントをまちぐるみで一体となって終えることができた。しかし、参加した石巻市や浪江町な

ど、まだまだ復興支援を必要としている。今後も東北全体が盛り上がる活動をしていきたい」とやきそばのま

ち黒石会会長の渡辺一央氏の思いは熱い。 

中南地域の魅力ある取組や地域資源の紹介 

街歩きの様子 

宮古市での炊き出しの様子 

「やきそばｻﾐｯﾄ in 黒石」での行列

路地裏を歩く 

－ 118 － － 119 －
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□中南地域の可能性 

中南地域は、東に八甲田連峰、西に秀峰岩木山、南に世界自然遺

産「白神山地」と三方を山に囲まれた津軽平野の一帯にあり、弘前

市、黒石市、平川市、西目屋村、藤崎町、大鰐町、田舎館村の 3市

2町 2村から構成されている。 

日本一の生産量を誇るりんごをはじめ、米や野菜など農産物の生

産拠点となっているほか、製造業関係では、光関連産業（電気機械、

情報通信、電子部品等）が集積している。 

また、藩政時代から津軽塗やこぎん刺し、津軽打刃物などの伝統

工芸が集積しており、現在に至るまで引き継がれている。 

築城 400 年を迎えた弘前城や黒石市のこみせ地区、岩木山のお山参詣や各地域でのねぷた祭りなど、歴史と

伝統に根ざした文化の薫り高い地域である。 

 
 

□可能性を踏まえた取組 

平成 22年 12月の東北新幹線全線開業により、首都圏との時間的

距離が短縮し、個人旅行客を中心として、気軽に観光客が中南地域

を訪れることが可能となった。 

また、平成 23年は、弘前城築城 400 年という節目の年でもあり、

弘前市では「弘前城築城 400 年祭」として、1年間を通じて各種記

念事業を実施し、今後につながるイベントも創出されるなど活気に

溢れたほか、個人旅行の増加に対応した着地型旅行商品の一つとし

て全国的に人気が高いガイド付き「街歩き観光」が人気となってき

ている。 

農業面では、６次産業化の取組としてりんごやトマトなど栽培か

ら加工品づくり、販売までを一貫して行う事業者の国の認定が中南

管内で相次ぐなど、農産品の高付加価値化の取組が活発化してきて

いる。また、早生品種「つがる」の代替品目として、「もも」の産

地育成の取組を進めているほか、冬期間におけるりんごの消費拡大

を図るため、りんごジュースを温めて飲む「ホットアップルジュー

ス」の普及促進活動も行っている。 

産業面では、弘前大学や公設試験研究機関が集積している優位性

を生かして、コラーゲンやヒアルロン酸と並ぶほどの保水性に優れ、

サケの鼻軟骨から精製する「プロテオグリカン」を活用した商品化 

への取組が進むなど、今後の産業集積につながることが期待されている。 

 
 

□今後の展望 

観光面においては、平成 27 年の北海道新幹線の開業を見据

え、広域連携による地域の活性化を図ろうとする動きが活発化

してきており、新たな着地型観光商品の開発が期待されている

ところである。 

東北新幹線全線開業の効果を持続していくためにも、地域の

優位性のある資源を有効に活用しながら、地域全体が連携、協

働し、産業や観光の更なる振興に結びつけていくことが重要で

ある。 

中南地域県民局の地域への思い 

満開の弘前公園西堀 

秀峰岩木山 

弘前さくらまつり 

中南地域から眺める八甲田連峰 
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① 弘前路地裏探偵団がゆく！ 

（弘前市 弘前路地裏探偵団） 

□紹介 

「弘前路地裏探偵団」は、「路地裏にこそ、その街の文化の花が咲く」

を合い言葉に、弘前市内の路地裏を中心にガイド付き街歩き観光を実践

している探偵集団である。集客が見込める「弘前さくらまつり」や「弘

前ねぷたまつり」などと並ぶような通年で楽しめる個人向け観光の目玉

にするべく、今日も路地裏探偵団がゆく。 

 

 

 

□活動に対する思い 

探偵団のメンバーは、ホテルの支配人、会社の社長、公務員、ＯＬ、

主婦など様々。 

事前申込が不要の「夕暮れ路地裏散歩」(6月～11月の毎週金曜日開

催)が人気を集めている。赤いスカーフとハンチング姿の探偵(ガイド)

が、参加費 1,000 円、約 90分で夕暮れの路地裏を楽しく会話しながら

案内して歩く。散歩中、気に入った飲食店があれば、途中で離脱して

もＯＫという気軽さ。観光名所を巡るツアーとは正反対の、ガイドブックに載っていない通路や路地裏の飲み

屋街など、まるでラビリンス(迷宮)のような路地裏、風景、店が、探偵の案内でとっておきの観光スポットに

変わってしまう。団長を務める鹿田智嵩氏は、「今後は、学生の街(通称 西弘)や、弘南鉄道大鰐線に乗車しな

がら車窓からの風景を楽しむコースなども増やしていきたい」と、さらなる意欲を見せている。 
 

② 結集！全国やきそば力 -届け！被災地復興支援へ！- 

（黒石市 やきそばのまち黒石会） 

□紹介 

「やきそばのまち黒石会」は、やきそばを通じて地域おこしに取り

組んでいる団体である。黒石市で初のやきそば全国イベントを開催し

ようと、「全国やきそばサミット in 黒石」の運営参画及び出展に取り

組んだ。 

□活動に対する思い 

やきそばのまち黒石会は、これまで、やきそばのイベント主催やＢ－

1グランプリ出展等により、やきそばで地域おこしに取り組む全国の団

体との交流を図ってきた。次は、全国レベルのイベントを黒石市で開

催しようと、地域が一体となって実行委員会が組織された。その委員

会に参画し、出展団体としてやっていこうという矢先に東日本大震災

が起こり、参加予定の出展団体が被災し、機材などが流されてしまっ

た。やきそばで地域おこしをしている複数の団体が被災したこともあ

り、同会は被災地支援活動として岩手県石巻市や宮古市などへ計 8 回

の炊き出し支援活動を行い、黒石やきそばを提供して回った。 

自粛ムードが漂う中、全国やきそばサミットの開催中止も検討した

が、開催して東北全体を盛り上げていきたいという地域の思いや、被

災した団体の参加表明により、全国から 11団体が参加の下、全国やき

そばサミットは平成 23 年 10 月 8 日～9 日に地元黒石市で開催された。

テーマは、被災地復興支援。結果、2日間で 6万 3千人を集めるなど黒

石市内のイベントでは類例を見ない来場者を記録し、大成功に終わった。 

「この全国イベントをまちぐるみで一体となって終えることができた。しかし、参加した石巻市や浪江町な

ど、まだまだ復興支援を必要としている。今後も東北全体が盛り上がる活動をしていきたい」とやきそばのま

ち黒石会会長の渡辺一央氏の思いは熱い。 

中南地域の魅力ある取組や地域資源の紹介 

街歩きの様子 

宮古市での炊き出しの様子 

「やきそばｻﾐｯﾄ in 黒石」での行列

路地裏を歩く 
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- 120 - 

③ 新たな温泉旅行商品の開発を！ 

（黒石市 小嵐山・黒石温泉郷活性化協議会） 

□紹介 

黒石温泉郷は、温湯温泉、板留温泉、青荷温泉、落合温泉、

大川原温泉など、個性ある温泉地の集合体である。「小嵐山・

黒石温泉郷活性化協議会」は、この地域に誘客を図り元気なエ

リアにしようと、温泉郷の旅館や地域が結集して、新たな旅行

商品の開発やネットを活用しての誘客作戦に取り組んでいる。 

 

 

 

 

 

□活動に対する思い 

「温泉郷内全体に元気がないとお客さんも来ない」と当協議会のプ

ロデューサーを務める福士拓弥氏は、温泉旅館や周辺施設が一体とな

って誘客を進めようと、じゃらんリサーチセンターの協力を得て、新

旅行商品の開発に向け、ワークショップを重ねた。 

そこで、考案されたのが「新家族旅行プラン」である。ターゲット

をファミリーに絞り、山の匂い、祭りの音、土地の味を一緒に感じ、

家族の絆を深められたらという思いから開発された。夏祭りシャトル

バス送迎、バーベキュー、夏野菜収穫体験など各種プランをインター

ネット（じゃらんネット）で発売したところ、ファミリー層は元より、

色々な年齢層の個人旅行客が利用するヒット商品となった。 

福士プロデューサーは、「自分たちが楽しまないと、お客さんも楽しめない。今後もファミリーや学生を主

なターゲットに、一緒になって楽しめるプランを開発していきたい」と語るなど協議会の誘客作戦は今後も続

く。 
 

④ 独自技術でカラフルミニトマトや加工品づくりを推進 

（弘前市 有限会社まごころ農場） 

□紹介 

有限会社まごころ農場は、ミニトマト栽培を中心に、自分で作っ

たものを自分で加工して販売するといういわゆる「６次産業化」を

実践しているが、「ミニトマト及び地域の特産農産物を活用した加

工品の製造、販売」計画が、平成 23年 6月 15日に国の６次産業化

法に基づく総合化事業計画の認定を受けたことから、より加工度の

高い自社ブランド商品や業務用の一次加工品の開発を進めている。 

 

 

□活動に対する思い 

独自に開発した溶液栽培技術を活用した7色のカラフルミニト

マト栽培のほか、トマトジュース、ジャム、ピューレなどの加工

品を製造販売してきたが、国の認定を受けて、トマトドレッシン

グやレトルト食品の開発、毛豆、ほうれん草などの業務用のピュ

ーレやパウダーの開発など加工品づくりに力を入れている。 

また、複数の津軽の有志農家で結成する「津軽ファーマーズク

ラブ」に参画し、一緒に販売したり、必要な農産品原料の調達で

協力し合うなど、横の連携も密である。さらには、よもぎ、柏、

笹など菓子製造業者向けの 1次加工品づくりに着手するなど、活

動の範囲は拡大している。 

まごころ農場の斎藤靖彦代表取締役は、「一緒に連携できる仲間を増やして、トマトなど、加工により付加

価値をつけて、津軽全体の加工ビジネスを盛り上げいきたい」と意気込みを語ってくれた。

トマトジュースなどの加工製品 

7 色のカラフルミニトマト 

家族旅行プラン作りのワークショップ

冬のバーベキュープランの様子 
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マスコットキャラクター 

「ラッセル君」 

⑤ Ｋ列車で行こう！-弘南鉄道の沿線地域活性化の取組- 

（平川市 弘南鉄道株式会社） 

□紹介 

弘南鉄道株式会社は、弘前市を中心として弘南線・

大鰐線の 2 つの鉄道路線を運営する鉄道会社である。

電車にもっと乗ってもらい、鉄道沿線地域一帯を活性

化しようと、マスコットキャラクター「ラッセル君」

の展開やトレインキャストによる沿線の魅力掘り起し

など様々な沿線地域活性化の取組を進めている。 

 

 

 

 

 

 

□活動に対する思い 

大鰐線往復乗車券と大鰐町の温泉施設「鰐 Come(わにかむ)」の入浴券等がセットになったお得きっぷ「さ

っパス」の発売、電車内へ自転車の持込が可能な大鰐線「サイクルトレイン」、弘南線往復乗車券と黒石やき

そばの食べ歩きができる「食べレール券」、大鰐線トレインキャストによる沿線の魅力発信活動のほか、最近

では、弘南鉄道と音楽を融合させ、「Ｋ列車で行こう！」をテーマに、電車内で

音楽を聴きながらの演奏会を行うなど、多種多様な取組が行われている。 

さらに、トレインキャストの発案から一般公募により生まれたマスコットキャ

ラクター「ラッセル君」が人気となっており、各種イベント活動への参加やスト

ラップ販売などにより沿線地域の活性化に寄与している。 

キャラクターの基となった、鉄道ファンにはたまらない昭和４年製のラッセル

車「キ 104」は、今も現役で排雪運転を行っており、鉄道感謝祭や実際の排雪運

行では、カメラを手にしたファンが多く集まり、雪を掻いて走る勇ましい姿は、

「絵になる風景」となっている。 

弘南鉄道株式会社の工藤司営業課長は、「今後も、乗車率向上や地域活性化の

ため、新しいキップの企画やゆるキャラ参加のイベントなどを積極的に実施して、

沿線地域を盛り上げていきたい」と新しい企画を今日も練っている。

雪掻車(ラッセル車)の試運転の様子 

－ 120 － － 121 －



- 120 - 

③ 新たな温泉旅行商品の開発を！ 

（黒石市 小嵐山・黒石温泉郷活性化協議会） 

□紹介 
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大川原温泉など、個性ある温泉地の集合体である。「小嵐山・
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商品の開発やネットを活用しての誘客作戦に取り組んでいる。 
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□三八地域の可能性 

三八地域は、重要港湾である八戸港を有し、新幹線や高速道路などのイ

ンフラの充実と相俟って北東北における物流拠点として重要な役割を果た

している。昭和 39 年に八戸市が新産業都市の指定を受けたことを契機に、

県内で最も工業集積が進む地域へと発展を遂げてきている。 

さらに、産業面では、高等教育機関、試験研究機関、産業支援機関など、

研究開発機能が充実しており、こうしたポテンシャルを生かし、本県のも

のづくり産業のリーディング地域として、今後さらに発展していくことが

期待される。 

また、日本有数の水産基地でもある八戸漁港の周辺には、古くから水産

加工業が集積しているほか、野菜、果実、畜産物、林産物など多彩な農林

資源にも恵まれており、これらの地域資源の高付加価値化を図っていくこ

とにより、地域経済への大きな波及効果が見込まれる。 

環境・エネルギー分野では、環境・リサイクルの先進的取組が行われて

いることに加え、日照時間の長さや豊富なバイオマス資源など、新エネルギーの開発可能性が高く、これらの

取組を新たな産業集積へと結び付けていくことが期待される。 

このほか、観光では、祭り、歴史、景観などの観光資源に加え、産業観光、グリーン・ツーリズムなどの

多様な観光に対応できる可能性を持っている。 

□可能性を踏まえた取組 

工業集積や産業インフラの充実といった高いポテンシャルを生か

し、ものづくり産業の活性化に向け、ものづくりコーディネータの設

置、産学官金融が連携した企業の課題解決や「カイゼン」など生産性

の向上に取り組む企業を支援している。 

また、豊富でバランスの良い農林・畜産・水産資源や、食品製造業

の集積の高さを生かし、農商工連携の推進による「食」産業の取組を

進めながら、地域資源の高付加価値化に取り組んでいる。 

環境・エネルギー分野では、先進的取組を生かした新たな産業集積

と、地域循環型のモデル的取組の推進に向け、今後需要の増加が見込

まれる太陽光発電分野や電気自動車分野に関する技術者の育成、ゼロエミッションなど環境・エネルギー分野

に関する理解促進活動などを行っている。 

観光面では、八戸広域観光推進協議会を中心として広域観光推進体制の整備を図っており、体験型観光の担

い手を含めた観光資源の調査・掘り起こし、広域でのモニターツアー等の実施、旅行会社等への旅行商品の企

画提案などを行っている。 

□今後の展望 

三八地域は、東日本大震災により直接的・間接的に大きな被害を受け

たが、いち早い復旧・復興に向け、官民一丸となって取り組んできた。

今後は、東北全体の復興に繋げるとの思いも込め、これまで培ってきた

産業集積や地域資源を最大限に生かしたさらなる地域の発展を図る。 

ものづくり産業においては、被災 3県との新たなビジネスネットワー

クの構築を進め、地域産業の活性化と、被災 3県の復旧・復興への支援

を図るとともに、経営者層の意欲向上や、生産改善活動の推進に取り組

み、企業の収益力の向上や技術開発、新事業等への展開を促進していく。 

地域資源においては、高付加価値化や６次産業化の取組等に改善を加

えつつ、充実、加速化させ、農林水産物の生産基盤の強化を進めながら、

地域の特産資源の観光コンテンツへの磨き上げや、食農教育の推進、多

様な担い手の就業等に取組み、農林水産業を核とした地域活性化を図る。 

環境・エネルギー分野においては、今後普及が見込まれる電気自動車

に関して、製造やメンテナンスに関する人財の育成を進めるとともに、

改造電気自動車の製造など、電気自動車関連産業の育成を図る。 

また、観光においては、着地型旅行商品の充実を図りながら、受入体

制を強化し、震災から復興した観光地の姿を全国に発信し、八戸広域の

観光振興を図る。 

三八地域県民局の地域への思い 

幻想的な工場の夜景 

豪華絢爛な八戸三社大祭 

春を告げる八戸えんぶり

船を追うウミネコたち 
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① Ｂ級ご当地グルメを活用した、市民によるまちおこし活動 

（八戸市 八戸せんべい汁研究所） 

□紹介 

八戸せんべい汁研究所は、平成 15 年 11 月に旗揚げした市民団体で

ある。煎餅屋でも飲食店でもない、会社員など普通の市民が仕事後の

夜や休日にボランティアで活動し、地元以外では全く知られていなか

った八戸せんべい汁の全国ブランド化により、街を元気にするべく挑

戦を続けている。 

Ｂ級ご当地グルメソングの草分けとなった「好きだＤｅａｒ！八戸せ

んべい汁」の企画や、今や国民的イベントになった「Ｂ－1グランプリ」

の生みの親も八戸せんべい汁研究所である。Ｂ－1グランプリでは、料

理の味ばかりでなく八戸流のおもてなし等のパフォーマンスも評価さ

れ、過去 6大会中、3度のシルバーグランプリ(全国 2位)と 2度のブロンズグランプリ(同 3位)獲得という偉

業を成し遂げ、八戸せんべい汁を一躍全国ブランドに押し上げた。 

□活動に対する思い 

“安くて・美味しいから・地元の人たちに愛される食べ物”「Ｂ級ご当

地グルメ」を活用し、お金を掛けずにユニークな発想と企画力で、話題性

を高めた戦略的な情報発信をし、地域を売り込む、そんな活動に市民が取

り組んでいる。 

これまで地元では“ありふれた食・日常の家庭料理”だからと埋もれて

いた地域の宝を発掘し、全国に紹介してきた。今や八戸せんべい汁の経済

波及効果は年間 563 億円(22 年度・総務省調査)と評価されている。地元客

はもちろん、多くの旅行者が八戸せんべい汁を食べに横丁などを訪れ、豊

富な食や地酒を堪能し、翌朝の朝市・朝ぶろを楽しみ、種差海岸や蕪島にも立ち寄り、お土産を買って帰る。 

八戸せんべい汁研究所は、行政や業界に頼りっ放しになることなく、市民主導のボランティア活動から地域

に元気を取り戻そう、そんな想いを着実にカタチにしている。 
 

② まるでお祭りみたい！八戸は朝から元気！ 

（八戸市 朝市） 

□紹介 

八戸市民の台所・名物・観光スポットとして市内には古くから数多

くの朝市が開催されている。中でも、格段にスケールが大きく、日本

最大規模の朝市が館鼻岸壁朝市。東日本大震災による津波の被害を受

けた館鼻岸壁だったが、関係者による復旧作業への多大なる尽力と市

民などからの厚い要望により、被災から約 3カ月後に再開を果たした。 

館鼻岸壁朝市は、毎週日曜日に夜明けから 10時頃まで開催される。

総延長距離約800ｍにも及ぶ通路を挟んで約350店補もの出店が並び、

毎週 1～3万人もの人手で賑わう。 

そのほか、ＪＲ八戸線「陸奥湊(むつみなと)」駅のすぐ正面にある八戸市営魚菜小売市場やその周辺の店も

暗いうちから営業を開始し、魚菜市場を中心に「陸奥湊駅前朝市」として地元で親しまれている。 

□ここが魅力 

イカの水揚げ日本一を誇る八戸漁港の広大な館鼻岸壁を利用して開催

される館鼻岸壁朝市では、八戸市内はもとより、近隣町村からのとれた

ての新鮮な食材たちが大集結する。ここに無いものは無い！そう思わせ

るほど、八戸の海産物はもちろん、野菜、果物、総菜、らーめん・うど

ん、雑貨や中古自動車まで、多種多様な商品が所狭しと並び、ここでし

か買えない名物も多数ある。散策するだけでもワクワクする朝市だが、

お好みの食材を買い込んで、岸壁で漁船を眺めながらの朝食も面白い。 

陸奥湊駅前朝市は、「イサバのカッチャ」と呼ばれる魚商のお母さんた

ちの威勢のいい掛け声が響き渡り、品定めをするお客との会話も弾み、

周囲が活気に満ち溢れている。安い、おいしい、見るだけでも楽しい朝市は、早起きして行ってみる価値あり。

三八地域の魅力ある取組や地域資源の紹介 

八戸せんべい汁 

Ｂ－1グランプリの様子 

人で賑わう朝市 

新鮮でおいしい食材 

－ 122 － － 123 －
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□三八地域の可能性 

三八地域は、重要港湾である八戸港を有し、新幹線や高速道路などのイ

ンフラの充実と相俟って北東北における物流拠点として重要な役割を果た

している。昭和 39 年に八戸市が新産業都市の指定を受けたことを契機に、

県内で最も工業集積が進む地域へと発展を遂げてきている。 

さらに、産業面では、高等教育機関、試験研究機関、産業支援機関など、

研究開発機能が充実しており、こうしたポテンシャルを生かし、本県のも

のづくり産業のリーディング地域として、今後さらに発展していくことが

期待される。 

また、日本有数の水産基地でもある八戸漁港の周辺には、古くから水産

加工業が集積しているほか、野菜、果実、畜産物、林産物など多彩な農林

資源にも恵まれており、これらの地域資源の高付加価値化を図っていくこ

とにより、地域経済への大きな波及効果が見込まれる。 

環境・エネルギー分野では、環境・リサイクルの先進的取組が行われて

いることに加え、日照時間の長さや豊富なバイオマス資源など、新エネルギーの開発可能性が高く、これらの

取組を新たな産業集積へと結び付けていくことが期待される。 

このほか、観光では、祭り、歴史、景観などの観光資源に加え、産業観光、グリーン・ツーリズムなどの

多様な観光に対応できる可能性を持っている。 

□可能性を踏まえた取組 

工業集積や産業インフラの充実といった高いポテンシャルを生か

し、ものづくり産業の活性化に向け、ものづくりコーディネータの設

置、産学官金融が連携した企業の課題解決や「カイゼン」など生産性

の向上に取り組む企業を支援している。 

また、豊富でバランスの良い農林・畜産・水産資源や、食品製造業

の集積の高さを生かし、農商工連携の推進による「食」産業の取組を

進めながら、地域資源の高付加価値化に取り組んでいる。 

環境・エネルギー分野では、先進的取組を生かした新たな産業集積

と、地域循環型のモデル的取組の推進に向け、今後需要の増加が見込

まれる太陽光発電分野や電気自動車分野に関する技術者の育成、ゼロエミッションなど環境・エネルギー分野

に関する理解促進活動などを行っている。 

観光面では、八戸広域観光推進協議会を中心として広域観光推進体制の整備を図っており、体験型観光の担

い手を含めた観光資源の調査・掘り起こし、広域でのモニターツアー等の実施、旅行会社等への旅行商品の企

画提案などを行っている。 

□今後の展望 

三八地域は、東日本大震災により直接的・間接的に大きな被害を受け

たが、いち早い復旧・復興に向け、官民一丸となって取り組んできた。

今後は、東北全体の復興に繋げるとの思いも込め、これまで培ってきた

産業集積や地域資源を最大限に生かしたさらなる地域の発展を図る。 

ものづくり産業においては、被災 3県との新たなビジネスネットワー

クの構築を進め、地域産業の活性化と、被災 3県の復旧・復興への支援

を図るとともに、経営者層の意欲向上や、生産改善活動の推進に取り組

み、企業の収益力の向上や技術開発、新事業等への展開を促進していく。 

地域資源においては、高付加価値化や６次産業化の取組等に改善を加

えつつ、充実、加速化させ、農林水産物の生産基盤の強化を進めながら、

地域の特産資源の観光コンテンツへの磨き上げや、食農教育の推進、多

様な担い手の就業等に取組み、農林水産業を核とした地域活性化を図る。 

環境・エネルギー分野においては、今後普及が見込まれる電気自動車

に関して、製造やメンテナンスに関する人財の育成を進めるとともに、

改造電気自動車の製造など、電気自動車関連産業の育成を図る。 

また、観光においては、着地型旅行商品の充実を図りながら、受入体

制を強化し、震災から復興した観光地の姿を全国に発信し、八戸広域の

観光振興を図る。 

三八地域県民局の地域への思い 

幻想的な工場の夜景 

豪華絢爛な八戸三社大祭 

春を告げる八戸えんぶり

船を追うウミネコたち 
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① Ｂ級ご当地グルメを活用した、市民によるまちおこし活動 

（八戸市 八戸せんべい汁研究所） 

□紹介 

八戸せんべい汁研究所は、平成 15 年 11 月に旗揚げした市民団体で

ある。煎餅屋でも飲食店でもない、会社員など普通の市民が仕事後の

夜や休日にボランティアで活動し、地元以外では全く知られていなか

った八戸せんべい汁の全国ブランド化により、街を元気にするべく挑

戦を続けている。 

Ｂ級ご当地グルメソングの草分けとなった「好きだＤｅａｒ！八戸せ

んべい汁」の企画や、今や国民的イベントになった「Ｂ－1グランプリ」

の生みの親も八戸せんべい汁研究所である。Ｂ－1グランプリでは、料

理の味ばかりでなく八戸流のおもてなし等のパフォーマンスも評価さ

れ、過去 6大会中、3度のシルバーグランプリ(全国 2位)と 2度のブロンズグランプリ(同 3位)獲得という偉

業を成し遂げ、八戸せんべい汁を一躍全国ブランドに押し上げた。 

□活動に対する思い 

“安くて・美味しいから・地元の人たちに愛される食べ物”「Ｂ級ご当

地グルメ」を活用し、お金を掛けずにユニークな発想と企画力で、話題性

を高めた戦略的な情報発信をし、地域を売り込む、そんな活動に市民が取

り組んでいる。 

これまで地元では“ありふれた食・日常の家庭料理”だからと埋もれて

いた地域の宝を発掘し、全国に紹介してきた。今や八戸せんべい汁の経済

波及効果は年間 563 億円(22 年度・総務省調査)と評価されている。地元客

はもちろん、多くの旅行者が八戸せんべい汁を食べに横丁などを訪れ、豊

富な食や地酒を堪能し、翌朝の朝市・朝ぶろを楽しみ、種差海岸や蕪島にも立ち寄り、お土産を買って帰る。 

八戸せんべい汁研究所は、行政や業界に頼りっ放しになることなく、市民主導のボランティア活動から地域

に元気を取り戻そう、そんな想いを着実にカタチにしている。 
 

② まるでお祭りみたい！八戸は朝から元気！ 

（八戸市 朝市） 

□紹介 

八戸市民の台所・名物・観光スポットとして市内には古くから数多

くの朝市が開催されている。中でも、格段にスケールが大きく、日本

最大規模の朝市が館鼻岸壁朝市。東日本大震災による津波の被害を受

けた館鼻岸壁だったが、関係者による復旧作業への多大なる尽力と市

民などからの厚い要望により、被災から約 3カ月後に再開を果たした。 

館鼻岸壁朝市は、毎週日曜日に夜明けから 10時頃まで開催される。

総延長距離約800ｍにも及ぶ通路を挟んで約350店補もの出店が並び、

毎週 1～3万人もの人手で賑わう。 

そのほか、ＪＲ八戸線「陸奥湊(むつみなと)」駅のすぐ正面にある八戸市営魚菜小売市場やその周辺の店も

暗いうちから営業を開始し、魚菜市場を中心に「陸奥湊駅前朝市」として地元で親しまれている。 

□ここが魅力 

イカの水揚げ日本一を誇る八戸漁港の広大な館鼻岸壁を利用して開催

される館鼻岸壁朝市では、八戸市内はもとより、近隣町村からのとれた

ての新鮮な食材たちが大集結する。ここに無いものは無い！そう思わせ

るほど、八戸の海産物はもちろん、野菜、果物、総菜、らーめん・うど

ん、雑貨や中古自動車まで、多種多様な商品が所狭しと並び、ここでし

か買えない名物も多数ある。散策するだけでもワクワクする朝市だが、

お好みの食材を買い込んで、岸壁で漁船を眺めながらの朝食も面白い。 

陸奥湊駅前朝市は、「イサバのカッチャ」と呼ばれる魚商のお母さんた

ちの威勢のいい掛け声が響き渡り、品定めをするお客との会話も弾み、

周囲が活気に満ち溢れている。安い、おいしい、見るだけでも楽しい朝市は、早起きして行ってみる価値あり。

三八地域の魅力ある取組や地域資源の紹介 

八戸せんべい汁 

Ｂ－1グランプリの様子 

人で賑わう朝市 

新鮮でおいしい食材 
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③ いいんでねぇが！新郷 

（新郷村 新郷村埋蔵金伝説☆発掘探検隊） 

□紹介 

キリストの墓や大石神ピラミッドがある新郷村は、それゆえに県内

屈指のミステリーゾーンと言われている。そんなミステリアスな伝説

があるなら、どこかに埋蔵金が眠っていても不思議ではない。未知な

るお宝を探し出し、新郷村の埋もれた魅力を発掘して発信しよう！と

探検隊を組織したのが平成 21 年 10 月。現在、村内外から参加の約

30名が隊員として新郷村のＰＲ活動をしている。 

「新郷村埋蔵金伝説」というブログサイトを立ち上げ、新郷お宝情

報を発信しながらパワースポット巡りのバスツアーや宝探しツアー

なども企画し、都市と農村間の交流人口の拡大にも努めている。ＣＭ

撮影をしたり、ツイッターやフェイスブックも活用して旬な新郷情報をリアルタイムで届けており、平成 23

年 9月にはコミュニティビジネスの拠点となる産直ショップ「キリストっぷ」をキリスト公園前にオープン

させた。 

□活動に対する思い 

新郷村のことをもっと沢山の人に知ってもらいたい。知ってもら

えればきっと好きになってくれるに違いない。村の魅力をジャンジ

ャン発信して新郷ファンを増やそう！・・・新郷村の名を世に知ら

しめるための使命を映画「ミッション・インポッシブル」にあやか

り「ＭＩＳＳＩＯＮ：新郷－知ブル」と呼んでいる。そのミッショ

ンを遂行する探検隊員は、新郷村って「いいんでねぇが！」と、お

宝を発見する「撮れジャーハンター」である。 

村特産品のひとつ、原木シイタケをＰＲしようと本物の椎茸を携

帯ストラップなどに加工し販売もしている。キリストの墓のお土産

「キリストのハッカ飴」も新たに開発した。飴にはアーメンと書かれている。これからも村のお宝発掘はもち

ろんだが、楽しく魅力あふれる村にするために頑張っていきたい。いいんでねぇが！新郷！！ 
 

④ 豊かな自然環境のもとでの『あおもり倉石牛』生産の取組 

（五戸町 あおもり倉石牛銘柄推進協議会） 

□紹介 

「あおもり倉石牛」は、霜降肉の脂身の旨さと良質な赤身、適度な

甘みと口の中でとろけるまろやかさを持ちながら、大自然で育った野

趣や奥深い味も感じられる牛肉である。「あおもり倉石牛銘柄推進協議

会」では、豊かな自然に恵まれた五戸町を中心に、みちのくの銘牛「あ

おもり倉石牛」の生産・流通に取り組んでいる。 

出荷された牛が「あおもり倉石牛」として認められるためには高度

な基準をクリアする必要があり、厳選された優秀な牛だけに「あおも

り倉石牛」の称号が与えられる。 

□活動に対する思い 

倉石牛は、五戸町内にある「町営ブドロク放牧場」を活用し、地域内

で一丸となった生産体制の確立が進められている。ブドロク放牧場は自

然の山の形を活かした牧場で、牧柵は県産杉の間伐材を使用しており、

景観の美しい牧場である。ブドロク放牧場の自然の中で生まれた子牛た

ちは、将来の倉石牛目指してのびのびと育っている。 

また、銘柄推進協議会では、地域の人に倉石牛の良さを知ってもらう

ため様々な取組を行っている。毎年 10月上旬には五戸町の小渡平公園で

「倉石牛まつり」が開催される。まつりには毎年多くの家族連れが訪れ、

倉石牛のバーベキューを楽しんでいる。また地元の学校給食に倉石牛を

提供し、ビーフカレー、カルビ丼、ビビンバ、ステーキ等、子供達の人気メニューとなって親しまれている。 

地元の自然の中で生産され地域の人々に愛されている「あおもり倉石牛」は、今後、地域から全国へと知名

度を上げ、消費の更なる拡大を目指し、全国に通用するブランド牛に成長するよう若手後継者が中心となって

生産に励んでいる。

キリストの墓?!発見 

ピラミッド発掘調査中 

ブドロク放牧場の放牧風景 

最高級の「あおもり倉石牛」 

- 125 - 

⑤ ヒラメ曳き釣りによる漁家収入の向上への取り組み 

（八戸市 八戸鮫浦漁業協同組合小型船部会） 

□紹介 

八戸鮫浦漁業協同組合小型船部会は、調査や視察研修等を通じて、

漁業に関する知識や技能の向上を図ることを目的として昭和 24 年

に結成された。 

ヒラメは、昭和 62 年に「県の魚」に制定され、平成 2 年から稚

魚の種苗放流事業が始まり、同時に全長 35cm 未満の小型ヒラメは

再放流する資源管理指針が定められている。 

しかし、鮫浦漁協の小型船部会では、ヒラメを「刺網」で漁獲す

ることから、傷付きや斃死に加え、小型ヒラメが多く漁獲されるた

め資源管理面と漁業所得面で改善すべき課題があった。 

こうしたことから、小型船部会では「刺網」に替わる効率的で漁

業収益が高い漁法について検討を重ね、平成 10 年からヒラメの活魚出荷ができ、単価アップが期待できる漁

法として、新たに「ヒラメ曳き釣り」漁法に取り組んでいる。 

□活動に対する思い 

部会では、会員同志で何度も情報交換しながら技術習得に努め、

漁具改良を重ねた結果、疑似餌を繋げることで一度に数匹の大型ヒ

ラメを釣ることができる効率的な仕掛けを考案した。 

その結果、大型ヒラメを活魚で出荷できるようになり、「刺網」

と比べると単価が高くなるとともに、大型クラゲが大量に来遊した

際も影響されずに操業することができ、漁家収入が大きく向上した。 

また、小型ヒラメが釣れた時には、活力良好な状態で海へ再放流することも可能となった。ヒラメ曳き釣り

漁法は、収入アップの漁法として近隣の浜へも広めており、これまでの取組が評価され、第 50 回全国農林水

産祭にて、財団法人日本農林漁業振興会会長賞を受賞し、部会員の大きな励みとなっている。 
 

⑥ あっ、ソウゾウ開化の音がする。 

（八戸市 八戸ポータルミュージアム「はっち」） 

□紹介 

「地域の資源を大事に想いながら新しい魅力を創り出すとこ

ろ」をテーマに、まちづくり、文化芸術、観光、ものづくり、子

育て等の振興及びサポートを目的として平成23年 2月 11日に開

館し、開館１周年を待たずして、来館者数は当初目標を上回る 80

万人を突破（平成 23年 12月末日現在）した。交通情報をはじめ、

八戸観光の導入としての常設展示等により、観光拠点としてのポ

ータル(玄関口)機能を備えているほか、開館直後の東日本大震災

発生時には、臨時的に避難所としての役割も果たした。 

 

□ここが魅力 

館内にはショップやカフェもあり、まち歩きの休憩や待ち合わせなど、気軽に憩い、集える空間を提供して

いるほか、シアターやギャラリーなど、多様な活動をサポートする施設を完備し、コンサートや展示会など、

多種多様なイベントがオープンな場で繰り広げられている。 

また、文化芸術、観光、ものづくりの振興を通して中心市街地に賑

わいを創出するための自主事業を企画、実施している。例としては、

気軽に日本文化に親しむことができる「和日カフェ」や、まちなかに

隠れている歴史やエピソード等を吹き出し状にして掲示することに

より、会話のきっかけや、まち歩きを促進する「八戸のうわさ」、県

南地域では大規模な開催実績がなかったクラフト市を、はっち全館で

展開する「はっち市」などを実施してきた。 

地域とも連携しており、館内の常設展示には市民作家や市民学芸員、

また、フロアガイドには市民ボランティアが多数参加している。 

地域の人々が、人、物、食、文化などの地域資源を見つめ直すこと

で、はっちで展開されるバラエティに富んだイベントは、新たな魅力を創り出している。 

八戸鮫浦漁業協同組合 

小型船部会のみなさん 

アーティスト山本耕一郎氏による

「八戸のうわさ」 

ヒラメ曳き釣り漁船と疑似餌 

５階建で夏季には壁面が緑化される 
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③ いいんでねぇが！新郷 

（新郷村 新郷村埋蔵金伝説☆発掘探検隊） 

□紹介 

キリストの墓や大石神ピラミッドがある新郷村は、それゆえに県内

屈指のミステリーゾーンと言われている。そんなミステリアスな伝説

があるなら、どこかに埋蔵金が眠っていても不思議ではない。未知な

るお宝を探し出し、新郷村の埋もれた魅力を発掘して発信しよう！と

探検隊を組織したのが平成 21 年 10 月。現在、村内外から参加の約

30名が隊員として新郷村のＰＲ活動をしている。 

「新郷村埋蔵金伝説」というブログサイトを立ち上げ、新郷お宝情

報を発信しながらパワースポット巡りのバスツアーや宝探しツアー

なども企画し、都市と農村間の交流人口の拡大にも努めている。ＣＭ

撮影をしたり、ツイッターやフェイスブックも活用して旬な新郷情報をリアルタイムで届けており、平成 23

年 9月にはコミュニティビジネスの拠点となる産直ショップ「キリストっぷ」をキリスト公園前にオープン

させた。 

□活動に対する思い 

新郷村のことをもっと沢山の人に知ってもらいたい。知ってもら

えればきっと好きになってくれるに違いない。村の魅力をジャンジ

ャン発信して新郷ファンを増やそう！・・・新郷村の名を世に知ら

しめるための使命を映画「ミッション・インポッシブル」にあやか

り「ＭＩＳＳＩＯＮ：新郷－知ブル」と呼んでいる。そのミッショ

ンを遂行する探検隊員は、新郷村って「いいんでねぇが！」と、お

宝を発見する「撮れジャーハンター」である。 

村特産品のひとつ、原木シイタケをＰＲしようと本物の椎茸を携

帯ストラップなどに加工し販売もしている。キリストの墓のお土産

「キリストのハッカ飴」も新たに開発した。飴にはアーメンと書かれている。これからも村のお宝発掘はもち

ろんだが、楽しく魅力あふれる村にするために頑張っていきたい。いいんでねぇが！新郷！！ 
 

④ 豊かな自然環境のもとでの『あおもり倉石牛』生産の取組 

（五戸町 あおもり倉石牛銘柄推進協議会） 

□紹介 

「あおもり倉石牛」は、霜降肉の脂身の旨さと良質な赤身、適度な

甘みと口の中でとろけるまろやかさを持ちながら、大自然で育った野

趣や奥深い味も感じられる牛肉である。「あおもり倉石牛銘柄推進協議

会」では、豊かな自然に恵まれた五戸町を中心に、みちのくの銘牛「あ

おもり倉石牛」の生産・流通に取り組んでいる。 

出荷された牛が「あおもり倉石牛」として認められるためには高度

な基準をクリアする必要があり、厳選された優秀な牛だけに「あおも

り倉石牛」の称号が与えられる。 

□活動に対する思い 

倉石牛は、五戸町内にある「町営ブドロク放牧場」を活用し、地域内

で一丸となった生産体制の確立が進められている。ブドロク放牧場は自

然の山の形を活かした牧場で、牧柵は県産杉の間伐材を使用しており、

景観の美しい牧場である。ブドロク放牧場の自然の中で生まれた子牛た

ちは、将来の倉石牛目指してのびのびと育っている。 

また、銘柄推進協議会では、地域の人に倉石牛の良さを知ってもらう

ため様々な取組を行っている。毎年 10月上旬には五戸町の小渡平公園で

「倉石牛まつり」が開催される。まつりには毎年多くの家族連れが訪れ、

倉石牛のバーベキューを楽しんでいる。また地元の学校給食に倉石牛を

提供し、ビーフカレー、カルビ丼、ビビンバ、ステーキ等、子供達の人気メニューとなって親しまれている。 

地元の自然の中で生産され地域の人々に愛されている「あおもり倉石牛」は、今後、地域から全国へと知名

度を上げ、消費の更なる拡大を目指し、全国に通用するブランド牛に成長するよう若手後継者が中心となって

生産に励んでいる。

キリストの墓?!発見 

ピラミッド発掘調査中 

ブドロク放牧場の放牧風景 

最高級の「あおもり倉石牛」 
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⑤ ヒラメ曳き釣りによる漁家収入の向上への取り組み 

（八戸市 八戸鮫浦漁業協同組合小型船部会） 

□紹介 

八戸鮫浦漁業協同組合小型船部会は、調査や視察研修等を通じて、

漁業に関する知識や技能の向上を図ることを目的として昭和 24 年

に結成された。 

ヒラメは、昭和 62 年に「県の魚」に制定され、平成 2 年から稚

魚の種苗放流事業が始まり、同時に全長 35cm 未満の小型ヒラメは

再放流する資源管理指針が定められている。 

しかし、鮫浦漁協の小型船部会では、ヒラメを「刺網」で漁獲す

ることから、傷付きや斃死に加え、小型ヒラメが多く漁獲されるた

め資源管理面と漁業所得面で改善すべき課題があった。 

こうしたことから、小型船部会では「刺網」に替わる効率的で漁

業収益が高い漁法について検討を重ね、平成 10 年からヒラメの活魚出荷ができ、単価アップが期待できる漁

法として、新たに「ヒラメ曳き釣り」漁法に取り組んでいる。 

□活動に対する思い 

部会では、会員同志で何度も情報交換しながら技術習得に努め、

漁具改良を重ねた結果、疑似餌を繋げることで一度に数匹の大型ヒ

ラメを釣ることができる効率的な仕掛けを考案した。 

その結果、大型ヒラメを活魚で出荷できるようになり、「刺網」

と比べると単価が高くなるとともに、大型クラゲが大量に来遊した

際も影響されずに操業することができ、漁家収入が大きく向上した。 

また、小型ヒラメが釣れた時には、活力良好な状態で海へ再放流することも可能となった。ヒラメ曳き釣り

漁法は、収入アップの漁法として近隣の浜へも広めており、これまでの取組が評価され、第 50 回全国農林水

産祭にて、財団法人日本農林漁業振興会会長賞を受賞し、部会員の大きな励みとなっている。 
 

⑥ あっ、ソウゾウ開化の音がする。 

（八戸市 八戸ポータルミュージアム「はっち」） 

□紹介 

「地域の資源を大事に想いながら新しい魅力を創り出すとこ

ろ」をテーマに、まちづくり、文化芸術、観光、ものづくり、子

育て等の振興及びサポートを目的として平成23年 2月 11日に開

館し、開館１周年を待たずして、来館者数は当初目標を上回る 80

万人を突破（平成 23年 12月末日現在）した。交通情報をはじめ、

八戸観光の導入としての常設展示等により、観光拠点としてのポ

ータル(玄関口)機能を備えているほか、開館直後の東日本大震災

発生時には、臨時的に避難所としての役割も果たした。 

 

□ここが魅力 

館内にはショップやカフェもあり、まち歩きの休憩や待ち合わせなど、気軽に憩い、集える空間を提供して

いるほか、シアターやギャラリーなど、多様な活動をサポートする施設を完備し、コンサートや展示会など、

多種多様なイベントがオープンな場で繰り広げられている。 

また、文化芸術、観光、ものづくりの振興を通して中心市街地に賑

わいを創出するための自主事業を企画、実施している。例としては、

気軽に日本文化に親しむことができる「和日カフェ」や、まちなかに

隠れている歴史やエピソード等を吹き出し状にして掲示することに

より、会話のきっかけや、まち歩きを促進する「八戸のうわさ」、県

南地域では大規模な開催実績がなかったクラフト市を、はっち全館で

展開する「はっち市」などを実施してきた。 

地域とも連携しており、館内の常設展示には市民作家や市民学芸員、

また、フロアガイドには市民ボランティアが多数参加している。 

地域の人々が、人、物、食、文化などの地域資源を見つめ直すこと

で、はっちで展開されるバラエティに富んだイベントは、新たな魅力を創り出している。 

八戸鮫浦漁業協同組合 

小型船部会のみなさん 

アーティスト山本耕一郎氏による

「八戸のうわさ」 

ヒラメ曳き釣り漁船と疑似餌 

５階建で夏季には壁面が緑化される 
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□西北地域の可能性 

西北地域は、日本海に面した約 176 キロメートルの海岸線が竜飛岬から秋

田県境まで及び、海あり山あり川あり湖ありと、ないのは海から昇る朝日だ

けと言っても過言ではないほど魅力が凝縮されている地域である。 

産業面の主役である農林水産業は当地域の大きな魅力であり、それを生か
して、生産から加工、流通、販売までを一体化した農林水産業の６次産業化、
農林水産業に育まれた景観や世界自然遺産白神山地を始めとする自然を生か
した観光等の面で可能性を秘めている。また、平成 22年の東北新幹線全線開
業により、他地域や首都圏へのアクセスが一層向上し、多くの観光客が訪れ
るようになった。 

これらの可能性を支える交通網には、基幹道路として国道 101 号線、国道

339 号線、津軽自動車道があり、鉄路として、観光資源とも言えるＪＲ五能

線、日本最北の民間鉄道である津軽鉄道が運行されている。また、白神山地

以外にも、太宰治の生家である斜陽館を始め、五所川原立佞武多や津軽三味

線、岩木山、十三湖、十二湖などの数多くの観光資源を有している。 

 

□可能性を踏まえた取組 

西北地域の可能性を踏まえ、2030 年における地域のめざす姿として、「『食

×観』じゃわめく西北地域」を掲げ、農林水産業の「６次産業化」と「観光

力」の強化に重点的に取り組んでいる。 

西北地域は、県産米の作付面積の 4 割を占める県内一の米産地であり、今

後とも米どころとしての地位を確保していくため、「西北地域農業新戦略検討

事業」を実施し、稲作を基幹としながら農家所得の向上と経営の安定化を図

る一方、米粉の需要拡大のため「奥津軽の米ビジネスの輪拡大事業」に取り

組んでいる。 

また、西北地域の豊富な農林水産物を全国に通用するブランドとして確立し

ていく取組として、「西北肉牛地域銘柄化推進事業」や「日本海さけ資源再生

事業」などを進めているほか、「食産業クラスター形成事業」では、地域の豊

富な農林水産物を異業種連携などにより多面的に活用し、次々に新製品や新規

事業が創出される食関連産業の「地域クラスター」の形成に取り組んできた。 

更に、産地直売所において販売額が伸びている農林水産物の地産地消を更

に推進するため、「西北地域『軽トラ市』まちおこし事業」により、街区が持

つ潜在的集客力と新鮮さや工夫された加工が魅力の地域農林水産物の販売をコラボレーションすることによ

り、地元の商品や農林水産物の流通に活力をもたらし、地域経済の振興につなげようとしている。 

観光面では、観光客の受入態勢の整備や外貨獲得型産業に向けた人財の育成、新たなビジネスの創出に努め

てきた。太宰治が平成 21 年に生誕 100 年を迎えたこと、平成 22 年 12 月の東北新幹線全線開業を控えていた

ことから、地域のＮＰＯ、市町と連携し、太宰治を核として、本県観光の強力なコンテンツにつくり上げてい

くことを目指し、「太宰ミュージアム開館プロモーション事業」を実施した。また、地域の未来を担う若者た

ちの発想を観光に生かしていく「奥津軽若者力活用観光推進事業」を実施するとともに、「奥津軽の歴史探訪

推進事業」により、旅行志向の強いシニア層に訴求力のある文化的な観光コンテンツの開発に取り組んでいる。 

□今後の展望 

西北地域では、雇用の場が不足していることが最大の課題である。

製造業などの企業の立地に限らず、地域の農林水産業が工業や商業と

緊密に連携しながら、基幹産業として更なる発展を遂げていくため、

農林水産業の６次産業化に向けた取組と観光資源化を意識した取組

を進めていく必要がある。 

また、平成 22年 12月に全線開業した東北新幹線に引き続き、平成

27 年度には北海道新幹線新函館駅(仮称)開業が控えている。生業と

しての観光業の可能性に地域が気づいてきた今、高い評価を得ている

観光資源を生かし、通年・滞在型観光へと結びつけていく取組に力を

注ぎ、観光力の強化による雇用の場の創出を図っていく必要がある。 

西北地域県民局の地域への思い 

五所川原立佞武多 

十三湖遠景 

岩木山と津軽平野の稲穂 

西北地域「軽トラ市」 

春の芦野公園と津軽鉄道 
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① ハイカラな西北を伝えるレトロな建物たち 
（五所川原市、つがる市、板柳町） 

□紹介 

明治期から昭和初期にかけて近代化が進められていく中で、西北地域にも洋風の

意匠を取り入れた建物が建てられた。代表的なものには、太宰治の生家である「斜

陽館」(国重要文化財)があるが、他にも、西北地域には貴重な建造物が多数現存し

ている。 

つがる市には、大正時代に建てられた、斜陽館建築の棟梁、堀江佐吉の弟堀江豊

吉と三男の堀江竹次郎による「旧高谷銀行」(盛農薬商会倉庫)がある。 

また、板柳町には、「旧板柳町役場庁舎」(町指定有形文化財)がある。この建物

は、明治 32 年(1899 年)に板柳尋常小学校として建てられ、その後板柳町役場庁舎

に転用され、現在は、正面玄関のみが町の郷土資料館の一部となっている。板柳町

には、他にも、明治 37年に弘前から移築された女学校が外観を残したまま、「板柳温泉」として今も利用され

ているほか、昭和初期のコンクリートをそのまま残す旅館や農家が多数現存している。 

□ここが魅力 

戦前に建てられた多くの建物は、戦災や老朽化による建て替えで失われてしまった

が、今に残る建物は様々なメッセージを私たちに伝えてくれる。例えば、「旧高谷銀

行」は、「旧第五十九銀行本店本館」(国重要文化財、弘前市)を手がけた堀江組によ

るもので、そのデザインから本県の建築様式の流れを知ることができる。 

一方、「旧板柳町役場庁舎」は、ギリシャ神殿風の意匠が施され、2 階部分の正面

がベランダになっており、窓の小庇からベランダ手摺にも細かな細工を見ることがで

き、今に残る職人気質の一端を感じさせてくれる。 

これらの建物は、旧市街地に残されており、農村部に残る茅葺きの農家建物と好対

照を成す。人口の急激な減少と産業の変化により、いささか寂しくなった西北地域で

はあるが、往時の賑わいを彷彿させるこれらの建物を見ながらまち歩きを楽しみ、将

来に思いを巡らすのも、心に残る楽しいひとときとなるだろう。 

② ふるさとの食文化、漬物の味を次世代に 

（つがる市 有限会社 白龍産業つがる女性加工部） 
□紹介 

つがる女性加工部の前身である「ＪＡ木造町女性部加工部会」は、地元ス

ーパーにＪＡ木造町女性部の野菜コーナーが開設されることをきっかけに、

野菜の少ない冬期間の品揃えをよくするために、平成 9 年から、地元の農産

物を使った加工の取組を始めた。 

地元スーパーで販売することから、主な加工品はつがる市の農産物を使っ

た、地域の伝統の味を商品化したもので、地域で最も好まれる「いなりずし」

「おはぎ」「赤飯」「すしこ」、「漬物」等である。 

平成 20年に有限会社白龍産業とコラボレーションしたことにより、つがる

市の旧学校給食センターを活用して加工量も増加し、現在では、県内のスーパー、ホテル、市内の学校給食へ

提供している。 

□活動に対する思い 

「加工部の漬物は添加物を入れてないので、おいしく食べられるのは 3 日

間だけ。地元の野菜を使った本物の漬物を子供や若い人たちに食べてもらい、

ふるさとの食文化を次の世代につなげたい。」と熱く語る竹内きよゑさんは、

設立当初から部長を務めている。 

若い人をターゲットに設定し、若い人達に好まれるように味付け、創意工

夫したことで、スーパーでの需要が高まり、販売額を伸ばしている。加工に

携わるスタッフは、20 代から 60 代の女性 8 人が中心になっており、次代に

つないでいくために、高校を卒業した若い人を雇用して、「加工している自

分たちや生産者だけでなく、みんなが元気になれるように、地域ぐるみで６

次産業化に頑張っていきたい。」と抱負を語ってくれた。

西北地域の魅力ある取組や地域資源の紹介 

旧高谷銀行（つがる市） 

旧板柳町役場庁舎 

漬物オードブル 

竹内部長（前列左）とスタッフ 
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□西北地域の可能性 

西北地域は、日本海に面した約 176 キロメートルの海岸線が竜飛岬から秋

田県境まで及び、海あり山あり川あり湖ありと、ないのは海から昇る朝日だ

けと言っても過言ではないほど魅力が凝縮されている地域である。 

産業面の主役である農林水産業は当地域の大きな魅力であり、それを生か
して、生産から加工、流通、販売までを一体化した農林水産業の６次産業化、
農林水産業に育まれた景観や世界自然遺産白神山地を始めとする自然を生か
した観光等の面で可能性を秘めている。また、平成 22年の東北新幹線全線開
業により、他地域や首都圏へのアクセスが一層向上し、多くの観光客が訪れ
るようになった。 

これらの可能性を支える交通網には、基幹道路として国道 101 号線、国道

339 号線、津軽自動車道があり、鉄路として、観光資源とも言えるＪＲ五能

線、日本最北の民間鉄道である津軽鉄道が運行されている。また、白神山地

以外にも、太宰治の生家である斜陽館を始め、五所川原立佞武多や津軽三味

線、岩木山、十三湖、十二湖などの数多くの観光資源を有している。 

 

□可能性を踏まえた取組 

西北地域の可能性を踏まえ、2030 年における地域のめざす姿として、「『食

×観』じゃわめく西北地域」を掲げ、農林水産業の「６次産業化」と「観光

力」の強化に重点的に取り組んでいる。 

西北地域は、県産米の作付面積の 4 割を占める県内一の米産地であり、今

後とも米どころとしての地位を確保していくため、「西北地域農業新戦略検討

事業」を実施し、稲作を基幹としながら農家所得の向上と経営の安定化を図

る一方、米粉の需要拡大のため「奥津軽の米ビジネスの輪拡大事業」に取り

組んでいる。 

また、西北地域の豊富な農林水産物を全国に通用するブランドとして確立し

ていく取組として、「西北肉牛地域銘柄化推進事業」や「日本海さけ資源再生

事業」などを進めているほか、「食産業クラスター形成事業」では、地域の豊

富な農林水産物を異業種連携などにより多面的に活用し、次々に新製品や新規

事業が創出される食関連産業の「地域クラスター」の形成に取り組んできた。 

更に、産地直売所において販売額が伸びている農林水産物の地産地消を更

に推進するため、「西北地域『軽トラ市』まちおこし事業」により、街区が持

つ潜在的集客力と新鮮さや工夫された加工が魅力の地域農林水産物の販売をコラボレーションすることによ

り、地元の商品や農林水産物の流通に活力をもたらし、地域経済の振興につなげようとしている。 

観光面では、観光客の受入態勢の整備や外貨獲得型産業に向けた人財の育成、新たなビジネスの創出に努め

てきた。太宰治が平成 21 年に生誕 100 年を迎えたこと、平成 22 年 12 月の東北新幹線全線開業を控えていた

ことから、地域のＮＰＯ、市町と連携し、太宰治を核として、本県観光の強力なコンテンツにつくり上げてい

くことを目指し、「太宰ミュージアム開館プロモーション事業」を実施した。また、地域の未来を担う若者た

ちの発想を観光に生かしていく「奥津軽若者力活用観光推進事業」を実施するとともに、「奥津軽の歴史探訪

推進事業」により、旅行志向の強いシニア層に訴求力のある文化的な観光コンテンツの開発に取り組んでいる。 

□今後の展望 

西北地域では、雇用の場が不足していることが最大の課題である。

製造業などの企業の立地に限らず、地域の農林水産業が工業や商業と

緊密に連携しながら、基幹産業として更なる発展を遂げていくため、

農林水産業の６次産業化に向けた取組と観光資源化を意識した取組

を進めていく必要がある。 

また、平成 22年 12月に全線開業した東北新幹線に引き続き、平成

27 年度には北海道新幹線新函館駅(仮称)開業が控えている。生業と

しての観光業の可能性に地域が気づいてきた今、高い評価を得ている

観光資源を生かし、通年・滞在型観光へと結びつけていく取組に力を

注ぎ、観光力の強化による雇用の場の創出を図っていく必要がある。 

西北地域県民局の地域への思い 

五所川原立佞武多 

十三湖遠景 

岩木山と津軽平野の稲穂 

西北地域「軽トラ市」 

春の芦野公園と津軽鉄道 
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① ハイカラな西北を伝えるレトロな建物たち 
（五所川原市、つがる市、板柳町） 

□紹介 

明治期から昭和初期にかけて近代化が進められていく中で、西北地域にも洋風の

意匠を取り入れた建物が建てられた。代表的なものには、太宰治の生家である「斜

陽館」(国重要文化財)があるが、他にも、西北地域には貴重な建造物が多数現存し

ている。 

つがる市には、大正時代に建てられた、斜陽館建築の棟梁、堀江佐吉の弟堀江豊

吉と三男の堀江竹次郎による「旧高谷銀行」(盛農薬商会倉庫)がある。 

また、板柳町には、「旧板柳町役場庁舎」(町指定有形文化財)がある。この建物

は、明治 32 年(1899 年)に板柳尋常小学校として建てられ、その後板柳町役場庁舎

に転用され、現在は、正面玄関のみが町の郷土資料館の一部となっている。板柳町

には、他にも、明治 37年に弘前から移築された女学校が外観を残したまま、「板柳温泉」として今も利用され

ているほか、昭和初期のコンクリートをそのまま残す旅館や農家が多数現存している。 

□ここが魅力 

戦前に建てられた多くの建物は、戦災や老朽化による建て替えで失われてしまった

が、今に残る建物は様々なメッセージを私たちに伝えてくれる。例えば、「旧高谷銀

行」は、「旧第五十九銀行本店本館」(国重要文化財、弘前市)を手がけた堀江組によ

るもので、そのデザインから本県の建築様式の流れを知ることができる。 

一方、「旧板柳町役場庁舎」は、ギリシャ神殿風の意匠が施され、2 階部分の正面

がベランダになっており、窓の小庇からベランダ手摺にも細かな細工を見ることがで

き、今に残る職人気質の一端を感じさせてくれる。 

これらの建物は、旧市街地に残されており、農村部に残る茅葺きの農家建物と好対

照を成す。人口の急激な減少と産業の変化により、いささか寂しくなった西北地域で

はあるが、往時の賑わいを彷彿させるこれらの建物を見ながらまち歩きを楽しみ、将

来に思いを巡らすのも、心に残る楽しいひとときとなるだろう。 

② ふるさとの食文化、漬物の味を次世代に 

（つがる市 有限会社 白龍産業つがる女性加工部） 
□紹介 

つがる女性加工部の前身である「ＪＡ木造町女性部加工部会」は、地元ス

ーパーにＪＡ木造町女性部の野菜コーナーが開設されることをきっかけに、

野菜の少ない冬期間の品揃えをよくするために、平成 9 年から、地元の農産

物を使った加工の取組を始めた。 

地元スーパーで販売することから、主な加工品はつがる市の農産物を使っ

た、地域の伝統の味を商品化したもので、地域で最も好まれる「いなりずし」

「おはぎ」「赤飯」「すしこ」、「漬物」等である。 

平成 20年に有限会社白龍産業とコラボレーションしたことにより、つがる

市の旧学校給食センターを活用して加工量も増加し、現在では、県内のスーパー、ホテル、市内の学校給食へ

提供している。 

□活動に対する思い 

「加工部の漬物は添加物を入れてないので、おいしく食べられるのは 3 日

間だけ。地元の野菜を使った本物の漬物を子供や若い人たちに食べてもらい、

ふるさとの食文化を次の世代につなげたい。」と熱く語る竹内きよゑさんは、

設立当初から部長を務めている。 

若い人をターゲットに設定し、若い人達に好まれるように味付け、創意工

夫したことで、スーパーでの需要が高まり、販売額を伸ばしている。加工に

携わるスタッフは、20 代から 60 代の女性 8 人が中心になっており、次代に

つないでいくために、高校を卒業した若い人を雇用して、「加工している自

分たちや生産者だけでなく、みんなが元気になれるように、地域ぐるみで６

次産業化に頑張っていきたい。」と抱負を語ってくれた。

西北地域の魅力ある取組や地域資源の紹介 

旧高谷銀行（つがる市） 

旧板柳町役場庁舎 

漬物オードブル 

竹内部長（前列左）とスタッフ 
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③ こだわりの特別栽培米「幸の米」で、新しい食を提案 
（中泊町 有限会社ケイホットライス） 

□紹介 

有限会社ケイホットライスは、平成 9年に設立され、中泊町田茂木地区の雄大な津軽平野の水田地帯で、土

づくりにこだわった「農薬・化学肥料不使用」と「農薬・化学肥料 5 割以下使用」の特別栽培米に取り組み、

「幸の米(ゆきのまい)」という独自ブランドで、県内外に向け様々なお米を生産、販売している。 

特別栽培米の栽培面積は 53ha と大規模で、多様な消費者ニーズ

に応えるべく、「主食用品種」や「もち米」はもちろん、低アミロ

ース米や極小粒米、紫黒米などの新形質米の栽培とともに、微粒粉

砕機を導入して米粉の製造販売にも力を入れている。 

生協の共同購入を通じた販売やデパートでの試食販売をとおし

て農業に対する理解と米の安全性を訴えるとともに、インターネッ

トを利用したＰＲ活動に力を入れている。ホームページでの生育や

農作業を記載した「知って納得情報」「オーガニック通信」を発行

するほか、「情報ボックス」を設け、随時更新して顧客との交流・

信頼関係の構築に努めている。 

□活動に対する思い 

  代表の荒関敬悦氏のモットーは、「環境に逆らわない農業の実践」であり、「自分で生産した米の評価を得た

い」との思いが大きく、健康な土づくりと農薬・化学肥料の使用を減らした栽培に力を注いでいる。 

  また、米の消費減少が著しく、生産者として悲しい思いと、何とかしなければとの思いが入り交じる中で出

会ったのが新形質米である。米も銘柄だけではなく用途に合わせて選ぶ時代が来ると考え、消費者への新しい

食の提案により、少しでも米の消費拡大にもつながって欲しいとの思いで栽培に取り組み、今日に至っている。 

特に「つぶゆき(極小粒米)」は「つがるロマン」とともに「玄米混ご飯」として、東京都のレストランに販

売されて好評を得ている。また、低アミロース米は冷めてもおいしいことから、県内の仕出し店に販売されて

おり、この先も、食の原点である米にこだわり続け、志を貫きたいと思っている。このお米は青森駅近くの「Ａ

－ＦＡＣＴＯＲＹ」でも販売されているので是非お買い求めいただきたい。 

④ 地域の宝を支える市民の心意気 
（五所川原市 津軽鉄道サポーターズクラブ） 

□紹介 

津軽鉄道サポーターズクラブは、地域の足である津軽鉄道を守りながら、自分達の住む地域を元気にしたい

との思いで、平成 18年 1月に設立された。存続の危機に瀕していた津軽鉄道を守るため、「とにかく自分達に

できることをやってみよう、そして、どうせやるなら楽しく、できる

だけ大勢の人の力を借りてやろう」との思いで活動はスタートした。 

サポーターズクラブは、フォーラムやワークショップ、モデルツア

ーの開催など、津軽鉄道の現状と魅力を発信しながら、津軽鉄道を活

用した地域の活性化につなげるための活動を、試行錯誤しながら展開

してきた。 

今では恒例となった｢幻の観桜会(かんごかい)｣、冬のストーブ列車

の｢点火祭｣もこうした活動の中から生まれたものだ。また、平成 22年

の津軽鉄道全線開通 80周年を記念したＣＤ「津軽鉄道各驛停車」の作

成、「ごしょがわら街歩き事業」なども手がけている。 

□活動に対する思い 

サポーターズクラブの活動の特徴は、出会いが新しい出会いを生み、人と人、組織と組織、地域と地域が次々

とつながってきたところにある。特に、地元産品の直売などを行う｢津鉄応援直売会｣と、津軽鉄道社屋 1階で

コミュニティ・カフェを営む｢でる・そーれ｣の 2つの組織は、ともに津軽鉄道沿線のお母さん達が立ち上げた

ものであるが、今ではサポーターズクラブが主催するイベントの主役として、欠かせない存在となっている。 

そして平成 23年の｢点火祭｣。例年の津軽鉄道沿線の連携・交流のイベントから更にバージョンアップさせ、

津軽半島、下北半島、北海道渡島半島の広域的な連携を意識し、3半島の連携についての意見交換や、自慢の

鍋料理のコンテストを行うなど、つながりがつながりを生む面目躍如たるイベントとなった。 

「津軽鉄道は先人から頂いた地域の宝ものです。津軽鉄道を、私たちが失ってきた本物の豊かさを見つけに

いくことができるプラットホームにしたいと思っています。もちろん、私たちがこれまでつながってきた多く

の人達と一緒に。」と会長の飛嶋献さんは穏やかな表情ながら、力強い口調で語ってくれた。 

ケイホットライスのこだわりのお米 

幻の観桜会 
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⑤ 五所川原から生まれた津軽のもう一つの三味線 
（五所川原市 すこっぷ三味線） 

□紹介 

五所川原市金木町は津軽三味線発祥の地として知られてい

るが、五所川原から生まれた津軽のもう一つの三味線が、「す

こっぷ三味線」である。 

「すこっぷ三味線」とは、スコップと栓抜きを使い、音楽に

合わせて、津軽三味線を真似て演奏するもので、津軽三味線の

叩きつける音とスコップを叩く音がマッチして、本当に弾いて

いる感覚を味わうことができる。特別な演奏技術を必要とせず、

誰でもできるが、本当に弾いているように見せるには、熟練の

ワザを必要とする。 

この「すこっぷ三味線」の生みの親が、家元“舘岡屏風山”

こと高橋弘行さんである。昭和 60 年頃、当時家元が経営して

いたお店でお客さんが行った「ほうきギター」のパフォーマンスにヒントを得て、店にたまたまあった「スコ

ップ」と「栓抜き」で三味線の弾き真似をしたことがきっかけだという。誰でもできる手軽さから、忘年会の

宴会芸で取り上げられるなど、お店のお客さんを中心に広まり、平成 19 年には「津軽すこっぷ三味線世界大

会」を開催するまで愛好者が増えてきている。 

□活動に対する思い 

家元は平成 22 年 9 月に、「『すこっぷ三味線』を全国に広め、地域を元気にしよう」との思いから、企業組

合「アドホックバリエーション」を立ち上げ、平成 23 年 7 月、より近くで臨場感たっぷりに「すこっぷ三味

線」を体感できる常設劇場として、五所川原市金木町に「津軽すこっぷ三味線快館」をオープンした。 

家元は、「『すこっぷ三味線』は見ても聞いても楽しいけど、自分で弾いてみるとその 100 倍は楽しいことを

知っていただきたい。そして、これを弾みに『すこっぷ三味線』が五所川原の新しい名物として、また快館が

新しい観光名所となって、地域を活性化でき、将来的には『すこっぷ三味線』を世界中に広めていきたい。世

界中にスコップのない国はないからね。」と今後の抱負を語ってくれた。 

⑥ 歴史を湛え人々を癒す津軽新田溜池群 

（五所川原市、つがる市、鶴田町、中泊町） 
□紹介 

西北地域には、17世紀後半から 18世紀前半まで、弘前藩により積

極的に進められた新田開発に伴って築造された大小様々な農業用水

用の溜池がある。 

築造された順に代表的な溜池をいくつか見ていくと、まず、鶴田町

の廻堰(まわりぜき)大溜池が万治 3 年(1660 年)にそれまでの貯水池

を拡大して築堤されている。つがる市森田町にある狄ヶ舘(えぞがた

て)溜池は寛文 12 年(1672 年)に築堤されていて、付近には国の重要

文化財である円筒土器が発掘された石神遺跡がある。五所川原市内で

は、松野木地区の堺野沢溜池が宝永元年(1704 年)から享保 12年(1727年)の間に作られている。金木町の藤枝

溜池は元禄 11 年(1698 年)から 14 年(1671 年)にかけて築造されて

いる。中泊町にある大沢内溜池は、宝永 3 年(1706 年)に築造が計

画され、正徳 6年(1716 年)に完成したものとみられている。 

□ここが魅力 

ここで紹介した溜池は、現在、その周辺が公園などの住民に親し

まれる施設として整備されている。廻堰大溜池は津軽富士見湖とし

て親しまれ、周辺が富士見湖パークとして鶴の舞橋などが整備され、

多くの県民や観光客で賑わっている。藤枝溜池は芦野湖とも呼ばれ、

周辺が芦野公園として整備され、公園が整備されている大沢内溜池

とともに、「芦野池沼群県立自然公園」に指定されている。堺野沢

溜池は遊歩道が整備され、そこから臨む岩木山の姿と合わせ、散策に訪れる人の心を和ませてくれる。 

溜池は、農業用水施設として今も活躍する産業遺産であるとともに、鳥や魚、昆虫たちの住処としても貴重

な生態系を保ち、訪れる人々にも楽しみや癒しを与える空間である。訪れた時には、津軽平野の水田を支えて

いることだけでなく、水の確保と制御のために築造にあたった人たちの労苦を思い起こしてみたい。

家元“舘岡屏風山”こと高橋弘行さん 

春の堺野沢溜池 

大沢内溜池から臨む日の出
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③ こだわりの特別栽培米「幸の米」で、新しい食を提案 
（中泊町 有限会社ケイホットライス） 

□紹介 

有限会社ケイホットライスは、平成 9年に設立され、中泊町田茂木地区の雄大な津軽平野の水田地帯で、土

づくりにこだわった「農薬・化学肥料不使用」と「農薬・化学肥料 5 割以下使用」の特別栽培米に取り組み、

「幸の米(ゆきのまい)」という独自ブランドで、県内外に向け様々なお米を生産、販売している。 

特別栽培米の栽培面積は 53ha と大規模で、多様な消費者ニーズ

に応えるべく、「主食用品種」や「もち米」はもちろん、低アミロ

ース米や極小粒米、紫黒米などの新形質米の栽培とともに、微粒粉

砕機を導入して米粉の製造販売にも力を入れている。 

生協の共同購入を通じた販売やデパートでの試食販売をとおし

て農業に対する理解と米の安全性を訴えるとともに、インターネッ

トを利用したＰＲ活動に力を入れている。ホームページでの生育や

農作業を記載した「知って納得情報」「オーガニック通信」を発行

するほか、「情報ボックス」を設け、随時更新して顧客との交流・

信頼関係の構築に努めている。 

□活動に対する思い 

  代表の荒関敬悦氏のモットーは、「環境に逆らわない農業の実践」であり、「自分で生産した米の評価を得た

い」との思いが大きく、健康な土づくりと農薬・化学肥料の使用を減らした栽培に力を注いでいる。 

  また、米の消費減少が著しく、生産者として悲しい思いと、何とかしなければとの思いが入り交じる中で出

会ったのが新形質米である。米も銘柄だけではなく用途に合わせて選ぶ時代が来ると考え、消費者への新しい

食の提案により、少しでも米の消費拡大にもつながって欲しいとの思いで栽培に取り組み、今日に至っている。 

特に「つぶゆき(極小粒米)」は「つがるロマン」とともに「玄米混ご飯」として、東京都のレストランに販

売されて好評を得ている。また、低アミロース米は冷めてもおいしいことから、県内の仕出し店に販売されて

おり、この先も、食の原点である米にこだわり続け、志を貫きたいと思っている。このお米は青森駅近くの「Ａ

－ＦＡＣＴＯＲＹ」でも販売されているので是非お買い求めいただきたい。 

④ 地域の宝を支える市民の心意気 
（五所川原市 津軽鉄道サポーターズクラブ） 

□紹介 

津軽鉄道サポーターズクラブは、地域の足である津軽鉄道を守りながら、自分達の住む地域を元気にしたい

との思いで、平成 18年 1月に設立された。存続の危機に瀕していた津軽鉄道を守るため、「とにかく自分達に

できることをやってみよう、そして、どうせやるなら楽しく、できる

だけ大勢の人の力を借りてやろう」との思いで活動はスタートした。 

サポーターズクラブは、フォーラムやワークショップ、モデルツア

ーの開催など、津軽鉄道の現状と魅力を発信しながら、津軽鉄道を活

用した地域の活性化につなげるための活動を、試行錯誤しながら展開

してきた。 

今では恒例となった｢幻の観桜会(かんごかい)｣、冬のストーブ列車

の｢点火祭｣もこうした活動の中から生まれたものだ。また、平成 22年

の津軽鉄道全線開通 80周年を記念したＣＤ「津軽鉄道各驛停車」の作

成、「ごしょがわら街歩き事業」なども手がけている。 

□活動に対する思い 

サポーターズクラブの活動の特徴は、出会いが新しい出会いを生み、人と人、組織と組織、地域と地域が次々

とつながってきたところにある。特に、地元産品の直売などを行う｢津鉄応援直売会｣と、津軽鉄道社屋 1階で

コミュニティ・カフェを営む｢でる・そーれ｣の 2つの組織は、ともに津軽鉄道沿線のお母さん達が立ち上げた

ものであるが、今ではサポーターズクラブが主催するイベントの主役として、欠かせない存在となっている。 

そして平成 23年の｢点火祭｣。例年の津軽鉄道沿線の連携・交流のイベントから更にバージョンアップさせ、

津軽半島、下北半島、北海道渡島半島の広域的な連携を意識し、3半島の連携についての意見交換や、自慢の

鍋料理のコンテストを行うなど、つながりがつながりを生む面目躍如たるイベントとなった。 

「津軽鉄道は先人から頂いた地域の宝ものです。津軽鉄道を、私たちが失ってきた本物の豊かさを見つけに

いくことができるプラットホームにしたいと思っています。もちろん、私たちがこれまでつながってきた多く

の人達と一緒に。」と会長の飛嶋献さんは穏やかな表情ながら、力強い口調で語ってくれた。 

ケイホットライスのこだわりのお米 

幻の観桜会 
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⑤ 五所川原から生まれた津軽のもう一つの三味線 
（五所川原市 すこっぷ三味線） 

□紹介 

五所川原市金木町は津軽三味線発祥の地として知られてい

るが、五所川原から生まれた津軽のもう一つの三味線が、「す

こっぷ三味線」である。 

「すこっぷ三味線」とは、スコップと栓抜きを使い、音楽に

合わせて、津軽三味線を真似て演奏するもので、津軽三味線の

叩きつける音とスコップを叩く音がマッチして、本当に弾いて

いる感覚を味わうことができる。特別な演奏技術を必要とせず、

誰でもできるが、本当に弾いているように見せるには、熟練の

ワザを必要とする。 

この「すこっぷ三味線」の生みの親が、家元“舘岡屏風山”

こと高橋弘行さんである。昭和 60 年頃、当時家元が経営して

いたお店でお客さんが行った「ほうきギター」のパフォーマンスにヒントを得て、店にたまたまあった「スコ

ップ」と「栓抜き」で三味線の弾き真似をしたことがきっかけだという。誰でもできる手軽さから、忘年会の

宴会芸で取り上げられるなど、お店のお客さんを中心に広まり、平成 19 年には「津軽すこっぷ三味線世界大

会」を開催するまで愛好者が増えてきている。 

□活動に対する思い 

家元は平成 22 年 9 月に、「『すこっぷ三味線』を全国に広め、地域を元気にしよう」との思いから、企業組

合「アドホックバリエーション」を立ち上げ、平成 23 年 7 月、より近くで臨場感たっぷりに「すこっぷ三味

線」を体感できる常設劇場として、五所川原市金木町に「津軽すこっぷ三味線快館」をオープンした。 

家元は、「『すこっぷ三味線』は見ても聞いても楽しいけど、自分で弾いてみるとその 100 倍は楽しいことを

知っていただきたい。そして、これを弾みに『すこっぷ三味線』が五所川原の新しい名物として、また快館が

新しい観光名所となって、地域を活性化でき、将来的には『すこっぷ三味線』を世界中に広めていきたい。世

界中にスコップのない国はないからね。」と今後の抱負を語ってくれた。 

⑥ 歴史を湛え人々を癒す津軽新田溜池群 

（五所川原市、つがる市、鶴田町、中泊町） 
□紹介 

西北地域には、17世紀後半から 18世紀前半まで、弘前藩により積

極的に進められた新田開発に伴って築造された大小様々な農業用水

用の溜池がある。 

築造された順に代表的な溜池をいくつか見ていくと、まず、鶴田町

の廻堰(まわりぜき)大溜池が万治 3 年(1660 年)にそれまでの貯水池

を拡大して築堤されている。つがる市森田町にある狄ヶ舘(えぞがた

て)溜池は寛文 12 年(1672 年)に築堤されていて、付近には国の重要

文化財である円筒土器が発掘された石神遺跡がある。五所川原市内で

は、松野木地区の堺野沢溜池が宝永元年(1704 年)から享保 12年(1727年)の間に作られている。金木町の藤枝

溜池は元禄 11 年(1698 年)から 14 年(1671 年)にかけて築造されて

いる。中泊町にある大沢内溜池は、宝永 3 年(1706 年)に築造が計

画され、正徳 6年(1716 年)に完成したものとみられている。 

□ここが魅力 

ここで紹介した溜池は、現在、その周辺が公園などの住民に親し

まれる施設として整備されている。廻堰大溜池は津軽富士見湖とし

て親しまれ、周辺が富士見湖パークとして鶴の舞橋などが整備され、

多くの県民や観光客で賑わっている。藤枝溜池は芦野湖とも呼ばれ、

周辺が芦野公園として整備され、公園が整備されている大沢内溜池

とともに、「芦野池沼群県立自然公園」に指定されている。堺野沢

溜池は遊歩道が整備され、そこから臨む岩木山の姿と合わせ、散策に訪れる人の心を和ませてくれる。 

溜池は、農業用水施設として今も活躍する産業遺産であるとともに、鳥や魚、昆虫たちの住処としても貴重

な生態系を保ち、訪れる人々にも楽しみや癒しを与える空間である。訪れた時には、津軽平野の水田を支えて

いることだけでなく、水の確保と制御のために築造にあたった人たちの労苦を思い起こしてみたい。

家元“舘岡屏風山”こと高橋弘行さん 

春の堺野沢溜池 

大沢内溜池から臨む日の出
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□上北地域の可能性 

上北地域は、県の南東部に位置し、十和田市、三沢市、野辺地町、七戸

町、六戸町、横浜町、東北町、六ケ所村、おいらせ町の 2 市 6 町 1 村で構

成され、人口はおよそ 20万 7千人、面積は 2,127 平方キロメートルとなっ

ている。 

国道 4号や国道 102 号などを幹線とする道路網が形成され、空路として

三沢空港を有するほか、鉄路では青い森鉄道、JR大湊線等に加えて、平成

22年に東北新幹線七戸十和田駅が開業したことにより、十和田湖や奥入瀬

渓流、八甲田、下北半島への観光拠点として首都圏等からのアクセスがよ

り一層向上した。 

神秘の湖十和田湖、優美な渓流奥入瀬渓流、広大な自然景観を有する八

甲田連峰、県内随一の広さを持ち、水産資源に恵まれた小川原湖など、多

くの自然・観光資源を有するほか、ごぼうやにんにく等で日本一の生産量

を誇る農業や、酪農、肉用牛をはじめとする畜産業が盛んであるなど、食

料供給基地として果たす役割の重要性も高いものとなっている。 

 
 

□可能性を踏まえた取組 

上北地域は農業産出額が県内で最も高く、中でも、酪農、肉用牛、養鶏な

どの畜産業と、ながいも、にんにく、ごぼうを始めとする野菜の占める割合

が大きく、水産業では小川原湖のシジミ、ワカサギなどの内水面漁業や陸奥

湾でのホタテ養殖が盛んである。これらの地域資源を生かした農商工連携に

よる付加価値の向上やブランド化に取組んだことにより、これまで、国内初

の有機牛肉の販売開始や十和田おいらせ餃子、小川原湖水産資源の新メニュ

ーレシピ等が開発された。 

エネルギー分野では、上北地域は国内有数のエネルギー関連施設等の集積

地となっていることから、新エネルギー・省エネルギーの普及啓発に加え、

改造電気自動車の農業分野における利用可能性についての実証試験に取組ん

でいる。 

観光分野では、乗馬、温泉、ご当地グルメなど上北地域ならではの地域資

源の発掘・磨き上げや、東北新幹線七戸十和田駅開業イベントの開催等によ

る、地元や県内外への情報発信に取り組み、地域の観光力アップを図ってき

た。 
 

□今後の展望 

農林水産業では、県内一の農業産出額を支えるための多様な担い手の育成

による産地体制の一層の強化の推進、農商工連携により引き続き付加価値の

向上やブランド化を図っていくとともに、売れる商品の開発や販売力の強化

に取組み、基幹産業としての農林水産業の更なる発展を図っていく必要があ

る。 

エネルギー分野では、当地域の特性を踏まえ、改造電気自動車の農業分野

における利用可能性に引き続き、観光や・福祉分野での取組を進め、新エネ

ルギー・省エネルギーの普及に努めていく。 

観光分野では、十和田湖エリアを中心とした上北地域への観光客入込数の

増加、特に地域への経済波及効果が高い宿泊者数の増加を図るため、今後と

も上北地域ならではの各種観光資源の発掘や一層の磨き上げを図るとともに

魅力的な観光メニューの整備・情報発信、広域的連携による取組を進め、誘

客を図っていく。 

 

上北地域県民局の地域への思い 

緑鮮やかな十和田湖 

東北新幹線七戸十和田駅 

上北のにんにく 

十和田おいらせ餃子 

十和田バラ焼き 

三沢ほっき丼 
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① 地域と共存した大規模畜産経営 

（七戸町 (有)金子ファーム 代表取締役 金子春雄さん） 

□紹介 

金子ファームは、肉牛 9,200 頭を飼養する県下一の大規模農場で

ある。生まれてから出荷まで抗生物質無添加で育てた牛は、『健育

牛』という商標で出荷しているが、安全性、品質、味に対する評価

は非常に高い。 

また、平成 18 年に購入した七戸町の競走馬生産牧場跡地では、

広々とした敷地に菜の花やひまわりで美しい景観を整備し、馬や羊

など動物とのふれあい農場を作るなど憩いの場を提供してきた。さ

らに、平成 22年に牧場内に開店した直営店「ＮＡＭＩＫＩ」では、

搾りたてのジャージー牛乳を原料とした多彩な味のジェラートが

評判で、県内外から訪れる人で大いに賑わっている。 

今では、七戸町の新たな観光スポットとして注目されており、地域の活性化にも大きく貢献している。 

□活動に対する思い 

 金子氏は、地元住民の理解と協力なくして自社の発展はあり

得ないと考えており、ここまで成長できた恩返しとして地域に

貢献したいという想いが強い。ふれあい牧場や景観整備、ジェ

ラートへの取組などはその現れである。 

金子氏に今後の取組について尋ねると「経営の軸は肉牛の肥

育。消費者には、安全で美味しい牛肉を安く提供してたくさん

食べてもらいたいから、儲けはそこそこで再生産できるような

価格で取引できればいいと思っている。生産者と消費者、さら

には社会全体も利することを求めた『三方良し』の精神を忘れ

ずに、今後も信頼関係を大切にして畜産経営を行っていきた

い。」と語ってくれた。 
 

② 野辺地駅の活性化に取り組む 

（野辺地町 のへじ停車場まつり実行委員会） 

□紹介 

東北本線の特急・急行が停まる駅として賑わってきた野辺地駅も、

東北新幹線の開業とともに衰退していくという危機感から、平成 18

年、何かやろうとの呼びかけでスタートした「のへじ停車場まつり」。 

駅前商店会が中心となって実行委員会を結成し、今年で第 6回を数

える。単なる客寄せではなく、みんなで考え、みんなで作り、みんな

で楽しむ住民参加型のイベントで、出店やフリーマーケット、絵画、

写真や木工の展示、芸能発表等、野辺地町の文化を反映している盛り

だくさんの出し物が一堂に集まる。 

また、当実行委員会は、さまざまな商品開発にも工夫を凝らし、テ

ーマソングでのＣＤ制作や、絵画の趣味から本の出版等も行っている。 

□活動に対する思い 

「すでに特急・急行の賑わいは過去のものとなり、閑散とした駅前

風景だが、2月の停車場ランタンまつり、停車場グルメ市など、商店

会の強い団結力を原動力とした実行委員会の意気は盛んで、まだまだ

へこたれていない。『知恵と元気が僕らの支え、みんなが集まりゃ何

とかなるさ』とテーマソングの歌詞ではないが、人の集まるところに

人の営みがある以上、新たな創造性が次の時代を作っていくに違いな

い。」と中谷実行委員会委員長は確信している。

上北地域の魅力ある取組や地域資源の紹介 

金子春雄さん（右から 2番目） 

とご家族 

のへじ停車場まつり 

停車場ランタンまつり 

安全・安心にこだわった健育牛 
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□上北地域の可能性 

上北地域は、県の南東部に位置し、十和田市、三沢市、野辺地町、七戸

町、六戸町、横浜町、東北町、六ケ所村、おいらせ町の 2 市 6 町 1 村で構

成され、人口はおよそ 20万 7千人、面積は 2,127 平方キロメートルとなっ

ている。 

国道 4号や国道 102 号などを幹線とする道路網が形成され、空路として

三沢空港を有するほか、鉄路では青い森鉄道、JR大湊線等に加えて、平成

22年に東北新幹線七戸十和田駅が開業したことにより、十和田湖や奥入瀬

渓流、八甲田、下北半島への観光拠点として首都圏等からのアクセスがよ

り一層向上した。 

神秘の湖十和田湖、優美な渓流奥入瀬渓流、広大な自然景観を有する八

甲田連峰、県内随一の広さを持ち、水産資源に恵まれた小川原湖など、多

くの自然・観光資源を有するほか、ごぼうやにんにく等で日本一の生産量

を誇る農業や、酪農、肉用牛をはじめとする畜産業が盛んであるなど、食

料供給基地として果たす役割の重要性も高いものとなっている。 

 
 

□可能性を踏まえた取組 

上北地域は農業産出額が県内で最も高く、中でも、酪農、肉用牛、養鶏な

どの畜産業と、ながいも、にんにく、ごぼうを始めとする野菜の占める割合

が大きく、水産業では小川原湖のシジミ、ワカサギなどの内水面漁業や陸奥

湾でのホタテ養殖が盛んである。これらの地域資源を生かした農商工連携に

よる付加価値の向上やブランド化に取組んだことにより、これまで、国内初

の有機牛肉の販売開始や十和田おいらせ餃子、小川原湖水産資源の新メニュ

ーレシピ等が開発された。 

エネルギー分野では、上北地域は国内有数のエネルギー関連施設等の集積

地となっていることから、新エネルギー・省エネルギーの普及啓発に加え、

改造電気自動車の農業分野における利用可能性についての実証試験に取組ん

でいる。 

観光分野では、乗馬、温泉、ご当地グルメなど上北地域ならではの地域資

源の発掘・磨き上げや、東北新幹線七戸十和田駅開業イベントの開催等によ

る、地元や県内外への情報発信に取り組み、地域の観光力アップを図ってき

た。 
 

□今後の展望 

農林水産業では、県内一の農業産出額を支えるための多様な担い手の育成

による産地体制の一層の強化の推進、農商工連携により引き続き付加価値の

向上やブランド化を図っていくとともに、売れる商品の開発や販売力の強化

に取組み、基幹産業としての農林水産業の更なる発展を図っていく必要があ

る。 

エネルギー分野では、当地域の特性を踏まえ、改造電気自動車の農業分野

における利用可能性に引き続き、観光や・福祉分野での取組を進め、新エネ

ルギー・省エネルギーの普及に努めていく。 

観光分野では、十和田湖エリアを中心とした上北地域への観光客入込数の

増加、特に地域への経済波及効果が高い宿泊者数の増加を図るため、今後と

も上北地域ならではの各種観光資源の発掘や一層の磨き上げを図るとともに

魅力的な観光メニューの整備・情報発信、広域的連携による取組を進め、誘

客を図っていく。 

 

上北地域県民局の地域への思い 

緑鮮やかな十和田湖 

東北新幹線七戸十和田駅 

上北のにんにく 

十和田おいらせ餃子 

十和田バラ焼き 

三沢ほっき丼 
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① 地域と共存した大規模畜産経営 

（七戸町 (有)金子ファーム 代表取締役 金子春雄さん） 

□紹介 

金子ファームは、肉牛 9,200 頭を飼養する県下一の大規模農場で

ある。生まれてから出荷まで抗生物質無添加で育てた牛は、『健育

牛』という商標で出荷しているが、安全性、品質、味に対する評価

は非常に高い。 

また、平成 18 年に購入した七戸町の競走馬生産牧場跡地では、

広々とした敷地に菜の花やひまわりで美しい景観を整備し、馬や羊

など動物とのふれあい農場を作るなど憩いの場を提供してきた。さ

らに、平成 22年に牧場内に開店した直営店「ＮＡＭＩＫＩ」では、

搾りたてのジャージー牛乳を原料とした多彩な味のジェラートが

評判で、県内外から訪れる人で大いに賑わっている。 

今では、七戸町の新たな観光スポットとして注目されており、地域の活性化にも大きく貢献している。 

□活動に対する思い 

 金子氏は、地元住民の理解と協力なくして自社の発展はあり

得ないと考えており、ここまで成長できた恩返しとして地域に

貢献したいという想いが強い。ふれあい牧場や景観整備、ジェ

ラートへの取組などはその現れである。 

金子氏に今後の取組について尋ねると「経営の軸は肉牛の肥

育。消費者には、安全で美味しい牛肉を安く提供してたくさん

食べてもらいたいから、儲けはそこそこで再生産できるような

価格で取引できればいいと思っている。生産者と消費者、さら

には社会全体も利することを求めた『三方良し』の精神を忘れ

ずに、今後も信頼関係を大切にして畜産経営を行っていきた

い。」と語ってくれた。 
 

② 野辺地駅の活性化に取り組む 

（野辺地町 のへじ停車場まつり実行委員会） 

□紹介 

東北本線の特急・急行が停まる駅として賑わってきた野辺地駅も、

東北新幹線の開業とともに衰退していくという危機感から、平成 18

年、何かやろうとの呼びかけでスタートした「のへじ停車場まつり」。 

駅前商店会が中心となって実行委員会を結成し、今年で第 6回を数

える。単なる客寄せではなく、みんなで考え、みんなで作り、みんな

で楽しむ住民参加型のイベントで、出店やフリーマーケット、絵画、

写真や木工の展示、芸能発表等、野辺地町の文化を反映している盛り

だくさんの出し物が一堂に集まる。 

また、当実行委員会は、さまざまな商品開発にも工夫を凝らし、テ

ーマソングでのＣＤ制作や、絵画の趣味から本の出版等も行っている。 

□活動に対する思い 

「すでに特急・急行の賑わいは過去のものとなり、閑散とした駅前

風景だが、2月の停車場ランタンまつり、停車場グルメ市など、商店

会の強い団結力を原動力とした実行委員会の意気は盛んで、まだまだ

へこたれていない。『知恵と元気が僕らの支え、みんなが集まりゃ何

とかなるさ』とテーマソングの歌詞ではないが、人の集まるところに

人の営みがある以上、新たな創造性が次の時代を作っていくに違いな

い。」と中谷実行委員会委員長は確信している。

上北地域の魅力ある取組や地域資源の紹介 

金子春雄さん（右から 2番目） 

とご家族 

のへじ停車場まつり 

停車場ランタンまつり 

安全・安心にこだわった健育牛 
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③ 休耕田を活用した蕎麦栽培による地域活動 

（六ケ所村 戸鎖前田水利組合） 

□紹介 

生産調整、農業者の高齢化等といった原因で目立ち始めた休耕

田を活用するため、平成 12年に戸鎖前田水利組合が発足。 

活動を進めるにつれて「かつて戸鎖地区で盛んであったた蕎麦

栽培を行ってはどうか」という意見が出され、平成 16年から休

耕田を活用した蕎麦栽培を行っている。 

平成 20年度からは、新蕎麦の季節である秋に「戸鎖新そばま

つり」を毎年開催し、地元の「戸鎖手打ちそば愛好会」とも協力

しながら、来場者に打ち立て・茹で立ての蕎麦を提供し、好評を

得ている。また、蕎麦だけではなく、昔ながらの田植えや餅つき

を地域住民と一緒に行って交流を深めるなど、地域に根ざした活

動を積極的に続けている。 

最近では県外からもその活動が評価され、2011 年度には農林水産省「豊かなむらづくり全国表彰事業」で

東北農政局長賞を受賞している。 

□活動に対する思い 

組合長の木村盛雄さんは「イベントなどでそばを振る舞

うときは、準備等に追われ、どうしても疲れてしまうけど

『美味しい』と言われると、やっぱりうれしいし、疲れも

吹き飛ぶよね。」と笑って話す。最近では、昔ながらの田植

え体験等を通じて六ケ所村内に在住する外国人の方達とも

交流を深めているのだそうだ。もちろん、田植え終了後は

自慢のそばを一緒に食べ、日本の伝統文化についても語り

合うという。 

「この戸鎖地区は高齢化が進行している。だからこそ、

昔から住んでいる私達が戸鎖の魅力を多くの人に伝えてい

かなければ。」木村組合長の穏やかな笑顔の奥に、戸鎖地区

を思う強い気持ちを感じた。 
 

④ 動態保存された全国でも珍しい鉄道資源 

（七戸町 南部縦貫レールバス） 

□紹介 

旧南部縦貫鉄道は東北本線(現青い森鉄道)野辺地駅から七戸

駅までの 20.9km を結んでいた鉄道で、旅客輸送にはバスの部品

を多用した小型のレールバスが用いられていた。 

旅客の減少により平成 9年に営業を休止し、さらに平成 14年

には廃止となったものの、現在でも「南部縦貫株式会社」及び主

に県外在住者で組織されている「南部縦貫レールバス愛好会」の

手によりレールバスが整備され、走行できる状態で保存されてい

る。 

愛好会の会員は、レールバスの整備等のために、東京等からわ

ざわざ月に 1回のペースで来県して活動し、ゴールデンウィーク

中に行われたイベント「レールバスと遊ぼう」には、全国から約 3,000 人のファンが駆けつけた。 
□ここが魅力 

レールバスは、鉄道車両にはないクラッチとシフトレバーが

あり、バスと同じマニュアル操作で走ることができる鉄道車両

である。 

さらに、見た目が可愛らしい形をしているため、鉄道ファン

のみならず、家族連れなど幅広い層から愛されているのもこの

レールバスの特徴である。 

現在は、愛好会をはじめ、運転手、南部縦貫鉄道株式会社の

社員など、大勢の人の手により大切に保存されている。また、

駅構内も綺麗に整備されており、四季折々の顔を見せる風景と

趣のある社屋や機関庫を一緒に撮影できるのも魅力のひとつ

である。

元休耕田に広がるそばの花 

そばを通じての国際交流 

「レールバスと遊ぼう」の様子 

動態保存されている「キハ 101」
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⑤ 小川原湖水産資源を生かした料理で地域を元気に 

（東北町 宝湖活性化協議会） 

□紹介 

しじみ、天然うなぎ、シラウオ、わかさぎ等が全国有数の漁獲量

を誇り、水産資源が豊富なことから「宝の湖」とも呼ばれている小

川原湖。この小川原湖を活用した地域活性化を進めるため、平成

22 年に東北町の飲食店等が中心となって「宝湖活性化協議会」が

設立された。 

同年には小川原湖の食材を使った「宝湖レシピ」を協議会で作成。

そのレシピを東北町の飲食店に配布するとともに、各種イベントに

も積極的に参加し、小川原湖の魅力を伝える活動を行っている。 

□活動に対する思い 

驚くべきことに、宝湖活性化協議会の部会員となっている皆さんが次のように語ってくれた。 

「前までは小川原湖について、飲食店・生産者・行政が一緒に話し合う機会がほとんどなかったんだよ。」

今では小川原湖を活用した取り組みについて、月 1回のペースで話し合う機会が設けられているものの、少し

前までは小川原湖について話をすることすらなかったそうである。「小川原湖は私たちにとって宝。あまり口

には出さなかったけど、『何とかしないといけない』とみんな考えてい

たんだと思う。」 

現在は、町内だけではなく町外の人にも小川原湖の魅力を伝えるた

め、小川原湖の食材を扱った料理を提供している店を紹介するマップ

作りを進めている。小川原湖の魅力を再確認した今、自信を持って周

知に力を入れていきたいとのことだ。 

「今は、協議会のみんなで『これからの東北町について、小川原湖

を使ってどうやって良くしていこうか。』ということもよく話をするん

です。町のことを、町民である私たちが顔を向かい合わせて話し合え

る場があること。これがとてもうれしい。」飲食店の方が充実している

笑顔で話してくれた。 
 

⑥ 奥入瀬渓流でお待ちしています 

（十和田市 ＮＰＯ法人十和田奥入瀬郷づくり大学） 

□紹介 

国内外から高い評価を得ている十和田湖、奥入瀬渓流、八甲田。 

これらの素晴らしい資源を有する地域を「十和田奥入瀬の郷」と

位置づけ、観光資源として活用し、魅力溢れる地域づくり(「郷づ

くり」)を行うことなどを目的に、ＮＰＯ法人十和田奥入瀬郷づく

り大学は平成 19年 1月に設立された。 

奥入瀬渓流の大自然を後世に残すため、平成 19 年から奥入瀬渓

流の世界遺産登録に向けた活動として、毎年「奥入瀬渓流世界遺産

登録研究」をテーマとしたフォーラムを開催。この地域に魅せられ

た文人、歌人、群生する植物や生き物等の魅力ついて紹介するとと

もに、世界遺産登録に向けた地元の気運醸成の促進に地道に取り組んでいる。 

また、環境保全と観光振興を両立させるエコツーリズムを推進するため、十和田西高校生と一般の方を対象

に「十和田奥入瀬認定ガイド養成講座」を実施。奥入瀬渓流の自然を五感で楽しむ魅力を多くの皆様にお伝え

するため、奥入瀬渓流エコロードフェスタでの「高校生ボランテイ

アガイドウォーク」や奥入瀬渓流自然ガイドに取り組み、県内外か

ら訪れる多くの皆様から好評を得ている。 

□活動に対する思い 

事務局長の生出隆雄さんは「今後も十和田湖・奥入瀬渓流を擁す

る地域に相応しい景観づくりや奥入瀬渓流自然ガイド等の取組を

継続するとともに、より多くの方々にこれらの活動に参加していた

だき、魅力ある郷づくりや地域資源を活用した起業化に積極的に挑

戦していきたい。」と語っている。 

世界遺産登録研究フォーラム 

道の駅イベントでの宝湖活性化

協議会の活動(2) 

道の駅イベントでの宝湖活性化

協議会の活動(1) 

ガイド養成講座の様子 
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③ 休耕田を活用した蕎麦栽培による地域活動 

（六ケ所村 戸鎖前田水利組合） 

□紹介 

生産調整、農業者の高齢化等といった原因で目立ち始めた休耕

田を活用するため、平成 12年に戸鎖前田水利組合が発足。 

活動を進めるにつれて「かつて戸鎖地区で盛んであったた蕎麦

栽培を行ってはどうか」という意見が出され、平成 16年から休

耕田を活用した蕎麦栽培を行っている。 

平成 20年度からは、新蕎麦の季節である秋に「戸鎖新そばま

つり」を毎年開催し、地元の「戸鎖手打ちそば愛好会」とも協力

しながら、来場者に打ち立て・茹で立ての蕎麦を提供し、好評を

得ている。また、蕎麦だけではなく、昔ながらの田植えや餅つき

を地域住民と一緒に行って交流を深めるなど、地域に根ざした活

動を積極的に続けている。 

最近では県外からもその活動が評価され、2011 年度には農林水産省「豊かなむらづくり全国表彰事業」で

東北農政局長賞を受賞している。 

□活動に対する思い 

組合長の木村盛雄さんは「イベントなどでそばを振る舞

うときは、準備等に追われ、どうしても疲れてしまうけど

『美味しい』と言われると、やっぱりうれしいし、疲れも

吹き飛ぶよね。」と笑って話す。最近では、昔ながらの田植

え体験等を通じて六ケ所村内に在住する外国人の方達とも

交流を深めているのだそうだ。もちろん、田植え終了後は

自慢のそばを一緒に食べ、日本の伝統文化についても語り

合うという。 

「この戸鎖地区は高齢化が進行している。だからこそ、

昔から住んでいる私達が戸鎖の魅力を多くの人に伝えてい

かなければ。」木村組合長の穏やかな笑顔の奥に、戸鎖地区

を思う強い気持ちを感じた。 
 

④ 動態保存された全国でも珍しい鉄道資源 

（七戸町 南部縦貫レールバス） 

□紹介 

旧南部縦貫鉄道は東北本線(現青い森鉄道)野辺地駅から七戸

駅までの 20.9km を結んでいた鉄道で、旅客輸送にはバスの部品

を多用した小型のレールバスが用いられていた。 

旅客の減少により平成 9年に営業を休止し、さらに平成 14年

には廃止となったものの、現在でも「南部縦貫株式会社」及び主

に県外在住者で組織されている「南部縦貫レールバス愛好会」の

手によりレールバスが整備され、走行できる状態で保存されてい

る。 

愛好会の会員は、レールバスの整備等のために、東京等からわ

ざわざ月に 1回のペースで来県して活動し、ゴールデンウィーク

中に行われたイベント「レールバスと遊ぼう」には、全国から約 3,000 人のファンが駆けつけた。 
□ここが魅力 

レールバスは、鉄道車両にはないクラッチとシフトレバーが

あり、バスと同じマニュアル操作で走ることができる鉄道車両

である。 

さらに、見た目が可愛らしい形をしているため、鉄道ファン

のみならず、家族連れなど幅広い層から愛されているのもこの

レールバスの特徴である。 

現在は、愛好会をはじめ、運転手、南部縦貫鉄道株式会社の

社員など、大勢の人の手により大切に保存されている。また、

駅構内も綺麗に整備されており、四季折々の顔を見せる風景と

趣のある社屋や機関庫を一緒に撮影できるのも魅力のひとつ

である。

元休耕田に広がるそばの花 

そばを通じての国際交流 

「レールバスと遊ぼう」の様子 

動態保存されている「キハ 101」
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⑤ 小川原湖水産資源を生かした料理で地域を元気に 

（東北町 宝湖活性化協議会） 

□紹介 

しじみ、天然うなぎ、シラウオ、わかさぎ等が全国有数の漁獲量

を誇り、水産資源が豊富なことから「宝の湖」とも呼ばれている小

川原湖。この小川原湖を活用した地域活性化を進めるため、平成

22 年に東北町の飲食店等が中心となって「宝湖活性化協議会」が

設立された。 

同年には小川原湖の食材を使った「宝湖レシピ」を協議会で作成。

そのレシピを東北町の飲食店に配布するとともに、各種イベントに

も積極的に参加し、小川原湖の魅力を伝える活動を行っている。 

□活動に対する思い 

驚くべきことに、宝湖活性化協議会の部会員となっている皆さんが次のように語ってくれた。 

「前までは小川原湖について、飲食店・生産者・行政が一緒に話し合う機会がほとんどなかったんだよ。」

今では小川原湖を活用した取り組みについて、月 1回のペースで話し合う機会が設けられているものの、少し

前までは小川原湖について話をすることすらなかったそうである。「小川原湖は私たちにとって宝。あまり口

には出さなかったけど、『何とかしないといけない』とみんな考えてい

たんだと思う。」 

現在は、町内だけではなく町外の人にも小川原湖の魅力を伝えるた

め、小川原湖の食材を扱った料理を提供している店を紹介するマップ

作りを進めている。小川原湖の魅力を再確認した今、自信を持って周

知に力を入れていきたいとのことだ。 

「今は、協議会のみんなで『これからの東北町について、小川原湖

を使ってどうやって良くしていこうか。』ということもよく話をするん

です。町のことを、町民である私たちが顔を向かい合わせて話し合え

る場があること。これがとてもうれしい。」飲食店の方が充実している

笑顔で話してくれた。 
 

⑥ 奥入瀬渓流でお待ちしています 

（十和田市 ＮＰＯ法人十和田奥入瀬郷づくり大学） 

□紹介 

国内外から高い評価を得ている十和田湖、奥入瀬渓流、八甲田。 

これらの素晴らしい資源を有する地域を「十和田奥入瀬の郷」と

位置づけ、観光資源として活用し、魅力溢れる地域づくり(「郷づ

くり」)を行うことなどを目的に、ＮＰＯ法人十和田奥入瀬郷づく

り大学は平成 19年 1月に設立された。 

奥入瀬渓流の大自然を後世に残すため、平成 19 年から奥入瀬渓

流の世界遺産登録に向けた活動として、毎年「奥入瀬渓流世界遺産

登録研究」をテーマとしたフォーラムを開催。この地域に魅せられ

た文人、歌人、群生する植物や生き物等の魅力ついて紹介するとと

もに、世界遺産登録に向けた地元の気運醸成の促進に地道に取り組んでいる。 

また、環境保全と観光振興を両立させるエコツーリズムを推進するため、十和田西高校生と一般の方を対象

に「十和田奥入瀬認定ガイド養成講座」を実施。奥入瀬渓流の自然を五感で楽しむ魅力を多くの皆様にお伝え

するため、奥入瀬渓流エコロードフェスタでの「高校生ボランテイ

アガイドウォーク」や奥入瀬渓流自然ガイドに取り組み、県内外か

ら訪れる多くの皆様から好評を得ている。 

□活動に対する思い 

事務局長の生出隆雄さんは「今後も十和田湖・奥入瀬渓流を擁す

る地域に相応しい景観づくりや奥入瀬渓流自然ガイド等の取組を

継続するとともに、より多くの方々にこれらの活動に参加していた

だき、魅力ある郷づくりや地域資源を活用した起業化に積極的に挑

戦していきたい。」と語っている。 

世界遺産登録研究フォーラム 

道の駅イベントでの宝湖活性化

協議会の活動(2) 

道の駅イベントでの宝湖活性化

協議会の活動(1) 

ガイド養成講座の様子 
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□下北地域の可能性 

下北地域は、本州と北海道を結ぶ位置にあり、国道 279 号線と国道 338

号線の 2 路線が下北地域を周回する形で上北地域と結ばれることで主要

な道路網を形成している。鉄路として、ＪＲ大湊線が運行されているほ

か、海路として、北海道や東青地域を結ぶ航路も有し、生活や交流の重

要な移動手段となっている。 

観光面では、日本三大霊場の一つである恐山や仏ヶ浦、薬研渓谷など

の景勝地や、特色ある伝統芸能、史跡等の文化財、さらには貴重な動植

物など豊富な観光資源に恵まれている。 

産業面では、下北地域は四方を海に囲まれ、良好な漁場を有すること

から、多種多様な水産物が水揚げされている。農業では、産出額の過半

を占める畜産が盛んなほか、林業では日本三大美林に数えられる青森ヒ

バの産地であることから、気候風土に適した特徴ある産物づくりが行わ

れている。 

また、下北地域には、津軽海峡沿いに国内有数の規模を誇る風力発電

施設が立地しているほか、原子力関連施設や海洋研究施設など高度な科

学技術を持つ施設も多く立地している。 
 

□可能性を踏まえた取組 

農林水産業では、地域の特性や優位性を生かして、夏秋イチゴや一球

入魂カボチャ、キアンコウなどが新しいブランドとして伸びてきている

ものの、農林水産業従事者の高齢化や後継者不足など、生産構造の脆弱

化が進んできていることから、農林水産業を支える多様な担い手の育成

や確保に努めるとともに、安全・安心で高品質な農林水産物のブランド

化を更に促進し、競争力のある産地づくりに向けた取組を推進する。 

観光面では、通年観光を目指すため、既存資源の磨き上げや新たな観

光資源の掘り起こしによって地域の魅力向上を図るとともに、ホスピタ

リティ向上による観光客受入態勢の充実を図るなど観光の基礎力強化に

向けた取組を推進する。 

また下北地域にある海洋、原子力に関する研究機関の有する人的・物

的資源を有効に活用し、地域における産業振興、雇用促進及び人財の高

度化を図る取組を推進する。 

 

 
 

□今後の展望 

下北地域の特徴である多種多様な農林水産物については、生産量が限

られていることに加え、付加価値を高める加工や販売面での動きが十分

でないことなどが課題となっていることから、工業・商業などの関連産

業を集積し連携を図りながら、農林水産物の価値を高めるマーケティン

グ戦略と、それを支えるための人・ものづくりを推進し、農林水産業の

体質強化を目指す。 

観光においては、地域における人財やコンテンツ化に向けたノウハウ

が不足しており、豊富な観光資源を生かしきれていないことなどが課題

となっていることから、地域が一体となって取り組んでいくための仕組

みづくりを推進し、交流人口の拡大を目指す。 

また定住の促進に努めることが課題となっていることから、下北地域

に集積している原子力関連施設や海洋研究施設等を活用し、地元企業が

新たな雇用の場を確保するための取組を推進し、下北地域の人財が地元

で活躍でき、地域の活力が維持・拡大されることを目指す。 

下北地域県民局の地域への思い 

紅葉の名所、川内川渓谷 

冬の味覚、鮟鱇料理 

本州最北端の地、大間崎 

田名部祭り 

自然が織り成す造形美、仏ヶ浦 

丘からの眺めが美しい愛宕山公園 

- 135 - 

  

① 地方と都市をつなぐ！ 

（むつ市 一般社団法人北のまちふるさとプロジェクト） 

□紹介 

北のまちふるさとプロジェクトは、むつ市に拠点を置き、地域の活性

化を目指す一般社団法人である。 

むつ市にある先祖伝来の山林や田畑の処分を巡る問題をきっかけに、

荒廃山林や耕作放棄地の再生に向けた活動を始め、現在では荒れた耕作

放棄地を再生させる事業の一環として、自家農園「北のまちファーム」

で無農薬野菜の栽培に取り組んでいる。24 年度は生産物の加工・製造と

いった食の６次産業化に取り掛かる予定だ。 

平成 23 年 3 月には東京都江東区亀戸にアンテナショップ「青森物産ショップ～むつ下北～」をオープンさ

せ、下北半島の特産品や自家農園で生産した新鮮野菜などの販売を通して下北の情報発信を行っている。 

□活動に対する思い 

北のまちふるさとプロジェクトが目標としているのは「地方と都市をつ

なぐこと」。兄弟で活動している代表理事の河野紹視さん(弟)が現地むつを

担当し、河野崇章さん(兄)が東京事務所を構え、地方と都市をつなぐ役割

を担っている。人の交流や経済の循環を促し、地域とそこに暮らす人々が

経済的、文化的に豊かになることを目指し、都市との交流を基盤とした事

業を展開していきたいと河野代表理事は語る。 

23 年度は下北地域県民局の事業委託を受けて、東京都世田谷区下北沢で

下北半島の特産品等を販売する「シモキタつながり市」を実施し、首都圏

での商品ニーズを模索している。 

河野代表理事はこれらのつながりをきっかけとして、将来的には農業を中心とした体験型、滞在型観光など

首都圏の方を下北半島へ呼び込むような取組をしたいと意気込んでいる。 
 

② ＮＰＯ法人ぷらっと下北の挑戦 

（むつ市 ＮＰＯ法人ぷらっと下北） 

□紹介 

ＮＰＯ法人ぷらっと下北は、「次世代を担う子供たちをはじめ下北半島

に暮らす全ての人たちが、誇りを持ち力強く生きていくための地域づく

り活動に取組むこと」を目的に組織され、平成 23年 8月に特定非営利活

動法人として認証を受けている。メンバーは、下北地域で様々な分野で

活動するＮＰＯ法人の代表者や構成員、さらには観光業をはじめ地域の

活性化に関連した産業に携わる人など、下北が大好きでたまらないとい

った熱い心を持ったメンバーで構成されており、下北地域を元気にする

ために、様々な活動に取り組んでいる。 

□活動に対する思い 

平成23年12月3日に東北新幹線全線開業及びリゾートあすなろ運

行 1周年を記念して、旅行者を温かく迎えようとＪＲ大湊線の下北駅

において、「ほっかむり行商隊」を実施した。ほっかむりをした行商

隊は、下北駅を電車が発着するたびに、「よぐ来たねし～」と大きく

手を振ってお出迎えをし、寒い中を少しでも暖まってもらうため、郷

土料理の「たこのどうぐ汁」や横浜町の御なたね油を使ったポップコ

ーンの振る舞いで観光客をもてなした。 

このほか、平成 23年度は、県内の中学生を対象に、ツアー「14歳

の挑戦～心の成長を目指して～」を、夏と冬の 2回企画・実施してい

る。2泊 3日のスケジュールで下北半島をめぐり様々な体験を通じて

何かを感じ成長の糧にして欲しい、そんな思いで企画したもので、8月のツアーでは、菜種の刈り取り、恐山

トレッキング、座禅体験のほか東日本大震災を意識して被災地からの報告や炊き出し体験などを実施し、参加

した中学生は、協力し合いながらの体験を通じて味わった感動にとても喜んでいた。

下北地域の魅力ある取組や地域資源の紹介 

14 歳の挑戦 

ほっかむり行商隊 

物産ショップ～むつ下北

北のまちファーム 
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□下北地域の可能性 

下北地域は、本州と北海道を結ぶ位置にあり、国道 279 号線と国道 338

号線の 2 路線が下北地域を周回する形で上北地域と結ばれることで主要

な道路網を形成している。鉄路として、ＪＲ大湊線が運行されているほ

か、海路として、北海道や東青地域を結ぶ航路も有し、生活や交流の重

要な移動手段となっている。 

観光面では、日本三大霊場の一つである恐山や仏ヶ浦、薬研渓谷など

の景勝地や、特色ある伝統芸能、史跡等の文化財、さらには貴重な動植

物など豊富な観光資源に恵まれている。 

産業面では、下北地域は四方を海に囲まれ、良好な漁場を有すること

から、多種多様な水産物が水揚げされている。農業では、産出額の過半

を占める畜産が盛んなほか、林業では日本三大美林に数えられる青森ヒ

バの産地であることから、気候風土に適した特徴ある産物づくりが行わ

れている。 

また、下北地域には、津軽海峡沿いに国内有数の規模を誇る風力発電

施設が立地しているほか、原子力関連施設や海洋研究施設など高度な科

学技術を持つ施設も多く立地している。 
 

□可能性を踏まえた取組 

農林水産業では、地域の特性や優位性を生かして、夏秋イチゴや一球

入魂カボチャ、キアンコウなどが新しいブランドとして伸びてきている

ものの、農林水産業従事者の高齢化や後継者不足など、生産構造の脆弱

化が進んできていることから、農林水産業を支える多様な担い手の育成

や確保に努めるとともに、安全・安心で高品質な農林水産物のブランド

化を更に促進し、競争力のある産地づくりに向けた取組を推進する。 

観光面では、通年観光を目指すため、既存資源の磨き上げや新たな観

光資源の掘り起こしによって地域の魅力向上を図るとともに、ホスピタ

リティ向上による観光客受入態勢の充実を図るなど観光の基礎力強化に

向けた取組を推進する。 

また下北地域にある海洋、原子力に関する研究機関の有する人的・物

的資源を有効に活用し、地域における産業振興、雇用促進及び人財の高

度化を図る取組を推進する。 

 

 
 

□今後の展望 

下北地域の特徴である多種多様な農林水産物については、生産量が限

られていることに加え、付加価値を高める加工や販売面での動きが十分

でないことなどが課題となっていることから、工業・商業などの関連産

業を集積し連携を図りながら、農林水産物の価値を高めるマーケティン

グ戦略と、それを支えるための人・ものづくりを推進し、農林水産業の

体質強化を目指す。 

観光においては、地域における人財やコンテンツ化に向けたノウハウ

が不足しており、豊富な観光資源を生かしきれていないことなどが課題

となっていることから、地域が一体となって取り組んでいくための仕組

みづくりを推進し、交流人口の拡大を目指す。 

また定住の促進に努めることが課題となっていることから、下北地域

に集積している原子力関連施設や海洋研究施設等を活用し、地元企業が

新たな雇用の場を確保するための取組を推進し、下北地域の人財が地元

で活躍でき、地域の活力が維持・拡大されることを目指す。 

下北地域県民局の地域への思い 

紅葉の名所、川内川渓谷 

冬の味覚、鮟鱇料理 

本州最北端の地、大間崎 

田名部祭り 

自然が織り成す造形美、仏ヶ浦 

丘からの眺めが美しい愛宕山公園 

- 135 - 

  

① 地方と都市をつなぐ！ 

（むつ市 一般社団法人北のまちふるさとプロジェクト） 

□紹介 

北のまちふるさとプロジェクトは、むつ市に拠点を置き、地域の活性

化を目指す一般社団法人である。 

むつ市にある先祖伝来の山林や田畑の処分を巡る問題をきっかけに、

荒廃山林や耕作放棄地の再生に向けた活動を始め、現在では荒れた耕作

放棄地を再生させる事業の一環として、自家農園「北のまちファーム」

で無農薬野菜の栽培に取り組んでいる。24 年度は生産物の加工・製造と

いった食の６次産業化に取り掛かる予定だ。 

平成 23 年 3 月には東京都江東区亀戸にアンテナショップ「青森物産ショップ～むつ下北～」をオープンさ

せ、下北半島の特産品や自家農園で生産した新鮮野菜などの販売を通して下北の情報発信を行っている。 

□活動に対する思い 

北のまちふるさとプロジェクトが目標としているのは「地方と都市をつ

なぐこと」。兄弟で活動している代表理事の河野紹視さん(弟)が現地むつを

担当し、河野崇章さん(兄)が東京事務所を構え、地方と都市をつなぐ役割

を担っている。人の交流や経済の循環を促し、地域とそこに暮らす人々が

経済的、文化的に豊かになることを目指し、都市との交流を基盤とした事

業を展開していきたいと河野代表理事は語る。 

23 年度は下北地域県民局の事業委託を受けて、東京都世田谷区下北沢で

下北半島の特産品等を販売する「シモキタつながり市」を実施し、首都圏

での商品ニーズを模索している。 

河野代表理事はこれらのつながりをきっかけとして、将来的には農業を中心とした体験型、滞在型観光など

首都圏の方を下北半島へ呼び込むような取組をしたいと意気込んでいる。 
 

② ＮＰＯ法人ぷらっと下北の挑戦 

（むつ市 ＮＰＯ法人ぷらっと下北） 

□紹介 

ＮＰＯ法人ぷらっと下北は、「次世代を担う子供たちをはじめ下北半島

に暮らす全ての人たちが、誇りを持ち力強く生きていくための地域づく

り活動に取組むこと」を目的に組織され、平成 23年 8月に特定非営利活

動法人として認証を受けている。メンバーは、下北地域で様々な分野で

活動するＮＰＯ法人の代表者や構成員、さらには観光業をはじめ地域の

活性化に関連した産業に携わる人など、下北が大好きでたまらないとい

った熱い心を持ったメンバーで構成されており、下北地域を元気にする

ために、様々な活動に取り組んでいる。 

□活動に対する思い 

平成23年12月3日に東北新幹線全線開業及びリゾートあすなろ運

行 1周年を記念して、旅行者を温かく迎えようとＪＲ大湊線の下北駅

において、「ほっかむり行商隊」を実施した。ほっかむりをした行商

隊は、下北駅を電車が発着するたびに、「よぐ来たねし～」と大きく

手を振ってお出迎えをし、寒い中を少しでも暖まってもらうため、郷

土料理の「たこのどうぐ汁」や横浜町の御なたね油を使ったポップコ

ーンの振る舞いで観光客をもてなした。 

このほか、平成 23年度は、県内の中学生を対象に、ツアー「14歳

の挑戦～心の成長を目指して～」を、夏と冬の 2回企画・実施してい

る。2泊 3日のスケジュールで下北半島をめぐり様々な体験を通じて

何かを感じ成長の糧にして欲しい、そんな思いで企画したもので、8月のツアーでは、菜種の刈り取り、恐山

トレッキング、座禅体験のほか東日本大震災を意識して被災地からの報告や炊き出し体験などを実施し、参加

した中学生は、協力し合いながらの体験を通じて味わった感動にとても喜んでいた。

下北地域の魅力ある取組や地域資源の紹介 

14 歳の挑戦 

ほっかむり行商隊 

物産ショップ～むつ下北

北のまちファーム 
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③ 省力技術を駆使した大規模施設野菜栽培  

（むつ市 蝦名 正雄氏） 

□紹介 

蝦名さんは、七戸町の青森県営農大学校で 2年間農業を学び、昭

和 61 年に就農して 26 年目。現在はハウス 18 棟(約 84ａ)を家族 4

名、雇用者 4 名で経営しており、主品目のトマト、きゅうりの他、

ミニトマト、夏秋いちご、葉菜類等を栽培している。平成 15 年に

は県内初の「樽システム」による高糖度トマトの栽培を導入するな

ど、施設野菜栽培の省力化、高品質化に努めている。 

平成 17 年に青森県農業経営士に認定され、むつ下北地区指導農

業士会会長、ＪＡ十和田おいらせむつ地区施設園芸部会長、下北半

島いきいき産直ネット 21 会長、しもきた産直広場会長、むつ市い

きいき地場野菜即売協議会会長を務め、地域活動にも貢献している。 

□活動に対する思い 

○省力化と徹底したコスト削減 

大規模な施設野菜栽培にあたり、全ハウスで養液土耕栽培(液肥を用い、かん水と施肥を同時に行う栽培

方法)を導入し、自ら設計した制御システムで施肥、灌水を自動化しているほか、最も労力がかかる温度管

理を温度センサー、モーター等の活用による全自動換気(天窓および側面換気)とし、作業労力の軽減を実践

している。また、ビニールハウスの建設、施肥灌水システムを自ら設計、設置することで設備費を大幅に削

減しており、薪ストーブを導入して冬期間の暖房コスト低減にも努めている。 

○安全安心、おいしい野菜づくり 

連作障害の回避や土壌養分バランスを改善するため、トマト、きゅうりの後に葉菜類やスティックブロッ

コリーなどを栽培している。ハウスの開口部には防虫ネットを張り、農薬の散布回数を低減している。 

このようにして栽培された農産物は十和田おいらせ農業協同組合を通じて東京へ出荷しているほか、地元

市場、直売所で販売している。むつ市内小売店の地場産コーナーでは「むつ・大曲産、蝦名さんちのトマト、

きゅうり」として人気を得ている。 

今後はトマトのさらなる高品質・多収化、下北地域に適した野菜類の効率的な生産技術の確立を目指す。 

④ こだわり商品づくりで地域をアピール 

（むつ市脇野沢 つつじ生活改善グループ） 

□紹介 

つつじ生活改善グループ(平成 13 年 8 月設立、会長杉沢光子)は、むつ市脇野沢海釣り公園内の体験受入型

農漁家レストラン「農漁家れすとはうすつつじ(平成 20 年 5 月開業)」を活動拠点として、加工品の商品化、

観光客等の作業体験を受け入れるなど、精力的に活動を展開している。 

□ここが魅力 

○地域にこだわった商品づくり 

脇野沢と言えば｢たらのじゃっぱ汁｣、それに欠かせない玉味噌を懐か

しむ人のために、下北産大豆と米を使って魚汁(料理)に合った「漁師の

味噌」を商品化(平成 19年 4月)し、地元の直売所等 5店舗で年間 1トン

を売り上げている。また、焼き干し入りの｢まさかりん糖｣､｢まさかりサ

ブレ｣は道の駅わきのさわ･よこはまでの通年販売に加え、平成 23年から

はリゾートあすなろでの車内販売を実施し、売れ筋となっている。さら

に東北新幹線全線開業に合わせ、焼き菓子「おさるさんのおとしもの」

や｢山ごの味噌｣、「漁師の味噌～くろ～」を新たに商品化し、販路拡大に取り組んでいる。 

○「農漁家れすとはうすつつじ」を活動拠点とした消費者との交流 

脇野沢の魚介類(クロソイ・カレイ等)をメインとした漁師御膳など

脇野沢ならではのメニューで多くのリピーターを獲得している。 

また、手作り味噌やみょうが畑のオーナー制度、伝統的な保存食の

｢かんなかけいも｣や｢クロソイなどの魚さばき｣、｢みょうがの収穫・調

理｣などの体験を受け入れ、消費者との積極的な交流を通じて地域の魅

力をアピールしている。 

 

「緻密な観察と管理がおいしいトマト

を生み出す」と熱く語る蝦名氏 

左:漁師の味噌 右:元気味噌 

リゾート列車でこだわり商品販売
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⑤ コンブ漁場復活の取り組み 

（東通村 尻屋漁業研究会） 

□紹介 

尻屋沿岸は古くからコンブ等の海藻類、ウニ、アワビ等の磯根資源

の宝庫として知られていたが、昭和 4年の北海道駒ケ岳大噴火により

軽石が尻屋地先に漂着した影響で、その後コンブの漁獲量が皆無状態

となり、約 30年以上にわたって低迷を続けた。 

尻屋漁業研究会(現在 柾谷収会長他 30名)は、昭和 38年からコン

ブ漁場復活のための取組を行った結果、昭和 57 年に約半世紀ぶりに

24トンのコンブを漁獲した。 

以後、取組を継続実施したことにより、豊漁時には 200 トン前後の

漁獲量を確保している。 

□活動に対する思い 

尻屋漁業研究会は昭和 38年に設立され、漁労部、気象部、養殖部、加工部の 4部門、30名で様々な活動を

行っている。 

漁労部は会員の安全を図るため、ドライスーツの潜水技術講習会、

新規会員の潜水士免許の取得の援助や、標識放流によるミズダコの成

長や移動経路の把握を担当し、養殖部は磯根資源の分布調査や、ウニ

駆除及び移植など有用海藻の増殖を担当している。 

また、加工部は海域別にウニの身入りを調査し、漁獲や駆除・移植

のための基礎的データの収集を、気象部は尻屋地先の海洋環境の把

握・保全を目的として、気象データの計測や海岸の清掃活動を担当し

ており、それぞれの部門が一体となって活動してきた結果が、現在の

尻屋地先のコンブ漁場の復活につながっている。 

尻屋漁業研究会が取り組んでいるこのような活動は、模範的な事例として全国的に高く評価され、平成 21

年度第 29回全国豊かな海づくり大会の「漁場・環境保全部門」で大会会長賞を受賞している。 

 
 

⑥ 下北の歴史的文化遺産「寒立馬」を守る 

（東通村 尻屋牧野組合） 

□紹介 

南部馬を祖とする「寒立馬（かんだちめ）」は、古くから東通村の

海岸地帯に周年放牧されていた。 

比較的小柄だが粗食と寒さに強く、持久力に富むこの馬は、時代の

変遷とともに軍用馬、農耕馬とその改良の目的を変えながらも外来種

との交配を繰り返しながら現在に至っており、下北の厳寒と風雪に耐

えながら草を食む姿は、地域の観光資源として訪れる観光客を楽しま

せている。 

また、平成 14年 11月には「下北の馬産の風土がつくりあげた生きた歴史的文化遺産」としての価値が認め

られ、「寒立馬」とその生息地域が県天然記念物に指定されている。 

「寒立馬」は、平成 7年に 9頭にまで減少し、絶滅が危惧されたものの、尻屋牧野組合（浜端源三組合長）

が中心となって「寒立馬」を維持・管理するとともに、県や東通村による基金の創設や関係機関の協力を得な

がら増頭に取組んだ結果、現在では約 40頭まで回復している。 

□活動に対する思い 

一年を通して尻屋崎で放牧される「寒立馬」は、四季折々の姿で人々

の目を引きつけてくれる。 

出産シーズンとなる春は親子寄り添う愛らしい姿、夏場は紺碧の海

と緑の草原に映えるつややかでたくましい姿、秋には郷愁を帯びて佇

む姿、そして下北を雪で閉ざす長い冬には、前足で草を掘り出して食

べる姿、それぞれが、見る人に大きな感動と命の尊さを教えてくれる。

また、白い尻屋崎灯台と「寒立馬」がいる風景には、何ともいえない

癒しを感じることができる。

潜水による磯根資源調査 

ぴったりと寄り添う親子

風雪に耐え草を食む寒立馬たち 

尻屋沿岸に大量に押し寄せるコンブ 
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③ 省力技術を駆使した大規模施設野菜栽培  

（むつ市 蝦名 正雄氏） 

□紹介 

蝦名さんは、七戸町の青森県営農大学校で 2年間農業を学び、昭

和 61 年に就農して 26 年目。現在はハウス 18 棟(約 84ａ)を家族 4

名、雇用者 4 名で経営しており、主品目のトマト、きゅうりの他、

ミニトマト、夏秋いちご、葉菜類等を栽培している。平成 15 年に

は県内初の「樽システム」による高糖度トマトの栽培を導入するな

ど、施設野菜栽培の省力化、高品質化に努めている。 

平成 17 年に青森県農業経営士に認定され、むつ下北地区指導農

業士会会長、ＪＡ十和田おいらせむつ地区施設園芸部会長、下北半

島いきいき産直ネット 21 会長、しもきた産直広場会長、むつ市い

きいき地場野菜即売協議会会長を務め、地域活動にも貢献している。 

□活動に対する思い 

○省力化と徹底したコスト削減 

大規模な施設野菜栽培にあたり、全ハウスで養液土耕栽培(液肥を用い、かん水と施肥を同時に行う栽培

方法)を導入し、自ら設計した制御システムで施肥、灌水を自動化しているほか、最も労力がかかる温度管

理を温度センサー、モーター等の活用による全自動換気(天窓および側面換気)とし、作業労力の軽減を実践

している。また、ビニールハウスの建設、施肥灌水システムを自ら設計、設置することで設備費を大幅に削

減しており、薪ストーブを導入して冬期間の暖房コスト低減にも努めている。 

○安全安心、おいしい野菜づくり 

連作障害の回避や土壌養分バランスを改善するため、トマト、きゅうりの後に葉菜類やスティックブロッ

コリーなどを栽培している。ハウスの開口部には防虫ネットを張り、農薬の散布回数を低減している。 

このようにして栽培された農産物は十和田おいらせ農業協同組合を通じて東京へ出荷しているほか、地元

市場、直売所で販売している。むつ市内小売店の地場産コーナーでは「むつ・大曲産、蝦名さんちのトマト、

きゅうり」として人気を得ている。 

今後はトマトのさらなる高品質・多収化、下北地域に適した野菜類の効率的な生産技術の確立を目指す。 

④ こだわり商品づくりで地域をアピール 

（むつ市脇野沢 つつじ生活改善グループ） 

□紹介 

つつじ生活改善グループ(平成 13 年 8 月設立、会長杉沢光子)は、むつ市脇野沢海釣り公園内の体験受入型

農漁家レストラン「農漁家れすとはうすつつじ(平成 20 年 5 月開業)」を活動拠点として、加工品の商品化、

観光客等の作業体験を受け入れるなど、精力的に活動を展開している。 

□ここが魅力 

○地域にこだわった商品づくり 

脇野沢と言えば｢たらのじゃっぱ汁｣、それに欠かせない玉味噌を懐か

しむ人のために、下北産大豆と米を使って魚汁(料理)に合った「漁師の

味噌」を商品化(平成 19年 4月)し、地元の直売所等 5店舗で年間 1トン

を売り上げている。また、焼き干し入りの｢まさかりん糖｣､｢まさかりサ

ブレ｣は道の駅わきのさわ･よこはまでの通年販売に加え、平成 23年から

はリゾートあすなろでの車内販売を実施し、売れ筋となっている。さら

に東北新幹線全線開業に合わせ、焼き菓子「おさるさんのおとしもの」

や｢山ごの味噌｣、「漁師の味噌～くろ～」を新たに商品化し、販路拡大に取り組んでいる。 

○「農漁家れすとはうすつつじ」を活動拠点とした消費者との交流 

脇野沢の魚介類(クロソイ・カレイ等)をメインとした漁師御膳など

脇野沢ならではのメニューで多くのリピーターを獲得している。 

また、手作り味噌やみょうが畑のオーナー制度、伝統的な保存食の

｢かんなかけいも｣や｢クロソイなどの魚さばき｣、｢みょうがの収穫・調

理｣などの体験を受け入れ、消費者との積極的な交流を通じて地域の魅

力をアピールしている。 

 

「緻密な観察と管理がおいしいトマト

を生み出す」と熱く語る蝦名氏 

左:漁師の味噌 右:元気味噌 

リゾート列車でこだわり商品販売
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⑤ コンブ漁場復活の取り組み 

（東通村 尻屋漁業研究会） 

□紹介 

尻屋沿岸は古くからコンブ等の海藻類、ウニ、アワビ等の磯根資源

の宝庫として知られていたが、昭和 4年の北海道駒ケ岳大噴火により

軽石が尻屋地先に漂着した影響で、その後コンブの漁獲量が皆無状態

となり、約 30年以上にわたって低迷を続けた。 

尻屋漁業研究会(現在 柾谷収会長他 30名)は、昭和 38年からコン

ブ漁場復活のための取組を行った結果、昭和 57 年に約半世紀ぶりに

24トンのコンブを漁獲した。 

以後、取組を継続実施したことにより、豊漁時には 200 トン前後の

漁獲量を確保している。 

□活動に対する思い 

尻屋漁業研究会は昭和 38年に設立され、漁労部、気象部、養殖部、加工部の 4部門、30名で様々な活動を

行っている。 

漁労部は会員の安全を図るため、ドライスーツの潜水技術講習会、

新規会員の潜水士免許の取得の援助や、標識放流によるミズダコの成

長や移動経路の把握を担当し、養殖部は磯根資源の分布調査や、ウニ

駆除及び移植など有用海藻の増殖を担当している。 

また、加工部は海域別にウニの身入りを調査し、漁獲や駆除・移植

のための基礎的データの収集を、気象部は尻屋地先の海洋環境の把

握・保全を目的として、気象データの計測や海岸の清掃活動を担当し

ており、それぞれの部門が一体となって活動してきた結果が、現在の

尻屋地先のコンブ漁場の復活につながっている。 

尻屋漁業研究会が取り組んでいるこのような活動は、模範的な事例として全国的に高く評価され、平成 21

年度第 29回全国豊かな海づくり大会の「漁場・環境保全部門」で大会会長賞を受賞している。 

 
 

⑥ 下北の歴史的文化遺産「寒立馬」を守る 

（東通村 尻屋牧野組合） 

□紹介 

南部馬を祖とする「寒立馬（かんだちめ）」は、古くから東通村の

海岸地帯に周年放牧されていた。 

比較的小柄だが粗食と寒さに強く、持久力に富むこの馬は、時代の

変遷とともに軍用馬、農耕馬とその改良の目的を変えながらも外来種

との交配を繰り返しながら現在に至っており、下北の厳寒と風雪に耐

えながら草を食む姿は、地域の観光資源として訪れる観光客を楽しま

せている。 

また、平成 14年 11月には「下北の馬産の風土がつくりあげた生きた歴史的文化遺産」としての価値が認め

られ、「寒立馬」とその生息地域が県天然記念物に指定されている。 

「寒立馬」は、平成 7年に 9頭にまで減少し、絶滅が危惧されたものの、尻屋牧野組合（浜端源三組合長）

が中心となって「寒立馬」を維持・管理するとともに、県や東通村による基金の創設や関係機関の協力を得な

がら増頭に取組んだ結果、現在では約 40頭まで回復している。 

□活動に対する思い 

一年を通して尻屋崎で放牧される「寒立馬」は、四季折々の姿で人々

の目を引きつけてくれる。 

出産シーズンとなる春は親子寄り添う愛らしい姿、夏場は紺碧の海

と緑の草原に映えるつややかでたくましい姿、秋には郷愁を帯びて佇

む姿、そして下北を雪で閉ざす長い冬には、前足で草を掘り出して食

べる姿、それぞれが、見る人に大きな感動と命の尊さを教えてくれる。

また、白い尻屋崎灯台と「寒立馬」がいる風景には、何ともいえない

癒しを感じることができる。

潜水による磯根資源調査 

ぴったりと寄り添う親子

風雪に耐え草を食む寒立馬たち 

尻屋沿岸に大量に押し寄せるコンブ 

－ 136 － － 137 －
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医師による診察(ﾃﾞｰﾘｰ東北新聞社提供) 倒壊した住宅 避難所の状況（東奥日報社提供）

 

 

１ 東日本大震災における本県の被害状況 (H23.12.21 現在)

(1) 地震の概要 

平成 23 年 3 月 11 日 14 時 46 分、三陸沖（牡鹿半

島の東南東、約 130ｋｍ付近）の海底を震源とする

マグニチュード 9.0 の地震が発生しました。この地

震により、宮城県栗原市で最大震度 7 を観測したほ

か、宮城県、福島県、茨城県、栃木県の 4 県 33 市

町村で震度 6 強を観測しました。 

また、この地震により発生した大津波は、北海道、

東北、関東にいたる太平洋沿岸の各地を襲い、特に

三陸地方の各地は内陸部にまで津波が押し寄せ、ま

るごと津波に飲み込まれ、壊滅的な被害を受けた地

域もあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本県でも八戸市を始めとする 6 市町村で震度 5

強を観測したほか、県内 63 地点で震度 4 以上を観

測するとともに、太平洋沿岸と日本海沿岸に大津波

警報、陸奥湾に津波警報と、本県を取り囲む沿岸地

域全てに津波警報が発表されました。 

八戸の津波観測地点では、当初、津波の最大の高

さ 2.7ｍ以上と発表されていましたが、その後、気

象庁が観測点付近の津波の痕跡等を調査したとこ

ろ、推定 6.2ｍに達していたことが判明しました。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ 東日本大震災からの創造的復興

街を襲う津波の状況(ﾃﾞｰﾘｰ東北新聞社提供) 

■人 的 被 害         

・死   者  3 名 

・行方不明者  1 名 

・負 傷 者 47 名 

■住 宅 被 害         

・全  壊 311 棟 

・半  壊 852 棟 

・一部損壊 832 棟 

■避 難 状 況       

・最大避難者数 

24,332 名 

※平成23年4月30日14時まで

に避難所を閉鎖 

 

Ⅴ 
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三沢漁港

百石漁港

八戸漁港

※黄色網掛けは、津波浸水区域。国土地理院提供。

三沢市

おいらせ町

八戸市

階上町

八戸港

漁港施設

河川・海岸施設

農地・農業用施設

 

(2) 青森県内の被害状況等                  

この地震、津波により、県民の生命に直接的な被

害が及ぶとともに、県民の生活の拠点である住家も

多数の被害を受けたため、多くの県民が避難生活を

強いられました。 

また、港湾・漁港等のインフラ施設、漁船や加工

施設といった水産業関係を中心に深刻な被害を受

け、さらに被害は農業基盤、商工施設等にも広く及

び、県民の生業にも大きな影響を与えました。 

被害総額 約1,337 億円 

 

(3) 八戸港の被害 
北東北の物流拠点である八戸港は、防波堤の倒壊、

岸壁の損壊、荷揚げ施設の損壊をはじめ、一帯にコ

ンテナや車両等が飛散するなど港湾機能の喪失に

陥りました。 

・八太郎北防波堤の倒壊      

・護岸倒壊、湾内堆砂 

・車両・コンテナ、資材等の飛散  

・臨港道路の被災 

被害額 約398 億

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■漁船の被害               

被害額 約114 億円  

・小型漁船 

滅失 252隻、破損 315隻 

・大型漁船 

滅失 15隻、破損 38隻 

 

■漁港施設の被害        

被害額 約 93 億円  

・三沢漁港 浮桟橋流出等 

・八戸漁港 防波堤倒壊等 

・各漁港  泊地・航路埋塞 

 

■農地・農業用施設の被害     

被害額 約  9 億円 

・農地の冠水や土砂流入 

・用排水路の破壊 

・農道の破損 

 

■河川・海岸施設の被害       

被害額 約 15 億円 

・河川堤防の決壊・損壊  

・海岸堤防・突堤の損壊 

・人工砂丘の決壊・損壊 

 

■商工施設の被害          

被害額 約 578 億円 

・建物、機械設備等破損 

・床上・床下浸水等 

 

■雇用に関する影響         

震災解雇者1,457 人  

・企業整理事業所 233社 

・製造業、宿泊業、建設業   

で解雇者多数 

（平成 23年 3月 11日～12月 31日) 

 

 

陸に打ち上げられた漁船 
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医師による診察(ﾃﾞｰﾘｰ東北新聞社提供) 倒壊した住宅 避難所の状況（東奥日報社提供）

 

 

１ 東日本大震災における本県の被害状況 (H23.12.21 現在)

(1) 地震の概要 

平成 23 年 3 月 11 日 14 時 46 分、三陸沖（牡鹿半

島の東南東、約 130ｋｍ付近）の海底を震源とする

マグニチュード 9.0 の地震が発生しました。この地

震により、宮城県栗原市で最大震度 7 を観測したほ

か、宮城県、福島県、茨城県、栃木県の 4 県 33 市

町村で震度 6 強を観測しました。 

また、この地震により発生した大津波は、北海道、

東北、関東にいたる太平洋沿岸の各地を襲い、特に

三陸地方の各地は内陸部にまで津波が押し寄せ、ま

るごと津波に飲み込まれ、壊滅的な被害を受けた地

域もあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本県でも八戸市を始めとする 6 市町村で震度 5

強を観測したほか、県内 63 地点で震度 4 以上を観

測するとともに、太平洋沿岸と日本海沿岸に大津波

警報、陸奥湾に津波警報と、本県を取り囲む沿岸地

域全てに津波警報が発表されました。 

八戸の津波観測地点では、当初、津波の最大の高

さ 2.7ｍ以上と発表されていましたが、その後、気

象庁が観測点付近の津波の痕跡等を調査したとこ

ろ、推定 6.2ｍに達していたことが判明しました。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ 東日本大震災からの創造的復興

街を襲う津波の状況(ﾃﾞｰﾘｰ東北新聞社提供) 

■人 的 被 害         

・死   者  3 名 

・行方不明者  1 名 

・負 傷 者 47 名 

■住 宅 被 害         

・全  壊 311 棟 

・半  壊 852 棟 

・一部損壊 832 棟 

■避 難 状 況       

・最大避難者数 

24,332 名 

※平成23年4月30日14時まで

に避難所を閉鎖 

 

Ⅴ 
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三沢漁港

百石漁港

八戸漁港

※黄色網掛けは、津波浸水区域。国土地理院提供。

三沢市

おいらせ町

八戸市

階上町

八戸港

漁港施設

河川・海岸施設

農地・農業用施設

 

(2) 青森県内の被害状況等                  

この地震、津波により、県民の生命に直接的な被

害が及ぶとともに、県民の生活の拠点である住家も

多数の被害を受けたため、多くの県民が避難生活を

強いられました。 

また、港湾・漁港等のインフラ施設、漁船や加工

施設といった水産業関係を中心に深刻な被害を受

け、さらに被害は農業基盤、商工施設等にも広く及

び、県民の生業にも大きな影響を与えました。 

被害総額 約1,337 億円 

 

(3) 八戸港の被害 
北東北の物流拠点である八戸港は、防波堤の倒壊、

岸壁の損壊、荷揚げ施設の損壊をはじめ、一帯にコ

ンテナや車両等が飛散するなど港湾機能の喪失に

陥りました。 

・八太郎北防波堤の倒壊      

・護岸倒壊、湾内堆砂 

・車両・コンテナ、資材等の飛散  

・臨港道路の被災 

被害額 約398 億

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■漁船の被害               

被害額 約114 億円  

・小型漁船 

滅失 252隻、破損 315隻 

・大型漁船 

滅失 15隻、破損 38隻 

 

■漁港施設の被害        

被害額 約 93 億円  

・三沢漁港 浮桟橋流出等 

・八戸漁港 防波堤倒壊等 

・各漁港  泊地・航路埋塞 

 

■農地・農業用施設の被害     

被害額 約  9 億円 

・農地の冠水や土砂流入 

・用排水路の破壊 

・農道の破損 

 

■河川・海岸施設の被害       

被害額 約 15 億円 

・河川堤防の決壊・損壊  

・海岸堤防・突堤の損壊 

・人工砂丘の決壊・損壊 

 

■商工施設の被害          

被害額 約 578 億円 

・建物、機械設備等破損 

・床上・床下浸水等 

 

■雇用に関する影響         

震災解雇者1,457 人  

・企業整理事業所 233社 

・製造業、宿泊業、建設業   

で解雇者多数 

（平成 23年 3月 11日～12月 31日) 

 

 

陸に打ち上げられた漁船 
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信号機の滅灯により交通整理を行う警察官 

商品がなくなった店舗 （東奥日報社提供） 

２ 県民生活への影響 

(1) 地震発生直後の停電と電力不足 

3月11日14時46分、東日本大震災の発生により、県

内約 90 万戸が停電し、照明器具や暖房器具等の電化製

品が一切使用できなくなるとともに、停電に伴う断水な

どにより、県民生活はこれまでにない不便を強いられま

した。 

また、屋外では県内全域における交通信号機の滅灯に

より、車両が混雑し、交通渋滞が発生しました。車両や

歩行者は安全に道路を通行することができず、危険を感

じることもある中、多数の交差点等で警察官による交通

整理が行われました。 

 

 

この停電は 3 月 11 日中には回復せず、多くの県民が

深い暗闇の中で、この先どうなるのかという不安を胸に

かかえ、夜を過ごすことになりました。 

3月12日午前から、地震の被害が比較的少なかった青

森市や津軽地方をはじめ、太平洋岸の一部を除く地域で

は、電気が順次復旧し始め、3月13日早朝には、県内の

ほぼ全域が復旧しました。 

しかし、津波の影響で立ち入りが禁止されている下北

から県南にかけての太平洋岸の一部では、被害状況等の

確認ができず、八戸市等では、変電所の浸水等の影響で、

依然として停電が続きました。 

この地震により電力不足が深刻化したことで、東北電

力では、計画停電により深刻な影響が懸念される医療機

関などの電力供給について最優先に配慮した上で、計画

停電の方針を固めました。 

計画停電は、直前で見送られましたが、医療機関の診

療や企業活動、学校の休校等への対応など、県民生活に

大きな混乱が広がりました。 

このような状況下、県では、県民に対して節電の協力

を呼び掛けました。 

 

(2) 情報過疎 

停電によりテレビなどが視聴できなくなり、震災に関

する情報を十分に得ることができなかったことで、被災

の状況や必要な情報が得られず、不安が募っていました。 

避難所では震災に関する情報を流すスピーカーを設

置していましたが、大津波警報継続中という情報以外に 

 

 

 

詳しい情報が入らず、「情報過疎」の状態が続きました。 

唯一の通信手段である携帯電話が充電できなくなり、

自家発電を行う公共施設に電源を求める長蛇の列も見

られました。また、停電により携帯電話のアンテナ局や

電話の交換局が機能しなくなり、通話ができなくなった

ことなどをうけて、公衆電話が無料開放されました。 

 

(3) もの不足 

震災発生当日の停電の影響で、営業を停止する店舗が

多かった中、営業を続けたコンビニエンスストアには、

食料品や携帯電話の充電器等を買い求める人々が大勢

詰めかけました。 

停電の回復や商品の入荷の見通しがたたないことか

ら、食料の確保に対する不安もありました。 

このような状況下、生活必需品を買い求める客のため

に役立とうと営業する店舗では、停電でレジを使用でき

ず、電卓等を用いたり、商品の価格を100円単位にする

など様々な対応をとっていました。 

ミネラルウォーター、ろうそく、ポリタンク、カップ

麺、乾電池、携帯電話の充電器等は次々となくなり、中

には暖をとるための木炭や、情報を得るための携帯ラジ

オを買い求める人もいました。 

 
 

(4) 医療現場の危機 

高速道路通行規制などにより物流が滞ったことから、

医療機関における注射針やガーゼなど使い捨ての医療

資材や薬品等の不足が懸念されました。診療や治療に深

刻な影響を与えないよう、資材の節約に迫られるととも

に、薬不足を防ぐため、長期処方も自粛せざるをえませ

んでした。 

医療資材や薬品の補充のめどが立たず、在庫の先行き

が不安な状況が続き、手術や人工呼吸器に使う医療用酸

素等の節約のため、帝王切開等の緊急性の高いものを除

き、手術を延期するケースもありました。 

さらに、暖房や非常用の自家発電に使っている重油の

不足も深刻な状況となり、病棟では暖房を燃料の節減の

ために時間を絞って運転したほか、寒さを防ぐために毛
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供給が停止したガソリンスタンド（東奥日報社提供） 

被災地での救助活動（デーリー東北新聞社提供） 

がれき・ゴミの撤去作業（デーリー東北新聞社提供） 

布を配布するなどの対応に追われました。 

 

(5) 深刻化した燃料不足 

この地震により、石油元売り各社の製油・貯蔵施設の

一部が稼働停止に追い込まれたうえ、被災地で救助活動

等をしている消防や警察、医療用車両への給油を優先し

ていたため、一般車両へのガソリンが売り切れになるな

どガソリン不足が深刻化しました。 

 
 

石油元売り各社が生産・供給体制の回復に時間を要し

たため、県内のガソリンスタンドは、通常の販売体制に

戻る見通しが立たない中、販売量の制限や、停電で動か

ない給油機から手動でガソリンを取り出し、携行缶に給

油するなどの様々な対応がとられました。 

また、「給油できる」と聞きつけた人の車がガソリン

スタンドに長蛇の列をつくり、時には1キロ以上の行列

ができ、通行の妨げになるケースもありました。 

 
 

(6) 公共交通機関への打撃 

3 月 5 日に東北新幹線の新型車両「はやぶさ」が運行

を開始したばかりでしたが、3月11日の地震とそれに伴

う停電により、県内鉄道は全面的に運休となりました。

新幹線の復旧には時間を要しましたが、JR在来線や青い

森鉄道等は 3 月 14 日になって、一部運行を再開できま

した。 

 航空便は、地震当日は運休した便もありましたが、翌

12日には通常運行に戻り、青森空港と東京・大阪・札幌

の間では臨時便が就航し、新幹線の運休により県内に足

止めされた旅行客や、支援要員・物資の輸送に貢献しま

した。また、唯一の国際線である青森・ソウル線は、震

災と東京電力福島第一原子力発電所の事故の影響によ

り利用客が激減したため、3月23日から運休されました。 

 東北新幹線や青森・ソウル便の運休により、本県を訪

れる観光客が大幅に減少し、観光業をはじめとする県内

経済は大きな打撃を受けました。 

 一方、身近な交通手段である路線バスは、津軽地方で

は、地震翌日に通常運行に戻りましたが、それ以外は、

区間運休や運行時間の制限を余儀なくされました。また、

燃料不足が深刻化してくると、運行便数を減らす路線も

あり、県民生活に大きな影響を与えました。 

 

(7) 行政サービスの機能低下 

地震と津波により行政も直接的な被害を受けました

が、物流の寸断がものの調達を困難にさせたことで、設

備の復旧に時間を要しました。特に、燃料を確保できな

くなったことは、様々な面に波及し、車両を使用する業

務に支障をきたす状況になりました。 

こうした状況は、県民の生活に暗い影を落としたうえ、

生活に不可欠な行政サービスが十分に提供できなくな

るなど事態を深刻化させました。 

救急車や消防車等の燃料の供給は、ガソリンスタンド

頼みとなり、確保している燃料が底を突くと出動できな

くなるなど県民の生命に関わる怖れが懸念されました。 

衛生面では、し尿処理施設が津波により冠水したこと

で、し尿と汚泥を受け入れることができなくなり、また、

ごみの収集では、収集車の燃料が足りず、家庭ごみの収

集が中止となるなど、生活面での困難が生じました。 

学校給食等では、食材の調達が困難になったことや給

食センターの稼働に必要な重油や搬送車両の燃料を確

保する見通しが立たないことで中止となりました。 

 

(8) ボランティア活動 

 地震後、八戸市と三沢市に災害ボランティアセンター

が開設され、5 月までの間に延べ約 3,000 人が、被災地

でがれき・ゴミの撤去作業や避難所での物資の配給の作

業などに従事しました。仙台市在住のミュージシャンＭ

ＯＮＫＥＹ ＭＡＪＩＫのカナダ人兄弟が、自らも被災

しながらも、地震直後に縁のある八戸市でがれき撤去に

従事している姿が大きく報道されました。 

 このように、多くの方の善意と絆に支えられ、復旧・

復興に向けて動き出しました。 
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信号機の滅灯により交通整理を行う警察官 

商品がなくなった店舗 （東奥日報社提供） 

２ 県民生活への影響 

(1) 地震発生直後の停電と電力不足 

3月11日14時46分、東日本大震災の発生により、県

内約 90 万戸が停電し、照明器具や暖房器具等の電化製

品が一切使用できなくなるとともに、停電に伴う断水な

どにより、県民生活はこれまでにない不便を強いられま

した。 

また、屋外では県内全域における交通信号機の滅灯に

より、車両が混雑し、交通渋滞が発生しました。車両や

歩行者は安全に道路を通行することができず、危険を感

じることもある中、多数の交差点等で警察官による交通

整理が行われました。 

 

 

この停電は 3 月 11 日中には回復せず、多くの県民が

深い暗闇の中で、この先どうなるのかという不安を胸に

かかえ、夜を過ごすことになりました。 

3月12日午前から、地震の被害が比較的少なかった青

森市や津軽地方をはじめ、太平洋岸の一部を除く地域で

は、電気が順次復旧し始め、3月13日早朝には、県内の

ほぼ全域が復旧しました。 

しかし、津波の影響で立ち入りが禁止されている下北

から県南にかけての太平洋岸の一部では、被害状況等の

確認ができず、八戸市等では、変電所の浸水等の影響で、

依然として停電が続きました。 

この地震により電力不足が深刻化したことで、東北電

力では、計画停電により深刻な影響が懸念される医療機

関などの電力供給について最優先に配慮した上で、計画

停電の方針を固めました。 

計画停電は、直前で見送られましたが、医療機関の診

療や企業活動、学校の休校等への対応など、県民生活に

大きな混乱が広がりました。 

このような状況下、県では、県民に対して節電の協力

を呼び掛けました。 

 

(2) 情報過疎 

停電によりテレビなどが視聴できなくなり、震災に関

する情報を十分に得ることができなかったことで、被災

の状況や必要な情報が得られず、不安が募っていました。 

避難所では震災に関する情報を流すスピーカーを設

置していましたが、大津波警報継続中という情報以外に 

 

 

 

詳しい情報が入らず、「情報過疎」の状態が続きました。 

唯一の通信手段である携帯電話が充電できなくなり、

自家発電を行う公共施設に電源を求める長蛇の列も見

られました。また、停電により携帯電話のアンテナ局や

電話の交換局が機能しなくなり、通話ができなくなった

ことなどをうけて、公衆電話が無料開放されました。 

 

(3) もの不足 

震災発生当日の停電の影響で、営業を停止する店舗が

多かった中、営業を続けたコンビニエンスストアには、

食料品や携帯電話の充電器等を買い求める人々が大勢

詰めかけました。 

停電の回復や商品の入荷の見通しがたたないことか

ら、食料の確保に対する不安もありました。 

このような状況下、生活必需品を買い求める客のため

に役立とうと営業する店舗では、停電でレジを使用でき

ず、電卓等を用いたり、商品の価格を100円単位にする

など様々な対応をとっていました。 

ミネラルウォーター、ろうそく、ポリタンク、カップ

麺、乾電池、携帯電話の充電器等は次々となくなり、中

には暖をとるための木炭や、情報を得るための携帯ラジ

オを買い求める人もいました。 

 
 

(4) 医療現場の危機 

高速道路通行規制などにより物流が滞ったことから、

医療機関における注射針やガーゼなど使い捨ての医療

資材や薬品等の不足が懸念されました。診療や治療に深

刻な影響を与えないよう、資材の節約に迫られるととも

に、薬不足を防ぐため、長期処方も自粛せざるをえませ

んでした。 

医療資材や薬品の補充のめどが立たず、在庫の先行き

が不安な状況が続き、手術や人工呼吸器に使う医療用酸

素等の節約のため、帝王切開等の緊急性の高いものを除

き、手術を延期するケースもありました。 

さらに、暖房や非常用の自家発電に使っている重油の

不足も深刻な状況となり、病棟では暖房を燃料の節減の

ために時間を絞って運転したほか、寒さを防ぐために毛
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供給が停止したガソリンスタンド（東奥日報社提供） 

被災地での救助活動（デーリー東北新聞社提供） 

がれき・ゴミの撤去作業（デーリー東北新聞社提供） 

布を配布するなどの対応に追われました。 

 

(5) 深刻化した燃料不足 

この地震により、石油元売り各社の製油・貯蔵施設の

一部が稼働停止に追い込まれたうえ、被災地で救助活動

等をしている消防や警察、医療用車両への給油を優先し

ていたため、一般車両へのガソリンが売り切れになるな

どガソリン不足が深刻化しました。 

 
 

石油元売り各社が生産・供給体制の回復に時間を要し

たため、県内のガソリンスタンドは、通常の販売体制に

戻る見通しが立たない中、販売量の制限や、停電で動か

ない給油機から手動でガソリンを取り出し、携行缶に給

油するなどの様々な対応がとられました。 

また、「給油できる」と聞きつけた人の車がガソリン

スタンドに長蛇の列をつくり、時には1キロ以上の行列

ができ、通行の妨げになるケースもありました。 

 
 

(6) 公共交通機関への打撃 

3 月 5 日に東北新幹線の新型車両「はやぶさ」が運行

を開始したばかりでしたが、3月11日の地震とそれに伴

う停電により、県内鉄道は全面的に運休となりました。

新幹線の復旧には時間を要しましたが、JR在来線や青い

森鉄道等は 3 月 14 日になって、一部運行を再開できま

した。 

 航空便は、地震当日は運休した便もありましたが、翌

12日には通常運行に戻り、青森空港と東京・大阪・札幌

の間では臨時便が就航し、新幹線の運休により県内に足

止めされた旅行客や、支援要員・物資の輸送に貢献しま

した。また、唯一の国際線である青森・ソウル線は、震

災と東京電力福島第一原子力発電所の事故の影響によ

り利用客が激減したため、3月23日から運休されました。 

 東北新幹線や青森・ソウル便の運休により、本県を訪

れる観光客が大幅に減少し、観光業をはじめとする県内

経済は大きな打撃を受けました。 

 一方、身近な交通手段である路線バスは、津軽地方で

は、地震翌日に通常運行に戻りましたが、それ以外は、

区間運休や運行時間の制限を余儀なくされました。また、

燃料不足が深刻化してくると、運行便数を減らす路線も

あり、県民生活に大きな影響を与えました。 

 

(7) 行政サービスの機能低下 

地震と津波により行政も直接的な被害を受けました

が、物流の寸断がものの調達を困難にさせたことで、設

備の復旧に時間を要しました。特に、燃料を確保できな

くなったことは、様々な面に波及し、車両を使用する業

務に支障をきたす状況になりました。 

こうした状況は、県民の生活に暗い影を落としたうえ、

生活に不可欠な行政サービスが十分に提供できなくな

るなど事態を深刻化させました。 

救急車や消防車等の燃料の供給は、ガソリンスタンド

頼みとなり、確保している燃料が底を突くと出動できな

くなるなど県民の生命に関わる怖れが懸念されました。 

衛生面では、し尿処理施設が津波により冠水したこと

で、し尿と汚泥を受け入れることができなくなり、また、

ごみの収集では、収集車の燃料が足りず、家庭ごみの収

集が中止となるなど、生活面での困難が生じました。 

学校給食等では、食材の調達が困難になったことや給

食センターの稼働に必要な重油や搬送車両の燃料を確

保する見通しが立たないことで中止となりました。 

 

(8) ボランティア活動 

 地震後、八戸市と三沢市に災害ボランティアセンター

が開設され、5 月までの間に延べ約 3,000 人が、被災地

でがれき・ゴミの撤去作業や避難所での物資の配給の作

業などに従事しました。仙台市在住のミュージシャンＭ

ＯＮＫＥＹ ＭＡＪＩＫのカナダ人兄弟が、自らも被災

しながらも、地震直後に縁のある八戸市でがれき撤去に

従事している姿が大きく報道されました。 

 このように、多くの方の善意と絆に支えられ、復旧・

復興に向けて動き出しました。 
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支障物の撤去 

３ 青森県復興プランの策定と復旧・復興の状況 

(1) 策定の趣旨 

青森県は平成 23 年 5 月、「復旧から復興へ」と新

たなステージに移行していくにあたっての方向性を

示すとともに、今後の国の予算や制度設計に対する

提言となる「青森県復興プラン」（以下「プラン」と

いう。）を取りまとめました。プランでは、「生活再

建」「産業復興」「インフラ復興」という３つの分野

を中心に当面取り組む必要がある対策を取りまとめ

ています。 

 

(2)「青森県復興プラン」に掲げる当面の取組 

「当面の取組」では、国、県、市町村を始めとす 

る関係機関が連携し、本県の復興に向けて直ちに取

 

り組む必要がある対策や、国の平成 23年度補正予算

や平成 24年度概算要求に向けて国に提案していく対

策などを取りまとめました。 

復興にあたっては、行政だけではなく、産・学・

官・金融の関係機関がしっかりと連携し、そして県

民一人ひとりが自分にできることは何かを考え、実

行するというオール青森県の体制でこの難局に挑ん

でいくが必要です。 

また、被災県でもある本県がいち早く立ち上がり、

本格的な復興への第一歩を踏み出し、着実にその歩

みを進めていくことが、東北の復興、日本の復興に

つながっていくものと考えます。 
 

青森県復興プランの主な取組 

 

   

 

 
 

    

暮らしと 

生業を支える 

            

■国土保全基盤(海岸・河川施設) 

■物流・産業基盤(八戸港) 

■漁業基盤(漁港施設) 

■農業基盤(農地・農業用施設) 

■その他インフラ施設 

(道路・交通安全施設、水道・

環境施設、教育・福祉施設) 

・発災直後から応急復旧を行い、物

流や漁業基盤機能を応急回復 

・早期の本復旧に向け、7月までに国

による災害査定を終え、順次工事

を発注 

・10 月までにほとんどの復旧工事に

着手、概ね 2 年程度を目標に復旧

完了を目指す 

あおもりの 

生業復興           

 

■「攻めの農林水産業」の基盤復興 

漁船等の取得支援、施設復旧工事の 

実施、農地の助塩作業、農業機械等の

導入支援など 

■企業活動の維持と早期復興 

各種金融支援(無利子化・保証料金全

額免除等)や復旧整備費助成措置の実

施など 

■「とことん元気な観光・輸出産業

の復興 

 強力な情報発信や東北各県との連携

による誘客促進、インバウンドとビジ

ネスの充実・強化など 

■風評被害の防止 

農林水産物の放射性物質モニタリン

グ調査と調査結果等の情報発信 

 

 

命と暮らしを守る       

 

■当面の資金と住宅の確保    

義援金の配分や生活資金の貸付、

一時受入施設や県営住宅等の提供

など 

■雇用対策の強化 

基金事業等の活用による雇用機会

の創出、離職者の再就職のための

職業訓練の実施など 

■健康で安心して暮らせる 

生活環境の確保 

健康と心のケアの支援や児童生徒

の就学支援、環境放射線モニタリ

ングの実施など 

 

産業 

復興 

生活 

再建 

 

 

 

インフラ 

復興 

海底支障物の撤去 
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4/23 八戸港のコンテナ航路の 

利用再開   

 

被災直後の臨港道路 

復旧後の臨港道路 復旧後のフェリーターミナル 

 

被災直後のフェリーターミナル 

(3) 生活再建の主な取組 

①当面の生活資金と住宅の確保 

 
②健康で安心して暮らせる生活環境の確保 

 

 

(4) 産業復興の主な取組 

①金融支援の充実・強化 

 

②助成制度の創設 

③水産業の復興 

 
④被災水田、園芸産地等 

 

 

⑤資金支援等 

 

 

(5) 復旧・復興の経過 

(6) 主な指標について 

①観光客数入込数(前年比) 

震災が発生した 3 月は、前年に比べて 59.0％ま

で落ち込んだが、観光施設では 6 月、宿泊施設で

は 7月から前年を上回り、9月に 114.8％まで回復 

②鉱工業生産指数（Ｈ17=100） 

震災が発生した 3月は、74.1まで落ち込んだが、 

8月に 105.6まで回復 

③りんご輸出量(前年比) 

震災発生後の 4 月は、前年に比べて 13.9％まで

落ち込んだが、11月に 95.4％まで回復 

④有効求人倍率 

震災が発生してから、5 月に 0.37 倍まで落ち込

んだが、平成 24年 1月に 0.52倍まで回復 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4/23 

4/29 

5/ 7 

5/16 

5/19 

6/18 

6/30 

7/ 2 

7/ 3 

7/11 

7/19 

9/ 2 

9/23 

10/23 

12/16 

八戸港のコンテナ航路(内航)が利用再開 

東北新幹線全線運転再開 

三沢魚市場が再開 

八戸港に大型客船寄港 

同港の中・韓コンテナ航路が利用再開  

同港の東南アジアコンテナ航路が利用再開  

臨海工業地帯の主要工場全社が操業再開 

FDA青森・名古屋小牧線が就航 

八戸・館鼻岸壁の朝市が再開  

八戸・苫小牧間旅客フェリーが運航再開 

八戸市魚市場が全面再開 

三沢漁港の浮桟橋、製氷施設が復旧 

東北新幹線の運行ダイヤ正常化 

青森・ソウル線が運航再開 

八戸港の中・韓コンテナ航路が一部回復  

・農林漁業セーフティネット資金等日本政策金融公庫 

資金 

63件で 27億 3,590万円の申請がありました。 

         うち農業：31件、25億 4,490万円 

漁業：32件、 1億 9,100万円 

・青森県経営安定化サポート資金「災害復旧枠」 

水産食料品製造業部門で37件で約17億円の申請があ

りました。 

 

・「未来を拓くあおもり漁船漁業復興事業」 

漁船 83隻や定置網(10か統)の取得に向けて、 

95億 5,800万円の申請がありました。 

・経営安定化サポート資金「災害復旧枠(無利子・保証

料免除)」を新たに創設 

520件で約 163億円の申請がありました。 

・経営安定化サポート資金「中小企業経営安定枠」を

新たに創設 

1219件で約 200億円の申請がありました。 

・「震災離職者雇用支援枠」を新たに創設 

3件で 1億 2,000万円の申請がありました。 

  

 

・義援金の配分(H23.12.15現在) 

市町へ 16億 2,889万円を送金しました。 

・被災者生活再建支援金の支給(H24.1.10現在) 

基礎支援金 508 件、加算支援金 285 件に係る約 6 億

7,000万円を支給しました。 

・県営住宅等の提供(H24.1.27現在) 

公営住宅等 207戸、借上民間賃貸住宅 102戸を提供し

ました。 

 

・「被災農地緊急除塩事業」 

  被災水田約 99 ヘクタールのうち約 56 ヘクタールを

除塩しました。 

・「被災園芸産地施設復旧等緊急支援事業」 

 14団体による 2億 2,767万円の申請がありました。 

 

・被災者の健康支援(保健師による健康相談) 

 震災直後から 3 月末まで保健師を派遣したところ、

666件の相談がありました。また、県外避難者 1,432

人への毎戸訪問を行いました。 

・中小企業等グループ施設等復旧整備事業費補助金 

 (国庫補助事業) 

10グループの各構成員に対して補助金の交付を決定 

しました。 
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支障物の撤去 

３ 青森県復興プランの策定と復旧・復興の状況 

(1) 策定の趣旨 

青森県は平成 23 年 5 月、「復旧から復興へ」と新

たなステージに移行していくにあたっての方向性を

示すとともに、今後の国の予算や制度設計に対する

提言となる「青森県復興プラン」（以下「プラン」と

いう。）を取りまとめました。プランでは、「生活再

建」「産業復興」「インフラ復興」という３つの分野

を中心に当面取り組む必要がある対策を取りまとめ

ています。 

 

(2)「青森県復興プラン」に掲げる当面の取組 

「当面の取組」では、国、県、市町村を始めとす 

る関係機関が連携し、本県の復興に向けて直ちに取

 

り組む必要がある対策や、国の平成 23年度補正予算

や平成 24年度概算要求に向けて国に提案していく対

策などを取りまとめました。 

復興にあたっては、行政だけではなく、産・学・

官・金融の関係機関がしっかりと連携し、そして県

民一人ひとりが自分にできることは何かを考え、実

行するというオール青森県の体制でこの難局に挑ん

でいくが必要です。 

また、被災県でもある本県がいち早く立ち上がり、

本格的な復興への第一歩を踏み出し、着実にその歩

みを進めていくことが、東北の復興、日本の復興に

つながっていくものと考えます。 
 

青森県復興プランの主な取組 

 

   

 

 
 

    

暮らしと 

生業を支える 

            

■国土保全基盤(海岸・河川施設) 

■物流・産業基盤(八戸港) 

■漁業基盤(漁港施設) 

■農業基盤(農地・農業用施設) 

■その他インフラ施設 

(道路・交通安全施設、水道・

環境施設、教育・福祉施設) 

・発災直後から応急復旧を行い、物

流や漁業基盤機能を応急回復 

・早期の本復旧に向け、7月までに国

による災害査定を終え、順次工事

を発注 

・10 月までにほとんどの復旧工事に

着手、概ね 2 年程度を目標に復旧

完了を目指す 

あおもりの 

生業復興           

 

■「攻めの農林水産業」の基盤復興 

漁船等の取得支援、施設復旧工事の 

実施、農地の助塩作業、農業機械等の

導入支援など 

■企業活動の維持と早期復興 

各種金融支援(無利子化・保証料金全

額免除等)や復旧整備費助成措置の実

施など 

■「とことん元気な観光・輸出産業

の復興 

 強力な情報発信や東北各県との連携

による誘客促進、インバウンドとビジ

ネスの充実・強化など 

■風評被害の防止 

農林水産物の放射性物質モニタリン

グ調査と調査結果等の情報発信 

 

 

命と暮らしを守る       

 

■当面の資金と住宅の確保    

義援金の配分や生活資金の貸付、

一時受入施設や県営住宅等の提供

など 

■雇用対策の強化 

基金事業等の活用による雇用機会

の創出、離職者の再就職のための

職業訓練の実施など 

■健康で安心して暮らせる 

生活環境の確保 

健康と心のケアの支援や児童生徒

の就学支援、環境放射線モニタリ

ングの実施など 

 

産業 

復興 

生活 

再建 

 

 

 

インフラ 

復興 

海底支障物の撤去 
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4/23 八戸港のコンテナ航路の 

利用再開   

 

被災直後の臨港道路 

復旧後の臨港道路 復旧後のフェリーターミナル 

 

被災直後のフェリーターミナル 

(3) 生活再建の主な取組 

①当面の生活資金と住宅の確保 

 
②健康で安心して暮らせる生活環境の確保 

 

 

(4) 産業復興の主な取組 

①金融支援の充実・強化 

 

②助成制度の創設 

③水産業の復興 

 
④被災水田、園芸産地等 

 

 

⑤資金支援等 

 

 

(5) 復旧・復興の経過 

(6) 主な指標について 

①観光客数入込数(前年比) 

震災が発生した 3 月は、前年に比べて 59.0％ま

で落ち込んだが、観光施設では 6 月、宿泊施設で

は 7月から前年を上回り、9月に 114.8％まで回復 

②鉱工業生産指数（Ｈ17=100） 

震災が発生した 3月は、74.1まで落ち込んだが、 

8月に 105.6まで回復 

③りんご輸出量(前年比) 

震災発生後の 4 月は、前年に比べて 13.9％まで

落ち込んだが、11月に 95.4％まで回復 

④有効求人倍率 

震災が発生してから、5 月に 0.37 倍まで落ち込

んだが、平成 24年 1月に 0.52倍まで回復 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4/23 

4/29 

5/ 7 

5/16 

5/19 

6/18 

6/30 

7/ 2 

7/ 3 

7/11 

7/19 

9/ 2 

9/23 

10/23 

12/16 

八戸港のコンテナ航路(内航)が利用再開 

東北新幹線全線運転再開 

三沢魚市場が再開 

八戸港に大型客船寄港 

同港の中・韓コンテナ航路が利用再開  

同港の東南アジアコンテナ航路が利用再開  

臨海工業地帯の主要工場全社が操業再開 

FDA青森・名古屋小牧線が就航 

八戸・館鼻岸壁の朝市が再開  

八戸・苫小牧間旅客フェリーが運航再開 

八戸市魚市場が全面再開 

三沢漁港の浮桟橋、製氷施設が復旧 

東北新幹線の運行ダイヤ正常化 

青森・ソウル線が運航再開 

八戸港の中・韓コンテナ航路が一部回復  

・農林漁業セーフティネット資金等日本政策金融公庫 

資金 

63件で 27億 3,590万円の申請がありました。 

         うち農業：31件、25億 4,490万円 

漁業：32件、 1億 9,100万円 

・青森県経営安定化サポート資金「災害復旧枠」 

水産食料品製造業部門で37件で約17億円の申請があ

りました。 

 

・「未来を拓くあおもり漁船漁業復興事業」 

漁船 83隻や定置網(10か統)の取得に向けて、 

95億 5,800万円の申請がありました。 

・経営安定化サポート資金「災害復旧枠(無利子・保証

料免除)」を新たに創設 

520件で約 163億円の申請がありました。 

・経営安定化サポート資金「中小企業経営安定枠」を

新たに創設 

1219件で約 200億円の申請がありました。 

・「震災離職者雇用支援枠」を新たに創設 

3件で 1億 2,000万円の申請がありました。 

  

 

・義援金の配分(H23.12.15現在) 

市町へ 16億 2,889万円を送金しました。 

・被災者生活再建支援金の支給(H24.1.10現在) 

基礎支援金 508 件、加算支援金 285 件に係る約 6 億

7,000万円を支給しました。 

・県営住宅等の提供(H24.1.27現在) 

公営住宅等 207戸、借上民間賃貸住宅 102戸を提供し

ました。 

 

・「被災農地緊急除塩事業」 

  被災水田約 99 ヘクタールのうち約 56 ヘクタールを

除塩しました。 

・「被災園芸産地施設復旧等緊急支援事業」 

 14団体による 2億 2,767万円の申請がありました。 

 

・被災者の健康支援(保健師による健康相談) 

 震災直後から 3 月末まで保健師を派遣したところ、

666件の相談がありました。また、県外避難者 1,432

人への毎戸訪問を行いました。 

・中小企業等グループ施設等復旧整備事業費補助金 

 (国庫補助事業) 

10グループの各構成員に対して補助金の交付を決定 

しました。 

－ 142 － － 143 －



- 144 - 

 

復興を担い、 

グローバル社会に 

挑戦するたくましい 

人財の育成 

■創造的復興を担う 

人財の育成 

 

■あおもりの未来を 

切り拓く人財の育成 

■文化・スポーツの振興 

 

 

 

災害に強い 

地域づくり 

 

■防災公共 

命を守るインフラの整備 

  

■地域の絆と防災力の強化 

 

■県民の健康と安心を 

支える保健・医療・介護・

福祉提供体制 

■原子力防災対策の 

充実・強化 

 

 

 

創造的復興を支える 

生業づくり 

 

■日本の食料供給基地 

としてのあおもり食産業

の強化 

■北東北の物流拠点機能の 

強化 

■創造的復興に向けた 

「とことん元気な観光産業」 

 

■再生可能エネルギーの 

導入推進による産業振興 

と持続可能な低炭素社会 

の実現 

■輸出の拡大促進 

■産業振興による雇用創出 

と就職支援の強化 

 

 

 

 被災者の 

   生活再建支援 

 

■生活再建支援 

  

 

■住宅の再建支援 

  

■心身の健康を 

維持するための支援 

  

■県外被災者への支援 

 

創造的復興 

～東北の元気、日本の元気を 青森から～ 

視点と中長期的な取組の方向性 

 

４ 青森県復興ビジョンの策定 ～創造的復興へ～

(1) 策定の目的 

青森県では、復興に向けた「当面の取組」を取り

まとめた「青森県復興プラン」に続き、平成 23年 12

月、今後 10年程度を見通し、創造的復興を実現して

いくための中長期的な取組の方向性を示す「青森県

復興ビジョン」(以下「ビジョン」という。)を策定

しました。 

 このビジョンは、復興への動きを加速するととも

に、単なる復元にとどまらない創造的復興、すなわ

ち若年者人口の減少や高齢者の激増など様々な課題

を抱える本県が、今後、この震災をバネとして、今

までよりも進化した地域社会を形成していくこと、

そして東北全体の復興への貢献をめざし、そのため

の中長期的な取組の方向性を示すものです。 

(2) 性格と役割 

県では、「青森県基本計画未来への挑戦」に掲げる

「生活創造社会」の実現を目指していくに当たり、

様々な政策課題に柔軟かつ速やかに対応していくた

め、毎年度「選択と集中」を徹底し、施策の重点化

を図り、計画の着実な推進に取り組んでおり、この

ビジョンに掲げる取組についても、基本計画の推進

の仕組みに沿って進めて行くこととしています。 

 

 

(3) 創造的復興の基本理念と取組の方向性 

 

  

 

 

 

 

  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生業 

づくり 
 生活 

再建支援 

 

 人財 

育成 
 

 

地域 

づくり 

創造的復興の基本理念 

１ あおもりイノベーションの推進による「攻めの復興」 

２ グローバル社会で飛躍する青森県づくり ～Think Globally,Act Locally～ 

３ 安全・安心、災害に強い新たな青森県づくり 

４ 県民力による地域の絆の強化 

５ 美しいふるさとの創造と継承 
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(4) 創造的復興に向けた本県の課題と強み 

 巨大な地震・津波により、太平洋沿岸の全域に被

害が及ぶとともに、電力や燃料などエネルギーの需

給が悪化し、物流網が寸断され、国民生活や企業活

動にも大きな影響を与えました。また、東京電力福

島第一原子力発電所の事故が深刻化し、複数の危機

が重なり、防災対策や食料・エネルギー・物流網、 

県民の防災意識の向上、市町村の防災機能・行政機

 

能の維持など様々な課題が浮き彫りになりました。 

 これらに加えて、今後の人口構造の変化やグロー

バル化などの課題にも対応し、震災前よりよい社会

をつくりあげていくために、食料やエネルギーを始

めとする「青森県の強み」を最大限活用し、創造的

復興に取り組みます。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

(5) 青森県復興ビジョンのポイント 

①攻めの復興 

 創造的復興を実現していくための 5 つの基本理念

の最初に「攻めの復興」を掲げました。 

食料、エネルギー、水、地理的優位性など、震災

を通じて改めて明らかになった本県の価値と危機へ

の対応力の強さを生かし、弱みも強みに変え、様々

な困難や課題に挑戦する「攻めの姿勢」で創造的復

興をめざします。 

②創造的復興を支える「生業づくり」の推進 

 本県の有する強みや可能性を生かし、県民一人ひ

とりの経済的基盤の確立、すなわち生業づくりに取

り組むことにより、創造的復興をめざします。 

 

③北東北の物流拠点機能の強化 

本県の地理的優位性を最大限活用した北東北の物

流拠点、さらには国際物流拠点としての機能向上を

位置付けました。 

 

 

 

 

 

 

 

④防災公共の推進 

災害時に「孤立集落をつくらない」という視点に

立ち、本県が提唱している｢防災公共｣の概要を整理

し、ハードとソフトのベストミックスによる防災・

減災モデルを構築していくことを位置付けました。

 

⑤地域の絆と防災力の強化 

 防災を核とした県民力の結集により、地域の絆と

防災力の強化を図ることを位置付けました。 

 

・関係機関が一体となった最適な避難経路、避難場所の

検証をはじめとする防災公共推進計画の策定と重点

的なインフラの整備 

・「孤立集落をつくらない」ためのソフト対策の推進 

・既存産業の拡充と新たな産業集積の推進 

・港湾ＢＣＰ(事業継続計画)の策定 

・港湾、鉄道、空港、道路など複合的な物流によるバッ

クアップ機能の確保 

・防災意識の向上と防災教育の推進 

・自主防災組織の充実強化 

・避難所の防災機能の強化 

・県及び市町村のＢＣＰ(業務継続計画)の策定など自治

体の行政機能が不全となった際の対応策の検討 

・水産業の競争力強化や農商工連携の推進等による食産

業の強化 

・再生可能エネルギーの導入推進による産業振興 

・海外との交流人口の拡大と戦略的輸出の促進による外

貨獲得 

・低炭素ものづくり、次世代型ライフ分野などによる北

東北のイノベーション拠点形成 
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創造的復興の基本理念 
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１ パワースポットとは 

最近、テレビや雑誌などでパワースポットがよく取り上

げられ話題になっています。パワースポットの効能とは、

その土地の自然に触れたり神社などに行くことによって、

心が落ちつく、癒される、運気が上がるなど人によって様々

ですが、一般的には、何らかの良いエネルギーを貰える場

所とされています。有名なパワースポットとしては明治神

宮「清正の井戸」（東京都）や伊勢神宮（三重県）、富士山

（静岡県・山梨県）などがあります。 

 

２ 青森県のパワースポット 

青森県でも恐山や岩木山神社などはパワースポットとし

て全国的にも有名ですが、そのほかにも、みなさんにはあ

まり知られていないパワースポットがたくさんあります。

今回はその中からいくつか紹介したいと思います。 

 

十二本ヤス（五所川原市） 

十二本ヤスは、五所川原市金木町喜良市相野山にある、

樹齢約 800 年、樹高 33.46 メートル、幹周りは 7.23 メート

ルと日本一のヒバの大木です。太い幹から伸びた 12本の枝

が、魚を突くヤスの形に似ていることから、「十二本ヤス」

と呼ばれるようになりました。 

この木には、その昔、弥七郎という若者が山の魔物を退

治した際、その供養として切り株に植えられた 1本のヒバ

が成長したという伝説があります。またこの樹に 13本目の

枝が生えると1本枯れて常に12本を保つという言い伝えも

あります。12本という数は山の神祭日が 12月 12 日と神聖

な数字であり、このことから、この樹には神が宿っている

とされています。 

 

 

みろくの滝（田子町） 

みろくの滝は高さが30メートル、幅が20メートルあり、

ブナの原生林に囲まれ神々しい姿を表す神秘の滝です。幾

条もの細い糸を引いて岩肌を滑り落ちる様から別名そうめ

んの滝とも言われています。室町時代の初期に中岳坊（ち

ゅうがくぼう）という僧侶が、凶作に苦しんでいた人々に

信仰を説いて歩き、一心に弥勒菩薩の出現を念じたところ、

大滝がかかり、下流の田を潤したという伝説にちなんでみ

ろくの滝と呼ばれるようになりました。またもう一つの特

徴として形状がスヌーピーに似ています。本当に似ている

かどうか、ぜひご自分の目で確かめてみてください。 

 

 

ガンガラ穴（深浦町） 

ガンガラ穴とは十二湖駅近くにある森林海岸の絶壁にあ

いた奥行き 50メートル、高さ 10メートルの小舟がやっと

通れるほどの海蝕洞です。コバルトブルーの水面が印象的

な洞穴の中にはコウモリが生息しています。 

ガンガラ穴の上には賽（さい）の河原があり、積まれた

石が崩れても次の日には元通りになっている、母親が石を

積み重ねているときに石を崩したり海に落としたりすると

海が荒れる、台風が来る、ガンガラ穴の天井から落ちる水

は、賽の河原の子供たちの涙である、などの言い伝えがあ

ります。見学時期は 7～8月にかけてが良く、近くの民宿か

ら小舟が出ています。 

 

この他にも青森県にはたくさんのパワースポットがあり

ます。パワースポットを巡って心や体を癒してみてはいか

がでしょうか。最後にパワースポットを巡る際にはその場

所でのルールやマナーを守りましょう。 

 

参考 

美知の国あおもり“癒し”スポットプロモーションＨＰ 

田子町ＨＰ（http://www.town.takko.aomori.jp/） 

深浦町ＨＰ（http://www.town.fukaura.lg.jp/） 

 

コラム 青森県のパワースポット 
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関の杉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一本タモ 

 

 

 

 

西北地域の巨木・名木といえば、つがる市にある「日本

最古のリンゴの木」（県指定天然記念物）、深浦町にある日

本最大（幹周）のイチョウの木「北金ヶ沢の大銀杏」（国指

定天然記念物）を思い浮かべる方も多いだろうが、この他

にも様々な巨木・名木が存在していることを御存知だろう

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「一本タモ」は、つがる市稲垣町にある樹齢 1,000 年

と言われるヤチダモの木で、幹周が約 7.6ｍあり、平成

12 年当時の調査によると、ヤチダモ（タモ）では日本一

の幹周である。市の天然記念物に指定されている。 

弘前藩が津軽平野開拓の際、広大な湿原地を実地調査

するときの目印にされたと言われている。幹のコブは、

一見婦人の乳房に似ていることから、乳の出る神様とし

て崇められ、子孫繁栄のシンボルとして住民の信仰を集

めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「妙堂崎のモミの木」は、鶴田町妙堂崎にある鶴田町

のシンボルツリーで、推定樹齢 350 年以上、樹高約 30ｍ、

幹周約 6ｍの巨木である。 

「妙堂崎のモミの木」には、弘前藩が木造新田の開拓

に本腰をいれた頃に植えられたものと思われ、地元では

親しみを込めて「トドロッポ」と呼ばれている。その語

源はアイヌ語とも言われているが、詳しいことは分かっ

ていないようだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

深浦町関にある推定樹齢 1,200 年、樹高約 35ｍ、幹周

約 9ｍの巨木である「関の杉」は、日本海沖から眺望する

と甕を逆さまにしたような形に見えることから「甕杉（か

めすぎ）」とも呼ばれ、「妙堂崎のモミの木」とともに、

県の天然記念物に指定されている。 

「関の杉」のある地は、中世、折曽之関（おりそのせ

き）と言われ、十三湊を拠点に活躍した安藤氏の城跡と

考えられており、付近から発見された安藤氏に関係する

とみられる板碑 42基が樹の下に集められ、「関の古碑群」

（県史跡）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

深浦町深浦にある古刹「春光山円覚寺」の山門をくぐ

ったすぐ左手にある、樹齢 1,000 年とも伝えられる幹周

約 7ｍの大杉「円覚寺の竜灯（りゅうとう）杉」は、町の

天然記念物に指定されている。 

「円覚寺の竜灯杉」には、深浦沖で時化に遭った北前

船の船乗りが、自らのチョンマゲを切り落とし一心に神

仏に祈願したところ、円覚寺の大杉の梢から一条の光が

放たれ、船乗りを導いたとの伝説がある。 

この伝説から竜神が宿る杉と崇められ「竜灯杉」の名

がついた。九死に一生を得た船乗りが円覚寺に奉納した

チョンマゲは「髷額（まげがく）」と呼ばれ、国の重要

有形民俗文化財として円覚寺で公開されている。 

木の大きさに感嘆するとともに、巨木にまつわる歴史

や伝説、信仰などを通して、人間くささも感じてもらい

たい。 

コラム 奥津軽の巨木達 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

妙堂崎のモミの木 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円覚寺の竜灯杉 
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条もの細い糸を引いて岩肌を滑り落ちる様から別名そうめ

んの滝とも言われています。室町時代の初期に中岳坊（ち

ゅうがくぼう）という僧侶が、凶作に苦しんでいた人々に

信仰を説いて歩き、一心に弥勒菩薩の出現を念じたところ、
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この他にも青森県にはたくさんのパワースポットがあり
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参考 

美知の国あおもり“癒し”スポットプロモーションＨＰ 

田子町ＨＰ（http://www.town.takko.aomori.jp/） 

深浦町ＨＰ（http://www.town.fukaura.lg.jp/） 
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西北地域の巨木・名木といえば、つがる市にある「日本

最古のリンゴの木」（県指定天然記念物）、深浦町にある日
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にも様々な巨木・名木が存在していることを御存知だろう

か。 
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「妙堂崎のモミの木」は、鶴田町妙堂崎にある鶴田町

のシンボルツリーで、推定樹齢 350 年以上、樹高約 30ｍ、

幹周約 6ｍの巨木である。 

「妙堂崎のモミの木」には、弘前藩が木造新田の開拓

に本腰をいれた頃に植えられたものと思われ、地元では

親しみを込めて「トドロッポ」と呼ばれている。その語

源はアイヌ語とも言われているが、詳しいことは分かっ

ていないようだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

深浦町関にある推定樹齢 1,200 年、樹高約 35ｍ、幹周
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深浦町深浦にある古刹「春光山円覚寺」の山門をくぐ
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木の大きさに感嘆するとともに、巨木にまつわる歴史

や伝説、信仰などを通して、人間くささも感じてもらい

たい。 

コラム 奥津軽の巨木達 
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布を大切にする女性の知恵が生み出した手織物

「南部裂織」をご存じだろうか？ 

実は、最近、じわじわと人気が高まってきている

青森県を代表する民芸品の一つである。 

南部裂織は、江戸時代、青森県南で盛んに織られ

た伝統的な手織物で、現在は、青森県伝統工芸品と

して、県内５つの市町村（八戸市・十和田市・むつ

市・佐井村）が指定を受けている。 

 

【布を“裂く”から「サキオリ（裂織）」】 

  
 

もともとは古布（主に綿布）の再利用にその端を

発しており、古くなった布や着物を細く裂いて
、、、

、ひ

ねってひも状にしたものを横糸に、丈夫な麻を縦糸

に織られたことから、その名がつけられたと言われ

ている。裂かれた布の模様と、縦糸によってできる

色の組み合わせにより、カラフルで絶妙な柄が浮か

び上がることから、二つとして同じものはない、ま

さに「オンリーワンの織物」である。 

 

【麻と木綿のコラボレーション 】 

  

 

なぜ、布や着物をわざわざ「裂いた」のかという

と、貴重品であった“木綿”を有効活用するためで

あった。 

江戸時代、青森においては主に“麻”を栽培して

おり、普段着は麻布で作られていたのだが、麻布は

織目が粗いため、夏は良くても、冬の寒さを凌ぐに

適していなかった。そこで、保温性の高い“木綿布”

が大変重宝されていたのである。“木綿”は北国では

栽培が難しく、温暖な気候の土地が栽培に適してい

たことから、日本海周りの北前船で、秋田・津軽・

南部にも、もたらされるようになったのである。 

しかし、青森県の中でも、地理的に太平洋側に位

置する南部地方には、北前船が運んでくる木綿はあ

まり入ってこなかったことから、南部の女性達は、

手に入った木綿布は、どんな小さな端布でも粗末に

せず、布を裂いて織り込むという技法を生み出し、

布に新たな命を吹き込んだのである。 

 

【あの映画にも登場していた】 

かの有名な日本映画界の巨匠、黒澤明監督がスク

リーンにおいて南部裂織の衣装を使っていたことは

あまり知られていない。 

映画『夢』において、水車小屋のある村の子供達

と主人公がすれ違うシーンがある。着物を着ている

村の子供達がまとっていた衣装のうち、今でいうエ

プロンのような前掛け等は、実は南部裂織である。

温かみのある素朴な色合いや、しっかりとした素材

感が黒澤映画に堂々と、そして鮮やかに映し出され

ているのは、青森県民として大変嬉しく、誇らしい

限りである。 

 

【「南部裂織」の色彩】 

  

 

真っ先に目を引くのはその「色合い」であろう。

裂かれた布の模様がそのまま活かされた変化のある

色調は、フランスの画家スーラが確立した点描画を

見ているようで、印象派の風景画にどこか似ている

気がする。それは、海に沈む夕焼けや、太陽の光が

穏やかに射している、まどろむようなヨーロッパの

空を思わせる。基調となる色を中心にしながら、不

規則に、またリズミカルに様々な色が織り込まれて

おり、見ているだけでも楽しい。 

 

やや厚みがあり、柔らかく手に馴染むのは、一つ

一つ織機で作られているおかげで、女性たちの丁寧

な手仕事の賜物である。 

仕上げられた南部裂織の小物を手にすると、何故

だかやさしく、ほっこりとした気持ちになることか

ら、お土産としても人気が高い。 

布を大切にする女性の知恵が生み出した「南部裂

織」、青森を訪問した際は、是非、あなたのお気に入

りの一品を見つけてみてはいかがだろうか。 

 

参考文献： 

田中忠三郎『図説 みちのく古布の世界』(2009 年) 

青森市歴史民俗展示館「稽古館」『裂織-サグリとコ

タツがけ-』(2003 年) 

コラム 手仕事の妙！「南部の裂織(さきおり)」
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名 称
策 定 時 期
計 画 期 間

基 本 的 目 標 等

背 景

施策の推進方向・

めざすべき社会像

地 域 別 計 画 等

知 事

名 称
策 定 時 期
目 標 年 次
基 本 的 目 標

内 閣 総 理 大 臣

名 目 経 済 成 長 率
実 質 経 済 成 長 率

・経済成長への課題(S43 経済)
・70年代への課題(S45 経済)

・新局面

名 目 経 済 成 長 率
実 質 経 済 成 長 率

・景気循環の変ぼう(S37) ・国際化のなかの日本経済(S43) ・成長経
・先進国への道(S38) ・豊かさへの挑戦(S44)

・開放体制下の日本経済(S39) ・日本経済の新しい次元(S45)
・安定成長の課題(S40) ・内外均衡達成への道(S46)

・持続的成長への道(S41) ・新しい福祉社会の建設(S47)
・能率と福祉の向上(S42) ・インフレなき福祉

好況
 オリンピック景気 いざなぎ景気  列島改造景気

証券不況 ニクソン不況 第一次ｵｲ
不況
・野内村の青森市編入で県内67市町村(S37) ・原子力船むつ大湊港入港(S45)

・八戸地区新産業都市指定(S38) ・棟方志功、県人初の文化勲章受章(S45)
・青森市で「一日内閣」開催(S38) ・三沢基地の日米共同使用決定(S46)

・青森空港開港(S39) ・弘前市で気温39.2度を記録、全国観
・青函トンネル本州側調査坑鍬入式(S39) 　測史上4位(S46)

・台風23号でりんご100万箱落果(S40) ・交通事故死者238人で史上
・「津軽岩木スカイライン」開通(S40) 　最悪(S47)

・全国高校総体開催(S41) ・りんご黒星病が異常発生
・八戸港の水揚げ高100億円突破(S41) (S47)

・フジ製糖青森工場閉鎖(S42) ・上北鉱山閉山
・原子力船むつの母港に大湊港決定(S42) (S48)

・十勝沖地震発生(S43) ・原子力
・東北本線複線電化(S43) ・長いも

・むつ小川原開発計画決定(S44)
・三沢高校が夏の甲子園準優勝(S44)

・キューバ危機(S37) ・ビートルズ来日(S41) ・日本万国博覧会、大阪で開催(S45) ・三菱重
・日本人ヨットで太平洋横断(S37) ・集団チフス事件(S41) ・作家の三島由紀夫割腹自殺(S45) ・長島茂

・ケネディ大統領暗殺(S38) ・羽田学生デモ(S42) ・成田空港反対闘争(S46)
・三井三池炭鉱爆発事故(S38) ・小笠原諸島返還決定(S42) ・全日空機と自衛隊機空中衝突(S46)

・東京オリンピック開催(S39) ・3億円事件(S43) ・連合赤軍浅間山荘事件(S47)
・東海道新幹線東京大阪間開業(S39) ・川端康成ノーベル賞受賞(S43) ・日中国交正常化(S47)

・米国ベトナム戦争直接介入(S40) ・アポロ11号月面着陸(S44) ・石油危機(S48)
・日韓基本条約成立(S40) ・東大安田講堂占拠(S44)  ・日航機ハイジャ

年 S37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49

青

森

県

第１次長期経済計画 第２次長期経済計画 新長期計画

地域総合開発の基本方向

(4地域･32頁)

広域生活圏開発の基本構想

(4圏域･16頁)

昭和37年11月 昭和43年6月 昭和46年8月
昭和36～45年 昭和43～50年度 昭和46～60年度

･所得格差の是正
･能率のよい住み良い地域

 社会

･豊かで住み良い地域社会の実現

･県民の福祉水準の飛躍的向上

･日本経済の高度成長

･既成４大工業地帯への過度集中による生産基盤の

 隘路の増大と都市生活環境の悪化

･日本経済の二重構造ないし所得格差の顕在化

･労働力不足の深刻化

･交通部門の変革･情報収

 集､処理伝達機構の変革

･技術開発の進展･国際貿

 易の伸展

･住民意識の変化

･むつ小川原大規模工業開発の具

･東北縦貫自動車道の供用､東北

 交通時代への対応

･米生産調整に伴う総合農政の展

①農林水産業の近代化

②工業の発展

③産業基盤の整備

④国土の保全

⑤労働力の質的向上と教育の振興

⑥社会保障の充実

①生産性の向上と組織化の

　推進

②産業基盤の整備

③都市開発と農村社会開発

　の推進

④産業近代化のための新し

　い担い手の養成

⑤雪の克服のための創意工

　夫

①新しい交通通信体系とその対応

②県民を豊かにする産業開発

③住みよい地域社会をめざす環境

④国土の保全及び水資源の開発

山崎岩男
(S31.7.22～

38.1.26)

竹内俊吉(S38.3.2～54.2.25)

国

全国総合開発計画 新全国総合開発計画
昭和37年10月 昭和44年5月
目標年次：昭和45年 目標年次：昭和60年度
＜地域の均衡ある発展＞ ＜豊かな環境の創造＞

池田勇人

(S35.7.19～39.11.9)

佐藤栄作

(S39.11.9～47.7.7)

田中角栄

(S47.7.7～49.12.9)

県

の

経

済

動

向

等

20.3% 11.6% 15.3% 13.4% 12.2% 17.7% 14.3% 14.1% 16.0% 14.2% 18.8% 22.0% 21.9%
9.9% 9.0% 7.1% 8.2% 7.7% 9.3% 8.3% 6.0% 1.9%

社 会 経 済 白 書

(経済白書､県民生

活白書)のテーマ

国

の

経

済

動

向

等

13.5% 14.4% 17.6% 11.3% 16.1% 17.2% 18.4% 17.5% 17.9% 10.0% 14.5% 21.8% 19.3%
8.6% 8.8% 11.2% 5.7% 10.2% 11.1% 11.9% 12.0% 10.3% 4.4% 8.4% 8.0% -1.2%

経 済 財 政 白 書

(H12までは経済白

書 ) の テ ー マ

日 本 の 景 気 循 環

( 通 称 ・ 俗 称 )

※　県の実質経済成長率については、基準年時や推計方法の見直しにより、必ずしも接続しない。よって、正式なデータとしてではなく、参考値

青 森 県 に 関 す る

主 な 出 来 事

国 内 ･ 世 界 の

主 な 出 来 事

 

青森県長期計画の変遷と計画を取り巻く社会経済状況の変化Ⅰ  

 

・産業構造の質的高度化をめざして(S59 経済)
・雪と県民生活(S60 生活)

を迎えて(S49 経済） ・成長力の涵養をめざして(S61 経済)
・県民生活の回顧と福祉水準(S50 生活) ・高齢化社会へ向けて(S62 生活)

・低成長下の構造変化と県経済の課題 環なた新・)済経 25S( 境変化と
S(済経県)済経 55S(済経県るえ迎を面局新・ 63 経済)

・全天候型の産業構造をめざして(S57 経済)

本日国進先・)94S(てえ超を済 の試練と課題( 際国・)55S 的調和をめざす日本経済(S61)
てめ求を力活的造創の済経本日・)05S(てしざめを道軌定安いし新・ (S56) ･進む構造転換と今後の課題

・新たな発展への基礎がため( 効済経・)15S 率性を活かす道 )26S()75S(
・安定成長への適応を進める日本経済(S52) ・持続的成長への足固め(S58) ・内需型成長の持

・構造転換を進めつつある日本経済(S53) ・新たな国際化に対応する日本経済(S59)続と国際社会へ
応適たれぐす・)84S(てしざめを 力と新たな出発(S54) ・新しい成長とその課題(S60) の貢献(S63)

気景ルブバ気景クテイハ気景資投共公気景長成定安 
オ次二第 ﾝｮｼｯｾﾘ･ﾆﾐｸｯｮｼﾙ 況不高円クッョシルイ

)75S(港帰へ湊大にりぶ年4了終修改ので保世佐つむ船力子原・)05S(航就便京東港空沢三・
・岩木山百沢で土石流発生 部中海本日・)05S( 地震発生(S58) ・六ヶ所村ウラン

ネント函青・)15S(果落箱万063ごんりで風強・ ル先導坑貫通(S58) 　濃縮工場建設着
・63年ぶりの冷夏と冷害 )36S(手　)95S(化営民の線畑大､線石黒・)15S(

・あすなろ国体開催( 記、内県・)25S 録的な豪雪被害(S59)
・青森市積雪195cmの豪雪で政府が豪雪対策本部設置(S52) ・核燃サイクル基地六ヶ所村立地決定(S60)

・本県人口150万人を超える(S53) ・むつ小川原国家石油備蓄基地完成(S60)
・八戸港水揚げ75万ﾄﾝで日本一に(S53) ・東北自動車道青森-浦和間開通(S61)

・東北自動車道青森-大鰐間開通(S54) ・県観光物産館アスパム開館(S61)
・台風20号でりんご200万箱落果(S54) ・新青森空港開港(S62)

・東北新幹線青森駅が石江地区に決定(S55) ・台風12号で水稲･りんごに
船むつ強行出航し､放射能漏れ事故発生(S49) ・冷夏で水稲作況指数47の大凶作(S55) 　100億円の被害(S62)
の生産が日本一に(S49) ・国鉄黒石線､大畑線の廃止決定(S56) ・青函ﾄﾝﾈﾙ開業、

・水稲作況指数65と2年連続の冷害(S56) 青函博開催(S63)
・東北新幹線盛岡-大宮間開業(S57)

工ビル爆破事件(S49) ・宮城県沖地震(S53) ・ホテルニュージャパン火災(S57) ・チェルノブイリ原発事故(S61)
雄引退(S49) ・英で試験管ベビー誕生(S53) ・フォークランド紛争(S57) ・英ﾁｬｰﾙｽﾞ皇太子とﾀﾞｲｱﾅ妃来日(S61)
・沖縄海洋博(S50) ・東名高速日本坂トンネル事故(S54) ・大韓航空機撃墜事件(S58) ・国鉄分割･民営化(S62)
・日本女性エベレスト初登頂(S50) ・東京で先進国首脳会議開催(S54) ・三宅島大噴火(S58) ・世界の人口50億人突破

・鹿児島で日本初の五つ子誕生(S51) ・ジョン･レノン射殺(S55) ・グリコ森永事件(S59) (S62)
・ロッキード事件(S51) ・１億円拾得事件(S55) ・ロス五輪(S59) ・リクルート疑惑

・キングオブロックンロール ・ローマ法皇初来日(S56) ・日航ジャンボ機墜落､520人死亡(S60)　(S63)
ック(S48)   エルビス･プレスリー死去(S52) ・深川通り魔殺人事件(S56) ・国鉄同時多発ゲリラ(S60)

50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 H1
第４次長期総合計画
昭和52年11月
昭和51～60年度

･豊かで住みよい活力のある地域社会の建設

体化

新幹線等による高速

開

･地域格差の存在

･県外への出稼ぎ

･若年層の流出

･高度成長から低成長への移行

の保全と整備

①活力と豊かさを支える産業の発展

②安心した生活と快適な生活環境の確保

③県土の発展を支える基礎条件の整備

④人間性豊かな人づくりと地域の発展を担う人材の育成

⑤コミュニティの形成

地域別構想(4地域･12頁)[地域発展の基本方向]

北村正　(S54.2.26～H7.2.25)

第三次全国総合開発計画

宇

野

宗

佑

昭和52年11月
目標年次：昭和52年から概ね10か年間
＜人間居住の総合的環境の整備＞　　　　　　　　　　　　　　　　 (H1.6.3～H1.8.10)

三木武夫

(S49.12.9～

51.12.24)

福田赳夫

(S51.12.24～

53.12.7)

大平正芳

(S53.12.7～

55.7.17)

鈴木善幸

(S55.7.17～

57.11.27)

中曽根康弘

(S57.11.27～62.11.6)

竹下登

(S62.11.6

～H1.6.3)

15.3% 12.8% 10.5% 9.7% 11.8% 4.5% 7.1% 3.9% 2.0% 6.3% 6.6% 1.0% 3.2% 4.6% 7.7%
4.4% 4.0% 4.9% 1.2% 9.3% 1.1% 3.7% 2.0% -0.3% 3.9% 1.5% -1.8% 1.9% 3.6% 4.7%

10.5% 12.3% 11.4% 10.1% 8.4% 8.4% 7.5% 5.0% 4.0% 6.3% 7.4% 4.7% 4.0% 7.5% 7.7%
7.1% 5.4%3.1% 4.0% 4.4% 5.3% 5.5% 2.8% 4.2% 3.4% 3.1% 4.5% 6.3% 2.8% 4.1%

として利用されたい。

第５次長期総合計画

（次頁）

第四次全国総合

開発計画（次頁）

 

－ 150 － － 151 －
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名 称
策 定 時 期
計 画 期 間

基 本 的 目 標 等

背 景

施策の推進方向・

めざすべき社会像

地 域 別 計 画 等

知 事

名 称
策 定 時 期
目 標 年 次
基 本 的 目 標

内 閣 総 理 大 臣

名 目 経 済 成 長 率
実 質 経 済 成 長 率

・経済成長への課題(S43 経済)
・70年代への課題(S45 経済)

・新局面

名 目 経 済 成 長 率
実 質 経 済 成 長 率

・景気循環の変ぼう(S37) ・国際化のなかの日本経済(S43) ・成長経
・先進国への道(S38) ・豊かさへの挑戦(S44)

・開放体制下の日本経済(S39) ・日本経済の新しい次元(S45)
・安定成長の課題(S40) ・内外均衡達成への道(S46)

・持続的成長への道(S41) ・新しい福祉社会の建設(S47)
・能率と福祉の向上(S42) ・インフレなき福祉

好況
 オリンピック景気 いざなぎ景気  列島改造景気

証券不況 ニクソン不況 第一次ｵｲ
不況
・野内村の青森市編入で県内67市町村(S37) ・原子力船むつ大湊港入港(S45)

・八戸地区新産業都市指定(S38) ・棟方志功、県人初の文化勲章受章(S45)
・青森市で「一日内閣」開催(S38) ・三沢基地の日米共同使用決定(S46)

・青森空港開港(S39) ・弘前市で気温39.2度を記録、全国観
・青函トンネル本州側調査坑鍬入式(S39) 　測史上4位(S46)

・台風23号でりんご100万箱落果(S40) ・交通事故死者238人で史上
・「津軽岩木スカイライン」開通(S40) 　最悪(S47)

・全国高校総体開催(S41) ・りんご黒星病が異常発生
・八戸港の水揚げ高100億円突破(S41) (S47)

・フジ製糖青森工場閉鎖(S42) ・上北鉱山閉山
・原子力船むつの母港に大湊港決定(S42) (S48)

・十勝沖地震発生(S43) ・原子力
・東北本線複線電化(S43) ・長いも

・むつ小川原開発計画決定(S44)
・三沢高校が夏の甲子園準優勝(S44)

・キューバ危機(S37) ・ビートルズ来日(S41) ・日本万国博覧会、大阪で開催(S45) ・三菱重
・日本人ヨットで太平洋横断(S37) ・集団チフス事件(S41) ・作家の三島由紀夫割腹自殺(S45) ・長島茂

・ケネディ大統領暗殺(S38) ・羽田学生デモ(S42) ・成田空港反対闘争(S46)
・三井三池炭鉱爆発事故(S38) ・小笠原諸島返還決定(S42) ・全日空機と自衛隊機空中衝突(S46)

・東京オリンピック開催(S39) ・3億円事件(S43) ・連合赤軍浅間山荘事件(S47)
・東海道新幹線東京大阪間開業(S39) ・川端康成ノーベル賞受賞(S43) ・日中国交正常化(S47)

・米国ベトナム戦争直接介入(S40) ・アポロ11号月面着陸(S44) ・石油危機(S48)
・日韓基本条約成立(S40) ・東大安田講堂占拠(S44)  ・日航機ハイジャ

年 S37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49

青

森

県

第１次長期経済計画 第２次長期経済計画 新長期計画

地域総合開発の基本方向

(4地域･32頁)

広域生活圏開発の基本構想

(4圏域･16頁)

昭和37年11月 昭和43年6月 昭和46年8月
昭和36～45年 昭和43～50年度 昭和46～60年度

･所得格差の是正
･能率のよい住み良い地域

 社会

･豊かで住み良い地域社会の実現

･県民の福祉水準の飛躍的向上

･日本経済の高度成長

･既成４大工業地帯への過度集中による生産基盤の

 隘路の増大と都市生活環境の悪化

･日本経済の二重構造ないし所得格差の顕在化

･労働力不足の深刻化

･交通部門の変革･情報収

 集､処理伝達機構の変革

･技術開発の進展･国際貿

 易の伸展

･住民意識の変化

･むつ小川原大規模工業開発の具

･東北縦貫自動車道の供用､東北

 交通時代への対応

･米生産調整に伴う総合農政の展

①農林水産業の近代化

②工業の発展

③産業基盤の整備

④国土の保全

⑤労働力の質的向上と教育の振興

⑥社会保障の充実

①生産性の向上と組織化の

　推進

②産業基盤の整備

③都市開発と農村社会開発

　の推進

④産業近代化のための新し

　い担い手の養成

⑤雪の克服のための創意工

　夫

①新しい交通通信体系とその対応

②県民を豊かにする産業開発

③住みよい地域社会をめざす環境

④国土の保全及び水資源の開発

山崎岩男
(S31.7.22～

38.1.26)

竹内俊吉(S38.3.2～54.2.25)

国

全国総合開発計画 新全国総合開発計画
昭和37年10月 昭和44年5月
目標年次：昭和45年 目標年次：昭和60年度
＜地域の均衡ある発展＞ ＜豊かな環境の創造＞

池田勇人

(S35.7.19～39.11.9)

佐藤栄作

(S39.11.9～47.7.7)

田中角栄

(S47.7.7～49.12.9)

県

の

経

済

動

向

等

20.3% 11.6% 15.3% 13.4% 12.2% 17.7% 14.3% 14.1% 16.0% 14.2% 18.8% 22.0% 21.9%
9.9% 9.0% 7.1% 8.2% 7.7% 9.3% 8.3% 6.0% 1.9%

社 会 経 済 白 書

(経済白書､県民生

活白書)のテーマ

国

の

経

済

動

向

等

13.5% 14.4% 17.6% 11.3% 16.1% 17.2% 18.4% 17.5% 17.9% 10.0% 14.5% 21.8% 19.3%
8.6% 8.8% 11.2% 5.7% 10.2% 11.1% 11.9% 12.0% 10.3% 4.4% 8.4% 8.0% -1.2%

経 済 財 政 白 書

(H12までは経済白

書 ) の テ ー マ

日 本 の 景 気 循 環

( 通 称 ・ 俗 称 )

※　県の実質経済成長率については、基準年時や推計方法の見直しにより、必ずしも接続しない。よって、正式なデータとしてではなく、参考値

青 森 県 に 関 す る

主 な 出 来 事

国 内 ･ 世 界 の

主 な 出 来 事

 

青森県長期計画の変遷と計画を取り巻く社会経済状況の変化Ⅰ  

 

・産業構造の質的高度化をめざして(S59 経済)
・雪と県民生活(S60 生活)

を迎えて(S49 経済） ・成長力の涵養をめざして(S61 経済)
・県民生活の回顧と福祉水準(S50 生活) ・高齢化社会へ向けて(S62 生活)

・低成長下の構造変化と県経済の課題 環なた新・)済経 25S( 境変化と
S(済経県)済経 55S(済経県るえ迎を面局新・ 63 経済)

・全天候型の産業構造をめざして(S57 経済)

本日国進先・)94S(てえ超を済 の試練と課題( 際国・)55S 的調和をめざす日本経済(S61)
てめ求を力活的造創の済経本日・)05S(てしざめを道軌定安いし新・ (S56) ･進む構造転換と今後の課題

・新たな発展への基礎がため( 効済経・)15S 率性を活かす道 )26S()75S(
・安定成長への適応を進める日本経済(S52) ・持続的成長への足固め(S58) ・内需型成長の持

・構造転換を進めつつある日本経済(S53) ・新たな国際化に対応する日本経済(S59)続と国際社会へ
応適たれぐす・)84S(てしざめを 力と新たな出発(S54) ・新しい成長とその課題(S60) の貢献(S63)

気景ルブバ気景クテイハ気景資投共公気景長成定安 
オ次二第 ﾝｮｼｯｾﾘ･ﾆﾐｸｯｮｼﾙ 況不高円クッョシルイ

)75S(港帰へ湊大にりぶ年4了終修改ので保世佐つむ船力子原・)05S(航就便京東港空沢三・
・岩木山百沢で土石流発生 部中海本日・)05S( 地震発生(S58) ・六ヶ所村ウラン

ネント函青・)15S(果落箱万063ごんりで風強・ ル先導坑貫通(S58) 　濃縮工場建設着
・63年ぶりの冷夏と冷害 )36S(手　)95S(化営民の線畑大､線石黒・)15S(

・あすなろ国体開催( 記、内県・)25S 録的な豪雪被害(S59)
・青森市積雪195cmの豪雪で政府が豪雪対策本部設置(S52) ・核燃サイクル基地六ヶ所村立地決定(S60)

・本県人口150万人を超える(S53) ・むつ小川原国家石油備蓄基地完成(S60)
・八戸港水揚げ75万ﾄﾝで日本一に(S53) ・東北自動車道青森-浦和間開通(S61)

・東北自動車道青森-大鰐間開通(S54) ・県観光物産館アスパム開館(S61)
・台風20号でりんご200万箱落果(S54) ・新青森空港開港(S62)

・東北新幹線青森駅が石江地区に決定(S55) ・台風12号で水稲･りんごに
船むつ強行出航し､放射能漏れ事故発生(S49) ・冷夏で水稲作況指数47の大凶作(S55) 　100億円の被害(S62)
の生産が日本一に(S49) ・国鉄黒石線､大畑線の廃止決定(S56) ・青函ﾄﾝﾈﾙ開業、

・水稲作況指数65と2年連続の冷害(S56) 青函博開催(S63)
・東北新幹線盛岡-大宮間開業(S57)

工ビル爆破事件(S49) ・宮城県沖地震(S53) ・ホテルニュージャパン火災(S57) ・チェルノブイリ原発事故(S61)
雄引退(S49) ・英で試験管ベビー誕生(S53) ・フォークランド紛争(S57) ・英ﾁｬｰﾙｽﾞ皇太子とﾀﾞｲｱﾅ妃来日(S61)
・沖縄海洋博(S50) ・東名高速日本坂トンネル事故(S54) ・大韓航空機撃墜事件(S58) ・国鉄分割･民営化(S62)
・日本女性エベレスト初登頂(S50) ・東京で先進国首脳会議開催(S54) ・三宅島大噴火(S58) ・世界の人口50億人突破

・鹿児島で日本初の五つ子誕生(S51) ・ジョン･レノン射殺(S55) ・グリコ森永事件(S59) (S62)
・ロッキード事件(S51) ・１億円拾得事件(S55) ・ロス五輪(S59) ・リクルート疑惑

・キングオブロックンロール ・ローマ法皇初来日(S56) ・日航ジャンボ機墜落､520人死亡(S60)　(S63)
ック(S48)   エルビス･プレスリー死去(S52) ・深川通り魔殺人事件(S56) ・国鉄同時多発ゲリラ(S60)

50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 H1
第４次長期総合計画
昭和52年11月
昭和51～60年度

･豊かで住みよい活力のある地域社会の建設

体化

新幹線等による高速

開

･地域格差の存在

･県外への出稼ぎ

･若年層の流出

･高度成長から低成長への移行

の保全と整備

①活力と豊かさを支える産業の発展

②安心した生活と快適な生活環境の確保

③県土の発展を支える基礎条件の整備

④人間性豊かな人づくりと地域の発展を担う人材の育成

⑤コミュニティの形成

地域別構想(4地域･12頁)[地域発展の基本方向]

北村正　(S54.2.26～H7.2.25)

第三次全国総合開発計画

宇

野

宗

佑

昭和52年11月
目標年次：昭和52年から概ね10か年間
＜人間居住の総合的環境の整備＞　　　　　　　　　　　　　　　　 (H1.6.3～H1.8.10)

三木武夫

(S49.12.9～

51.12.24)

福田赳夫

(S51.12.24～

53.12.7)

大平正芳

(S53.12.7～

55.7.17)

鈴木善幸

(S55.7.17～

57.11.27)

中曽根康弘

(S57.11.27～62.11.6)

竹下登

(S62.11.6

～H1.6.3)

15.3% 12.8% 10.5% 9.7% 11.8% 4.5% 7.1% 3.9% 2.0% 6.3% 6.6% 1.0% 3.2% 4.6% 7.7%
4.4% 4.0% 4.9% 1.2% 9.3% 1.1% 3.7% 2.0% -0.3% 3.9% 1.5% -1.8% 1.9% 3.6% 4.7%

10.5% 12.3% 11.4% 10.1% 8.4% 8.4% 7.5% 5.0% 4.0% 6.3% 7.4% 4.7% 4.0% 7.5% 7.7%
7.1% 5.4%3.1% 4.0% 4.4% 5.3% 5.5% 2.8% 4.2% 3.4% 3.1% 4.5% 6.3% 2.8% 4.1%

として利用されたい。

第５次長期総合計画

（次頁）

第四次全国総合

開発計画（次頁）
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H1

名 称
策 定 時 期
計 画 期 間

基 本 的 目 標 等

背 景

施策の推進方向・

めざすべき社会像

地 域 別 計 画 等

知 事

名 称
策 定 時 期
目 標 年 次
基 本 的 目 標

内 閣 総 理 大 臣

羽

田

孜

名 目 経 済 成 長 率 -2.0%

実 質 経 済 成 長 率 -0.3%
)活生 9H(遷変の活生民県た経を年余05後戦・)済経 2H(てけ向に済経型和調立自・

け向に出創の用雇とりくづ業産の紀世12・)活生 3H(境環活生適快と活生民県・ て
・産業の質的向上のために(H4 経済) ・少子社会の中での県民生活(H11 

・県民の生活満足度と今後の対応(H5 生活) ・本県経済と情報通信技
・新しい経済フロンティアの構築に向けて(H6 経済) ・21世紀を

・消費生活を巡る情勢と消費生活向上に向けての対応(H7 生活) ・高齢
・本県経済成長の道のりと未来(H8 経済)

名 目 経 済 成 長 率
実 質 経 済 成 長 率

・平成経済の門出と日本経済の新しい潮流(H1) ・日本経済のダイナミズムの復活をめざして(H7)
・持続的拡大への道(H2) ・改革が展望を切り開く(H8) ・改革

・長期拡大の条件と国際社会における役割(H3) ・改革へ本格起動する日本経済(H9)
・調整をこえて新たな展開をめざす日本経済(H4) ・創造的発展への基礎固め(H10)

・バブルの教訓と新たな発展への課題(H5) ・経済再生への挑戦(H11)
・厳しい調整を越えて新たなフロンティアへ(H6)

好況
 バブル景気 第一次平成不況   カンフル景気  第二次平成不況   IT景気 第三次平成不況

)況不レフデ()況不総島列本日()況不合複(
不況

)8H(活復多武佞立原川所五・)1H(通全線戸八道車動自北東・
・県産米「つがるおとめ」デビュー(H1) ・八戸港が国の輸入促進地域に指定(H8)

)9H(定指跡史国の跡遺山丸内三・)2H(認承想構トーゾリ木岩軽津・
)9H(ーュビデ」ンマロるがつ「米産県・)2H(港開面全港空森青・

)01H(工着間森青新-戸八線幹新北東・)3H(工着間森青-岡盛線幹新北東・
・台風19号でりんご34万ﾄﾝ落果､被害額1,129億円余(H3) ・弘南鉄道黒石線廃止(H10)

)11H(工着発原通東・)4H(始開業操格本の場工縮濃ンラウ所ヶ六・
・仏沼湿原のオオセッカ国内希少野生動植物種に指定(H4) ・県立保健大学開学(H11)

跡史別特跡遺山丸内三・)5H(録登産遺界世地山神白・
・全国最低の作況指数28で大正2年以来の大凶作(H5) ・六ヶ所村再処理工場へ

畑大通交北下・)6H(土出が等柱木らか跡遺山丸内三・
例特が市戸八・)6H(生発震地沖かるは陸三・
北東・)7H(航就便クスフロバハ、便ルウソ・
い青・)7H(工着化ルフ間戸八-岡盛線幹新北東・

・ベルリンの壁崩壊(H1) ・皇太子･雅子さま御結婚(H5) ・ダイアナ元妃､パリで交通事故死(H9) ・9.11アメ
の初内国・)01H(輪五季冬野長・)5H(震地沖西南道海北・)1H(トータス税費消・

・礼宮さま･紀子さま御結婚(H2) ・中華航空機着陸失敗､264人死亡(H6) ・和歌山カレー毒物混入事件(H10)
)11H(題問年0002暦西・)6H(港開港空際国西関・)2H(一統がツイド西東・

術手植移るよに定判死脳の初・)7H(災震大路淡･神阪・)3H(争戦岸湾・
)11H(施実)7H(件事ンリサ鉄下地・)3H(流砕火で岳賢普仙雲・

・バルセロナ五輪で日本メダル ・O-157による集団食中毒(H8) ・三宅島雄山噴火(H12)
)21H(輪五ーニドシ・)8H(件事質人邸公使大本日ールペ・)4H(個22　

-0.8%

年 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

青

森

県

第５次長期総合計画

①新時代を担う人づくりと個性豊かな学術･文化の創造

②豊かな地域社会を築く産業の振興

③快適でぬくもりのある新しい調和型社会の創出

④高度ネットワーク型社会の創出

⑤美しい県土の保全と豊かな資源の活用

･人口の急速な高齢化

･所得水準の伸び悩み

･県民意識の多様化

･高速交通時代の到来･情報化、国際化の進展

･従来の開発主導型による発展の限界

･自然との共存や心の豊かさを求める新たな動き

･「地方分権」「新地方時代」の始まり

･県民の意欲と能力が問われる時代

①誰もがゆとりを持って､安心し､快適に暮らせる「

　社会」の実現

②自立性と自主性を育む､可能性に富んだ「未来力あ

　現

③新たな生活空間を提案する「彩りある美しい社会

④多様な交流ネットワークの形成を通じて､新たな可

　「出逢い創造社会」の実現

平成9年2月
平成9～18年度

新青森県長期総合プラン
昭和61年12月
昭和61～平成12年度

－活復性間人－　スンサネルーュニ･設建の会社域地るあの力活いよみ住でか豊･

地域別構想(4地域･12頁)[地域別の発展方向と主要施策]
県土のグランドデザイン(3圏域･40頁)

[各圏域の整備方向]

)61.5.51～52.2.7H(男守村木)52.2.7H～62.2.45S(正村北

国

ンイザデドンラグの土国の紀世１２画計発開合総国全次四第
昭和62年6月 平成10年3月
目標年次：概ね2000年　　　　　　　　　 (H5.8.9～H6.4.28) 目標年次：2010年から2015年
＜多極分散型国土の構築＞　　　　　　　　　 (H6.4.28～6.6.30) ＜多軸型国土構造形成の基礎づくり＞

海部俊樹

(H1.8.10～3.11.5)

宮澤喜一

(H3.11.5～

5.8.9)

細

川

護

煕

村山富市

(H6.6.30～

8.1.11)

橋本龍太郎

(H8.1.11～10.7.30)

小渕恵三

(H10.7.30～

12.4.5)

森喜朗
(H12.4.5

～

13.4.26)

　

4.5% 4.0% 0.5% 4.7% 2.4% 2.1% -1.9% -0.5% 0.0% 1.3% -2.5%
2.9% 2.2% 2.2%県

の

経

済

動

向

等

5.9%
-0.3% 4.4% 3.0% 2.6% -2.9% 0.6% 1.1% 2.1% -0.7%

社 会 経 済 白 書

(経済白書､県民生

活白書 )のテーマ

国

の

経

済

動

向

等

8.0% 6.0% 2.4% 0.6% 1.0% 1.9% 2.3% 0.9% -2.0% -0.8% 0.9% -2.1%
5.6% 3.3% 0.8% 0.2% 0.9% 2.5% 2.9% 0.0% -1.5% 0.7% 2.6% -0.8% 1.1%

経 済 財 政 白 書

(H12までは経済白

書 ) の テ ー マ

・改革なくして

・新しい世の中が始まる(H12)

日 本 の 景 気 循 環

( 通 称 ・ 俗 称 )

※　県の実質経済成長率については、基準年時や推計方法の見直しにより、必ずしも接続しない。よって、正式なデータとしてではなく、参考値

青 森 県 に 関 す る

主 な 出 来 事

国 内 ･ 世 界 の

主 な 出 来 事
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14

・人口減少社会への対応(H15 社会経済) ・世界経済危機からのゆるやかな回復と本県経済(H22 社会経済）
(H10 経済) ・ﾃﾞﾌﾚ下における県民生活と本県経済の活性化に向けて(H16 社会経済) ・東日本大震災と本県経済 -低炭素・循環型社会の形成
生活) ・高速交通体系の整備と本県経済､県民生活の変化(H17 社会経済) に向けて-(H23 社会経済)
術(IT)について(H12 経済) ・持続的･自立可能な地域経済の実現を目指して(H18 社会経済)
迎えた県民生活の今日的課題(H13 生活) ・人口減少社会における地域の活性化に向けて～多様なﾈｯﾄﾜｰｸとﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟの構築～(H19 社会経済)
者の就業環境づくりに向けて(H14 社会経済) ・平成14年2月～平成19年10月の景気回復期における本県経済の動向(H20 社会経済)

・世界的な経済危機と本県経済(H21 社会経済)

成長なし(H13) ・生産性上昇に向けた挑戦(H19)
なくして成長なしⅡ(H14) ・リスクに立ち向かう日本経済(H20)

・改革なくして成長なしⅢ(H15) ・危機の克服と持続的回復への展望(H21)
・改革なくして成長なしⅣ(H16) ・需要の創造による成長力の強化(H22)

・改革なくして成長なしⅤ(H17) ・日本経済の本質的な力を高める(H23)
・成長条件が復元し､新たな成長を目指す日本経済(H18)

いざなみ景気
 世界同時不況

・第5回アジア冬季競技大会開催(H15) ・記録的猛暑による陸奥湾養殖ホタテへい死被害(H22)
・青森自動車道青森IC-青森東IC間開通(H15) ・東北新幹線全線開業(H22)

・五戸町と倉石村が合併(H16) ・M9.0の巨大地震を記録した東日本大震災で大津波が発生、
・県、六ヶ所村、日本原燃がウラン試験安全協定調印(H16) 　県南を中心に漁港･住宅等に被害(H23)

・八甲田トンネル貫通(H17) ・弘前城築城400年祭(H23)
・東通原発運転開始(H17) ・ＪＲグループ｢青森デスティネーションキャンペーン｣(H23)

・県立美術館開館(H18)
・平成の大合併で40市町村に｡青森市が中核市に移行(H18)

指定(H12) ・青森空港CATⅢ化(H19)
の使用済核燃料本格搬入(H12) ・八甲田で雪崩、死者2名重軽傷8名(H19)
線廃止(H13) ・G8エネルギー担当大臣会合開催(H20)
市に移行(H13) ・本県人口140万人割れ(H20)
新幹線八戸駅開業(H14) ・太宰治生誕100年(H21)
森鉄道開業(H14) ・東北新幹線東京-新青森間がレール1本で繋がる(H21)

・新型インフルエンザ流行で学校等閉鎖措置が増加(H21)
リカ同時多発テロ(H13) ・耐震偽装問題(H17) ・キングオブポップス マイケル･ジャクソン死去(H21)
狂牛病確認(H13) ・ＪＲ福知山線脱線事故(H17) ・衆院選で民主党が大勝、政権交代(H21)
・日朝首脳会談(H14) ・ライブドア捜査､堀江社長逮捕(H18) ・尖閣諸島沖で海保巡視船に中国漁船衝突、海上保安官がネットカフェ
・サッカーＷ杯日韓共催(H14) ・ＷＢＣで王ジャパン世界一(H18) 　から衝突事件撮影ビデオを流出(H22)

・新型肺炎SARSの世界的流行(H15) ・食品偽装問題(H19) ・小惑星探査機「はやぶさ」地球に帰還(H22)
・ｽﾍﾟｰｽｼｬﾄﾙｺﾛﾝﾋﾞｱ号墜落事故(H15) ・中国食品等の安全性問題(H19) ・東日本大震災、福島原発事故発生(H23)

・スマトラ島沖地震(H16) ・秋葉原無差別殺傷事件(H20) ・サッカー女子Ｗ杯なでしこジャパン世界一(H23)
・新潟県中越地震(H16) ・オバマ氏が史上初の黒人系大統領に就任(H20)

として利用されたい。

-4.1% -2.4% 3.1%2.1% 2.0% 2.3% 2.3% 1.8%
-3.7% 1.1%0.8% 1.0% 0.9% 1.5% 0.9% -4.6%

8.8% -1.7% -2.9% -1.7%0.1% -0.6% 0.3%
8.2% -2.1% -3.2% -2.1%-0.7% -1.7% -0.9%

鳩山

由紀夫

　　　小泉純一郎

　(H13.4.26～18.9.26)
安倍晋三 福田康夫

麻生太郎
(H20.9.24

～

21.9.16)

　　　　　　　　　(H18.9.26～19.9.26)
　　　　　　　　　　　　  (H19.9.26～20.9.24)

国土形成計画
平成20年7月
目標年次：平成20年から概ね10ヶ年間
　　　　　　 　　(H21.9.16～22.6.8)

地域別計画(6地域･36頁)[特性と課題､概況､め

ざす姿､取組の展開方向と重点施策]

三村申吾(H15.6.29～)

①人財:青森の豊かさを知り､夢をもって

　未来を拓く社会

②産業･雇用:いきいきと働ける豊かな

　社会

③健康:健やかで安心して暮らせる社会

④環境:環境と共生する循環型社会

⑤安全･安心:安全･安心で快適な社会

①産業･雇用分野（仕事づくりと所得の向上）

②安全･安心､健康分野（命と暮らしを守る）

③環境分野（低炭素･循環型社会の形成）

④教育､人づくり分野（生活創造社会の礎）

･経済のグローバル化

･少子･高齢化の進行

･地方分権の進展

･環境への意識の高まり

･情報ネットワーク社会の進展

･人口減少幅の拡大や高齢化･少子化の進行

･浮揚感を欠く経済や厳しい雇用情勢

･人口減少傾向下でのグローバル展開の必要性

･「食」に対する県民･国民の関心の高まり

･地球環境問題のクローズアップ

･平成22年度中の東北新幹線全線開業

･暮らしやすさのトップランナーを

 めざして

･「生業（なりわい）」に裏打ちされた豊かな

「生活」が実現している社会

平成20年12月
生活創造推進プラン
平成16年12月

青森県基本計画未来への挑戦

平成16～20年度 平成21～25年度

悠々･安心･快適

ふれる社会」の実

」の実現

能性を創造する

22 23 24 252115 16 17 18 19 20

菅直人
(H22.6.8

～

23.9.2)

野田佳彦

(H23.9.2～)
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H1

名 称
策 定 時 期
計 画 期 間

基 本 的 目 標 等

背 景

施策の推進方向・

めざすべき社会像

地 域 別 計 画 等

知 事

名 称
策 定 時 期
目 標 年 次
基 本 的 目 標

内 閣 総 理 大 臣

羽

田

孜

名 目 経 済 成 長 率 -2.0%

実 質 経 済 成 長 率 -0.3%
)活生 9H(遷変の活生民県た経を年余05後戦・)済経 2H(てけ向に済経型和調立自・

け向に出創の用雇とりくづ業産の紀世12・)活生 3H(境環活生適快と活生民県・ て
・産業の質的向上のために(H4 経済) ・少子社会の中での県民生活(H11 

・県民の生活満足度と今後の対応(H5 生活) ・本県経済と情報通信技
・新しい経済フロンティアの構築に向けて(H6 経済) ・21世紀を

・消費生活を巡る情勢と消費生活向上に向けての対応(H7 生活) ・高齢
・本県経済成長の道のりと未来(H8 経済)

名 目 経 済 成 長 率
実 質 経 済 成 長 率

・平成経済の門出と日本経済の新しい潮流(H1) ・日本経済のダイナミズムの復活をめざして(H7)
・持続的拡大への道(H2) ・改革が展望を切り開く(H8) ・改革

・長期拡大の条件と国際社会における役割(H3) ・改革へ本格起動する日本経済(H9)
・調整をこえて新たな展開をめざす日本経済(H4) ・創造的発展への基礎固め(H10)

・バブルの教訓と新たな発展への課題(H5) ・経済再生への挑戦(H11)
・厳しい調整を越えて新たなフロンティアへ(H6)

好況
 バブル景気 第一次平成不況   カンフル景気  第二次平成不況   IT景気 第三次平成不況

)況不レフデ()況不総島列本日()況不合複(
不況

)8H(活復多武佞立原川所五・)1H(通全線戸八道車動自北東・
・県産米「つがるおとめ」デビュー(H1) ・八戸港が国の輸入促進地域に指定(H8)

)9H(定指跡史国の跡遺山丸内三・)2H(認承想構トーゾリ木岩軽津・
)9H(ーュビデ」ンマロるがつ「米産県・)2H(港開面全港空森青・

)01H(工着間森青新-戸八線幹新北東・)3H(工着間森青-岡盛線幹新北東・
・台風19号でりんご34万ﾄﾝ落果､被害額1,129億円余(H3) ・弘南鉄道黒石線廃止(H10)

)11H(工着発原通東・)4H(始開業操格本の場工縮濃ンラウ所ヶ六・
・仏沼湿原のオオセッカ国内希少野生動植物種に指定(H4) ・県立保健大学開学(H11)

跡史別特跡遺山丸内三・)5H(録登産遺界世地山神白・
・全国最低の作況指数28で大正2年以来の大凶作(H5) ・六ヶ所村再処理工場へ

畑大通交北下・)6H(土出が等柱木らか跡遺山丸内三・
例特が市戸八・)6H(生発震地沖かるは陸三・
北東・)7H(航就便クスフロバハ、便ルウソ・
い青・)7H(工着化ルフ間戸八-岡盛線幹新北東・

・ベルリンの壁崩壊(H1) ・皇太子･雅子さま御結婚(H5) ・ダイアナ元妃､パリで交通事故死(H9) ・9.11アメ
の初内国・)01H(輪五季冬野長・)5H(震地沖西南道海北・)1H(トータス税費消・

・礼宮さま･紀子さま御結婚(H2) ・中華航空機着陸失敗､264人死亡(H6) ・和歌山カレー毒物混入事件(H10)
)11H(題問年0002暦西・)6H(港開港空際国西関・)2H(一統がツイド西東・

術手植移るよに定判死脳の初・)7H(災震大路淡･神阪・)3H(争戦岸湾・
)11H(施実)7H(件事ンリサ鉄下地・)3H(流砕火で岳賢普仙雲・

・バルセロナ五輪で日本メダル ・O-157による集団食中毒(H8) ・三宅島雄山噴火(H12)
)21H(輪五ーニドシ・)8H(件事質人邸公使大本日ールペ・)4H(個22　

-0.8%

年 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

青

森

県

第５次長期総合計画

①新時代を担う人づくりと個性豊かな学術･文化の創造

②豊かな地域社会を築く産業の振興

③快適でぬくもりのある新しい調和型社会の創出

④高度ネットワーク型社会の創出

⑤美しい県土の保全と豊かな資源の活用

･人口の急速な高齢化

･所得水準の伸び悩み

･県民意識の多様化

･高速交通時代の到来･情報化、国際化の進展

･従来の開発主導型による発展の限界

･自然との共存や心の豊かさを求める新たな動き

･「地方分権」「新地方時代」の始まり

･県民の意欲と能力が問われる時代

①誰もがゆとりを持って､安心し､快適に暮らせる「

　社会」の実現

②自立性と自主性を育む､可能性に富んだ「未来力あ

　現

③新たな生活空間を提案する「彩りある美しい社会

④多様な交流ネットワークの形成を通じて､新たな可

　「出逢い創造社会」の実現

平成9年2月
平成9～18年度

新青森県長期総合プラン
昭和61年12月
昭和61～平成12年度

－活復性間人－　スンサネルーュニ･設建の会社域地るあの力活いよみ住でか豊･

地域別構想(4地域･12頁)[地域別の発展方向と主要施策]
県土のグランドデザイン(3圏域･40頁)

[各圏域の整備方向]

)61.5.51～52.2.7H(男守村木)52.2.7H～62.2.45S(正村北

国

ンイザデドンラグの土国の紀世１２画計発開合総国全次四第
昭和62年6月 平成10年3月
目標年次：概ね2000年　　　　　　　　　 (H5.8.9～H6.4.28) 目標年次：2010年から2015年
＜多極分散型国土の構築＞　　　　　　　　　 (H6.4.28～6.6.30) ＜多軸型国土構造形成の基礎づくり＞

海部俊樹

(H1.8.10～3.11.5)

宮澤喜一

(H3.11.5～

5.8.9)

細

川

護

煕

村山富市

(H6.6.30～

8.1.11)

橋本龍太郎

(H8.1.11～10.7.30)

小渕恵三

(H10.7.30～

12.4.5)

森喜朗
(H12.4.5

～

13.4.26)

　

4.5% 4.0% 0.5% 4.7% 2.4% 2.1% -1.9% -0.5% 0.0% 1.3% -2.5%
2.9% 2.2% 2.2%県

の

経

済

動

向

等

5.9%
-0.3% 4.4% 3.0% 2.6% -2.9% 0.6% 1.1% 2.1% -0.7%

社 会 経 済 白 書

(経済白書､県民生

活白書 )のテーマ

国

の

経

済

動

向

等

8.0% 6.0% 2.4% 0.6% 1.0% 1.9% 2.3% 0.9% -2.0% -0.8% 0.9% -2.1%
5.6% 3.3% 0.8% 0.2% 0.9% 2.5% 2.9% 0.0% -1.5% 0.7% 2.6% -0.8% 1.1%

経 済 財 政 白 書

(H12までは経済白

書 ) の テ ー マ

・改革なくして

・新しい世の中が始まる(H12)

日 本 の 景 気 循 環

( 通 称 ・ 俗 称 )

※　県の実質経済成長率については、基準年時や推計方法の見直しにより、必ずしも接続しない。よって、正式なデータとしてではなく、参考値

青 森 県 に 関 す る

主 な 出 来 事

国 内 ･ 世 界 の

主 な 出 来 事
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・人口減少社会への対応(H15 社会経済) ・世界経済危機からのゆるやかな回復と本県経済(H22 社会経済）
(H10 経済) ・ﾃﾞﾌﾚ下における県民生活と本県経済の活性化に向けて(H16 社会経済) ・東日本大震災と本県経済 -低炭素・循環型社会の形成
生活) ・高速交通体系の整備と本県経済､県民生活の変化(H17 社会経済) に向けて-(H23 社会経済)
術(IT)について(H12 経済) ・持続的･自立可能な地域経済の実現を目指して(H18 社会経済)
迎えた県民生活の今日的課題(H13 生活) ・人口減少社会における地域の活性化に向けて～多様なﾈｯﾄﾜｰｸとﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟの構築～(H19 社会経済)
者の就業環境づくりに向けて(H14 社会経済) ・平成14年2月～平成19年10月の景気回復期における本県経済の動向(H20 社会経済)

・世界的な経済危機と本県経済(H21 社会経済)

成長なし(H13) ・生産性上昇に向けた挑戦(H19)
なくして成長なしⅡ(H14) ・リスクに立ち向かう日本経済(H20)

・改革なくして成長なしⅢ(H15) ・危機の克服と持続的回復への展望(H21)
・改革なくして成長なしⅣ(H16) ・需要の創造による成長力の強化(H22)

・改革なくして成長なしⅤ(H17) ・日本経済の本質的な力を高める(H23)
・成長条件が復元し､新たな成長を目指す日本経済(H18)

いざなみ景気
 世界同時不況

・第5回アジア冬季競技大会開催(H15) ・記録的猛暑による陸奥湾養殖ホタテへい死被害(H22)
・青森自動車道青森IC-青森東IC間開通(H15) ・東北新幹線全線開業(H22)

・五戸町と倉石村が合併(H16) ・M9.0の巨大地震を記録した東日本大震災で大津波が発生、
・県、六ヶ所村、日本原燃がウラン試験安全協定調印(H16) 　県南を中心に漁港･住宅等に被害(H23)

・八甲田トンネル貫通(H17) ・弘前城築城400年祭(H23)
・東通原発運転開始(H17) ・ＪＲグループ｢青森デスティネーションキャンペーン｣(H23)

・県立美術館開館(H18)
・平成の大合併で40市町村に｡青森市が中核市に移行(H18)

指定(H12) ・青森空港CATⅢ化(H19)
の使用済核燃料本格搬入(H12) ・八甲田で雪崩、死者2名重軽傷8名(H19)
線廃止(H13) ・G8エネルギー担当大臣会合開催(H20)
市に移行(H13) ・本県人口140万人割れ(H20)
新幹線八戸駅開業(H14) ・太宰治生誕100年(H21)
森鉄道開業(H14) ・東北新幹線東京-新青森間がレール1本で繋がる(H21)

・新型インフルエンザ流行で学校等閉鎖措置が増加(H21)
リカ同時多発テロ(H13) ・耐震偽装問題(H17) ・キングオブポップス マイケル･ジャクソン死去(H21)
狂牛病確認(H13) ・ＪＲ福知山線脱線事故(H17) ・衆院選で民主党が大勝、政権交代(H21)
・日朝首脳会談(H14) ・ライブドア捜査､堀江社長逮捕(H18) ・尖閣諸島沖で海保巡視船に中国漁船衝突、海上保安官がネットカフェ
・サッカーＷ杯日韓共催(H14) ・ＷＢＣで王ジャパン世界一(H18) 　から衝突事件撮影ビデオを流出(H22)

・新型肺炎SARSの世界的流行(H15) ・食品偽装問題(H19) ・小惑星探査機「はやぶさ」地球に帰還(H22)
・ｽﾍﾟｰｽｼｬﾄﾙｺﾛﾝﾋﾞｱ号墜落事故(H15) ・中国食品等の安全性問題(H19) ・東日本大震災、福島原発事故発生(H23)

・スマトラ島沖地震(H16) ・秋葉原無差別殺傷事件(H20) ・サッカー女子Ｗ杯なでしこジャパン世界一(H23)
・新潟県中越地震(H16) ・オバマ氏が史上初の黒人系大統領に就任(H20)

として利用されたい。

-4.1% -2.4% 3.1%2.1% 2.0% 2.3% 2.3% 1.8%
-3.7% 1.1%0.8% 1.0% 0.9% 1.5% 0.9% -4.6%

8.8% -1.7% -2.9% -1.7%0.1% -0.6% 0.3%
8.2% -2.1% -3.2% -2.1%-0.7% -1.7% -0.9%

鳩山

由紀夫

　　　小泉純一郎

　(H13.4.26～18.9.26)
安倍晋三 福田康夫

麻生太郎
(H20.9.24

～

21.9.16)

　　　　　　　　　(H18.9.26～19.9.26)
　　　　　　　　　　　　  (H19.9.26～20.9.24)

国土形成計画
平成20年7月
目標年次：平成20年から概ね10ヶ年間
　　　　　　 　　(H21.9.16～22.6.8)

地域別計画(6地域･36頁)[特性と課題､概況､め

ざす姿､取組の展開方向と重点施策]

三村申吾(H15.6.29～)

①人財:青森の豊かさを知り､夢をもって

　未来を拓く社会

②産業･雇用:いきいきと働ける豊かな

　社会

③健康:健やかで安心して暮らせる社会

④環境:環境と共生する循環型社会

⑤安全･安心:安全･安心で快適な社会

①産業･雇用分野（仕事づくりと所得の向上）

②安全･安心､健康分野（命と暮らしを守る）

③環境分野（低炭素･循環型社会の形成）

④教育､人づくり分野（生活創造社会の礎）

･経済のグローバル化

･少子･高齢化の進行

･地方分権の進展

･環境への意識の高まり

･情報ネットワーク社会の進展

･人口減少幅の拡大や高齢化･少子化の進行

･浮揚感を欠く経済や厳しい雇用情勢

･人口減少傾向下でのグローバル展開の必要性

･「食」に対する県民･国民の関心の高まり

･地球環境問題のクローズアップ

･平成22年度中の東北新幹線全線開業

･暮らしやすさのトップランナーを

 めざして

･「生業（なりわい）」に裏打ちされた豊かな

「生活」が実現している社会

平成20年12月
生活創造推進プラン
平成16年12月

青森県基本計画未来への挑戦

平成16～20年度 平成21～25年度

悠々･安心･快適

ふれる社会」の実

」の実現

能性を創造する

22 23 24 252115 16 17 18 19 20

菅直人
(H22.6.8

～

23.9.2)

野田佳彦

(H23.9.2～)
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※出典資料 

（果 樹）りんご：県りんご果樹課「りんご県外出荷実績」、 

特産果樹：県りんご果樹課「特産果樹産地市場調査」、 

農林水産省「特産果樹生産動態等調査」、 

カシス：青森カシスの会「集荷実績」 

（野 菜）表中のながいも～いちご：ＪＡ全農あおもり「出荷実績」、

アピオス：ＪＡゆうき青森「出荷実績」、 

マコモタケ：ＪＡ津軽みらい「出荷実績」、 

清水森ナンバ：在来津軽清水森ナンバブランド確立研究会 

「出荷実績」 

（水産物）海面魚種：県水産振興課「青森県海面漁業調査」、 

内水面魚種：県産技センター内水面研究所調べ 

地域資源カレンダーⅡ
 

本県には、基本計画で比較優位資源として位置付ける食、エネルギーをはじめ、伝統工芸、自然、歴史、文

化など、全国に誇れる多種・多様な地域資源が存在している。 

こうした地域資源を再評価し、付加価値を高めることは、外貨獲得と域内循環を強化していくうえで極めて

重要であるだけでなく、地域の魅力の再発見や住民の生きがいの創造に繋がり、地域コミュニティの活性化に

も寄与するものと考えられる。 

そこで、地域資源の一層の活用が期待されるところであるが、それに向けた第一歩として、自分たちの住む

地域に「いつ、何があるのか」を把握し、地域ぐるみの取組に発展させていくことが必要であることから、沢

山の地域資源の中から「食材」と「催事」を取り上げ、カレンダー形式で情報を整理した。 

１ 食材カレンダー 

本県の主要な食材について、出荷量の多い月と

少ない月を把握できるよう、年間出荷量に占める

当月のシェアを「3％未満」、「3％～5％」、「5％～

10％」、「10％以上」の 4 段階に色分けし、最も出

荷量が多い月に「◎」、２番目に多い月に「○」を

付した。 

 また、データの出典については右記のとおりで

あり、原則として平成 20 年から平成 22 年の 3 ヶ

年平均値を使用した。 

 なお、掲載品目については、月別出荷量のデー

タを入手できたものに限られるほか、年間を通じ

て出荷量の変動がほとんどない畜産物及び栽培き

のこ類などは掲載しなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 果 樹 

3%未満 3%～5% 5%～10% 10%以上
 

種 類 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 主産地

つがる（りんご） ◎ ○ 弘前市、青森市、平川市

早生ふじ（りんご） ◎ ○ 弘前市、平川市、黒石市

紅玉（りんご） ○ ◎ 弘前市、五戸町、南部町

陸  奥（りんご） ○ ◎ 弘前市、平川市、大鰐町

ジョナゴールド（りんご） ○ ◎ 弘前市、青森市、板柳町

王  林（りんご） ◎ ○ 弘前市、青森市、平川市

ふ  じ（りんご） ○ ◎ 弘前市、平川市、青森市

キャンベル・アーリー（ぶどう） ◎ ○ 南部町、三戸町、弘前市

スチューベン（ぶどう） ◎ ○ 鶴田町、弘前市、平川市

日本なし ◎ ○ 南部町、三戸町、平川市

ラ．フランス（西洋なし） ◎ ○ 弘前市、黒石市、平川市

ゼネラル・レクラーク（西洋なし） ○ ◎ 南部町

おうとう ○ ◎ 南部町、八戸市、五戸町

うめ ◎ ○ 南部町、八戸市、五戸町

あんず ◎ ○ 南部町、弘前市、八戸市

すもも ◎ ○ 南部町、三戸町、八戸市

も　も ◎ ○ 弘前市、平川市、八戸市

カシス ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ 青森市  
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りんごと 

岩 木 山 

横浜町の菜の花畑 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 野 菜 

3%未満 3%～5% 5%～10% 10%以上

種 類 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 主産地

ながいも ◎ ○ 東北町、五戸町、三沢市

にんにく ○ ◎ 十和田市、七戸町、東北町

にんじん ◎ ○ おいらせ町、三沢市、東北町

だいこん ○ ◎ 東北町、おいらせ町、六ヶ所村

ばれいしょ ◎ ○ 横浜町、三沢市、東北町

ごぼう ○ ◎ 三沢市、東北町、六戸町

こかぶ ◎ ○ 野辺地町、東北町

トマト ◎ ○ 五所川原市、つがる市、三戸町

ミニトマト ○ ◎ 黒石市、つがる市、弘前市

きゅうり ◎ ○ 五戸町、十和田市、弘前市

かぼちゃ ◎ ○ つがる市、八戸市、五所川原市

ピーマン ◎ ○ 八戸市、青森市、十和田市

スイートコーン ◎ ○ 弘前市、青森市

さやえんどう ○ ◎ 南部町、平川市、五所川原市

さやいんげん ○ ◎ 南部町、青森市、十和田市

えだまめ ◎ ○ 田子町、弘前市、南部町

そらまめ ○ ◎ 十和田市、八戸市

キャベツ ◎ ○ おいらせ町、三沢市、平川市

はくさい ◎ ○ おいらせ町、三沢市、弘前市

レタス ◎ ○ 平川市、おいらせ町、弘前市

ほうれんそう ○ ◎ 青森市、弘前市、東北町

ブロッコリー ◎ ○ つがる市、おいらせ町、南部町

アスパラガス ◎ ○ 鰺ヶ沢町、藤崎町、つがる市

ねぎ ○ ◎ 十和田市、つがる市、八戸市

やまうど ○ ◎ 八戸市、十和田市

しゅんぎく ○ ◎ 十和田市

すいか ○ ◎ つがる市、鰺ヶ沢町

メロン ○ ◎ つがる市

いちご ◎ ○ 八戸市、田舎館村、おいらせ町

アピオス ○ ◎ 七戸町、五戸町

マコモタケ ◎ ○ 板柳町

清水森ナンバ ◎ ○ 弘前市
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※出典資料 

（果 樹）りんご：県りんご果樹課「りんご県外出荷実績」、 

特産果樹：県りんご果樹課「特産果樹産地市場調査」、 

農林水産省「特産果樹生産動態等調査」、 

カシス：青森カシスの会「集荷実績」 

（野 菜）表中のながいも～いちご：ＪＡ全農あおもり「出荷実績」、

アピオス：ＪＡゆうき青森「出荷実績」、 

マコモタケ：ＪＡ津軽みらい「出荷実績」、 

清水森ナンバ：在来津軽清水森ナンバブランド確立研究会 

「出荷実績」 

（水産物）海面魚種：県水産振興課「青森県海面漁業調査」、 

内水面魚種：県産技センター内水面研究所調べ 

地域資源カレンダーⅡ
 

本県には、基本計画で比較優位資源として位置付ける食、エネルギーをはじめ、伝統工芸、自然、歴史、文

化など、全国に誇れる多種・多様な地域資源が存在している。 

こうした地域資源を再評価し、付加価値を高めることは、外貨獲得と域内循環を強化していくうえで極めて

重要であるだけでなく、地域の魅力の再発見や住民の生きがいの創造に繋がり、地域コミュニティの活性化に

も寄与するものと考えられる。 

そこで、地域資源の一層の活用が期待されるところであるが、それに向けた第一歩として、自分たちの住む

地域に「いつ、何があるのか」を把握し、地域ぐるみの取組に発展させていくことが必要であることから、沢

山の地域資源の中から「食材」と「催事」を取り上げ、カレンダー形式で情報を整理した。 

１ 食材カレンダー 

本県の主要な食材について、出荷量の多い月と

少ない月を把握できるよう、年間出荷量に占める

当月のシェアを「3％未満」、「3％～5％」、「5％～

10％」、「10％以上」の 4 段階に色分けし、最も出

荷量が多い月に「◎」、２番目に多い月に「○」を

付した。 

 また、データの出典については右記のとおりで

あり、原則として平成 20 年から平成 22 年の 3 ヶ

年平均値を使用した。 

 なお、掲載品目については、月別出荷量のデー

タを入手できたものに限られるほか、年間を通じ

て出荷量の変動がほとんどない畜産物及び栽培き

のこ類などは掲載しなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 果 樹 

3%未満 3%～5% 5%～10% 10%以上
 

種 類 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 主産地

つがる（りんご） ◎ ○ 弘前市、青森市、平川市

早生ふじ（りんご） ◎ ○ 弘前市、平川市、黒石市

紅玉（りんご） ○ ◎ 弘前市、五戸町、南部町

陸  奥（りんご） ○ ◎ 弘前市、平川市、大鰐町

ジョナゴールド（りんご） ○ ◎ 弘前市、青森市、板柳町

王  林（りんご） ◎ ○ 弘前市、青森市、平川市

ふ  じ（りんご） ○ ◎ 弘前市、平川市、青森市

キャンベル・アーリー（ぶどう） ◎ ○ 南部町、三戸町、弘前市

スチューベン（ぶどう） ◎ ○ 鶴田町、弘前市、平川市

日本なし ◎ ○ 南部町、三戸町、平川市

ラ．フランス（西洋なし） ◎ ○ 弘前市、黒石市、平川市

ゼネラル・レクラーク（西洋なし） ○ ◎ 南部町

おうとう ○ ◎ 南部町、八戸市、五戸町

うめ ◎ ○ 南部町、八戸市、五戸町

あんず ◎ ○ 南部町、弘前市、八戸市

すもも ◎ ○ 南部町、三戸町、八戸市

も　も ◎ ○ 弘前市、平川市、八戸市

カシス ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ 青森市  
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りんごと 

岩 木 山 

横浜町の菜の花畑 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 野 菜 

3%未満 3%～5% 5%～10% 10%以上

種 類 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 主産地

ながいも ◎ ○ 東北町、五戸町、三沢市

にんにく ○ ◎ 十和田市、七戸町、東北町

にんじん ◎ ○ おいらせ町、三沢市、東北町

だいこん ○ ◎ 東北町、おいらせ町、六ヶ所村

ばれいしょ ◎ ○ 横浜町、三沢市、東北町

ごぼう ○ ◎ 三沢市、東北町、六戸町

こかぶ ◎ ○ 野辺地町、東北町

トマト ◎ ○ 五所川原市、つがる市、三戸町

ミニトマト ○ ◎ 黒石市、つがる市、弘前市

きゅうり ◎ ○ 五戸町、十和田市、弘前市

かぼちゃ ◎ ○ つがる市、八戸市、五所川原市

ピーマン ◎ ○ 八戸市、青森市、十和田市

スイートコーン ◎ ○ 弘前市、青森市

さやえんどう ○ ◎ 南部町、平川市、五所川原市

さやいんげん ○ ◎ 南部町、青森市、十和田市

えだまめ ◎ ○ 田子町、弘前市、南部町

そらまめ ○ ◎ 十和田市、八戸市

キャベツ ◎ ○ おいらせ町、三沢市、平川市

はくさい ◎ ○ おいらせ町、三沢市、弘前市

レタス ◎ ○ 平川市、おいらせ町、弘前市

ほうれんそう ○ ◎ 青森市、弘前市、東北町

ブロッコリー ◎ ○ つがる市、おいらせ町、南部町

アスパラガス ◎ ○ 鰺ヶ沢町、藤崎町、つがる市

ねぎ ○ ◎ 十和田市、つがる市、八戸市

やまうど ○ ◎ 八戸市、十和田市

しゅんぎく ○ ◎ 十和田市

すいか ○ ◎ つがる市、鰺ヶ沢町

メロン ○ ◎ つがる市

いちご ◎ ○ 八戸市、田舎館村、おいらせ町

アピオス ○ ◎ 七戸町、五戸町

マコモタケ ◎ ○ 板柳町

清水森ナンバ ◎ ○ 弘前市
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(3) 水産物 

3%未満 3%～5% 5%～10% 10%以上
 

種 類 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 主産地

まいわし ○ ◎ 八戸市、外ヶ浜町、青森市

かたくちいわし ◎ ○ 八戸市、外ヶ浜町、むつ市

まぐろ ◎ ○ 深浦町、大間町、中泊町

さば ◎ ○ 八戸市

ぶり ◎ ○ 八戸市、深浦町

たら ○ ◎ 八戸市

すけとうたら ○ ◎ 八戸市

さめ ◎ ○ 大間町、八戸市、外ヶ浜町

たい ○ ◎ 深浦町、外ヶ浜町、中泊町

まがれい ○ ◎ 外ヶ浜町、深浦町、鰺ヶ沢町

いしがれい ○ ◎ むつ市、横浜町、深浦町

ばばがれい ○ ◎ 八戸市、東通村、深浦町

まこがれい ◎ ○ 八戸市、三沢市、外ヶ浜町

むしがれい ◎ ○ 八戸市、深浦町、東通村

ひらめ ◎ ○ 八戸市、東通村、むつ市

ほっけ ○ ◎ 深浦町、鰺ヶ沢町、八戸市

あじ ○ ◎ 外ヶ浜町、深浦町、むつ市

さけ ○ ◎ 八戸市、東通村、三沢市

さくらます ◎ ○ 東通村、むつ市、深浦町

こうなご #N/A #N/A #N/A ○ ◎ #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A 東通村、佐井村、六ヶ所村

あいなめ ◎ ○ 八戸市、東通村、むつ市

そい ◎ ○ 深浦町、東通村、むつ市

うすめばる ◎ ○ 中泊町、東通村、深浦町

めぬけ ○ ◎ 八戸市

きちじ ◎ ○ 八戸市

あんこう ○ ◎ 八戸市、風間浦村、むつ市

さわら ◎ ○ 東通村、深浦町、六ヶ所村

はたはた ○ ◎ 鰺ヶ沢町、深浦町

ほたてがい ○ ◎ 平内町、青森市、外ヶ浜町

ほっきがい ○ ◎ 三沢市、八戸市、おいらせ町

さざえ ◎ ○ 深浦町、中泊町、鰺ヶ沢町

あかがい ◎ ○ むつ市

あわび ◎ ○ 東通村、階上町、深浦町

するめいか ◎ ◎ 八戸市

やりいか ◎ ○ 深浦町、八戸市、鰺ヶ沢町

あかいか ○ ◎ 八戸市

たこ ◎ ○ 八戸市、東通村、大間町

かに ◎ ○ 深浦町、八戸市、三沢市

うに ○ ◎ 大間町、東通村、八戸市

なまこ ○ ◎ 平内町、むつ市、横浜町

ほや ○ ◎ 青森市

こんぶ ○ ◎ 東通村、大間町

シジミ ◎ ○ 十三湖、小川原湖

シラウオ ○ ◎ 小川原湖

ヒメマス ○ ◎ 十和田湖

ワカサギ ○ ◎ 小川原湖
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２ 催事カレンダー 

 

本県の主要な祭、伝統芸能、イベント等につい

て、開催時期と概要を掲載したほか、内容から、「観

る」、「知る」、「食べる」、「体験する」の 4 つの分

野を、一目で分かるように整理した。 

なお、データについては、県、各市町村のホー

ムページや観光案内等から入手した。 

また、催事の内容が確認できなかったものや、

開催の期間が通年のものなどは対象から外した。 

 

 

 

表中項目[名称]の分類： 

緑色：イベント 

青色：祭事、神事、地域芸能、伝統芸能等 

 

表中項目[内容]の分類方法： 

・：観て楽しい 

・：知って楽しい 

・：食べて楽しい 

・：体験して楽しい 

 

(1) 東青地域 
月 時期 名称 市町村 概要

1日 善知鳥神社元旦祭 (青森市) 元旦の午前0時に浄世太鼓が鳴り響く。 ・

アスパムお正月イベント (青森市) 「もちつき大会」「昔の遊びコーナー」等家族で楽しめる催し実施。 ・ ・ ・

新春梵珠山登山 (青森市) 一年の計は梵珠山にあり！が合い言葉の恒例登山イベント。 ・ ・

あおもり雪灯まつり (青森市) 街を温かく灯す雪灯りと青森の食を楽しむ「雪見屋台」がお出迎え。 ・ ・

細野相沢冬物語 (青森市) おばあちゃんの手作りスローフードを堪能。冬の花火、温泉もある。 ・

青森冬まつり (青森市) 雪の大型すべり台、親子で参加できるレクリエーションがいっぱい。 ・ ・

やぶこぎ大会＆雪女コンテスト (青森市) 雪女コンテスト、やぶこぎ、雪上綱引き、凧上げや「中世なべ」も。 ・ ・

あぴねす冬まつり (青森市) 雪だるまつくり、かまくら体験、宝探しなど冬のイベントを開催。 ・ ・

三内丸山縄文冬祭り (青森市) クイズラリー、縄文体験、雪像作り等冬ならではのイベントを開催。 ・

上旬 モヤヒルズ ウィンターフェスティバル (青森市) 雪玉ストラックアウトや雪玉宝捜しゲーム等多数のイベントを開催。 ・

上旬～
下旬

 夜越山洋ランまつり (平内町) 洋ラン即売会や相談コーナーなど、他にもイベントを開催。 ・ ・

下旬 八甲田雪の回廊と温泉ウォーク (青森市) 雪の回廊を歩き、名湯につかりながら、春の訪れを感じるイベント。 ・ ・

上旬～
下旬

浅虫温泉　湯の島カタクリ鑑賞会 (青森市) 渡し船で島に渡り、カタクリの花を間近で鑑賞することができる。 ・

青森春まつり (青森市) 合浦公園の桜の下に出店が並ぶ。「春の緑と花の市」も同時開催。 ・ ・

浪岡さくらまつり (青森市) ソメイヨシノや花壇の花が咲き誇り、夜にはライトアップされた桜も。 ・ ・

蟹としろうお祭り (外ヶ浜町) 蟹田の春の味“トゲクリガニ”と“しろうお”を味わうことができる。 ・

 AOMORI春フェスティバル (青森市) ねぶた出陣、よさこいに加え、ベリーダンスが豪華に競演。 ・ ・

 津軽三味線日本一決定戦 (青森市) 唄づけ伴奏と曲弾き演奏の両部門を審査、日本一を決める大会。 ・ ・

 夜越山クロスカントリー大会 (平内町) 県内唯一のクロスカントリー大会。終了後にはホタテの抽選会も。 ・ ・

 椿とサボテンまつり (平内町) 乗馬体験やほたて釣り大会、抽選会など多彩なイベントを企画。 ・ ・

海峡いまべつ春まつり (今別町) 連休明けが桜の旬。多くの店が立ち並び、荒馬踊りも披露される。 ・ ・

中旬  浪岡りんご花まつり (青森市) りんごの花を観賞して人工授粉を体験。農産物販売や太鼓演奏も。 ・ ・

上旬 東八甲田つつじ祭 (青森市) 田代高原のレンゲツツジを満喫。多彩なイベントも。 ・ ・

中旬  うしろがた漁港まつり (青森市) 新鮮な水産物・手作り加工品直売、焼きほたて無料試食など実施。 ・

細越ホタルまつり (青森市) 全国でも珍しいゲンジボタル・ヘイケボタル両方を観察できる。 ・

ブルーロードウォーク夏泊 (平内町) 夜越山森林公園から夏泊半島までの約17kmをウォーキング。 ・

 Oh！だいば「うにの日」 (外ヶ浜町) 平館の採れたてウニ販売は早いもの勝ち。地域の特産品も販売。 ・ ・

安潟フェスティバル (青森市) 伝言花火が夜空を彩り、様々なフードコーナー&ビールも魅力的。 ・ ・

浅虫温泉ねぶた祭り (青森市) ねぶた発祥の地と言われる浅虫をねぶたが練り歩く。7･8月実施。 ・

外ヶ浜港まつり (外ヶ浜町) 上磯の旬の魚や加工品が勢ぞろい。風太鼓などの地元芸能も。 ・ ・

八甲田牧場まつり (青森市) 八甲田牛バーベキュー、放牧地見学、乳搾り体験など自然を満喫。 ・ ・

世界カシス早摘み選手権 (青森市) 日本一の生産量を誇るあおもりカシスの早摘み競争。 ・ ・

丑湯祭り (青森市) 悪い所を治すといわれる丑の御神体を乗せた御輿を子供達が引く。 ・ ・

1日  浅虫温泉花火大会 (青森市) 闇に浮かび上がる光の輪が海面に反射し、迫力と美しさもひとしお。 ・

2日～7日 青森ねぶた祭 (青森市) 国の重要無形民俗文化財である、青森の夏を代表する祭り。 ・ ・

7日  青森ねぶた海上運行、花火大会 (青森市) ねぶた大賞などのねぶたを台船に乗せ、港内を海上運行。 ・

4日～7日 いまべつ荒馬まつり (今別町) いまべつの夏は「荒馬」。男女ペアで囃子に合わせ乱舞する。 ・ ・

上旬 玉松海まつり (蓬田村) トマト早食い、○×ゲームなど、誰でも気軽に楽しめる夏まつり。 ・

浪岡北畠まつり (青森市) 組ねぶたと扇ねぷたや、中世の歴史にかかわる行列が練り歩く。 ・

雲谷かがり (青森市) 大文字焼き、盆踊り、打ち上げ花火などの風情豊かな行事を開催。 ・

2月

上旬

中旬

3月

上旬

4月
下旬～
5月上旬

1月

中旬

8月

5月

6月

上旬

中旬

下旬

7月

上旬

 

いまべつ荒馬まつり 

（今別町） 

浅虫温泉花火大会

（青森市） 

ねぶた祭（青森市）

・

・

・

・

内容

観
観食体
観体

観体
観体

観

観

観体

観体

観体

観体
観体

観体

観体
観体
観体

観体

体

体

体

観食

観食
観食

観食

観

観

観

観

観
観

観食

観食

観食

食

食

食

観知

観知

知食

観知

観
知
食
体

－ 156 － － 157 －
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(3) 水産物 

3%未満 3%～5% 5%～10% 10%以上
 

種 類 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 主産地

まいわし ○ ◎ 八戸市、外ヶ浜町、青森市

かたくちいわし ◎ ○ 八戸市、外ヶ浜町、むつ市

まぐろ ◎ ○ 深浦町、大間町、中泊町

さば ◎ ○ 八戸市

ぶり ◎ ○ 八戸市、深浦町

たら ○ ◎ 八戸市

すけとうたら ○ ◎ 八戸市

さめ ◎ ○ 大間町、八戸市、外ヶ浜町

たい ○ ◎ 深浦町、外ヶ浜町、中泊町

まがれい ○ ◎ 外ヶ浜町、深浦町、鰺ヶ沢町

いしがれい ○ ◎ むつ市、横浜町、深浦町

ばばがれい ○ ◎ 八戸市、東通村、深浦町

まこがれい ◎ ○ 八戸市、三沢市、外ヶ浜町

むしがれい ◎ ○ 八戸市、深浦町、東通村

ひらめ ◎ ○ 八戸市、東通村、むつ市

ほっけ ○ ◎ 深浦町、鰺ヶ沢町、八戸市

あじ ○ ◎ 外ヶ浜町、深浦町、むつ市

さけ ○ ◎ 八戸市、東通村、三沢市

さくらます ◎ ○ 東通村、むつ市、深浦町

こうなご #N/A #N/A #N/A ○ ◎ #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A 東通村、佐井村、六ヶ所村

あいなめ ◎ ○ 八戸市、東通村、むつ市

そい ◎ ○ 深浦町、東通村、むつ市

うすめばる ◎ ○ 中泊町、東通村、深浦町

めぬけ ○ ◎ 八戸市

きちじ ◎ ○ 八戸市

あんこう ○ ◎ 八戸市、風間浦村、むつ市

さわら ◎ ○ 東通村、深浦町、六ヶ所村

はたはた ○ ◎ 鰺ヶ沢町、深浦町

ほたてがい ○ ◎ 平内町、青森市、外ヶ浜町

ほっきがい ○ ◎ 三沢市、八戸市、おいらせ町

さざえ ◎ ○ 深浦町、中泊町、鰺ヶ沢町

あかがい ◎ ○ むつ市

あわび ◎ ○ 東通村、階上町、深浦町

するめいか ◎ ◎ 八戸市

やりいか ◎ ○ 深浦町、八戸市、鰺ヶ沢町

あかいか ○ ◎ 八戸市

たこ ◎ ○ 八戸市、東通村、大間町

かに ◎ ○ 深浦町、八戸市、三沢市

うに ○ ◎ 大間町、東通村、八戸市

なまこ ○ ◎ 平内町、むつ市、横浜町

ほや ○ ◎ 青森市

こんぶ ○ ◎ 東通村、大間町

シジミ ◎ ○ 十三湖、小川原湖

シラウオ ○ ◎ 小川原湖

ヒメマス ○ ◎ 十和田湖

ワカサギ ○ ◎ 小川原湖
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２ 催事カレンダー 

 

本県の主要な祭、伝統芸能、イベント等につい

て、開催時期と概要を掲載したほか、内容から、「観

る」、「知る」、「食べる」、「体験する」の 4 つの分

野を、一目で分かるように整理した。 

なお、データについては、県、各市町村のホー

ムページや観光案内等から入手した。 

また、催事の内容が確認できなかったものや、

開催の期間が通年のものなどは対象から外した。 

 

 

 

表中項目[名称]の分類： 

緑色：イベント 

青色：祭事、神事、地域芸能、伝統芸能等 

 

表中項目[内容]の分類方法： 

・：観て楽しい 

・：知って楽しい 

・：食べて楽しい 

・：体験して楽しい 

 

(1) 東青地域 
月 時期 名称 市町村 概要

1日 善知鳥神社元旦祭 (青森市) 元旦の午前0時に浄世太鼓が鳴り響く。 ・

アスパムお正月イベント (青森市) 「もちつき大会」「昔の遊びコーナー」等家族で楽しめる催し実施。 ・ ・ ・

新春梵珠山登山 (青森市) 一年の計は梵珠山にあり！が合い言葉の恒例登山イベント。 ・ ・

あおもり雪灯まつり (青森市) 街を温かく灯す雪灯りと青森の食を楽しむ「雪見屋台」がお出迎え。 ・ ・

細野相沢冬物語 (青森市) おばあちゃんの手作りスローフードを堪能。冬の花火、温泉もある。 ・

青森冬まつり (青森市) 雪の大型すべり台、親子で参加できるレクリエーションがいっぱい。 ・ ・

やぶこぎ大会＆雪女コンテスト (青森市) 雪女コンテスト、やぶこぎ、雪上綱引き、凧上げや「中世なべ」も。 ・ ・

あぴねす冬まつり (青森市) 雪だるまつくり、かまくら体験、宝探しなど冬のイベントを開催。 ・ ・

三内丸山縄文冬祭り (青森市) クイズラリー、縄文体験、雪像作り等冬ならではのイベントを開催。 ・

上旬 モヤヒルズ ウィンターフェスティバル (青森市) 雪玉ストラックアウトや雪玉宝捜しゲーム等多数のイベントを開催。 ・

上旬～
下旬

 夜越山洋ランまつり (平内町) 洋ラン即売会や相談コーナーなど、他にもイベントを開催。 ・ ・

下旬 八甲田雪の回廊と温泉ウォーク (青森市) 雪の回廊を歩き、名湯につかりながら、春の訪れを感じるイベント。 ・ ・

上旬～
下旬

浅虫温泉　湯の島カタクリ鑑賞会 (青森市) 渡し船で島に渡り、カタクリの花を間近で鑑賞することができる。 ・

青森春まつり (青森市) 合浦公園の桜の下に出店が並ぶ。「春の緑と花の市」も同時開催。 ・ ・

浪岡さくらまつり (青森市) ソメイヨシノや花壇の花が咲き誇り、夜にはライトアップされた桜も。 ・ ・

蟹としろうお祭り (外ヶ浜町) 蟹田の春の味“トゲクリガニ”と“しろうお”を味わうことができる。 ・

 AOMORI春フェスティバル (青森市) ねぶた出陣、よさこいに加え、ベリーダンスが豪華に競演。 ・ ・

 津軽三味線日本一決定戦 (青森市) 唄づけ伴奏と曲弾き演奏の両部門を審査、日本一を決める大会。 ・ ・

 夜越山クロスカントリー大会 (平内町) 県内唯一のクロスカントリー大会。終了後にはホタテの抽選会も。 ・ ・

 椿とサボテンまつり (平内町) 乗馬体験やほたて釣り大会、抽選会など多彩なイベントを企画。 ・ ・

海峡いまべつ春まつり (今別町) 連休明けが桜の旬。多くの店が立ち並び、荒馬踊りも披露される。 ・ ・

中旬  浪岡りんご花まつり (青森市) りんごの花を観賞して人工授粉を体験。農産物販売や太鼓演奏も。 ・ ・

上旬 東八甲田つつじ祭 (青森市) 田代高原のレンゲツツジを満喫。多彩なイベントも。 ・ ・

中旬  うしろがた漁港まつり (青森市) 新鮮な水産物・手作り加工品直売、焼きほたて無料試食など実施。 ・

細越ホタルまつり (青森市) 全国でも珍しいゲンジボタル・ヘイケボタル両方を観察できる。 ・

ブルーロードウォーク夏泊 (平内町) 夜越山森林公園から夏泊半島までの約17kmをウォーキング。 ・

 Oh！だいば「うにの日」 (外ヶ浜町) 平館の採れたてウニ販売は早いもの勝ち。地域の特産品も販売。 ・ ・

安潟フェスティバル (青森市) 伝言花火が夜空を彩り、様々なフードコーナー&ビールも魅力的。 ・ ・

浅虫温泉ねぶた祭り (青森市) ねぶた発祥の地と言われる浅虫をねぶたが練り歩く。7･8月実施。 ・

外ヶ浜港まつり (外ヶ浜町) 上磯の旬の魚や加工品が勢ぞろい。風太鼓などの地元芸能も。 ・ ・

八甲田牧場まつり (青森市) 八甲田牛バーベキュー、放牧地見学、乳搾り体験など自然を満喫。 ・ ・

世界カシス早摘み選手権 (青森市) 日本一の生産量を誇るあおもりカシスの早摘み競争。 ・ ・

丑湯祭り (青森市) 悪い所を治すといわれる丑の御神体を乗せた御輿を子供達が引く。 ・ ・

1日  浅虫温泉花火大会 (青森市) 闇に浮かび上がる光の輪が海面に反射し、迫力と美しさもひとしお。 ・

2日～7日 青森ねぶた祭 (青森市) 国の重要無形民俗文化財である、青森の夏を代表する祭り。 ・ ・

7日  青森ねぶた海上運行、花火大会 (青森市) ねぶた大賞などのねぶたを台船に乗せ、港内を海上運行。 ・

4日～7日 いまべつ荒馬まつり (今別町) いまべつの夏は「荒馬」。男女ペアで囃子に合わせ乱舞する。 ・ ・

上旬 玉松海まつり (蓬田村) トマト早食い、○×ゲームなど、誰でも気軽に楽しめる夏まつり。 ・

浪岡北畠まつり (青森市) 組ねぶたと扇ねぷたや、中世の歴史にかかわる行列が練り歩く。 ・

雲谷かがり (青森市) 大文字焼き、盆踊り、打ち上げ花火などの風情豊かな行事を開催。 ・

2月

上旬

中旬

3月

上旬

4月
下旬～
5月上旬

1月

中旬

8月

5月

6月

上旬

中旬

下旬

7月

上旬

 

いまべつ荒馬まつり 

（今別町） 

浅虫温泉花火大会

（青森市） 

ねぶた祭（青森市）

・

・

・

・

内容
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観
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体

体
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月 時期 名称 市町村 概要

梵珠山　火の玉体験ツアー (青森市) お釈迦様の墓があると言われる梵珠山でのミステリーツアー。 ・

浅虫温泉ねぶた祭り (青森市) ねぶた発祥の地と言われる浅虫をねぶたが練り歩く。7･8月実施。 ・

ひらない夏まつり (平内町) 平内音頭流しおどりや、盆おどりなどの他、「ねぶた」の運行もある。 ・

夏の工芸学校 (蓬田村) 県内外の作家や雑貨店などによる販売会とワークショップを開催。 ・ ・

 みんまや義経まつり (外ヶ浜町) 龍飛・義経マラソンと合同で、義経行列、花火等様々な催しを実施。 ・

下旬 しんまちふれあい広場 (青森市) しんまち通りで食べて遊んで、道路が楽しい広場になる。 ・ ・

上旬～
下旬 かかしロード２８０ (青森市ほか) 国道280号バイパス沿いにさまざまなかかしが一斉に展示される。 ・

青森空港「空の日」記念イベント (青森市) 管制塔やコックピットなど、普段見ることのできない施設を公開。 ・

青森県民駅伝 (青森市) 県内全市町村参加による駅伝競走大会を開催。 ・

中旬  雲谷高原コスモスまつり (青森市) コスモスの巨大迷路等が設けられ、地場産品の出店なども実施。 ・ ・ ・

下旬 ほたての祭典 (平内町) ホタテ詰め込み、ホタテ釣り、ホタテ焼きなど、まさにホタテづくし。 ・ ・

おいしい秋の収穫祭　青い森のハロウィン (青森市) さまざまな仮装をした面々が秋の青森を彩る。うまいものパークも。 ・ ・

東青・下北来さまいフェスタ (青森市) 農林水産物販売、屋台村など東青・下北の魅力がいっぱい。 ・ ・

いまべつ秋まつり (今別町) 今別牛特売や海峡マグロ解体ショーなど、食欲の秋満喫イベント。 ・ ・

津軽海峡本マグロ祭り (外ヶ浜町) 津軽海峡本マグロの解体ショー、マグロ丼や特産品販売等を開催。 ・ ・

中旬 雲谷新そばまつり (青森市) そば打ちや石臼の体験のほか、そば関連商品を販売。 ・ ・ ・

11月 下旬 細野山の家まつり (青森市) 地区住民による作品の展示や演芸発表会、模擬店を開催。 ・

上旬 ぶらりあおもり冬めぐり (青森市) 中心商店街で地元の食材やこだわりの一品をワンコインで提供。 ・ ・

31日 八甲田丸カウントダウン (青森市) 汽笛の一斉吹鳴、ニューイヤー花火大会などの年越しイベント。 ・

8月

中旬

12月

上旬

10月

9月

上旬

 

 

(2) 中南地域 

月 時期 名称 市町村 概要

1月 上旬  常盤八幡宮年縄奉納行事 (藤崎町) 五穀豊穣や家内安全を祈願し、常盤八幡宮に年縄を奉納する。 ・ ・

弘前城雪燈籠まつり (弘前市) 約150基の雪燈籠、大雪像や大型滑り台など多数作成。 ・

黒石旧正マッコ市 (黒石市) 商品の割引とともに、ものすごいマッコ（お年玉）がもらえる。 ・

4万市民4万個の雪だるま (黒石市) 黒石のこみせ祭りに向け、市民総参加で雪だるまづくりに取り組む。 ・ ・

平賀はしご酒まつり (平川市) 祭り参加飲食店をはしごして、酒等を飲み干していくスタンプラリー。 ・ ・

 田舎館村弥生の里凧揚げ大会 (田舎館村) 参加者が自慢の凧を持ち寄り、見栄え・飛ばし方・鳴り等を競う。 ・ ・

旧暦
1月7日 猿賀神社七日堂大祭 (平川市) 柳の大枝をたたきつけて今年の豊凶や天候を占う神事などを行う。 ・ ・

冬のこみせ (黒石市) 日本の道百選「こみせ」で食べ歩きや展示を行う。 ・ ・

雪の大食卓会 (大鰐町) 大たき火を囲み、地元食材の山菜料理、津軽の地酒などを食す。 ・

下旬 乳穂ヶ滝氷祭 (西目屋村) 豊饒を祈願し氷柱の下で豊凶などの護摩祈祷を行う。 ・ ・

3月 上旬  岩木山スキーマラソン大会 (弘前市) スキーマラソン、リレーカーニバル等の競技種目を実施。 ・ ・

弘前さくらまつり (弘前市) 日本最古のソメイヨシノなど、約2,600本の桜が園内を埋め尽くす。 ・ ・

黒石さくらまつり (黒石市) イベント盛りだくさんで花見客で賑わい、夜はライトアップされる。 ・ ・

津軽くろいしカタクリの小径ツアー (黒石市) 春告げ花とも呼ばれるカタクリの群生地でツアーを行う。 ・ ・

おのえ花と植木祭り (平川市) 池の噴水の間をぬうようにボート遊びを楽しみながら観賞できる。 ・

下旬 志賀坊山野草まつり (平川市) 山開きを兼ねた郷土芸能披露、山野草の展示即売等も行われる。 ・

津軽三味線全国大会 (弘前市) 全世界の奏者が腕を競う、奏者の登竜門的大会。 ・ ・

 津軽五大民謡全国大会 (弘前市) 津軽じょんから節など、各部門で参加者が腕を競う。 ・ ・

岩木全国凧揚げ大会 (弘前市) 自慢の伝統凧や大凧が乱舞する、誰でも参加が可能な大会。 ・ ・

緑化まつり (黒石市) 植木や樹木を始め花など様々な植物を販売。出店も立ち並ぶ。 ・ ・

上旬～
中旬

 津軽路ロマン国際ツーデーマーチ (弘前市) 自分の体力にあったコースを選び、津軽を満喫できるウォーキングの祭典。 ・

中旬 りんご花まつり (弘前市) ミニSL運行や津軽三味線ライブ等の各種イベントで、公園を満喫。 ・ ・

中旬～
下旬 大鰐温泉つつじまつり (大鰐町) 約15,000本のつつじが咲き誇る中、芸能発表などが開催される。 ・

白岩まつり (平川市) 県無形民俗文化財の「尾崎獅子踊」の演舞が見れる。 ・ ・

田植え体験ツアー (田舎館村) 図柄通りに植えられ、見頃の時期には田に見事な絵が描かれる。 ・

上旬 万国ホラ吹き大会 (大鰐町) 大会は1人5分間の持ち時間の中でいかに大法螺を吹くかを競う。 ・ ・

中旬  古都ひろさき花火の集い (弘前市) 花火大会に、よさこいや津軽三味線ライブ等各種イベントもある。 ・

下旬 よさこい津軽 (弘前市) よさこいソーランをベースに、独自の曲で独自の踊りを披露する祭。 ・

上旬 横町夜店まつり (黒石市) 七夕の時期にたくさんの短冊や出店が立ち並ぶ。 ・ ・

 クラシックカークラブ青森ミーティング (黒石市) 旧車1975年以前の車が、全国から100台以上集合。 ・

星まつりｉｎそうま (弘前市) よさこいコンテスト、星の観察会等、様々なイベントが盛りだくさん。 ・ ・

2月

上旬

下旬

中旬

上旬

下旬～
5月上旬

4月

5月

中旬

7月

6月

 

義経行列（外ヶ浜町） 

凍った乳穂ヶ滝 

（西目屋村） 

弘前ねぷたまつり 

（弘前市） 

さくらまつり（弘前市） 

内容
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・
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・ ・
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・ ・

・

・

・
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・ ・

・ ・
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・ ・

・ ・

・ ・ ・

・

・ ・

・
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・ ・
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・ ・

・

・ ・

・

・ ・

・

・ ・

・

・

・ ・

・

・ ・  

・観
・観
・観

・観

・観
・観
・観

・ ・観体

・ ・観食

・ ・観食
・ ・観食
・ ・観食
・ ・観食

・ ・観食

・ ・ ・観食体

・観

・観

・ ・ ・観食体

・ ・食体

・観
・ ・観知

・ ・観知

・ ・観知

・ ・観食

・ ・観食
・ ・観食

・観

・観

・観
・観

・観

・ ・観食

・ ・観食

・食

・ ・食体
・ ・観体

・ ・観体

・ ・観体

・観
・観

・ ・観体

・ ・観体

・ ・観体

・ ・観体

・ ・観体

・体

・体

・ ・知体

・ ・観知

・ ・知体

- 159 - 

 
月 時期 名称 市町村 概要

温湯温泉丑湯まつり (黒石市) 悪い所を治すといわれる丑の御神体を乗せた御輿を子供達が引く。 ・ ・

百石町納涼祭り (弘前市) 沿道に各種出店が並び、大人も子供も楽しめるイベント。 ・

下旬～
8月上旬 黒石ねぷた祭り (黒石市) 市内や近隣町村から集まる、県内最大台数の合同運行。 ・ ・

中旬～
8月中旬

 大鰐温泉サマーフェスティバル (大鰐町) 納涼ふぇあ＆ビアガーデン、燈篭流し等多様なイベントを開催。 ・ ・

弘前ねぷたまつり (弘前市) 勇壮で色鮮やかな武者絵の扇ねぷた、組ねぷたが市内を練り歩く。 ・ ・

 北限に観る蓮の花まつり (平川市) 「北限の和蓮」と言われる蓮が約１ヶ月、淡いピンク色の花を咲かせる。 ・ ・

平川ねぷたまつり (平川市) 各々異なる囃子・踊りの演出があり、世界一の扇ねぷたも運行。 ・ ・

藤崎ねぷたまつり (藤崎町) 流し踊り先導でねぶたが出陣。地元グループのよさこいも実施。 ・ ・

ながしこ (藤崎町) 七夕行事で、人間が「生き人形」として乗った山車が町を練り歩く。 ・

大鰐温泉ねぷたまつり (大鰐町) 町内の約20台の扇ねぷたが中学校前から温泉街などを練り歩く。 ・ ・

黒石よされ (黒石市) 日本三大流し踊りとされ、廻り踊り・組踊り・流し踊りの３つで構成。 ・ ・

大川原の火流し (黒石市) 船子が舟の帆柱に火をつけ下流の大川原橋まで流し下す。 ・ ・

浅瀬石川灯ろう流し (黒石市) 先祖の霊を慰めながら家内安全や無病息災を祈る。 ・ ・

碇ヶ関御関所祭り (平川市) 武士、藩主などに扮する時代行列で、歴史上の有名な人物が登場。 ・ ・

ファッション甲子園 (弘前市) 全国の高校生を対象としたファッションデザインコンクール。 ・

津軽花火大会 (藤崎町) 幻想的な灯籠流しの後、約4千発もの花火が打ち上げられる。 ・

レッツウォークお山参詣 (弘前市) 五穀豊饒・家内安全を岩木山に祈願する伝統行事を気軽に体験できる。 ・ ・

黒石こみせまつり (黒石市) 津軽太鼓や津軽三味線の演奏、よさこい等イベントを多数開催。 ・ ・

暗門祭 (西目屋村) 丸太切り競技やよさこい、カラオケ大会など様々なイベントを開催。 ・ ・

猿賀神社十五夜大祭 (平川市) 津軽神楽奉奏、登山ばやし奉納等様々な祭事や神賑行事を実施。 ・ ・

津軽の食と産業まつり (弘前市) 様々な催し物が行われる他、津軽の地元食材が味わえる。 ・

全国伝統こけし工人フェスティバル (黒石市) 全国各系統の工人による実演、販売。 ・

中旬～
11月上旬

 中野もみじ山ライトアップ (黒石市) 夜間はライトアップをされており、幻想的な光景が見れる。 ・

下旬～
11月上旬 弘前城菊と紅葉まつり (弘前市) 豪華絢爛な菊人形が展示され、大輪等の菊花が会場に咲き誇る。 ・

上旬、
下旬 ふじさきいきいきまつり (藤崎町) おにぎりピラミッドづくりや物産展など、様々なイベントを開催。 ・ ・

中旬～
下旬 黒石りんごまつり (黒石市) りんごの即売など、様々な催しを通じ黒石のりんごをPRするお祭り。 ・ ・

下旬

9月

上旬

7月

11月

中旬

下旬

中旬

8月

10月

中旬

 

 

(3) 三八地域 
月 時期 名称 市町村 概要

上旬 元旦マラソン (三戸町) 当日はおもち、雑煮のサービスや、お楽しみ抽選会もある。 ・ ・

下旬 新田冬あそびまつり (田子町) 竹スキー、餅つき大会等の楽しいイベントが盛り沢山。 ・ ・

上旬 蛇沼大黒舞 (三戸町) きらびやかな大黒様の衣装を着た子どもたちが福と春を呼ぶ舞を披露。 ・ ・

八戸えんぶり (八戸市) 国の重要無形民俗文化財に指定。豊作を祈願するための舞。 ・ ・

南郷雪蛍まつり (八戸市) 南郷区主要3施設をろうそくの温かな灯りで包み込む。 ・

三戸名物元祖まける日 (三戸町) 三戸町が全町あげての大セール。抽選会なども開催。 ・

南部地方えんぶり (南部町) 国の重要無形民俗文化財。全て摺りのテンポが速く動きが激しい。 ・ ・

極寒祭 (南部町) エコキャンドル作りやスノーウォークなど多くのイベントを実施。 ・ ・

まける市 (五戸町) お買い物ラリーや餅つきの即売等を実施。休憩所で飲み物をサービス。 ・ ・

たっこにんにくまつり (田子町) にんにく音頭、酒まんじゅう早食い大会など、多くのイベントを開催。 ・ ・

 長靴アイスホッケー大会 (南部町) ゴム長靴を履いて行い、大人から子供まで楽しめる。 ・ ・

3月 上旬 南部芸能発表会 (階上町) 道仏神楽、えんぶり等の郷土芸能などの日頃の稽古の成果発表。 ・ ・

中旬 蕪嶋まつり (八戸市) 神社の神興運行をはじめ、演芸など、さまざまな催しが行われる。 ・

下旬 市民と花のカーニバル (八戸市) マーチング演奏行進、流し踊り等多彩なイベントが行われる。 ・

はちのへ公園春まつり (八戸市) フリーマーケットや歌謡ショー等様々なイベントを開催。 ・ ・

八戸市緑化まつり (八戸市) 庭園樹、草花類等の物販や園芸講習会の他、歌謡ショーがある。 ・ ・

さんのへ春まつり (三戸町) 芸能発表、マラソンなどイベントが盛りだくさん。 ・ ・

水芭蕉開花 (新郷村) 群生地に約100,000株が花をつけ、1周約900ｍの遊歩道を廻れる。 ・

南部町春まつり (南部町) 「稚児・入山行列」や「芸ノ祭典」等が披露され、多様な行事を開催。 ・ ・

牧場まつり (新郷村) 間木ノ平グリンファームでの牛の乳搾り体験やバーベキュー、乾燥転がし等。 ・ ・

おがみ神社神楽祭 (八戸市) 法霊神楽が、権現舞・山の神・翁等を舞手を代えながら奉納する。 ・ ・

寺下観音潮山神社例祭 (階上町) 無病息災、家内安全、五穀豊穣などを願う多くの参拝者が訪れる。 ・

下旬～
6月上旬 南部町ぼたんまつり (南部町) 130種8,000本のぼたんが植栽され、東北随一の美しさを誇る。 ・

島守春まつり (八戸市) 歌謡ショーや神楽、駒踊りなどの伝統芸能が披露される。 ・ ・

大黒森つつじまつり (田子町) 精霊が住んでいると言われる山に、100,000本のつつじが咲き誇る。 ・

1月

中旬

下旬

2月

4月

下旬～
5月上旬

上旬

中旬

5月

上旬6月
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月 時期 名称 市町村 概要

梵珠山　火の玉体験ツアー (青森市) お釈迦様の墓があると言われる梵珠山でのミステリーツアー。 ・

浅虫温泉ねぶた祭り (青森市) ねぶた発祥の地と言われる浅虫をねぶたが練り歩く。7･8月実施。 ・

ひらない夏まつり (平内町) 平内音頭流しおどりや、盆おどりなどの他、「ねぶた」の運行もある。 ・

夏の工芸学校 (蓬田村) 県内外の作家や雑貨店などによる販売会とワークショップを開催。 ・ ・

 みんまや義経まつり (外ヶ浜町) 龍飛・義経マラソンと合同で、義経行列、花火等様々な催しを実施。 ・

下旬 しんまちふれあい広場 (青森市) しんまち通りで食べて遊んで、道路が楽しい広場になる。 ・ ・

上旬～
下旬 かかしロード２８０ (青森市ほか) 国道280号バイパス沿いにさまざまなかかしが一斉に展示される。 ・

青森空港「空の日」記念イベント (青森市) 管制塔やコックピットなど、普段見ることのできない施設を公開。 ・

青森県民駅伝 (青森市) 県内全市町村参加による駅伝競走大会を開催。 ・

中旬  雲谷高原コスモスまつり (青森市) コスモスの巨大迷路等が設けられ、地場産品の出店なども実施。 ・ ・ ・

下旬 ほたての祭典 (平内町) ホタテ詰め込み、ホタテ釣り、ホタテ焼きなど、まさにホタテづくし。 ・ ・

おいしい秋の収穫祭　青い森のハロウィン (青森市) さまざまな仮装をした面々が秋の青森を彩る。うまいものパークも。 ・ ・

東青・下北来さまいフェスタ (青森市) 農林水産物販売、屋台村など東青・下北の魅力がいっぱい。 ・ ・

いまべつ秋まつり (今別町) 今別牛特売や海峡マグロ解体ショーなど、食欲の秋満喫イベント。 ・ ・

津軽海峡本マグロ祭り (外ヶ浜町) 津軽海峡本マグロの解体ショー、マグロ丼や特産品販売等を開催。 ・ ・

中旬 雲谷新そばまつり (青森市) そば打ちや石臼の体験のほか、そば関連商品を販売。 ・ ・ ・

11月 下旬 細野山の家まつり (青森市) 地区住民による作品の展示や演芸発表会、模擬店を開催。 ・

上旬 ぶらりあおもり冬めぐり (青森市) 中心商店街で地元の食材やこだわりの一品をワンコインで提供。 ・ ・

31日 八甲田丸カウントダウン (青森市) 汽笛の一斉吹鳴、ニューイヤー花火大会などの年越しイベント。 ・

8月

中旬

12月

上旬

10月

9月

上旬

 

 

(2) 中南地域 

月 時期 名称 市町村 概要

1月 上旬  常盤八幡宮年縄奉納行事 (藤崎町) 五穀豊穣や家内安全を祈願し、常盤八幡宮に年縄を奉納する。 ・ ・

弘前城雪燈籠まつり (弘前市) 約150基の雪燈籠、大雪像や大型滑り台など多数作成。 ・

黒石旧正マッコ市 (黒石市) 商品の割引とともに、ものすごいマッコ（お年玉）がもらえる。 ・

4万市民4万個の雪だるま (黒石市) 黒石のこみせ祭りに向け、市民総参加で雪だるまづくりに取り組む。 ・ ・

平賀はしご酒まつり (平川市) 祭り参加飲食店をはしごして、酒等を飲み干していくスタンプラリー。 ・ ・

 田舎館村弥生の里凧揚げ大会 (田舎館村) 参加者が自慢の凧を持ち寄り、見栄え・飛ばし方・鳴り等を競う。 ・ ・

旧暦
1月7日 猿賀神社七日堂大祭 (平川市) 柳の大枝をたたきつけて今年の豊凶や天候を占う神事などを行う。 ・ ・

冬のこみせ (黒石市) 日本の道百選「こみせ」で食べ歩きや展示を行う。 ・ ・

雪の大食卓会 (大鰐町) 大たき火を囲み、地元食材の山菜料理、津軽の地酒などを食す。 ・

下旬 乳穂ヶ滝氷祭 (西目屋村) 豊饒を祈願し氷柱の下で豊凶などの護摩祈祷を行う。 ・ ・

3月 上旬  岩木山スキーマラソン大会 (弘前市) スキーマラソン、リレーカーニバル等の競技種目を実施。 ・ ・

弘前さくらまつり (弘前市) 日本最古のソメイヨシノなど、約2,600本の桜が園内を埋め尽くす。 ・ ・

黒石さくらまつり (黒石市) イベント盛りだくさんで花見客で賑わい、夜はライトアップされる。 ・ ・

津軽くろいしカタクリの小径ツアー (黒石市) 春告げ花とも呼ばれるカタクリの群生地でツアーを行う。 ・ ・

おのえ花と植木祭り (平川市) 池の噴水の間をぬうようにボート遊びを楽しみながら観賞できる。 ・

下旬 志賀坊山野草まつり (平川市) 山開きを兼ねた郷土芸能披露、山野草の展示即売等も行われる。 ・

津軽三味線全国大会 (弘前市) 全世界の奏者が腕を競う、奏者の登竜門的大会。 ・ ・

 津軽五大民謡全国大会 (弘前市) 津軽じょんから節など、各部門で参加者が腕を競う。 ・ ・

岩木全国凧揚げ大会 (弘前市) 自慢の伝統凧や大凧が乱舞する、誰でも参加が可能な大会。 ・ ・

緑化まつり (黒石市) 植木や樹木を始め花など様々な植物を販売。出店も立ち並ぶ。 ・ ・

上旬～
中旬

 津軽路ロマン国際ツーデーマーチ (弘前市) 自分の体力にあったコースを選び、津軽を満喫できるウォーキングの祭典。 ・

中旬 りんご花まつり (弘前市) ミニSL運行や津軽三味線ライブ等の各種イベントで、公園を満喫。 ・ ・

中旬～
下旬 大鰐温泉つつじまつり (大鰐町) 約15,000本のつつじが咲き誇る中、芸能発表などが開催される。 ・

白岩まつり (平川市) 県無形民俗文化財の「尾崎獅子踊」の演舞が見れる。 ・ ・

田植え体験ツアー (田舎館村) 図柄通りに植えられ、見頃の時期には田に見事な絵が描かれる。 ・

上旬 万国ホラ吹き大会 (大鰐町) 大会は1人5分間の持ち時間の中でいかに大法螺を吹くかを競う。 ・ ・

中旬  古都ひろさき花火の集い (弘前市) 花火大会に、よさこいや津軽三味線ライブ等各種イベントもある。 ・

下旬 よさこい津軽 (弘前市) よさこいソーランをベースに、独自の曲で独自の踊りを披露する祭。 ・

上旬 横町夜店まつり (黒石市) 七夕の時期にたくさんの短冊や出店が立ち並ぶ。 ・ ・

 クラシックカークラブ青森ミーティング (黒石市) 旧車1975年以前の車が、全国から100台以上集合。 ・

星まつりｉｎそうま (弘前市) よさこいコンテスト、星の観察会等、様々なイベントが盛りだくさん。 ・ ・

2月

上旬

下旬

中旬

上旬

下旬～
5月上旬

4月

5月

中旬

7月

6月
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月 時期 名称 市町村 概要

温湯温泉丑湯まつり (黒石市) 悪い所を治すといわれる丑の御神体を乗せた御輿を子供達が引く。 ・ ・

百石町納涼祭り (弘前市) 沿道に各種出店が並び、大人も子供も楽しめるイベント。 ・

下旬～
8月上旬 黒石ねぷた祭り (黒石市) 市内や近隣町村から集まる、県内最大台数の合同運行。 ・ ・

中旬～
8月中旬

 大鰐温泉サマーフェスティバル (大鰐町) 納涼ふぇあ＆ビアガーデン、燈篭流し等多様なイベントを開催。 ・ ・

弘前ねぷたまつり (弘前市) 勇壮で色鮮やかな武者絵の扇ねぷた、組ねぷたが市内を練り歩く。 ・ ・

 北限に観る蓮の花まつり (平川市) 「北限の和蓮」と言われる蓮が約１ヶ月、淡いピンク色の花を咲かせる。 ・ ・

平川ねぷたまつり (平川市) 各々異なる囃子・踊りの演出があり、世界一の扇ねぷたも運行。 ・ ・

藤崎ねぷたまつり (藤崎町) 流し踊り先導でねぶたが出陣。地元グループのよさこいも実施。 ・ ・

ながしこ (藤崎町) 七夕行事で、人間が「生き人形」として乗った山車が町を練り歩く。 ・

大鰐温泉ねぷたまつり (大鰐町) 町内の約20台の扇ねぷたが中学校前から温泉街などを練り歩く。 ・ ・

黒石よされ (黒石市) 日本三大流し踊りとされ、廻り踊り・組踊り・流し踊りの３つで構成。 ・ ・

大川原の火流し (黒石市) 船子が舟の帆柱に火をつけ下流の大川原橋まで流し下す。 ・ ・

浅瀬石川灯ろう流し (黒石市) 先祖の霊を慰めながら家内安全や無病息災を祈る。 ・ ・

碇ヶ関御関所祭り (平川市) 武士、藩主などに扮する時代行列で、歴史上の有名な人物が登場。 ・ ・

ファッション甲子園 (弘前市) 全国の高校生を対象としたファッションデザインコンクール。 ・

津軽花火大会 (藤崎町) 幻想的な灯籠流しの後、約4千発もの花火が打ち上げられる。 ・

レッツウォークお山参詣 (弘前市) 五穀豊饒・家内安全を岩木山に祈願する伝統行事を気軽に体験できる。 ・ ・

黒石こみせまつり (黒石市) 津軽太鼓や津軽三味線の演奏、よさこい等イベントを多数開催。 ・ ・

暗門祭 (西目屋村) 丸太切り競技やよさこい、カラオケ大会など様々なイベントを開催。 ・ ・

猿賀神社十五夜大祭 (平川市) 津軽神楽奉奏、登山ばやし奉納等様々な祭事や神賑行事を実施。 ・ ・

津軽の食と産業まつり (弘前市) 様々な催し物が行われる他、津軽の地元食材が味わえる。 ・

全国伝統こけし工人フェスティバル (黒石市) 全国各系統の工人による実演、販売。 ・

中旬～
11月上旬

 中野もみじ山ライトアップ (黒石市) 夜間はライトアップをされており、幻想的な光景が見れる。 ・

下旬～
11月上旬 弘前城菊と紅葉まつり (弘前市) 豪華絢爛な菊人形が展示され、大輪等の菊花が会場に咲き誇る。 ・

上旬、
下旬 ふじさきいきいきまつり (藤崎町) おにぎりピラミッドづくりや物産展など、様々なイベントを開催。 ・ ・

中旬～
下旬 黒石りんごまつり (黒石市) りんごの即売など、様々な催しを通じ黒石のりんごをPRするお祭り。 ・ ・

下旬

9月

上旬

7月

11月

中旬

下旬

中旬

8月

10月

中旬

 

 

(3) 三八地域 
月 時期 名称 市町村 概要

上旬 元旦マラソン (三戸町) 当日はおもち、雑煮のサービスや、お楽しみ抽選会もある。 ・ ・

下旬 新田冬あそびまつり (田子町) 竹スキー、餅つき大会等の楽しいイベントが盛り沢山。 ・ ・

上旬 蛇沼大黒舞 (三戸町) きらびやかな大黒様の衣装を着た子どもたちが福と春を呼ぶ舞を披露。 ・ ・

八戸えんぶり (八戸市) 国の重要無形民俗文化財に指定。豊作を祈願するための舞。 ・ ・

南郷雪蛍まつり (八戸市) 南郷区主要3施設をろうそくの温かな灯りで包み込む。 ・

三戸名物元祖まける日 (三戸町) 三戸町が全町あげての大セール。抽選会なども開催。 ・

南部地方えんぶり (南部町) 国の重要無形民俗文化財。全て摺りのテンポが速く動きが激しい。 ・ ・

極寒祭 (南部町) エコキャンドル作りやスノーウォークなど多くのイベントを実施。 ・ ・

まける市 (五戸町) お買い物ラリーや餅つきの即売等を実施。休憩所で飲み物をサービス。 ・ ・

たっこにんにくまつり (田子町) にんにく音頭、酒まんじゅう早食い大会など、多くのイベントを開催。 ・ ・

 長靴アイスホッケー大会 (南部町) ゴム長靴を履いて行い、大人から子供まで楽しめる。 ・ ・

3月 上旬 南部芸能発表会 (階上町) 道仏神楽、えんぶり等の郷土芸能などの日頃の稽古の成果発表。 ・ ・

中旬 蕪嶋まつり (八戸市) 神社の神興運行をはじめ、演芸など、さまざまな催しが行われる。 ・

下旬 市民と花のカーニバル (八戸市) マーチング演奏行進、流し踊り等多彩なイベントが行われる。 ・

はちのへ公園春まつり (八戸市) フリーマーケットや歌謡ショー等様々なイベントを開催。 ・ ・

八戸市緑化まつり (八戸市) 庭園樹、草花類等の物販や園芸講習会の他、歌謡ショーがある。 ・ ・

さんのへ春まつり (三戸町) 芸能発表、マラソンなどイベントが盛りだくさん。 ・ ・

水芭蕉開花 (新郷村) 群生地に約100,000株が花をつけ、1周約900ｍの遊歩道を廻れる。 ・

南部町春まつり (南部町) 「稚児・入山行列」や「芸ノ祭典」等が披露され、多様な行事を開催。 ・ ・

牧場まつり (新郷村) 間木ノ平グリンファームでの牛の乳搾り体験やバーベキュー、乾燥転がし等。 ・ ・

おがみ神社神楽祭 (八戸市) 法霊神楽が、権現舞・山の神・翁等を舞手を代えながら奉納する。 ・ ・

寺下観音潮山神社例祭 (階上町) 無病息災、家内安全、五穀豊穣などを願う多くの参拝者が訪れる。 ・

下旬～
6月上旬 南部町ぼたんまつり (南部町) 130種8,000本のぼたんが植栽され、東北随一の美しさを誇る。 ・

島守春まつり (八戸市) 歌謡ショーや神楽、駒踊りなどの伝統芸能が披露される。 ・ ・

大黒森つつじまつり (田子町) 精霊が住んでいると言われる山に、100,000本のつつじが咲き誇る。 ・
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キリストまつり（新郷村）

ぼたんまつり（南部町） 

猿賀神社十五夜大祭 

（平川市） 

黒石よされ 

（黒石市） 

－ 158 － － 159 －
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月 時期 名称 市町村 概要

臥牛山まつり (階上町) 天然の山つつじの中、ラム肉等地場産品が楽しめる。 ・ ・

キリスト祭り (新郷村) 盆踊りのようなナニャドヤラでキリストの霊を慰める風変わりな祭。 ・

田子の虫追い (田子町) 五穀豊穣や害虫防除、家内安全等を祈念して行われる伝統行事。 ・ ・

ジャックドまつり (南部町) タレントショー、お笑いライブ、花火大会等多様なイベントを開催。 ・ ・ ・

青森ウェストン祭 (新郷村) ウォールター・ウェストン師の博愛精神を後世に伝えるために開催。 ・

はちのへ七夕まつり (八戸市) 歩行者天国の中心街に、七夕飾りや様々な出店が並ぶ。 ・

種差観光まつり (八戸市) 種差芝生地で開催され、生ウニなどの地元の魚介類の販売が人気。 ・ ・

田代地区ホタル祭り (階上町) ホタルの光を楽しみながら、ハーブ豚バーベキュー等が楽しめる。 ・ ・

 南郷サマージャズフェスティバル (八戸市) 国内外からの有名ジャズアーティスト達が素晴らしい演奏を披露。 ・

いちご煮まつり (階上町) いちご煮や新鮮な海の幸を満喫できる。 ・

ビックリ夜店 (五戸町) 商店街を歩行者天国にして、ビアガーデンや各種イベントを開催。 ・ ・

下旬～
8月上旬 八戸三社大祭 (八戸市) 国の重要無形民俗文化財。豪華絢爛な山車の合同運行が見物。 ・

ごのへ夏まつり (五戸町) 花火大会、爆笑ものまねライブなど沢山のイベントが行われる。 ・

加賀美流騎馬打毬 (八戸市) 紅白2軍の騎馬武者が、毬門に紅白各4つの毬を入れ合う競技。 ・ ・

上旬～
中旬

さんのへ夏まつり (三戸町) 別名「提灯まつり」で、幻想的な中で催し物が行われる。 ・

田子夏祭り (田子町) 「虫追い祭り」、「ナニャドヤラ盆踊り大会」など多様な催しを開催。 ・ ・

西越三嶽神社大祭 (新郷村) 五穀を司り守護する神倉稲魂命が祀られている神社。 ・ ・

戸来三嶽神社大祭 (新郷村) 数々の神話と伝説に包まれた古社の境内で、神楽などを奉納。 ・ ・

南部まつり (南部町) きらびやかで格調高い大名行列のほか、楽しいイベントがある。 ・

 なんぶサマーフェスティバル (南部町) 打ち上げ場所が近い花火がメインイベント。多数の露店も出店。 ・

八戸花火大会 (八戸市) 八戸港を背景に3,000発以上の花火が打ち上がる。 ・

南部ナニャドヤラ in たっこ (田子町) 摩訶不思議な唄に力強い太鼓のリズムで老若男女が集い踊る。 ・ ・

下旬～
9月上旬 五戸まつり (五戸町) 装飾された山車が急な坂を登るのは迫力満点。 ・ ・

上旬 名川秋まつり (南部町) 鹿踊り、杵舞等郷土色豊かな芸能や山車が加わっての大名行列。 ・ ・

流鏑馬 (八戸市) 射手奉行が馬場を疾走し、馬上から三枚の的を目掛けて矢を放つ。 ・ ・

とまべちまつり (南部町) 町内を山車が練り歩き、神楽、流し踊りなどの郷土芸能も加わる。 ・ ・

さんのへ秋まつり (三戸町) 色鮮やかな山車が、笛や太鼓の音とともに町を練り歩く。 ・

下旬  南部七唄七踊り全国大会 (南部町) 唄と踊り自慢たちが伸びやかな唄声と躍動感溢れる手踊りを競う。 ・

新郷ふるさとまつり (新郷村) 郷土芸能の披露や牧場まつりに加え、特産品等美味しい物が集結。 ・

にんにくとべごまつり (田子町) 町特産のニンニクと田子牛を豪快に食べつくすイベント。 ・ ・

新田そばまつり (田子町) 水車でそばの粉つき実演を行い、新そばを味わってもらうまつり。 ・

夢の森収穫感謝祭＆倉石牛肉まつり (五戸町) 「倉石牛」のバーベキューや秋野菜の販売などを実施。 ・ ・

下旬～
11月上旬

はちのへ菊まつり (八戸市) 八戸市民の花「菊」の祭り。奥州菊や懸崖菊などを展示。 ・ ・

上旬 五戸町産業と文化まつり (五戸町) 商工大バザール、特産品などの試食･販売や芸能発表などを実施。 ・ ・

中旬 ながわ産業まつり (南部町) 地元産の果物や野菜及び特産品を特価で販売。 ・ ・

ふくち特産品まつり (南部町) 地元産の果物や野菜及び特産品を特価で販売。 ・ ・

なんぶりんご市 (南部町) 贈答用りんごを特価で販売。 ・

上旬～
中旬 クリスマスイルミネーション (新郷村) 役場前の農村公園に趣向を凝らした約15,000個が点灯。 ・

中旬 クリスマスフェスタ (新郷村) ステージイベントや抽選会、クリスマスツリーコンテストの入選発表会等。 ・

下旬 五戸でスマスＸ’mas (五戸町) 歳末大抽選会やジャンケン・ビンゴ大会の開催。屋台村も設置。 ・ ・

上旬

8月

下旬

中旬

下旬

9月

中旬～
下旬

中旬

12月

7月

上旬

上旬

中旬

中旬

10月

上旬6月

下旬

11月

 

 

(4) 西北地域 

             

月 時期 名称 市町村 概要

中旬  ゴニンカントランプ世界選手権大会 (五所川原市) 世界チャンピオンを競い合う。ゴニンカン体験コーナーなども開催。 ・ ・

下旬～
2月中旬 地吹雪体験 (五所川原市) 厳寒の津軽の地吹雪を体験しながら巡るユニークな体験ツアー。 ・ ・

2月 上旬  りんごの里いたやなぎ「雪まつり」 (板柳町) 各種ゲーム、豪華賞品が当たる抽選会等、多様なイベントを開催。 ・

下旬～
5月上旬 金木桜まつり (五所川原市) 津軽三味線全日本金木大会など、様々なイベントが行われる。 ・ ・

下旬 こどまり春物語ツアー (中泊町) 小泊岬の回遊や､小説｢津軽｣の像記念館、道の駅こどまりを見学。 ・ ・

 赤～いりんごのまっかな花祭り (五所川原市) ジュースの試飲・販売、地場産品の即売などが行われる。 ・ ・

幻の観桜会 (五所川原市) 津軽三味線の演奏や民謡に耳を傾けながら、昭和の観桜会の気分に。 ・

 津軽三味線全日本金木大会 (五所川原市) 若手奏者の登竜門として全国に知られている大会。 ・ ・

亀ケ岡さくらまつり (つがる市) 知る人ぞ知る桜の名所での開催。千本桜の並木道を歩いてみませんか。 ・

マメコバチ感謝祭 (板柳町) りんご作りに役立ってくれるマメコバチに感謝。 ・

津軽富士見湖桜まつり (鶴田町) 全国へら鮒釣り大会、マラソン大会などの多様なイベントを開催。 ・ ・

1月

4月

5月 上旬

 

五戸まつり（五戸町） 

地吹雪体験 

（五所川原市） 

奥津軽虫と火まつり 

（五所川原市） 

八戸三社大祭（八戸市） 
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月 時期 名称 市町村 概要

5月 下旬 光信公の館ボタン祭り (鰺ヶ沢町) 約1，000本のボタンが咲き乱れる中、俳句大会を開催。 ・ ・

上旬 相内の虫送り (五所川原市) 虫人形を先頭に荒馬と太刀振りが五穀豊穣等を祈り、踊り跳ねる。 ・ ・

上旬～
7月上旬 鹿嶋祭り (深浦町) 最後には、鹿嶋船に大漁、悪疫退散等の願いを乗せ海上に流す。 ・ ・

奥津軽虫と火まつり (五所川原市) 五穀豊穣を祈願する祭り。20ｍの巨大な虫人形の「昇天」は幻想的。 ・ ・

太宰治生誕祭 (五所川原市) 太宰治銅像の前での作品朗読・合唱や文学碑への献花等が行われる。 ・ ・

 外国青年による津軽弁大会 (鶴田町) 県内の国際交流員の方々が津軽弁の寸劇やダンス等を披露する。 ・

下旬  今泉賓の河原地蔵尊例大祭 (中泊町) 祖先供養と仏教供養を目的とし、イタコの口寄せなどが行われる。 ・ ・

上旬  ごしょがわら花菖蒲せせらぎまつり (五所川原市) 69品種、30,000株の白や紫などの花菖蒲が、華麗に咲き誇る。 ・

 ホタルまつりinなかどまり (中泊町) １0,000匹余のホタルによる柔らかな光の点滅を、間近で観賞できる。 ・

花上げ踊り (深浦町) 五穀豊穰を願い、笛や太鼓に合わせ、若者たちが勇壮華麗に踊る。 ・

 RABビーチサッカー青森県大会inこどまり (中泊町) 県内各地からの参加チームが熱戦を繰り広げる。 ・ ・

つがる市ネブタ祭り (つがる市) つがる名物「喧嘩太鼓」に合わせ、個性豊かなネブタが練り歩く。 ・ ・

つがる市花火大会 (つがる市) 色鮮やかな光の花が津軽の澄み切った夏の夜空を照らす。 ・

 白神杯トライアスロン大会 (鰺ヶ沢町) 現在、青森県唯一のトライアスロン大会。 ・ ・

 川倉賓の河原地蔵尊例大祭 (五所川原市) 哀調を帯びたイタコの「口寄せ」に聞き入ることができる。 ・ ・

下旬～
8月上旬

 チェスボローカップ水泳駅伝大会 (つがる市) チェスボロー号救助の絆を毎年確認するイベント。 ・ ・

五所川原花火大会 (五所川原市) 立佞武多初日の前夜に行われる津軽地方で最大の花火大会。 ・

五所川原立佞武多祭り (五所川原市) 高さ22ｍ、重さ18ｔの大型立佞武多をはじめとした勇壮な山車に圧倒。 ・ ・

深浦ネブタ (深浦町) 独特なネブタ囃子は極めてゆっくりなテンポで典雅な雰囲気。 ・ ・

りんごの里いたやなぎりんご灯まつり (板柳町) 力強い大太鼓のリズムと「ノレサ！ソレサ！」の掛け声が響き渡る。 ・

りんごの里いたやなぎ花火大会 (板柳町) 岩木山と岩木川をバックに約3,000発の花火が打ち上げられる。 ・

つるたまつり (鶴田町) 町内2会場で開催。見どころは、勇壮なねぶたの運行や花火大会。 ・ ・

 津軽風待ち湊ふかうらヤットセ (深浦町) 深浦小唄の総踊りと花火大会、夕陽海岸と音楽のコラボで非日常を満喫。 ・

十三の砂山まつり (五所川原市) 十三湖を背景に、鳥追笠をかぶった人々が、小太鼓に合わせ輪になり踊る。 ・

鰺ヶ沢甚句全国大会 (鰺ヶ沢町) 唄くらべ、豪華ゲストによる歌や手踊り、三味線の演奏等開催。 ・ ・

下旬 馬市まつり (つがる市) 新田開拓に尽くした馬を偲ぶ祭り。のど自慢など各種イベントを開催。 ・ ・

中旬 仁太坊まつり (五所川原市) 目玉は津軽三味線全日本金木大会の優勝者演奏。 ・ ・

下旬 竜泊ラインウォーキング (中泊町) 全長約12kmを歩き、ゴールである道の駅「こどまり」を目指す。 ・

中旬 りんごの里板柳まるかじりウォーク (板柳町) 『ウォーキング』を「りんごの里板柳」において開催。 ・

 津軽深浦チャンチャンまつり (深浦町) とれたての鮭と野菜と特製味噌ダレでつくるチャンチャン焼きを味わう。 ・ ・

ごしょがわら産業まつり (五所川原市) 各種ステージイベントや地域の特産品販売が催され、多くの人で賑わう。 ・

あかいし渓流まつり (鰺ヶ沢町) 金鮎塩焼きや金鮎天ぷら、特選かじかの唐揚げ等の物産販売。 ・

11月 中旬 町民文化祭・いのちのまつり (鶴田町) 健康に関することをはじめ、さまざまな作品の展示やイベントが行われる。 ・ ・

上旬 スコップ三味線世界大会 (五所川原市) 変装やパフォーマンス等を交えた個性豊かなステージが繰り広げられる。 ・ ・

中旬～
下旬 おぼつなこ（産土講） (深浦町) “サイギ”“サイギ”の掛け声勇ましく町内を練り歩き、裸参りする。 ・ ・

12月

9月

10月

8月

6月

6月

下旬

7月

中旬

中旬

下旬

上旬

中旬

 

 

(5) 上北地域 
月 時期 名称 市町村 概要

とわだ雪見ラリー (十和田市) 市内の飲食店で食事をしスタンプを集めると豪華景品が当たる。 ・ ・

ホワイトバトル (七戸町) 本格的雪合戦で、各部門熱戦を繰り広げる。他にもイベントを開催。 ・ ・

旧正まける日 (七戸町) 掘り出し物販売や、お楽しみ抽選会など、多数の催し物が行われる。 ・
上旬～
下旬 十和田湖冬物語 (十和田市) ビッグスライダー、湖上遊覧、夜は花火が会場を幻想的な姿に彩る。 ・ ・

中旬 百石えんぶり (おいらせ町) 180年以上の伝統を誇る、五穀豊穣祈願の舞。 ・ ・
中旬～
5月上旬

十和田市春まつり (十和田市) 日本の道百選「駒街道」の下で、各種イベントが行われる。 ・ ・

下旬 桜流鏑馬 (十和田市) 全国から集った女性騎士による「やぶさめ競技大会」を開催する。 ・ ・

のへじ春まつり (野辺地町) 700本の桜が咲き誇る中、恒例のホタテ駅伝など各種イベントを開催。 ・ ・

ろくのへ春まつり (六戸町) 約70匹の鯉のぼりが泳ぐ公園では、各種催し物が開催される。 ・ ・

桜まつり (東北町) 「湖畔の千本桜」と呼ばれる桜並木の下で、様々なイベントを開催。 ・ ・

おいらせ町春まつり (おいらせ町) 2会場で開催され、花見だけでなく、様々なイベントも開催。 ・ ・

 十和田市環境緑化まつり (十和田市) 庭木・盆栽等の展示即売、木製遊具体験、木工クラフトなどを行う。 ・ ・

太素祭 (十和田市) 歌謡ショーやカラオケ大会、太素ウォークなど多彩なイベントを行う。 ・ ・

レールバスとあそぼう (七戸町) 撮影会や車輌展示、デモ走行に体験乗車会が行われる。 ・ ・

 花切川へら鮒釣り全国大会 (東北町) へら鮒釣りメッカとして有名な小川原湖に流入する花切川で開催。 ・

 たのしむべ！フェスティバル (六ヶ所村) 音、レーザー光線を組合わせた花火、各種イベントなど開催。 ・
上旬～
下旬 天王つつじまつり (七戸町) 樹齢300年以上約500本のつつじ園に、多くの露店が建ち並ぶ。 ・ ・

下旬  菜の花ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙinよこはま (横浜町) 一面黄色の景色の会場では、菜の花大迷路などを開催。 ・ ・

上旬

下旬～
5月上旬

2月

5月

4月

上旬

 

天王つつじまつり 

（七戸町） 

十和田湖冬物語 

（十和田市） 

川倉賽の河原地蔵尊例大祭

（五所川原市） 

津軽深浦チャンチャン 

まつり（深浦町） 
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月 時期 名称 市町村 概要

臥牛山まつり (階上町) 天然の山つつじの中、ラム肉等地場産品が楽しめる。 ・ ・

キリスト祭り (新郷村) 盆踊りのようなナニャドヤラでキリストの霊を慰める風変わりな祭。 ・

田子の虫追い (田子町) 五穀豊穣や害虫防除、家内安全等を祈念して行われる伝統行事。 ・ ・

ジャックドまつり (南部町) タレントショー、お笑いライブ、花火大会等多様なイベントを開催。 ・ ・ ・

青森ウェストン祭 (新郷村) ウォールター・ウェストン師の博愛精神を後世に伝えるために開催。 ・

はちのへ七夕まつり (八戸市) 歩行者天国の中心街に、七夕飾りや様々な出店が並ぶ。 ・

種差観光まつり (八戸市) 種差芝生地で開催され、生ウニなどの地元の魚介類の販売が人気。 ・ ・

田代地区ホタル祭り (階上町) ホタルの光を楽しみながら、ハーブ豚バーベキュー等が楽しめる。 ・ ・

 南郷サマージャズフェスティバル (八戸市) 国内外からの有名ジャズアーティスト達が素晴らしい演奏を披露。 ・

いちご煮まつり (階上町) いちご煮や新鮮な海の幸を満喫できる。 ・

ビックリ夜店 (五戸町) 商店街を歩行者天国にして、ビアガーデンや各種イベントを開催。 ・ ・

下旬～
8月上旬 八戸三社大祭 (八戸市) 国の重要無形民俗文化財。豪華絢爛な山車の合同運行が見物。 ・

ごのへ夏まつり (五戸町) 花火大会、爆笑ものまねライブなど沢山のイベントが行われる。 ・

加賀美流騎馬打毬 (八戸市) 紅白2軍の騎馬武者が、毬門に紅白各4つの毬を入れ合う競技。 ・ ・

上旬～
中旬

さんのへ夏まつり (三戸町) 別名「提灯まつり」で、幻想的な中で催し物が行われる。 ・

田子夏祭り (田子町) 「虫追い祭り」、「ナニャドヤラ盆踊り大会」など多様な催しを開催。 ・ ・

西越三嶽神社大祭 (新郷村) 五穀を司り守護する神倉稲魂命が祀られている神社。 ・ ・

戸来三嶽神社大祭 (新郷村) 数々の神話と伝説に包まれた古社の境内で、神楽などを奉納。 ・ ・

南部まつり (南部町) きらびやかで格調高い大名行列のほか、楽しいイベントがある。 ・

 なんぶサマーフェスティバル (南部町) 打ち上げ場所が近い花火がメインイベント。多数の露店も出店。 ・

八戸花火大会 (八戸市) 八戸港を背景に3,000発以上の花火が打ち上がる。 ・

南部ナニャドヤラ in たっこ (田子町) 摩訶不思議な唄に力強い太鼓のリズムで老若男女が集い踊る。 ・ ・

下旬～
9月上旬 五戸まつり (五戸町) 装飾された山車が急な坂を登るのは迫力満点。 ・ ・

上旬 名川秋まつり (南部町) 鹿踊り、杵舞等郷土色豊かな芸能や山車が加わっての大名行列。 ・ ・

流鏑馬 (八戸市) 射手奉行が馬場を疾走し、馬上から三枚の的を目掛けて矢を放つ。 ・ ・

とまべちまつり (南部町) 町内を山車が練り歩き、神楽、流し踊りなどの郷土芸能も加わる。 ・ ・

さんのへ秋まつり (三戸町) 色鮮やかな山車が、笛や太鼓の音とともに町を練り歩く。 ・

下旬  南部七唄七踊り全国大会 (南部町) 唄と踊り自慢たちが伸びやかな唄声と躍動感溢れる手踊りを競う。 ・

新郷ふるさとまつり (新郷村) 郷土芸能の披露や牧場まつりに加え、特産品等美味しい物が集結。 ・

にんにくとべごまつり (田子町) 町特産のニンニクと田子牛を豪快に食べつくすイベント。 ・ ・

新田そばまつり (田子町) 水車でそばの粉つき実演を行い、新そばを味わってもらうまつり。 ・

夢の森収穫感謝祭＆倉石牛肉まつり (五戸町) 「倉石牛」のバーベキューや秋野菜の販売などを実施。 ・ ・

下旬～
11月上旬

はちのへ菊まつり (八戸市) 八戸市民の花「菊」の祭り。奥州菊や懸崖菊などを展示。 ・ ・

上旬 五戸町産業と文化まつり (五戸町) 商工大バザール、特産品などの試食･販売や芸能発表などを実施。 ・ ・

中旬 ながわ産業まつり (南部町) 地元産の果物や野菜及び特産品を特価で販売。 ・ ・

ふくち特産品まつり (南部町) 地元産の果物や野菜及び特産品を特価で販売。 ・ ・

なんぶりんご市 (南部町) 贈答用りんごを特価で販売。 ・

上旬～
中旬 クリスマスイルミネーション (新郷村) 役場前の農村公園に趣向を凝らした約15,000個が点灯。 ・

中旬 クリスマスフェスタ (新郷村) ステージイベントや抽選会、クリスマスツリーコンテストの入選発表会等。 ・

下旬 五戸でスマスＸ’mas (五戸町) 歳末大抽選会やジャンケン・ビンゴ大会の開催。屋台村も設置。 ・ ・

上旬

8月

下旬

中旬

下旬

9月

中旬～
下旬

中旬

12月

7月

上旬

上旬

中旬

中旬

10月

上旬6月

下旬

11月

 

 

(4) 西北地域 

             

月 時期 名称 市町村 概要

中旬  ゴニンカントランプ世界選手権大会 (五所川原市) 世界チャンピオンを競い合う。ゴニンカン体験コーナーなども開催。 ・ ・

下旬～
2月中旬 地吹雪体験 (五所川原市) 厳寒の津軽の地吹雪を体験しながら巡るユニークな体験ツアー。 ・ ・

2月 上旬  りんごの里いたやなぎ「雪まつり」 (板柳町) 各種ゲーム、豪華賞品が当たる抽選会等、多様なイベントを開催。 ・

下旬～
5月上旬 金木桜まつり (五所川原市) 津軽三味線全日本金木大会など、様々なイベントが行われる。 ・ ・

下旬 こどまり春物語ツアー (中泊町) 小泊岬の回遊や､小説｢津軽｣の像記念館、道の駅こどまりを見学。 ・ ・

 赤～いりんごのまっかな花祭り (五所川原市) ジュースの試飲・販売、地場産品の即売などが行われる。 ・ ・

幻の観桜会 (五所川原市) 津軽三味線の演奏や民謡に耳を傾けながら、昭和の観桜会の気分に。 ・

 津軽三味線全日本金木大会 (五所川原市) 若手奏者の登竜門として全国に知られている大会。 ・ ・

亀ケ岡さくらまつり (つがる市) 知る人ぞ知る桜の名所での開催。千本桜の並木道を歩いてみませんか。 ・

マメコバチ感謝祭 (板柳町) りんご作りに役立ってくれるマメコバチに感謝。 ・

津軽富士見湖桜まつり (鶴田町) 全国へら鮒釣り大会、マラソン大会などの多様なイベントを開催。 ・ ・

1月

4月

5月 上旬

 

五戸まつり（五戸町） 

地吹雪体験 

（五所川原市） 

奥津軽虫と火まつり 

（五所川原市） 

八戸三社大祭（八戸市） 
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月 時期 名称 市町村 概要

5月 下旬 光信公の館ボタン祭り (鰺ヶ沢町) 約1，000本のボタンが咲き乱れる中、俳句大会を開催。 ・ ・

上旬 相内の虫送り (五所川原市) 虫人形を先頭に荒馬と太刀振りが五穀豊穣等を祈り、踊り跳ねる。 ・ ・

上旬～
7月上旬 鹿嶋祭り (深浦町) 最後には、鹿嶋船に大漁、悪疫退散等の願いを乗せ海上に流す。 ・ ・

奥津軽虫と火まつり (五所川原市) 五穀豊穣を祈願する祭り。20ｍの巨大な虫人形の「昇天」は幻想的。 ・ ・

太宰治生誕祭 (五所川原市) 太宰治銅像の前での作品朗読・合唱や文学碑への献花等が行われる。 ・ ・

 外国青年による津軽弁大会 (鶴田町) 県内の国際交流員の方々が津軽弁の寸劇やダンス等を披露する。 ・

下旬  今泉賓の河原地蔵尊例大祭 (中泊町) 祖先供養と仏教供養を目的とし、イタコの口寄せなどが行われる。 ・ ・

上旬  ごしょがわら花菖蒲せせらぎまつり (五所川原市) 69品種、30,000株の白や紫などの花菖蒲が、華麗に咲き誇る。 ・

 ホタルまつりinなかどまり (中泊町) １0,000匹余のホタルによる柔らかな光の点滅を、間近で観賞できる。 ・

花上げ踊り (深浦町) 五穀豊穰を願い、笛や太鼓に合わせ、若者たちが勇壮華麗に踊る。 ・

 RABビーチサッカー青森県大会inこどまり (中泊町) 県内各地からの参加チームが熱戦を繰り広げる。 ・ ・

つがる市ネブタ祭り (つがる市) つがる名物「喧嘩太鼓」に合わせ、個性豊かなネブタが練り歩く。 ・ ・

つがる市花火大会 (つがる市) 色鮮やかな光の花が津軽の澄み切った夏の夜空を照らす。 ・

 白神杯トライアスロン大会 (鰺ヶ沢町) 現在、青森県唯一のトライアスロン大会。 ・ ・

 川倉賓の河原地蔵尊例大祭 (五所川原市) 哀調を帯びたイタコの「口寄せ」に聞き入ることができる。 ・ ・

下旬～
8月上旬

 チェスボローカップ水泳駅伝大会 (つがる市) チェスボロー号救助の絆を毎年確認するイベント。 ・ ・

五所川原花火大会 (五所川原市) 立佞武多初日の前夜に行われる津軽地方で最大の花火大会。 ・

五所川原立佞武多祭り (五所川原市) 高さ22ｍ、重さ18ｔの大型立佞武多をはじめとした勇壮な山車に圧倒。 ・ ・

深浦ネブタ (深浦町) 独特なネブタ囃子は極めてゆっくりなテンポで典雅な雰囲気。 ・ ・

りんごの里いたやなぎりんご灯まつり (板柳町) 力強い大太鼓のリズムと「ノレサ！ソレサ！」の掛け声が響き渡る。 ・

りんごの里いたやなぎ花火大会 (板柳町) 岩木山と岩木川をバックに約3,000発の花火が打ち上げられる。 ・

つるたまつり (鶴田町) 町内2会場で開催。見どころは、勇壮なねぶたの運行や花火大会。 ・ ・

 津軽風待ち湊ふかうらヤットセ (深浦町) 深浦小唄の総踊りと花火大会、夕陽海岸と音楽のコラボで非日常を満喫。 ・

十三の砂山まつり (五所川原市) 十三湖を背景に、鳥追笠をかぶった人々が、小太鼓に合わせ輪になり踊る。 ・

鰺ヶ沢甚句全国大会 (鰺ヶ沢町) 唄くらべ、豪華ゲストによる歌や手踊り、三味線の演奏等開催。 ・ ・

下旬 馬市まつり (つがる市) 新田開拓に尽くした馬を偲ぶ祭り。のど自慢など各種イベントを開催。 ・ ・

中旬 仁太坊まつり (五所川原市) 目玉は津軽三味線全日本金木大会の優勝者演奏。 ・ ・

下旬 竜泊ラインウォーキング (中泊町) 全長約12kmを歩き、ゴールである道の駅「こどまり」を目指す。 ・

中旬 りんごの里板柳まるかじりウォーク (板柳町) 『ウォーキング』を「りんごの里板柳」において開催。 ・

 津軽深浦チャンチャンまつり (深浦町) とれたての鮭と野菜と特製味噌ダレでつくるチャンチャン焼きを味わう。 ・ ・

ごしょがわら産業まつり (五所川原市) 各種ステージイベントや地域の特産品販売が催され、多くの人で賑わう。 ・

あかいし渓流まつり (鰺ヶ沢町) 金鮎塩焼きや金鮎天ぷら、特選かじかの唐揚げ等の物産販売。 ・

11月 中旬 町民文化祭・いのちのまつり (鶴田町) 健康に関することをはじめ、さまざまな作品の展示やイベントが行われる。 ・ ・

上旬 スコップ三味線世界大会 (五所川原市) 変装やパフォーマンス等を交えた個性豊かなステージが繰り広げられる。 ・ ・

中旬～
下旬 おぼつなこ（産土講） (深浦町) “サイギ”“サイギ”の掛け声勇ましく町内を練り歩き、裸参りする。 ・ ・

12月

9月

10月

8月

6月

6月

下旬

7月

中旬

中旬

下旬

上旬

中旬

 

 

(5) 上北地域 
月 時期 名称 市町村 概要

とわだ雪見ラリー (十和田市) 市内の飲食店で食事をしスタンプを集めると豪華景品が当たる。 ・ ・

ホワイトバトル (七戸町) 本格的雪合戦で、各部門熱戦を繰り広げる。他にもイベントを開催。 ・ ・

旧正まける日 (七戸町) 掘り出し物販売や、お楽しみ抽選会など、多数の催し物が行われる。 ・
上旬～
下旬 十和田湖冬物語 (十和田市) ビッグスライダー、湖上遊覧、夜は花火が会場を幻想的な姿に彩る。 ・ ・

中旬 百石えんぶり (おいらせ町) 180年以上の伝統を誇る、五穀豊穣祈願の舞。 ・ ・
中旬～
5月上旬

十和田市春まつり (十和田市) 日本の道百選「駒街道」の下で、各種イベントが行われる。 ・ ・

下旬 桜流鏑馬 (十和田市) 全国から集った女性騎士による「やぶさめ競技大会」を開催する。 ・ ・

のへじ春まつり (野辺地町) 700本の桜が咲き誇る中、恒例のホタテ駅伝など各種イベントを開催。 ・ ・

ろくのへ春まつり (六戸町) 約70匹の鯉のぼりが泳ぐ公園では、各種催し物が開催される。 ・ ・

桜まつり (東北町) 「湖畔の千本桜」と呼ばれる桜並木の下で、様々なイベントを開催。 ・ ・

おいらせ町春まつり (おいらせ町) 2会場で開催され、花見だけでなく、様々なイベントも開催。 ・ ・

 十和田市環境緑化まつり (十和田市) 庭木・盆栽等の展示即売、木製遊具体験、木工クラフトなどを行う。 ・ ・

太素祭 (十和田市) 歌謡ショーやカラオケ大会、太素ウォークなど多彩なイベントを行う。 ・ ・

レールバスとあそぼう (七戸町) 撮影会や車輌展示、デモ走行に体験乗車会が行われる。 ・ ・

 花切川へら鮒釣り全国大会 (東北町) へら鮒釣りメッカとして有名な小川原湖に流入する花切川で開催。 ・

 たのしむべ！フェスティバル (六ヶ所村) 音、レーザー光線を組合わせた花火、各種イベントなど開催。 ・
上旬～
下旬 天王つつじまつり (七戸町) 樹齢300年以上約500本のつつじ園に、多くの露店が建ち並ぶ。 ・ ・

下旬  菜の花ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙinよこはま (横浜町) 一面黄色の景色の会場では、菜の花大迷路などを開催。 ・ ・

上旬

下旬～
5月上旬

2月

5月

4月

上旬

 

天王つつじまつり 

（七戸町） 

十和田湖冬物語 

（十和田市） 

川倉賽の河原地蔵尊例大祭

（五所川原市） 

津軽深浦チャンチャン 

まつり（深浦町） 
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月 時期 名称 市町村 概要

上旬 アメリカンデー (三沢市) パレードや日米食べ物広場設置など多彩な催しが行われる。 ・ ・

梅集落のカヤ人形結い (十和田市) 男女一対の魔よけのカヤ人形を製作、無病息災などを祈願する。 ・

十和田乗馬倶楽部フェスタ (十和田市) 乗馬体験、ホースショー、バイクパレードなど多彩なイベントを開催。 ・ ・
中旬～
下旬 野辺地常夜燈フェスタ (野辺地町) 屋台村や特産品の販売、よさこいソーランなどを開催。 ・ ・
中旬～
7月下旬

花菖蒲まつり (十和田市) たくさんの花菖蒲をはじめ、ルピナス・芍薬等が咲き誇る。 ・

下旬 東北馬力七戸場所 (七戸町) 力強い農耕馬がおもりを乗せたソリを引く競技で、9月と年2回開催。 ・
下旬～
7月中旬 しちのへバラまつり (七戸町) 摘み取り体験やバラの苗木の特別販売会なども行われる。 ・

 奥入瀬ろまんパークフェスティバル (十和田市) 芸能フェスティバル、モーターパラグライダーデモフライト等を開催。 ・

ホタル＆湧き水まつり (横浜町) ホタルを見ながら、○×クイズ、ミニ縁日などが楽しめる。 ・ ・

かみきた夏まつり (東北町) パレードの他、広場には縁日やフリーマーケットコーナーを設置。 ・

氣比神社例大祭 (おいらせ町) 安全無病息災を願う絵馬が売られ、県内外から参拝者で賑わう。 ・ ・

泊合同例大祭 (六ヶ所村) 海上安全などを願い、 流し踊り・花火大会・大漁祈願祭等を行う。 ・ ・

 乙女の像さわやかフェスティバル (十和田市) 記念式典や篠笛演奏などが行われる。 ・

十和田湖湖水まつり (十和田市) 日中はステージイベント、夜は湖畔にうつる花火が楽しめる。 ・

小川原湖湖水まつり (三沢市) しじみ貝つかみ取り、バーベキューなどイベントが盛りだくさん。 ・ ・

みさわ七夕まつり (三沢市) ゲストライブやヒップホップライブ、ダンスコンテストが行われる。 ・

サマーフェスティバル (六戸町) バンドの生演奏を聴きながら、生ビール等を思う存分堪能できる。 ・ ・

東北町湖水まつり (東北町) 手作りイカダレース、わかさぎマラソン大会、花火大会などを開催。 ・ ・

 ファームフェスタin斗南 (三沢市) フラダンスショーや地域芸能等、大人も子供も楽しめるイベント。 ・

 砂浜海岸フェスティバル (横浜町) 人間ばんば大会、水上ロデオ、宝探しなどイベントが盛りだくさん。 ・ ・

いだこ祭 (おいらせ町) イタコの力を借りて、先祖の霊との対話を行うことができる。 ・ ・

しちのへ夏まつり (七戸町) 郷土芸能や有名ゲストの歌謡ショー等、多様なイベントを開催。 ・ ・

よこはま夏まつり (横浜町) いも煮会や魚の掴み取り大会、花火など多様なイベントを開催。 ・ ・ ・

 十和田市夏祭り花火大会 (十和田市) 中心市街地で約4,000発の花火が豪華に打ち上げられる。 ・

全国将棋祭り (おいらせ町) 全国規模の将棋大会。プロ棋士の熱戦を肌で感じられる。 ・ ・

のへじ祗園まつり (野辺地町) 山車の合同運行、会場では船の大パレードが行われるほか、花火大会も開催。 ・

三沢まつり (三沢市) 山車運行の他、仮装行列や国際サマーフェスティバル等も開催。 ・

三沢港まつり (三沢市) 特産品の販売、舟こぎ大会、花火大会などを中心に開催。 ・ ・

東北町秋まつり (東北町) 山車運行に流し踊り、仮装行列や神楽、よさこいなどを実施。 ・

十和田湖国境祭 (十和田市) 青森、秋田、岩手県を代表する祭りが十和田湖畔に集結。 ・

十和田市秋まつり (十和田市) 伝統芸能である「南部駒踊」や、山車、太鼓車が次々と練り歩く。 ・

七戸秋まつり (七戸町) 昔話や伝説等が題材の山車が市街地を練り歩く。前夜祭も開催。 ・

六戸秋まつり (六戸町) 豪華絢爛な山車や、流行の風刺を込めた仮装行列が練り歩く。 ・

三沢基地航空祭 (三沢市) 航空自衛隊機、米軍機による展示飛行の他、出店も多数。 ・ ・

 日の本中央たいまつ祭 (東北町) 10台の大たいまつの炎と川面に映る光が神秘的な彩りを見せる。 ・

おいらせ百石まつり (おいらせ町) 豪華絢爛な山車運行と、ユーモア溢れる仮装パレードが見物。 ・

十和田湖ecoシーン (十和田市) 十和田湖の環境保護と3Rの観点から環境に優しいコンテンツを展開。 ・ ・

おいらせ下田まつり (おいらせ町) 生き人形と呼ばれる仮装した人々が山車に乗るユニークな祭。 ・

ふれあい牧場デー (おいらせ町) バーベキューや、様々なステージイベント、体験コーナー等を開催。 ・ ・

大空のまち・みさわスカイフェスタ (三沢市) ミス・ビードルカップ紙飛行機大会、グライダー操縦体験、親子で参加できるゲームなど。 ・ ・

南部祭囃子大競演会 (六戸町) 南部地域に伝わるお囃子を一度に見ることができる競演会。 ・

中旬 十和田駒フェスタ (十和田市) 流鏑馬選手権や障害飛越競技、乗馬体験、馬車運行等を実施。 ・ ・

 ハロウィンフェスタ　ＩＮ　ＭＩＳＡＷＡ (三沢市) 仮装コンテストや行列、お菓子のプレゼントなどを行う。 ・ ・

 東八甲田家族旅行村秋の大感謝祭 (七戸町) 秋の創造の森散策や、棒パン焼き体験などを開催。 ・ ・

ろっかしょ産業まつり (六ヶ所村) 鮭掴み取り、バーベキュー、ふるさと市場等多様なイベントを開催。 ・ ・

メイプルタウンフェスタ (六戸町) 一戸～九戸の特産品を集めた即売会゛戸のじまん市゛等を開催。 ・ ・

 生き活き産業文化まつり (東北町) 農業、商工、健康展、バラエティショー等多彩な催し物を開催。 ・ ・

中旬 日本一のおいらせ鮭まつり (おいらせ町) 鮭つかみ取りやサーモンレース、花火大会など多様な催しを開催。 ・ ・

12月
中旬～
1月上旬

 となみウィンター・ファンタジー (三沢市) 冬花火や大抽選会などの催し物が行われる。 ・ ・

下旬

上旬

上旬

11月

9月

下旬

下旬

10月

中旬

8月

上旬

上旬

中旬

中旬

上旬

中旬

下旬

中旬～
下旬

6月

6月

7月

 

 

  (6) 下北地域 

            

月 時期 名称 市町村 概要

 郷土芸能保存連合会発表会 (東通村) 国の重要無形民俗文化財に指定されている能舞などが楽しめる。 ・ ・

大畑どんど焼き (むつ市) 無病息災、五穀豊穣を願い、祈祷やしめ縄等の炊き上げを行う。 ・ ・

上旬～
3月上旬

 布海苔採り体験ツアー (風間浦村) 海岸では布海苔汁や蛸、帆立焼きなどのお楽しみも充実。 ・ ・

中旬 大間マグロ食ツアー (大間町) 「大間マグロ」を食し、温泉に入って疲れを癒せる魅力的なツアー。 ・ ・

3月 中旬 スキーカーニバル (むつ市) 当日はリフト無料開放で、たいまつ滑降などを開催。 ・

中旬1月

2月

 

ブルーマリン 

フェスティバル（大間町） 

日の本中央 

たいまつ祭（東北町） 

三沢基地航空祭 

（三沢市） 

十和田湖湖水まつり 

（十和田市） 
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月 時期 名称 市町村 概要

下旬 芦崎湾の潮干狩り (むつ市) 年に一日だけの潮干狩りを楽しむことが出来る。

下旬～
5月上旬 むつ桜まつり (むつ市) 400本の桜が咲き乱れる「早掛沼公園」と「水源池公園」が名所。

5月 中旬 内山公園桜まつり (大間町) カラオケ大会、歌謡ショー、大間牛焼肉デー等開催。

中旬 佐井村うに祭り (佐井村) ウニ丼や活ウニを特価で提供するイベント。

下旬  海峡サーモン祭り（大畑地区） (むつ市) 即売のほか、サーモンレースなどの体験型イベントも開催。

中旬 東通村ふれあい牧場まつり (東通村) 東通牛の販売やバーベキュー、その他イベントを開催。

海の日 天妃様行列 (大間町) 1996年から大漁祈願祭に合わせて行列が練り歩く。

恐山大祭 (むつ市) 大般若祈祷、大施食法要会、イタコの口寄せなどが行われる。

仏ヶ浦まつり (佐井村) 地元のお年寄り達による数珠引き等が行われる。

大湊ネブタまつり (むつ市) 町内会等が作成した大型ネブタの運行、盆唄の流し踊りを実施。

大間稲荷神社例大祭 (大間町) 山車がすれ違う時のお互い負けまいと叫びあう姿が見物。

ヤマメつかみどりまつり
（川内地区）

(むつ市) 約15,000千匹ものヤマメが川内川河川敷のいけすに放される。

脇野沢八幡宮例大祭 (むつ市) 山車神楽、道中神楽、神輿担ぎらが町内を練り歩く。

 ブルーマリンフェスティバル (大間町) 舟競争・ライブショー・大間産マグロ解体ショー等を開催。

奥戸春日神社例大祭 (大間町) 山車が地区を練り歩き、住民は家内安全や航海安全を願う。

桑畑地区八幡宮祭典 (風間浦村) 家族ぐるみで運行する船山車が、町内狭しと駆け巡る。

 蛇浦地区折戸神社祭典 (風間浦村) 山車や子ども神輿、子どもネブタが町内を練り歩く。

田名部神社例大祭 (むつ市) 豪華絢爛な山車、祇園囃子、そして最終日の「五車別れ」が見物。

 ひがしどおり来さまいフェスタ (東通村) よさこいの踊りだけでなく、前日は「来さまい宵祭」も開催。

龍神祭 (風間浦村) 漁船の海上安全と大漁を祈願する祭。

ゆかい村海鮮どんぶりまつり (風間浦村) 名物イベント「元祖　烏賊様レース」や「花火大会」等開催。

上旬 材木稲荷神社例大祭 (大間町) 宵宮、「行列」「山車」の運行が行われる。

大畑八幡宮例大祭 (むつ市) 神輿、山車、神楽、能舞などの行列が町内を練り歩く。

川内八幡宮例大祭 (むつ市) 太神楽を先頭に、豪快優美な神輿や山車が町を練り歩く。

 易国間地区大石神社祭典 (風間浦村) 襦袢姿の若者たちが引く船山車が、町内を練り歩く。

箭根森八幡宮例大祭 (佐井村) 神楽、御神輿、山車4台が連なり、夜遅くまで村内を練り歩く。

新そば街道まつり (東通村) 収穫したばかりの東通産十割そばを提供する新そばまつり。

 下風呂地区稲荷神社祭典 (風間浦村) 宵宮、祈祷に始まり、お神輿や山車が練り歩く。

中旬 恐山秋詣り (むつ市) 先祖供養と家内安全、豊作を祝う秋祭り。イタコの口寄せも実施。

大畑商工まつり (むつ市) 地元の野菜や水産加工品、生活用品その他を格安で販売。

超マグロ祭り (大間町) 本場大間の本マグロを味える。マグロの即売会も実施。

産業まつり (東通村) 東通村の豊富な秋の味覚を集め、低価格で販売。

11月 上旬  かさまいまつり（脇野沢地区） (むつ市) よさこい等の他に、特産品の海産物等も販売。

8月

9月

4月

6月

7月

中旬

10月

下旬

上旬

下旬

中旬

上旬

下旬

8月

 

 

※なお、催事の開催時期等は、カレンダー作成時点の情報をもとに掲載していますので、天候等の事情により、

内容、時期が変更になる場合があります。詳細については、各市町村のホームページ等をご確認ください。

田名部神社例大祭（むつ市）

川内八幡宮例大祭（むつ市）

超まぐろ祭り(大間町) 
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月 時期 名称 市町村 概要

上旬 アメリカンデー (三沢市) パレードや日米食べ物広場設置など多彩な催しが行われる。 ・ ・

梅集落のカヤ人形結い (十和田市) 男女一対の魔よけのカヤ人形を製作、無病息災などを祈願する。 ・

十和田乗馬倶楽部フェスタ (十和田市) 乗馬体験、ホースショー、バイクパレードなど多彩なイベントを開催。 ・ ・
中旬～
下旬 野辺地常夜燈フェスタ (野辺地町) 屋台村や特産品の販売、よさこいソーランなどを開催。 ・ ・
中旬～
7月下旬

花菖蒲まつり (十和田市) たくさんの花菖蒲をはじめ、ルピナス・芍薬等が咲き誇る。 ・

下旬 東北馬力七戸場所 (七戸町) 力強い農耕馬がおもりを乗せたソリを引く競技で、9月と年2回開催。 ・
下旬～
7月中旬 しちのへバラまつり (七戸町) 摘み取り体験やバラの苗木の特別販売会なども行われる。 ・

 奥入瀬ろまんパークフェスティバル (十和田市) 芸能フェスティバル、モーターパラグライダーデモフライト等を開催。 ・

ホタル＆湧き水まつり (横浜町) ホタルを見ながら、○×クイズ、ミニ縁日などが楽しめる。 ・ ・

かみきた夏まつり (東北町) パレードの他、広場には縁日やフリーマーケットコーナーを設置。 ・

氣比神社例大祭 (おいらせ町) 安全無病息災を願う絵馬が売られ、県内外から参拝者で賑わう。 ・ ・

泊合同例大祭 (六ヶ所村) 海上安全などを願い、 流し踊り・花火大会・大漁祈願祭等を行う。 ・ ・

 乙女の像さわやかフェスティバル (十和田市) 記念式典や篠笛演奏などが行われる。 ・

十和田湖湖水まつり (十和田市) 日中はステージイベント、夜は湖畔にうつる花火が楽しめる。 ・

小川原湖湖水まつり (三沢市) しじみ貝つかみ取り、バーベキューなどイベントが盛りだくさん。 ・ ・

みさわ七夕まつり (三沢市) ゲストライブやヒップホップライブ、ダンスコンテストが行われる。 ・

サマーフェスティバル (六戸町) バンドの生演奏を聴きながら、生ビール等を思う存分堪能できる。 ・ ・

東北町湖水まつり (東北町) 手作りイカダレース、わかさぎマラソン大会、花火大会などを開催。 ・ ・

 ファームフェスタin斗南 (三沢市) フラダンスショーや地域芸能等、大人も子供も楽しめるイベント。 ・

 砂浜海岸フェスティバル (横浜町) 人間ばんば大会、水上ロデオ、宝探しなどイベントが盛りだくさん。 ・ ・

いだこ祭 (おいらせ町) イタコの力を借りて、先祖の霊との対話を行うことができる。 ・ ・

しちのへ夏まつり (七戸町) 郷土芸能や有名ゲストの歌謡ショー等、多様なイベントを開催。 ・ ・

よこはま夏まつり (横浜町) いも煮会や魚の掴み取り大会、花火など多様なイベントを開催。 ・ ・ ・

 十和田市夏祭り花火大会 (十和田市) 中心市街地で約4,000発の花火が豪華に打ち上げられる。 ・

全国将棋祭り (おいらせ町) 全国規模の将棋大会。プロ棋士の熱戦を肌で感じられる。 ・ ・

のへじ祗園まつり (野辺地町) 山車の合同運行、会場では船の大パレードが行われるほか、花火大会も開催。 ・

三沢まつり (三沢市) 山車運行の他、仮装行列や国際サマーフェスティバル等も開催。 ・

三沢港まつり (三沢市) 特産品の販売、舟こぎ大会、花火大会などを中心に開催。 ・ ・

東北町秋まつり (東北町) 山車運行に流し踊り、仮装行列や神楽、よさこいなどを実施。 ・

十和田湖国境祭 (十和田市) 青森、秋田、岩手県を代表する祭りが十和田湖畔に集結。 ・

十和田市秋まつり (十和田市) 伝統芸能である「南部駒踊」や、山車、太鼓車が次々と練り歩く。 ・

七戸秋まつり (七戸町) 昔話や伝説等が題材の山車が市街地を練り歩く。前夜祭も開催。 ・

六戸秋まつり (六戸町) 豪華絢爛な山車や、流行の風刺を込めた仮装行列が練り歩く。 ・

三沢基地航空祭 (三沢市) 航空自衛隊機、米軍機による展示飛行の他、出店も多数。 ・ ・

 日の本中央たいまつ祭 (東北町) 10台の大たいまつの炎と川面に映る光が神秘的な彩りを見せる。 ・

おいらせ百石まつり (おいらせ町) 豪華絢爛な山車運行と、ユーモア溢れる仮装パレードが見物。 ・

十和田湖ecoシーン (十和田市) 十和田湖の環境保護と3Rの観点から環境に優しいコンテンツを展開。 ・ ・

おいらせ下田まつり (おいらせ町) 生き人形と呼ばれる仮装した人々が山車に乗るユニークな祭。 ・

ふれあい牧場デー (おいらせ町) バーベキューや、様々なステージイベント、体験コーナー等を開催。 ・ ・

大空のまち・みさわスカイフェスタ (三沢市) ミス・ビードルカップ紙飛行機大会、グライダー操縦体験、親子で参加できるゲームなど。 ・ ・

南部祭囃子大競演会 (六戸町) 南部地域に伝わるお囃子を一度に見ることができる競演会。 ・

中旬 十和田駒フェスタ (十和田市) 流鏑馬選手権や障害飛越競技、乗馬体験、馬車運行等を実施。 ・ ・

 ハロウィンフェスタ　ＩＮ　ＭＩＳＡＷＡ (三沢市) 仮装コンテストや行列、お菓子のプレゼントなどを行う。 ・ ・

 東八甲田家族旅行村秋の大感謝祭 (七戸町) 秋の創造の森散策や、棒パン焼き体験などを開催。 ・ ・

ろっかしょ産業まつり (六ヶ所村) 鮭掴み取り、バーベキュー、ふるさと市場等多様なイベントを開催。 ・ ・

メイプルタウンフェスタ (六戸町) 一戸～九戸の特産品を集めた即売会゛戸のじまん市゛等を開催。 ・ ・

 生き活き産業文化まつり (東北町) 農業、商工、健康展、バラエティショー等多彩な催し物を開催。 ・ ・

中旬 日本一のおいらせ鮭まつり (おいらせ町) 鮭つかみ取りやサーモンレース、花火大会など多様な催しを開催。 ・ ・

12月
中旬～
1月上旬

 となみウィンター・ファンタジー (三沢市) 冬花火や大抽選会などの催し物が行われる。 ・ ・

下旬

上旬

上旬

11月

9月

下旬

下旬

10月

中旬

8月

上旬

上旬

中旬

中旬

上旬

中旬

下旬

中旬～
下旬

6月

6月

7月

 

 

  (6) 下北地域 

            

月 時期 名称 市町村 概要

 郷土芸能保存連合会発表会 (東通村) 国の重要無形民俗文化財に指定されている能舞などが楽しめる。 ・ ・

大畑どんど焼き (むつ市) 無病息災、五穀豊穣を願い、祈祷やしめ縄等の炊き上げを行う。 ・ ・

上旬～
3月上旬

 布海苔採り体験ツアー (風間浦村) 海岸では布海苔汁や蛸、帆立焼きなどのお楽しみも充実。 ・ ・

中旬 大間マグロ食ツアー (大間町) 「大間マグロ」を食し、温泉に入って疲れを癒せる魅力的なツアー。 ・ ・

3月 中旬 スキーカーニバル (むつ市) 当日はリフト無料開放で、たいまつ滑降などを開催。 ・

中旬1月

2月

 

ブルーマリン 

フェスティバル（大間町） 

日の本中央 

たいまつ祭（東北町） 

三沢基地航空祭 

（三沢市） 

十和田湖湖水まつり 

（十和田市） 
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・ ・

・

・ ・

・ ・

・

・

・

・

・ ・

・

・ ・
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・
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・
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・
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月 時期 名称 市町村 概要

下旬 芦崎湾の潮干狩り (むつ市) 年に一日だけの潮干狩りを楽しむことが出来る。

下旬～
5月上旬 むつ桜まつり (むつ市) 400本の桜が咲き乱れる「早掛沼公園」と「水源池公園」が名所。

5月 中旬 内山公園桜まつり (大間町) カラオケ大会、歌謡ショー、大間牛焼肉デー等開催。

中旬 佐井村うに祭り (佐井村) ウニ丼や活ウニを特価で提供するイベント。

下旬  海峡サーモン祭り（大畑地区） (むつ市) 即売のほか、サーモンレースなどの体験型イベントも開催。

中旬 東通村ふれあい牧場まつり (東通村) 東通牛の販売やバーベキュー、その他イベントを開催。

海の日 天妃様行列 (大間町) 1996年から大漁祈願祭に合わせて行列が練り歩く。

恐山大祭 (むつ市) 大般若祈祷、大施食法要会、イタコの口寄せなどが行われる。

仏ヶ浦まつり (佐井村) 地元のお年寄り達による数珠引き等が行われる。

大湊ネブタまつり (むつ市) 町内会等が作成した大型ネブタの運行、盆唄の流し踊りを実施。

大間稲荷神社例大祭 (大間町) 山車がすれ違う時のお互い負けまいと叫びあう姿が見物。

ヤマメつかみどりまつり
（川内地区）

(むつ市) 約15,000千匹ものヤマメが川内川河川敷のいけすに放される。

脇野沢八幡宮例大祭 (むつ市) 山車神楽、道中神楽、神輿担ぎらが町内を練り歩く。

 ブルーマリンフェスティバル (大間町) 舟競争・ライブショー・大間産マグロ解体ショー等を開催。

奥戸春日神社例大祭 (大間町) 山車が地区を練り歩き、住民は家内安全や航海安全を願う。

桑畑地区八幡宮祭典 (風間浦村) 家族ぐるみで運行する船山車が、町内狭しと駆け巡る。

 蛇浦地区折戸神社祭典 (風間浦村) 山車や子ども神輿、子どもネブタが町内を練り歩く。

田名部神社例大祭 (むつ市) 豪華絢爛な山車、祇園囃子、そして最終日の「五車別れ」が見物。

 ひがしどおり来さまいフェスタ (東通村) よさこいの踊りだけでなく、前日は「来さまい宵祭」も開催。

龍神祭 (風間浦村) 漁船の海上安全と大漁を祈願する祭。

ゆかい村海鮮どんぶりまつり (風間浦村) 名物イベント「元祖　烏賊様レース」や「花火大会」等開催。

上旬 材木稲荷神社例大祭 (大間町) 宵宮、「行列」「山車」の運行が行われる。

大畑八幡宮例大祭 (むつ市) 神輿、山車、神楽、能舞などの行列が町内を練り歩く。

川内八幡宮例大祭 (むつ市) 太神楽を先頭に、豪快優美な神輿や山車が町を練り歩く。

 易国間地区大石神社祭典 (風間浦村) 襦袢姿の若者たちが引く船山車が、町内を練り歩く。

箭根森八幡宮例大祭 (佐井村) 神楽、御神輿、山車4台が連なり、夜遅くまで村内を練り歩く。

新そば街道まつり (東通村) 収穫したばかりの東通産十割そばを提供する新そばまつり。

 下風呂地区稲荷神社祭典 (風間浦村) 宵宮、祈祷に始まり、お神輿や山車が練り歩く。

中旬 恐山秋詣り (むつ市) 先祖供養と家内安全、豊作を祝う秋祭り。イタコの口寄せも実施。

大畑商工まつり (むつ市) 地元の野菜や水産加工品、生活用品その他を格安で販売。

超マグロ祭り (大間町) 本場大間の本マグロを味える。マグロの即売会も実施。

産業まつり (東通村) 東通村の豊富な秋の味覚を集め、低価格で販売。

11月 上旬  かさまいまつり（脇野沢地区） (むつ市) よさこい等の他に、特産品の海産物等も販売。

8月

9月

4月

6月

7月

中旬

10月

下旬

上旬

下旬

中旬

上旬

下旬

8月

 

 

※なお、催事の開催時期等は、カレンダー作成時点の情報をもとに掲載していますので、天候等の事情により、

内容、時期が変更になる場合があります。詳細については、各市町村のホームページ等をご確認ください。

田名部神社例大祭（むつ市）

川内八幡宮例大祭（むつ市）

超まぐろ祭り(大間町) 

－ 162 － － 163 －
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統計データⅢ  
１ 統計データ一覧

(1) 都道府県別主要統計 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 166

・面積 

・人口 

・世帯数 

・1人当たり県民所得 

・事業所数(民営) 

・農業(販売農家総数・農業産出額) 

・製造業(従業者４人以上) 

(事業所数・製品出荷額等) 

・卸売・小売業 

(商店数・年間商品販売額) 

(2) 単位当たり統計指標による都道府県ランキング ･･･････････････････････････････････････････････････････････ 168 

A. 人口・世帯 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 168

・総人口 ・合計特殊出生率

B. 自然環境 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 168 

・総面積 

C. 経済基盤 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 168

・1人当たり県民所得 

・就業者1人当たり農業産出額[販売農家] 

・製造品出荷額等(従業者１人当たり) 

・商業年間商品販売額[卸売業＋小売業] 

(従業者1人当たり) 

・消費者物価地域差指数[総合:東京都地区=100]

D. 行政基盤 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 169 

・財政力指数[県財政] 

E. 教育 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 169

・中学校卒業者の進学率 ・高等学校卒業者の進学率

F. 労働 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 169

・第1次産業就業者比率(対就業者) 

・第2次産業就業者比率(対就業者) 

・第3次産業就業者比率(対就業者) 

・完全失業率(完全失業者数/労働力人口) 

・身体障害者就職者比率(対就職件数千件当たり) 

・転職率(転職者数/有業者数) 

・実労働時間数(月間)[男] 

・実労働時間数(月間)[女]

・パートタイム就職率[常用](就職件数/求職者数)

G. 文化・スポーツ ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 171

・公民館数(人口100万人当たり) 

・図書館数(人口100万人当たり) 

・博物館数(人口100万人当たり) 

・常設映画館数(人口100万人当たり) 

・社会体育施設数(人口100万人当たり) 

・スポーツの年間行動者率(10歳以上)

H. 居住 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 172

・持ち家比率(対居住世帯あり住宅数) 

・借家比率(対居住世帯あり住宅数) 

・持ち家住宅の延べ面積(1住宅当たり) 

・ごみのリサイクル率 

・理容・美容所数(人口10万人当たり) 

・公衆浴場数(人口10万人当たり) 

・自家用乗用車数(人口千人当たり) 

・都市公園面積(人口1人当たり)

I. 健康・医療 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 173

・平均余命[0歳・男] 

・平均余命[0歳・女] 

・平均身長(中学2年・男) 

・平均身長(中学2年・女) 

・平均体重(中学2年・男) 

・平均体重(中学2年・女) 

・一般病院数(人口10万人当たり) 

・一般病院病床数(人口10万人当たり) 

・医療施設に従事する医師数(人口10万人当たり) 

・医療施設に従事する看護師・准看護師数 

(人口10万人当たり) 

・保健師数(人口10万人当たり) 

・年間救急出場件数(人口千人当たり)

J. 福祉・社会保障 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 175

・生活保護被保護実人員(人口千人当たり) 

・身体障害者手帳交付数(人口千人当たり) 

・知的障害者援護施設数(人口100万人当たり) 

・後期高齢者医療費(被保険者1人当たり)

・介護老人福祉施設数(65歳以上人口10万人当たり)

K. 安全 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 176

・消防吏員数(人口10万人当たり) 

・火災出火件数(人口10万人当たり) 

・交通事故死傷者数(人口10万人当たり) 

・刑法犯認知件数(人口千人当たり)

L. 家計 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 177

・実収入(1世帯当たり1か月間)[勤労者世帯] 

・消費支出(1世帯当たり1か月間)[二人以上の世帯] 

・平均消費性向(消費支出／可処分所得)[勤労者世帯] 

・ルームエアコン所有数量(千世帯当たり) 

［二人以上の全世帯] 

・パソコン所有数量(千世帯当たり)[二人以上の全世帯]

(3) 地域県民局を単位とした市町村別指標 ････････････････････････････････････････････････････････････････････ 178 

A. 人口・世帯 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 178

  ・人口総数 

・15歳未満人口 

・15～64歳人口 

  ・65歳以上人口 

  ・外国人人口 

  ・人口集中地区人口 

  ・出生数 

・死亡数 

・転入者数 

・転出者数 

・昼間人口 

・世帯数 

・一般世帯数 

・核家族世帯数 

・単独世帯数 

・65歳以上の親族のいる核家族世帯数 

・高齢夫婦世帯数 

・高齢単身世帯数 

・婚姻件数 

・離婚件数

B. 自然環境 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 180

・総面積(北方地域及び竹島を除く) ・可住地面積

C. 経済基盤 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 180

・課税対象所得 

・納税義務者数 

・事業所数 

・第2次産業事業所数 

・第3次産業事業所数 

・従業者数 

・第2次産業従業者数 

・第3次産業従業者数 

・耕地面積 

・製造品出荷額等 

・製造品従業者数 

・商業年間商品販売額 

・商業事業所数 

・商業従業者数 

・標準価格(平均価格)(住宅地) 

・標準価格(平均価格)(商業地)

D. 行政基盤 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 182

・財政力指数(市町村財政) 

・実質収支比率(市町村財政) 

・実質公債費比率(市町村財政) 

・歳入決算総額(市町村財政) 

・歳出決算総額(市町村財政) 

・地方税(市町村財政)

E. 教育 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 183

・幼稚園数 

・幼稚園在園者数 

・小学校数 

・小学校教員数 

・小学校児童数 

・中学校数 

・中学校教員数 

・中学校生徒数 

・高等学校数

F. 労働 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 184

・労働力人口 

・就業者数 

・完全失業者数 

・第1次産業就業者数 

・第2次産業就業者数 

・第3次産業就業者数 

・雇用者数 

・役員数 

・雇人のある業主数 

・雇人のない業主数 

・家族従業者数 

・自市区町村で従業している就業者数 

・他市区町村への通勤者数 

・従業地による就業者数 

・他市区町村からの通勤者数

G. 文化・スポーツ ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 186

・公民館数 ・図書館数

H. 居住 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 186

・居住世帯あり住宅数 

・持ち家数 

・借家数 

・1住宅当たり延べ面積 

・非水洗化人口 

・ごみ計画収数人口 

・ごみ総排出量 

・ごみのリサイクル率 

・小売店数 

・飲食店数 

・大型小売店数 

・百貨店数 

・道路実延長(主要道路) 

・道路実延長(市町村道) 

・舗装道路実延長(主要道路) 

・郵便局数 

・都市公園数

I. 健康・医療 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 189

・一般病院数 

・一般診療所数 

・歯科診療所数 

・医師数 

・歯科医師数 

・薬剤師数

J. 福祉・社会保障 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 189

・介護老人福祉施設数 

・身体障害者更生援護施設数 

・保育所数 

・保育所入所待機児童数 

・保育所在所児数 

・国民健康保険被保険者数

K. 安全 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 190

・建物火災出火件数 ・交通事故発生件数 ・刑法犯認知件数
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統計データⅢ  
１ 統計データ一覧

(1) 都道府県別主要統計 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 166

・面積 

・人口 

・世帯数 

・1人当たり県民所得 

・事業所数(民営) 

・農業(販売農家総数・農業産出額) 

・製造業(従業者４人以上) 

(事業所数・製品出荷額等) 

・卸売・小売業 

(商店数・年間商品販売額) 

(2) 単位当たり統計指標による都道府県ランキング ･･･････････････････････････････････････････････････････････ 168 

A. 人口・世帯 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 168

・総人口 ・合計特殊出生率

B. 自然環境 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 168 

・総面積 

C. 経済基盤 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 168

・1人当たり県民所得 

・就業者1人当たり農業産出額[販売農家] 

・製造品出荷額等(従業者１人当たり) 

・商業年間商品販売額[卸売業＋小売業] 

(従業者1人当たり) 

・消費者物価地域差指数[総合:東京都地区=100]

D. 行政基盤 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 169 

・財政力指数[県財政] 

E. 教育 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 169

・中学校卒業者の進学率 ・高等学校卒業者の進学率

F. 労働 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 169

・第1次産業就業者比率(対就業者) 

・第2次産業就業者比率(対就業者) 

・第3次産業就業者比率(対就業者) 

・完全失業率(完全失業者数/労働力人口) 

・身体障害者就職者比率(対就職件数千件当たり) 

・転職率(転職者数/有業者数) 

・実労働時間数(月間)[男] 

・実労働時間数(月間)[女]

・パートタイム就職率[常用](就職件数/求職者数)

G. 文化・スポーツ ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 171

・公民館数(人口100万人当たり) 

・図書館数(人口100万人当たり) 

・博物館数(人口100万人当たり) 

・常設映画館数(人口100万人当たり) 

・社会体育施設数(人口100万人当たり) 

・スポーツの年間行動者率(10歳以上)

H. 居住 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 172

・持ち家比率(対居住世帯あり住宅数) 

・借家比率(対居住世帯あり住宅数) 

・持ち家住宅の延べ面積(1住宅当たり) 

・ごみのリサイクル率 

・理容・美容所数(人口10万人当たり) 

・公衆浴場数(人口10万人当たり) 

・自家用乗用車数(人口千人当たり) 

・都市公園面積(人口1人当たり)

I. 健康・医療 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 173

・平均余命[0歳・男] 

・平均余命[0歳・女] 

・平均身長(中学2年・男) 
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２ 都道府県別主要統計 

（単位） （ｋ㎡） （千人） （世帯） （千円） （事業所数）

全    国 377,950.10  128,057,352 51,950,504  3,069 5,886,193

北 海 道 83,456.87  5,506,419 2,424,317  2,389 247,760
青 森 県 9,644.54  1,373,339 513,385  2,369 66,058
岩 手 県 15,278.89  1,330,147 483,934  2,267 64,293
宮 城 県 ※ 7,285.76  2,348,165 901,862  2,473 106,937
秋 田 県 11,636.25  1,085,997 390,136  2,297 55,433
山 形 県 ※ 9,323.46  1,168,924 388,608  2,327 62,268
福 島 県 13,782.76  2,029,064 720,794  2,743 98,596

茨 城 県 6,095.72  2,969,770 1,088,411  2,943 127,252
栃 木 県 6,408.28  2,007,683 745,604  2,917 95,947
群 馬 県 6,362.33  2,008,068 755,756  2,693 101,841
埼 玉 県 ※ 3,798.08  7,194,556 2,841,595  2,933 262,185
千 葉 県 ※ 5,156.60  6,216,289 2,515,904  2,976 202,670
東 京 都 ※ 2,187.65  13,159,388 6,393,768  4,155 684,895
神奈川県 2,415.86  9,048,331 3,844,525  3,198 310,148

新 潟 県 ※ 12,583.81  2,374,450 839,039  2,618 125,401
富 山 県 ※ 4,247.61  1,093,247 383,439  2,949 58,021
石 川 県 4,185.66  1,169,788 441,170  2,818 66,090
福 井 県 4,189.83  806,314 275,599  2,724 46,331
山 梨 県 ※ 4,465.37  863,075 327,721  2,729 47,901
長 野 県 ※ 13,562.23  2,152,449 794,461  2,717 117,748
岐 阜 県 ※ 10,621.17  2,080,773 737,151  2,658 109,658
静 岡 県 ※ 7,780.42  3,765,007 1,399,140  3,215 190,656
愛 知 県 ※ 5,165.04  7,410,719 2,933,802  3,234 337,904

三 重 県 ※ 5,777.27  1,854,724 704,607  2,829 85,217
滋 賀 県 ※ 4,017.36  1,410,777 517,748  2,984 58,609
京 都 府 4,613.21  2,636,092 1,122,057  2,924 128,678
大 阪 府 1,898.47  8,865,245 3,832,386  3,004 443,848
兵 庫 県 8,396.13  5,588,133 2,255,318  2,740 237,140
奈 良 県 3,691.09  1,400,728 523,523  2,526 50,424
和歌山県 4,726.29  1,002,198 393,553  2,546 53,018

鳥 取 県 3,507.28  588,667 211,964  2,304 27,961
島 根 県 6,707.95  717,397 262,219  2,241 38,833
岡 山 県 ※ 7,113.21  1,945,276 754,511  2,662 86,417
広 島 県 8,479.58  2,860,750 1,184,967  2,834 138,867
山 口 県 6,113.95  1,451,338 597,432  2,843 68,056

徳 島 県 4,146.67  785,491 302,294  2,685 40,289
香 川 県 ※ 1,876.53  995,842 390,474  2,578 51,982
愛 媛 県 5,678.18  1,431,493 590,888  2,285 70,143
高 知 県 7,105.16  764,456 321,909  2,046 39,764

福 岡 県 ※ 4,977.24  5,071,968 2,110,468  2,644 226,803
佐 賀 県 2,439.65  849,788 295,038  2,455 40,374
長 崎 県 4,105.33  1,426,779 558,660  2,157 67,879
熊 本 県 ※ 7,404.73  1,817,426 688,234  2,265 80,994
大 分 県 ※ 6,339.71  1,196,529 482,051  2,562 57,826
宮 崎 県 ※ 7,735.99  1,135,233 460,505  2,130 55,989
鹿児島県 ※ 9,188.78  1,706,242 729,386  2,253 82,546
沖 縄 県 2,276.15  1,392,818 520,191  2,039 68,543

調査時点 平成20年度 平成21年

内閣府 経済産業省

県民経済計算 経済センサス国勢調査

全国都道府県市区町村別面積調

※は、平成22年版全国市町村要

覧（総務省）に記載されている

便宜上の概算数値

総務省統計局

面積
１人当たり

県民所得

H22.10.1

資料出所

人口 世帯数

H22.10.1

国土地理院

事業所数(民営）
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販売農家総数 農業産出額 事業所数 製造品出荷額等 商店数 年間商品販売額

（単位） （戸） （億円） （事業所） （億円） （商店数） （百万円）

全    国 1,631,778 82,551 235,817 262,850,323 1,472,658 548,237,119

北 海 道 44,067 9,946 6,136 58,521 58,236 17,819,365
青 森 県 43,325 2,751 1,646 15,048 18,672 3,310,311
岩 手 県 55,409 2,287 2,467 20,673 17,922 3,188,084
宮 城 県 49,404 1,679 3,194 35,299 29,498 10,601,386
秋 田 県 47,304 1,494 2,164 13,176 15,665 2,470,794
山 形 県 39,118 1,986 2,970 27,506 16,906 2,702,748
福 島 県 70,534 2,330 4,408 49,680 26,124 4,670,152

茨 城 県 70,893 4,306 6,180 108,132 31,248 6,869,837
栃 木 県 47,840 2,552 4,930 81,147 23,991 5,650,308
群 馬 県 31,931 2,226 5,770 73,819 24,771 6,830,048
埼 玉 県 44,536 2,004 13,607 126,562 56,427 15,153,850
千 葉 県 54,470 4,048 5,996 122,557 48,596 12,322,192
東 京 都 6,812 275 16,469 80,612 149,965 182,211,327
神奈川県 14,870 777 9,642 172,033 67,716 20,946,950

新 潟 県 66,621 2,563 6,111 43,117 34,087 7,185,195
富 山 県 21,916 615 3,040 31,124 16,409 3,297,996
石 川 県 17,140 508 3,324 23,558 16,564 4,157,618
福 井 県 19,245 413 2,585 18,006 12,021 2,230,298
山 梨 県 20,048 790 2,158 22,898 11,280 1,899,724
長 野 県 62,098 2,243 5,790 55,555 27,362 5,832,187
岐 阜 県 36,362 1,114 6,832 48,121 27,006 4,760,601
静 岡 県 38,978 2,123 11,266 156,700 47,394 11,054,615
愛 知 県 43,632 2,962 19,695 377,901 80,001 43,443,249

三 重 県 32,970 1,024 4,188 97,469 21,602 3,940,384
滋 賀 県 24,828 532 2,976 65,197 14,008 2,516,575
京 都 府 21,175 669 5,330 47,427 34,767 7,396,170
大 阪 府 10,500 328 21,362 154,447 107,650 61,660,209
兵 庫 県 56,809 1,445 10,138 141,517 61,597 13,269,264
奈 良 県 15,042 424 2,387 19,154 13,460 2,126,234
和歌山県 23,212 1,025 2,016 26,258 14,871 1,866,101

鳥 取 県 21,480 665 977 8,149 7,770 1,348,156
島 根 県 24,204 552 1,416 9,804 10,782 1,421,377
岡 山 県 44,234 1,242 3,838 76,399 23,097 5,181,731
広 島 県 34,645 1,021 5,638 86,543 35,839 11,868,449
山 口 県 26,211 640 2,123 62,573 20,010 3,548,663

徳 島 県 21,532 1,002 1,490 16,755 10,982 1,661,534
香 川 県 24,967 747 2,314 26,135 13,983 3,980,519
愛 媛 県 31,748 1,262 2,550 37,108 19,600 3,537,416
高 知 県 18,486 930 1,138 4,436 11,702 1,593,153

福 岡 県 41,755 2,168 6,434 78,367 64,043 22,126,399
佐 賀 県 18,482 1,204 1,532 16,312 11,969 1,835,911
長 崎 県 24,899 1,399 2,091 17,401 20,413 3,024,321
熊 本 県 46,487 3,071 2,365 25,070 22,976 3,950,340
大 分 県 29,529 1,312 1,741 40,639 16,218 2,557,027
宮 崎 県 30,977 2,960 1,612 12,454 15,674 2,586,434
鹿児島県 45,879 4,011 2,479 17,816 23,858 4,026,665
沖 縄 県 15,174 924 1,302 5,653 17,926 2,605,252

調査時点 平成22年 平成22年

農林水産省 農林水産省

農林業センサス

農林業経営体調査
生産農業所得統計

経済産業省

平成22年

農業 製造業（従業者４人以上）

平成19年

卸売・小売業

経済産業省

商業統計調査工業統計調査(速報）
資料出所
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２ 都道府県別主要統計 

（単位） （ｋ㎡） （千人） （世帯） （千円） （事業所数）

全    国 377,950.10  128,057,352 51,950,504  3,069 5,886,193

北 海 道 83,456.87  5,506,419 2,424,317  2,389 247,760
青 森 県 9,644.54  1,373,339 513,385  2,369 66,058
岩 手 県 15,278.89  1,330,147 483,934  2,267 64,293
宮 城 県 ※ 7,285.76  2,348,165 901,862  2,473 106,937
秋 田 県 11,636.25  1,085,997 390,136  2,297 55,433
山 形 県 ※ 9,323.46  1,168,924 388,608  2,327 62,268
福 島 県 13,782.76  2,029,064 720,794  2,743 98,596

茨 城 県 6,095.72  2,969,770 1,088,411  2,943 127,252
栃 木 県 6,408.28  2,007,683 745,604  2,917 95,947
群 馬 県 6,362.33  2,008,068 755,756  2,693 101,841
埼 玉 県 ※ 3,798.08  7,194,556 2,841,595  2,933 262,185
千 葉 県 ※ 5,156.60  6,216,289 2,515,904  2,976 202,670
東 京 都 ※ 2,187.65  13,159,388 6,393,768  4,155 684,895
神奈川県 2,415.86  9,048,331 3,844,525  3,198 310,148

新 潟 県 ※ 12,583.81  2,374,450 839,039  2,618 125,401
富 山 県 ※ 4,247.61  1,093,247 383,439  2,949 58,021
石 川 県 4,185.66  1,169,788 441,170  2,818 66,090
福 井 県 4,189.83  806,314 275,599  2,724 46,331
山 梨 県 ※ 4,465.37  863,075 327,721  2,729 47,901
長 野 県 ※ 13,562.23  2,152,449 794,461  2,717 117,748
岐 阜 県 ※ 10,621.17  2,080,773 737,151  2,658 109,658
静 岡 県 ※ 7,780.42  3,765,007 1,399,140  3,215 190,656
愛 知 県 ※ 5,165.04  7,410,719 2,933,802  3,234 337,904

三 重 県 ※ 5,777.27  1,854,724 704,607  2,829 85,217
滋 賀 県 ※ 4,017.36  1,410,777 517,748  2,984 58,609
京 都 府 4,613.21  2,636,092 1,122,057  2,924 128,678
大 阪 府 1,898.47  8,865,245 3,832,386  3,004 443,848
兵 庫 県 8,396.13  5,588,133 2,255,318  2,740 237,140
奈 良 県 3,691.09  1,400,728 523,523  2,526 50,424
和歌山県 4,726.29  1,002,198 393,553  2,546 53,018

鳥 取 県 3,507.28  588,667 211,964  2,304 27,961
島 根 県 6,707.95  717,397 262,219  2,241 38,833
岡 山 県 ※ 7,113.21  1,945,276 754,511  2,662 86,417
広 島 県 8,479.58  2,860,750 1,184,967  2,834 138,867
山 口 県 6,113.95  1,451,338 597,432  2,843 68,056

徳 島 県 4,146.67  785,491 302,294  2,685 40,289
香 川 県 ※ 1,876.53  995,842 390,474  2,578 51,982
愛 媛 県 5,678.18  1,431,493 590,888  2,285 70,143
高 知 県 7,105.16  764,456 321,909  2,046 39,764

福 岡 県 ※ 4,977.24  5,071,968 2,110,468  2,644 226,803
佐 賀 県 2,439.65  849,788 295,038  2,455 40,374
長 崎 県 4,105.33  1,426,779 558,660  2,157 67,879
熊 本 県 ※ 7,404.73  1,817,426 688,234  2,265 80,994
大 分 県 ※ 6,339.71  1,196,529 482,051  2,562 57,826
宮 崎 県 ※ 7,735.99  1,135,233 460,505  2,130 55,989
鹿児島県 ※ 9,188.78  1,706,242 729,386  2,253 82,546
沖 縄 県 2,276.15  1,392,818 520,191  2,039 68,543

調査時点 平成20年度 平成21年

内閣府 経済産業省

県民経済計算 経済センサス国勢調査

全国都道府県市区町村別面積調

※は、平成22年版全国市町村要

覧（総務省）に記載されている

便宜上の概算数値

総務省統計局

面積
１人当たり

県民所得

H22.10.1

資料出所

人口 世帯数

H22.10.1

国土地理院

事業所数(民営）
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販売農家総数 農業産出額 事業所数 製造品出荷額等 商店数 年間商品販売額

（単位） （戸） （億円） （事業所） （億円） （商店数） （百万円）

全    国 1,631,778 82,551 235,817 262,850,323 1,472,658 548,237,119

北 海 道 44,067 9,946 6,136 58,521 58,236 17,819,365
青 森 県 43,325 2,751 1,646 15,048 18,672 3,310,311
岩 手 県 55,409 2,287 2,467 20,673 17,922 3,188,084
宮 城 県 49,404 1,679 3,194 35,299 29,498 10,601,386
秋 田 県 47,304 1,494 2,164 13,176 15,665 2,470,794
山 形 県 39,118 1,986 2,970 27,506 16,906 2,702,748
福 島 県 70,534 2,330 4,408 49,680 26,124 4,670,152

茨 城 県 70,893 4,306 6,180 108,132 31,248 6,869,837
栃 木 県 47,840 2,552 4,930 81,147 23,991 5,650,308
群 馬 県 31,931 2,226 5,770 73,819 24,771 6,830,048
埼 玉 県 44,536 2,004 13,607 126,562 56,427 15,153,850
千 葉 県 54,470 4,048 5,996 122,557 48,596 12,322,192
東 京 都 6,812 275 16,469 80,612 149,965 182,211,327
神奈川県 14,870 777 9,642 172,033 67,716 20,946,950

新 潟 県 66,621 2,563 6,111 43,117 34,087 7,185,195
富 山 県 21,916 615 3,040 31,124 16,409 3,297,996
石 川 県 17,140 508 3,324 23,558 16,564 4,157,618
福 井 県 19,245 413 2,585 18,006 12,021 2,230,298
山 梨 県 20,048 790 2,158 22,898 11,280 1,899,724
長 野 県 62,098 2,243 5,790 55,555 27,362 5,832,187
岐 阜 県 36,362 1,114 6,832 48,121 27,006 4,760,601
静 岡 県 38,978 2,123 11,266 156,700 47,394 11,054,615
愛 知 県 43,632 2,962 19,695 377,901 80,001 43,443,249

三 重 県 32,970 1,024 4,188 97,469 21,602 3,940,384
滋 賀 県 24,828 532 2,976 65,197 14,008 2,516,575
京 都 府 21,175 669 5,330 47,427 34,767 7,396,170
大 阪 府 10,500 328 21,362 154,447 107,650 61,660,209
兵 庫 県 56,809 1,445 10,138 141,517 61,597 13,269,264
奈 良 県 15,042 424 2,387 19,154 13,460 2,126,234
和歌山県 23,212 1,025 2,016 26,258 14,871 1,866,101

鳥 取 県 21,480 665 977 8,149 7,770 1,348,156
島 根 県 24,204 552 1,416 9,804 10,782 1,421,377
岡 山 県 44,234 1,242 3,838 76,399 23,097 5,181,731
広 島 県 34,645 1,021 5,638 86,543 35,839 11,868,449
山 口 県 26,211 640 2,123 62,573 20,010 3,548,663

徳 島 県 21,532 1,002 1,490 16,755 10,982 1,661,534
香 川 県 24,967 747 2,314 26,135 13,983 3,980,519
愛 媛 県 31,748 1,262 2,550 37,108 19,600 3,537,416
高 知 県 18,486 930 1,138 4,436 11,702 1,593,153

福 岡 県 41,755 2,168 6,434 78,367 64,043 22,126,399
佐 賀 県 18,482 1,204 1,532 16,312 11,969 1,835,911
長 崎 県 24,899 1,399 2,091 17,401 20,413 3,024,321
熊 本 県 46,487 3,071 2,365 25,070 22,976 3,950,340
大 分 県 29,529 1,312 1,741 40,639 16,218 2,557,027
宮 崎 県 30,977 2,960 1,612 12,454 15,674 2,586,434
鹿児島県 45,879 4,011 2,479 17,816 23,858 4,026,665
沖 縄 県 15,174 924 1,302 5,653 17,926 2,605,252

調査時点 平成22年 平成22年

農林水産省 農林水産省

農林業センサス

農林業経営体調査
生産農業所得統計

経済産業省

平成22年

農業 製造業（従業者４人以上）

平成19年

卸売・小売業

経済産業省

商業統計調査工業統計調査(速報）
資料出所
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３ 単位当たり統計指標による都道府県ランキング 

A．人口・世帯 B．自然環境 C．経済基盤

単　位 万人 単　位 － 単　位 100k㎡ 単　位 千円 単　位 万円 単　位 万円

年　度 2010 年　度 2009 年　度 2010 年　度 2008 年　度 2009 年　度 2009

都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値

全　国 12,806 ― 全　国 1.37 ― 全　国 3,779.50 ― 全　国 2,916 ― 全　国 319.1 ― 全　国 3,429.0

東 京 都 1,316 1 沖 縄 県 1.79 1 北 海 道 834.57 1 東 京 都 4,155 1 北 海 道 908.2 1 千 葉 県 5,733.0 1

神奈川県 905 2 宮 崎 県 1.61 2 岩 手 県 152.79 2 愛 知 県 3,234 2 鹿児島県 538.6 2 山 口 県 5,637.8 2

大 阪 府 887 3 熊 本 県 1.58 3 福 島 県 137.83 3 静 岡 県 3,215 3 宮 崎 県 538.4 3 三 重 県 4,933.6 3

愛 知 県 741 4 鹿児島県 1.56 4 長 野 県 135.62 4 神奈川県 3,198 4 千 葉 県 433.0 4 和歌山県 4,912.7 4

埼 玉 県 719 5 福 井 県 1.55 5 新 潟 県 125.84 5 大 阪 府 3,004 5 沖 縄 県 395.1 5 大 分 県 4,542.6 5

千 葉 県 622 6 島 根 県 1.55 5 秋 田 県 116.36 6 滋 賀 県 2,984 6 群 馬 県 387.0 6 岡 山 県 4,517.7 6

兵 庫 県 559 7 長 崎 県 1.50 7 岐 阜 県 106.21 7 千 葉 県 2,976 7 愛 知 県 384.7 7 愛 媛 県 4,517.1 7

北 海 道 551 8 大 分 県 1.50 7 青 森 県 96.45 8 富 山 県 2,949 8 佐 賀 県 376.6 8 愛 知 県 4,296.1 8

福 岡 県 507 9 福 島 県 1.49 9 山 形 県 93.23 9 茨 城 県 2,943 9 茨 城 県 368.1 9 滋 賀 県 4,124.3 9

静 岡 県 377 10 佐 賀 県 1.49 9 鹿児島県 91.89 10 埼 玉 県 2,933 10 熊 本 県 344.7 10 広 島 県 3,862.2 10

茨 城 県 297 11 香 川 県 1.48 11 広 島 県 84.80 11 京 都 府 2,924 11 長 崎 県 336.1 11 栃 木 県 3,859.3 11

広 島 県 286 12 広 島 県 1.47 12 兵 庫 県 83.96 12 栃 木 県 2,917 12 青 森 県 331.0 12 神奈川県 3,819.5 12

京 都 府 264 13 鳥 取 県 1.46 13 静 岡 県 77.80 13 山 口 県 2,843 13 栃 木 県 324.1 13 香 川 県 3,714.5 13

新 潟 県 237 14 滋 賀 県 1.44 14 宮 崎 県 77.36 14 広 島 県 2,834 14 山 形 県 314.3 14 兵 庫 県 3,699.4 14

宮 城 県 235 15 栃 木 県 1.43 15 熊 本 県 74.05 15 三 重 県 2,829 15 福 岡 県 308.1 15 茨 城 県 3,678.5 15

長 野 県 215 16 長 野 県 1.43 15 宮 城 県 72.86 16 石 川 県 2,818 16 大 分 県 298.6 16 静 岡 県 3,657.1 16

岐 阜 県 208 17 静 岡 県 1.43 15 岡 山 県 71.13 17 福 島 県 2,743 17 静 岡 県 294.4 17 福 岡 県 3,593.4 17

福 島 県 203 18 愛 知 県 1.43 15 高 知 県 71.05 18 兵 庫 県 2,740 18 高 知 県 282.2 18 群 馬 県 3,496.0 18

群 馬 県 201 19 山 口 県 1.43 15 島 根 県 67.08 19 山 梨 県 2,729 19 埼 玉 県 277.9 19 徳 島 県 3,261.0 19

栃 木 県 201 20 愛 媛 県 1.41 20 栃 木 県 64.08 20 福 井 県 2,724 20 岩 手 県 266.1 20 京 都 府 3,194.5 20

岡 山 県 195 21 石 川 県 1.40 21 群 馬 県 63.62 21 長 野 県 2,717 21 富 山 県 264.7 21 大 阪 府 3,052.7 21

三 重 県 185 22 三 重 県 1.40 21 大 分 県 63.40 22 群 馬 県 2,693 22 新 潟 県 261.4 22 奈 良 県 3,014.2 22

熊 本 県 182 23 山 形 県 1.39 23 山 口 県 61.14 23 徳 島 県 2,685 23 徳 島 県 261.3 23 埼 玉 県 3,003.7 23

鹿児島県 171 24 岡 山 県 1.39 23 茨 城 県 60.96 24 岡 山 県 2,662 24 神奈川県 259.8 24 北 海 道 2,937.4 24

山 口 県 145 25 群 馬 県 1.38 25 三 重 県 57.77 25 岐 阜 県 2,658 25 宮 城 県 257.4 25 長 崎 県 2,885.1 25

愛 媛 県 143 26 岩 手 県 1.37 26 愛 媛 県 56.78 26 福 岡 県 2,644 26 三 重 県 248.2 26 福 島 県 2,819.3 26

長 崎 県 143 27 茨 城 県 1.37 26 愛 知 県 51.65 27 新 潟 県 2,618 27 岐 阜 県 247.7 27 佐 賀 県 2,643.0 27

滋 賀 県 141 28 新 潟 県 1.37 26 千 葉 県 51.57 28 香 川 県 2,578 28 秋 田 県 245.0 28 山 梨 県 2,597.2 28

奈 良 県 140 29 富 山 県 1.37 26 福 岡 県 49.77 29 大 分 県 2,562 29 石 川 県 237.8 29 長 野 県 2,587.7 29

沖 縄 県 139 30 岐 阜 県 1.37 26 和歌山県 47.26 30 和歌山県 2,546 30 愛 媛 県 231.6 30 熊 本 県 2,525.0 30

青 森 県 137 31 福 岡 県 1.37 26 京 都 府 46.13 31 奈 良 県 2,526 31 京 都 府 231.0 31 宮 城 県 2,509.0 31

岩 手 県 133 32 和歌山県 1.36 32 山 梨 県 44.65 32 宮 城 県 2,473 32 山 梨 県 229.6 32 青 森 県 2,500.9 32

大 分 県 120 33 徳 島 県 1.35 33 富 山 県 42.48 33 佐 賀 県 2,455 33 福 島 県 224.7 33 鳥 取 県 2,469.0 33

石 川 県 117 34 兵 庫 県 1.33 34 福 井 県 41.90 34 北 海 道 2,389 34 広 島 県 219.4 34 東 京 都 2,468.9 34

山 形 県 117 35 千 葉 県 1.31 35 石 川 県 41.86 35 青 森 県 2,369 35 香 川 県 213.8 35 富 山 県 2,467.7 35

宮 崎 県 114 36 山 梨 県 1.31 35 徳 島 県 41.47 36 山 形 県 2,327 36 長 野 県 212.5 36 鹿児島県 2,406.1 36

富 山 県 109 37 秋 田 県 1.29 37 長 崎 県 41.05 37 鳥 取 県 2,304 37 和歌山県 211.5 37 福 井 県 2,388.0 37

秋 田 県 109 38 高 知 県 1.29 37 滋 賀 県 40.17 38 秋 田 県 2,297 38 岡 山 県 209.7 38 岐 阜 県 2,384.3 38

和歌山県 100 39 埼 玉 県 1.28 39 埼 玉 県 37.98 39 愛 媛 県 2,285 39 東 京 都 203.6 39 山 形 県 2,281.8 39

香 川 県 100 40 神奈川県 1.28 39 奈 良 県 36.91 40 岩 手 県 2,267 40 奈 良 県 199.0 40 岩 手 県 2,240.3 40

山 梨 県 86 41 大 阪 府 1.28 39 鳥 取 県 35.07 41 熊 本 県 2,265 41 兵 庫 県 198.9 41 新 潟 県 2,221.0 41

佐 賀 県 85 42 青 森 県 1.26 42 佐 賀 県 24.40 42 鹿児島県 2,253 42 鳥 取 県 197.1 42 沖 縄 県 2,209.0 42

福 井 県 81 43 宮 城 県 1.25 43 神奈川県 24.16 43 島 根 県 2,241 43 滋 賀 県 197.0 43 宮 崎 県 2,166.2 43

徳 島 県 79 44 奈 良 県 1.23 44 沖 縄 県 22.76 44 長 崎 県 2,157 44 山 口 県 189.2 44 石 川 県 2,161.3 44

高 知 県 76 45 京 都 府 1.20 45 東 京 都 21.88 45 宮 崎 県 2,130 45 福 井 県 186.4 45 島 根 県 2,063.7 45

島 根 県 72 46 北 海 道 1.19 46 大 阪 府 18.98 46 高 知 県 2,046 46 島 根 県 180.0 46 高 知 県 1,990.4 46

鳥 取 県 59 47 東 京 都 1.12 47 香 川 県 18.77 47 沖 縄 県 2,039 47 大 阪 府 178.6 47 秋 田 県 1,748.0 47

資料：総務省「統計で見る都道府県のすがた2012」
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D．行政基盤 E．教育 F．労働

単　位 万円 単　位 － 単　位 － 単　位 ％ 単　位 ％ 単　位 ％

年　度 2006 年　度 2009 年　度 2009 年　度 2009 年　度 2009 年　度 2005

都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値

全　国 4,936.6 ― 全　国 90.9 ― 全　国 0.516 ― 全　国 96.3 ― 全　国 54.3 全　国 4.8 ―

東 京 都 11,576.2 1 神奈川県 100.2 1 東 京 都 1.341 1 山 形 県 98.6 1 京 都 府 66.9 1 青 森 県 14.0 1

大 阪 府 6,752.0 2 東 京 都 100.0 2 愛 知 県 1.074 2 島 根 県 98.4 2 東 京 都 65.3 2 岩 手 県 13.7 2

愛 知 県 6,255.2 3 大 阪 府 97.4 3 神奈川県 0.966 3 岩 手 県 98.3 3 神奈川県 61.8 3 高 知 県 12.7 3

福 岡 県 4,617.3 4 静 岡 県 95.9 4 大 阪 府 0.808 4 石 川 県 98.3 3 広 島 県 61.5 4 宮 崎 県 12.7 4

宮 城 県 4,601.4 5 石 川 県 95.7 5 千 葉 県 0.797 5 福 井 県 98.3 3 兵 庫 県 60.7 5 鹿児島県 11.6 5

広 島 県 4,518.3 6 京 都 府 95.7 5 埼 玉 県 0.777 6 徳 島 県 98.3 3 愛 知 県 60.0 6 熊 本 県 11.5 6

香 川 県 4,272.2 7 愛 知 県 95.2 7 静 岡 県 0.756 7 富 山 県 98.1 7 奈 良 県 59.8 7 長 野 県 11.4 7

群 馬 県 4,020.1 8 埼 玉 県 95.0 8 茨 城 県 0.668 8 奈 良 県 98.0 8 大 阪 府 59.1 8 秋 田 県 11.1 8

石 川 県 3,849.7 9 和歌山県 94.5 9 栃 木 県 0.646 9 和歌山県 98.0 8 滋 賀 県 58.9 9 佐 賀 県 11.0 9

北 海 道 3,842.1 10 岡 山 県 94.5 9 京 都 府 0.638 10 秋 田 県 97.8 10 山 梨 県 58.4 10 鳥 取 県 10.9 10

栃 木 県 3,533.5 11 兵 庫 県 94.1 11 兵 庫 県 0.632 11 熊 本 県 97.8 10 福 井 県 57.4 11 山 形 県 10.9 11

静 岡 県 3,486.2 12 栃 木 県 94.0 12 福 岡 県 0.619 12 北 海 道 97.7 12 埼 玉 県 57.0 12 和歌山県 10.4 12

神奈川県 3,458.8 13 北 海 道 93.8 13 広 島 県 0.619 13 新 潟 県 97.7 12 岐 阜 県 56.5 13 島 根 県 10.1 13

富 山 県 3,378.6 14 山 梨 県 93.3 14 滋 賀 県 0.617 14 長 崎 県 97.7 12 石 川 県 55.3 14 徳 島 県 9.8 14

新 潟 県 3,355.1 15 山 形 県 93.2 15 三 重 県 0.615 15 大 分 県 97.7 12 富 山 県 55.2 15 愛 媛 県 9.4 15

埼 玉 県 3,244.8 16 福 井 県 93.2 15 群 馬 県 0.611 16 長 野 県 97.6 16 千 葉 県 55.1 16 福 島 県 9.2 16

岡 山 県 3,220.4 17 広 島 県 93.2 15 岐 阜 県 0.549 17 宮 城 県 97.5 17 栃 木 県 54.5 17 長 崎 県 9.1 17

茨 城 県 3,199.4 18 島 根 県 93.1 18 岡 山 県 0.548 18 鳥 取 県 97.5 17 群 馬 県 54.4 18 大 分 県 9.0 18

長 野 県 3,172.8 19 長 崎 県 93.0 19 宮 城 県 0.538 19 鹿児島県 97.5 17 静 岡 県 54.3 19 山 梨 県 8.5 19

兵 庫 県 3,055.4 20 岩 手 県 92.9 20 石 川 県 0.495 20 山 梨 県 97.4 20 岡 山 県 53.5 20 北 海 道 7.7 20

福 井 県 3,024.1 21 三 重 県 92.8 21 香 川 県 0.487 21 青 森 県 97.2 21 福 岡 県 53.3 21 新 潟 県 7.5 21

千 葉 県 2,971.9 22 新 潟 県 92.7 22 長 野 県 0.484 22 滋 賀 県 97.1 22 徳 島 県 52.9 22 茨 城 県 7.4 22

京 都 府 2,962.4 23 滋 賀 県 92.6 23 富 山 県 0.482 23 高 知 県 97.1 22 三 重 県 52.1 23 香 川 県 7.1 23

愛 媛 県 2,948.5 24 山 口 県 92.5 24 山 口 県 0.469 24 宮 崎 県 97.0 24 愛 媛 県 52.1 23 山 口 県 6.8 24

岩 手 県 2,896.1 25 千 葉 県 92.4 25 福 島 県 0.460 25 群 馬 県 96.9 25 茨 城 県 51.9 25 栃 木 県 6.8 25

鹿児島県 2,870.4 26 富 山 県 92.3 26 奈 良 県 0.436 26 佐 賀 県 96.9 25 香 川 県 51.8 26 群 馬 県 6.5 26

山 口 県 2,848.7 27 福 島 県 92.2 27 山 梨 県 0.434 27 東 京 都 96.8 27 和歌山県 50.0 27 岡 山 県 6.4 27

福 島 県 2,834.7 28 鹿児島県 92.2 27 福 井 県 0.429 28 千 葉 県 96.7 28 長 野 県 49.8 28 宮 城 県 6.2 28

青 森 県 2,776.6 29 長 野 県 91.9 29 新 潟 県 0.427 29 愛 媛 県 96.7 28 島 根 県 49.7 29 沖 縄 県 5.9 29

山 梨 県 2,770.1 30 青 森 県 91.5 30 愛 媛 県 0.421 30 山 口 県 96.6 30 宮 城 県 47.7 30 静 岡 県 4.9 30

山 形 県 2,727.8 31 徳 島 県 91.5 30 北 海 道 0.397 31 福 岡 県 96.4 31 新 潟 県 47.7 30 三 重 県 4.9 31

三 重 県 2,714.3 32 茨 城 県 91.4 32 熊 本 県 0.389 32 岡 山 県 96.3 32 大 分 県 46.8 32 福 井 県 4.7 32

宮 崎 県 2,695.9 33 大 分 県 91.4 32 大 分 県 0.369 33 茨 城 県 96.2 33 秋 田 県 45.9 33 広 島 県 4.3 33

鳥 取 県 2,694.7 34 岐 阜 県 91.3 34 和歌山県 0.346 34 埼 玉 県 96.2 33 山 形 県 45.8 34 富 山 県 4.3 34

岐 阜 県 2,693.8 35 奈 良 県 91.3 34 佐 賀 県 0.341 35 三 重 県 96.2 33 鳥 取 県 44.9 35 石 川 県 3.9 35

秋 田 県 2,658.0 36 鳥 取 県 91.3 34 山 形 県 0.334 36 京 都 府 96.2 33 宮 崎 県 44.6 36 岐 阜 県 3.7 36

徳 島 県 2,644.7 37 高 知 県 91.1 37 青 森 県 0.327 37 栃 木 県 96.1 37 福 島 県 44.0 37 滋 賀 県 3.7 37

熊 本 県 2,631.2 38 熊 本 県 91.1 37 徳 島 県 0.318 38 兵 庫 県 96.0 38 高 知 県 43.8 38 千 葉 県 3.7 38

佐 賀 県 2,577.8 39 福 岡 県 90.9 39 岩 手 県 0.314 39 福 島 県 95.8 39 山 口 県 43.4 39 福 岡 県 3.5 39

長 崎 県 2,544.2 40 佐 賀 県 90.7 40 宮 崎 県 0.311 40 広 島 県 95.8 39 佐 賀 県 43.3 40 奈 良 県 3.2 40

大 分 県 2,540.5 41 香 川 県 90.5 41 鹿児島県 0.302 41 香 川 県 95.7 41 熊 本 県 43.3 40 愛 知 県 2.8 41

滋 賀 県 2,440.0 42 宮 城 県 90.4 42 長 崎 県 0.300 42 大 阪 府 95.6 42 長 崎 県 42.8 42 京 都 府 2.7 42

沖 縄 県 2,420.7 43 愛 媛 県 90.2 43 沖 縄 県 0.298 43 静 岡 県 95.5 43 青 森 県 42.7 43 兵 庫 県 2.5 43

高 知 県 2,411.6 44 群 馬 県 89.8 44 秋 田 県 0.294 44 岐 阜 県 94.9 44 鹿児島県 41.6 44 埼 玉 県 2.2 44

島 根 県 2,377.2 45 沖 縄 県 88.9 45 鳥 取 県 0.268 45 神奈川県 94.2 45 北 海 道 40.9 45 神奈川県 1.0 45

奈 良 県 2,277.5 46 秋 田 県 88.6 46 高 知 県 0.248 46 沖 縄 県 93.7 46 岩 手 県 40.0 46 大 阪 府 0.6 46

和歌山県 2,260.5 47 宮 崎 県 87.8 47 島 根 県 0.242 47 愛 知 県 93.0 47 沖 縄 県 36.6 47 東 京 都 0.4 47

資料：総務省「統計で見る都道府県のすがた2012」
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３ 単位当たり統計指標による都道府県ランキング 

A．人口・世帯 B．自然環境 C．経済基盤

単　位 万人 単　位 － 単　位 100k㎡ 単　位 千円 単　位 万円 単　位 万円

年　度 2010 年　度 2009 年　度 2010 年　度 2008 年　度 2009 年　度 2009

都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値

全　国 12,806 ― 全　国 1.37 ― 全　国 3,779.50 ― 全　国 2,916 ― 全　国 319.1 ― 全　国 3,429.0

東 京 都 1,316 1 沖 縄 県 1.79 1 北 海 道 834.57 1 東 京 都 4,155 1 北 海 道 908.2 1 千 葉 県 5,733.0 1

神奈川県 905 2 宮 崎 県 1.61 2 岩 手 県 152.79 2 愛 知 県 3,234 2 鹿児島県 538.6 2 山 口 県 5,637.8 2

大 阪 府 887 3 熊 本 県 1.58 3 福 島 県 137.83 3 静 岡 県 3,215 3 宮 崎 県 538.4 3 三 重 県 4,933.6 3

愛 知 県 741 4 鹿児島県 1.56 4 長 野 県 135.62 4 神奈川県 3,198 4 千 葉 県 433.0 4 和歌山県 4,912.7 4

埼 玉 県 719 5 福 井 県 1.55 5 新 潟 県 125.84 5 大 阪 府 3,004 5 沖 縄 県 395.1 5 大 分 県 4,542.6 5

千 葉 県 622 6 島 根 県 1.55 5 秋 田 県 116.36 6 滋 賀 県 2,984 6 群 馬 県 387.0 6 岡 山 県 4,517.7 6

兵 庫 県 559 7 長 崎 県 1.50 7 岐 阜 県 106.21 7 千 葉 県 2,976 7 愛 知 県 384.7 7 愛 媛 県 4,517.1 7

北 海 道 551 8 大 分 県 1.50 7 青 森 県 96.45 8 富 山 県 2,949 8 佐 賀 県 376.6 8 愛 知 県 4,296.1 8

福 岡 県 507 9 福 島 県 1.49 9 山 形 県 93.23 9 茨 城 県 2,943 9 茨 城 県 368.1 9 滋 賀 県 4,124.3 9

静 岡 県 377 10 佐 賀 県 1.49 9 鹿児島県 91.89 10 埼 玉 県 2,933 10 熊 本 県 344.7 10 広 島 県 3,862.2 10

茨 城 県 297 11 香 川 県 1.48 11 広 島 県 84.80 11 京 都 府 2,924 11 長 崎 県 336.1 11 栃 木 県 3,859.3 11

広 島 県 286 12 広 島 県 1.47 12 兵 庫 県 83.96 12 栃 木 県 2,917 12 青 森 県 331.0 12 神奈川県 3,819.5 12

京 都 府 264 13 鳥 取 県 1.46 13 静 岡 県 77.80 13 山 口 県 2,843 13 栃 木 県 324.1 13 香 川 県 3,714.5 13

新 潟 県 237 14 滋 賀 県 1.44 14 宮 崎 県 77.36 14 広 島 県 2,834 14 山 形 県 314.3 14 兵 庫 県 3,699.4 14

宮 城 県 235 15 栃 木 県 1.43 15 熊 本 県 74.05 15 三 重 県 2,829 15 福 岡 県 308.1 15 茨 城 県 3,678.5 15

長 野 県 215 16 長 野 県 1.43 15 宮 城 県 72.86 16 石 川 県 2,818 16 大 分 県 298.6 16 静 岡 県 3,657.1 16

岐 阜 県 208 17 静 岡 県 1.43 15 岡 山 県 71.13 17 福 島 県 2,743 17 静 岡 県 294.4 17 福 岡 県 3,593.4 17

福 島 県 203 18 愛 知 県 1.43 15 高 知 県 71.05 18 兵 庫 県 2,740 18 高 知 県 282.2 18 群 馬 県 3,496.0 18

群 馬 県 201 19 山 口 県 1.43 15 島 根 県 67.08 19 山 梨 県 2,729 19 埼 玉 県 277.9 19 徳 島 県 3,261.0 19

栃 木 県 201 20 愛 媛 県 1.41 20 栃 木 県 64.08 20 福 井 県 2,724 20 岩 手 県 266.1 20 京 都 府 3,194.5 20

岡 山 県 195 21 石 川 県 1.40 21 群 馬 県 63.62 21 長 野 県 2,717 21 富 山 県 264.7 21 大 阪 府 3,052.7 21

三 重 県 185 22 三 重 県 1.40 21 大 分 県 63.40 22 群 馬 県 2,693 22 新 潟 県 261.4 22 奈 良 県 3,014.2 22

熊 本 県 182 23 山 形 県 1.39 23 山 口 県 61.14 23 徳 島 県 2,685 23 徳 島 県 261.3 23 埼 玉 県 3,003.7 23

鹿児島県 171 24 岡 山 県 1.39 23 茨 城 県 60.96 24 岡 山 県 2,662 24 神奈川県 259.8 24 北 海 道 2,937.4 24

山 口 県 145 25 群 馬 県 1.38 25 三 重 県 57.77 25 岐 阜 県 2,658 25 宮 城 県 257.4 25 長 崎 県 2,885.1 25

愛 媛 県 143 26 岩 手 県 1.37 26 愛 媛 県 56.78 26 福 岡 県 2,644 26 三 重 県 248.2 26 福 島 県 2,819.3 26

長 崎 県 143 27 茨 城 県 1.37 26 愛 知 県 51.65 27 新 潟 県 2,618 27 岐 阜 県 247.7 27 佐 賀 県 2,643.0 27

滋 賀 県 141 28 新 潟 県 1.37 26 千 葉 県 51.57 28 香 川 県 2,578 28 秋 田 県 245.0 28 山 梨 県 2,597.2 28

奈 良 県 140 29 富 山 県 1.37 26 福 岡 県 49.77 29 大 分 県 2,562 29 石 川 県 237.8 29 長 野 県 2,587.7 29

沖 縄 県 139 30 岐 阜 県 1.37 26 和歌山県 47.26 30 和歌山県 2,546 30 愛 媛 県 231.6 30 熊 本 県 2,525.0 30

青 森 県 137 31 福 岡 県 1.37 26 京 都 府 46.13 31 奈 良 県 2,526 31 京 都 府 231.0 31 宮 城 県 2,509.0 31

岩 手 県 133 32 和歌山県 1.36 32 山 梨 県 44.65 32 宮 城 県 2,473 32 山 梨 県 229.6 32 青 森 県 2,500.9 32

大 分 県 120 33 徳 島 県 1.35 33 富 山 県 42.48 33 佐 賀 県 2,455 33 福 島 県 224.7 33 鳥 取 県 2,469.0 33

石 川 県 117 34 兵 庫 県 1.33 34 福 井 県 41.90 34 北 海 道 2,389 34 広 島 県 219.4 34 東 京 都 2,468.9 34

山 形 県 117 35 千 葉 県 1.31 35 石 川 県 41.86 35 青 森 県 2,369 35 香 川 県 213.8 35 富 山 県 2,467.7 35

宮 崎 県 114 36 山 梨 県 1.31 35 徳 島 県 41.47 36 山 形 県 2,327 36 長 野 県 212.5 36 鹿児島県 2,406.1 36

富 山 県 109 37 秋 田 県 1.29 37 長 崎 県 41.05 37 鳥 取 県 2,304 37 和歌山県 211.5 37 福 井 県 2,388.0 37

秋 田 県 109 38 高 知 県 1.29 37 滋 賀 県 40.17 38 秋 田 県 2,297 38 岡 山 県 209.7 38 岐 阜 県 2,384.3 38

和歌山県 100 39 埼 玉 県 1.28 39 埼 玉 県 37.98 39 愛 媛 県 2,285 39 東 京 都 203.6 39 山 形 県 2,281.8 39

香 川 県 100 40 神奈川県 1.28 39 奈 良 県 36.91 40 岩 手 県 2,267 40 奈 良 県 199.0 40 岩 手 県 2,240.3 40

山 梨 県 86 41 大 阪 府 1.28 39 鳥 取 県 35.07 41 熊 本 県 2,265 41 兵 庫 県 198.9 41 新 潟 県 2,221.0 41

佐 賀 県 85 42 青 森 県 1.26 42 佐 賀 県 24.40 42 鹿児島県 2,253 42 鳥 取 県 197.1 42 沖 縄 県 2,209.0 42

福 井 県 81 43 宮 城 県 1.25 43 神奈川県 24.16 43 島 根 県 2,241 43 滋 賀 県 197.0 43 宮 崎 県 2,166.2 43

徳 島 県 79 44 奈 良 県 1.23 44 沖 縄 県 22.76 44 長 崎 県 2,157 44 山 口 県 189.2 44 石 川 県 2,161.3 44

高 知 県 76 45 京 都 府 1.20 45 東 京 都 21.88 45 宮 崎 県 2,130 45 福 井 県 186.4 45 島 根 県 2,063.7 45

島 根 県 72 46 北 海 道 1.19 46 大 阪 府 18.98 46 高 知 県 2,046 46 島 根 県 180.0 46 高 知 県 1,990.4 46

鳥 取 県 59 47 東 京 都 1.12 47 香 川 県 18.77 47 沖 縄 県 2,039 47 大 阪 府 178.6 47 秋 田 県 1,748.0 47

資料：総務省「統計で見る都道府県のすがた2012」
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D．行政基盤 E．教育 F．労働

単　位 万円 単　位 － 単　位 － 単　位 ％ 単　位 ％ 単　位 ％

年　度 2006 年　度 2009 年　度 2009 年　度 2009 年　度 2009 年　度 2005

都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値

全　国 4,936.6 ― 全　国 90.9 ― 全　国 0.516 ― 全　国 96.3 ― 全　国 54.3 全　国 4.8 ―

東 京 都 11,576.2 1 神奈川県 100.2 1 東 京 都 1.341 1 山 形 県 98.6 1 京 都 府 66.9 1 青 森 県 14.0 1

大 阪 府 6,752.0 2 東 京 都 100.0 2 愛 知 県 1.074 2 島 根 県 98.4 2 東 京 都 65.3 2 岩 手 県 13.7 2

愛 知 県 6,255.2 3 大 阪 府 97.4 3 神奈川県 0.966 3 岩 手 県 98.3 3 神奈川県 61.8 3 高 知 県 12.7 3

福 岡 県 4,617.3 4 静 岡 県 95.9 4 大 阪 府 0.808 4 石 川 県 98.3 3 広 島 県 61.5 4 宮 崎 県 12.7 4

宮 城 県 4,601.4 5 石 川 県 95.7 5 千 葉 県 0.797 5 福 井 県 98.3 3 兵 庫 県 60.7 5 鹿児島県 11.6 5

広 島 県 4,518.3 6 京 都 府 95.7 5 埼 玉 県 0.777 6 徳 島 県 98.3 3 愛 知 県 60.0 6 熊 本 県 11.5 6

香 川 県 4,272.2 7 愛 知 県 95.2 7 静 岡 県 0.756 7 富 山 県 98.1 7 奈 良 県 59.8 7 長 野 県 11.4 7

群 馬 県 4,020.1 8 埼 玉 県 95.0 8 茨 城 県 0.668 8 奈 良 県 98.0 8 大 阪 府 59.1 8 秋 田 県 11.1 8

石 川 県 3,849.7 9 和歌山県 94.5 9 栃 木 県 0.646 9 和歌山県 98.0 8 滋 賀 県 58.9 9 佐 賀 県 11.0 9

北 海 道 3,842.1 10 岡 山 県 94.5 9 京 都 府 0.638 10 秋 田 県 97.8 10 山 梨 県 58.4 10 鳥 取 県 10.9 10

栃 木 県 3,533.5 11 兵 庫 県 94.1 11 兵 庫 県 0.632 11 熊 本 県 97.8 10 福 井 県 57.4 11 山 形 県 10.9 11

静 岡 県 3,486.2 12 栃 木 県 94.0 12 福 岡 県 0.619 12 北 海 道 97.7 12 埼 玉 県 57.0 12 和歌山県 10.4 12

神奈川県 3,458.8 13 北 海 道 93.8 13 広 島 県 0.619 13 新 潟 県 97.7 12 岐 阜 県 56.5 13 島 根 県 10.1 13

富 山 県 3,378.6 14 山 梨 県 93.3 14 滋 賀 県 0.617 14 長 崎 県 97.7 12 石 川 県 55.3 14 徳 島 県 9.8 14

新 潟 県 3,355.1 15 山 形 県 93.2 15 三 重 県 0.615 15 大 分 県 97.7 12 富 山 県 55.2 15 愛 媛 県 9.4 15

埼 玉 県 3,244.8 16 福 井 県 93.2 15 群 馬 県 0.611 16 長 野 県 97.6 16 千 葉 県 55.1 16 福 島 県 9.2 16

岡 山 県 3,220.4 17 広 島 県 93.2 15 岐 阜 県 0.549 17 宮 城 県 97.5 17 栃 木 県 54.5 17 長 崎 県 9.1 17

茨 城 県 3,199.4 18 島 根 県 93.1 18 岡 山 県 0.548 18 鳥 取 県 97.5 17 群 馬 県 54.4 18 大 分 県 9.0 18

長 野 県 3,172.8 19 長 崎 県 93.0 19 宮 城 県 0.538 19 鹿児島県 97.5 17 静 岡 県 54.3 19 山 梨 県 8.5 19

兵 庫 県 3,055.4 20 岩 手 県 92.9 20 石 川 県 0.495 20 山 梨 県 97.4 20 岡 山 県 53.5 20 北 海 道 7.7 20

福 井 県 3,024.1 21 三 重 県 92.8 21 香 川 県 0.487 21 青 森 県 97.2 21 福 岡 県 53.3 21 新 潟 県 7.5 21

千 葉 県 2,971.9 22 新 潟 県 92.7 22 長 野 県 0.484 22 滋 賀 県 97.1 22 徳 島 県 52.9 22 茨 城 県 7.4 22

京 都 府 2,962.4 23 滋 賀 県 92.6 23 富 山 県 0.482 23 高 知 県 97.1 22 三 重 県 52.1 23 香 川 県 7.1 23

愛 媛 県 2,948.5 24 山 口 県 92.5 24 山 口 県 0.469 24 宮 崎 県 97.0 24 愛 媛 県 52.1 23 山 口 県 6.8 24

岩 手 県 2,896.1 25 千 葉 県 92.4 25 福 島 県 0.460 25 群 馬 県 96.9 25 茨 城 県 51.9 25 栃 木 県 6.8 25

鹿児島県 2,870.4 26 富 山 県 92.3 26 奈 良 県 0.436 26 佐 賀 県 96.9 25 香 川 県 51.8 26 群 馬 県 6.5 26

山 口 県 2,848.7 27 福 島 県 92.2 27 山 梨 県 0.434 27 東 京 都 96.8 27 和歌山県 50.0 27 岡 山 県 6.4 27

福 島 県 2,834.7 28 鹿児島県 92.2 27 福 井 県 0.429 28 千 葉 県 96.7 28 長 野 県 49.8 28 宮 城 県 6.2 28

青 森 県 2,776.6 29 長 野 県 91.9 29 新 潟 県 0.427 29 愛 媛 県 96.7 28 島 根 県 49.7 29 沖 縄 県 5.9 29

山 梨 県 2,770.1 30 青 森 県 91.5 30 愛 媛 県 0.421 30 山 口 県 96.6 30 宮 城 県 47.7 30 静 岡 県 4.9 30

山 形 県 2,727.8 31 徳 島 県 91.5 30 北 海 道 0.397 31 福 岡 県 96.4 31 新 潟 県 47.7 30 三 重 県 4.9 31

三 重 県 2,714.3 32 茨 城 県 91.4 32 熊 本 県 0.389 32 岡 山 県 96.3 32 大 分 県 46.8 32 福 井 県 4.7 32

宮 崎 県 2,695.9 33 大 分 県 91.4 32 大 分 県 0.369 33 茨 城 県 96.2 33 秋 田 県 45.9 33 広 島 県 4.3 33

鳥 取 県 2,694.7 34 岐 阜 県 91.3 34 和歌山県 0.346 34 埼 玉 県 96.2 33 山 形 県 45.8 34 富 山 県 4.3 34

岐 阜 県 2,693.8 35 奈 良 県 91.3 34 佐 賀 県 0.341 35 三 重 県 96.2 33 鳥 取 県 44.9 35 石 川 県 3.9 35

秋 田 県 2,658.0 36 鳥 取 県 91.3 34 山 形 県 0.334 36 京 都 府 96.2 33 宮 崎 県 44.6 36 岐 阜 県 3.7 36

徳 島 県 2,644.7 37 高 知 県 91.1 37 青 森 県 0.327 37 栃 木 県 96.1 37 福 島 県 44.0 37 滋 賀 県 3.7 37

熊 本 県 2,631.2 38 熊 本 県 91.1 37 徳 島 県 0.318 38 兵 庫 県 96.0 38 高 知 県 43.8 38 千 葉 県 3.7 38

佐 賀 県 2,577.8 39 福 岡 県 90.9 39 岩 手 県 0.314 39 福 島 県 95.8 39 山 口 県 43.4 39 福 岡 県 3.5 39

長 崎 県 2,544.2 40 佐 賀 県 90.7 40 宮 崎 県 0.311 40 広 島 県 95.8 39 佐 賀 県 43.3 40 奈 良 県 3.2 40

大 分 県 2,540.5 41 香 川 県 90.5 41 鹿児島県 0.302 41 香 川 県 95.7 41 熊 本 県 43.3 40 愛 知 県 2.8 41

滋 賀 県 2,440.0 42 宮 城 県 90.4 42 長 崎 県 0.300 42 大 阪 府 95.6 42 長 崎 県 42.8 42 京 都 府 2.7 42

沖 縄 県 2,420.7 43 愛 媛 県 90.2 43 沖 縄 県 0.298 43 静 岡 県 95.5 43 青 森 県 42.7 43 兵 庫 県 2.5 43

高 知 県 2,411.6 44 群 馬 県 89.8 44 秋 田 県 0.294 44 岐 阜 県 94.9 44 鹿児島県 41.6 44 埼 玉 県 2.2 44

島 根 県 2,377.2 45 沖 縄 県 88.9 45 鳥 取 県 0.268 45 神奈川県 94.2 45 北 海 道 40.9 45 神奈川県 1.0 45

奈 良 県 2,277.5 46 秋 田 県 88.6 46 高 知 県 0.248 46 沖 縄 県 93.7 46 岩 手 県 40.0 46 大 阪 府 0.6 46

和歌山県 2,260.5 47 宮 崎 県 87.8 47 島 根 県 0.242 47 愛 知 県 93.0 47 沖 縄 県 36.6 47 東 京 都 0.4 47

資料：総務省「統計で見る都道府県のすがた2012」
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単　位 ％ 単　位 ％ 単　位 ％ 単　位 ％ 単　位 － 単　位 ％

年　度 2005 年　度 2005 年　度 2005 年　度 2009 年　度 2009 年　度 2007

都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値

全　国 26.1 ― 全　国 67.2 ― 全　国 6.0 ― 全　国 8.1 全　国 17.20 全　国 5.6 ―

富 山 県 34.8 1 東 京 都 77.4 1 沖 縄 県 11.9 1 福 井 県 11.7 1 東 京 都 23.89 1 沖 縄 県 7.6 1

岐 阜 県 34.7 2 沖 縄 県 76.3 2 大 阪 府 8.6 2 青 森 県 11.6 2 群 馬 県 21.14 2 東 京 都 6.4 2

静 岡 県 34.5 3 福 岡 県 73.0 3 青 森 県 8.4 3 山 形 県 11.1 3 愛 知 県 20.44 3 滋 賀 県 6.3 3

滋 賀 県 34.4 4 神奈川県 72.1 4 高 知 県 7.9 4 鳥 取 県 11.0 4 兵 庫 県 20.23 4 千 葉 県 6.2 4

愛 知 県 34.4 5 千 葉 県 72.0 5 福 岡 県 7.4 5 秋 田 県 11.0 5 富 山 県 19.87 5 福 岡 県 6.2 5

三 重 県 33.2 6 北 海 道 71.3 6 徳 島 県 7.3 6 富 山 県 11.0 6 京 都 府 19.85 6 茨 城 県 6.1 6

福 井 県 33.1 7 大 阪 府 70.7 7 鹿児島県 6.9 7 香 川 県 10.6 7 大 阪 府 19.59 7 北 海 道 5.9 7

群 馬 県 32.8 8 長 崎 県 69.7 8 宮 城 県 6.9 8 島 根 県 10.6 8 静 岡 県 19.19 8 岐 阜 県 5.8 8

栃 木 県 32.6 9 京 都 府 69.6 9 奈 良 県 6.6 9 大 分 県 10.4 9 岐 阜 県 19.14 9 群 馬 県 5.7 9

新 潟 県 31.1 10 奈 良 県 69.5 10 兵 庫 県 6.5 10 徳 島 県 10.4 10 沖 縄 県 18.96 10 神奈川県 5.7 10

長 野 県 30.8 11 宮 城 県 69.1 11 北 海 道 6.5 11 佐 賀 県 10.3 11 長 野 県 18.89 11 静 岡 県 5.7 11

福 島 県 30.7 12 埼 玉 県 68.4 12 長 崎 県 6.5 12 岩 手 県 10.3 12 奈 良 県 18.86 12 埼 玉 県 5.7 12

山 梨 県 30.6 13 兵 庫 県 68.2 13 愛 媛 県 6.4 13 新 潟 県 10.2 13 埼 玉 県 18.64 13 大 阪 府 5.6 13

山 形 県 30.3 14 広 島 県 66.9 14 和歌山県 6.3 14 和歌山県 9.9 14 長 崎 県 18.58 14 石 川 県 5.6 14

茨 城 県 30.3 15 高 知 県 66.9 15 岩 手 県 6.2 15 宮 崎 県 9.8 15 佐 賀 県 18.46 15 宮 城 県 5.6 15

石 川 県 29.6 16 鹿児島県 66.7 16 宮 崎 県 6.1 16 長 崎 県 9.8 16 福 岡 県 18.00 16 大 分 県 5.5 16

岡 山 県 29.2 17 大 分 県 66.1 17 秋 田 県 6.1 17 愛 媛 県 9.7 17 熊 本 県 17.97 17 愛 知 県 5.5 17

広 島 県 27.2 18 香 川 県 65.4 18 大 分 県 6.1 18 山 口 県 9.5 18 神奈川県 17.49 18 兵 庫 県 5.5 18

兵 庫 県 27.1 19 石 川 県 65.4 19 香 川 県 6.1 19 鹿児島県 9.5 19 広 島 県 17.46 19 栃 木 県 5.5 19

山 口 県 26.9 20 熊 本 県 65.3 20 福 島 県 6.0 20 高 知 県 9.3 20 鳥 取 県 17.41 20 京 都 府 5.5 20

埼 玉 県 26.8 21 山 口 県 65.3 21 京 都 府 6.0 21 沖 縄 県 9.2 21 鹿児島県 17.38 21 長 野 県 5.4 21

秋 田 県 26.7 22 和歌山県 64.8 22 熊 本 県 5.9 22 奈 良 県 9.2 22 三 重 県 17.25 22 新 潟 県 5.3 22

香 川 県 26.6 23 島 根 県 64.1 23 茨 城 県 5.9 23 群 馬 県 9.0 23 千 葉 県 17.13 23 佐 賀 県 5.3 23

大 阪 府 26.2 24 佐 賀 県 63.8 24 佐 賀 県 5.7 24 福 島 県 8.8 24 栃 木 県 17.01 24 山 形 県 5.2 24

岩 手 県 25.9 25 青 森 県 63.7 25 埼 玉 県 5.7 25 宮 城 県 8.8 25 山 梨 県 16.81 25 香 川 県 5.1 25

愛 媛 県 25.7 26 愛 媛 県 63.7 26 群 馬 県 5.7 26 熊 本 県 8.7 26 山 口 県 16.58 26 鳥 取 県 5.1 26

徳 島 県 25.5 27 宮 崎 県 63.6 27 東 京 都 5.6 27 岡 山 県 8.5 27 宮 崎 県 16.39 27 宮 崎 県 5.1 27

奈 良 県 25.3 28 鳥 取 県 62.9 28 千 葉 県 5.6 28 兵 庫 県 8.5 28 北 海 道 16.36 28 島 根 県 5.1 28

島 根 県 25.2 29 徳 島 県 62.9 29 鳥 取 県 5.5 29 岐 阜 県 8.4 29 茨 城 県 16.21 29 岡 山 県 5.1 29

京 都 府 25.0 30 岡 山 県 62.9 30 神奈川県 5.5 30 京 都 府 8.4 30 香 川 県 15.88 30 奈 良 県 5.1 30

鳥 取 県 24.8 31 秋 田 県 61.6 31 栃 木 県 5.4 31 石 川 県 8.3 31 大 分 県 15.78 31 福 井 県 5.0 31

佐 賀 県 24.8 32 福 井 県 61.5 32 山 梨 県 5.3 32 広 島 県 8.0 32 福 井 県 15.77 32 三 重 県 5.0 32

大 分 県 23.9 33 愛 知 県 61.3 33 岡 山 県 5.3 33 山 梨 県 7.9 33 和歌山県 15.51 33 熊 本 県 5.0 33

神奈川県 23.7 34 岐 阜 県 61.0 34 山 口 県 5.1 34 栃 木 県 7.8 34 石 川 県 15.02 34 岩 手 県 5.0 34

宮 城 県 23.5 35 茨 城 県 60.8 35 広 島 県 5.0 35 大 阪 府 7.8 35 愛 媛 県 15.01 35 愛 媛 県 4.9 35

和歌山県 23.1 36 新 潟 県 60.7 36 岐 阜 県 4.8 36 茨 城 県 7.7 36 滋 賀 県 14.44 36 福 島 県 4.9 36

宮 崎 県 22.8 37 滋 賀 県 60.5 37 新 潟 県 4.8 37 長 野 県 7.6 37 岡 山 県 13.83 37 広 島 県 4.8 37

熊 本 県 22.1 38 三 重 県 60.4 38 山 形 県 4.8 38 福 岡 県 7.5 38 島 根 県 13.83 38 高 知 県 4.7 38

千 葉 県 21.7 39 富 山 県 60.4 39 滋 賀 県 4.7 39 東 京 都 7.4 39 福 島 県 13.76 39 富 山 県 4.7 39

福 岡 県 21.6 40 岩 手 県 60.1 40 三 重 県 4.7 40 静 岡 県 7.2 40 宮 城 県 13.64 40 鹿児島県 4.6 40

青 森 県 21.4 41 山 梨 県 60.1 41 石 川 県 4.7 41 北 海 道 7.2 41 高 知 県 13.16 41 山 口 県 4.5 41

鹿児島県 21.2 42 群 馬 県 60.0 42 長 野 県 4.6 42 千 葉 県 7.1 42 徳 島 県 11.47 42 山 梨 県 4.5 42

長 崎 県 20.7 43 静 岡 県 59.6 43 愛 知 県 4.6 43 滋 賀 県 6.9 43 青 森 県 11.12 43 長 崎 県 4.5 43

高 知 県 19.2 44 栃 木 県 59.5 44 静 岡 県 4.6 44 三 重 県 6.8 44 新 潟 県 10.81 44 和歌山県 4.5 44

北 海 道 19.0 45 福 島 県 59.3 45 島 根 県 4.4 45 神奈川県 6.6 45 山 形 県 9.65 45 徳 島 県 4.4 45

東 京 都 18.7 46 山 形 県 58.2 46 富 山 県 4.4 46 愛 知 県 5.9 46 岩 手 県 9.22 46 秋 田 県 4.3 46

沖 縄 県 16.3 47 長 野 県 57.0 47 福 井 県 4.2 47 埼 玉 県 5.9 47 秋 田 県 9.19 47 青 森 県 4.0 47

資料：総務省「統計で見る都道府県のすがた2012」

パートタイム就職率

［常用］
（就職件数／求職者数）

順
位

身体障害者就職者比率
（対就職件数千件当たり）

順
位

転 職 率
（転職者数／有業者数）

順
位

第２次産業就業者比率

（対就業者）

順
位

第３次産業就業者比率

（対就業者）

順
位

完全失業率
（完全失業者数／労働力人口）

順
位
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G．文化・スポーツ

単　位 時間 単　位 時間 単　位 館 単　位 館 単　位 館 単　位 館

年　度 2010 年　度 2010 年　度 2008 年　度 2008 年　度 2008 年　度 2009

都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値

全　国 181 ― 全　国 171 ― 全　国 124.9 ― 全　国 24.8 ― 全　国 9.8 ― 全　国 13.3 ―

群 馬 県 187 1 福 井 県 176 1 長 野 県 632.5 1 山 梨 県 59.7 1 長 野 県 37.8 1 福 岡 県 36.4 1

長 崎 県 186 2 宮 城 県 175 2 山 梨 県 599.5 2 富 山 県 52.7 2 山 梨 県 33.3 2 熊 本 県 32.0 2

宮 崎 県 186 2 山 形 県 175 2 山 形 県 524.3 3 長 野 県 52.1 3 富 山 県 31.8 3 広 島 県 24.1 3

埼 玉 県 185 4 群 馬 県 175 2 島 根 県 467.6 4 島 根 県 51.0 4 島 根 県 27.6 4 東 京 都 24.1 4

和歌山県 185 4 埼 玉 県 175 2 徳 島 県 416.8 5 鳥 取 県 47.0 5 石 川 県 24.8 5 鳥 取 県 22.0 5

岡 山 県 185 4 福 島 県 174 6 秋 田 県 355.7 6 福 井 県 45.5 6 福 井 県 20.9 6 福 井 県 19.8 6

広 島 県 185 4 新 潟 県 174 6 鳥 取 県 320.9 7 高 知 県 44.0 7 京 都 府 16.7 7 長 崎 県 19.6 7

佐 賀 県 185 4 京 都 府 174 6 愛 媛 県 311.0 8 秋 田 県 41.5 8 岡 山 県 15.9 8 宮 崎 県 18.6 8

福 島 県 184 9 和歌山県 174 6 新 潟 県 309.5 9 石 川 県 40.2 9 岩 手 県 15.5 9 香 川 県 18.0 9

福 井 県 184 9 大 分 県 174 6 奈 良 県 302.8 10 徳 島 県 36.5 10 奈 良 県 15.0 10 大 分 県 16.7 10

熊 本 県 184 9 青 森 県 173 11 富 山 県 300.5 11 滋 賀 県 35.7 11 愛 媛 県 14.5 11 山 口 県 16.5 11

大 分 県 184 9 岩 手 県 173 11 石 川 県 274.9 12 山 口 県 34.9 12 滋 賀 県 14.3 12 長 野 県 16.2 12

岩 手 県 183 13 石 川 県 173 11 福 井 県 272.0 13 岩 手 県 34.8 13 高 知 県 14.2 13 三 重 県 16.0 13

宮 城 県 183 13 山 梨 県 173 11 高 知 県 262.5 14 岐 阜 県 34.8 14 新 潟 県 14.2 14 岩 手 県 15.7 14

千 葉 県 183 13 岐 阜 県 173 11 和歌山県 257.0 15 鹿児島県 34.4 15 佐 賀 県 14.0 15 秋 田 県 13.7 15

愛 媛 県 183 13 鳥 取 県 173 11 岩 手 県 245.6 16 新 潟 県 32.6 16 山 口 県 13.7 16 兵 庫 県 13.3 16

高 知 県 183 13 岡 山 県 173 11 三 重 県 229.8 17 岡 山 県 31.3 17 山 形 県 13.5 17 茨 城 県 13.2 17

北 海 道 182 18 佐 賀 県 173 11 熊 本 県 220.2 18 福 島 県 31.2 18 栃 木 県 13.4 18 青 森 県 13.1 18

青 森 県 182 18 宮 崎 県 173 11 岡 山 県 220.2 19 山 形 県 30.3 19 和歌山県 12.9 19 福 島 県 12.7 19

秋 田 県 182 18 沖 縄 県 173 11 宮 城 県 213.7 20 東 京 都 29.9 20 大 分 県 12.5 20 北 海 道 12.7 20

山 形 県 182 18 北 海 道 172 21 青 森 県 207.6 21 愛 媛 県 29.8 21 静 岡 県 11.3 21 静 岡 県 12.7 21

茨 城 県 182 18 秋 田 県 172 21 大 分 県 203.3 22 広 島 県 29.3 22 北 海 道 11.2 22 高 知 県 11.7 22

栃 木 県 182 18 栃 木 県 172 21 福 島 県 202.7 23 和歌山県 28.7 23 鹿児島県 11.1 23 群 馬 県 11.5 23

神奈川県 182 18 長 野 県 172 21 香 川 県 180.5 24 香 川 県 27.9 24 群 馬 県 10.9 24 愛 媛 県 11.1 24

新 潟 県 182 18 愛 知 県 172 21 山 口 県 178.4 25 大 分 県 27.5 25 三 重 県 10.7 25 和歌山県 11.0 25

山 梨 県 182 18 三 重 県 172 21 佐 賀 県 156.6 26 京 都 府 26.2 26 岐 阜 県 10.5 26 沖 縄 県 10.9 26

岐 阜 県 182 18 奈 良 県 172 21 鹿児島県 153.7 27 沖 縄 県 26.2 27 広 島 県 10.5 27 滋 賀 県 10.7 27

愛 知 県 182 18 広 島 県 172 21 岐 阜 県 150.9 28 北 海 道 26.0 28 長 崎 県 10.4 28 山 形 県 10.2 28

滋 賀 県 182 18 福 岡 県 172 21 長 崎 県 133.3 29 長 崎 県 25.7 29 鳥 取 県 10.1 29 栃 木 県 9.5 29

奈 良 県 182 18 長 崎 県 172 21 茨 城 県 126.9 30 熊 本 県 25.3 30 徳 島 県 10.1 30 愛 知 県 9.4 30

島 根 県 182 18 千 葉 県 171 31 広 島 県 123.7 31 佐 賀 県 24.5 31 香 川 県 10.0 31 大 阪 府 9.3 31

香 川 県 182 18 神奈川県 171 31 滋 賀 県 120.5 32 青 森 県 24.4 32 秋 田 県 9.9 32 宮 城 県 8.6 32

沖 縄 県 182 18 富 山 県 171 31 群 馬 県 111.3 33 静 岡 県 24.2 33 熊 本 県 9.3 33 新 潟 県 8.4 33

石 川 県 181 34 静 岡 県 171 31 宮 崎 県 102.1 34 奈 良 県 23.5 34 福 島 県 8.8 34 千 葉 県 8.3 34

長 野 県 181 34 兵 庫 県 171 31 栃 木 県 96.0 35 栃 木 県 23.4 35 東 京 都 8.3 35 岐 阜 県 8.1 35

静 岡 県 181 34 山 口 県 171 31 京 都 府 86.0 36 埼 玉 県 22.1 36 兵 庫 県 7.2 36 山 梨 県 8.1 36

三 重 県 181 34 徳 島 県 171 31 北 海 道 83.5 37 三 重 県 21.9 37 茨 城 県 7.1 37 鹿児島県 7.6 37

京 都 府 181 34 香 川 県 171 31 福 岡 県 72.4 38 千 葉 県 21.7 38 宮 崎 県 7.0 38 富 山 県 7.3 38

兵 庫 県 181 34 愛 媛 県 171 31 埼 玉 県 71.4 39 宮 崎 県 21.1 39 千 葉 県 6.7 39 京 都 府 7.2 39

鳥 取 県 181 34 熊 本 県 171 31 沖 縄 県 64.0 40 福 岡 県 21.0 40 沖 縄 県 6.5 40 岡 山 県 7.2 40

山 口 県 181 34 鹿児島県 171 31 兵 庫 県 61.4 41 群 馬 県 19.4 41 愛 知 県 6.2 41 奈 良 県 7.1 41

鹿児島県 181 34 茨 城 県 170 42 愛 知 県 54.0 42 茨 城 県 19.2 42 宮 城 県 6.0 42 佐 賀 県 7.0 42

富 山 県 180 43 滋 賀 県 170 42 千 葉 県 50.1 43 兵 庫 県 17.7 43 神奈川県 5.9 43 島 根 県 7.0 43

福 岡 県 180 43 島 根 県 170 42 静 岡 県 42.9 44 大 阪 府 16.0 44 福 岡 県 5.3 44 石 川 県 6.9 44

大 阪 府 179 45 大 阪 府 169 45 大 阪 府 31.3 45 宮 城 県 14.5 45 青 森 県 4.3 45 神奈川県 6.5 45

徳 島 県 179 45 東 京 都 168 46 神奈川県 19.2 46 愛 知 県 12.3 46 大 阪 府 3.6 46 徳 島 県 5.1 46

東 京 都 174 47 高 知 県 168 46 東 京 都 6.7 47 神奈川県 9.3 47 埼 玉 県 3.2 47 埼 玉 県 4.6 47

資料：総務省「統計で見る都道府県のすがた2012」

図 書 館 数

（人口100万人当たり）

順
位

博 物 館 数

（人口100万人当たり）

順
位

常設映画館数

（人口100万人当たり）

順
位

実労働時間数

（月間）

［男］

順
位

実労働時間数

（月間）

［女］

順
位

公 民 館 数

（人口100万人当たり）

順
位
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単　位 ％ 単　位 ％ 単　位 ％ 単　位 ％ 単　位 － 単　位 ％

年　度 2005 年　度 2005 年　度 2005 年　度 2009 年　度 2009 年　度 2007

都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値

全　国 26.1 ― 全　国 67.2 ― 全　国 6.0 ― 全　国 8.1 全　国 17.20 全　国 5.6 ―

富 山 県 34.8 1 東 京 都 77.4 1 沖 縄 県 11.9 1 福 井 県 11.7 1 東 京 都 23.89 1 沖 縄 県 7.6 1

岐 阜 県 34.7 2 沖 縄 県 76.3 2 大 阪 府 8.6 2 青 森 県 11.6 2 群 馬 県 21.14 2 東 京 都 6.4 2

静 岡 県 34.5 3 福 岡 県 73.0 3 青 森 県 8.4 3 山 形 県 11.1 3 愛 知 県 20.44 3 滋 賀 県 6.3 3

滋 賀 県 34.4 4 神奈川県 72.1 4 高 知 県 7.9 4 鳥 取 県 11.0 4 兵 庫 県 20.23 4 千 葉 県 6.2 4

愛 知 県 34.4 5 千 葉 県 72.0 5 福 岡 県 7.4 5 秋 田 県 11.0 5 富 山 県 19.87 5 福 岡 県 6.2 5

三 重 県 33.2 6 北 海 道 71.3 6 徳 島 県 7.3 6 富 山 県 11.0 6 京 都 府 19.85 6 茨 城 県 6.1 6

福 井 県 33.1 7 大 阪 府 70.7 7 鹿児島県 6.9 7 香 川 県 10.6 7 大 阪 府 19.59 7 北 海 道 5.9 7

群 馬 県 32.8 8 長 崎 県 69.7 8 宮 城 県 6.9 8 島 根 県 10.6 8 静 岡 県 19.19 8 岐 阜 県 5.8 8

栃 木 県 32.6 9 京 都 府 69.6 9 奈 良 県 6.6 9 大 分 県 10.4 9 岐 阜 県 19.14 9 群 馬 県 5.7 9

新 潟 県 31.1 10 奈 良 県 69.5 10 兵 庫 県 6.5 10 徳 島 県 10.4 10 沖 縄 県 18.96 10 神奈川県 5.7 10

長 野 県 30.8 11 宮 城 県 69.1 11 北 海 道 6.5 11 佐 賀 県 10.3 11 長 野 県 18.89 11 静 岡 県 5.7 11

福 島 県 30.7 12 埼 玉 県 68.4 12 長 崎 県 6.5 12 岩 手 県 10.3 12 奈 良 県 18.86 12 埼 玉 県 5.7 12

山 梨 県 30.6 13 兵 庫 県 68.2 13 愛 媛 県 6.4 13 新 潟 県 10.2 13 埼 玉 県 18.64 13 大 阪 府 5.6 13

山 形 県 30.3 14 広 島 県 66.9 14 和歌山県 6.3 14 和歌山県 9.9 14 長 崎 県 18.58 14 石 川 県 5.6 14

茨 城 県 30.3 15 高 知 県 66.9 15 岩 手 県 6.2 15 宮 崎 県 9.8 15 佐 賀 県 18.46 15 宮 城 県 5.6 15

石 川 県 29.6 16 鹿児島県 66.7 16 宮 崎 県 6.1 16 長 崎 県 9.8 16 福 岡 県 18.00 16 大 分 県 5.5 16

岡 山 県 29.2 17 大 分 県 66.1 17 秋 田 県 6.1 17 愛 媛 県 9.7 17 熊 本 県 17.97 17 愛 知 県 5.5 17

広 島 県 27.2 18 香 川 県 65.4 18 大 分 県 6.1 18 山 口 県 9.5 18 神奈川県 17.49 18 兵 庫 県 5.5 18

兵 庫 県 27.1 19 石 川 県 65.4 19 香 川 県 6.1 19 鹿児島県 9.5 19 広 島 県 17.46 19 栃 木 県 5.5 19

山 口 県 26.9 20 熊 本 県 65.3 20 福 島 県 6.0 20 高 知 県 9.3 20 鳥 取 県 17.41 20 京 都 府 5.5 20

埼 玉 県 26.8 21 山 口 県 65.3 21 京 都 府 6.0 21 沖 縄 県 9.2 21 鹿児島県 17.38 21 長 野 県 5.4 21

秋 田 県 26.7 22 和歌山県 64.8 22 熊 本 県 5.9 22 奈 良 県 9.2 22 三 重 県 17.25 22 新 潟 県 5.3 22

香 川 県 26.6 23 島 根 県 64.1 23 茨 城 県 5.9 23 群 馬 県 9.0 23 千 葉 県 17.13 23 佐 賀 県 5.3 23

大 阪 府 26.2 24 佐 賀 県 63.8 24 佐 賀 県 5.7 24 福 島 県 8.8 24 栃 木 県 17.01 24 山 形 県 5.2 24

岩 手 県 25.9 25 青 森 県 63.7 25 埼 玉 県 5.7 25 宮 城 県 8.8 25 山 梨 県 16.81 25 香 川 県 5.1 25

愛 媛 県 25.7 26 愛 媛 県 63.7 26 群 馬 県 5.7 26 熊 本 県 8.7 26 山 口 県 16.58 26 鳥 取 県 5.1 26

徳 島 県 25.5 27 宮 崎 県 63.6 27 東 京 都 5.6 27 岡 山 県 8.5 27 宮 崎 県 16.39 27 宮 崎 県 5.1 27

奈 良 県 25.3 28 鳥 取 県 62.9 28 千 葉 県 5.6 28 兵 庫 県 8.5 28 北 海 道 16.36 28 島 根 県 5.1 28

島 根 県 25.2 29 徳 島 県 62.9 29 鳥 取 県 5.5 29 岐 阜 県 8.4 29 茨 城 県 16.21 29 岡 山 県 5.1 29

京 都 府 25.0 30 岡 山 県 62.9 30 神奈川県 5.5 30 京 都 府 8.4 30 香 川 県 15.88 30 奈 良 県 5.1 30

鳥 取 県 24.8 31 秋 田 県 61.6 31 栃 木 県 5.4 31 石 川 県 8.3 31 大 分 県 15.78 31 福 井 県 5.0 31

佐 賀 県 24.8 32 福 井 県 61.5 32 山 梨 県 5.3 32 広 島 県 8.0 32 福 井 県 15.77 32 三 重 県 5.0 32

大 分 県 23.9 33 愛 知 県 61.3 33 岡 山 県 5.3 33 山 梨 県 7.9 33 和歌山県 15.51 33 熊 本 県 5.0 33

神奈川県 23.7 34 岐 阜 県 61.0 34 山 口 県 5.1 34 栃 木 県 7.8 34 石 川 県 15.02 34 岩 手 県 5.0 34

宮 城 県 23.5 35 茨 城 県 60.8 35 広 島 県 5.0 35 大 阪 府 7.8 35 愛 媛 県 15.01 35 愛 媛 県 4.9 35

和歌山県 23.1 36 新 潟 県 60.7 36 岐 阜 県 4.8 36 茨 城 県 7.7 36 滋 賀 県 14.44 36 福 島 県 4.9 36

宮 崎 県 22.8 37 滋 賀 県 60.5 37 新 潟 県 4.8 37 長 野 県 7.6 37 岡 山 県 13.83 37 広 島 県 4.8 37

熊 本 県 22.1 38 三 重 県 60.4 38 山 形 県 4.8 38 福 岡 県 7.5 38 島 根 県 13.83 38 高 知 県 4.7 38

千 葉 県 21.7 39 富 山 県 60.4 39 滋 賀 県 4.7 39 東 京 都 7.4 39 福 島 県 13.76 39 富 山 県 4.7 39

福 岡 県 21.6 40 岩 手 県 60.1 40 三 重 県 4.7 40 静 岡 県 7.2 40 宮 城 県 13.64 40 鹿児島県 4.6 40

青 森 県 21.4 41 山 梨 県 60.1 41 石 川 県 4.7 41 北 海 道 7.2 41 高 知 県 13.16 41 山 口 県 4.5 41

鹿児島県 21.2 42 群 馬 県 60.0 42 長 野 県 4.6 42 千 葉 県 7.1 42 徳 島 県 11.47 42 山 梨 県 4.5 42

長 崎 県 20.7 43 静 岡 県 59.6 43 愛 知 県 4.6 43 滋 賀 県 6.9 43 青 森 県 11.12 43 長 崎 県 4.5 43

高 知 県 19.2 44 栃 木 県 59.5 44 静 岡 県 4.6 44 三 重 県 6.8 44 新 潟 県 10.81 44 和歌山県 4.5 44

北 海 道 19.0 45 福 島 県 59.3 45 島 根 県 4.4 45 神奈川県 6.6 45 山 形 県 9.65 45 徳 島 県 4.4 45

東 京 都 18.7 46 山 形 県 58.2 46 富 山 県 4.4 46 愛 知 県 5.9 46 岩 手 県 9.22 46 秋 田 県 4.3 46

沖 縄 県 16.3 47 長 野 県 57.0 47 福 井 県 4.2 47 埼 玉 県 5.9 47 秋 田 県 9.19 47 青 森 県 4.0 47

資料：総務省「統計で見る都道府県のすがた2012」

パートタイム就職率

［常用］
（就職件数／求職者数）

順
位

身体障害者就職者比率
（対就職件数千件当たり）

順
位

転 職 率
（転職者数／有業者数）

順
位

第２次産業就業者比率

（対就業者）

順
位

第３次産業就業者比率

（対就業者）

順
位

完全失業率
（完全失業者数／労働力人口）

順
位
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G．文化・スポーツ

単　位 時間 単　位 時間 単　位 館 単　位 館 単　位 館 単　位 館

年　度 2010 年　度 2010 年　度 2008 年　度 2008 年　度 2008 年　度 2009

都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値

全　国 181 ― 全　国 171 ― 全　国 124.9 ― 全　国 24.8 ― 全　国 9.8 ― 全　国 13.3 ―

群 馬 県 187 1 福 井 県 176 1 長 野 県 632.5 1 山 梨 県 59.7 1 長 野 県 37.8 1 福 岡 県 36.4 1

長 崎 県 186 2 宮 城 県 175 2 山 梨 県 599.5 2 富 山 県 52.7 2 山 梨 県 33.3 2 熊 本 県 32.0 2

宮 崎 県 186 2 山 形 県 175 2 山 形 県 524.3 3 長 野 県 52.1 3 富 山 県 31.8 3 広 島 県 24.1 3

埼 玉 県 185 4 群 馬 県 175 2 島 根 県 467.6 4 島 根 県 51.0 4 島 根 県 27.6 4 東 京 都 24.1 4

和歌山県 185 4 埼 玉 県 175 2 徳 島 県 416.8 5 鳥 取 県 47.0 5 石 川 県 24.8 5 鳥 取 県 22.0 5

岡 山 県 185 4 福 島 県 174 6 秋 田 県 355.7 6 福 井 県 45.5 6 福 井 県 20.9 6 福 井 県 19.8 6

広 島 県 185 4 新 潟 県 174 6 鳥 取 県 320.9 7 高 知 県 44.0 7 京 都 府 16.7 7 長 崎 県 19.6 7

佐 賀 県 185 4 京 都 府 174 6 愛 媛 県 311.0 8 秋 田 県 41.5 8 岡 山 県 15.9 8 宮 崎 県 18.6 8

福 島 県 184 9 和歌山県 174 6 新 潟 県 309.5 9 石 川 県 40.2 9 岩 手 県 15.5 9 香 川 県 18.0 9

福 井 県 184 9 大 分 県 174 6 奈 良 県 302.8 10 徳 島 県 36.5 10 奈 良 県 15.0 10 大 分 県 16.7 10

熊 本 県 184 9 青 森 県 173 11 富 山 県 300.5 11 滋 賀 県 35.7 11 愛 媛 県 14.5 11 山 口 県 16.5 11

大 分 県 184 9 岩 手 県 173 11 石 川 県 274.9 12 山 口 県 34.9 12 滋 賀 県 14.3 12 長 野 県 16.2 12

岩 手 県 183 13 石 川 県 173 11 福 井 県 272.0 13 岩 手 県 34.8 13 高 知 県 14.2 13 三 重 県 16.0 13

宮 城 県 183 13 山 梨 県 173 11 高 知 県 262.5 14 岐 阜 県 34.8 14 新 潟 県 14.2 14 岩 手 県 15.7 14

千 葉 県 183 13 岐 阜 県 173 11 和歌山県 257.0 15 鹿児島県 34.4 15 佐 賀 県 14.0 15 秋 田 県 13.7 15

愛 媛 県 183 13 鳥 取 県 173 11 岩 手 県 245.6 16 新 潟 県 32.6 16 山 口 県 13.7 16 兵 庫 県 13.3 16

高 知 県 183 13 岡 山 県 173 11 三 重 県 229.8 17 岡 山 県 31.3 17 山 形 県 13.5 17 茨 城 県 13.2 17

北 海 道 182 18 佐 賀 県 173 11 熊 本 県 220.2 18 福 島 県 31.2 18 栃 木 県 13.4 18 青 森 県 13.1 18

青 森 県 182 18 宮 崎 県 173 11 岡 山 県 220.2 19 山 形 県 30.3 19 和歌山県 12.9 19 福 島 県 12.7 19

秋 田 県 182 18 沖 縄 県 173 11 宮 城 県 213.7 20 東 京 都 29.9 20 大 分 県 12.5 20 北 海 道 12.7 20

山 形 県 182 18 北 海 道 172 21 青 森 県 207.6 21 愛 媛 県 29.8 21 静 岡 県 11.3 21 静 岡 県 12.7 21

茨 城 県 182 18 秋 田 県 172 21 大 分 県 203.3 22 広 島 県 29.3 22 北 海 道 11.2 22 高 知 県 11.7 22

栃 木 県 182 18 栃 木 県 172 21 福 島 県 202.7 23 和歌山県 28.7 23 鹿児島県 11.1 23 群 馬 県 11.5 23

神奈川県 182 18 長 野 県 172 21 香 川 県 180.5 24 香 川 県 27.9 24 群 馬 県 10.9 24 愛 媛 県 11.1 24

新 潟 県 182 18 愛 知 県 172 21 山 口 県 178.4 25 大 分 県 27.5 25 三 重 県 10.7 25 和歌山県 11.0 25

山 梨 県 182 18 三 重 県 172 21 佐 賀 県 156.6 26 京 都 府 26.2 26 岐 阜 県 10.5 26 沖 縄 県 10.9 26

岐 阜 県 182 18 奈 良 県 172 21 鹿児島県 153.7 27 沖 縄 県 26.2 27 広 島 県 10.5 27 滋 賀 県 10.7 27

愛 知 県 182 18 広 島 県 172 21 岐 阜 県 150.9 28 北 海 道 26.0 28 長 崎 県 10.4 28 山 形 県 10.2 28

滋 賀 県 182 18 福 岡 県 172 21 長 崎 県 133.3 29 長 崎 県 25.7 29 鳥 取 県 10.1 29 栃 木 県 9.5 29

奈 良 県 182 18 長 崎 県 172 21 茨 城 県 126.9 30 熊 本 県 25.3 30 徳 島 県 10.1 30 愛 知 県 9.4 30

島 根 県 182 18 千 葉 県 171 31 広 島 県 123.7 31 佐 賀 県 24.5 31 香 川 県 10.0 31 大 阪 府 9.3 31

香 川 県 182 18 神奈川県 171 31 滋 賀 県 120.5 32 青 森 県 24.4 32 秋 田 県 9.9 32 宮 城 県 8.6 32

沖 縄 県 182 18 富 山 県 171 31 群 馬 県 111.3 33 静 岡 県 24.2 33 熊 本 県 9.3 33 新 潟 県 8.4 33

石 川 県 181 34 静 岡 県 171 31 宮 崎 県 102.1 34 奈 良 県 23.5 34 福 島 県 8.8 34 千 葉 県 8.3 34

長 野 県 181 34 兵 庫 県 171 31 栃 木 県 96.0 35 栃 木 県 23.4 35 東 京 都 8.3 35 岐 阜 県 8.1 35

静 岡 県 181 34 山 口 県 171 31 京 都 府 86.0 36 埼 玉 県 22.1 36 兵 庫 県 7.2 36 山 梨 県 8.1 36

三 重 県 181 34 徳 島 県 171 31 北 海 道 83.5 37 三 重 県 21.9 37 茨 城 県 7.1 37 鹿児島県 7.6 37

京 都 府 181 34 香 川 県 171 31 福 岡 県 72.4 38 千 葉 県 21.7 38 宮 崎 県 7.0 38 富 山 県 7.3 38

兵 庫 県 181 34 愛 媛 県 171 31 埼 玉 県 71.4 39 宮 崎 県 21.1 39 千 葉 県 6.7 39 京 都 府 7.2 39

鳥 取 県 181 34 熊 本 県 171 31 沖 縄 県 64.0 40 福 岡 県 21.0 40 沖 縄 県 6.5 40 岡 山 県 7.2 40

山 口 県 181 34 鹿児島県 171 31 兵 庫 県 61.4 41 群 馬 県 19.4 41 愛 知 県 6.2 41 奈 良 県 7.1 41

鹿児島県 181 34 茨 城 県 170 42 愛 知 県 54.0 42 茨 城 県 19.2 42 宮 城 県 6.0 42 佐 賀 県 7.0 42

富 山 県 180 43 滋 賀 県 170 42 千 葉 県 50.1 43 兵 庫 県 17.7 43 神奈川県 5.9 43 島 根 県 7.0 43

福 岡 県 180 43 島 根 県 170 42 静 岡 県 42.9 44 大 阪 府 16.0 44 福 岡 県 5.3 44 石 川 県 6.9 44

大 阪 府 179 45 大 阪 府 169 45 大 阪 府 31.3 45 宮 城 県 14.5 45 青 森 県 4.3 45 神奈川県 6.5 45

徳 島 県 179 45 東 京 都 168 46 神奈川県 19.2 46 愛 知 県 12.3 46 大 阪 府 3.6 46 徳 島 県 5.1 46

東 京 都 174 47 高 知 県 168 46 東 京 都 6.7 47 神奈川県 9.3 47 埼 玉 県 3.2 47 埼 玉 県 4.6 47

資料：総務省「統計で見る都道府県のすがた2012」

図 書 館 数

（人口100万人当たり）

順
位

博 物 館 数

（人口100万人当たり）

順
位

常設映画館数

（人口100万人当たり）

順
位

実労働時間数

（月間）

［男］

順
位

実労働時間数

（月間）

［女］

順
位

公 民 館 数

（人口100万人当たり）

順
位

 

－ 170 － － 171 －
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H．居住

単　位 施設 単　位 ％ 単　位 ％ 単　位 ％ 単　位 ㎡ 単　位 ％

年　度 2008 年　度 2006 年　度 2008 年　度 2008 年　度 2008 年　度 2008

都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値

全　国 375.3 ― 全　国 65.3 ― 全　国 61.1 ― 全　国 35.8 ― 全　国 122.6 ― 全　国 20.3 ―

長 野 県 994.6 1 神奈川県 71.8 1 秋 田 県 78.4 1 東 京 都 49.0 1 富 山 県 179.3 1 三 重 県 31.0 1

鳥 取 県 892.1 2 埼 玉 県 69.5 2 富 山 県 77.5 2 沖 縄 県 48.7 2 福 井 県 172.6 2 山 口 県 28.3 2

秋 田 県 853.0 3 滋 賀 県 69.1 3 福 井 県 77.4 3 福 岡 県 43.2 3 山 形 県 165.6 3 新 潟 県 28.0 3

島 根 県 813.9 4 東 京 都 69.0 4 山 形 県 75.5 4 大 阪 府 42.7 4 石 川 県 163.4 4 岡 山 県 25.0 4

北 海 道 757.7 5 千 葉 県 68.4 5 新 潟 県 73.9 5 北 海 道 40.8 5 秋 田 県 162.8 5 神奈川県 24.9 5

山 梨 県 733.9 6 京 都 府 68.1 6 岐 阜 県 73.9 6 愛 知 県 39.2 6 新 潟 県 161.7 6 長 野 県 24.6 6

福 島 県 717.7 7 長 野 県 67.2 7 三 重 県 73.0 7 宮 城 県 37.7 7 島 根 県 155.5 7 埼 玉 県 24.2 7

石 川 県 679.9 8 愛 知 県 67.2 7 島 根 県 73.0 8 神奈川県 37.6 8 長 野 県 154.6 8 千 葉 県 24.2 7

岩 手 県 662.0 9 奈 良 県 66.9 9 和歌山県 72.8 9 広 島 県 37.5 9 岩 手 県 154.4 9 広 島 県 23.6 9

新 潟 県 652.9 10 宮 崎 県 66.5 10 奈 良 県 72.6 10 大 分 県 36.6 10 青 森 県 152.6 10 東 京 都 23.2 10

佐 賀 県 615.8 11 鹿児島県 66.5 10 長 野 県 72.4 11 京 都 府 34.9 11 鳥 取 県 152.4 11 岐 阜 県 23.1 11

群 馬 県 615.7 12 群 馬 県 65.5 12 岩 手 県 71.9 12 熊 本 県 34.3 12 岐 阜 県 149.4 12 高 知 県 23.1 11

鹿児島県 613.7 13 栃 木 県 65.4 13 青 森 県 71.7 13 兵 庫 県 33.3 13 福 島 県 146.0 13 愛 知 県 22.9 13

宮 崎 県 612.6 14 石 川 県 65.4 13 香 川 県 70.9 14 静 岡 県 33.3 14 佐 賀 県 144.8 14 福 岡 県 22.6 14

福 井 県 606.8 15 熊 本 県 65.4 13 茨 城 県 70.7 15 鹿児島県 33.1 15 滋 賀 県 144.1 15 島 根 県 21.8 15

長 崎 県 582.6 16 茨 城 県 65.1 16 群 馬 県 70.7 16 長 崎 県 33.1 16 山 梨 県 141.1 16 富 山 県 20.9 16

富 山 県 575.7 17 山 梨 県 64.9 17 滋 賀 県 70.4 17 宮 崎 県 32.8 17 香 川 県 139.4 17 静 岡 県 20.9 16

青 森 県 549.6 18 沖 縄 県 64.7 18 鳥 取 県 70.0 18 愛 媛 県 32.5 18 岡 山 県 137.3 18 香 川 県 20.7 18

岐 阜 県 548.0 19 兵 庫 県 64.6 19 山 梨 県 69.4 19 山 口 県 32.3 19 三 重 県 136.8 19 大 分 県 20.6 19

山 形 県 543.7 20 広 島 県 64.6 19 佐 賀 県 69.3 20 岡 山 県 31.8 20 徳 島 県 136.1 20 滋 賀 県 19.8 20

大 分 県 499.1 21 静 岡 県 64.4 21 石 川 県 69.1 21 埼 玉 県 31.8 21 宮 城 県 134.6 21 北 海 道 19.4 21

香 川 県 494.8 22 大 阪 府 64.2 22 徳 島 県 69.0 22 千 葉 県 31.6 22 栃 木 県 133.8 22 鳥 取 県 19.3 22

徳 島 県 493.6 23 愛 媛 県 64.0 23 福 島 県 68.8 23 高 知 県 31.4 23 群 馬 県 131.8 23 徳 島 県 18.9 23

山 口 県 492.1 24 宮 城 県 63.9 24 栃 木 県 68.6 24 佐 賀 県 29.9 24 茨 城 県 131.0 24 岩 手 県 18.8 24

高 知 県 490.0 25 福 岡 県 63.7 25 高 知 県 66.8 25 福 島 県 29.7 25 奈 良 県 130.9 25 栃 木 県 18.7 25

栃 木 県 486.8 26 鳥 取 県 63.6 26 岡 山 県 66.5 26 徳 島 県 29.7 26 静 岡 県 130.7 26 山 梨 県 18.5 26

和歌山県 486.4 27 北 海 道 63.4 27 山 口 県 66.4 27 栃 木 県 29.6 27 山 口 県 129.0 27 茨 城 県 18.3 27

熊 本 県 480.0 28 岐 阜 県 63.2 28 宮 崎 県 66.0 28 石 川 県 29.6 28 熊 本 県 128.7 28 宮 崎 県 18.2 28

滋 賀 県 462.2 29 岡 山 県 63.2 28 鹿児島県 65.8 29 山 梨 県 28.9 29 愛 知 県 128.1 29 福 井 県 18.0 29

岡 山 県 446.1 30 福 井 県 63.0 30 長 崎 県 65.7 30 鳥 取 県 28.5 30 広 島 県 126.9 30 佐 賀 県 18.0 29

愛 媛 県 407.2 31 山 口 県 62.1 31 愛 媛 県 65.6 31 青 森 県 28.3 31 大 分 県 126.6 31 秋 田 県 17.5 31

茨 城 県 407.2 32 香 川 県 62.1 31 埼 玉 県 65.3 32 群 馬 県 27.9 32 和歌山県 126.4 32 宮 城 県 17.2 32

宮 城 県 402.1 33 大 分 県 62.1 31 静 岡 県 64.8 33 香 川 県 27.6 33 愛 媛 県 125.7 33 山 形 県 17.1 33

広 島 県 378.6 34 徳 島 県 61.9 34 千 葉 県 64.4 34 茨 城 県 27.5 34 長 崎 県 122.8 34 兵 庫 県 17.1 33

静 岡 県 345.3 35 島 根 県 61.8 35 熊 本 県 64.3 35 滋 賀 県 27.3 35 北 海 道 120.2 35 石 川 県 17.0 35

三 重 県 337.5 36 佐 賀 県 61.2 36 兵 庫 県 63.6 36 岩 手 県 27.2 36 福 岡 県 118.7 36 鹿児島県 16.8 36

奈 良 県 323.4 37 三 重 県 61.0 37 大 分 県 62.6 37 長 野 県 26.5 37 兵 庫 県 118.5 37 熊 本 県 16.3 37

福 岡 県 286.3 38 富 山 県 60.3 38 広 島 県 61.2 38 島 根 県 26.3 38 宮 崎 県 118.0 38 長 崎 県 15.8 38

沖 縄 県 281.3 39 新 潟 県 59.6 39 宮 城 県 60.8 39 和歌山県 25.9 39 高 知 県 115.3 39 群 馬 県 15.7 39

千 葉 県 261.0 40 長 崎 県 59.6 39 京 都 府 60.8 40 奈 良 県 25.0 40 京 都 府 111.8 40 福 島 県 15.5 40

京 都 府 253.3 41 和歌山県 59.3 41 愛 知 県 57.8 41 岐 阜 県 24.9 41 千 葉 県 111.1 41 愛 媛 県 15.5 40

愛 知 県 239.3 42 岩 手 県 58.2 42 北 海 道 57.2 42 新 潟 県 24.4 42 鹿児島県 107.9 42 奈 良 県 15.0 42

埼 玉 県 232.3 43 山 形 県 57.6 43 神奈川県 57.2 43 山 形 県 23.6 43 埼 玉 県 107.3 43 和歌山県 13.9 43

兵 庫 県 210.5 44 福 島 県 57.6 43 福 岡 県 53.6 44 三 重 県 23.5 44 沖 縄 県 103.5 44 京 都 府 13.0 44

神奈川県 174.0 45 高 知 県 57.6 43 大 阪 府 53.0 45 富 山 県 21.6 45 大 阪 府 101.0 45 青 森 県 12.8 45

東 京 都 158.7 46 秋 田 県 56.4 46 沖 縄 県 50.2 46 秋 田 県 21.0 46 神奈川県 99.1 46 沖 縄 県 12.3 46

大 阪 府 129.8 47 青 森 県 53.9 47 東 京 都 44.6 47 福 井 県 20.9 47 東 京 都 92.4 47 大 阪 府 11.5 47

資料：総務省「統計で見る都道府県のすがた2012」

借 家 比 率
（対居住世帯あり住宅数）

順
位

持ち家住宅の延べ面積

（１住宅当たり）

順
位

ごみのリサイクル率

順
位

社会体育施設数

（人口100万人当たり）

順
位

スポーツの年間行動者率

（10歳以上）

順
位

持ち家比率
（対居住世帯あり住宅数）

順
位
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I．健康・医療

単　位 所 単　位 所 単　位 台 単　位 ㎡ 単　位 年 単　位 年

年　度 2009 年　度 2009 年　度 2010 年　度 2009 年　度 2005 年　度 2005

都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値

全　国 280.9 ― 全　国 4.3 ― 全　国 452.0 ― 全　国 9.04 ― 全　国 78.56 ― 全　国 85.52 ―

秋 田 県 540.1 1 青 森 県 24.5 1 群 馬 県 641.6 1 北 海 道 23.90 1 長 野 県 79.84 1 沖 縄 県 86.88 1

山 形 県 474.3 2 鹿児島県 19.5 2 栃 木 県 619.3 2 宮 崎 県 16.99 2 滋 賀 県 79.60 2 島 根 県 86.57 2

青 森 県 433.4 3 大 分 県 15.3 3 茨 城 県 613.6 3 青 森 県 14.27 3 神奈川県 79.52 3 熊 本 県 86.54 3

岩 手 県 430.4 4 富 山 県 11.9 4 富 山 県 613.3 4 富 山 県 14.17 4 福 井 県 79.47 4 岡 山 県 86.49 4

徳 島 県 416.9 5 大 阪 府 10.7 5 長 野 県 601.4 5 山 形 県 14.00 5 東 京 都 79.36 5 長 野 県 86.48 5

高 知 県 404.6 6 石 川 県 9.2 6 山 梨 県 600.7 6 秋 田 県 13.96 6 静 岡 県 79.35 6 石 川 県 86.46 6

和歌山県 397.0 7 京 都 府 9.0 7 岐 阜 県 594.8 7 宮 城 県 13.93 7 京 都 府 79.34 7 富 山 県 86.32 7

愛 媛 県 383.5 8 北 海 道 7.8 8 福 井 県 594.5 8 福 井 県 13.84 8 石 川 県 79.26 8 新 潟 県 86.27 8

島 根 県 378.3 9 東 京 都 6.5 9 三 重 県 584.3 9 島 根 県 13.45 9 奈 良 県 79.25 9 鳥 取 県 86.27 8

鳥 取 県 373.5 10 奈 良 県 6.1 10 石 川 県 573.2 10 栃 木 県 13.32 10 岡 山 県 79.22 10 広 島 県 86.27 8

新 潟 県 372.7 11 和歌山県 5.1 11 山 形 県 564.2 11 香 川 県 13.07 11 熊 本 県 79.22 10 福 井 県 86.25 11

鹿児島県 371.3 12 熊 本 県 4.6 12 福 島 県 561.5 12 群 馬 県 12.49 12 富 山 県 79.07 12 山 梨 県 86.17 12

熊 本 県 367.8 13 徳 島 県 4.6 13 静 岡 県 554.7 13 岡 山 県 12.35 13 広 島 県 79.06 13 滋 賀 県 86.17 12

山 梨 県 366.5 14 兵 庫 県 4.5 14 岡 山 県 554.6 14 山 口 県 12.26 14 埼 玉 県 79.05 14 宮 崎 県 86.11 14

大 分 県 365.9 15 福 井 県 4.2 15 新 潟 県 553.8 15 奈 良 県 11.72 15 愛 知 県 79.05 14 静 岡 県 86.06 15

宮 崎 県 364.2 16 愛 媛 県 4.0 16 宮 崎 県 550.5 16 兵 庫 県 11.58 16 岐 阜 県 79.00 16 大 分 県 86.06 15

香 川 県 350.9 17 三 重 県 3.5 17 香 川 県 550.2 17 石 川 県 11.56 17 大 分 県 78.99 17 佐 賀 県 86.04 17

福 島 県 348.1 18 香 川 県 3.2 18 鳥 取 県 549.3 18 新 潟 県 10.94 18 千 葉 県 78.95 18 神奈川県 86.03 18

群 馬 県 342.8 19 広 島 県 3.1 19 徳 島 県 547.1 19 長 野 県 10.83 19 香 川 県 78.91 19 京 都 府 85.92 19

福 井 県 339.0 20 長 野 県 2.8 20 佐 賀 県 545.2 20 鳥 取 県 10.75 20 三 重 県 78.90 20 香 川 県 85.89 20

沖 縄 県 336.8 21 岩 手 県 2.8 21 大 分 県 540.8 21 福 島 県 10.72 21 山 梨 県 78.89 21 高 知 県 85.87 21

茨 城 県 336.5 22 山 口 県 2.7 22 山 口 県 538.2 22 鹿児島県 10.57 22 群 馬 県 78.78 22 長 崎 県 85.85 22

長 崎 県 334.9 23 神奈川県 2.6 23 島 根 県 533.2 23 岩 手 県 10.19 23 新 潟 県 78.75 23 奈 良 県 85.84 23

山 口 県 332.7 24 鳥 取 県 2.5 24 秋 田 県 528.8 24 沖 縄 県 10.00 24 兵 庫 県 78.72 24 福 岡 県 85.84 23

石 川 県 330.4 25 愛 知 県 2.4 25 愛 知 県 523.0 25 愛 媛 県 9.94 25 沖 縄 県 78.64 25 北 海 道 85.78 25

岐 阜 県 328.0 26 滋 賀 県 2.3 26 滋 賀 県 522.6 26 長 崎 県 9.76 26 宮 崎 県 78.62 26 宮 城 県 85.75 26

栃 木 県 326.3 27 岐 阜 県 2.2 27 熊 本 県 520.2 27 大 分 県 9.58 27 宮 城 県 78.60 27 山 形 県 85.72 27

富 山 県 317.8 28 長 崎 県 2.0 28 岩 手 県 516.8 28 広 島 県 9.48 28 山 形 県 78.54 28 東 京 都 85.70 28

宮 城 県 317.1 29 高 知 県 2.0 29 鹿児島県 515.7 29 佐 賀 県 8.79 29 島 根 県 78.49 29 鹿児島県 85.70 28

北 海 道 313.1 30 宮 崎 県 1.9 30 和歌山県 509.3 30 岐 阜 県 8.76 30 茨 城 県 78.35 30 徳 島 県 85.67 30

三 重 県 312.3 31 山 梨 県 1.8 31 沖 縄 県 507.5 31 高 知 県 8.71 31 福 岡 県 78.35 30 愛 媛 県 85.64 31

静 岡 県 306.2 32 岡 山 県 1.8 32 青 森 県 503.4 32 福 岡 県 8.71 32 佐 賀 県 78.31 32 山 口 県 85.63 32

長 野 県 304.4 33 群 馬 県 1.6 33 宮 城 県 498.0 33 山 梨 県 8.47 33 北 海 道 78.30 33 兵 庫 県 85.62 33

岡 山 県 303.1 34 新 潟 県 1.6 34 高 知 県 487.1 34 三 重 県 8.40 34 鳥 取 県 78.26 34 三 重 県 85.58 34

佐 賀 県 297.7 35 福 岡 県 1.5 35 愛 媛 県 486.7 35 茨 城 県 8.34 35 愛 媛 県 78.25 35 岐 阜 県 85.56 35

広 島 県 289.5 36 埼 玉 県 1.3 36 北 海 道 486.5 36 滋 賀 県 8.14 36 大 阪 府 78.21 36 岩 手 県 85.49 36

福 岡 県 264.0 37 千 葉 県 1.3 37 広 島 県 476.7 37 静 岡 県 7.81 37 長 崎 県 78.13 37 千 葉 県 85.49 36

京 都 府 251.7 38 秋 田 県 1.2 38 福 岡 県 469.6 38 熊 本 県 7.31 38 山 口 県 78.11 38 群 馬 県 85.47 38

大 阪 府 239.8 39 福 島 県 0.9 39 長 崎 県 454.7 39 愛 知 県 7.21 39 徳 島 県 78.09 39 福 島 県 85.45 39

奈 良 県 235.6 40 栃 木 県 0.6 40 奈 良 県 449.0 40 京 都 府 6.78 40 栃 木 県 78.01 40 愛 知 県 85.40 40

滋 賀 県 233.6 41 島 根 県 0.6 41 千 葉 県 424.0 41 徳 島 県 6.65 41 福 島 県 77.97 41 和歌山県 85.34 41

埼 玉 県 231.9 42 宮 城 県 0.6 42 埼 玉 県 419.5 42 埼 玉 県 6.50 42 和歌山県 77.97 41 埼 玉 県 85.29 42

兵 庫 県 231.9 43 静 岡 県 0.5 43 兵 庫 県 395.0 43 和歌山県 6.47 43 鹿児島県 77.97 41 茨 城 県 85.26 43

愛 知 県 224.3 44 茨 城 県 0.3 44 京 都 府 366.8 44 千 葉 県 6.39 44 高 知 県 77.93 44 大 阪 府 85.20 44

千 葉 県 220.7 45 佐 賀 県 0.2 45 神奈川県 330.2 45 大 阪 府 5.11 45 岩 手 県 77.81 45 秋 田 県 85.19 45

東 京 都 212.3 46 沖 縄 県 0.2 46 大 阪 府 300.4 46 神奈川県 4.94 46 秋 田 県 77.44 46 栃 木 県 85.03 46

神奈川県 172.2 47 山 形 県 0.1 47 東 京 都 233.3 47 東 京 都 4.23 47 青 森 県 76.27 47 青 森 県 84.80 47

資料：総務省「統計で見る都道府県のすがた2012」

理容・美容所数

（人口10万人当たり）

順
位

公衆浴場数

（人口10万人当たり）

順
位

自家用乗用車数

（人口千人当たり）

順
位

都市公園面積

（人口１人当たり）

順
位

平 均 余 命

［０歳・男］

順
位

平 均 余 命

［０歳・女］

順
位
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H．居住

単　位 施設 単　位 ％ 単　位 ％ 単　位 ％ 単　位 ㎡ 単　位 ％

年　度 2008 年　度 2006 年　度 2008 年　度 2008 年　度 2008 年　度 2008

都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値

全　国 375.3 ― 全　国 65.3 ― 全　国 61.1 ― 全　国 35.8 ― 全　国 122.6 ― 全　国 20.3 ―

長 野 県 994.6 1 神奈川県 71.8 1 秋 田 県 78.4 1 東 京 都 49.0 1 富 山 県 179.3 1 三 重 県 31.0 1

鳥 取 県 892.1 2 埼 玉 県 69.5 2 富 山 県 77.5 2 沖 縄 県 48.7 2 福 井 県 172.6 2 山 口 県 28.3 2

秋 田 県 853.0 3 滋 賀 県 69.1 3 福 井 県 77.4 3 福 岡 県 43.2 3 山 形 県 165.6 3 新 潟 県 28.0 3

島 根 県 813.9 4 東 京 都 69.0 4 山 形 県 75.5 4 大 阪 府 42.7 4 石 川 県 163.4 4 岡 山 県 25.0 4

北 海 道 757.7 5 千 葉 県 68.4 5 新 潟 県 73.9 5 北 海 道 40.8 5 秋 田 県 162.8 5 神奈川県 24.9 5

山 梨 県 733.9 6 京 都 府 68.1 6 岐 阜 県 73.9 6 愛 知 県 39.2 6 新 潟 県 161.7 6 長 野 県 24.6 6

福 島 県 717.7 7 長 野 県 67.2 7 三 重 県 73.0 7 宮 城 県 37.7 7 島 根 県 155.5 7 埼 玉 県 24.2 7

石 川 県 679.9 8 愛 知 県 67.2 7 島 根 県 73.0 8 神奈川県 37.6 8 長 野 県 154.6 8 千 葉 県 24.2 7

岩 手 県 662.0 9 奈 良 県 66.9 9 和歌山県 72.8 9 広 島 県 37.5 9 岩 手 県 154.4 9 広 島 県 23.6 9

新 潟 県 652.9 10 宮 崎 県 66.5 10 奈 良 県 72.6 10 大 分 県 36.6 10 青 森 県 152.6 10 東 京 都 23.2 10

佐 賀 県 615.8 11 鹿児島県 66.5 10 長 野 県 72.4 11 京 都 府 34.9 11 鳥 取 県 152.4 11 岐 阜 県 23.1 11

群 馬 県 615.7 12 群 馬 県 65.5 12 岩 手 県 71.9 12 熊 本 県 34.3 12 岐 阜 県 149.4 12 高 知 県 23.1 11

鹿児島県 613.7 13 栃 木 県 65.4 13 青 森 県 71.7 13 兵 庫 県 33.3 13 福 島 県 146.0 13 愛 知 県 22.9 13

宮 崎 県 612.6 14 石 川 県 65.4 13 香 川 県 70.9 14 静 岡 県 33.3 14 佐 賀 県 144.8 14 福 岡 県 22.6 14

福 井 県 606.8 15 熊 本 県 65.4 13 茨 城 県 70.7 15 鹿児島県 33.1 15 滋 賀 県 144.1 15 島 根 県 21.8 15

長 崎 県 582.6 16 茨 城 県 65.1 16 群 馬 県 70.7 16 長 崎 県 33.1 16 山 梨 県 141.1 16 富 山 県 20.9 16

富 山 県 575.7 17 山 梨 県 64.9 17 滋 賀 県 70.4 17 宮 崎 県 32.8 17 香 川 県 139.4 17 静 岡 県 20.9 16

青 森 県 549.6 18 沖 縄 県 64.7 18 鳥 取 県 70.0 18 愛 媛 県 32.5 18 岡 山 県 137.3 18 香 川 県 20.7 18

岐 阜 県 548.0 19 兵 庫 県 64.6 19 山 梨 県 69.4 19 山 口 県 32.3 19 三 重 県 136.8 19 大 分 県 20.6 19

山 形 県 543.7 20 広 島 県 64.6 19 佐 賀 県 69.3 20 岡 山 県 31.8 20 徳 島 県 136.1 20 滋 賀 県 19.8 20

大 分 県 499.1 21 静 岡 県 64.4 21 石 川 県 69.1 21 埼 玉 県 31.8 21 宮 城 県 134.6 21 北 海 道 19.4 21

香 川 県 494.8 22 大 阪 府 64.2 22 徳 島 県 69.0 22 千 葉 県 31.6 22 栃 木 県 133.8 22 鳥 取 県 19.3 22

徳 島 県 493.6 23 愛 媛 県 64.0 23 福 島 県 68.8 23 高 知 県 31.4 23 群 馬 県 131.8 23 徳 島 県 18.9 23

山 口 県 492.1 24 宮 城 県 63.9 24 栃 木 県 68.6 24 佐 賀 県 29.9 24 茨 城 県 131.0 24 岩 手 県 18.8 24

高 知 県 490.0 25 福 岡 県 63.7 25 高 知 県 66.8 25 福 島 県 29.7 25 奈 良 県 130.9 25 栃 木 県 18.7 25

栃 木 県 486.8 26 鳥 取 県 63.6 26 岡 山 県 66.5 26 徳 島 県 29.7 26 静 岡 県 130.7 26 山 梨 県 18.5 26

和歌山県 486.4 27 北 海 道 63.4 27 山 口 県 66.4 27 栃 木 県 29.6 27 山 口 県 129.0 27 茨 城 県 18.3 27

熊 本 県 480.0 28 岐 阜 県 63.2 28 宮 崎 県 66.0 28 石 川 県 29.6 28 熊 本 県 128.7 28 宮 崎 県 18.2 28

滋 賀 県 462.2 29 岡 山 県 63.2 28 鹿児島県 65.8 29 山 梨 県 28.9 29 愛 知 県 128.1 29 福 井 県 18.0 29

岡 山 県 446.1 30 福 井 県 63.0 30 長 崎 県 65.7 30 鳥 取 県 28.5 30 広 島 県 126.9 30 佐 賀 県 18.0 29

愛 媛 県 407.2 31 山 口 県 62.1 31 愛 媛 県 65.6 31 青 森 県 28.3 31 大 分 県 126.6 31 秋 田 県 17.5 31

茨 城 県 407.2 32 香 川 県 62.1 31 埼 玉 県 65.3 32 群 馬 県 27.9 32 和歌山県 126.4 32 宮 城 県 17.2 32

宮 城 県 402.1 33 大 分 県 62.1 31 静 岡 県 64.8 33 香 川 県 27.6 33 愛 媛 県 125.7 33 山 形 県 17.1 33

広 島 県 378.6 34 徳 島 県 61.9 34 千 葉 県 64.4 34 茨 城 県 27.5 34 長 崎 県 122.8 34 兵 庫 県 17.1 33

静 岡 県 345.3 35 島 根 県 61.8 35 熊 本 県 64.3 35 滋 賀 県 27.3 35 北 海 道 120.2 35 石 川 県 17.0 35

三 重 県 337.5 36 佐 賀 県 61.2 36 兵 庫 県 63.6 36 岩 手 県 27.2 36 福 岡 県 118.7 36 鹿児島県 16.8 36

奈 良 県 323.4 37 三 重 県 61.0 37 大 分 県 62.6 37 長 野 県 26.5 37 兵 庫 県 118.5 37 熊 本 県 16.3 37

福 岡 県 286.3 38 富 山 県 60.3 38 広 島 県 61.2 38 島 根 県 26.3 38 宮 崎 県 118.0 38 長 崎 県 15.8 38

沖 縄 県 281.3 39 新 潟 県 59.6 39 宮 城 県 60.8 39 和歌山県 25.9 39 高 知 県 115.3 39 群 馬 県 15.7 39

千 葉 県 261.0 40 長 崎 県 59.6 39 京 都 府 60.8 40 奈 良 県 25.0 40 京 都 府 111.8 40 福 島 県 15.5 40

京 都 府 253.3 41 和歌山県 59.3 41 愛 知 県 57.8 41 岐 阜 県 24.9 41 千 葉 県 111.1 41 愛 媛 県 15.5 40

愛 知 県 239.3 42 岩 手 県 58.2 42 北 海 道 57.2 42 新 潟 県 24.4 42 鹿児島県 107.9 42 奈 良 県 15.0 42

埼 玉 県 232.3 43 山 形 県 57.6 43 神奈川県 57.2 43 山 形 県 23.6 43 埼 玉 県 107.3 43 和歌山県 13.9 43

兵 庫 県 210.5 44 福 島 県 57.6 43 福 岡 県 53.6 44 三 重 県 23.5 44 沖 縄 県 103.5 44 京 都 府 13.0 44

神奈川県 174.0 45 高 知 県 57.6 43 大 阪 府 53.0 45 富 山 県 21.6 45 大 阪 府 101.0 45 青 森 県 12.8 45

東 京 都 158.7 46 秋 田 県 56.4 46 沖 縄 県 50.2 46 秋 田 県 21.0 46 神奈川県 99.1 46 沖 縄 県 12.3 46

大 阪 府 129.8 47 青 森 県 53.9 47 東 京 都 44.6 47 福 井 県 20.9 47 東 京 都 92.4 47 大 阪 府 11.5 47

資料：総務省「統計で見る都道府県のすがた2012」

借 家 比 率
（対居住世帯あり住宅数）

順
位

持ち家住宅の延べ面積

（１住宅当たり）

順
位

ごみのリサイクル率

順
位

社会体育施設数

（人口100万人当たり）

順
位

スポーツの年間行動者率

（10歳以上）

順
位

持ち家比率
（対居住世帯あり住宅数）

順
位
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I．健康・医療

単　位 所 単　位 所 単　位 台 単　位 ㎡ 単　位 年 単　位 年

年　度 2009 年　度 2009 年　度 2010 年　度 2009 年　度 2005 年　度 2005

都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値

全　国 280.9 ― 全　国 4.3 ― 全　国 452.0 ― 全　国 9.04 ― 全　国 78.56 ― 全　国 85.52 ―

秋 田 県 540.1 1 青 森 県 24.5 1 群 馬 県 641.6 1 北 海 道 23.90 1 長 野 県 79.84 1 沖 縄 県 86.88 1

山 形 県 474.3 2 鹿児島県 19.5 2 栃 木 県 619.3 2 宮 崎 県 16.99 2 滋 賀 県 79.60 2 島 根 県 86.57 2

青 森 県 433.4 3 大 分 県 15.3 3 茨 城 県 613.6 3 青 森 県 14.27 3 神奈川県 79.52 3 熊 本 県 86.54 3

岩 手 県 430.4 4 富 山 県 11.9 4 富 山 県 613.3 4 富 山 県 14.17 4 福 井 県 79.47 4 岡 山 県 86.49 4

徳 島 県 416.9 5 大 阪 府 10.7 5 長 野 県 601.4 5 山 形 県 14.00 5 東 京 都 79.36 5 長 野 県 86.48 5

高 知 県 404.6 6 石 川 県 9.2 6 山 梨 県 600.7 6 秋 田 県 13.96 6 静 岡 県 79.35 6 石 川 県 86.46 6

和歌山県 397.0 7 京 都 府 9.0 7 岐 阜 県 594.8 7 宮 城 県 13.93 7 京 都 府 79.34 7 富 山 県 86.32 7

愛 媛 県 383.5 8 北 海 道 7.8 8 福 井 県 594.5 8 福 井 県 13.84 8 石 川 県 79.26 8 新 潟 県 86.27 8

島 根 県 378.3 9 東 京 都 6.5 9 三 重 県 584.3 9 島 根 県 13.45 9 奈 良 県 79.25 9 鳥 取 県 86.27 8

鳥 取 県 373.5 10 奈 良 県 6.1 10 石 川 県 573.2 10 栃 木 県 13.32 10 岡 山 県 79.22 10 広 島 県 86.27 8

新 潟 県 372.7 11 和歌山県 5.1 11 山 形 県 564.2 11 香 川 県 13.07 11 熊 本 県 79.22 10 福 井 県 86.25 11

鹿児島県 371.3 12 熊 本 県 4.6 12 福 島 県 561.5 12 群 馬 県 12.49 12 富 山 県 79.07 12 山 梨 県 86.17 12

熊 本 県 367.8 13 徳 島 県 4.6 13 静 岡 県 554.7 13 岡 山 県 12.35 13 広 島 県 79.06 13 滋 賀 県 86.17 12

山 梨 県 366.5 14 兵 庫 県 4.5 14 岡 山 県 554.6 14 山 口 県 12.26 14 埼 玉 県 79.05 14 宮 崎 県 86.11 14

大 分 県 365.9 15 福 井 県 4.2 15 新 潟 県 553.8 15 奈 良 県 11.72 15 愛 知 県 79.05 14 静 岡 県 86.06 15

宮 崎 県 364.2 16 愛 媛 県 4.0 16 宮 崎 県 550.5 16 兵 庫 県 11.58 16 岐 阜 県 79.00 16 大 分 県 86.06 15

香 川 県 350.9 17 三 重 県 3.5 17 香 川 県 550.2 17 石 川 県 11.56 17 大 分 県 78.99 17 佐 賀 県 86.04 17

福 島 県 348.1 18 香 川 県 3.2 18 鳥 取 県 549.3 18 新 潟 県 10.94 18 千 葉 県 78.95 18 神奈川県 86.03 18

群 馬 県 342.8 19 広 島 県 3.1 19 徳 島 県 547.1 19 長 野 県 10.83 19 香 川 県 78.91 19 京 都 府 85.92 19

福 井 県 339.0 20 長 野 県 2.8 20 佐 賀 県 545.2 20 鳥 取 県 10.75 20 三 重 県 78.90 20 香 川 県 85.89 20

沖 縄 県 336.8 21 岩 手 県 2.8 21 大 分 県 540.8 21 福 島 県 10.72 21 山 梨 県 78.89 21 高 知 県 85.87 21

茨 城 県 336.5 22 山 口 県 2.7 22 山 口 県 538.2 22 鹿児島県 10.57 22 群 馬 県 78.78 22 長 崎 県 85.85 22

長 崎 県 334.9 23 神奈川県 2.6 23 島 根 県 533.2 23 岩 手 県 10.19 23 新 潟 県 78.75 23 奈 良 県 85.84 23

山 口 県 332.7 24 鳥 取 県 2.5 24 秋 田 県 528.8 24 沖 縄 県 10.00 24 兵 庫 県 78.72 24 福 岡 県 85.84 23

石 川 県 330.4 25 愛 知 県 2.4 25 愛 知 県 523.0 25 愛 媛 県 9.94 25 沖 縄 県 78.64 25 北 海 道 85.78 25

岐 阜 県 328.0 26 滋 賀 県 2.3 26 滋 賀 県 522.6 26 長 崎 県 9.76 26 宮 崎 県 78.62 26 宮 城 県 85.75 26

栃 木 県 326.3 27 岐 阜 県 2.2 27 熊 本 県 520.2 27 大 分 県 9.58 27 宮 城 県 78.60 27 山 形 県 85.72 27

富 山 県 317.8 28 長 崎 県 2.0 28 岩 手 県 516.8 28 広 島 県 9.48 28 山 形 県 78.54 28 東 京 都 85.70 28

宮 城 県 317.1 29 高 知 県 2.0 29 鹿児島県 515.7 29 佐 賀 県 8.79 29 島 根 県 78.49 29 鹿児島県 85.70 28

北 海 道 313.1 30 宮 崎 県 1.9 30 和歌山県 509.3 30 岐 阜 県 8.76 30 茨 城 県 78.35 30 徳 島 県 85.67 30

三 重 県 312.3 31 山 梨 県 1.8 31 沖 縄 県 507.5 31 高 知 県 8.71 31 福 岡 県 78.35 30 愛 媛 県 85.64 31

静 岡 県 306.2 32 岡 山 県 1.8 32 青 森 県 503.4 32 福 岡 県 8.71 32 佐 賀 県 78.31 32 山 口 県 85.63 32

長 野 県 304.4 33 群 馬 県 1.6 33 宮 城 県 498.0 33 山 梨 県 8.47 33 北 海 道 78.30 33 兵 庫 県 85.62 33

岡 山 県 303.1 34 新 潟 県 1.6 34 高 知 県 487.1 34 三 重 県 8.40 34 鳥 取 県 78.26 34 三 重 県 85.58 34

佐 賀 県 297.7 35 福 岡 県 1.5 35 愛 媛 県 486.7 35 茨 城 県 8.34 35 愛 媛 県 78.25 35 岐 阜 県 85.56 35

広 島 県 289.5 36 埼 玉 県 1.3 36 北 海 道 486.5 36 滋 賀 県 8.14 36 大 阪 府 78.21 36 岩 手 県 85.49 36

福 岡 県 264.0 37 千 葉 県 1.3 37 広 島 県 476.7 37 静 岡 県 7.81 37 長 崎 県 78.13 37 千 葉 県 85.49 36

京 都 府 251.7 38 秋 田 県 1.2 38 福 岡 県 469.6 38 熊 本 県 7.31 38 山 口 県 78.11 38 群 馬 県 85.47 38

大 阪 府 239.8 39 福 島 県 0.9 39 長 崎 県 454.7 39 愛 知 県 7.21 39 徳 島 県 78.09 39 福 島 県 85.45 39

奈 良 県 235.6 40 栃 木 県 0.6 40 奈 良 県 449.0 40 京 都 府 6.78 40 栃 木 県 78.01 40 愛 知 県 85.40 40

滋 賀 県 233.6 41 島 根 県 0.6 41 千 葉 県 424.0 41 徳 島 県 6.65 41 福 島 県 77.97 41 和歌山県 85.34 41

埼 玉 県 231.9 42 宮 城 県 0.6 42 埼 玉 県 419.5 42 埼 玉 県 6.50 42 和歌山県 77.97 41 埼 玉 県 85.29 42

兵 庫 県 231.9 43 静 岡 県 0.5 43 兵 庫 県 395.0 43 和歌山県 6.47 43 鹿児島県 77.97 41 茨 城 県 85.26 43

愛 知 県 224.3 44 茨 城 県 0.3 44 京 都 府 366.8 44 千 葉 県 6.39 44 高 知 県 77.93 44 大 阪 府 85.20 44

千 葉 県 220.7 45 佐 賀 県 0.2 45 神奈川県 330.2 45 大 阪 府 5.11 45 岩 手 県 77.81 45 秋 田 県 85.19 45

東 京 都 212.3 46 沖 縄 県 0.2 46 大 阪 府 300.4 46 神奈川県 4.94 46 秋 田 県 77.44 46 栃 木 県 85.03 46

神奈川県 172.2 47 山 形 県 0.1 47 東 京 都 233.3 47 東 京 都 4.23 47 青 森 県 76.27 47 青 森 県 84.80 47

資料：総務省「統計で見る都道府県のすがた2012」

理容・美容所数

（人口10万人当たり）

順
位

公衆浴場数

（人口10万人当たり）

順
位

自家用乗用車数

（人口千人当たり）

順
位

都市公園面積

（人口１人当たり）

順
位

平 均 余 命

［０歳・男］

順
位

平 均 余 命

［０歳・女］

順
位
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単　位 cm 単　位 cm 単　位 kg 単　位 kg 単　位 施設 単　位 床

年　度 2010 年　度 2010 年　度 2010 年　度 2010 年　度 2009 年　度 2009

都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値

全　国 159.7 ― 全　国 155.0 ― 全　国 49.2 ― 全　国 47.3 ― 全　国 6.0 ― 全　国 1,053.3 ―

秋 田 県 161.6 1 東 京 都 155.9 1 青 森 県 52.7 1 青 森 県 49.1 1 高 知 県 16.3 1 高 知 県 2,195.0 1

青 森 県 161.3 2 秋 田 県 155.8 2 山 形 県 51.8 2 宮 城 県 49.0 2 鹿児島県 13.7 2 鹿児島県 1,619.0 2

山 形 県 161.2 3 新 潟 県 155.7 3 秋 田 県 51.3 3 秋 田 県 49.0 2 徳 島 県 13.2 3 北 海 道 1,561.0 3

北 海 道 160.7 4 青 森 県 155.6 4 宮 城 県 51.0 4 福 島 県 48.7 4 大 分 県 11.6 4 熊 本 県 1,539.8 4

新 潟 県 160.6 5 石 川 県 155.6 4 北 海 道 50.7 5 福 井 県 48.5 5 宮 崎 県 11.3 5 山 口 県 1,496.0 5

石 川 県 160.6 5 福 井 県 155.6 4 福 島 県 50.6 6 北 海 道 48.2 6 佐 賀 県 11.3 6 佐 賀 県 1,480.8 6

東 京 都 160.5 7 富 山 県 155.5 7 和歌山県 50.3 7 岩 手 県 48.1 7 熊 本 県 9.9 7 徳 島 県 1,459.0 7

福 井 県 160.5 7 奈 良 県 155.4 8 岩 手 県 50.2 8 山 形 県 48.0 8 長 崎 県 9.5 8 福 岡 県 1,448.8 8

富 山 県 160.4 9 山 形 県 155.3 9 栃 木 県 50.1 9 栃 木 県 48.0 8 北 海 道 9.4 9 長 崎 県 1,421.5 9

宮 城 県 160.2 10 千 葉 県 155.3 9 山 梨 県 50.1 9 宮 崎 県 48.0 8 愛 媛 県 9.0 10 富 山 県 1,407.6 10

岩 手 県 160.1 11 岩 手 県 155.2 11 徳 島 県 50.1 9 大 分 県 47.9 11 香 川 県 8.5 11 島 根 県 1,402.1 11

福 島 県 160.1 11 埼 玉 県 155.2 11 香 川 県 50.0 12 茨 城 県 47.8 12 富 山 県 8.4 12 鳥 取 県 1,393.7 12

奈 良 県 160.1 11 滋 賀 県 155.2 11 東 京 都 49.9 13 徳 島 県 47.8 12 岡 山 県 8.2 13 石 川 県 1,392.2 13

和歌山県 160.1 11 北 海 道 155.1 14 高 知 県 49.9 13 千 葉 県 47.7 14 山 口 県 8.2 14 宮 崎 県 1,389.5 14

滋 賀 県 159.9 15 宮 城 県 155.1 14 沖 縄 県 49.9 13 鹿児島県 47.7 14 福 井 県 8.2 15 大 分 県 1,314.0 15

愛 知 県 159.8 16 福 島 県 155.1 14 宮 崎 県 49.8 16 富 山 県 47.6 16 和歌山県 8.2 16 愛 媛 県 1,308.6 16

千 葉 県 159.7 17 神奈川県 155.1 14 茨 城 県 49.7 17 石 川 県 47.6 16 福 岡 県 8.1 17 香 川 県 1,299.0 17

神奈川県 159.7 17 京 都 府 155.1 14 新 潟 県 49.7 17 長 野 県 47.6 16 広 島 県 7.8 18 岡 山 県 1,289.8 18

大 阪 府 159.7 17 熊 本 県 155.1 14 大 分 県 49.7 17 愛 媛 県 47.6 16 石 川 県 7.6 19 京 都 府 1,260.6 19

兵 庫 県 159.7 17 長 野 県 155.0 20 石 川 県 49.6 20 熊 本 県 47.6 16 鳥 取 県 6.9 20 福 井 県 1,239.0 20

鳥 取 県 159.7 17 大 阪 府 155.0 20 福 井 県 49.6 20 群 馬 県 47.5 21 島 根 県 6.8 21 和歌山県 1,229.8 21

長 崎 県 159.7 17 山 梨 県 154.9 22 富 山 県 49.5 22 山 梨 県 47.5 21 青 森 県 6.4 22 秋 田 県 1,209.8 22

熊 本 県 159.7 17 兵 庫 県 154.9 22 熊 本 県 49.5 22 香 川 県 47.5 21 京 都 府 6.3 23 広 島 県 1,178.3 23

山 梨 県 159.6 24 茨 城 県 154.8 24 群 馬 県 49.4 24 佐 賀 県 47.4 24 群 馬 県 6.2 24 沖 縄 県 1,140.6 24

岐 阜 県 159.6 24 和歌山県 154.8 24 奈 良 県 49.4 24 東 京 都 47.3 25 岩 手 県 6.0 25 青 森 県 1,122.8 25

岡 山 県 159.6 24 徳 島 県 154.8 24 岐 阜 県 49.3 26 岐 阜 県 47.3 25 山 梨 県 6.0 26 岩 手 県 1,115.3 26

茨 城 県 159.5 27 大 分 県 154.8 24 岡 山 県 49.3 26 沖 縄 県 47.3 25 沖 縄 県 5.9 27 福 島 県 1,104.9 27

長 野 県 159.5 27 鳥 取 県 154.7 28 大 阪 府 49.0 28 新 潟 県 47.2 28 福 島 県 5.8 28 奈 良 県 1,087.6 28

京 都 府 159.5 27 長 崎 県 154.7 28 千 葉 県 48.9 29 大 阪 府 47.2 28 兵 庫 県 5.7 29 群 馬 県 1,086.3 29

高 知 県 159.5 27 鹿児島県 154.7 28 鳥 取 県 48.9 29 奈 良 県 47.2 28 大 阪 府 5.7 30 大 阪 府 1,077.1 30

埼 玉 県 159.4 31 群 馬 県 154.5 31 愛 媛 県 48.9 29 高 知 県 47.2 28 茨 城 県 5.7 31 山 梨 県 1,065.7 31

島 根 県 159.4 31 岐 阜 県 154.5 31 神奈川県 48.8 32 和歌山県 47.1 32 秋 田 県 5.7 32 新 潟 県 1,028.1 32

栃 木 県 159.3 33 静 岡 県 154.5 31 長 野 県 48.8 32 埼 玉 県 47.0 33 長 野 県 5.5 33 長 野 県 1,022.5 33

群 馬 県 159.3 33 愛 知 県 154.5 31 鹿児島県 48.8 32 岡 山 県 47.0 33 宮 城 県 5.1 34 山 形 県 1,012.6 34

静 岡 県 159.3 33 三 重 県 154.5 31 静 岡 県 48.7 35 広 島 県 47.0 33 奈 良 県 5.1 35 兵 庫 県 975.3 35

三 重 県 159.3 33 香 川 県 154.5 31 愛 知 県 48.7 35 長 崎 県 47.0 33 三 重 県 5.0 36 茨 城 県 953.0 36

徳 島 県 159.3 33 愛 媛 県 154.5 31 滋 賀 県 48.6 37 鳥 取 県 46.7 37 山 形 県 4.8 37 滋 賀 県 936.2 37

沖 縄 県 159.3 33 福 岡 県 154.5 31 京 都 府 48.6 37 福 岡 県 46.7 37 新 潟 県 4.7 38 三 重 県 917.6 38

鹿児島県 159.1 39 栃 木 県 154.4 39 佐 賀 県 48.5 39 神奈川県 46.6 39 栃 木 県 4.6 39 栃 木 県 917.1 39

愛 媛 県 159.0 40 島 根 県 154.4 39 埼 玉 県 48.4 40 静 岡 県 46.5 40 東 京 都 4.6 40 宮 城 県 905.5 40

大 分 県 159.0 40 広 島 県 154.4 39 長 崎 県 48.3 41 愛 知 県 46.5 40 岐 阜 県 4.4 41 静 岡 県 896.4 41

香 川 県 158.9 42 佐 賀 県 154.4 39 広 島 県 48.2 42 島 根 県 46.5 40 埼 玉 県 4.2 42 東 京 都 889.7 42

福 岡 県 158.8 43 宮 崎 県 154.4 39 三 重 県 48.1 43 滋 賀 県 46.4 43 千 葉 県 4.1 43 岐 阜 県 825.1 43

宮 崎 県 158.8 43 岡 山 県 154.3 44 兵 庫 県 48.1 43 兵 庫 県 46.4 43 静 岡 県 4.0 44 愛 知 県 779.7 44

佐 賀 県 158.7 45 高 知 県 154.2 45 福 岡 県 48.0 45 山 口 県 46.3 45 愛 知 県 4.0 45 千 葉 県 768.4 45

山 口 県 158.5 46 山 口 県 154.0 46 島 根 県 47.9 46 三 重 県 46.1 46 滋 賀 県 3.8 46 埼 玉 県 714.1 46

広 島 県 158.4 47 沖 縄 県 153.8 47 山 口 県 47.3 47 京 都 府 46.1 46 神奈川県 3.4 47 神奈川県 696.5 47

資料：総務省「統計で見る都道府県のすがた2012」

平 均 体 重

（中学２年・女）

順
位

一般病院数

（人口10万人当たり）

順
位

一般病院病床数

（人口10万人当たり）

順
位

平 均 身 長

（中学２年・男）

順
位

平 均 身 長

（中学２年・女）

順
位

平 均 体 重

（中学２年・男）

順
位
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J．福祉・社会保障

単　位 人 単　位 人 単　位 人 単　位 件 単　位 人 単　位 人

年　度 2008 年　度 2010 年　度 2010 年　度 2009 年　度 2009 年　度 2009

都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値

全　国 212.9 ― 全　国 871.6 ― 全　国 35.2 ― 全　国 40.2 ― 全　国 13.83 ― 全　国 40.1 ―

京 都 府 279.2 1 高 知 県 1,434.1 1 山 梨 県 64.0 1 大 阪 府 54.3 1 大 阪 府 29.36 1 秋 田 県 67.8 1

徳 島 県 277.5 2 鹿児島県 1,418.4 2 長 野 県 61.9 2 東 京 都 51.6 2 北 海 道 27.25 2 鹿児島県 62.2 2

東 京 都 277.4 3 長 崎 県 1,366.3 3 島 根 県 61.9 3 高 知 県 46.2 3 高 知 県 24.18 3 高 知 県 58.3 3

高 知 県 271.5 4 熊 本 県 1,356.4 4 福 井 県 61.9 4 和歌山県 44.6 4 福 岡 県 21.68 4 大 分 県 56.9 4

福 岡 県 268.2 5 宮 崎 県 1,352.1 5 高 知 県 57.3 5 京 都 府 43.6 5 京 都 府 21.01 5 宮 崎 県 56.6 5

鳥 取 県 266.3 6 佐 賀 県 1,338.7 6 鳥 取 県 52.8 6 沖 縄 県 42.4 6 青 森 県 19.29 6 和歌山県 56.5 6

長 崎 県 264.3 7 大 分 県 1,296.2 7 佐 賀 県 52.2 7 神奈川県 41.4 7 沖 縄 県 19.22 7 愛 媛 県 55.3 7

岡 山 県 259.1 8 徳 島 県 1,236.7 8 香 川 県 51.2 8 山 口 県 41.3 8 長 崎 県 18.43 8 京 都 府 55.2 8

和歌山県 257.1 9 山 口 県 1,232.2 9 山 口 県 50.2 9 香 川 県 41.2 9 東 京 都 17.92 9 鳥 取 県 54.9 9

島 根 県 248.4 10 福 岡 県 1,205.4 10 北 海 道 50.2 10 福 岡 県 41.1 10 徳 島 県 16.86 10 島 根 県 54.6 10

香 川 県 246.4 11 愛 媛 県 1,180.2 11 富 山 県 49.1 11 千 葉 県 40.8 11 鹿児島県 16.80 11 山 口 県 53.9 11

熊 本 県 244.4 12 北 海 道 1,130.9 12 秋 田 県 48.8 12 奈 良 県 39.7 12 兵 庫 県 15.93 12 北 海 道 53.5 12

石 川 県 243.5 13 香 川 県 1,125.2 13 山 形 県 47.4 13 愛 媛 県 39.6 13 大 分 県 14.88 13 長 崎 県 53.3 13

大 阪 府 243.3 14 島 根 県 1,120.4 14 大 分 県 47.4 14 三 重 県 39.6 14 広 島 県 14.07 14 熊 本 県 52.8 14

佐 賀 県 239.6 15 鳥 取 県 1,107.1 15 徳 島 県 47.1 15 兵 庫 県 39.5 15 神奈川県 13.79 15 香 川 県 50.4 15

大 分 県 236.5 16 広 島 県 1,098.2 16 宮 崎 県 46.9 16 熊 本 県 39.4 16 和歌山県 12.94 16 福 井 県 50.1 16

愛 媛 県 234.4 17 石 川 県 1,088.2 17 鹿児島県 46.8 17 鹿児島県 38.9 17 宮 崎 県 12.86 17 徳 島 県 50.0 17

山 口 県 231.8 18 岡 山 県 1,076.5 18 岡 山 県 46.7 18 広 島 県 38.7 18 奈 良 県 12.68 18 佐 賀 県 49.0 18

広 島 県 227.4 19 富 山 県 1,034.8 19 沖 縄 県 46.4 19 山 梨 県 37.9 19 秋 田 県 12.60 19 沖 縄 県 47.9 19

鹿児島県 225.7 20 福 井 県 1,030.6 20 岩 手 県 46.1 20 北 海 道 37.7 20 愛 媛 県 12.57 20 山 形 県 47.2 20

富 山 県 223.5 21 和歌山県 1,023.0 21 熊 本 県 45.7 21 岡 山 県 37.6 21 岡 山 県 11.01 21 山 梨 県 46.6 21

沖 縄 県 218.5 22 青 森 県 1,004.5 22 和歌山県 45.5 22 大 分 県 37.5 22 山 口 県 10.87 22 富 山 県 45.8 22

宮 崎 県 217.4 23 沖 縄 県 974.6 23 長 崎 県 45.3 23 長 崎 県 37.4 23 熊 本 県 10.72 23 長 野 県 45.7 23

福 井 県 216.4 24 秋 田 県 972.6 24 群 馬 県 44.8 24 埼 玉 県 37.0 24 香 川 県 10.39 24 福 島 県 45.4 24

北 海 道 213.7 25 岩 手 県 949.7 25 愛 媛 県 44.6 25 愛 知 県 36.5 25 宮 城 県 10.22 25 奈 良 県 43.6 25

兵 庫 県 209.2 26 福 島 県 921.9 26 新 潟 県 44.5 26 静 岡 県 35.9 26 鳥 取 県 10.16 26 岐 阜 県 43.4 26

奈 良 県 207.1 27 山 形 県 918.0 27 石 川 県 43.8 27 滋 賀 県 35.8 27 千 葉 県 9.82 27 岡 山 県 43.3 27

宮 城 県 204.6 28 京 都 府 909.8 28 福 島 県 43.3 28 群 馬 県 35.7 28 岩 手 県 9.70 28 青 森 県 43.0 28

山 梨 県 203.7 29 群 馬 県 907.1 29 滋 賀 県 42.7 29 宮 城 県 35.7 29 埼 玉 県 9.33 29 福 岡 県 42.9 29

栃 木 県 200.5 30 長 野 県 873.1 30 青 森 県 41.6 30 佐 賀 県 35.4 30 福 島 県 8.26 30 広 島 県 42.0 30

群 馬 県 200.1 31 大 阪 府 854.2 31 岐 阜 県 41.3 31 島 根 県 35.4 31 三 重 県 8.15 31 兵 庫 県 41.9 31

秋 田 県 196.8 32 新 潟 県 840.5 32 宮 城 県 39.3 32 長 野 県 35.2 32 栃 木 県 8.14 32 岩 手 県 41.9 32

長 野 県 196.4 33 宮 城 県 835.1 33 静 岡 県 38.5 33 鳥 取 県 35.1 33 佐 賀 県 8.09 33 大 阪 府 41.8 33

滋 賀 県 196.0 34 山 梨 県 824.7 34 広 島 県 37.8 34 徳 島 県 35.0 34 愛 知 県 7.89 34 新 潟 県 41.3 34

山 形 県 195.4 35 岐 阜 県 821.5 35 栃 木 県 37.4 35 新 潟 県 34.6 35 島 根 県 6.90 35 三 重 県 39.8 35

愛 知 県 183.3 36 兵 庫 県 820.1 36 京 都 府 36.7 36 茨 城 県 34.5 36 滋 賀 県 6.73 36 石 川 県 39.5 36

福 島 県 183.2 37 栃 木 県 804.0 37 奈 良 県 33.8 37 岐 阜 県 34.3 37 新 潟 県 6.73 37 東 京 都 35.1 37

三 重 県 182.5 38 三 重 県 800.9 38 茨 城 県 33.7 38 福 島 県 33.9 38 茨 城 県 6.66 38 滋 賀 県 34.4 38

神奈川県 181.3 39 滋 賀 県 794.0 39 福 岡 県 30.7 39 栃 木 県 32.7 39 静 岡 県 5.65 39 宮 城 県 34.4 39

岩 手 県 178.3 40 奈 良 県 781.9 40 三 重 県 30.2 40 宮 崎 県 32.3 40 群 馬 県 5.27 40 群 馬 県 33.2 40

岐 阜 県 177.8 41 愛 知 県 740.7 41 千 葉 県 29.3 41 秋 田 県 32.3 41 石 川 県 5.11 41 栃 木 県 33.0 41

静 岡 県 176.4 42 静 岡 県 715.7 42 愛 知 県 28.3 42 山 形 県 31.8 42 山 形 県 4.90 42 静 岡 県 32.5 42

青 森 県 174.4 43 茨 城 県 697.4 43 兵 庫 県 26.5 43 岩 手 県 31.2 43 山 梨 県 4.86 43 愛 知 県 31.8 43

新 潟 県 174.4 44 東 京 都 684.6 44 東 京 都 25.9 44 富 山 県 30.5 44 岐 阜 県 4.20 44 茨 城 県 29.0 44

千 葉 県 161.0 45 千 葉 県 602.2 45 埼 玉 県 23.2 45 青 森 県 30.2 45 長 野 県 4.19 45 埼 玉 県 27.8 45

茨 城 県 153.7 46 神奈川県 595.0 46 大 阪 府 21.0 46 石 川 県 30.1 46 福 井 県 3.52 46 神奈川県 27.4 46

埼 玉 県 139.9 47 埼 玉 県 591.5 47 神奈川県 21.0 47 福 井 県 29.2 47 富 山 県 2.67 47 千 葉 県 27.1 47

資料：総務省「統計で見る都道府県のすがた2012」

年間救急出場件数

（人口千人当たり）

順
位

生活保護被保護実人員

（人口千人当たり）

順
位

身体障害者手帳交付数

（人口千人当たり）

順
位

医療施設に従事する

医師数

（人口10万人当たり）

順
位

医療施設に従事する

看護師・准看護師数

（人口10万人当たり）

順
位

保健師数

（人口10万人当たり）

順
位
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単　位 cm 単　位 cm 単　位 kg 単　位 kg 単　位 施設 単　位 床

年　度 2010 年　度 2010 年　度 2010 年　度 2010 年　度 2009 年　度 2009

都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値

全　国 159.7 ― 全　国 155.0 ― 全　国 49.2 ― 全　国 47.3 ― 全　国 6.0 ― 全　国 1,053.3 ―

秋 田 県 161.6 1 東 京 都 155.9 1 青 森 県 52.7 1 青 森 県 49.1 1 高 知 県 16.3 1 高 知 県 2,195.0 1

青 森 県 161.3 2 秋 田 県 155.8 2 山 形 県 51.8 2 宮 城 県 49.0 2 鹿児島県 13.7 2 鹿児島県 1,619.0 2

山 形 県 161.2 3 新 潟 県 155.7 3 秋 田 県 51.3 3 秋 田 県 49.0 2 徳 島 県 13.2 3 北 海 道 1,561.0 3

北 海 道 160.7 4 青 森 県 155.6 4 宮 城 県 51.0 4 福 島 県 48.7 4 大 分 県 11.6 4 熊 本 県 1,539.8 4

新 潟 県 160.6 5 石 川 県 155.6 4 北 海 道 50.7 5 福 井 県 48.5 5 宮 崎 県 11.3 5 山 口 県 1,496.0 5

石 川 県 160.6 5 福 井 県 155.6 4 福 島 県 50.6 6 北 海 道 48.2 6 佐 賀 県 11.3 6 佐 賀 県 1,480.8 6

東 京 都 160.5 7 富 山 県 155.5 7 和歌山県 50.3 7 岩 手 県 48.1 7 熊 本 県 9.9 7 徳 島 県 1,459.0 7

福 井 県 160.5 7 奈 良 県 155.4 8 岩 手 県 50.2 8 山 形 県 48.0 8 長 崎 県 9.5 8 福 岡 県 1,448.8 8

富 山 県 160.4 9 山 形 県 155.3 9 栃 木 県 50.1 9 栃 木 県 48.0 8 北 海 道 9.4 9 長 崎 県 1,421.5 9

宮 城 県 160.2 10 千 葉 県 155.3 9 山 梨 県 50.1 9 宮 崎 県 48.0 8 愛 媛 県 9.0 10 富 山 県 1,407.6 10

岩 手 県 160.1 11 岩 手 県 155.2 11 徳 島 県 50.1 9 大 分 県 47.9 11 香 川 県 8.5 11 島 根 県 1,402.1 11

福 島 県 160.1 11 埼 玉 県 155.2 11 香 川 県 50.0 12 茨 城 県 47.8 12 富 山 県 8.4 12 鳥 取 県 1,393.7 12

奈 良 県 160.1 11 滋 賀 県 155.2 11 東 京 都 49.9 13 徳 島 県 47.8 12 岡 山 県 8.2 13 石 川 県 1,392.2 13

和歌山県 160.1 11 北 海 道 155.1 14 高 知 県 49.9 13 千 葉 県 47.7 14 山 口 県 8.2 14 宮 崎 県 1,389.5 14

滋 賀 県 159.9 15 宮 城 県 155.1 14 沖 縄 県 49.9 13 鹿児島県 47.7 14 福 井 県 8.2 15 大 分 県 1,314.0 15

愛 知 県 159.8 16 福 島 県 155.1 14 宮 崎 県 49.8 16 富 山 県 47.6 16 和歌山県 8.2 16 愛 媛 県 1,308.6 16

千 葉 県 159.7 17 神奈川県 155.1 14 茨 城 県 49.7 17 石 川 県 47.6 16 福 岡 県 8.1 17 香 川 県 1,299.0 17

神奈川県 159.7 17 京 都 府 155.1 14 新 潟 県 49.7 17 長 野 県 47.6 16 広 島 県 7.8 18 岡 山 県 1,289.8 18

大 阪 府 159.7 17 熊 本 県 155.1 14 大 分 県 49.7 17 愛 媛 県 47.6 16 石 川 県 7.6 19 京 都 府 1,260.6 19

兵 庫 県 159.7 17 長 野 県 155.0 20 石 川 県 49.6 20 熊 本 県 47.6 16 鳥 取 県 6.9 20 福 井 県 1,239.0 20

鳥 取 県 159.7 17 大 阪 府 155.0 20 福 井 県 49.6 20 群 馬 県 47.5 21 島 根 県 6.8 21 和歌山県 1,229.8 21

長 崎 県 159.7 17 山 梨 県 154.9 22 富 山 県 49.5 22 山 梨 県 47.5 21 青 森 県 6.4 22 秋 田 県 1,209.8 22

熊 本 県 159.7 17 兵 庫 県 154.9 22 熊 本 県 49.5 22 香 川 県 47.5 21 京 都 府 6.3 23 広 島 県 1,178.3 23

山 梨 県 159.6 24 茨 城 県 154.8 24 群 馬 県 49.4 24 佐 賀 県 47.4 24 群 馬 県 6.2 24 沖 縄 県 1,140.6 24

岐 阜 県 159.6 24 和歌山県 154.8 24 奈 良 県 49.4 24 東 京 都 47.3 25 岩 手 県 6.0 25 青 森 県 1,122.8 25

岡 山 県 159.6 24 徳 島 県 154.8 24 岐 阜 県 49.3 26 岐 阜 県 47.3 25 山 梨 県 6.0 26 岩 手 県 1,115.3 26

茨 城 県 159.5 27 大 分 県 154.8 24 岡 山 県 49.3 26 沖 縄 県 47.3 25 沖 縄 県 5.9 27 福 島 県 1,104.9 27

長 野 県 159.5 27 鳥 取 県 154.7 28 大 阪 府 49.0 28 新 潟 県 47.2 28 福 島 県 5.8 28 奈 良 県 1,087.6 28

京 都 府 159.5 27 長 崎 県 154.7 28 千 葉 県 48.9 29 大 阪 府 47.2 28 兵 庫 県 5.7 29 群 馬 県 1,086.3 29

高 知 県 159.5 27 鹿児島県 154.7 28 鳥 取 県 48.9 29 奈 良 県 47.2 28 大 阪 府 5.7 30 大 阪 府 1,077.1 30

埼 玉 県 159.4 31 群 馬 県 154.5 31 愛 媛 県 48.9 29 高 知 県 47.2 28 茨 城 県 5.7 31 山 梨 県 1,065.7 31

島 根 県 159.4 31 岐 阜 県 154.5 31 神奈川県 48.8 32 和歌山県 47.1 32 秋 田 県 5.7 32 新 潟 県 1,028.1 32

栃 木 県 159.3 33 静 岡 県 154.5 31 長 野 県 48.8 32 埼 玉 県 47.0 33 長 野 県 5.5 33 長 野 県 1,022.5 33

群 馬 県 159.3 33 愛 知 県 154.5 31 鹿児島県 48.8 32 岡 山 県 47.0 33 宮 城 県 5.1 34 山 形 県 1,012.6 34

静 岡 県 159.3 33 三 重 県 154.5 31 静 岡 県 48.7 35 広 島 県 47.0 33 奈 良 県 5.1 35 兵 庫 県 975.3 35

三 重 県 159.3 33 香 川 県 154.5 31 愛 知 県 48.7 35 長 崎 県 47.0 33 三 重 県 5.0 36 茨 城 県 953.0 36

徳 島 県 159.3 33 愛 媛 県 154.5 31 滋 賀 県 48.6 37 鳥 取 県 46.7 37 山 形 県 4.8 37 滋 賀 県 936.2 37

沖 縄 県 159.3 33 福 岡 県 154.5 31 京 都 府 48.6 37 福 岡 県 46.7 37 新 潟 県 4.7 38 三 重 県 917.6 38

鹿児島県 159.1 39 栃 木 県 154.4 39 佐 賀 県 48.5 39 神奈川県 46.6 39 栃 木 県 4.6 39 栃 木 県 917.1 39

愛 媛 県 159.0 40 島 根 県 154.4 39 埼 玉 県 48.4 40 静 岡 県 46.5 40 東 京 都 4.6 40 宮 城 県 905.5 40

大 分 県 159.0 40 広 島 県 154.4 39 長 崎 県 48.3 41 愛 知 県 46.5 40 岐 阜 県 4.4 41 静 岡 県 896.4 41

香 川 県 158.9 42 佐 賀 県 154.4 39 広 島 県 48.2 42 島 根 県 46.5 40 埼 玉 県 4.2 42 東 京 都 889.7 42

福 岡 県 158.8 43 宮 崎 県 154.4 39 三 重 県 48.1 43 滋 賀 県 46.4 43 千 葉 県 4.1 43 岐 阜 県 825.1 43

宮 崎 県 158.8 43 岡 山 県 154.3 44 兵 庫 県 48.1 43 兵 庫 県 46.4 43 静 岡 県 4.0 44 愛 知 県 779.7 44

佐 賀 県 158.7 45 高 知 県 154.2 45 福 岡 県 48.0 45 山 口 県 46.3 45 愛 知 県 4.0 45 千 葉 県 768.4 45

山 口 県 158.5 46 山 口 県 154.0 46 島 根 県 47.9 46 三 重 県 46.1 46 滋 賀 県 3.8 46 埼 玉 県 714.1 46

広 島 県 158.4 47 沖 縄 県 153.8 47 山 口 県 47.3 47 京 都 府 46.1 46 神奈川県 3.4 47 神奈川県 696.5 47

資料：総務省「統計で見る都道府県のすがた2012」

平 均 体 重

（中学２年・女）

順
位

一般病院数

（人口10万人当たり）

順
位

一般病院病床数

（人口10万人当たり）

順
位

平 均 身 長

（中学２年・男）

順
位

平 均 身 長

（中学２年・女）

順
位

平 均 体 重

（中学２年・男）

順
位
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J．福祉・社会保障

単　位 人 単　位 人 単　位 人 単　位 件 単　位 人 単　位 人

年　度 2008 年　度 2010 年　度 2010 年　度 2009 年　度 2009 年　度 2009

都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値

全　国 212.9 ― 全　国 871.6 ― 全　国 35.2 ― 全　国 40.2 ― 全　国 13.83 ― 全　国 40.1 ―

京 都 府 279.2 1 高 知 県 1,434.1 1 山 梨 県 64.0 1 大 阪 府 54.3 1 大 阪 府 29.36 1 秋 田 県 67.8 1

徳 島 県 277.5 2 鹿児島県 1,418.4 2 長 野 県 61.9 2 東 京 都 51.6 2 北 海 道 27.25 2 鹿児島県 62.2 2

東 京 都 277.4 3 長 崎 県 1,366.3 3 島 根 県 61.9 3 高 知 県 46.2 3 高 知 県 24.18 3 高 知 県 58.3 3

高 知 県 271.5 4 熊 本 県 1,356.4 4 福 井 県 61.9 4 和歌山県 44.6 4 福 岡 県 21.68 4 大 分 県 56.9 4

福 岡 県 268.2 5 宮 崎 県 1,352.1 5 高 知 県 57.3 5 京 都 府 43.6 5 京 都 府 21.01 5 宮 崎 県 56.6 5

鳥 取 県 266.3 6 佐 賀 県 1,338.7 6 鳥 取 県 52.8 6 沖 縄 県 42.4 6 青 森 県 19.29 6 和歌山県 56.5 6

長 崎 県 264.3 7 大 分 県 1,296.2 7 佐 賀 県 52.2 7 神奈川県 41.4 7 沖 縄 県 19.22 7 愛 媛 県 55.3 7

岡 山 県 259.1 8 徳 島 県 1,236.7 8 香 川 県 51.2 8 山 口 県 41.3 8 長 崎 県 18.43 8 京 都 府 55.2 8

和歌山県 257.1 9 山 口 県 1,232.2 9 山 口 県 50.2 9 香 川 県 41.2 9 東 京 都 17.92 9 鳥 取 県 54.9 9

島 根 県 248.4 10 福 岡 県 1,205.4 10 北 海 道 50.2 10 福 岡 県 41.1 10 徳 島 県 16.86 10 島 根 県 54.6 10

香 川 県 246.4 11 愛 媛 県 1,180.2 11 富 山 県 49.1 11 千 葉 県 40.8 11 鹿児島県 16.80 11 山 口 県 53.9 11

熊 本 県 244.4 12 北 海 道 1,130.9 12 秋 田 県 48.8 12 奈 良 県 39.7 12 兵 庫 県 15.93 12 北 海 道 53.5 12

石 川 県 243.5 13 香 川 県 1,125.2 13 山 形 県 47.4 13 愛 媛 県 39.6 13 大 分 県 14.88 13 長 崎 県 53.3 13

大 阪 府 243.3 14 島 根 県 1,120.4 14 大 分 県 47.4 14 三 重 県 39.6 14 広 島 県 14.07 14 熊 本 県 52.8 14

佐 賀 県 239.6 15 鳥 取 県 1,107.1 15 徳 島 県 47.1 15 兵 庫 県 39.5 15 神奈川県 13.79 15 香 川 県 50.4 15

大 分 県 236.5 16 広 島 県 1,098.2 16 宮 崎 県 46.9 16 熊 本 県 39.4 16 和歌山県 12.94 16 福 井 県 50.1 16

愛 媛 県 234.4 17 石 川 県 1,088.2 17 鹿児島県 46.8 17 鹿児島県 38.9 17 宮 崎 県 12.86 17 徳 島 県 50.0 17

山 口 県 231.8 18 岡 山 県 1,076.5 18 岡 山 県 46.7 18 広 島 県 38.7 18 奈 良 県 12.68 18 佐 賀 県 49.0 18

広 島 県 227.4 19 富 山 県 1,034.8 19 沖 縄 県 46.4 19 山 梨 県 37.9 19 秋 田 県 12.60 19 沖 縄 県 47.9 19

鹿児島県 225.7 20 福 井 県 1,030.6 20 岩 手 県 46.1 20 北 海 道 37.7 20 愛 媛 県 12.57 20 山 形 県 47.2 20

富 山 県 223.5 21 和歌山県 1,023.0 21 熊 本 県 45.7 21 岡 山 県 37.6 21 岡 山 県 11.01 21 山 梨 県 46.6 21

沖 縄 県 218.5 22 青 森 県 1,004.5 22 和歌山県 45.5 22 大 分 県 37.5 22 山 口 県 10.87 22 富 山 県 45.8 22

宮 崎 県 217.4 23 沖 縄 県 974.6 23 長 崎 県 45.3 23 長 崎 県 37.4 23 熊 本 県 10.72 23 長 野 県 45.7 23

福 井 県 216.4 24 秋 田 県 972.6 24 群 馬 県 44.8 24 埼 玉 県 37.0 24 香 川 県 10.39 24 福 島 県 45.4 24

北 海 道 213.7 25 岩 手 県 949.7 25 愛 媛 県 44.6 25 愛 知 県 36.5 25 宮 城 県 10.22 25 奈 良 県 43.6 25

兵 庫 県 209.2 26 福 島 県 921.9 26 新 潟 県 44.5 26 静 岡 県 35.9 26 鳥 取 県 10.16 26 岐 阜 県 43.4 26

奈 良 県 207.1 27 山 形 県 918.0 27 石 川 県 43.8 27 滋 賀 県 35.8 27 千 葉 県 9.82 27 岡 山 県 43.3 27

宮 城 県 204.6 28 京 都 府 909.8 28 福 島 県 43.3 28 群 馬 県 35.7 28 岩 手 県 9.70 28 青 森 県 43.0 28

山 梨 県 203.7 29 群 馬 県 907.1 29 滋 賀 県 42.7 29 宮 城 県 35.7 29 埼 玉 県 9.33 29 福 岡 県 42.9 29

栃 木 県 200.5 30 長 野 県 873.1 30 青 森 県 41.6 30 佐 賀 県 35.4 30 福 島 県 8.26 30 広 島 県 42.0 30

群 馬 県 200.1 31 大 阪 府 854.2 31 岐 阜 県 41.3 31 島 根 県 35.4 31 三 重 県 8.15 31 兵 庫 県 41.9 31

秋 田 県 196.8 32 新 潟 県 840.5 32 宮 城 県 39.3 32 長 野 県 35.2 32 栃 木 県 8.14 32 岩 手 県 41.9 32

長 野 県 196.4 33 宮 城 県 835.1 33 静 岡 県 38.5 33 鳥 取 県 35.1 33 佐 賀 県 8.09 33 大 阪 府 41.8 33

滋 賀 県 196.0 34 山 梨 県 824.7 34 広 島 県 37.8 34 徳 島 県 35.0 34 愛 知 県 7.89 34 新 潟 県 41.3 34

山 形 県 195.4 35 岐 阜 県 821.5 35 栃 木 県 37.4 35 新 潟 県 34.6 35 島 根 県 6.90 35 三 重 県 39.8 35

愛 知 県 183.3 36 兵 庫 県 820.1 36 京 都 府 36.7 36 茨 城 県 34.5 36 滋 賀 県 6.73 36 石 川 県 39.5 36

福 島 県 183.2 37 栃 木 県 804.0 37 奈 良 県 33.8 37 岐 阜 県 34.3 37 新 潟 県 6.73 37 東 京 都 35.1 37

三 重 県 182.5 38 三 重 県 800.9 38 茨 城 県 33.7 38 福 島 県 33.9 38 茨 城 県 6.66 38 滋 賀 県 34.4 38

神奈川県 181.3 39 滋 賀 県 794.0 39 福 岡 県 30.7 39 栃 木 県 32.7 39 静 岡 県 5.65 39 宮 城 県 34.4 39

岩 手 県 178.3 40 奈 良 県 781.9 40 三 重 県 30.2 40 宮 崎 県 32.3 40 群 馬 県 5.27 40 群 馬 県 33.2 40

岐 阜 県 177.8 41 愛 知 県 740.7 41 千 葉 県 29.3 41 秋 田 県 32.3 41 石 川 県 5.11 41 栃 木 県 33.0 41

静 岡 県 176.4 42 静 岡 県 715.7 42 愛 知 県 28.3 42 山 形 県 31.8 42 山 形 県 4.90 42 静 岡 県 32.5 42

青 森 県 174.4 43 茨 城 県 697.4 43 兵 庫 県 26.5 43 岩 手 県 31.2 43 山 梨 県 4.86 43 愛 知 県 31.8 43

新 潟 県 174.4 44 東 京 都 684.6 44 東 京 都 25.9 44 富 山 県 30.5 44 岐 阜 県 4.20 44 茨 城 県 29.0 44

千 葉 県 161.0 45 千 葉 県 602.2 45 埼 玉 県 23.2 45 青 森 県 30.2 45 長 野 県 4.19 45 埼 玉 県 27.8 45

茨 城 県 153.7 46 神奈川県 595.0 46 大 阪 府 21.0 46 石 川 県 30.1 46 福 井 県 3.52 46 神奈川県 27.4 46

埼 玉 県 139.9 47 埼 玉 県 591.5 47 神奈川県 21.0 47 福 井 県 29.2 47 富 山 県 2.67 47 千 葉 県 27.1 47

資料：総務省「統計で見る都道府県のすがた2012」

年間救急出場件数

（人口千人当たり）

順
位

生活保護被保護実人員

（人口千人当たり）

順
位

身体障害者手帳交付数

（人口千人当たり）

順
位

医療施設に従事する

医師数

（人口10万人当たり）

順
位

医療施設に従事する

看護師・准看護師数

（人口10万人当たり）

順
位

保健師数

（人口10万人当たり）

順
位
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K．安全

単　位 所 単　位 所 単　位 円 単　位 人 単　位 件 単　位 人

年　度 2009 年　度 2009 年　度 2008 年　度 2010 年　度 2009 年　度 2010

都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値

全　国 20.3 ― 全　国 20.1 ― 全　国 882,118 ― 全　国 122.8 ― 全　国 40.1 ― 全　国 566.8 ―

島 根 県 36.9 1 青 森 県 47.1 1 福 岡 県 1,113,796 1 青 森 県 186.3 1 鹿児島県 61.2 1 香 川 県 1,184.4 1

鹿児島県 30.0 2 長 崎 県 46.2 2 北 海 道 1,056,490 2 秋 田 県 183.1 2 山 梨 県 55.1 2 佐 賀 県 1,063.6 2

秋 田 県 29.7 3 高 知 県 37.8 3 高 知 県 1,051,268 3 北 海 道 162.4 3 高 知 県 51.9 3 静 岡 県 976.1 3

香 川 県 29.2 4 鳥 取 県 37.2 4 大 阪 府 1,031,415 4 島 根 県 158.2 4 宮 崎 県 49.5 4 宮 崎 県 969.0 4

徳 島 県 27.6 5 熊 本 県 36.4 5 広 島 県 1,018,406 5 高 知 県 147.6 5 岡 山 県 48.6 5 群 馬 県 950.2 5

長 崎 県 27.5 6 群 馬 県 32.4 6 長 崎 県 1,015,122 6 福 井 県 146.3 6 島 根 県 47.5 6 福 岡 県 876.3 6

和歌山県 27.2 7 大 分 県 31.8 7 鹿児島県 988,606 7 茨 城 県 145.1 7 茨 城 県 46.7 7 岡 山 県 864.7 7

福 井 県 27.0 8 宮 城 県 31.7 8 佐 賀 県 972,396 8 岩 手 県 144.8 8 栃 木 県 46.3 8 山 梨 県 728.0 8

宮 崎 県 26.2 9 徳 島 県 31.7 9 沖 縄 県 970,455 9 和歌山県 144.8 9 三 重 県 46.2 9 愛 知 県 690.4 9

岩 手 県 26.2 10 北 海 道 31.4 10 大 分 県 963,905 10 東 京 都 141.9 10 広 島 県 46.0 10 和歌山県 688.8 10

佐 賀 県 26.1 11 新 潟 県 29.9 11 山 口 県 959,920 11 新 潟 県 135.4 11 青 森 県 45.8 11 徳 島 県 685.2 11

群 馬 県 25.7 12 愛 媛 県 29.2 12 熊 本 県 958,548 12 三 重 県 130.6 12 岐 阜 県 45.2 12 兵 庫 県 654.9 12

茨 城 県 24.9 13 和歌山県 28.9 13 京 都 府 954,323 13 山 口 県 130.1 13 兵 庫 県 45.0 13 滋 賀 県 639.6 13

新 潟 県 24.8 14 長 野 県 28.3 14 石 川 県 950,649 14 山 梨 県 129.4 14 長 崎 県 44.8 14 山 形 県 632.5 14

山 梨 県 24.7 15 山 形 県 28.0 15 岡 山 県 918,570 15 徳 島 県 129.2 15 東 京 都 44.0 15 鹿児島県 617.2 15

山 形 県 24.5 16 山 梨 県 27.7 16 徳 島 県 916,998 16 岐 阜 県 128.8 16 長 野 県 43.6 16 三 重 県 607.9 16

青 森 県 24.4 17 石 川 県 27.5 17 兵 庫 県 914,737 17 大 分 県 128.5 17 福 島 県 43.2 17 熊 本 県 595.9 17

熊 本 県 24.4 18 富 山 県 27.4 18 香 川 県 910,746 18 京 都 府 128.0 18 香 川 県 43.2 18 大 阪 府 578.6 18

愛 媛 県 24.2 19 福 島 県 26.5 19 愛 知 県 886,633 19 奈 良 県 127.4 19 愛 知 県 43.1 19 広 島 県 578.4 19

岡 山 県 24.0 20 鹿児島県 26.4 20 愛 媛 県 875,246 20 鹿児島県 127.2 20 宮 城 県 42.9 20 愛 媛 県 572.0 20

石 川 県 23.7 21 沖 縄 県 26.0 21 奈 良 県 871,740 21 宮 城 県 126.2 21 北 海 道 42.6 21 岐 阜 県 566.1 21

栃 木 県 23.7 22 島 根 県 25.1 22 宮 崎 県 868,040 22 鳥 取 県 125.7 22 和歌山県 42.3 22 京 都 府 560.5 22

広 島 県 23.5 23 栃 木 県 24.9 23 和歌山県 867,755 23 佐 賀 県 125.7 23 佐 賀 県 42.1 23 埼 玉 県 550.2 23

福 島 県 23.4 24 福 井 県 24.8 24 東 京 都 863,525 24 山 形 県 125.4 24 群 馬 県 41.9 24 茨 城 県 547.0 24

長 野 県 23.0 25 山 口 県 24.1 25 滋 賀 県 854,763 25 広 島 県 124.6 25 山 口 県 41.5 25 山 口 県 531.2 25

三 重 県 22.7 26 岩 手 県 23.9 26 福 井 県 849,858 26 千 葉 県 124.2 26 岩 手 県 40.7 26 大 分 県 529.1 26

高 知 県 22.5 27 香 川 県 23.0 27 島 根 県 822,881 27 石 川 県 123.6 27 大 分 県 40.7 27 福 島 県 525.6 27

鳥 取 県 22.2 28 秋 田 県 22.8 28 鳥 取 県 821,824 28 愛 媛 県 123.6 28 愛 媛 県 39.9 28 富 山 県 520.8 28

富 山 県 22.2 29 佐 賀 県 22.3 29 富 山 県 821,596 29 群 馬 県 122.9 29 山 形 県 39.9 29 石 川 県 516.1 29

大 分 県 21.5 30 宮 崎 県 22.1 30 神奈川県 820,437 30 福 島 県 119.5 30 沖 縄 県 39.9 30 長 崎 県 511.7 30

滋 賀 県 21.1 31 滋 賀 県 22.1 31 埼 玉 県 818,223 31 岡 山 県 119.4 31 静 岡 県 39.1 31 栃 木 県 500.7 31

北 海 道 21.1 32 三 重 県 21.9 32 福 島 県 811,978 32 熊 本 県 119.1 32 鳥 取 県 38.8 32 長 野 県 499.1 32

山 口 県 21.0 33 福 岡 県 21.6 33 岐 阜 県 801,785 33 栃 木 県 117.8 33 福 岡 県 38.7 33 高 知 県 483.0 33

京 都 府 20.8 34 広 島 県 19.9 34 宮 城 県 801,061 34 富 山 県 117.7 34 秋 田 県 38.6 34 沖 縄 県 466.8 34

宮 城 県 20.8 35 兵 庫 県 18.8 35 群 馬 県 798,059 35 静 岡 県 116.9 35 熊 本 県 38.5 35 奈 良 県 465.1 35

奈 良 県 20.7 36 岐 阜 県 17.7 36 秋 田 県 787,152 36 香 川 県 116.2 36 埼 玉 県 37.3 36 神奈川県 462.1 36

岐 阜 県 20.3 37 愛 知 県 17.4 37 山 梨 県 785,194 37 長 崎 県 116.1 37 大 阪 府 37.1 37 福 井 県 449.5 37

兵 庫 県 20.3 38 京 都 府 16.8 38 青 森 県 780,602 38 長 野 県 113.1 38 千 葉 県 36.6 38 宮 城 県 443.8 38

沖 縄 県 20.2 39 奈 良 県 15.7 39 茨 城 県 779,368 39 埼 玉 県 112.5 39 徳 島 県 34.0 39 青 森 県 425.4 39

静 岡 県 19.2 40 岡 山 県 15.5 40 栃 木 県 769,484 40 滋 賀 県 108.2 40 滋 賀 県 32.4 40 新 潟 県 421.6 40

福 岡 県 19.1 41 大 阪 府 15.3 41 山 形 県 766,760 41 大 阪 府 107.9 41 奈 良 県 31.8 41 東 京 都 418.1 41

埼 玉 県 17.2 42 千 葉 県 14.3 42 三 重 県 765,656 42 沖 縄 県 106.8 42 新 潟 県 31.3 42 千 葉 県 416.9 42

大 阪 府 17.1 43 静 岡 県 13.7 43 千 葉 県 764,559 43 愛 知 県 106.2 43 石 川 県 31.2 43 北 海 道 328.5 43

千 葉 県 15.6 44 茨 城 県 13.5 44 静 岡 県 748,324 44 神奈川県 103.4 44 神奈川県 29.2 44 岩 手 県 308.0 44

神奈川県 14.6 45 埼 玉 県 12.1 45 長 野 県 745,111 45 兵 庫 県 100.7 45 福 井 県 27.1 45 鳥 取 県 307.8 45

東 京 都 14.0 46 東 京 都 11.9 46 岩 手 県 724,909 46 宮 崎 県 97.9 46 京 都 府 20.9 46 秋 田 県 295.2 46

愛 知 県 13.3 47 神奈川県 9.1 47 新 潟 県 721,583 47 福 岡 県 91.8 47 富 山 県 20.4 47 島 根 県 275.6 47

資料：総務省「統計で見る都道府県のすがた2012」

介護老人福祉施設数
（65歳以上人口10万人当たり）

順
位

知的障害者援護施設数

（人口100万人当たり）

順
位

後期高齢者医療費

（被保険者１人当たり）

順
位

消防吏員数

（人口10万人当たり）

順
位

火災出火件数

（人口10万人当たり）

順
位

交通事故死傷者数

（人口10万人当たり）

順
位
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L．家計

単　位 件 単　位 千円 単　位 千円 単　位 ％ 単　位 台 単　位 台

年　度 2009 年　度 2010 年　度 2010 年　度 2010 年　度 2009 年　度 2009

都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値

全　国 13.36 ― 全　国 520.7 ― 全　国 290.2 ― 全　国 74.0 ― 全　国 2,478 ― 全　国 1,157 ―

大 阪 府 20.74 1 福 井 県 634.6 1 栃 木 県 333.6 1 群 馬 県 90.4 1 滋 賀 県 3,438 1 滋 賀 県 1,373 1

愛 知 県 19.66 2 東 京 都 627.3 2 東 京 都 331.9 2 宮 城 県 84.4 2 香 川 県 3,433 2 奈 良 県 1,364 2

福 岡 県 17.03 3 富 山 県 615.4 3 石 川 県 331.2 3 岡 山 県 83.7 3 徳 島 県 3,408 3 東 京 都 1,331 3

京 都 府 16.99 4 栃 木 県 605.7 4 福 井 県 329.5 4 三 重 県 81.8 4 奈 良 県 3,303 4 神奈川県 1,321 4

兵 庫 県 16.24 5 茨 城 県 604.2 5 神奈川県 322.9 5 愛 知 県 81.5 5 三 重 県 3,291 5 愛 知 県 1,259 5

東 京 都 15.99 6 石 川 県 586.4 6 埼 玉 県 319.8 6 宮 崎 県 81.4 6 和歌山県 3,289 6 福 井 県 1,256 6

埼 玉 県 15.94 7 埼 玉 県 584.5 7 茨 城 県 318.6 7 愛 媛 県 80.2 7 福 井 県 3,257 7 埼 玉 県 1,253 7

千 葉 県 15.70 8 高 知 県 577.0 8 奈 良 県 318.4 8 奈 良 県 80.1 8 岡 山 県 3,143 8 三 重 県 1,223 8

茨 城 県 14.35 9 山 形 県 561.1 9 富 山 県 317.4 9 千 葉 県 80.0 9 富 山 県 3,010 9 岡 山 県 1,220 9

和歌山県 13.90 10 神奈川県 553.7 10 徳 島 県 317.4 10 福 岡 県 79.8 10 京 都 府 2,964 10 千 葉 県 1,211 10

三 重 県 13.66 11 徳 島 県 551.3 11 香 川 県 313.8 11 熊 本 県 78.8 11 佐 賀 県 2,930 11 京 都 府 1,209 11

岐 阜 県 13.35 12 長 崎 県 549.8 12 山 形 県 308.5 12 広 島 県 78.6 12 愛 媛 県 2,884 12 岐 阜 県 1,208 12

岡 山 県 13.32 13 佐 賀 県 547.1 13 広 島 県 305.3 13 北 海 道 78.1 13 埼 玉 県 2,829 13 富 山 県 1,201 13

栃 木 県 12.96 14 静 岡 県 543.9 14 鹿児島県 304.6 14 岩 手 県 77.4 14 岐 阜 県 2,825 14 長 野 県 1,196 14

高 知 県 12.72 15 鹿児島県 543.7 15 山 口 県 304.0 15 滋 賀 県 77.4 15 大 阪 府 2,822 15 兵 庫 県 1,192 15

群 馬 県 12.01 16 福 島 県 536.7 16 岐 阜 県 303.0 16 神奈川県 76.3 16 兵 庫 県 2,808 16 石 川 県 1,184 16

愛 媛 県 11.72 17 新 潟 県 530.6 17 愛 知 県 302.7 17 兵 庫 県 75.2 17 新 潟 県 2,806 17 栃 木 県 1,180 17

宮 城 県 11.07 18 奈 良 県 527.7 18 北 海 道 301.0 18 京 都 府 75.0 18 愛 知 県 2,761 18 広 島 県 1,162 18

奈 良 県 11.06 19 島 根 県 527.7 19 群 馬 県 300.3 19 秋 田 県 74.7 19 石 川 県 2,753 19 茨 城 県 1,151 19

神奈川県 10.98 20 岐 阜 県 527.0 20 高 知 県 299.2 20 沖 縄 県 74.5 20 鳥 取 県 2,718 20 静 岡 県 1,150 20

香 川 県 10.89 21 山 梨 県 523.0 21 千 葉 県 298.8 21 山 口 県 74.4 21 広 島 県 2,707 21 群 馬 県 1,144 21

滋 賀 県 10.86 22 香 川 県 521.2 22 佐 賀 県 298.8 22 栃 木 県 74.3 22 栃 木 県 2,697 22 宮 城 県 1,135 22

静 岡 県 10.83 23 北 海 道 518.0 23 静 岡 県 292.3 23 新 潟 県 74.2 23 島 根 県 2,689 23 鳥 取 県 1,134 23

広 島 県 10.08 24 京 都 府 517.7 24 長 野 県 292.0 24 静 岡 県 73.9 24 熊 本 県 2,647 24 香 川 県 1,123 24

沖 縄 県 9.94 25 大 分 県 516.3 25 岡 山 県 291.8 25 香 川 県 73.6 25 山 口 県 2,616 25 山 形 県 1,107 25

鳥 取 県 9.90 26 和歌山県 516.3 26 福 島 県 289.8 26 山 形 県 73.4 26 静 岡 県 2,611 26 島 根 県 1,102 26

佐 賀 県 9.71 27 愛 知 県 514.2 27 三 重 県 287.7 27 鹿児島県 73.4 27 東 京 都 2,595 27 山 梨 県 1,093 27

福 島 県 9.57 28 山 口 県 511.0 28 宮 城 県 287.5 28 茨 城 県 73.2 28 群 馬 県 2,585 28 山 口 県 1,088 28

北 海 道 9.47 29 広 島 県 509.7 29 新 潟 県 285.0 29 石 川 県 73.2 29 福 岡 県 2,585 28 大 阪 府 1,085 29

山 梨 県 9.38 30 長 野 県 509.0 30 京 都 府 284.9 30 長 野 県 73.2 30 千 葉 県 2,546 30 徳 島 県 1,080 30

熊 本 県 9.38 31 千 葉 県 496.3 31 滋 賀 県 284.1 31 東 京 都 73.2 31 茨 城 県 2,504 31 和歌山県 1,077 31

徳 島 県 9.36 32 岩 手 県 488.8 32 岩 手 県 283.3 32 岐 阜 県 72.9 32 神奈川県 2,502 32 新 潟 県 1,068 32

長 野 県 9.34 33 兵 庫 県 482.5 33 福 岡 県 282.7 33 徳 島 県 72.8 33 高 知 県 2,471 33 福 岡 県 1,039 33

新 潟 県 9.33 34 青 森 県 476.7 34 島 根 県 280.6 34 大 阪 府 72.0 34 長 崎 県 2,421 34 大 分 県 1,039 33

山 口 県 8.95 35 鳥 取 県 474.4 35 秋 田 県 276.3 35 佐 賀 県 71.6 35 宮 崎 県 2,404 35 福 島 県 1,038 35

宮 崎 県 8.49 36 三 重 県 472.6 36 兵 庫 県 275.5 36 鳥 取 県 71.5 36 大 分 県 2,385 36 北 海 道 1,014 36

富 山 県 7.98 37 秋 田 県 470.0 37 大 分 県 275.2 37 山 梨 県 71.5 37 鹿児島県 2,152 37 愛 媛 県 1,007 37

大 分 県 7.95 38 滋 賀 県 465.5 38 熊 本 県 273.0 38 福 島 県 71.3 38 山 形 県 2,096 38 熊 本 県 1,004 38

福 井 県 7.88 39 岡 山 県 465.1 39 愛 媛 県 272.3 39 長 崎 県 69.5 39 山 梨 県 1,898 39 佐 賀 県 978 39

石 川 県 7.56 40 福 岡 県 461.5 40 山 梨 県 267.8 40 大 分 県 69.2 40 沖 縄 県 1,857 40 秋 田 県 951 40

鹿児島県 7.52 41 愛 媛 県 458.6 41 長 崎 県 267.6 41 島 根 県 69.2 41 福 島 県 1,646 41 宮 崎 県 935 41

青 森 県 7.24 42 群 馬 県 456.5 42 鳥 取 県 266.9 42 福 井 県 69.0 42 秋 田 県 1,537 42 岩 手 県 925 42

島 根 県 7.18 43 大 阪 府 450.5 43 宮 崎 県 265.3 43 青 森 県 68.7 43 宮 城 県 1,492 43 高 知 県 903 43

山 形 県 6.79 44 宮 城 県 446.9 44 大 阪 府 256.3 44 高 知 県 68.4 44 長 野 県 1,142 44 青 森 県 898 44

長 崎 県 6.43 45 熊 本 県 445.8 45 青 森 県 250.4 45 埼 玉 県 66.3 45 青 森 県 839 45 長 崎 県 880 45

岩 手 県 6.15 46 宮 崎 県 444.4 46 沖 縄 県 238.7 46 富 山 県 63.4 46 岩 手 県 710 46 鹿児島県 821 46

秋 田 県 5.24 47 沖 縄 県 394.4 47 和歌山県 235.1 47 和歌山県 62.3 47 北 海 道 181 47 沖 縄 県 664 47

資料：総務省「統計で見る都道府県のすがた2012」

パソコン所有数量

（千世帯当たり）

［二人以上の世帯］

順
位

消 費 支 出
（１世帯当たり１か月間）

［二人以上の世帯］

順
位

平均消費性向
（消費支出／可処分所得）

［勤労者世帯］

順
位

ルームエアコン所有数量

（千世帯当たり）

［二人以上の世帯］

順
位

刑法犯認知件数

（人口千人当たり）

順
位

実 収 入
（１世帯当たり１か月間）

［勤労者世帯］

順
位

 

－ 176 － － 177 －
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K．安全

単　位 所 単　位 所 単　位 円 単　位 人 単　位 件 単　位 人

年　度 2009 年　度 2009 年　度 2008 年　度 2010 年　度 2009 年　度 2010

都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値

全　国 20.3 ― 全　国 20.1 ― 全　国 882,118 ― 全　国 122.8 ― 全　国 40.1 ― 全　国 566.8 ―

島 根 県 36.9 1 青 森 県 47.1 1 福 岡 県 1,113,796 1 青 森 県 186.3 1 鹿児島県 61.2 1 香 川 県 1,184.4 1

鹿児島県 30.0 2 長 崎 県 46.2 2 北 海 道 1,056,490 2 秋 田 県 183.1 2 山 梨 県 55.1 2 佐 賀 県 1,063.6 2

秋 田 県 29.7 3 高 知 県 37.8 3 高 知 県 1,051,268 3 北 海 道 162.4 3 高 知 県 51.9 3 静 岡 県 976.1 3

香 川 県 29.2 4 鳥 取 県 37.2 4 大 阪 府 1,031,415 4 島 根 県 158.2 4 宮 崎 県 49.5 4 宮 崎 県 969.0 4

徳 島 県 27.6 5 熊 本 県 36.4 5 広 島 県 1,018,406 5 高 知 県 147.6 5 岡 山 県 48.6 5 群 馬 県 950.2 5

長 崎 県 27.5 6 群 馬 県 32.4 6 長 崎 県 1,015,122 6 福 井 県 146.3 6 島 根 県 47.5 6 福 岡 県 876.3 6

和歌山県 27.2 7 大 分 県 31.8 7 鹿児島県 988,606 7 茨 城 県 145.1 7 茨 城 県 46.7 7 岡 山 県 864.7 7

福 井 県 27.0 8 宮 城 県 31.7 8 佐 賀 県 972,396 8 岩 手 県 144.8 8 栃 木 県 46.3 8 山 梨 県 728.0 8

宮 崎 県 26.2 9 徳 島 県 31.7 9 沖 縄 県 970,455 9 和歌山県 144.8 9 三 重 県 46.2 9 愛 知 県 690.4 9

岩 手 県 26.2 10 北 海 道 31.4 10 大 分 県 963,905 10 東 京 都 141.9 10 広 島 県 46.0 10 和歌山県 688.8 10

佐 賀 県 26.1 11 新 潟 県 29.9 11 山 口 県 959,920 11 新 潟 県 135.4 11 青 森 県 45.8 11 徳 島 県 685.2 11

群 馬 県 25.7 12 愛 媛 県 29.2 12 熊 本 県 958,548 12 三 重 県 130.6 12 岐 阜 県 45.2 12 兵 庫 県 654.9 12

茨 城 県 24.9 13 和歌山県 28.9 13 京 都 府 954,323 13 山 口 県 130.1 13 兵 庫 県 45.0 13 滋 賀 県 639.6 13

新 潟 県 24.8 14 長 野 県 28.3 14 石 川 県 950,649 14 山 梨 県 129.4 14 長 崎 県 44.8 14 山 形 県 632.5 14

山 梨 県 24.7 15 山 形 県 28.0 15 岡 山 県 918,570 15 徳 島 県 129.2 15 東 京 都 44.0 15 鹿児島県 617.2 15

山 形 県 24.5 16 山 梨 県 27.7 16 徳 島 県 916,998 16 岐 阜 県 128.8 16 長 野 県 43.6 16 三 重 県 607.9 16

青 森 県 24.4 17 石 川 県 27.5 17 兵 庫 県 914,737 17 大 分 県 128.5 17 福 島 県 43.2 17 熊 本 県 595.9 17

熊 本 県 24.4 18 富 山 県 27.4 18 香 川 県 910,746 18 京 都 府 128.0 18 香 川 県 43.2 18 大 阪 府 578.6 18

愛 媛 県 24.2 19 福 島 県 26.5 19 愛 知 県 886,633 19 奈 良 県 127.4 19 愛 知 県 43.1 19 広 島 県 578.4 19

岡 山 県 24.0 20 鹿児島県 26.4 20 愛 媛 県 875,246 20 鹿児島県 127.2 20 宮 城 県 42.9 20 愛 媛 県 572.0 20

石 川 県 23.7 21 沖 縄 県 26.0 21 奈 良 県 871,740 21 宮 城 県 126.2 21 北 海 道 42.6 21 岐 阜 県 566.1 21

栃 木 県 23.7 22 島 根 県 25.1 22 宮 崎 県 868,040 22 鳥 取 県 125.7 22 和歌山県 42.3 22 京 都 府 560.5 22

広 島 県 23.5 23 栃 木 県 24.9 23 和歌山県 867,755 23 佐 賀 県 125.7 23 佐 賀 県 42.1 23 埼 玉 県 550.2 23

福 島 県 23.4 24 福 井 県 24.8 24 東 京 都 863,525 24 山 形 県 125.4 24 群 馬 県 41.9 24 茨 城 県 547.0 24

長 野 県 23.0 25 山 口 県 24.1 25 滋 賀 県 854,763 25 広 島 県 124.6 25 山 口 県 41.5 25 山 口 県 531.2 25

三 重 県 22.7 26 岩 手 県 23.9 26 福 井 県 849,858 26 千 葉 県 124.2 26 岩 手 県 40.7 26 大 分 県 529.1 26

高 知 県 22.5 27 香 川 県 23.0 27 島 根 県 822,881 27 石 川 県 123.6 27 大 分 県 40.7 27 福 島 県 525.6 27

鳥 取 県 22.2 28 秋 田 県 22.8 28 鳥 取 県 821,824 28 愛 媛 県 123.6 28 愛 媛 県 39.9 28 富 山 県 520.8 28

富 山 県 22.2 29 佐 賀 県 22.3 29 富 山 県 821,596 29 群 馬 県 122.9 29 山 形 県 39.9 29 石 川 県 516.1 29

大 分 県 21.5 30 宮 崎 県 22.1 30 神奈川県 820,437 30 福 島 県 119.5 30 沖 縄 県 39.9 30 長 崎 県 511.7 30

滋 賀 県 21.1 31 滋 賀 県 22.1 31 埼 玉 県 818,223 31 岡 山 県 119.4 31 静 岡 県 39.1 31 栃 木 県 500.7 31

北 海 道 21.1 32 三 重 県 21.9 32 福 島 県 811,978 32 熊 本 県 119.1 32 鳥 取 県 38.8 32 長 野 県 499.1 32

山 口 県 21.0 33 福 岡 県 21.6 33 岐 阜 県 801,785 33 栃 木 県 117.8 33 福 岡 県 38.7 33 高 知 県 483.0 33

京 都 府 20.8 34 広 島 県 19.9 34 宮 城 県 801,061 34 富 山 県 117.7 34 秋 田 県 38.6 34 沖 縄 県 466.8 34

宮 城 県 20.8 35 兵 庫 県 18.8 35 群 馬 県 798,059 35 静 岡 県 116.9 35 熊 本 県 38.5 35 奈 良 県 465.1 35

奈 良 県 20.7 36 岐 阜 県 17.7 36 秋 田 県 787,152 36 香 川 県 116.2 36 埼 玉 県 37.3 36 神奈川県 462.1 36

岐 阜 県 20.3 37 愛 知 県 17.4 37 山 梨 県 785,194 37 長 崎 県 116.1 37 大 阪 府 37.1 37 福 井 県 449.5 37

兵 庫 県 20.3 38 京 都 府 16.8 38 青 森 県 780,602 38 長 野 県 113.1 38 千 葉 県 36.6 38 宮 城 県 443.8 38

沖 縄 県 20.2 39 奈 良 県 15.7 39 茨 城 県 779,368 39 埼 玉 県 112.5 39 徳 島 県 34.0 39 青 森 県 425.4 39

静 岡 県 19.2 40 岡 山 県 15.5 40 栃 木 県 769,484 40 滋 賀 県 108.2 40 滋 賀 県 32.4 40 新 潟 県 421.6 40

福 岡 県 19.1 41 大 阪 府 15.3 41 山 形 県 766,760 41 大 阪 府 107.9 41 奈 良 県 31.8 41 東 京 都 418.1 41

埼 玉 県 17.2 42 千 葉 県 14.3 42 三 重 県 765,656 42 沖 縄 県 106.8 42 新 潟 県 31.3 42 千 葉 県 416.9 42

大 阪 府 17.1 43 静 岡 県 13.7 43 千 葉 県 764,559 43 愛 知 県 106.2 43 石 川 県 31.2 43 北 海 道 328.5 43

千 葉 県 15.6 44 茨 城 県 13.5 44 静 岡 県 748,324 44 神奈川県 103.4 44 神奈川県 29.2 44 岩 手 県 308.0 44

神奈川県 14.6 45 埼 玉 県 12.1 45 長 野 県 745,111 45 兵 庫 県 100.7 45 福 井 県 27.1 45 鳥 取 県 307.8 45

東 京 都 14.0 46 東 京 都 11.9 46 岩 手 県 724,909 46 宮 崎 県 97.9 46 京 都 府 20.9 46 秋 田 県 295.2 46

愛 知 県 13.3 47 神奈川県 9.1 47 新 潟 県 721,583 47 福 岡 県 91.8 47 富 山 県 20.4 47 島 根 県 275.6 47

資料：総務省「統計で見る都道府県のすがた2012」

介護老人福祉施設数
（65歳以上人口10万人当たり）

順
位

知的障害者援護施設数

（人口100万人当たり）

順
位

後期高齢者医療費

（被保険者１人当たり）

順
位

消防吏員数

（人口10万人当たり）

順
位

火災出火件数

（人口10万人当たり）

順
位

交通事故死傷者数

（人口10万人当たり）

順
位
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L．家計

単　位 件 単　位 千円 単　位 千円 単　位 ％ 単　位 台 単　位 台

年　度 2009 年　度 2010 年　度 2010 年　度 2010 年　度 2009 年　度 2009

都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値 都道府県 指標値

全　国 13.36 ― 全　国 520.7 ― 全　国 290.2 ― 全　国 74.0 ― 全　国 2,478 ― 全　国 1,157 ―

大 阪 府 20.74 1 福 井 県 634.6 1 栃 木 県 333.6 1 群 馬 県 90.4 1 滋 賀 県 3,438 1 滋 賀 県 1,373 1

愛 知 県 19.66 2 東 京 都 627.3 2 東 京 都 331.9 2 宮 城 県 84.4 2 香 川 県 3,433 2 奈 良 県 1,364 2

福 岡 県 17.03 3 富 山 県 615.4 3 石 川 県 331.2 3 岡 山 県 83.7 3 徳 島 県 3,408 3 東 京 都 1,331 3

京 都 府 16.99 4 栃 木 県 605.7 4 福 井 県 329.5 4 三 重 県 81.8 4 奈 良 県 3,303 4 神奈川県 1,321 4

兵 庫 県 16.24 5 茨 城 県 604.2 5 神奈川県 322.9 5 愛 知 県 81.5 5 三 重 県 3,291 5 愛 知 県 1,259 5

東 京 都 15.99 6 石 川 県 586.4 6 埼 玉 県 319.8 6 宮 崎 県 81.4 6 和歌山県 3,289 6 福 井 県 1,256 6

埼 玉 県 15.94 7 埼 玉 県 584.5 7 茨 城 県 318.6 7 愛 媛 県 80.2 7 福 井 県 3,257 7 埼 玉 県 1,253 7

千 葉 県 15.70 8 高 知 県 577.0 8 奈 良 県 318.4 8 奈 良 県 80.1 8 岡 山 県 3,143 8 三 重 県 1,223 8

茨 城 県 14.35 9 山 形 県 561.1 9 富 山 県 317.4 9 千 葉 県 80.0 9 富 山 県 3,010 9 岡 山 県 1,220 9

和歌山県 13.90 10 神奈川県 553.7 10 徳 島 県 317.4 10 福 岡 県 79.8 10 京 都 府 2,964 10 千 葉 県 1,211 10

三 重 県 13.66 11 徳 島 県 551.3 11 香 川 県 313.8 11 熊 本 県 78.8 11 佐 賀 県 2,930 11 京 都 府 1,209 11

岐 阜 県 13.35 12 長 崎 県 549.8 12 山 形 県 308.5 12 広 島 県 78.6 12 愛 媛 県 2,884 12 岐 阜 県 1,208 12

岡 山 県 13.32 13 佐 賀 県 547.1 13 広 島 県 305.3 13 北 海 道 78.1 13 埼 玉 県 2,829 13 富 山 県 1,201 13

栃 木 県 12.96 14 静 岡 県 543.9 14 鹿児島県 304.6 14 岩 手 県 77.4 14 岐 阜 県 2,825 14 長 野 県 1,196 14

高 知 県 12.72 15 鹿児島県 543.7 15 山 口 県 304.0 15 滋 賀 県 77.4 15 大 阪 府 2,822 15 兵 庫 県 1,192 15

群 馬 県 12.01 16 福 島 県 536.7 16 岐 阜 県 303.0 16 神奈川県 76.3 16 兵 庫 県 2,808 16 石 川 県 1,184 16

愛 媛 県 11.72 17 新 潟 県 530.6 17 愛 知 県 302.7 17 兵 庫 県 75.2 17 新 潟 県 2,806 17 栃 木 県 1,180 17

宮 城 県 11.07 18 奈 良 県 527.7 18 北 海 道 301.0 18 京 都 府 75.0 18 愛 知 県 2,761 18 広 島 県 1,162 18

奈 良 県 11.06 19 島 根 県 527.7 19 群 馬 県 300.3 19 秋 田 県 74.7 19 石 川 県 2,753 19 茨 城 県 1,151 19

神奈川県 10.98 20 岐 阜 県 527.0 20 高 知 県 299.2 20 沖 縄 県 74.5 20 鳥 取 県 2,718 20 静 岡 県 1,150 20

香 川 県 10.89 21 山 梨 県 523.0 21 千 葉 県 298.8 21 山 口 県 74.4 21 広 島 県 2,707 21 群 馬 県 1,144 21

滋 賀 県 10.86 22 香 川 県 521.2 22 佐 賀 県 298.8 22 栃 木 県 74.3 22 栃 木 県 2,697 22 宮 城 県 1,135 22

静 岡 県 10.83 23 北 海 道 518.0 23 静 岡 県 292.3 23 新 潟 県 74.2 23 島 根 県 2,689 23 鳥 取 県 1,134 23

広 島 県 10.08 24 京 都 府 517.7 24 長 野 県 292.0 24 静 岡 県 73.9 24 熊 本 県 2,647 24 香 川 県 1,123 24

沖 縄 県 9.94 25 大 分 県 516.3 25 岡 山 県 291.8 25 香 川 県 73.6 25 山 口 県 2,616 25 山 形 県 1,107 25

鳥 取 県 9.90 26 和歌山県 516.3 26 福 島 県 289.8 26 山 形 県 73.4 26 静 岡 県 2,611 26 島 根 県 1,102 26

佐 賀 県 9.71 27 愛 知 県 514.2 27 三 重 県 287.7 27 鹿児島県 73.4 27 東 京 都 2,595 27 山 梨 県 1,093 27

福 島 県 9.57 28 山 口 県 511.0 28 宮 城 県 287.5 28 茨 城 県 73.2 28 群 馬 県 2,585 28 山 口 県 1,088 28

北 海 道 9.47 29 広 島 県 509.7 29 新 潟 県 285.0 29 石 川 県 73.2 29 福 岡 県 2,585 28 大 阪 府 1,085 29

山 梨 県 9.38 30 長 野 県 509.0 30 京 都 府 284.9 30 長 野 県 73.2 30 千 葉 県 2,546 30 徳 島 県 1,080 30

熊 本 県 9.38 31 千 葉 県 496.3 31 滋 賀 県 284.1 31 東 京 都 73.2 31 茨 城 県 2,504 31 和歌山県 1,077 31

徳 島 県 9.36 32 岩 手 県 488.8 32 岩 手 県 283.3 32 岐 阜 県 72.9 32 神奈川県 2,502 32 新 潟 県 1,068 32

長 野 県 9.34 33 兵 庫 県 482.5 33 福 岡 県 282.7 33 徳 島 県 72.8 33 高 知 県 2,471 33 福 岡 県 1,039 33

新 潟 県 9.33 34 青 森 県 476.7 34 島 根 県 280.6 34 大 阪 府 72.0 34 長 崎 県 2,421 34 大 分 県 1,039 33

山 口 県 8.95 35 鳥 取 県 474.4 35 秋 田 県 276.3 35 佐 賀 県 71.6 35 宮 崎 県 2,404 35 福 島 県 1,038 35

宮 崎 県 8.49 36 三 重 県 472.6 36 兵 庫 県 275.5 36 鳥 取 県 71.5 36 大 分 県 2,385 36 北 海 道 1,014 36

富 山 県 7.98 37 秋 田 県 470.0 37 大 分 県 275.2 37 山 梨 県 71.5 37 鹿児島県 2,152 37 愛 媛 県 1,007 37

大 分 県 7.95 38 滋 賀 県 465.5 38 熊 本 県 273.0 38 福 島 県 71.3 38 山 形 県 2,096 38 熊 本 県 1,004 38

福 井 県 7.88 39 岡 山 県 465.1 39 愛 媛 県 272.3 39 長 崎 県 69.5 39 山 梨 県 1,898 39 佐 賀 県 978 39

石 川 県 7.56 40 福 岡 県 461.5 40 山 梨 県 267.8 40 大 分 県 69.2 40 沖 縄 県 1,857 40 秋 田 県 951 40

鹿児島県 7.52 41 愛 媛 県 458.6 41 長 崎 県 267.6 41 島 根 県 69.2 41 福 島 県 1,646 41 宮 崎 県 935 41

青 森 県 7.24 42 群 馬 県 456.5 42 鳥 取 県 266.9 42 福 井 県 69.0 42 秋 田 県 1,537 42 岩 手 県 925 42

島 根 県 7.18 43 大 阪 府 450.5 43 宮 崎 県 265.3 43 青 森 県 68.7 43 宮 城 県 1,492 43 高 知 県 903 43

山 形 県 6.79 44 宮 城 県 446.9 44 大 阪 府 256.3 44 高 知 県 68.4 44 長 野 県 1,142 44 青 森 県 898 44

長 崎 県 6.43 45 熊 本 県 445.8 45 青 森 県 250.4 45 埼 玉 県 66.3 45 青 森 県 839 45 長 崎 県 880 45

岩 手 県 6.15 46 宮 崎 県 444.4 46 沖 縄 県 238.7 46 富 山 県 63.4 46 岩 手 県 710 46 鹿児島県 821 46

秋 田 県 5.24 47 沖 縄 県 394.4 47 和歌山県 235.1 47 和歌山県 62.3 47 北 海 道 181 47 沖 縄 県 664 47

資料：総務省「統計で見る都道府県のすがた2012」

パソコン所有数量

（千世帯当たり）

［二人以上の世帯］

順
位

消 費 支 出
（１世帯当たり１か月間）

［二人以上の世帯］

順
位

平均消費性向
（消費支出／可処分所得）

［勤労者世帯］

順
位

ルームエアコン所有数量

（千世帯当たり）

［二人以上の世帯］

順
位

刑法犯認知件数

（人口千人当たり）

順
位

実 収 入
（１世帯当たり１か月間）

［勤労者世帯］

順
位
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４ 地域県民局を単位とした市町村別指標 

Ａ　人口・世帯

自治体名 人口総数
15歳未満

人　　口

15～64歳

人　　口

65歳以上

人　　口

外国人

人　口

人口集中

地区人口
出生数 死亡数

単位 (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人)

年度 2005 2005 2005 2005 2005 2005 2008 2008

青森県　　　 1,436,657 198,959 910,856 326,562 3,930 652,633 10,187 15,400

青森市　　　　 311,508 42,549 205,471 63,457 962 237,010 2,281 2,993

平内町　　　　 13,483 1,538 8,339 3,599 9 ... 93 179

今別町　　　　 3,816 312 2,087 1,417 4 ... 7 64

蓬田村　　　　 3,405 390 2,004 1,011 2 ... 23 38

外ヶ浜町　　　 8,215 773 4,618 2,824 26 ... 39 141

東青地域単純計 340,427 45,562 222,519 72,308 1,003 237,010 2,443 3,415

弘前市　　　　 189,043 25,051 120,732 43,199 439 ... 1,359 2,101

黒石市　　　　 38,455 5,698 23,996 8,761 51 18,334 215 505

平川市　　　　 35,336 4,671 21,554 9,111 79 ... 209 444

西目屋村　　　 1,597 167 858 572 0 ... 4 31

藤崎町　　　　 16,495 2,234 10,026 4,235 49 ... 95 237

大鰐町　　　　 11,921 1,340 6,988 3,593 12 ... 41 153

田舎館村　　　 8,541 1,036 5,257 2,248 9 ... 49 116

中南地域単純計 301,388 40,197 189,411 71,719 639 18,334 1,972 3,587

八戸市　　　　 244,700 36,657 160,112 47,912 681 166,753 1,927 2,150

三戸町　　　　 12,261 1,546 7,050 3,665 31 ... 76 151

五戸町　　　　 20,138 2,493 12,085 5,560 50 ... 87 276

田子町　　　　 6,883 880 3,757 2,246 16 ... 33 100

南部町　　　　 21,552 2,885 12,639 6,028 51 ... 137 297

階上町　　　　 15,356 2,300 10,292 2,764 29 ... 90 120

新郷村　　　　 3,143 337 1,657 1,149 8 ... 15 46

三八地域単純計 324,033 47,098 207,592 69,324 866 166,753 2,365 3,140

五所川原市　　 62,181 8,610 38,014 15,553 96 17,541 403 706

つがる市　　　 40,091 5,050 23,991 11,038 78 ... 260 510

鰺ヶ沢町　　　 12,662 1,464 7,217 3,981 34 ... 54 181

深浦町　　　　 10,910 1,207 5,986 3,717 14 ... 40 136

板柳町　　　　 16,222 2,116 9,896 4,210 28 ... 86 196

鶴田町　　　　 15,218 2,071 9,063 4,084 12 ... 87 211

中泊町　　　　 14,184 1,682 8,430 4,072 17 ... 59 187

西北地域単純計 171,468 22,200 102,597 46,655 279 17,541 989 2,127

十和田市　　　 68,359 9,801 43,971 14,586 194 28,067 503 667

三沢市　　　　 42,425 7,343 27,373 7,692 393 24,867 491 367

野辺地町　　　 15,218 1,916 9,453 3,847 72 6,987 90 173

七戸町　　　　 18,471 2,317 11,261 4,893 20 ... 122 214

六戸町　　　　 10,430 1,375 6,306 2,749 21 ... 69 128

横浜町　　　　 5,097 665 2,986 1,446 5 ... 24 68

東北町　　　　 20,016 2,693 12,053 5,270 77 ... 131 225

六ケ所村　　　 11,401 1,649 7,500 2,126 26 ... 116 100

おいらせ町　　 24,172 4,126 15,574 4,472 182 ... 222 230

上北地域単純計 215,589 31,885 136,477 47,081 990 59,921 1,768 2,172

むつ市　　　　 64,052 9,408 40,373 14,271 123 24,629 501 716

大間町　　　　 6,212 948 3,802 1,462 11 ... 59 63

東通村　　　　 8,042 1,014 4,969 2,059 13 ... 61 84

風間浦村　　　 2,603 312 1,481 810 3 ... 16 40

佐井村　　　　 2,843 335 1,635 873 3 ... 13 56

下北地域単純計 83,752 12,017 52,260 19,475 153 24,629 650 959

指標コード A1101 A1301 A1302 A1303 A1700 A1801 A4101 A4200

 出典：総務省「統計でみる市区町村のすがた2011」

※東青、三八地域の製造品出荷額等の計は秘匿町村分を除く。
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自治体名 転入者数 転出者数 昼間人口 世帯数 一般世帯数
核 家 族

世 帯 数
単独世帯数

65歳以上の

親族のいる

核　家　族

世　帯　数

単位 (人) (人) (人) (世帯) (世帯) (世帯) (世帯) (世帯)

年度 2009 2009 2005 2005 2005 2005 2005 2005

青森県　　　 39,718 49,533 1,435,322 510,779 509,107 275,923 129,313 91,467

青森市　　　　 8,777 10,710 317,006 118,451 118,178 67,557 33,196 20,263

平内町　　　　 316 410 11,988 4,295 4,274 2,246 783 912

今別町　　　　 75 150 3,561 1,476 1,475 802 357 454

蓬田村　　　　 50 80 2,938 997 994 480 132 250

外ヶ浜町　　　 149 292 7,671 2,969 2,933 1,560 663 849

東青地域単純計 9,367 11,642 343,164 128,188 127,854 72,645 35,131 22,728

弘前市　　　　 5,219 6,171 200,565 69,251 69,038 34,346 20,857 11,501

黒石市　　　　 820 1,114 36,534 11,843 11,824 5,962 2,218 2,059

平川市　　　　 750 912 31,533 10,074 10,050 4,630 1,494 1,842

西目屋村　　　 52 31 1,517 469 468 210 62 153

藤崎町　　　　 399 513 14,510 4,844 4,830 2,393 743 942

大鰐町　　　　 207 315 10,041 3,794 3,783 1,717 719 874

田舎館村　　　 194 228 6,818 2,402 2,400 1,029 313 482

中南地域単純計 7,641 9,284 301,518 102,677 102,393 50,287 26,406 17,853

八戸市　　　　 6,721 8,488 257,584 90,308 90,077 53,602 22,834 15,308

三戸町　　　　 259 353 12,302 4,145 4,140 2,017 895 873

五戸町　　　　 438 572 18,249 6,347 6,338 3,216 1,101 1,389

田子町　　　　 89 199 6,719 2,223 2,214 1,000 449 524

南部町　　　　 472 603 18,392 6,819 6,802 3,594 1,188 1,491

階上町　　　　 565 596 10,748 5,786 5,779 2,811 1,948 808

新郷村　　　　 62 97 2,922 909 907 340 132 217

三八地域単純計 8,606 10,908 326,916 116,537 116,257 66,580 28,547 20,610

五所川原市　　 1,621 2,089 63,503 22,067 22,016 12,032 5,285 4,224

つがる市　　　 856 1,109 38,321 11,508 11,470 5,144 1,885 2,185

鰺ヶ沢町　　　 267 383 12,400 4,239 4,228 2,029 921 1,001

深浦町　　　　 164 310 10,473 3,736 3,725 1,913 798 1,024

板柳町　　　　 323 453 14,654 4,858 4,849 2,411 754 1,026

鶴田町　　　　 259 414 13,774 4,394 4,385 2,190 601 953

中泊町　　　　 240 400 13,251 4,476 4,461 2,260 730 1,014

西北地域単純計 3,730 5,158 166,376 55,278 55,134 27,979 10,974 11,427

十和田市　　　 1,909 2,373 69,400 25,358 25,262 13,076 7,573 3,916

三沢市　　　　 2,071 2,641 43,865 15,946 15,855 9,141 4,590 2,406

野辺地町　　　 421 541 14,598 5,880 5,852 3,228 1,642 1,172

七戸町　　　　 439 588 17,551 5,823 5,803 2,929 1,100 1,195

六戸町　　　　 337 323 9,556 3,231 3,184 1,748 447 703

横浜町　　　　 175 228 4,981 1,872 1,870 923 508 418

東北町　　　　 457 585 18,051 6,020 6,001 2,946 1,038 1,132

六ケ所村　　　 429 525 15,434 4,729 4,500 1,873 1,821 553

おいらせ町　　 1,102 1,124 21,240 8,009 7,976 4,711 1,574 1,197

上北地域単純計 7,340 8,928 214,676 76,868 76,303 40,575 20,293 12,692

むつ市　　　　 2,481 2,934 63,641 24,476 24,416 14,385 6,343 4,576

大間町　　　　 243 229 6,364 2,179 2,177 1,187 545 474

東通村　　　　 197 290 7,692 2,623 2,620 1,238 648 559

風間浦村　　　 67 87 2,282 931 931 513 188 268

佐井村　　　　 46 73 2,693 1,022 1,022 534 238 280

下北地域単純計 3,034 3,613 82,672 31,231 31,166 17,857 7,962 6,157

指標コード A5101 A5102 * A6107 A7101 A710101 A810102 A810105 A811102

 

－ 178 － － 179 －
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４ 地域県民局を単位とした市町村別指標 

Ａ　人口・世帯

自治体名 人口総数
15歳未満

人　　口

15～64歳

人　　口

65歳以上

人　　口

外国人

人　口

人口集中

地区人口
出生数 死亡数

単位 (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人)

年度 2005 2005 2005 2005 2005 2005 2008 2008

青森県　　　 1,436,657 198,959 910,856 326,562 3,930 652,633 10,187 15,400

青森市　　　　 311,508 42,549 205,471 63,457 962 237,010 2,281 2,993

平内町　　　　 13,483 1,538 8,339 3,599 9 ... 93 179

今別町　　　　 3,816 312 2,087 1,417 4 ... 7 64

蓬田村　　　　 3,405 390 2,004 1,011 2 ... 23 38

外ヶ浜町　　　 8,215 773 4,618 2,824 26 ... 39 141

東青地域単純計 340,427 45,562 222,519 72,308 1,003 237,010 2,443 3,415

弘前市　　　　 189,043 25,051 120,732 43,199 439 ... 1,359 2,101

黒石市　　　　 38,455 5,698 23,996 8,761 51 18,334 215 505

平川市　　　　 35,336 4,671 21,554 9,111 79 ... 209 444

西目屋村　　　 1,597 167 858 572 0 ... 4 31

藤崎町　　　　 16,495 2,234 10,026 4,235 49 ... 95 237

大鰐町　　　　 11,921 1,340 6,988 3,593 12 ... 41 153

田舎館村　　　 8,541 1,036 5,257 2,248 9 ... 49 116

中南地域単純計 301,388 40,197 189,411 71,719 639 18,334 1,972 3,587

八戸市　　　　 244,700 36,657 160,112 47,912 681 166,753 1,927 2,150

三戸町　　　　 12,261 1,546 7,050 3,665 31 ... 76 151

五戸町　　　　 20,138 2,493 12,085 5,560 50 ... 87 276

田子町　　　　 6,883 880 3,757 2,246 16 ... 33 100

南部町　　　　 21,552 2,885 12,639 6,028 51 ... 137 297

階上町　　　　 15,356 2,300 10,292 2,764 29 ... 90 120

新郷村　　　　 3,143 337 1,657 1,149 8 ... 15 46

三八地域単純計 324,033 47,098 207,592 69,324 866 166,753 2,365 3,140

五所川原市　　 62,181 8,610 38,014 15,553 96 17,541 403 706

つがる市　　　 40,091 5,050 23,991 11,038 78 ... 260 510

鰺ヶ沢町　　　 12,662 1,464 7,217 3,981 34 ... 54 181

深浦町　　　　 10,910 1,207 5,986 3,717 14 ... 40 136

板柳町　　　　 16,222 2,116 9,896 4,210 28 ... 86 196

鶴田町　　　　 15,218 2,071 9,063 4,084 12 ... 87 211

中泊町　　　　 14,184 1,682 8,430 4,072 17 ... 59 187

西北地域単純計 171,468 22,200 102,597 46,655 279 17,541 989 2,127

十和田市　　　 68,359 9,801 43,971 14,586 194 28,067 503 667

三沢市　　　　 42,425 7,343 27,373 7,692 393 24,867 491 367

野辺地町　　　 15,218 1,916 9,453 3,847 72 6,987 90 173

七戸町　　　　 18,471 2,317 11,261 4,893 20 ... 122 214

六戸町　　　　 10,430 1,375 6,306 2,749 21 ... 69 128

横浜町　　　　 5,097 665 2,986 1,446 5 ... 24 68

東北町　　　　 20,016 2,693 12,053 5,270 77 ... 131 225

六ケ所村　　　 11,401 1,649 7,500 2,126 26 ... 116 100

おいらせ町　　 24,172 4,126 15,574 4,472 182 ... 222 230

上北地域単純計 215,589 31,885 136,477 47,081 990 59,921 1,768 2,172

むつ市　　　　 64,052 9,408 40,373 14,271 123 24,629 501 716

大間町　　　　 6,212 948 3,802 1,462 11 ... 59 63

東通村　　　　 8,042 1,014 4,969 2,059 13 ... 61 84

風間浦村　　　 2,603 312 1,481 810 3 ... 16 40

佐井村　　　　 2,843 335 1,635 873 3 ... 13 56

下北地域単純計 83,752 12,017 52,260 19,475 153 24,629 650 959

指標コード A1101 A1301 A1302 A1303 A1700 A1801 A4101 A4200

 出典：総務省「統計でみる市区町村のすがた2011」

※東青、三八地域の製造品出荷額等の計は秘匿町村分を除く。
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自治体名 転入者数 転出者数 昼間人口 世帯数 一般世帯数
核 家 族

世 帯 数
単独世帯数

65歳以上の

親族のいる

核　家　族

世　帯　数

単位 (人) (人) (人) (世帯) (世帯) (世帯) (世帯) (世帯)

年度 2009 2009 2005 2005 2005 2005 2005 2005

青森県　　　 39,718 49,533 1,435,322 510,779 509,107 275,923 129,313 91,467

青森市　　　　 8,777 10,710 317,006 118,451 118,178 67,557 33,196 20,263

平内町　　　　 316 410 11,988 4,295 4,274 2,246 783 912

今別町　　　　 75 150 3,561 1,476 1,475 802 357 454

蓬田村　　　　 50 80 2,938 997 994 480 132 250

外ヶ浜町　　　 149 292 7,671 2,969 2,933 1,560 663 849

東青地域単純計 9,367 11,642 343,164 128,188 127,854 72,645 35,131 22,728

弘前市　　　　 5,219 6,171 200,565 69,251 69,038 34,346 20,857 11,501

黒石市　　　　 820 1,114 36,534 11,843 11,824 5,962 2,218 2,059

平川市　　　　 750 912 31,533 10,074 10,050 4,630 1,494 1,842

西目屋村　　　 52 31 1,517 469 468 210 62 153

藤崎町　　　　 399 513 14,510 4,844 4,830 2,393 743 942

大鰐町　　　　 207 315 10,041 3,794 3,783 1,717 719 874

田舎館村　　　 194 228 6,818 2,402 2,400 1,029 313 482

中南地域単純計 7,641 9,284 301,518 102,677 102,393 50,287 26,406 17,853

八戸市　　　　 6,721 8,488 257,584 90,308 90,077 53,602 22,834 15,308

三戸町　　　　 259 353 12,302 4,145 4,140 2,017 895 873

五戸町　　　　 438 572 18,249 6,347 6,338 3,216 1,101 1,389

田子町　　　　 89 199 6,719 2,223 2,214 1,000 449 524

南部町　　　　 472 603 18,392 6,819 6,802 3,594 1,188 1,491

階上町　　　　 565 596 10,748 5,786 5,779 2,811 1,948 808

新郷村　　　　 62 97 2,922 909 907 340 132 217

三八地域単純計 8,606 10,908 326,916 116,537 116,257 66,580 28,547 20,610

五所川原市　　 1,621 2,089 63,503 22,067 22,016 12,032 5,285 4,224

つがる市　　　 856 1,109 38,321 11,508 11,470 5,144 1,885 2,185

鰺ヶ沢町　　　 267 383 12,400 4,239 4,228 2,029 921 1,001

深浦町　　　　 164 310 10,473 3,736 3,725 1,913 798 1,024

板柳町　　　　 323 453 14,654 4,858 4,849 2,411 754 1,026

鶴田町　　　　 259 414 13,774 4,394 4,385 2,190 601 953

中泊町　　　　 240 400 13,251 4,476 4,461 2,260 730 1,014

西北地域単純計 3,730 5,158 166,376 55,278 55,134 27,979 10,974 11,427

十和田市　　　 1,909 2,373 69,400 25,358 25,262 13,076 7,573 3,916

三沢市　　　　 2,071 2,641 43,865 15,946 15,855 9,141 4,590 2,406

野辺地町　　　 421 541 14,598 5,880 5,852 3,228 1,642 1,172

七戸町　　　　 439 588 17,551 5,823 5,803 2,929 1,100 1,195

六戸町　　　　 337 323 9,556 3,231 3,184 1,748 447 703

横浜町　　　　 175 228 4,981 1,872 1,870 923 508 418

東北町　　　　 457 585 18,051 6,020 6,001 2,946 1,038 1,132

六ケ所村　　　 429 525 15,434 4,729 4,500 1,873 1,821 553

おいらせ町　　 1,102 1,124 21,240 8,009 7,976 4,711 1,574 1,197

上北地域単純計 7,340 8,928 214,676 76,868 76,303 40,575 20,293 12,692

むつ市　　　　 2,481 2,934 63,641 24,476 24,416 14,385 6,343 4,576

大間町　　　　 243 229 6,364 2,179 2,177 1,187 545 474

東通村　　　　 197 290 7,692 2,623 2,620 1,238 648 559

風間浦村　　　 67 87 2,282 931 931 513 188 268

佐井村　　　　 46 73 2,693 1,022 1,022 534 238 280

下北地域単純計 3,034 3,613 82,672 31,231 31,166 17,857 7,962 6,157

指標コード A5101 A5102 * A6107 A7101 A710101 A810102 A810105 A811102
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Ｂ　自然環境 Ｃ　経済基盤

自治体名
高齢夫婦

世 帯 数

高齢単身

世 帯 数
婚姻件数 離婚件数

総面積

(北方地域及

び竹島を除

く)

可住地面積
課税対象

所　　得

納税義務

者　　数

単位 (世帯) (世帯) (組) (組) (k㎡) (k㎡) (百万円) (人)

年度 2005 2005 2008 2008 2009 2009 2009 2009

青森県　　　 44,764 41,801 6,401 2,828 9,644.21 3,204.72 1,372,076 520,094

青森市　　　　 9,875 9,557 1,535 621 824.54 260.32 337,354 121,028

平内町　　　　 466 430 48 19 217.00 48.49 10,315 4,782

今別町　　　　 257 218 3 9 125.28 19.95 2,246 1,015

蓬田村　　　　 115 89 14 3 80.63 20.09 2,388 1,102

外ヶ浜町　　　 502 366 15 10 229.92 30.97 5,867 2,449

東青地域単純計 11,215 10,660 1,615 662 1,477 380 358,170 130,376

弘前市　　　　 5,523 6,082 792 369 524.12 281.07 182,150 66,883

黒石市　　　　 879 951 151 83 216.96 74.16 29,592 13,208

平川市　　　　 759 738 116 63 345.81 94.54 25,743 11,492

西目屋村　　　 66 39 0 4 246.05 17.68 871 424

藤崎町　　　　 401 356 57 35 37.26 37.26 12,354 5,347

大鰐町　　　　 376 443 27 12 163.41 36.03 7,908 3,639

田舎館村　　　 192 179 42 9 22.31 22.31 6,765 3,018

中南地域単純計 8,196 8,788 1,185 575 1,556 563 265,383 104,011

八戸市　　　　 7,588 6,320 1,227 492 305.19 198.30 273,619 98,599

三戸町　　　　 427 477 47 23 151.55 54.10 8,661 3,817

五戸町　　　　 654 488 69 27 177.82 84.33 16,824 6,993

田子町　　　　 256 251 26 16 242.10 47.71 4,862 2,172

南部町　　　　 705 632 72 28 153.15 75.70 15,847 6,677

階上町　　　　 320 242 61 38 93.91 38.46 13,034 5,583

新郷村　　　　 98 88 13 7 150.85 33.55 1,918 863

三八地域単純計 10,048 8,498 1,515 631 1,275 532 334,765 124,704

五所川原市　　 2,222 2,197 252 117 404.56 169.60 51,138 20,295

つがる市　　　 1,081 1,001 166 66 253.85 213.95 23,914 10,582

鰺ヶ沢町　　　 544 497 33 18 342.99 78.98 8,050 3,561

深浦町　　　　 604 513 32 15 488.85 64.21 6,101 2,749

板柳町　　　　 415 436 48 30 41.81 41.81 10,093 4,582

鶴田町　　　　 411 355 61 29 46.40 45.16 8,765 3,980

中泊町　　　　 551 432 42 16 216.33 66.69 8,881 3,897

西北地域単純計 5,828 5,431 634 291 1,795 680 116,942 49,646

十和田市　　　 1,990 1,739 281 160 725.67 203.52 66,631 25,624

三沢市　　　　 1,295 1,223 341 109 119.97 97.52 52,809 17,591

野辺地町　　　 625 632 57 25 81.61 25.68 13,757 5,706

七戸町　　　　 570 476 53 25 337.23 112.93 14,735 6,225

六戸町　　　　 324 198 45 19 84.06 56.05 9,593 3,893

横浜町　　　　 221 188 22 8 126.55 31.65 4,049 1,765

東北町　　　　 579 435 84 36 326.71 122.56 15,619 6,678

六ケ所村　　　 249 232 65 21 253.01 111.23 13,738 4,627

おいらせ町　　 563 458 103 59 71.88 58.13 24,703 9,596

上北地域単純計 6,416 5,581 1,051 462 2,127 819 215,634 81,705

むつ市　　　　 2,375 2,249 324 166 863.79 134.60 66,613 24,042

大間町　　　　 195 201 28 17 52.06 13.81 5,247 1,829

東通村　　　　 244 158 35 15 294.39 59.83 6,014 2,424

風間浦村　　　 122 104 7 5 69.60 5.20 1,665 660

佐井村　　　　 125 131 7 4 135.03 16.59 1,646 697

下北地域単純計 3,061 2,843 401 207 1,415 230 81,185 29,652

指標コード A8201 A8301 A9101 A9201 B1101 B1103 C120110 C120120
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自治体名 事業所数
第２次産業

事業所数

第３次産業

事業所数
従業者数

第２次産業

従業者数

第３次産業

従業者数
耕地面積

製 造 品

出荷額等

単位 (事業所) (事業所) (事業所) (人) (人) (人) (k㎡) (百万円)

年度 2006 2006 2006 2006 2006 2006 2009 2008

青森県　　　 68,451 9,876 58,078 579,268 124,839 447,670 1,572 1,649,446

青森市　　　　 15,085 1,859 13,197 139,195 20,387 118,407 87 107,597

平内町　　　　 597 112 480 3,838 1,069 2,727 17 8,381

今別町　　　　 211 40 168 934 227 693 6 X

蓬田村　　　　 122 33 87 839 339 481 12 636

外ヶ浜町　　　 449 92 351 2,667 789 1,823 8 1,556

東青地域単純計 16,464 2,136 14,283 147,473 22,811 124,131 130 118,170

弘前市　　　　 9,149 1,066 8,057 80,881 13,402 67,031 148 188,536

黒石市　　　　 1,701 239 1,454 13,340 3,436 9,768 38 36,237

平川市　　　　 1,397 304 1,072 11,251 4,202 6,689 52 53,413

西目屋村　　　 102 31 69 735 174 545 4 0

藤崎町　　　　 618 110 504 5,499 1,574 3,859 26 6,846

大鰐町　　　　 500 76 420 3,124 674 2,407 16 3,107

田舎館村　　　 320 87 228 2,280 1,116 1,108 15 8,877

中南地域単純計 13,787 1,913 11,804 117,110 24,578 91,407 299 297,016

八戸市　　　　 11,922 1,517 10,363 110,601 23,218 86,381 54 589,150

三戸町　　　　 538 74 451 4,331 1,000 2,952 28 15,832

五戸町　　　　 733 143 569 6,359 2,329 3,756 46 20,481

田子町　　　　 324 66 243 2,376 816 1,447 29 9,128

南部町　　　　 882 183 689 5,655 1,690 3,836 41 9,586

階上町　　　　 431 101 318 3,407 1,203 2,065 14 11,001

新郷村　　　　 138 18 118 857 186 636 21 X

三八地域単純計 14,968 2,102 12,751 133,586 30,442 101,073 233 655,178

五所川原市　　 3,527 525 2,984 24,199 5,495 18,558 97 31,084

つがる市　　　 1,452 270 1,170 11,730 2,847 8,719 144 6,274

鰺ヶ沢町　　　 633 89 532 4,424 944 3,371 34 2,199

深浦町　　　　 600 96 491 3,450 946 2,295 18 1,060

板柳町　　　　 724 119 604 4,166 1,065 3,098 30 4,349

鶴田町　　　　 530 114 412 3,871 1,373 2,488 30 8,450

中泊町　　　　 613 153 453 3,834 1,488 2,289 38 1,262

西北地域単純計 8,079 1,366 6,646 55,674 14,158 40,818 391 54,678

十和田市　　　 3,898 541 3,313 31,453 7,803 23,120 125 58,578

三沢市　　　　 2,162 264 1,884 19,660 3,582 15,908 38 54,190

野辺地町　　　 977 165 804 6,027 1,439 4,526 9 6,419

七戸町　　　　 843 148 676 6,622 1,722 4,657 72 7,025

六戸町　　　　 407 95 304 3,573 1,292 2,142 35 7,796

横浜町　　　　 278 47 219 2,213 980 1,005 25 13,633

東北町　　　　 880 171 693 6,397 1,820 4,426 85 7,677

六ケ所村　　　 523 105 409 7,285 3,851 3,319 38 308,817

おいらせ町　　 965 202 750 9,037 3,091 5,778 34 36,786

上北地域単純計 10,933 1,738 9,052 92,267 25,580 64,881 461 500,921

むつ市　　　　 3,236 444 2,757 26,600 5,225 21,007 34 12,980

大間町　　　　 374 70 301 2,331 702 1,617 3 1,394

東通村　　　　 305 52 241 2,552 733 1,701 20 7,297

風間浦村　　　 135 24 109 765 242 514 0 1,214

佐井村　　　　 170 31 134 910 368 521 3 489

下北地域単純計 4,220 621 3,542 33,158 7,270 25,360 60 23,374

指標コード C2101 C2104 C2105 C2201 C2204 C2205 C3107 C3401
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Ｂ　自然環境 Ｃ　経済基盤

自治体名
高齢夫婦

世 帯 数

高齢単身

世 帯 数
婚姻件数 離婚件数

総面積

(北方地域及

び竹島を除

く)

可住地面積
課税対象

所　　得

納税義務

者　　数

単位 (世帯) (世帯) (組) (組) (k㎡) (k㎡) (百万円) (人)

年度 2005 2005 2008 2008 2009 2009 2009 2009

青森県　　　 44,764 41,801 6,401 2,828 9,644.21 3,204.72 1,372,076 520,094

青森市　　　　 9,875 9,557 1,535 621 824.54 260.32 337,354 121,028

平内町　　　　 466 430 48 19 217.00 48.49 10,315 4,782

今別町　　　　 257 218 3 9 125.28 19.95 2,246 1,015

蓬田村　　　　 115 89 14 3 80.63 20.09 2,388 1,102

外ヶ浜町　　　 502 366 15 10 229.92 30.97 5,867 2,449

東青地域単純計 11,215 10,660 1,615 662 1,477 380 358,170 130,376

弘前市　　　　 5,523 6,082 792 369 524.12 281.07 182,150 66,883

黒石市　　　　 879 951 151 83 216.96 74.16 29,592 13,208

平川市　　　　 759 738 116 63 345.81 94.54 25,743 11,492

西目屋村　　　 66 39 0 4 246.05 17.68 871 424

藤崎町　　　　 401 356 57 35 37.26 37.26 12,354 5,347

大鰐町　　　　 376 443 27 12 163.41 36.03 7,908 3,639

田舎館村　　　 192 179 42 9 22.31 22.31 6,765 3,018

中南地域単純計 8,196 8,788 1,185 575 1,556 563 265,383 104,011

八戸市　　　　 7,588 6,320 1,227 492 305.19 198.30 273,619 98,599

三戸町　　　　 427 477 47 23 151.55 54.10 8,661 3,817

五戸町　　　　 654 488 69 27 177.82 84.33 16,824 6,993

田子町　　　　 256 251 26 16 242.10 47.71 4,862 2,172

南部町　　　　 705 632 72 28 153.15 75.70 15,847 6,677

階上町　　　　 320 242 61 38 93.91 38.46 13,034 5,583

新郷村　　　　 98 88 13 7 150.85 33.55 1,918 863

三八地域単純計 10,048 8,498 1,515 631 1,275 532 334,765 124,704

五所川原市　　 2,222 2,197 252 117 404.56 169.60 51,138 20,295

つがる市　　　 1,081 1,001 166 66 253.85 213.95 23,914 10,582

鰺ヶ沢町　　　 544 497 33 18 342.99 78.98 8,050 3,561

深浦町　　　　 604 513 32 15 488.85 64.21 6,101 2,749

板柳町　　　　 415 436 48 30 41.81 41.81 10,093 4,582

鶴田町　　　　 411 355 61 29 46.40 45.16 8,765 3,980

中泊町　　　　 551 432 42 16 216.33 66.69 8,881 3,897

西北地域単純計 5,828 5,431 634 291 1,795 680 116,942 49,646

十和田市　　　 1,990 1,739 281 160 725.67 203.52 66,631 25,624

三沢市　　　　 1,295 1,223 341 109 119.97 97.52 52,809 17,591

野辺地町　　　 625 632 57 25 81.61 25.68 13,757 5,706

七戸町　　　　 570 476 53 25 337.23 112.93 14,735 6,225

六戸町　　　　 324 198 45 19 84.06 56.05 9,593 3,893

横浜町　　　　 221 188 22 8 126.55 31.65 4,049 1,765

東北町　　　　 579 435 84 36 326.71 122.56 15,619 6,678

六ケ所村　　　 249 232 65 21 253.01 111.23 13,738 4,627

おいらせ町　　 563 458 103 59 71.88 58.13 24,703 9,596

上北地域単純計 6,416 5,581 1,051 462 2,127 819 215,634 81,705

むつ市　　　　 2,375 2,249 324 166 863.79 134.60 66,613 24,042

大間町　　　　 195 201 28 17 52.06 13.81 5,247 1,829

東通村　　　　 244 158 35 15 294.39 59.83 6,014 2,424

風間浦村　　　 122 104 7 5 69.60 5.20 1,665 660

佐井村　　　　 125 131 7 4 135.03 16.59 1,646 697

下北地域単純計 3,061 2,843 401 207 1,415 230 81,185 29,652

指標コード A8201 A8301 A9101 A9201 B1101 B1103 C120110 C120120
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自治体名 事業所数
第２次産業

事業所数

第３次産業

事業所数
従業者数

第２次産業

従業者数

第３次産業

従業者数
耕地面積

製 造 品

出荷額等

単位 (事業所) (事業所) (事業所) (人) (人) (人) (k㎡) (百万円)

年度 2006 2006 2006 2006 2006 2006 2009 2008

青森県　　　 68,451 9,876 58,078 579,268 124,839 447,670 1,572 1,649,446

青森市　　　　 15,085 1,859 13,197 139,195 20,387 118,407 87 107,597

平内町　　　　 597 112 480 3,838 1,069 2,727 17 8,381

今別町　　　　 211 40 168 934 227 693 6 X

蓬田村　　　　 122 33 87 839 339 481 12 636

外ヶ浜町　　　 449 92 351 2,667 789 1,823 8 1,556

東青地域単純計 16,464 2,136 14,283 147,473 22,811 124,131 130 118,170

弘前市　　　　 9,149 1,066 8,057 80,881 13,402 67,031 148 188,536

黒石市　　　　 1,701 239 1,454 13,340 3,436 9,768 38 36,237

平川市　　　　 1,397 304 1,072 11,251 4,202 6,689 52 53,413

西目屋村　　　 102 31 69 735 174 545 4 0

藤崎町　　　　 618 110 504 5,499 1,574 3,859 26 6,846

大鰐町　　　　 500 76 420 3,124 674 2,407 16 3,107

田舎館村　　　 320 87 228 2,280 1,116 1,108 15 8,877

中南地域単純計 13,787 1,913 11,804 117,110 24,578 91,407 299 297,016

八戸市　　　　 11,922 1,517 10,363 110,601 23,218 86,381 54 589,150

三戸町　　　　 538 74 451 4,331 1,000 2,952 28 15,832

五戸町　　　　 733 143 569 6,359 2,329 3,756 46 20,481

田子町　　　　 324 66 243 2,376 816 1,447 29 9,128

南部町　　　　 882 183 689 5,655 1,690 3,836 41 9,586

階上町　　　　 431 101 318 3,407 1,203 2,065 14 11,001

新郷村　　　　 138 18 118 857 186 636 21 X

三八地域単純計 14,968 2,102 12,751 133,586 30,442 101,073 233 655,178

五所川原市　　 3,527 525 2,984 24,199 5,495 18,558 97 31,084

つがる市　　　 1,452 270 1,170 11,730 2,847 8,719 144 6,274

鰺ヶ沢町　　　 633 89 532 4,424 944 3,371 34 2,199

深浦町　　　　 600 96 491 3,450 946 2,295 18 1,060

板柳町　　　　 724 119 604 4,166 1,065 3,098 30 4,349

鶴田町　　　　 530 114 412 3,871 1,373 2,488 30 8,450

中泊町　　　　 613 153 453 3,834 1,488 2,289 38 1,262

西北地域単純計 8,079 1,366 6,646 55,674 14,158 40,818 391 54,678

十和田市　　　 3,898 541 3,313 31,453 7,803 23,120 125 58,578

三沢市　　　　 2,162 264 1,884 19,660 3,582 15,908 38 54,190

野辺地町　　　 977 165 804 6,027 1,439 4,526 9 6,419

七戸町　　　　 843 148 676 6,622 1,722 4,657 72 7,025

六戸町　　　　 407 95 304 3,573 1,292 2,142 35 7,796

横浜町　　　　 278 47 219 2,213 980 1,005 25 13,633

東北町　　　　 880 171 693 6,397 1,820 4,426 85 7,677

六ケ所村　　　 523 105 409 7,285 3,851 3,319 38 308,817

おいらせ町　　 965 202 750 9,037 3,091 5,778 34 36,786

上北地域単純計 10,933 1,738 9,052 92,267 25,580 64,881 461 500,921

むつ市　　　　 3,236 444 2,757 26,600 5,225 21,007 34 12,980

大間町　　　　 374 70 301 2,331 702 1,617 3 1,394

東通村　　　　 305 52 241 2,552 733 1,701 20 7,297

風間浦村　　　 135 24 109 765 242 514 0 1,214

佐井村　　　　 170 31 134 910 368 521 3 489

下北地域単純計 4,220 621 3,542 33,158 7,270 25,360 60 23,374

指標コード C2101 C2104 C2105 C2201 C2204 C2205 C3107 C3401
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Ｄ　行政基盤

自治体名
製 造 業

従業者数

商業年間

商品販売額

商　　業

事業所数

商　　業

従業者数

標準価格

（平均価格）

(住宅地)

標準価格

（平均価格）

(商業地)

財政力

指　数

(市町村財政)

実質収支

比　　率

(市町村財政)

単位 (人) (百万円) (事業所) (人) (円／㎡) (円／㎡) (－) (％)

年度 2008 2006 2007 2007 2009 2009 2008 2008

青森県　　　 63,036 3,310,311 18,672 119,221 22,900 47,000 ... ...

青森市　　　　 6,939 1,052,868 4,196 30,052 49,600 124,100 0.58 2.4

平内町　　　　 555 6,518 170 637 12,800 27,500 0.28 2.0

今別町　　　　 15 1,682 55 164 8,800 15,400 0.18 5.4

蓬田村　　　　 226 3,057 34 158 7,900 ... 0.18 1.5

外ヶ浜町　　　 216 4,145 138 435 7,500 11,400 0.19 2.5

東青地域単純計 7,951 1,068,270 4,593 31,446 86,600 178,400 1 14

弘前市　　　　 9,118 502,362 2,514 18,316 33,100 67,600 0.50 0.7

黒石市　　　　 2,270 49,120 449 2,766 16,200 29,400 0.34 4.7

平川市　　　　 2,985 41,489 371 2,179 12,400 21,200 0.29 1.2

西目屋村　　　 0 191 16 38 4,100 ... 0.10 4.3

藤崎町　　　　 797 16,144 187 1,222 17,600 21,300 0.30 2.5

大鰐町　　　　 298 7,843 142 619 15,400 25,500 0.26 3.3

田舎館村　　　 918 6,710 64 274 11,300 16,800 0.28 16.1

中南地域単純計 16,386 623,859 3,743 25,414 110,100 181,800 2 33

八戸市　　　　 14,366 825,419 3,446 24,413 44,300 85,600 0.68 3.5

三戸町　　　　 524 18,605 199 925 20,100 26,300 0.27 6.2

五戸町　　　　 1,311 13,062 217 1,036 12,200 30,900 0.30 1.6

田子町　　　　 420 5,586 85 326 10,000 21,400 0.22 3.5

南部町　　　　 662 15,796 272 1,002 14,000 26,800 0.30 3.4

階上町　　　　 717 12,714 98 565 11,100 22,500 0.36 5.4

新郷村　　　　 14 1,685 40 108 5,900 10,700 0.14 4.4

三八地域単純計 18,014 892,867 4,357 28,375 117,600 224,200 2 28

五所川原市　　 2,282 116,061 940 5,565 14,400 40,600 0.36 3.0

つがる市　　　 1,118 47,738 419 2,809 9,500 17,700 0.26 1.2

鰺ヶ沢町　　　 323 10,087 193 816 17,500 ... 0.19 -3.3

深浦町　　　　 181 6,739 153 496 6,800 15,500 0.17 0.1

板柳町　　　　 376 26,185 220 1,102 16,400 22,700 0.28 3.6

鶴田町　　　　 600 9,365 129 636 15,100 19,600 0.26 5.7

中泊町　　　　 352 9,379 143 500 9,900 17,300 0.21 1.2

西北地域単純計 5,232 225,554 2,197 11,924 89,600 133,400 2 12

十和田市　　　 3,618 166,911 956 6,179 17,200 25,000 0.44 4.2

三沢市　　　　 1,709 60,467 444 2,858 16,700 41,000 0.51 4.2

野辺地町　　　 542 19,193 251 1,270 18,500 32,400 0.41 0.2

七戸町　　　　 774 23,032 223 1,200 11,700 20,600 0.28 1.3

六戸町　　　　 591 14,656 99 538 9,900 20,000 0.34 3.9

横浜町　　　　 603 3,868 74 271 8,400 16,700 0.24 2.9

東北町　　　　 568 19,303 225 1,158 9,900 18,800 0.31 1.7

六ケ所村　　　 3,090 10,814 121 500 11,400 14,600 1.78 3.3

おいらせ町　　 1,554 39,339 281 2,225 13,300 29,800 0.48 1.8

上北地域単純計 13,049 357,583 2,674 16,199 117,000 218,900 5 24

むつ市　　　　 1,944 132,284 875 5,113 13,000 26,600 0.41 -8.6

大間町　　　　 69 6,130 82 383 6,000 18,400 0.26 5.3

東通村　　　　 165 2,015 76 192 3,700 7,900 1.24 4.3

風間浦村　　　 146 863 31 68 6,700 17,100 0.12 2.3

佐井村　　　　 80 886 44 107 7,900 14,200 0.11 3.3

下北地域単純計 2,404 142,178 1,108 5,863 37,300 84,200 2 7

指標コード C3404 C3501 C3502 C3503 C5401 * C5403 * D2201 D2202
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Ｅ　教育

自治体名

実質公債費

比　　　率

(市町村財政)

歳　　入

決算総額

(市町村財政)

歳　　出

決算総額

(市町村財政)

地方税

(市町村財政)
幼稚園数

幼 稚 園

在園者数
小学校数

小学校

教員数

単位 (％) (百万円) (百万円) (百万円) (園) (人) (校) (人)

年度 2008 2008 2008 2008 2009 2009 2009 2009

青森県　　　 ... 614,417 600,237 154,586 133 9,721 354 5,489

青森市　　　　 13.9 113,663 111,148 36,441 33 3,124 50 968

平内町　　　　 16.9 5,880 5,771 970 1 19 7 72

今別町　　　　 18.4 2,446 2,350 239 0 0 1 13

蓬田村　　　　 20.0 2,169 2,121 223 0 0 1 14

外ヶ浜町　　　 20.5 6,301 6,054 585 1 41 3 37

東青地域単純計 90 130,459 127,444 38,458 35 3,184 62 1,104

弘前市　　　　 13.7 66,970 66,393 20,200 12 995 38 655

黒石市　　　　 24.9 14,610 14,129 3,176 3 127 10 155

平川市　　　　 19.9 15,974 15,625 2,470 1 75 12 146

西目屋村　　　 24.9 2,019 1,951 93 0 0 1 10

藤崎町　　　　 19.2 7,477 7,296 1,120 1 18 3 56

大鰐町　　　　 16.8 5,301 5,011 773 1 32 4 49

田舎館村　　　 24.4 3,913 3,489 622 0 0 3 36

中南地域単純計 144 116,264 113,894 28,454 18 1,247 71 1,107

八戸市　　　　 17.2 88,483 85,290 32,710 25 2,251 49 859

三戸町　　　　 20.0 5,537 5,281 888 2 72 3 45

五戸町　　　　 24.6 9,147 9,038 1,500 2 77 9 102

田子町　　　　 21.5 4,220 4,109 477 1 29 3 31

南部町　　　　 21.0 10,232 9,938 1,574 3 139 8 93

階上町　　　　 17.5 5,323 5,115 1,095 0 0 8 89

新郷村　　　　 22.2 2,492 2,399 190 0 0 3 29

三八地域単純計 144 125,434 121,170 38,434 33 2,568 83 1,248

五所川原市　　 22.5 27,190 25,723 5,532 5 307 18 262

つがる市　　　 17.9 22,137 21,905 2,470 4 109 11 162

鰺ヶ沢町　　　 17.6 6,617 6,759 849 0 0 7 73

深浦町　　　　 23.7 7,103 7,092 662 0 0 3 42

板柳町　　　　 17.5 5,501 5,341 924 1 40 4 63

鶴田町　　　　 17.6 5,616 5,350 860 1 42 6 91

中泊町　　　　 18.9 7,737 7,393 776 1 35 4 54

西北地域単純計 136 81,901 79,563 12,073 12 533 53 747

十和田市　　　 15.0 30,462 29,424 6,930 5 392 21 288

三沢市　　　　 19.6 20,698 20,154 4,542 4 564 8 170

野辺地町　　　 11.1 5,195 5,072 1,239 2 95 3 57

七戸町　　　　 17.2 10,134 9,756 1,323 1 30 4 67

六戸町　　　　 13.8 5,078 4,914 980 2 61 3 41

横浜町　　　　 14.1 3,240 3,134 481 1 22 4 40

東北町　　　　 13.9 14,064 13,901 1,550 0 0 7 92

六ケ所村　　　 5.1 10,466 10,176 6,402 1 58 6 66

おいらせ町　　 19.4 9,634 9,381 2,289 2 156 5 92

上北地域単純計 129 108,971 105,912 25,736 18 1,378 61 913

むつ市　　　　 20.2 31,119 32,528 6,061 9 724 15 261

大間町　　　　 17.7 4,746 4,550 487 1 50 2 32

東通村　　　　 18.6 9,901 9,675 4,592 7 37 1 31

風間浦村　　　 17.8 2,539 2,491 131 0 0 3 22

佐井村　　　　 21.0 3,080 3,013 159 0 0 3 24

下北地域単純計 95 51,385 52,257 11,430 17 811 24 370

指標コード D2204 D3201 D3203 D320101 E1101 E1501 E2101 E2401
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Ｄ　行政基盤

自治体名
製 造 業

従業者数

商業年間

商品販売額

商　　業

事業所数

商　　業

従業者数

標準価格

（平均価格）

(住宅地)

標準価格

（平均価格）

(商業地)

財政力

指　数

(市町村財政)

実質収支

比　　率

(市町村財政)

単位 (人) (百万円) (事業所) (人) (円／㎡) (円／㎡) (－) (％)

年度 2008 2006 2007 2007 2009 2009 2008 2008

青森県　　　 63,036 3,310,311 18,672 119,221 22,900 47,000 ... ...

青森市　　　　 6,939 1,052,868 4,196 30,052 49,600 124,100 0.58 2.4

平内町　　　　 555 6,518 170 637 12,800 27,500 0.28 2.0

今別町　　　　 15 1,682 55 164 8,800 15,400 0.18 5.4

蓬田村　　　　 226 3,057 34 158 7,900 ... 0.18 1.5

外ヶ浜町　　　 216 4,145 138 435 7,500 11,400 0.19 2.5

東青地域単純計 7,951 1,068,270 4,593 31,446 86,600 178,400 1 14

弘前市　　　　 9,118 502,362 2,514 18,316 33,100 67,600 0.50 0.7

黒石市　　　　 2,270 49,120 449 2,766 16,200 29,400 0.34 4.7

平川市　　　　 2,985 41,489 371 2,179 12,400 21,200 0.29 1.2

西目屋村　　　 0 191 16 38 4,100 ... 0.10 4.3

藤崎町　　　　 797 16,144 187 1,222 17,600 21,300 0.30 2.5

大鰐町　　　　 298 7,843 142 619 15,400 25,500 0.26 3.3

田舎館村　　　 918 6,710 64 274 11,300 16,800 0.28 16.1

中南地域単純計 16,386 623,859 3,743 25,414 110,100 181,800 2 33

八戸市　　　　 14,366 825,419 3,446 24,413 44,300 85,600 0.68 3.5

三戸町　　　　 524 18,605 199 925 20,100 26,300 0.27 6.2

五戸町　　　　 1,311 13,062 217 1,036 12,200 30,900 0.30 1.6

田子町　　　　 420 5,586 85 326 10,000 21,400 0.22 3.5

南部町　　　　 662 15,796 272 1,002 14,000 26,800 0.30 3.4

階上町　　　　 717 12,714 98 565 11,100 22,500 0.36 5.4

新郷村　　　　 14 1,685 40 108 5,900 10,700 0.14 4.4

三八地域単純計 18,014 892,867 4,357 28,375 117,600 224,200 2 28

五所川原市　　 2,282 116,061 940 5,565 14,400 40,600 0.36 3.0

つがる市　　　 1,118 47,738 419 2,809 9,500 17,700 0.26 1.2

鰺ヶ沢町　　　 323 10,087 193 816 17,500 ... 0.19 -3.3

深浦町　　　　 181 6,739 153 496 6,800 15,500 0.17 0.1

板柳町　　　　 376 26,185 220 1,102 16,400 22,700 0.28 3.6

鶴田町　　　　 600 9,365 129 636 15,100 19,600 0.26 5.7

中泊町　　　　 352 9,379 143 500 9,900 17,300 0.21 1.2

西北地域単純計 5,232 225,554 2,197 11,924 89,600 133,400 2 12

十和田市　　　 3,618 166,911 956 6,179 17,200 25,000 0.44 4.2

三沢市　　　　 1,709 60,467 444 2,858 16,700 41,000 0.51 4.2

野辺地町　　　 542 19,193 251 1,270 18,500 32,400 0.41 0.2

七戸町　　　　 774 23,032 223 1,200 11,700 20,600 0.28 1.3

六戸町　　　　 591 14,656 99 538 9,900 20,000 0.34 3.9

横浜町　　　　 603 3,868 74 271 8,400 16,700 0.24 2.9

東北町　　　　 568 19,303 225 1,158 9,900 18,800 0.31 1.7

六ケ所村　　　 3,090 10,814 121 500 11,400 14,600 1.78 3.3

おいらせ町　　 1,554 39,339 281 2,225 13,300 29,800 0.48 1.8

上北地域単純計 13,049 357,583 2,674 16,199 117,000 218,900 5 24

むつ市　　　　 1,944 132,284 875 5,113 13,000 26,600 0.41 -8.6

大間町　　　　 69 6,130 82 383 6,000 18,400 0.26 5.3

東通村　　　　 165 2,015 76 192 3,700 7,900 1.24 4.3

風間浦村　　　 146 863 31 68 6,700 17,100 0.12 2.3

佐井村　　　　 80 886 44 107 7,900 14,200 0.11 3.3

下北地域単純計 2,404 142,178 1,108 5,863 37,300 84,200 2 7

指標コード C3404 C3501 C3502 C3503 C5401 * C5403 * D2201 D2202
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Ｅ　教育

自治体名

実質公債費

比　　　率

(市町村財政)

歳　　入

決算総額

(市町村財政)

歳　　出

決算総額

(市町村財政)

地方税

(市町村財政)
幼稚園数

幼 稚 園

在園者数
小学校数

小学校

教員数

単位 (％) (百万円) (百万円) (百万円) (園) (人) (校) (人)

年度 2008 2008 2008 2008 2009 2009 2009 2009

青森県　　　 ... 614,417 600,237 154,586 133 9,721 354 5,489

青森市　　　　 13.9 113,663 111,148 36,441 33 3,124 50 968

平内町　　　　 16.9 5,880 5,771 970 1 19 7 72

今別町　　　　 18.4 2,446 2,350 239 0 0 1 13

蓬田村　　　　 20.0 2,169 2,121 223 0 0 1 14

外ヶ浜町　　　 20.5 6,301 6,054 585 1 41 3 37

東青地域単純計 90 130,459 127,444 38,458 35 3,184 62 1,104

弘前市　　　　 13.7 66,970 66,393 20,200 12 995 38 655

黒石市　　　　 24.9 14,610 14,129 3,176 3 127 10 155

平川市　　　　 19.9 15,974 15,625 2,470 1 75 12 146

西目屋村　　　 24.9 2,019 1,951 93 0 0 1 10

藤崎町　　　　 19.2 7,477 7,296 1,120 1 18 3 56

大鰐町　　　　 16.8 5,301 5,011 773 1 32 4 49

田舎館村　　　 24.4 3,913 3,489 622 0 0 3 36

中南地域単純計 144 116,264 113,894 28,454 18 1,247 71 1,107

八戸市　　　　 17.2 88,483 85,290 32,710 25 2,251 49 859

三戸町　　　　 20.0 5,537 5,281 888 2 72 3 45

五戸町　　　　 24.6 9,147 9,038 1,500 2 77 9 102

田子町　　　　 21.5 4,220 4,109 477 1 29 3 31

南部町　　　　 21.0 10,232 9,938 1,574 3 139 8 93

階上町　　　　 17.5 5,323 5,115 1,095 0 0 8 89

新郷村　　　　 22.2 2,492 2,399 190 0 0 3 29

三八地域単純計 144 125,434 121,170 38,434 33 2,568 83 1,248

五所川原市　　 22.5 27,190 25,723 5,532 5 307 18 262

つがる市　　　 17.9 22,137 21,905 2,470 4 109 11 162

鰺ヶ沢町　　　 17.6 6,617 6,759 849 0 0 7 73

深浦町　　　　 23.7 7,103 7,092 662 0 0 3 42

板柳町　　　　 17.5 5,501 5,341 924 1 40 4 63

鶴田町　　　　 17.6 5,616 5,350 860 1 42 6 91

中泊町　　　　 18.9 7,737 7,393 776 1 35 4 54

西北地域単純計 136 81,901 79,563 12,073 12 533 53 747

十和田市　　　 15.0 30,462 29,424 6,930 5 392 21 288

三沢市　　　　 19.6 20,698 20,154 4,542 4 564 8 170

野辺地町　　　 11.1 5,195 5,072 1,239 2 95 3 57

七戸町　　　　 17.2 10,134 9,756 1,323 1 30 4 67

六戸町　　　　 13.8 5,078 4,914 980 2 61 3 41

横浜町　　　　 14.1 3,240 3,134 481 1 22 4 40

東北町　　　　 13.9 14,064 13,901 1,550 0 0 7 92

六ケ所村　　　 5.1 10,466 10,176 6,402 1 58 6 66

おいらせ町　　 19.4 9,634 9,381 2,289 2 156 5 92

上北地域単純計 129 108,971 105,912 25,736 18 1,378 61 913

むつ市　　　　 20.2 31,119 32,528 6,061 9 724 15 261

大間町　　　　 17.7 4,746 4,550 487 1 50 2 32

東通村　　　　 18.6 9,901 9,675 4,592 7 37 1 31

風間浦村　　　 17.8 2,539 2,491 131 0 0 3 22

佐井村　　　　 21.0 3,080 3,013 159 0 0 3 24

下北地域単純計 95 51,385 52,257 11,430 17 811 24 370

指標コード D2204 D3201 D3203 D320101 E1101 E1501 E2101 E2401
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Ｆ　労働

自治体名
小学校

児童数
中学校数

中学校

教員数

中学校

生徒数

高　等

学校数

高等学校

生 徒 数
労働力人口 就業者数

単位 (人) (校) (人) (人) (校) (人) (人) (人)

年度 2009 2009 2009 2009 2009 2009 2005 2005

青森県　　　 76,894 173 3,412 42,567 88 42,078 748,122 685,401

青森市　　　　 16,584 23 599 8,998 14 9,523 157,554 142,993

平内町　　　　 563 3 39 310 2 203 7,472 6,931

今別町　　　　 110 1 12 52 1 89 1,824 1,557

蓬田村　　　　 150 1 14 85 0 0 1,826 1,647

外ヶ浜町　　　 290 3 30 165 0 0 4,007 3,595

東青地域単純計 17,697 31 694 9,610 17 9,815 172,683 156,723

弘前市　　　　 9,769 18 405 5,702 10 7,082 98,508 92,053

黒石市　　　　 2,206 4 90 1,163 2 1,184 21,042 19,375

平川市　　　　 1,810 6 90 960 2 761 20,120 18,556

西目屋村　　　 52 1 13 40 0 0 903 858

藤崎町　　　　 835 2 42 483 1 116 9,179 8,540

大鰐町　　　　 486 1 24 312 1 87 6,487 5,965

田舎館村　　　 384 1 21 229 0 0 4,865 4,499

中南地域単純計 15,542 33 685 8,889 16 9,230 161,104 149,846

八戸市　　　　 14,039 26 562 7,846 16 9,090 124,758 113,340

三戸町　　　　 550 2 34 335 1 303 6,649 6,167

五戸町　　　　 924 3 48 547 1 246 11,203 10,454

田子町　　　　 313 1 17 190 1 173 3,979 3,781

南部町　　　　 1,099 4 66 646 2 440 11,615 10,909

階上町　　　　 862 2 44 537 0 0 7,539 6,835

新郷村　　　　 131 2 21 67 0 0 1,920 1,846

三八地域単純計 17,918 40 792 10,168 21 10,252 167,663 153,332

五所川原市　　 3,439 7 144 1,866 8 2,768 30,981 27,868

つがる市　　　 1,918 5 100 1,080 2 745 21,211 18,963

鰺ヶ沢町　　　 528 2 30 328 1 272 6,390 5,786

深浦町　　　　 428 3 35 268 1 79 5,124 4,770

板柳町　　　　 840 1 26 459 1 320 9,629 8,790

鶴田町　　　　 838 1 33 458 1 205 8,634 7,770

中泊町　　　　 583 2 37 358 1 161 6,844 5,787

西北地域単純計 8,574 21 405 4,817 15 4,550 88,813 79,734

十和田市　　　 3,827 10 183 2,239 4 2,147 37,120 34,704

三沢市　　　　 2,786 5 113 1,463 2 1,464 22,240 20,708

野辺地町　　　 735 1 27 379 2 778 7,789 7,184

七戸町　　　　 881 3 54 513 2 510 9,856 9,079

六戸町　　　　 597 2 34 266 1 303 5,878 5,532

横浜町　　　　 295 1 15 121 0 0 2,711 2,527

東北町　　　　 1,079 3 49 531 0 0 10,782 10,010

六ケ所村　　　 616 4 47 299 1 189 6,581 6,196

おいらせ町　　 1,729 3 62 781 1 540 13,052 12,091

上北地域単純計 12,545 32 584 6,592 13 5,931 116,009 108,031

むつ市　　　　 3,653 9 173 1,934 5 2,088 31,841 28,832

大間町　　　　 381 2 26 208 1 212 2,986 2,650

東通村　　　　 368 1 23 197 0 0 4,327 3,873

風間浦村　　　 99 1 11 76 0 0 1,339 1,212

佐井村　　　　 117 3 19 76 0 0 1,357 1,168

下北地域単純計 4,618 16 252 2,491 6 2,300 41,850 37,735

指標コード E2501 E3101 E3401 E3501 E4101 E4501 F1101 F1102
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自治体名
完　　全

失業者数

第１次産業

就業者数

第２次産業

就業者数

第３次産業

就業者数
雇用者数 役員数

雇人の

あ　る

業主数

雇人の

な　い

業主数

単位 (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人)

年度 2005 2005 2005 2005 2005 2005 2005 2005

青森県　　　 62,721 95,725 146,847 436,789 503,546 24,432 23,496 69,457

青森市　　　　 14,561 5,724 23,147 111,754 116,381 5,748 4,383 9,691

平内町　　　　 541 1,906 1,570 3,455 4,232 170 203 1,048

今別町　　　　 267 306 503 744 1,007 35 63 267

蓬田村　　　　 179 537 393 717 1,000 25 76 283

外ヶ浜町　　　 412 852 936 1,802 2,334 92 181 559

東青地域単純計 15,960 9,325 26,549 118,472 124,954 6,070 4,906 11,848

弘前市　　　　 6,455 15,853 15,330 58,644 63,826 3,234 4,070 9,912

黒石市　　　　 1,667 3,355 5,073 10,845 13,573 530 652 2,420

平川市　　　　 1,564 4,876 4,452 9,204 11,990 381 693 2,703

西目屋村　　　 45 305 215 338 511 25 28 155

藤崎町　　　　 639 2,313 1,814 4,413 5,516 217 349 1,120

大鰐町　　　　 522 1,362 1,222 3,376 3,916 125 234 833

田舎館村　　　 366 1,109 1,084 2,305 3,037 109 103 625

中南地域単純計 11,258 29,173 29,190 89,125 102,369 4,621 6,129 17,768

八戸市　　　　 11,418 4,723 26,991 81,178 92,976 5,248 3,139 7,452

三戸町　　　　 482 1,984 1,315 2,862 3,447 186 291 887

五戸町　　　　 749 2,546 2,950 4,953 6,918 328 268 1,492

田子町　　　　 198 1,494 870 1,414 2,092 122 138 546

南部町　　　　 706 3,003 2,559 5,326 6,798 257 320 1,710

階上町　　　　 704 793 2,132 3,845 5,529 243 181 517

新郷村　　　　 74 893 319 630 839 29 79 342

三八地域単純計 14,331 15,436 37,136 100,208 118,599 6,413 4,416 12,946

五所川原市　　 3,113 4,596 6,196 16,922 18,909 1,150 1,155 3,584

つがる市　　　 2,248 6,285 3,901 8,763 10,843 370 715 3,247

鰺ヶ沢町　　　 604 1,390 1,227 3,166 3,701 150 236 849

深浦町　　　　 354 1,262 1,213 2,295 2,983 157 188 862

板柳町　　　　 839 3,353 1,546 3,887 4,567 226 500 1,523

鶴田町　　　　 864 3,036 1,455 3,272 4,080 147 424 1,339

中泊町　　　　 1,057 1,520 1,745 2,517 3,525 200 260 1,030

西北地域単純計 9,079 21,442 17,283 40,822 48,608 2,400 3,478 12,434

十和田市　　　 2,416 4,740 8,467 21,468 25,572 1,400 1,034 3,534

三沢市　　　　 1,532 1,652 4,459 14,439 16,652 650 653 1,473

野辺地町　　　 605 595 1,950 4,631 5,522 259 304 606

七戸町　　　　 777 1,857 2,252 4,966 6,212 232 310 1,191

六戸町　　　　 346 1,414 1,479 2,635 3,606 157 120 818

横浜町　　　　 184 738 731 1,044 1,616 41 111 358

東北町　　　　 772 2,714 2,412 4,880 6,401 318 287 1,397

六ケ所村　　　 385 930 2,562 2,678 4,915 194 155 431

おいらせ町　　 961 1,401 3,666 6,984 9,535 400 327 977

上北地域単純計 7,978 16,041 27,978 63,725 80,031 3,651 3,301 10,785

むつ市　　　　 3,009 1,900 6,293 20,365 23,113 1,100 924 2,208

大間町　　　　 336 692 616 1,340 1,660 44 145 522

東通村　　　　 454 1,156 1,171 1,545 2,668 59 125 523

風間浦村　　　 127 263 300 647 826 32 41 206

佐井村　　　　 189 297 331 540 718 42 31 217

下北地域単純計 4,115 4,308 8,711 24,437 28,985 1,277 1,266 3,676

指標コード F1107 F2201 F2211 F2221 F2401 F2402 F2403 F2404
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Ｆ　労働

自治体名
小学校

児童数
中学校数

中学校

教員数

中学校

生徒数

高　等

学校数

高等学校

生 徒 数
労働力人口 就業者数

単位 (人) (校) (人) (人) (校) (人) (人) (人)

年度 2009 2009 2009 2009 2009 2009 2005 2005

青森県　　　 76,894 173 3,412 42,567 88 42,078 748,122 685,401

青森市　　　　 16,584 23 599 8,998 14 9,523 157,554 142,993

平内町　　　　 563 3 39 310 2 203 7,472 6,931

今別町　　　　 110 1 12 52 1 89 1,824 1,557

蓬田村　　　　 150 1 14 85 0 0 1,826 1,647

外ヶ浜町　　　 290 3 30 165 0 0 4,007 3,595

東青地域単純計 17,697 31 694 9,610 17 9,815 172,683 156,723

弘前市　　　　 9,769 18 405 5,702 10 7,082 98,508 92,053

黒石市　　　　 2,206 4 90 1,163 2 1,184 21,042 19,375

平川市　　　　 1,810 6 90 960 2 761 20,120 18,556

西目屋村　　　 52 1 13 40 0 0 903 858

藤崎町　　　　 835 2 42 483 1 116 9,179 8,540

大鰐町　　　　 486 1 24 312 1 87 6,487 5,965

田舎館村　　　 384 1 21 229 0 0 4,865 4,499

中南地域単純計 15,542 33 685 8,889 16 9,230 161,104 149,846

八戸市　　　　 14,039 26 562 7,846 16 9,090 124,758 113,340

三戸町　　　　 550 2 34 335 1 303 6,649 6,167

五戸町　　　　 924 3 48 547 1 246 11,203 10,454

田子町　　　　 313 1 17 190 1 173 3,979 3,781

南部町　　　　 1,099 4 66 646 2 440 11,615 10,909

階上町　　　　 862 2 44 537 0 0 7,539 6,835

新郷村　　　　 131 2 21 67 0 0 1,920 1,846

三八地域単純計 17,918 40 792 10,168 21 10,252 167,663 153,332

五所川原市　　 3,439 7 144 1,866 8 2,768 30,981 27,868

つがる市　　　 1,918 5 100 1,080 2 745 21,211 18,963

鰺ヶ沢町　　　 528 2 30 328 1 272 6,390 5,786

深浦町　　　　 428 3 35 268 1 79 5,124 4,770

板柳町　　　　 840 1 26 459 1 320 9,629 8,790

鶴田町　　　　 838 1 33 458 1 205 8,634 7,770

中泊町　　　　 583 2 37 358 1 161 6,844 5,787

西北地域単純計 8,574 21 405 4,817 15 4,550 88,813 79,734

十和田市　　　 3,827 10 183 2,239 4 2,147 37,120 34,704

三沢市　　　　 2,786 5 113 1,463 2 1,464 22,240 20,708

野辺地町　　　 735 1 27 379 2 778 7,789 7,184

七戸町　　　　 881 3 54 513 2 510 9,856 9,079

六戸町　　　　 597 2 34 266 1 303 5,878 5,532

横浜町　　　　 295 1 15 121 0 0 2,711 2,527

東北町　　　　 1,079 3 49 531 0 0 10,782 10,010

六ケ所村　　　 616 4 47 299 1 189 6,581 6,196

おいらせ町　　 1,729 3 62 781 1 540 13,052 12,091

上北地域単純計 12,545 32 584 6,592 13 5,931 116,009 108,031

むつ市　　　　 3,653 9 173 1,934 5 2,088 31,841 28,832

大間町　　　　 381 2 26 208 1 212 2,986 2,650

東通村　　　　 368 1 23 197 0 0 4,327 3,873

風間浦村　　　 99 1 11 76 0 0 1,339 1,212

佐井村　　　　 117 3 19 76 0 0 1,357 1,168

下北地域単純計 4,618 16 252 2,491 6 2,300 41,850 37,735

指標コード E2501 E3101 E3401 E3501 E4101 E4501 F1101 F1102
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自治体名
完　　全

失業者数

第１次産業

就業者数

第２次産業

就業者数

第３次産業

就業者数
雇用者数 役員数

雇人の

あ　る

業主数

雇人の

な　い

業主数

単位 (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人) (人)

年度 2005 2005 2005 2005 2005 2005 2005 2005

青森県　　　 62,721 95,725 146,847 436,789 503,546 24,432 23,496 69,457

青森市　　　　 14,561 5,724 23,147 111,754 116,381 5,748 4,383 9,691

平内町　　　　 541 1,906 1,570 3,455 4,232 170 203 1,048

今別町　　　　 267 306 503 744 1,007 35 63 267

蓬田村　　　　 179 537 393 717 1,000 25 76 283

外ヶ浜町　　　 412 852 936 1,802 2,334 92 181 559

東青地域単純計 15,960 9,325 26,549 118,472 124,954 6,070 4,906 11,848

弘前市　　　　 6,455 15,853 15,330 58,644 63,826 3,234 4,070 9,912

黒石市　　　　 1,667 3,355 5,073 10,845 13,573 530 652 2,420

平川市　　　　 1,564 4,876 4,452 9,204 11,990 381 693 2,703

西目屋村　　　 45 305 215 338 511 25 28 155

藤崎町　　　　 639 2,313 1,814 4,413 5,516 217 349 1,120

大鰐町　　　　 522 1,362 1,222 3,376 3,916 125 234 833

田舎館村　　　 366 1,109 1,084 2,305 3,037 109 103 625

中南地域単純計 11,258 29,173 29,190 89,125 102,369 4,621 6,129 17,768

八戸市　　　　 11,418 4,723 26,991 81,178 92,976 5,248 3,139 7,452

三戸町　　　　 482 1,984 1,315 2,862 3,447 186 291 887

五戸町　　　　 749 2,546 2,950 4,953 6,918 328 268 1,492

田子町　　　　 198 1,494 870 1,414 2,092 122 138 546

南部町　　　　 706 3,003 2,559 5,326 6,798 257 320 1,710

階上町　　　　 704 793 2,132 3,845 5,529 243 181 517

新郷村　　　　 74 893 319 630 839 29 79 342

三八地域単純計 14,331 15,436 37,136 100,208 118,599 6,413 4,416 12,946

五所川原市　　 3,113 4,596 6,196 16,922 18,909 1,150 1,155 3,584

つがる市　　　 2,248 6,285 3,901 8,763 10,843 370 715 3,247

鰺ヶ沢町　　　 604 1,390 1,227 3,166 3,701 150 236 849

深浦町　　　　 354 1,262 1,213 2,295 2,983 157 188 862

板柳町　　　　 839 3,353 1,546 3,887 4,567 226 500 1,523

鶴田町　　　　 864 3,036 1,455 3,272 4,080 147 424 1,339

中泊町　　　　 1,057 1,520 1,745 2,517 3,525 200 260 1,030

西北地域単純計 9,079 21,442 17,283 40,822 48,608 2,400 3,478 12,434

十和田市　　　 2,416 4,740 8,467 21,468 25,572 1,400 1,034 3,534

三沢市　　　　 1,532 1,652 4,459 14,439 16,652 650 653 1,473

野辺地町　　　 605 595 1,950 4,631 5,522 259 304 606

七戸町　　　　 777 1,857 2,252 4,966 6,212 232 310 1,191

六戸町　　　　 346 1,414 1,479 2,635 3,606 157 120 818

横浜町　　　　 184 738 731 1,044 1,616 41 111 358

東北町　　　　 772 2,714 2,412 4,880 6,401 318 287 1,397

六ケ所村　　　 385 930 2,562 2,678 4,915 194 155 431

おいらせ町　　 961 1,401 3,666 6,984 9,535 400 327 977

上北地域単純計 7,978 16,041 27,978 63,725 80,031 3,651 3,301 10,785

むつ市　　　　 3,009 1,900 6,293 20,365 23,113 1,100 924 2,208

大間町　　　　 336 692 616 1,340 1,660 44 145 522

東通村　　　　 454 1,156 1,171 1,545 2,668 59 125 523

風間浦村　　　 127 263 300 647 826 32 41 206

佐井村　　　　 189 297 331 540 718 42 31 217

下北地域単純計 4,115 4,308 8,711 24,437 28,985 1,277 1,266 3,676

指標コード F1107 F2201 F2211 F2221 F2401 F2402 F2403 F2404

 

－ 184 － － 185 －
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Ｇ 文化・スポーツ Ｈ　居住

自治体名
家　　族

従業者数

自市区町村

で従業して

い　　る

就業者数

他市区町村

へ　　の

通勤者数

従業地

による

就業者数

他市区町村

からの

通勤者数

公民館数 図書館数

居住世帯

あ　り

住宅数

単位 (人) (人) (人) (人) (人) (館) (館) (住宅)

年度 2005 2005 2005 2005 2005 2008 2008 2008

青森県　　　 64,362 561,952 123,449 683,979 122,027 289 34 493,500

青森市　　　　 6,768 136,119 6,874 147,353 11,234 42 2 119,890

平内町　　　　 1,278 5,142 1,789 5,731 589 8 1 ...

今別町　　　　 185 1,181 376 1,322 141 1 0 ...

蓬田村　　　　 263 1,059 588 1,332 273 9 0 ...

外ヶ浜町　　　 429 2,817 778 3,310 493 4 0 ...

東青地域単純計 8,923 146,318 10,405 159,048 12,730 64 3 119,890

弘前市　　　　 10,948 77,500 14,553 100,140 22,640 15 3 63,190

黒石市　　　　 2,197 13,419 5,956 17,713 4,294 10 0 11,700

平川市　　　　 2,787 10,679 7,877 15,452 4,773 7 2 9,680

西目屋村　　　 139 541 317 833 292 2 0 ...

藤崎町　　　　 1,338 4,764 3,776 7,165 2,401 6 1 4,550

大鰐町　　　　 856 3,433 2,532 4,438 1,005 1 0 ...

田舎館村　　　 625 2,006 2,493 3,155 1,149 1 0 ...

中南地域単純計 18,890 112,342 37,504 148,896 36,554 42 6 89,120

八戸市　　　　 4,520 104,576 8,764 122,438 17,862 27 3 90,030

三戸町　　　　 1,355 4,568 1,599 6,265 1,697 12 1 ...

五戸町　　　　 1,448 7,032 3,422 8,936 1,904 1 1 6,160

田子町　　　　 883 3,046 735 3,637 591 2 1 ...

南部町　　　　 1,822 6,008 4,901 8,223 2,215 6 0 6,520

階上町　　　　 365 2,422 4,413 3,875 1,453 2 0 5,070

新郷村　　　　 556 1,438 408 1,679 241 4 0 ...

三八地域単純計 10,949 129,090 24,242 155,053 25,963 54 6 107,780

五所川原市　　 3,068 21,868 6,000 28,531 6,663 40 3 21,730

つがる市　　　 3,788 14,395 4,568 17,847 3,452 6 0 11,500

鰺ヶ沢町　　　 850 4,591 1,195 5,724 1,133 6 0 ...

深浦町　　　　 580 4,255 515 4,557 302 3 0 ...

板柳町　　　　 1,974 5,941 2,849 7,468 1,527 1 1 5,200

鶴田町　　　　 1,780 5,176 2,594 6,690 1,514 1 0 4,560

中泊町　　　　 772 4,338 1,449 5,135 797 3 1 ...

西北地域単純計 12,812 60,564 19,170 75,952 15,388 60 5 42,990

十和田市　　　 3,162 29,750 4,954 35,601 5,851 4 2 24,150

三沢市　　　　 1,280 15,993 4,715 21,967 5,974 1 1 13,310

野辺地町　　　 493 5,237 1,947 6,413 1,176 2 1 5,120

七戸町　　　　 1,134 6,383 2,696 8,201 1,818 2 1 6,040

六戸町　　　　 831 2,957 2,575 4,746 1,789 2 1 ...

横浜町　　　　 400 1,904 623 2,516 612 1 1 ...

東北町　　　　 1,607 6,886 3,124 8,765 1,879 4 1 5,780

六ケ所村　　　 500 5,825 371 10,455 4,630 11 1 ...

おいらせ町　　 852 5,027 7,064 9,672 4,645 3 1 8,110

上北地域単純計 10,259 79,962 28,069 108,336 28,374 30 10 62,510

むつ市　　　　 1,485 26,644 2,188 28,160 1,516 25 4 23,890

大間町　　　　 279 2,354 296 2,719 365 2 0 ...

東通村　　　　 498 2,838 1,035 3,759 921 0 0 ...

風間浦村　　　 107 847 365 975 128 4 0 ...

佐井村　　　　 160 993 175 1,081 88 8 0 ...

下北地域単純計 2,529 33,676 4,059 36,694 3,018 39 4 23,890

指標コード F2405 F2701 F2705 F2801 F2803 G1201 G1401 H1101
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自治体名 持ち家数 借家数

１住宅

当たり

延べ面積

非水洗化

人　　口

ごみ計画

収集人口

ご　　み

総排出量

ごみの

リサイクル

率

小売店数

単位 (住宅) (住宅) (㎡) (人) (人) (ｔ) (％) (事業所)

年度 2008 2008 2008 2007 2007 2007 2007 2006

青森県　　　 353,900 139,500 124.78 273,431 1,441,511 582,532 13.0 15,892

青森市　　　　 78,820 41,070 109.23 35,583 310,357 142,283 9.5 3,281

平内町　　　　 ... ... ... 3,427 13,766 6,876 6.9 163

今別町　　　　 ... ... ... 1,323 3,785 1,189 9.6 58

蓬田村　　　　 ... ... ... 846 3,390 880 10.5 32

外ヶ浜町　　　 ... ... ... 2,697 8,304 2,338 8.6 135

東青地域単純計 78,820 41,070 109 43,876 339,602 153,566 45 3,669

弘前市　　　　 43,480 19,690 125.51 12,222 187,548 90,430 11.0 2,126

黒石市　　　　 9,760 1,930 138.29 4,189 38,688 15,707 11.7 394

平川市　　　　 8,570 1,110 158.15 2,897 35,098 12,104 13.5 341

西目屋村　　　 ... ... ... 435 1,604 616 8.9 17

藤崎町　　　　 3,990 560 149.90 4,176 16,610 5,644 16.2 166

大鰐町　　　　 ... ... ... 4,413 12,233 3,619 14.6 134

田舎館村　　　 ... ... ... 996 8,710 2,785 13.7 57

中南地域単純計 65,800 23,290 572 29,328 300,491 130,905 90 3,235

八戸市　　　　 54,890 35,140 105.32 51,272 246,629 98,923 15.8 2,682

三戸町　　　　 ... ... ... 7,812 12,606 5,029 14.2 172

五戸町　　　　 5,550 620 149.31 9,339 20,575 5,490 15.5 204

田子町　　　　 ... ... ... 4,253 7,143 2,274 7.3 83

南部町　　　　 5,680 840 146.38 9,856 21,877 6,505 11.3 242

階上町　　　　 4,200 870 127.86 4,821 15,049 3,710 23.0 90

新郷村　　　　 ... ... ... 800 3,230 675 18.5 40

三八地域単純計 70,320 37,470 529 88,153 327,109 122,606 106 3,513

五所川原市　　 16,300 5,430 129.50 9,778 63,007 23,368 10.3 811

つがる市　　　 9,800 1,700 164.84 14,666 39,053 10,034 19.5 410

鰺ヶ沢町　　　 ... ... ... 7,706 12,927 4,536 11.5 193

深浦町　　　　 ... ... ... 5,792 10,855 3,583 12.0 158

板柳町　　　　 4,220 990 133.70 5,452 16,035 4,112 10.0 205

鶴田町　　　　 4,230 340 151.49 4,826 15,098 4,456 10.2 129

中泊町　　　　 ... ... ... 4,197 14,352 3,709 7.2 143

西北地域単純計 34,550 8,460 580 52,417 171,327 53,798 81 2,049

十和田市　　　 16,640 7,510 122.68 7,075 67,510 27,448 13.2 841

三沢市　　　　 8,100 5,210 116.46 3,878 43,107 18,187 10.5 451

野辺地町　　　 4,600 520 151.34 4,692 15,478 6,945 11.2 218

七戸町　　　　 5,130 910 161.64 4,222 18,614 6,966 17.6 196

六戸町　　　　 ... ... ... 1,091 10,777 2,713 13.8 84

横浜町　　　　 ... ... ... 3,695 5,372 1,795 14.7 69

東北町　　　　 4,940 840 168.07 3,513 20,404 7,345 16.2 214

六ケ所村　　　 ... ... ... 1,681 11,623 5,285 11.1 101

おいらせ町　　 6,320 1,790 130.41 3,886 24,891 8,123 13.7 259

上北地域単純計 45,730 16,780 851 33,733 217,776 84,807 122 2,433

むつ市　　　　 16,670 7,220 119.09 19,350 65,812 29,997 26.3 760

大間町　　　　 ... ... ... 1,626 6,376 2,470 24.9 83

東通村　　　　 ... ... ... 3,854 7,704 2,477 24.1 73

風間浦村　　　 ... ... ... 668 2,638 1,045 23.5 30

佐井村　　　　 ... ... ... 426 2,676 861 29.3 47

下北地域単純計 16,670 7,220 119 25,924 85,206 36,850 128 993

指標コード H1310 H1320 H2130 H550701 H5608 H5609 H5614 H6101

 

－ 186 － － 187 －
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Ｇ 文化・スポーツ Ｈ　居住

自治体名
家　　族

従業者数

自市区町村

で従業して

い　　る

就業者数

他市区町村

へ　　の

通勤者数

従業地

による

就業者数

他市区町村

からの

通勤者数

公民館数 図書館数

居住世帯

あ　り

住宅数

単位 (人) (人) (人) (人) (人) (館) (館) (住宅)

年度 2005 2005 2005 2005 2005 2008 2008 2008

青森県　　　 64,362 561,952 123,449 683,979 122,027 289 34 493,500

青森市　　　　 6,768 136,119 6,874 147,353 11,234 42 2 119,890

平内町　　　　 1,278 5,142 1,789 5,731 589 8 1 ...

今別町　　　　 185 1,181 376 1,322 141 1 0 ...

蓬田村　　　　 263 1,059 588 1,332 273 9 0 ...

外ヶ浜町　　　 429 2,817 778 3,310 493 4 0 ...

東青地域単純計 8,923 146,318 10,405 159,048 12,730 64 3 119,890

弘前市　　　　 10,948 77,500 14,553 100,140 22,640 15 3 63,190

黒石市　　　　 2,197 13,419 5,956 17,713 4,294 10 0 11,700

平川市　　　　 2,787 10,679 7,877 15,452 4,773 7 2 9,680

西目屋村　　　 139 541 317 833 292 2 0 ...

藤崎町　　　　 1,338 4,764 3,776 7,165 2,401 6 1 4,550

大鰐町　　　　 856 3,433 2,532 4,438 1,005 1 0 ...

田舎館村　　　 625 2,006 2,493 3,155 1,149 1 0 ...

中南地域単純計 18,890 112,342 37,504 148,896 36,554 42 6 89,120

八戸市　　　　 4,520 104,576 8,764 122,438 17,862 27 3 90,030

三戸町　　　　 1,355 4,568 1,599 6,265 1,697 12 1 ...

五戸町　　　　 1,448 7,032 3,422 8,936 1,904 1 1 6,160

田子町　　　　 883 3,046 735 3,637 591 2 1 ...

南部町　　　　 1,822 6,008 4,901 8,223 2,215 6 0 6,520

階上町　　　　 365 2,422 4,413 3,875 1,453 2 0 5,070

新郷村　　　　 556 1,438 408 1,679 241 4 0 ...

三八地域単純計 10,949 129,090 24,242 155,053 25,963 54 6 107,780

五所川原市　　 3,068 21,868 6,000 28,531 6,663 40 3 21,730

つがる市　　　 3,788 14,395 4,568 17,847 3,452 6 0 11,500

鰺ヶ沢町　　　 850 4,591 1,195 5,724 1,133 6 0 ...

深浦町　　　　 580 4,255 515 4,557 302 3 0 ...

板柳町　　　　 1,974 5,941 2,849 7,468 1,527 1 1 5,200

鶴田町　　　　 1,780 5,176 2,594 6,690 1,514 1 0 4,560

中泊町　　　　 772 4,338 1,449 5,135 797 3 1 ...

西北地域単純計 12,812 60,564 19,170 75,952 15,388 60 5 42,990

十和田市　　　 3,162 29,750 4,954 35,601 5,851 4 2 24,150

三沢市　　　　 1,280 15,993 4,715 21,967 5,974 1 1 13,310

野辺地町　　　 493 5,237 1,947 6,413 1,176 2 1 5,120

七戸町　　　　 1,134 6,383 2,696 8,201 1,818 2 1 6,040

六戸町　　　　 831 2,957 2,575 4,746 1,789 2 1 ...

横浜町　　　　 400 1,904 623 2,516 612 1 1 ...

東北町　　　　 1,607 6,886 3,124 8,765 1,879 4 1 5,780

六ケ所村　　　 500 5,825 371 10,455 4,630 11 1 ...

おいらせ町　　 852 5,027 7,064 9,672 4,645 3 1 8,110

上北地域単純計 10,259 79,962 28,069 108,336 28,374 30 10 62,510

むつ市　　　　 1,485 26,644 2,188 28,160 1,516 25 4 23,890

大間町　　　　 279 2,354 296 2,719 365 2 0 ...

東通村　　　　 498 2,838 1,035 3,759 921 0 0 ...

風間浦村　　　 107 847 365 975 128 4 0 ...

佐井村　　　　 160 993 175 1,081 88 8 0 ...

下北地域単純計 2,529 33,676 4,059 36,694 3,018 39 4 23,890

指標コード F2405 F2701 F2705 F2801 F2803 G1201 G1401 H1101
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自治体名 持ち家数 借家数

１住宅

当たり

延べ面積

非水洗化

人　　口

ごみ計画

収集人口

ご　　み

総排出量

ごみの

リサイクル

率

小売店数

単位 (住宅) (住宅) (㎡) (人) (人) (ｔ) (％) (事業所)

年度 2008 2008 2008 2007 2007 2007 2007 2006

青森県　　　 353,900 139,500 124.78 273,431 1,441,511 582,532 13.0 15,892

青森市　　　　 78,820 41,070 109.23 35,583 310,357 142,283 9.5 3,281

平内町　　　　 ... ... ... 3,427 13,766 6,876 6.9 163

今別町　　　　 ... ... ... 1,323 3,785 1,189 9.6 58

蓬田村　　　　 ... ... ... 846 3,390 880 10.5 32

外ヶ浜町　　　 ... ... ... 2,697 8,304 2,338 8.6 135

東青地域単純計 78,820 41,070 109 43,876 339,602 153,566 45 3,669

弘前市　　　　 43,480 19,690 125.51 12,222 187,548 90,430 11.0 2,126

黒石市　　　　 9,760 1,930 138.29 4,189 38,688 15,707 11.7 394

平川市　　　　 8,570 1,110 158.15 2,897 35,098 12,104 13.5 341

西目屋村　　　 ... ... ... 435 1,604 616 8.9 17

藤崎町　　　　 3,990 560 149.90 4,176 16,610 5,644 16.2 166

大鰐町　　　　 ... ... ... 4,413 12,233 3,619 14.6 134

田舎館村　　　 ... ... ... 996 8,710 2,785 13.7 57

中南地域単純計 65,800 23,290 572 29,328 300,491 130,905 90 3,235

八戸市　　　　 54,890 35,140 105.32 51,272 246,629 98,923 15.8 2,682

三戸町　　　　 ... ... ... 7,812 12,606 5,029 14.2 172

五戸町　　　　 5,550 620 149.31 9,339 20,575 5,490 15.5 204

田子町　　　　 ... ... ... 4,253 7,143 2,274 7.3 83

南部町　　　　 5,680 840 146.38 9,856 21,877 6,505 11.3 242

階上町　　　　 4,200 870 127.86 4,821 15,049 3,710 23.0 90

新郷村　　　　 ... ... ... 800 3,230 675 18.5 40

三八地域単純計 70,320 37,470 529 88,153 327,109 122,606 106 3,513

五所川原市　　 16,300 5,430 129.50 9,778 63,007 23,368 10.3 811

つがる市　　　 9,800 1,700 164.84 14,666 39,053 10,034 19.5 410

鰺ヶ沢町　　　 ... ... ... 7,706 12,927 4,536 11.5 193

深浦町　　　　 ... ... ... 5,792 10,855 3,583 12.0 158

板柳町　　　　 4,220 990 133.70 5,452 16,035 4,112 10.0 205

鶴田町　　　　 4,230 340 151.49 4,826 15,098 4,456 10.2 129

中泊町　　　　 ... ... ... 4,197 14,352 3,709 7.2 143

西北地域単純計 34,550 8,460 580 52,417 171,327 53,798 81 2,049

十和田市　　　 16,640 7,510 122.68 7,075 67,510 27,448 13.2 841

三沢市　　　　 8,100 5,210 116.46 3,878 43,107 18,187 10.5 451

野辺地町　　　 4,600 520 151.34 4,692 15,478 6,945 11.2 218

七戸町　　　　 5,130 910 161.64 4,222 18,614 6,966 17.6 196

六戸町　　　　 ... ... ... 1,091 10,777 2,713 13.8 84

横浜町　　　　 ... ... ... 3,695 5,372 1,795 14.7 69

東北町　　　　 4,940 840 168.07 3,513 20,404 7,345 16.2 214

六ケ所村　　　 ... ... ... 1,681 11,623 5,285 11.1 101

おいらせ町　　 6,320 1,790 130.41 3,886 24,891 8,123 13.7 259

上北地域単純計 45,730 16,780 851 33,733 217,776 84,807 122 2,433

むつ市　　　　 16,670 7,220 119.09 19,350 65,812 29,997 26.3 760

大間町　　　　 ... ... ... 1,626 6,376 2,470 24.9 83

東通村　　　　 ... ... ... 3,854 7,704 2,477 24.1 73

風間浦村　　　 ... ... ... 668 2,638 1,045 23.5 30

佐井村　　　　 ... ... ... 426 2,676 861 29.3 47

下北地域単純計 16,670 7,220 119 25,924 85,206 36,850 128 993

指標コード H1310 H1320 H2130 H550701 H5608 H5609 H5614 H6101
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自治体名 飲食店数
大　　型

小売店数
百貨店数 道路実延長

道路実延長

(主要道路)

道路実延長

(市町村道)

舗装道路

実 延 長

(主要道路)

郵便局数

単位 (事業所) (事業所) (事業所) (km) (km) (km) (km) (局)

年度 2006 2006 2006 2009 2009 2009 2009 2009

青森県　　　 8,930 184 25 19,520.9 3,882.9 15,638.0 3,632.4 362

青森市　　　　 2,169 50 6 2,188.8 383.2 1,805.6 359.7 52

平内町　　　　 72 0 0 205.8 73.1 132.7 67.9 4

今別町　　　　 19 0 0 109.1 36.7 72.4 36.7 3

蓬田村　　　　 6 0 0 143.5 14.2 129.3 14.2 2

外ヶ浜町　　　 29 0 0 208.7 99.2 109.5 87.6 6

東青地域単純計 2,295 50 6 2,856 606 2,250 566 67

弘前市　　　　 1,317 29 3 1,626.1 223.8 1,402.3 222.4 43

黒石市　　　　 264 5 1 433.2 89.1 344.1 71.9 8

平川市　　　　 136 2 0 1,144.6 118.3 1,026.3 116.2 8

西目屋村　　　 3 0 0 104.7 50.4 54.3 33.0 1

藤崎町　　　　 53 3 1 267.4 45.4 222.0 45.2 4

大鰐町　　　　 57 1 0 241.3 33.5 207.8 31.6 2

田舎館村　　　 22 0 0 189.2 27.1 162.1 27.1 3

中南地域単純計 1,852 40 5 4,007 588 3,419 547 69

八戸市　　　　 1,599 28 5 1,655.3 206.5 1,448.8 206.5 41

三戸町　　　　 49 2 0 415.6 76.3 339.3 72.2 6

五戸町　　　　 65 3 0 533.7 89.0 444.7 84.3 6

田子町　　　　 22 0 0 380.5 64.9 315.6 64.9 2

南部町　　　　 52 0 0 683.0 82.8 600.2 80.4 12

階上町　　　　 34 2 1 290.9 40.8 250.1 40.8 3

新郷村　　　　 6 0 0 248.7 68.8 179.9 58.6 2

三八地域単純計 1,827 35 6 4,208 629 3,579 608 72

五所川原市　　 509 6 1 816.7 181.8 634.9 175.8 19

つがる市　　　 124 7 1 730.6 173.7 556.9 172.8 22

鰺ヶ沢町　　　 57 1 0 321.0 128.8 192.2 104.2 10

深浦町　　　　 46 0 0 293.0 119.3 173.7 94.3 12

板柳町　　　　 91 2 0 237.9 54.3 183.6 53.8 3

鶴田町　　　　 59 2 0 239.9 56.2 183.7 56.1 4

中泊町　　　　 38 0 0 366.8 77.3 289.5 66.4 5

西北地域単純計 924 18 2 3,006 791 2,215 723 75

十和田市　　　 508 10 2 1,112.0 235.1 876.9 233.0 16

三沢市　　　　 454 7 1 402.2 62.5 339.7 60.9 7

野辺地町　　　 128 2 0 189.0 54.9 134.1 54.9 4

七戸町　　　　 81 2 1 667.2 95.8 571.4 79.3 3

六戸町　　　　 34 1 0 373.6 66.7 306.9 63.6 2

横浜町　　　　 21 0 0 121.9 39.7 82.2 34.9 3

東北町　　　　 98 3 0 657.6 103.8 553.8 93.7 6

六ケ所村　　　 52 0 0 266.2 111.5 154.7 97.0 4

おいらせ町　　 92 5 1 451.3 56.1 395.2 56.1 4

上北地域単純計 1,468 30 5 4,241 826 3,415 773 49

むつ市　　　　 474 10 1 700.9 257.6 443.3 240.5 15

大間町　　　　 50 1 0 77.8 12.4 65.4 12.4 2

東通村　　　　 20 0 0 219.0 88.7 130.3 87.9 7

風間浦村　　　 7 0 0 106.0 18.5 87.5 18.5 3

佐井村　　　　 13 0 0 100.2 65.1 35.1 55.0 3

下北地域単純計 564 11 1 1,204 442 762 414 30

指標コード H6102 H6103 H6104 H7110 * H7111 * H7112 * H7121 * H7501
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Ｉ　健康・医療 Ｊ 福祉・

自治体名 都市公園数 一般病院数
一　　般

診療所数

歯　　科

診療所数
医師数 歯科医師数 薬剤師数

介護老人

福祉施設数

単位 (箇所) (施設) (施設) (施設) (人) (人) (人) (所)

年度 2008 2008 2008 2008 2008 2008 2008 2008

青森県　　　 824 90 938 570 2,563 789 1,882 87

青森市　　　　 134 18 241 145 604 194 566 11

平内町　　　　 0 1 8 3 9 3 12 2

今別町　　　　 0 0 3 1 3 3 1 1

蓬田村　　　　 0 0 2 1 1 0 1 1

外ヶ浜町　　　 3 1 5 1 8 3 8 2

東青地域単純計 137 20 259 151 625 203 588 17

弘前市　　　　 306 15 188 104 752 159 373 11

黒石市　　　　 12 3 24 14 66 18 41 2

平川市　　　　 8 2 15 9 30 10 17 2

西目屋村　　　 0 0 1 0 0 0 0 1

藤崎町　　　　 2 1 9 6 20 6 14 2

大鰐町　　　　 4 1 7 4 8 5 11 1

田舎館村　　　 4 0 3 1 2 1 0 0

中南地域単純計 336 22 247 138 878 199 456 19

八戸市　　　　 162 17 167 104 497 144 340 9

三戸町　　　　 4 1 5 5 13 5 15 1

五戸町　　　　 1 1 8 5 15 7 24 2

田子町　　　　 0 0 4 3 5 4 2 0

南部町　　　　 0 2 6 5 16 9 19 2

階上町　　　　 1 0 3 4 2 4 2 1

新郷村　　　　 0 0 1 0 2 0 1 0

三八地域単純計 168 21 194 126 550 173 403 15

五所川原市　　 22 5 48 27 100 35 80 5

つがる市　　　 5 2 15 10 21 12 18 3

鰺ヶ沢町　　　 3 1 5 3 9 7 5 1

深浦町　　　　 0 0 5 3 4 3 1 2

板柳町　　　　 9 1 6 7 10 7 10 1

鶴田町　　　　 6 1 4 3 9 3 6 1

中泊町　　　　 0 0 7 4 6 5 2 1

西北地域単純計 45 10 90 57 159 72 122 14

十和田市　　　 19 3 45 28 112 34 114 3

三沢市　　　　 67 3 18 14 50 25 45 2

野辺地町　　　 6 1 6 8 21 11 21 1

七戸町　　　　 4 1 9 4 18 4 23 2

六戸町　　　　 1 1 5 3 6 3 6 1

横浜町　　　　 0 0 3 1 2 2 0 1

東北町　　　　 0 1 8 5 10 11 6 2

六ケ所村　　　 7 0 6 3 6 4 1 1

おいらせ町　　 15 2 8 6 13 12 14 2

上北地域単純計 119 12 108 72 238 106 230 15

むつ市　　　　 19 4 33 22 103 32 77 6

大間町　　　　 0 1 1 2 6 2 5 1

東通村　　　　 0 0 2 1 3 1 1 0

風間浦村　　　 0 0 1 0 1 0 0 0

佐井村　　　　 0 0 3 1 0 1 0 0

下北地域単純計 19 5 40 26 113 36 83 7

指標コード H9101 * I510120 I5102 I5103 I6100 I6200 I6300 J232101

 

社会保障 

－ 188 － － 189 －



 

- 188 - 

 

自治体名 飲食店数
大　　型

小売店数
百貨店数 道路実延長

道路実延長

(主要道路)

道路実延長

(市町村道)

舗装道路

実 延 長

(主要道路)

郵便局数

単位 (事業所) (事業所) (事業所) (km) (km) (km) (km) (局)

年度 2006 2006 2006 2009 2009 2009 2009 2009

青森県　　　 8,930 184 25 19,520.9 3,882.9 15,638.0 3,632.4 362

青森市　　　　 2,169 50 6 2,188.8 383.2 1,805.6 359.7 52

平内町　　　　 72 0 0 205.8 73.1 132.7 67.9 4

今別町　　　　 19 0 0 109.1 36.7 72.4 36.7 3

蓬田村　　　　 6 0 0 143.5 14.2 129.3 14.2 2

外ヶ浜町　　　 29 0 0 208.7 99.2 109.5 87.6 6

東青地域単純計 2,295 50 6 2,856 606 2,250 566 67

弘前市　　　　 1,317 29 3 1,626.1 223.8 1,402.3 222.4 43

黒石市　　　　 264 5 1 433.2 89.1 344.1 71.9 8

平川市　　　　 136 2 0 1,144.6 118.3 1,026.3 116.2 8

西目屋村　　　 3 0 0 104.7 50.4 54.3 33.0 1

藤崎町　　　　 53 3 1 267.4 45.4 222.0 45.2 4

大鰐町　　　　 57 1 0 241.3 33.5 207.8 31.6 2

田舎館村　　　 22 0 0 189.2 27.1 162.1 27.1 3

中南地域単純計 1,852 40 5 4,007 588 3,419 547 69

八戸市　　　　 1,599 28 5 1,655.3 206.5 1,448.8 206.5 41

三戸町　　　　 49 2 0 415.6 76.3 339.3 72.2 6

五戸町　　　　 65 3 0 533.7 89.0 444.7 84.3 6

田子町　　　　 22 0 0 380.5 64.9 315.6 64.9 2

南部町　　　　 52 0 0 683.0 82.8 600.2 80.4 12

階上町　　　　 34 2 1 290.9 40.8 250.1 40.8 3

新郷村　　　　 6 0 0 248.7 68.8 179.9 58.6 2

三八地域単純計 1,827 35 6 4,208 629 3,579 608 72

五所川原市　　 509 6 1 816.7 181.8 634.9 175.8 19

つがる市　　　 124 7 1 730.6 173.7 556.9 172.8 22

鰺ヶ沢町　　　 57 1 0 321.0 128.8 192.2 104.2 10

深浦町　　　　 46 0 0 293.0 119.3 173.7 94.3 12

板柳町　　　　 91 2 0 237.9 54.3 183.6 53.8 3

鶴田町　　　　 59 2 0 239.9 56.2 183.7 56.1 4

中泊町　　　　 38 0 0 366.8 77.3 289.5 66.4 5

西北地域単純計 924 18 2 3,006 791 2,215 723 75

十和田市　　　 508 10 2 1,112.0 235.1 876.9 233.0 16

三沢市　　　　 454 7 1 402.2 62.5 339.7 60.9 7

野辺地町　　　 128 2 0 189.0 54.9 134.1 54.9 4

七戸町　　　　 81 2 1 667.2 95.8 571.4 79.3 3

六戸町　　　　 34 1 0 373.6 66.7 306.9 63.6 2

横浜町　　　　 21 0 0 121.9 39.7 82.2 34.9 3

東北町　　　　 98 3 0 657.6 103.8 553.8 93.7 6

六ケ所村　　　 52 0 0 266.2 111.5 154.7 97.0 4

おいらせ町　　 92 5 1 451.3 56.1 395.2 56.1 4

上北地域単純計 1,468 30 5 4,241 826 3,415 773 49

むつ市　　　　 474 10 1 700.9 257.6 443.3 240.5 15

大間町　　　　 50 1 0 77.8 12.4 65.4 12.4 2

東通村　　　　 20 0 0 219.0 88.7 130.3 87.9 7

風間浦村　　　 7 0 0 106.0 18.5 87.5 18.5 3

佐井村　　　　 13 0 0 100.2 65.1 35.1 55.0 3

下北地域単純計 564 11 1 1,204 442 762 414 30

指標コード H6102 H6103 H6104 H7110 * H7111 * H7112 * H7121 * H7501
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Ｉ　健康・医療 Ｊ 福祉・

自治体名 都市公園数 一般病院数
一　　般

診療所数

歯　　科

診療所数
医師数 歯科医師数 薬剤師数

介護老人

福祉施設数

単位 (箇所) (施設) (施設) (施設) (人) (人) (人) (所)

年度 2008 2008 2008 2008 2008 2008 2008 2008

青森県　　　 824 90 938 570 2,563 789 1,882 87

青森市　　　　 134 18 241 145 604 194 566 11

平内町　　　　 0 1 8 3 9 3 12 2

今別町　　　　 0 0 3 1 3 3 1 1

蓬田村　　　　 0 0 2 1 1 0 1 1

外ヶ浜町　　　 3 1 5 1 8 3 8 2

東青地域単純計 137 20 259 151 625 203 588 17

弘前市　　　　 306 15 188 104 752 159 373 11

黒石市　　　　 12 3 24 14 66 18 41 2

平川市　　　　 8 2 15 9 30 10 17 2

西目屋村　　　 0 0 1 0 0 0 0 1

藤崎町　　　　 2 1 9 6 20 6 14 2

大鰐町　　　　 4 1 7 4 8 5 11 1

田舎館村　　　 4 0 3 1 2 1 0 0

中南地域単純計 336 22 247 138 878 199 456 19

八戸市　　　　 162 17 167 104 497 144 340 9

三戸町　　　　 4 1 5 5 13 5 15 1

五戸町　　　　 1 1 8 5 15 7 24 2

田子町　　　　 0 0 4 3 5 4 2 0

南部町　　　　 0 2 6 5 16 9 19 2

階上町　　　　 1 0 3 4 2 4 2 1

新郷村　　　　 0 0 1 0 2 0 1 0

三八地域単純計 168 21 194 126 550 173 403 15

五所川原市　　 22 5 48 27 100 35 80 5

つがる市　　　 5 2 15 10 21 12 18 3

鰺ヶ沢町　　　 3 1 5 3 9 7 5 1

深浦町　　　　 0 0 5 3 4 3 1 2

板柳町　　　　 9 1 6 7 10 7 10 1

鶴田町　　　　 6 1 4 3 9 3 6 1

中泊町　　　　 0 0 7 4 6 5 2 1

西北地域単純計 45 10 90 57 159 72 122 14

十和田市　　　 19 3 45 28 112 34 114 3

三沢市　　　　 67 3 18 14 50 25 45 2

野辺地町　　　 6 1 6 8 21 11 21 1

七戸町　　　　 4 1 9 4 18 4 23 2

六戸町　　　　 1 1 5 3 6 3 6 1

横浜町　　　　 0 0 3 1 2 2 0 1

東北町　　　　 0 1 8 5 10 11 6 2

六ケ所村　　　 7 0 6 3 6 4 1 1

おいらせ町　　 15 2 8 6 13 12 14 2

上北地域単純計 119 12 108 72 238 106 230 15

むつ市　　　　 19 4 33 22 103 32 77 6

大間町　　　　 0 1 1 2 6 2 5 1

東通村　　　　 0 0 2 1 3 1 1 0

風間浦村　　　 0 0 1 0 1 0 0 0

佐井村　　　　 0 0 3 1 0 1 0 0

下北地域単純計 19 5 40 26 113 36 83 7

指標コード H9101 * I510120 I5102 I5103 I6100 I6200 I6300 J232101
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Ｋ　安全

自治体名

身体障害者

更生援護

施設数

保育所数

保 育 所

入所待機

児 童 数

保 育 所

在所児数

国　　民

健康保険

被保険者数

建物火災

出火件数

交通事故

発生件数

刑 法 犯

認知件数

単位 (所) (所) (人) (人) (人) (件) (件) (件)

年度 2008 2008 2009 2008 2008 2008 2009 2009

青森県　　　 17 474 28 34,725 479,196 400 6,005 9,970

青森市　　　　 5 87 15 6,660 83,355 60 1,318 2,771

平内町　　　　 0 8 0 327 5,535 5 40 40

今別町　　　　 0 1 0 60 1,423 5 1 19

蓬田村　　　　 0 1 0 75 1,196 0 9 7

外ヶ浜町　　　 0 3 0 94 3,222 1 14 17

東青地域単純計 5 100 15 7,216 94,731 71 1,382 2,854

弘前市　　　　 2 65 0 4,868 61,024 55 990 1,655

黒石市　　　　 1 15 0 1,313 13,043 22 178 200

平川市　　　　 1 13 0 1,123 12,154 8 98 138

西目屋村　　　 0 1 0 35 617 1 1 1

藤崎町　　　　 0 7 0 563 5,902 2 78 74

大鰐町　　　　 0 4 0 242 4,288 1 34 40

田舎館村　　　 0 3 0 236 2,705 3 36 24

中南地域単純計 4 108 0 8,380 99,733 92 1,415 2,132

八戸市　　　　 3 69 13 5,616 73,022 52 1,255 1,854

三戸町　　　　 0 4 0 271 5,176 7 36 71

五戸町　　　　 0 5 0 398 7,086 6 63 84

田子町　　　　 0 2 0 155 3,021 0 9 16

南部町　　　　 0 3 0 300 8,013 9 70 79

階上町　　　　 0 5 0 377 5,421 0 37 90

新郷村　　　　 0 2 0 72 1,246 1 5 14

三八地域単純計 3 90 13 7,189 102,985 75 1,475 2,208

五所川原市　　 1 21 0 1,554 25,762 23 237 476

つがる市　　　 0 15 0 1,061 17,831 16 126 179

鰺ヶ沢町　　　 0 6 0 278 5,904 3 29 63

深浦町　　　　 0 8 0 292 4,882 5 14 26

板柳町　　　　 0 7 0 418 6,960 4 64 112

鶴田町　　　　 0 7 0 457 6,877 6 46 61

中泊町　　　　 1 4 0 257 7,323 8 31 21

西北地域単純計 2 68 0 4,317 75,539 65 547 938

十和田市　　　 0 22 0 1,665 22,899 21 377 439

三沢市　　　　 0 17 0 1,250 13,394 13 196 371

野辺地町　　　 1 6 0 360 5,573 3 42 77

七戸町　　　　 0 6 0 537 6,653 9 66 43

六戸町　　　　 0 3 0 244 4,168 7 56 70

横浜町　　　　 0 4 0 130 2,176 2 16 18

東北町　　　　 1 13 0 761 8,121 3 58 82

六ケ所村　　　 0 5 0 302 4,040 4 29 36

おいらせ町　　 0 12 0 786 8,541 5 121 178

上北地域単純計 2 88 0 6,035 75,565 67 961 1,314

むつ市　　　　 1 15 0 1,257 22,130 18 184 421

大間町　　　　 0 2 0 138 3,103 5 13 33

東通村　　　　 0 1 0 63 3,221 3 10 19

風間浦村　　　 0 1 0 65 1,060 3 10 7

佐井村　　　　 0 1 0 65 1,129 1 3 10

下北地域単純計 1 20 0 1,588 30,643 30 220 490

指標コード J2401 J2503 J250502 J2506 J4101 K2102 K3101 * K4201 *
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